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【尖閣諸島に関する年表】 
■琉球の帰属をめぐる日清間交渉、沖縄県の設置、尖閣諸島の編入   
西暦 年号、月、日 できごと 該当箇所 
1859 年 安政 6 美里間切・役人の大城永保、久米赤島・久場島・魚釣島探査 3 章 71 頁 
1871  明治 4.12 宮古島島民遭難事件（琉球漂流民殺害事件、台湾蕃社事件）  6 章 204、206 頁 
1872 明治 5.10 明治政府、「冊封の詔1」で琉球国王尚泰を琉球藩王に封じ華
族に列し、琉球を外務省の管轄に（「第一次琉球処分」） 
6 章 204、209 頁 
1873 明治 6.1 海軍大佐・水路権頭柳樽悦、英語版『支那海水路誌』の抄訳
『台湾水路誌』を刊行、これとともに海軍水路寮が琉球全島
及び台湾近海を測量 
4 頁 
 
  明治 6.3 岡山の漂流民が台湾で略奪される。小田県漂流民事件 6 章 209 頁 
  明治 6.6.21 清国総理各国事務衙門総領大臣奕訴（恭親王）、台湾蕃社事件
に関する日本の抗議に「台湾東部の生蕃は化外の者で清国政
教の及ばぬ所」と回答 
6 章 204 頁、 
206～209 頁 
1874 明治 7.5 台湾出兵 6 章第 1、2 節 
1874 明治 7.7 明治政府、琉球藩を外務省から内務省の管轄に移行 6 章 208 頁 
  明治 7.10 日清両国互換条約を締結 6 章第 1、2 節 
1875 明治 8.5.9 日本政府、琉球藩の清国関係断絶を決定 6 章 204、207 頁 
  明治 8.7 政府、内務大丞松田道之を琉球に派遣。7月 14日、松田が琉
球藩に対し清国との断絶を令達 
6 章 204 頁 
1879 明治 12.3 政府、松田道之処分官を琉球に派遣。松田、27日、首里城で
琉球藩を廃し、沖縄県設置を通達。31日、首里城を接収 
6 章 204 頁 
  明治 12.4.4 日本政府、琉球藩廃止と沖縄県設置を全国に布告(いわゆる狭
義の「琉球処分」) 
6 章 204 頁 
  明治 12.7 グラント前米大統領来日。翌 1880年、清国と分島改約交渉 6章 205～218頁 
1884 明治 17.3 古賀辰四郎が尖閣諸島を「探検」したといわれるが、史実で
はない 
2 章 62～63 頁  
1885 明治 18 山縣有朋内務卿、西村捨三沖縄県令に沖縄県近海無人島取調
を内命 
3 章 66 頁 
  明治 18.9.22 西村沖縄県令、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設（日
本への編入）の内命に対する懸念を山県内務卿に上申。沖縄
県側が自発的に国標建設を上申したわけではない 
3 章 1 節 
  明治 18.10.9 山県有朋内務卿、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設を
井上馨外務卿に照会 
3 章 72 頁 
ii 
 
1885 明治 18.10 沖縄県令の指示で石沢兵吾ら出雲丸による尖閣諸島実地調査 3 章 71、75 頁 
1885 明治 18.10.21 井上外務卿が、清国の疑念を招く恐れがあるため、国標建設
と開拓着手は他日の機会に譲り、先の大東島の踏査と今回の
踏査は官報や新聞に掲載すべきでないと山縣内務卿に回答 
3 章 72～74 頁 
  明治 18.11.5 森長義県令代理が西村県令名義で魚釣島外二島実地取調、本
県所轄の標札建設を山縣内務卿に上申 
3 章 76 頁 
  明治 18.11.24 西村県令、管下無人島への国標建設をどうすべきか（暗に撤
回を要請）を山縣、井上に上申 
3 章 79 頁 
  明治 18.11.30 山縣内務卿、国標建設は不要と井上外務卿に照会。12月 4日、
井上、同意と山縣に回答 
3 章 80 頁 
  明治 18.12.5 日本政府、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設について
は「目下建設を要せざる」と決定。尖閣領有の見送りを決定 
3 章 80 頁 
1886 明治 19.3.5 山縣内務卿、沖縄を視察。『南航日記』に魚釣島ではなく、「釣
魚嶼」と中国名の島名を記録 
3 章 82 頁 
1890 明治 23.1.13 丸岡莞爾沖縄県知事、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建
設を上申 
3 章 84～86 頁 
1893 明治 26.11.2 奈良原繁沖縄県知事、久場島・魚釣島への国標建設を上申。
それまでの上申には含まれていた久米赤島には言及せず 
3 章 87～89 頁 
1894 明治 27.8.1 日清戦争勃発。1895年 3月 30日、日清休戦条約調印 3 章 90 頁 
  明治 27.12.27 野村靖内務大臣、久場島・魚釣島への所轄標杭建設を陸奥宗
光外務大臣に問い合わせ 
3 章 94 頁 
1895 明治 28.1.11 陸奥外務大臣、野村内務大臣からの久場島・魚釣島への所轄 
標杭建設の閣議提出に同意 
3 章 94 頁 
1895 明治 28.1.14 政府は、久場島・魚釣島を沖縄県所轄と定め、国標建設を認
める件を閣議決定。1月 21日、沖縄県知事へ指示。尖閣諸島
領有の閣議決定 
3 章 65、95 頁 
  明治 28.4.17 日清媾和条約（講和条約、下関条約）締結。台湾割譲 6章 218～220頁 
  明治 28.6.14 古賀辰四郎、尖閣諸島の官有地拝借願を申請。翌年 8月許可 3 章 104 頁 
1896 明治 29.3.5 勅令第 13号で沖縄県の区制と郡編成を公布。ただし「八重山
郡」には尖閣諸島の島名の文字はなく領有根拠にならず 
3 章 3 節 
1900 明治 33 沖縄県師範学校教諭の黒岩恒が魚釣島等を探検し、「尖閣列
島」と命名 
4 頁 
1907 明治 40.8.19 福岡鉱山監督署、古賀辰四郎に対し尖閣列島での燐鉱（グア
ノ）採掘願を許可 
4 章 147 頁 
iii 
 
1919 大正 8 中国漁船が魚釣島に漂着、古賀善次ら遭難者を救助。翌年 5
月 20日、石垣村村長豊川善佐・古賀善次らに対し中華民国駐
長崎馮領事が感謝状贈呈。日本の領有根拠として用いられる 
3 章 95 頁、 
4 章 105 頁 
1921 大正 10.7.25 久米赤島を大正島と命名し、国有地とすることを官報で発表 3 章 96 頁 
1926 大正 15.8 古賀善次、大正島以外の尖閣列島４島の１年毎の更新有償借
入れ契約成立 
4 章 131 頁 
1932 昭和 7 政府は、古賀善次に貸与中の魚釣島、久場島、北小島、南小
島を有償で払下げ 
4 章 131 頁 
        
■米軍の沖縄占領   
1945 昭和 20.4.1 米軍、沖縄本島に上陸 1 章 29 頁 
1946 昭和 21.1.29 GHQ、北緯 30度以南の南西諸島を日本から分離 1 章 28 頁 
1950 昭和 25.3.～4 琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物相調査   
  昭和 25.8.4 米民政府、沖縄群島組織法公布、尖閣は八重山群島の一部   
1951 昭和 26.9.8 日本国との平和条約（対日平和条約、サンフランシスコ平和
条約、講話条約とも呼ばれる）調印 
1 章 38 頁 
1952 昭和 27.2.29 米民政府、布令第 68号（琉球政府章典）公布、尖閣諸島を含
む行政管轄を決定 
4 章 131 頁 
  昭和 27.3～4 第２次琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物調査   
1953 昭和 28.7～8 第３次琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物調査   
  昭和 28.12 米民政府、布告第 27号で、尖閣諸島を含める琉球列島の地理
的境界の再指定 
4 章 131 頁 
1954 昭和 29.2.15 水産庁の立川宗保漁政部長、（島名を誤って）魚釣島を「漁釣
島」と答弁。尖閣諸島に関連する最初の国会答弁 
2 章 43 頁 
1955 昭和 30.3.2 第三清徳丸事件。魚釣島海域で第三清徳丸に対し中華民国旗
を掲げるジャンク船が銃撃。4名の乗組員が行方不明となり、
船長を含む 2名が射殺されたが、犯人は捕まらなかった 
2 章 45～50 頁 
1955 昭和 30.7.26 中川融アジア局長、第三清徳丸事件に関して「琉球の南の方
の台湾に近い島、非常に小さな島」と答弁。尖閣諸島の島名
を答えられず 
2 章 45 頁 
  昭和 30.10 米軍、久場島を演習地と決定。1956年 4月、米軍、大正島も
演習地と決定 
2 章 44 頁、 
4 章 131 頁 
1958 昭和 33.7.1 米沖縄高等弁務官、久場島を軍用地に指定、古賀善次は米軍
と地代契約締結 
4 章 131 頁 
iv 
 
1961 昭和 36 東海大学の新野弘教授、論文「東中国海および南中国海浅海
部の沈積層」を発表。石油埋蔵の可能性を指摘 
2 章 50 頁 
1963 昭和 38.5 第４次琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物相調査   
1966 昭和 41 国連アジア極東経済委員会（ＥＣＡＦＥ）、東アジア沖合海底
鉱物資源探査のためアジア海域沿岸海底鉱物資源共同調査委
員会設立 
  
1967 昭和 42.6.20 渡部一郎代議士、「尖閣群島に先ごろから台湾の人が住みつい
て」いることを質問。塚原敏郎総理府総務長官は「何ら報告
を受けておりません」と答弁 
2 章 50、51 頁 
  昭和 42.7.12 佐藤栄作首相、尖閣について潜在主権があるとは言及せず、
「施政権者から話さすのが本筋だ」と答弁。尖閣諸島に関す
る最初の首相の答弁 
2 章 51 頁 
1968 昭和 43.7 高岡大輔団長の調査団が、魚釣島等を学術調査。8月 11日付
け「琉球新報」夕刊で「絶滅寸前の“海鳥” 荒らされる尖閣
諸島 台湾人が占拠 無残に散乱する鳥の羽や頭」の見出しで
大きく報道される 
2 章 51、52 頁 
  昭和 43.8.2 琉球政府、南小島を巡検、不法上陸者 45名に対し退去命令、
以後、米民政府は不法入域取り締まりのため軍用機による哨
戒、琉球政府も巡視艇の定期パトロールを実施 
4 章 131 頁 
  昭和 43.10～
11 
ＥＣＡＦＥとアジア海域沿岸海底鉱物資源共同調査委員会が
尖閣諸島海域を含む東シナ海海域で海底調査。1969年 5月、
石油埋蔵の可能性を調査委報告 
4 章 126 頁 
        
■尖閣諸島をめぐる対立   
1969 昭和 44.5.9 石垣市、尖閣諸島の行政管轄のために尖閣 5島に標識を設置 4 章 131 頁 
  昭和 44.5～7 総理府、第１次学術調査団（団長新野弘）派遣、尖閣諸島海
域の海底地質調査 
4 章 140 頁 
  昭和 44.7.17 台湾当局、台湾海岸に隣接する領海外の大陸棚に存在する天
然資源に対する主権行使の声明 
  
  昭和 44.8.29 防衛庁、防空識別圏 ADIZの飛行要領を設定、9月 1日施行。
ただし沖縄列島、尖閣諸島海域は米軍の管轄。 
5 章 171 頁 
1970 昭和 45.4.15 山中貞則総理府総務長官が参議院予算委員会分科会で「明ら
かに石垣島に属する島でございまする」と、初めて尖閣の帰
属を答弁 
2 章 54 頁 
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1970 昭和 45.7 米民政府、不法入域者に対して処罰警告板を設置 4 章 131 頁 
 昭和 45.7 琉球政府、北小島で領海侵犯の台湾漁船に対し退去命令   
 昭和 45.7.11 琉球政府、魚釣島に上陸の台湾漁民、黄尾嶼沖合で作業中の
台湾人に退去命令 
  
  昭和 45.7 台湾当局、パシフィック・ガルフ社に石油探査権許可。8月 7
日、パシフィック・ガルフ社が地質調査開始の声明。8月 10
日、愛知揆一外相、中華民国政府の措置は無効と答弁 
2 章 55、56 頁 
  昭和 45.8.10 愛知揆一外相、尖閣列島は「南西諸島の一部である」と初め
て答弁 
2 章 55 頁 
  昭和 45.8.31 琉球立法院、決議第 12号「尖閣列島の領土権防衛に関する要
請議決」を採択、日米両政府に要請。尖閣列島の領土権を初
めて明言 
2 章 57、58 頁 
  昭和 45.9.2 台湾水産試験所の海憲丸が釣魚台に青天白日満地紅旗（中 
華民国国旗）を建て領土権を主張。9月 15日、琉球政府が日
本・米国両政府と打ち合わせ同旗を撤去 
5 頁、4 章 138 頁 
  昭和 45.9.5 台湾外交部長魏道明、立法院で「釣魚台など 5島は国民政府
に属する」と発言 
2 章 59 頁 
  昭和 45.9.7 外務省山崎敏夫参事官、尖閣列島を「わが国の領土である」
と初めて明確に答弁 
2 章 58 頁 
  昭和 45.9.10 琉球政府が尖閣列島領有権と大陸棚資源開発主権を主張 2 章 60 頁 
  昭和 45.9.10 マクロスキー米国務省報道官が「対立は関係当事者間で解決
されるべき」と表明。国務省「中立の立場」をうかがわせる 
4 章 108 頁 
  昭和 45.9.10 愛知揆一外相、衆議院外務委員会で、尖閣諸島について「日
本国の領有権のあるものである」「どこの国とも交渉するとい
うべき筋合いのものではない」と答弁。尖閣領有権に関する
最初の明確な大臣答弁 
2 章 59 頁 
  昭和 45.10.23 台北駐在日本大使板垣修が中華民国外交部次長沈劍虹と会
談。板垣は、勅令第 13号は尖閣の領有根拠ではなく、1895
年の閣議決定が領有根拠だと伝える 
3 章 98、99 頁 
  昭和 45.10 在米中国人留学生が日本の釣魚台群島領有権の主張と、これ
への米国の同調に抗議して釣魚台保衛行動委員会結成 
4 章 109 頁 
  昭和 45.12.4 「人民日報」、記事「米国の支持で日本が釣魚群島を版図に組
み入れている」で釣魚島などの島嶼は台湾に付属した中国領
土と主張 
  
vi 
 
1970 昭和 45.12.30 北京放送、釣魚群島は 1556年に胡宗憲が倭寇討伐総督に任命
された当時、その防衛範囲にあったと指摘 
  
1971 昭和 46.1. 釣魚台保衛行動委員会がワシントンの日本大使館、ニューヨ
ーク、ロサンゼルス、サンフランシスコ各地の日本総領事館
に対し抗議デモ 
4 章 109 頁 
  昭和 46.2.23 台湾当局外交部長魏道明、立法院で「釣魚台群島は歴史・地
理・使用実態から中華民国の領土」と表明 
  
  昭和 46.2.24 台湾当局外交部、台北駐在日本大使館板垣修に対し「釣魚台
諸島は地理的にも歴史的にも中国（台湾）領土と主張、日本
の立場を拒否 
  
 昭和 46.4. ワシントンで華商・中国人学生 2500人が「釣魚台群島は中国
領土であり、米・日反動派による侵略に抗議する」集会 
  
  昭和 46.4.10 台湾当局外交部、「釣魚台はわが国領土の一部であり、米軍施
政終了の時点でわが国に返還すべきである」と主張 
  
 昭和 46.5.23  在米華人による意見広告「保衛釣魚台」が『ニューヨーク・
タイムズ』に掲載される 
4 章 109 頁 
 昭和 46.6.11 「中華民国外交部 琉球群島と釣魚臺列嶼問題に関する声明」
沖縄返還には「極めて不満」、釣魚臺列嶼の領土主権を放棄で
きないと表明 
6 章 225、226 頁 
  昭和 46.6.17 沖縄返還協定調印。ブレイ米国務省報道官は、尖閣諸島が日
本に返還されても、中華民国の根源的な主張は損なわれない
と述べ、米「中立政策」を明言 
4 章 110 頁 
  昭和 46.6.17 台湾当局外交部、釣魚台列嶼の主権声明   
  昭和 46.6.29 台湾軍部が魚釣島周辺海域を 3時間半にわたり巡視。7月 2
日、公式発表 
  
1972 昭和 47.2.10 台湾、釣魚台などの島嶼を台湾省宣蘭県の管轄に編入。11日、
『中央日報』が報道、17日、日本、かかる措置に厳重抗議 
5 章 170 頁 
  昭和 47.3.7 「日本国際貿易促進協会」の定期会員総会、「尖閣列島を中国
から窃襲する策動に反対し、領有権問題の正しい理解を深め
る」計画を採択 
  
  昭和 47.3.25 台湾国民大会、「２つの中国」と「１つの中国、２つの政府」
にともに反対、同時に「釣魚台などの島嶼は『中華民国領土』
であり、『中華民国』はこれを絶対に放棄しない」宣言採択 
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  昭和 47.4.17 荒畑寒村、井上清、羽仁五郎ら、「日帝の尖閣列島阻止のため
の会」結成。尖閣列島は「中国固有の領土である」と主張 
  
1972 昭和 47.5.2 日本、領海及接続水域法公布、領海 12カイリ設定、200カイ
リ漁業専管水域令公布。6月 17日施行 
  
  昭和 47.5.3 防衛庁、沖縄の防空識別圏 ADIZとして沖縄本島とともに尖閣
諸島を含む 3万 4000平方キロを決定。10日公布、15日実施 
5 章 170 頁 
  昭和 47.9 田中角栄首相、大平正芳外相が訪中。27日の首脳会談で周恩
来は田中角栄に「尖閣諸島については今回話したくない」と
伝える。9月 28日、日中国交正常化。 
5章 158～160頁 
1975 昭和 50.10.22 宮澤喜一外相、「いわゆるたな上げというような形で日中の条
約交渉が行われているという事実はございません」と答弁し、
初めて「棚上げ」を否定 
4 章 151 頁 
1978 昭和 53.4 12日、約 100隻の中国国旗をたてた漁船が尖閣諸島に接近し、
うち約 10隻が係争海域で操業。外務省中国課長が退去を要
求。4月 15日、中国漁船が日本領海から退去 
5章 162～163頁 
328 頁、注 696 
  昭和 53.5 民族派政治結社（右翼）「愛国青年連盟」1名が中国漁船侵入
に抗議して魚釣島に上陸、日章旗を掲揚。8月、「日本青年社」
が魚釣島に灯台を建設。以来、灯台の補修、点検に従事 
5 頁 
 
  昭和 53.8.12 園田直外相が訪中し、日中平和友好条約調印。8月 10日、鄧
小平中国副総理は園田との会談で「棚上げ」と中国漁船侵入
事件の再発はないと約束 
5章 161～164頁 
1979 昭和 54.5.31 鄧小平中国副総理が釣魚島共同開発の発言   
1985 昭和 60.4.22 安倍晋太郎外相、「尖閣諸島の領有権をめぐって解決すべき問
題はそもそも存在しない」と答弁し、領土問題の存在を初め
て否定する 
4 章 150 頁、 
5 章 154、155 頁 
    
■尖閣諸島海域の対立事件   
1988 昭和 63.6. 「日本青年社」魚釣島に第 2灯台建設   
1992 平成 4.2.25 中国、領海法公布、釣魚島を中国領土と明記 7 章 240、241 頁 
        
■第２次保釣運動   
1996 平成 8.7.14 「日本青年社」北小島に簡易灯台建設 6 頁 
  平成 8.7.23 中国外交部長銭其琛が灯台設置事件に関して池田行彦外相に
抗議 
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1996 平成 8.9.24 日中外相協議。日本側が灯台は事実上、不許可と通告、収拾
合意 
  
 平成 8.11.23 日中外相会談で、池田外相は「日本固有の領土であり中国の
立場とは異なるが、これで日中関係が阻害されるべきでない。
民間の一部の人が灯台を建てたが、政府がこうした行為を支
持することはあり得ない」と強調。銭其琛部長は理解を示し、
尖閣諸島の「実質棚上げ」で合意 
  
1997 平成 9.5.6 新進党の西村真悟衆議院議員ら 3 名が魚釣島に上陸   
        
■中国海洋調査船事件ほか   
1998 平成 10.4～5 中国海洋調査船奮闘７号が先島諸島周辺から尖閣諸島北方に
いたる海域で 3度の日本領海侵犯。海上保安庁巡視船が警告 
  
2004 平成 16.3.24 中国人活動家７人が魚釣島上陸。小泉内閣は、逮捕後に中国
に強制送還 
5 章 167、168 頁 
2008  平成 20.12.8 中国の公船が初めて尖閣諸島の領海内を航行 5 章 175 頁 
2010 平成 22.9.8 尖閣諸島の久場島北西の領海内で、停船命令を出しながら追
跡していた海上保安庁第 11管区海上保安本部所属の巡視船
に対し、中国人船長が操舵する漁船を衝突させる。海上保安
本部は那覇地方裁判所に船長の逮捕状を請求、公務執行妨害
の容疑で逮捕。9月 24日、釈放。尖閣諸島漁船衝突事件 
5 章 168、169 頁 
2012 平成 24.9.11 野田佳彦内閣、埼玉県在住の私人より魚釣島・北小島・南小
島を購入。尖閣諸島「国有化」 
7 章 230 頁 
2014 平成 26.11.7 首脳会談の実現に向け、日中間で「4項目合意」。第 3項では
「双方は、尖閣諸島等東シナ海の海域において近年緊張状態
が生じていることについて異なる見解を有していると認識
し、対話と協議を通じて、情勢の悪化を防ぐとともに、危機
管理メカニズムを構築し、不測の事態の発生を回避すること
で意見の一致をみた」と確認。11月 10日、日中首脳会談。 
7 章 261、262 頁 
浦野起央『増補版 尖閣諸島・琉球・中国（分析・資料・文献）』三和書籍、 
2005 年、ⅩⅩⅠ～ⅩⅩⅩⅣを参照に筆者作成。 
 
本論文で主に対象とする時期は、台湾出兵のきっかけとなった 1871 年の宮古島島民遭難
事件から 2014年 11月の安倍総理と習近平国家主席による日中首脳会談の実現までとする。 
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公共政策としての「尖閣問題」の史的研究 
――日本の政府見解の変遷とその背景―― 
はじめに 
本論文は、公共政策としての「尖閣問題」の位相を、関係各国の国益をめぐる外交政策
過程の比較をふまえて政治学的に検証していくものである。また尖閣諸島については多く
の誤解が存在することから、本論文の目的は、尖閣諸島をめぐる国会答弁を中心とした日
本政府の見解の変遷と背景を検証し、そのうちのいくつかの誤解を軌道修正することにあ
る。 
外務省ホームページに掲載されている「尖閣諸島の基本見解」には、「尖閣諸島が日本固
有の領土であることは、歴史的にも国際法上も疑いのないところであり、現にわが国はこ
れを有効に支配しています。したがって、尖閣諸島をめぐり解決すべき領有権の問題はそ
もそも存在していません2」とある。これを見れば、1895 年に久場島と魚釣島（凡例でも触
れるが、当時は「尖閣」の名称は存在しない）を編入する閣議決定を行って以来、日本政
府が 120 年間一貫してそのように主張していると考えがちである。筆者は、国会会議録と
関連する公文書を検証し、日本政府が尖閣諸島の領有権を明言したのは 1970 年になってか
らであること、安倍晋太郎外相が領有権問題の存在を否定する答弁を行ったのは 1985 年で
あること等、日本政府の主張の時期特定と特にその背景を本論文で明らかにしたい。 
 筆者は 2014 年 1 月に修士論文「領土政策に関する政府見解の変遷――尖閣諸島をめぐる
国会答弁を中心に――」を提出し、尖閣諸島をめぐる日本政府見解の変遷を一定程度明ら
かにした。本論文では、修士論文では触れられなかった 1895 年に尖閣諸島を日本に編入す
る閣議決定を行う経緯やその前史としての琉球帰属問題の帰趨を精査することを通して、
関係各国の外交政策過程を分析し、政府見解が変遷した背景を歴史的に再検討する。 
2015 年 9 月 19 日午前 2 時 18 分、法案に反対する多くの市民が国会議事堂正門前と国会
周囲を包囲して抗議の声を上げる中、参議院本会議において、いわゆる安保関連法案3が可
決・成立した。 
中華人民共和国（以下、中国）、インド共和国（以下、インド）等のさらなる発展に伴う
アメリカ合衆国（以下、米国）の影響力の相対的な低下に起因するパワーバランスの変化、
純然たる有事でも平時でもないグレーゾーン事態の増加傾向、テロなど正規軍によらない
非対称型戦争への移行、公海の自由の侵害、さらに、宇宙空間・サイバー空間の安定的利
用の確保が重要課題になるなど4、わが国を取り巻く安全保障環境の変容を理由に、2014 年
7 月 1 日、安倍晋三内閣は、閣議決定により従来の憲法解釈を変更し、限定的な集団的自衛
権の行使を容認した。 
安保関連法案はこの同閣議決定を立法化したものであるが、同法案が国会に提出5される
前の 2015 年 4 月 27 日、米国ニューヨークにおいて、日米安全保障協議委員会（Japan- United 
States Security Consultative Committee, SCC、「2＋2」閣僚会合）が開催され、新たな「日米防
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衛協力のための指針（Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation）」（以下、新ガイド
ライン）が承認された。この新ガイドラインこそが、安保関連法案によって法的に行使が
可能となった集団的自衛権に基づいた日米協力を具体的に先取りした合意文書である。
1997 年 9 月に見直された「日米防衛協力のための指針」（以下、97 年ガイドライン）に代
わる文書が「新ガイドライン」であり、「地球規模での対米協力」を具体化した内容である。 
「これまでわが国は、憲法のもと、専守防衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大
国とならないとの基本理念に従」ってきた6。限定的とはいえ集団的自衛権を行使し、地球
規模で自衛隊が米軍と共同作戦を実施することは、本来、憲法改正によってのみ可能とす
べき根幹理念の大転換である。わが国に対する脅威に対処するうえで、従来、「矛（米軍）
と盾（自衛隊）」に例えられてきた日米の役割分担が変容し、自衛隊が盾だけでなく矛にも
なりうる「双務的」な関係に近づく安全保障環境の新たな事態となったのである。さらに、
新ガイドラインには、新たに「島嶼防衛」が盛り込まれたことから、尖閣諸島をめぐって
米国が安全保障上の関与を強めたと報道された7。 
しかしながら、領土や領海をめぐる領域主権の問題は、軍事的な抑止力を強めることだ
けで解決できるものではない。外交政策、特に伝統的な外交手法だけでなく、ソフトパワ
ー8も含めた「公共外交9」が必要だとの認識のもと、実際の外交実務上の対応がいかなるも
のであったのかを検証し、尖閣諸島をめぐる問題の解決と安定した日中関係を構築するこ
．．．．．．．．．．．．．．
とを目指す公共政策としての史的研究で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ある。
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2009 年 8 月 31 日に執行された第 45 回衆議院議員総選挙で民主党は 308 議席を獲得し、
自由民主党（以下、自民党）は結党以来、初めて比較第一党の地位を失い、政権交代が実
現した。しかし、3 年 3 ヶ月続いた民主党政権10の評価が問われた 2012 年 12 月の第 46 回
総選挙において、民主党は公示前の 231議席から174議席減らす57議席という結果となり、
戦後日本政治史上空前の大敗北を喫して政権を失った。その敗因はいくつか挙げられるが、
尖閣諸島問題への対応も、原因の一つであったと考えられる。 
民主党政権下における、尖閣諸島にまつわる大きな事件としては、2010 年 9 月に発生し
た尖閣諸島沖漁船衝突事件と 2012 年 9 月の野田佳彦内閣による尖閣諸島「国有化11」が挙
げられよう。尖閣諸島の領有権を主張している中国は「国有化」に反発し、中国国内では
日系企業やスーパーなどに対する焼き討ちや略奪を含む大規模な「反日暴動」が発生した。
他方、日本国内においても、多くの日本人の反中・嫌中感情が高まりをみせるなど、日中
国交正常化以降で最も厳しい対立局面が生まれることとなった。 
尖閣諸島沖漁船衝突事件については、「領有権の問題はそもそも存在しない12」との質問
主意書への答弁書に、菅直人内閣総理大臣が「日中国交正常化後の歴代総理大臣として、
はじめて13」署名したことや、前原誠司外務大臣が「棚上げ14」について、中国側の「一方
的15」な主張だと国会答弁をしたことが解決を困難にしたとの批判がある16。しかし、それ
以前の政府見解はどうだったのか。 
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尖閣諸島に関する「領有権の問題はそもそも存在しない」という政府見解は、いつから
主張するようになったのかを明らかにするために国会会議録を調べたところ、その時々に
発生した実にさまざまな具体的な問題について、各党を代表する国会議員が政府に問うて
いることを確認した。質疑に対しては、首相や外相、沖縄問題担当大臣をはじめ、具体的
な詳細に関しては担当局長や参事官等の官僚が答弁している。その質疑応答の内容を時系
列的に検証してみると、尖閣諸島に関して発生した問題と政府の対応を網羅することが可
能となる。そこには、尖閣諸島の領有権を主張する上で日本政府にとって、必ずしも有利
とはいえない内容も含まれている。しかしながら、政府が日本にとって有利になる事実だ
けを主張して、不利になりかねないそれらの事実を封印しようとしても、国会会議録から
その部分を消し去ることはできないのである。尖閣諸島をめぐって発生した問題を解決す
るためには、日本にとって不利な事実もふまえた上で、方策を考える必要があると認識す
るに至った。 
したがって、本論文では、尖閣諸島問題に関する国会答弁を中心とした日本政府の見解
がどのような変遷をたどり、また実際の外交実務上の対応がいかなるものであったかの論
及を行う。その上で、米国や台湾（中華民国）の公文書にもあたり、リアリズムの国益概
念の枠組みを用い、政府見解と実務対応の変遷に関する背景も分析する。 
なお、本論文で引用できる質疑応答には限りがあるため、本文で取り上げた国会質疑に
関係する会議録は巻末の資料にまとめた。また、国会における答弁者の肩書は全て当時の
ものであり、引用文中の傍点ルビは筆者が付したものである。引用文中の［ ］は特に断ら
ない限り、筆者（引用者）による注記であり、［中略］は筆者による省略を意味する。引用
に際しては、漢数字は算用数字に改めた箇所があること、また戦前の公文書についてはカ
タカナを平仮名にし、旧字体の漢字を新字体に直したものもあることを付記しておく。
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【凡例】――尖閣諸島について 
 尖閣諸島（中国名：釣魚島、台湾名：釣魚臺（台）列嶼）は、魚釣島・久場島・大正島・
北小島・南小島という大小 5 つの島と 3 つの岩礁17から成る総面積で約 6 平方キロメートル
の島々の総称である。台湾および中国との領有権問題が顕在化した 1970 年頃は、尖閣列島
と呼ばれることが多く、尖閣群島などとも呼ばれてきた。 
1873 年 1 月、海洋測量の第一人者で海軍大佐兼水路権頭の柳楢悦は、『台湾水路誌』を
著したが、これは英国版『支那海水路誌』を抄訳したものである。そこには、魚釣島は「甫
亜賓斯（ホアピンス）」、南小島及び北小島は「尖閣島」（Pinnacle Island を翻訳したもの）
などとなっているが、この「尖閣島」は現在の尖閣諸島を表す語ではない18。 
「尖閣列島」の名称は、英国海軍の海図に載った“The Pinnacle Islands”に由来し、1900
年、「沖縄県師範学校教諭の黒岩恒がこれら諸島を探検し、その報告を地学雑誌に発表した
が、そこにおいて『尖閣列島』と命名した19」ものである。黒岩は「尖閣列島」を以下のよ
うに定義して新たな名称とした。「茲に尖閣列島と稱するは我沖縄島と、淸國福州との中央
に位する一列の小嶼にして、八重山列島の西表島を北に距る大凡 90 哩内外の位置に在り、
本列島より沖縄島への距離は 230 哩、福州への距離亦略相似たり、臺彎島の基隆へは僅々
120 余哩を隔つ、帝國海軍省出版の海圖（明治 30 年刊行）を案するに、本列島は、魚釣嶼、
尖頭諸岐、及黄尾嶼より成立し、渺たる蒼海の一粟なり、左れど其位置上の關係よりして、
古來沖縄縣人に知られ居れり、而して此列島には、未た一括せる名稱なく地理學上不便少
からさるを以て、余は窃かに尖閣列島なる名稱を新設する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
こととなせり20」。これについて
尾崎重義は、黒岩が定義した「『尖閣列島』には、赤尾嶼［久米赤島、大正島］が含まれて
いない」と指摘するが、「黒岩の探検に同行した理学士宮島幹之助は、黒岩の命名する『尖
閣列島』の中に明らかに赤尾嶼を含めて理解している」と述べている21。赤尾嶼は、黒潮の
速い流れの中に孤立しており、碇泊も容易でなく、岩山で平地もないため居住できず、経
済的価値も乏しいため、探検、開拓の対象とはならず、魚釣島、黄尾嶼に比べて一般の人々
に知られるのがかなり遅れた。しかし、その後、赤尾嶼の存在が一般に知られていくにつ
れて、赤尾嶼も含めて「尖閣列島」と称することが一般的となった22。ただし、第 3 章で詳
述するが、久場島および魚釣島が閣議決定によって日本に編入されたのが 1895 年であるの
に対して、赤尾嶼が「大正島」と名付けられて領有のうえ、国有地とされたのは 1921 年で
ある。 
黒岩が「尖閣列島」と命名して以来、一般には「尖閣列島」と呼ばれ、また地理学上の
用語としては「尖閣群島」という呼称が支持されてきた歴史がある。しかし、「今日では、
わが国では群島という語を地理学上の用語としては使用しないことが決定され、従来の『群
島』はすべて『諸島』の語におきかえられている23」ことに鑑み、本論文では「尖閣諸島」
の用語を統一的に使用することとする。 
しかしながら、先述したように明治政府が閣議決定で日本への編入を決めた 1895 年当時
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には「尖閣」の名称は存在しないことを明記する。この 1895 年の閣議決定の文章は、第 3
章に全文を掲載するが、「沖縄県の所轄」と認められたのは「沖縄県下八重山群島ノ北西ニ
位スル久場島魚釣島ト称スル無人島」であり、「尖閣」という語もなければ、1885 年には言
及されていた久米赤島（赤尾嶼）も対象外である24。 
中国では、魚釣島を「釣魚島」と呼び、全体としては、「釣魚島、黄尾嶼、赤尾嶼、南小
島、北小島などの島嶼」と並べて呼ぶか、または「釣魚島などの島嶼」と略して呼んでい
る。いわゆる「尖閣列島」や「尖閣諸島」なるものは、日本が後になって勝手につけた呼
称であるとして否定している。台湾は、魚釣島を「釣魚臺（台）」または「釣魚島」と呼び、
黄尾嶼、赤尾嶼、南小島、北小島とあわせて「釣魚臺列嶼」と呼んでおり、台湾系諸新聞
もすべてこの呼称に統一されている25。 
外務省ホームページ「尖閣諸島データ26」および浦野起央の『増補版 尖閣諸島・琉球・
中国（分析・資料・文献）27』を参照に、2012 年 9 月の日本政府による魚釣島・北小島・
南小島の購入（いわゆる尖閣「国有化」）等を書き加えれば、それぞれの島、および岩礁に
関するデータは、以下の通りである。 
 
 魚釣島（魚釣台・和平山・和洋島・ホアビンス島、琉球名：ユクン・ヨコンジマ・ユク
ンジマ、中国名：釣魚島・釣魚薹・TIAO-YU-TAI、DIAO-YU-DAO、別称：Hoapinsu） 
  位置 北緯 25 度 45～46 分、東経 123 度 30～32 分。 
地形 地質は水成岩。最高峰は奈良原岳 363 メートル、屏風岳 321 メートル。 
  規模 東西 3.5 キロメートル、面積 3.81 平方キロメートル。島の周囲 1 万 1128 メート
ル。 
  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。1900 年代後半に古賀村が生
まれた。元所有者は古賀善次であり、埼玉県在住の私人の私有地であったが、
2012 年 9 月 11 日に日本政府が購入した。1970 年に台湾水産試験所の海憲丸が
接岸し、中華民国旗を掲揚した。1973 年 5 月に日本人民族派青年が上陸した。
1978 年 8 月、同年 4 月における中国武装漁船団による侵入事件をきっかけに、
日本右翼「日本青年社」等が船舶の安全航行を理由に灯台を建設した。この時
に魚釣島に上陸して滞在した木村三浩（一水会会長）によれば、沖縄や奄美で
見られるハブはいないが、毒蛇ではない「シュウダ（臭蛇）」と呼ばれる蛇と巨
大なネズミが夜間に大量に発生したという。このシュウダというナミヘビ科の
蛇は 250 センチメートルにもなり、台湾・中国南部などに生息し、他の沖縄諸
島では見られないが、亜種であるヨナグニシュウダは与那国島に生息する28。
1982 年 8 月、「日本青年社」の者が上陸し、1988 年 6 月に第二灯台を建てた。
1996 年 10 月、第二保釣運動で「全球華人保釣大連盟」突撃分子が上陸を決行
し、中華人民共和国と中華民国の国旗を掲揚した。海上保安庁は上陸者を排除
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した。 
 
 久場島 （チャウス島、琉球名：クバシマ・こうびしょう、中国名：黄尾嶼・HUANG-WEI-YU） 
  位置 北緯 25 度 55 分、東経 123 度 40～41 分。 
地形 地質は火山岩。最高峰海抜 118 メートル。 
  規模 面積 0.91 平方キロメートル。島の周囲 3,491 メートル。 
  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。1900 年代後半に古賀村が生
まれた。元所有者は古賀善次であり、現所有者は埼玉県在住の私人である。第
二次世界大戦後は、1958 年以降、米軍の演習場として活用された。1970 年 6
月に不法入域者が退去させられた。2012 年 9 月の「国有化」の際、政府はこの
島のみ購入しなかった。2010 年 9 月の尖閣諸島沖漁船衝突事件の際、中国漁船
が“領海侵犯”したのも、この久場島の領海である29。 
 
大正島 （久米赤島・ラレー岩、琉球名：クミアカシマ・せきびしょう、中国名：赤尾嶼・
CHIH-WEI-YU・CHI-WEI-YU・崇尾嶼） 
  位置 北緯 25 度 53 分、東経 124 度 34～35 分。 
地形 地質は水成岩。最高峰海抜 84 メートル。 
  規模 面積 0.06 平方キロメートル。島の周囲 980 メートル。 
  備考 1895 年の閣議決定により日本に編入された久場島・魚釣島とは異なり、同島が日
本に編入されたのは 1921 年である。これまで人が住み着き、開発した形跡はな
く、同島のみは 2012 年 9 月以前から日本の国有地となっており、米軍の射爆場
として活用された。 
 
北小島 （琉球名：シマグワー・鳥島、中国名：PEI-HSIA0-TAO・BEI-XIAO-DAO） 
  位置 北緯 25 度 44～45 分、東経 123 度 35 分。 
地形 地質は水成岩。最高峰海抜 129 メートル。 
  規模 面積 0.31 平方キロメートル。島の周囲 3,120 メートル。 
  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。元所有者は古賀善次であり、
2012 年 9 月 11 日に埼玉県在住の私人より日本政府が購入した。1996 年 7 月、
「日本青年社」が簡易灯台を建設し、台風で倒壊したために 9 月再建した。 
 
南小島 （琉球名：シマグワー・鳥島、中国名：NAN-HSIA0-TAO・NAN-XIAO-DAO） 
  位置 北緯 25 度 44 分、東経 123 度 35 分。 
地形 最高峰海抜 148 メートル。 
  規模 面積 0.40 平方キロメートル。島の周囲 2,610 メートル。 
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  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。元所有者は古賀善次であり、
2012 年 9 月 11 日に埼玉県在住の私人より日本政府が購入した。1968 年に不法
上陸者があり、米民政府によって退去させられた。 
 
沖ノ北岩 （中国名：黄麻嶼・CHUNG-PEI-YEN・CHONG-BEI-YAN） 
  位置 北緯 25 度 48 分、東経 123 度 36 分。 
地形 海抜 24 メートル。 
規模 面積 0.03 平方キロメートル。島の周囲 810 メートル。 
  備考 危険で上陸できない。土地台帳に記載なし。官有地。 
 
沖ノ南岩 （別称：Pinnacle、中国名：CHUNG-NAN-YEN・CHONG-NAN-YAN） 
  位置 北緯 25 度 47 分、東経 123 度 37 分。 
地形 海抜 5 メートル。 
規模 面積 0.01 平方キロメートル。島の周囲 420 メートル。 
  備考 危険で上陸できない。土地台帳に記載なし。 
 
飛瀬 （とびせ、中国名：FEI-LAI） 
  位置 北緯 25 度 45 分、東経 123 度 33 分。 
地形 海抜 3.4 メートル。 
規模 面積 0.002 平方キロメートル。島の周囲 390 メートル。 
  備考 尖閣諸島の中で最も小さい岩礁であり、危険で上陸できない。土地台帳に記載な
し。 
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序章 
先行研究とその問題点 
 尖閣諸島の領有権問題については、多くの優れた先行研究が存在する。国士舘大学名誉
教授で尖閣研究の第一人者ともいうべき奥原敏雄30を筆頭に、早稲田大学名誉教授の林司宣
31、京都大学名誉教授の太寿堂鼎32、法政大学大学院の勝沼智一33、沖縄国際大学教授の緑
間栄34、国立国会図書館調査及び立法考査局勤務後に筑波大学教授となった尾崎重義35、東
亜大学教授の仲里譲36、名古屋大学名誉教授の松井芳郎37、神戸大学名誉教授の芹田健太郎38
ら国際法学者、慶應義塾大学名誉教授の英修道39、日本大学名誉教授の浦野起央40、関西学
院大学教授の豊下楢彦41ら政治学者、東京大学名誉教授の伊藤隆42、百瀬孝43ら歴史学者、
中国学者で中央大学名誉教授の齋藤道彦44、海洋学者で東海大学教授の山田吉彦45、中国学
者で元資源開発会社役員の猪間明俊46らは、国際法上いずれの国にも属していない「無主の
土地」を他の国家に先んじて実効支配を及ぼすことによって自国の領土とすることである
「無主地先占」つまり「先占の法理」を根拠に、または中華民国（台湾）および中国が 1971
年に至るまでに日本の領有に対して一貫して抗議を行わなかったことから、日本政府の見
解に基づいて尖閣諸島の日本領有論を展開している。 
 一方、歴史学者で京都大学名誉教授の井上清47は、尖閣諸島は「ほんらい無主地であった
のではなく、中国領である48」、「日本の領有は、日本が日清戦争に勝利して奪いとったもの
である49」として、中国領有論を展開し、その主張は中国側が領有権を示す根拠としてたび
たび引用されている。また、元国際貿易促進協会常任理事の高橋庄五郎50も中国領有を主張
した。中国現代史および毛沢東研究を専門とする横浜国立大学名誉教授の村田忠禧51は「日
本が尖閣列島と呼ぶ島々はほんらい中国に属していた52」と述べており、1895 年の尖閣領
有の経緯を明らかにした『史料徹底検証：尖閣領有』では、「戦勝に乗じてこっそりと領有
したものであり」「国際法、国内法いずれに照らしても認められるものではない」「事実を
重視し、道理に基づき、かつ冷静な対話を実現すること」によって問題を解決すべきとし
ている53。さらに、外務省国際情報局長やイラン駐箚特命全権大使、防衛大学校教授等を歴
任した東アジア共同体研究所所長の孫崎享54や外務省条約局長やオランダ駐箚特命全権大
使を務めた東郷和彦55、東京大学名誉教授の石井明56、横浜市立大学名誉教授の矢吹晋57、
文芸評論家で明治大学教授の丸川哲史58、山口大学名誉教授の纐纈厚59、東洋英和女学院大
学准教授の名嘉憲夫60、青山学院大学教授の羽場久美子61、明治大学講師の羽根次郎62、共
同通信客員論説委員の岡田充63、自治体職員で在野の研究者である中嶋久人64らは、中立的
な立場から先占の法理を根拠とする絶対的な日本領有論に疑問を呈し、領有権問題の存在
を認めた上で「棚上げ」も含め、交渉による解決を提唱している。 
 傾向としては、日本の国際法学者は日本領有を強く主張し、歴史学者や中国学者、外務
省出身者、ジャーナリストの一部は、先占の法理を根拠とする領土編入には疑念を表して
いる。日本の領有権を主張する国際法学者の中でも松井芳郎や芹田健太郎は、交渉による
9 
 
解決を目指し、中国側に妥協したともとれる形での解決を提唱している。さらに、エネル
ギー問題の専門家である猪間明俊は、尖閣周辺のエネルギー開発の困難さを理由に、「多大
な恩を売る形で尖閣諸島の領有権を中国に渡してしまうのも一つの解決法である65」として
いる。それらの見解と比較して、山田吉彦は、「棚上げ」や交渉による解決を否定し、「ア
メリカ軍に頼る前に自衛隊を堂々と配備し66」、実効支配をさらに強める必要があることを
主張している。 
 中国側については、1971 年 6 月に公式に領有権を主張しはじめた台湾では、歴史学者の
楊仲揆67、張啓雄68、国際法学者の丘宏達69、程家瑞70、海洋法学者の林田富71、台湾政治大
学研究員の邵漢儀72らが台湾の領有を主張している。また、前台湾総統の馬英九はハーバー
ド大学（Harvard University）で国際法を学び、博士論文「海底油田を擁する海域をめぐる争
い――東シナ海における海床境界と海外投資の法的諸問題（“Trouble Over Oily Waters: Legal 
Problems of Seabed Boundaries and Foreign Investments in the East China Sea”）」の中で、尖閣諸
島問題を取り上げている73。1971 年 12 月に公式に領有権を主張しはじめた中国では、国際
関係を専門とする清華大学国際問題研究所教授・副所長の劉江永74、中国社会科学院日本研
究所の高洪75などが、釣魚島は古来、中国領土であったと主張している。中国と台湾の先行
研究については、網羅的に検証することはかなわなかったが、日本の領有を主張するもの
を目にすることはなかった。 
ここで問題となるのは、日中それぞれ自国の領有権を主張する場合は、「自らの弱点には
頬被りをし、もっぱら相手の弱点をあげつらうやり方で突っ張りあいを行ってきた76」よう
にもみえる論争が、学術的にも政治的にも行われてきたことであると考える。 
例えば、日本の国際法学者は、1895 年 1 月 14 日の閣議決定によって尖閣諸島の久場島
と魚釣島を沖縄県に編入し、標杭建設を認めたことは国際法上の「無主地先占」、すなわち
「先占の法理」を根拠にしていると主張する。内務卿山縣有朋による「沖縄県近海無人島
巡視取調」と「国標建設」の内命を受けた沖縄県令西村捨三が、1885 年 9 月 22 日、久米
赤島・久場島・魚釣島への国標建設についての懸念を上申した。これは、従来、西村沖縄
県令が国標建設つまり領土編入を自発的に上申したと言われてきたが、村田忠禧は『史料
徹底検証：尖閣領有』の中で、当時の公文書を詳細に分析し、1885 年 9 月の「無人島取調」
と「国標建設」は、山縣内務卿の内命が先にあり、それに対する懸念と再検討を西村が上
申したのだとした。さらに同年 11 月の再度の沖縄県からの上申は、西村が懸念した事情を
理解しない森長義県令代理が、西村が不在の間に県令の名を使って発したものであること
等を村田は明らかにしている77。その西村の名を僭称した沖縄からの上申は、井上馨外務卿
による反対もあり、明治政府の方針とはならず、国標建設すわなち尖閣領有の見送りは 1885
年 12 月の政府の正式な結論となった。 
1885 年以降、後に魚釣島等を開拓する古賀辰四郎が尖閣諸島に渡航し、鳥毛の採取や漁
業に従事していたが、他にも、尖閣諸島に渡航し、漁業その他を行う者が現れるようにな
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った。そこで丸岡莞爾沖縄県知事は、水産業の取り締まりのため、1890 年 1 月 に内務大
臣宛に、無人島魚釣島ほか 2 島を八重山島役所の所轄にしてほしいとの伺いを出し、さら
に 1893 年 11 月にも、奈良原繁知事も内務、外務両大臣宛に同様の上申をした。しかし、
政府はいずれにも回答を示さなかった。また、1894 年には、古賀辰四郎が内務、農商務両
大臣に尖閣諸島開拓の許可を願い出たが、認められなかった78。 1894 年 8 月 1 日、日清
戦争が勃発し、その年末には勝敗がほぼ決定していた。 そのような情勢下にあった同年 12 
月 27 日、野村靖内務大臣は、1885 年当時とは事情が異なるとして、「久場島及び魚釣島
へ所轄標杭建設の件」の閣議提出について、陸奥宗光外務大臣の意見を求めた。翌 1895
年 1 月 11 日、陸奥外相は、外務省としては別段異議がない旨回答した。 かくして本件
は、1895 年 1 月 14 日の閣議に提出され、沖縄県知事の上申通り、「久場島及び魚釣島」
を同県所轄とし、標杭建設を許可する閣議決定がなされた79。 
明治政府が一度は尖閣領有を見送ってから 10 年たった 1895 年に至り、日清戦争の帰趨
が明らかになる時期に領有を決定したことは、「10 年前は弱小国日本としてアジアの超大国
中国に遠慮しなければならなかったのに反し、中国が弱体化したため遠慮の必要がなくな
って、正しいと信じたことを実行できた80」といえよう。「日本が、日清戦争の最中の火事
場泥棒の如く、下関条約という正式の両国外交交渉の場で尖閣諸島の領有権画定が問題に
なる前に、近代法の知恵を利用して『無主物先占』宣言をあえてした81」と中国側が認識す
ることを、「100％間違いである」と断定するのには躊躇する。現実の歴史的過程や、“領土
を奪われた”という中国側の感情を無視して、日本が「法理」を主張すれば、議論は平行
線をたどるであろう。さらに、この領土編入を決めた閣議決定については、伊藤隆と百瀬
孝が指摘するように、「これは官報に出たわけでなく、外国にも通告されておらず、領土編
．．．
入について無主地先占の手続きをふんだとは到底いえない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が、どこからも異議がなかった
ので当時は編入の経緯・法的根拠等を説明するということはしていない82」。にもかかわら
ず、「固有の領土であり、解決すべき領有権の問題は存在しない」と主張するのはいかがな
ものだろうか。 
一方、中国側の主張の最大の弱点は、1971 年になってから公式に領有権を主張しはじめ
たことである。1895 年段階で抗議しなかったのは、日清戦争に負けたのだから、死活的な
利益のかかわる台湾の割譲には反対しても、小さな無人島の尖閣諸島については言及する
余裕もなかったと解釈できる余地もある。しかし、1945 年には米国やグレートブリテン及
び北アイルランド連合王国（以下、英国）と並ぶ戦勝国であったにもかかわらず、中華民
国は尖閣諸島の返還を求めなかったのである83。お互いに自国に不利な事実は極力言及しな
いで、相手の弱点だけを攻撃するような論争は控えるべきであろうと考える。 
 筆者の見解は、先占の法理だけに依拠して日本の領有を主張するには根拠が十分だとは
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いえないと
．．．．．
考えるが、中国が
．．．．．．．．
1971
．．．．
年に至るまでに日本の領有に対して一貫して抗議を行わ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
なかったという事実に鑑み、日本の主張に分があるというものである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。したがって、尖閣
．．
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諸島は日本の領土である
．．．．．．．．．．．
。しかし、上述したような歴史的経緯を考慮すれば、中国側の主
張をすべて退けるのではなく、日本側の実効支配をこれ以上後退させないために、どうす
べきなのかを検討することが必要だと考える。 
 2012 年の尖閣「国有化」以降の深刻な状況を打開するための具体的な解決策として、以
下の注目すべき提言がある。まず、尖閣問題を歴史問題化させないことの重要性を東郷和
彦84と北海道大学教授の岩下明裕85が強調している。早稲田大学教授の天児慧は、日本も中
国・台湾もそれぞれ「固有の領土」との主張は譲らずに、両者を包み込むアイデアとして
「一つの島嶼、各自が表現」（一個島嶼、各自表述）との表現を提唱している。具体的には、
海底資源に関しては「共同開発」を原則的に推進し、さらに領海の航行は双方が特別に配
慮する。これは、あたかも日本が譲歩したように見えるが、実はそれによって日本は実質
的に何一つ失っていない。日本側の「係争地はない」論と中国側の「棚上げ」論を双方が
実質的に認め合い、双方の主張を包み込む制度的枠組みとしている86。 
岩下明裕は、「尖閣が中国のなかで歴史問題化しはじめているとすれば、日本側がいま『領
土問題の存在を認める』のは危険な行動だ87」としながらも、「そもそも『国有化』のプロ
セスが間違いだった」のだから、「これを今後も続ける意味は必ずしもない」として、「弱
腰を理由に『国有化』を撤回する必要など毛頭ない。尖閣諸島を実効的に支配し安定的に
管理でき、より地域そのものの安定に資する有効なやり方をとるのが妥当だと判断をすれ
ばいい」と主張している88。具体的には、「島だけでなく、海を大事にするという観点とと
もに、この空間の自然を保全するという観点から、半官・半民で『アルバトロス財団』を
つくって、島の所有をこれに委ね『民営化』したらどうか」と述べ、尖閣の「民営化」を
提起している89。天児と岩下は、日本側が領土問題の存在を認めないことを前提に、大胆な
具体策を提起している共通点がある。 
東郷和彦は、尖閣をめぐる事態は、戦後外交で初めて「戦争のリアルな危険性が出た90」
との認識のもと、「外交官は、威勢のいい言辞をすべて控えて、中国との戦火を回避するた
めのあらゆる努力をしなければならない91」として、「尖閣石油の共同開発92」を主張してい
る。 
さらに、岡田充は「尖閣諸島を沖縄・石垣、台湾・宜蘭、中国・福建省の三自治体で構
成する『海洋平和特区』に指定し、利用・管理を特区にゆだねる構想」を提起している。「目
的は、この海域を共通の生活圏としてきた人々が、境界を越えて利益を得る枠組みをつく
ること」とし、「利用・管理を三自治体でつくる特区にゆだねるのは国家ですから、それぞ
れが主張する「主権」の主張は相互に否認され」ず、「その意味では新たな『棚上げ』であ
り、『一島各表』（島の主権は各方が表明）と言ってもいい」、「12 海里と接続水域は非武装
地帯とし、公船の立ち入りを禁止」し、「まず環境・資源調査を先行し、利用・開発計画を
定める」というのが概要である93。 
これらの具体的な提案に共通しているのは、尖閣「国有化」以後の「戦争のリアルな危
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険性が出た」危機的な状況を平和的な話し合いで解決すべきだとの思いから知恵をしぼっ
た真剣な方策であるということである。日本側が「領土問題の存在」を認めるかどうか等
の論点はあるが、政治的な実現可能性も含めて、第 7 章で検討したい。 
2010 年の漁船衝突事件、および 2012 年の尖閣「国有化」以前であれば、まだ不測の事
態から紛争・戦争に発展するほどの危機的状況を招くことはなかったといえよう。しかる
に、「国有化」以降の中国側も実効支配しつつある現状では
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、自国に不利な事実を隠したま
．．．．．．．．．．．．．
ま自国に有利な事実だけを根拠に主張をする方法では、不測の事態を未然に防ぐことはで
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
きないであろう。
．．．．．．．．
このような問題意識から、過去の政府見解の変遷と実際の外交上の実務
対応、また歴史的な経緯を沖縄の視点もふまえ、リアリズムの国益概念を枠組みとして検
証することとした。 
 
日本政府の公式見解と実際の外交実務上の対応 
さて、「尖閣諸島をめぐり解決すべき領有権の問題はそもそも存在しない94」との質問主
意書への答弁書を閣議決定したのは、2010 年 6 月の菅直人内閣が「はじめて」であると、
よくいわれている95。しかし、実は民主党に政権交代する前の 2007 年 11 月に、福田康夫
首相が「中国との間で解決すべき領有権の問題はそもそも存在していない96」との答弁を閣
議決定しているのである。また、菅内閣の発足から 25 年前まで遡ってみると、1985 年 4
月には、「中国との間に尖閣諸島の領有権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しない
97」（巻末資料(40)参照）と、安倍晋太郎外相が答弁している。さらに、2010 年 10 月 21 日
に前原誠司外相が、「棚上げ論について中国と合意したという事実はございません98」（巻末
資料(47)参照）と答弁したことも問題視されたが、「日本国と中華人民共和国との間の平和
友好条約」（以下、日中平和友好条約）締結前の 1975 年 10 月に、「いわゆるたな上げとい
うような形で日中の条約交渉が行われているという事実はございません99」（巻末資料(28)
参照）と、宮澤喜一外相が答弁しているのである。このように、国会答弁をみる限り、1975
．．．．
年から「棚上げ合意はない」、
．．．．．．．．．．．．．．
1985
．．．．
年から「領有権問題は存在しない」というのが、日本政
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
府の一貫した公式見解なのである。
．．．．．．．．．．．．．．．．
 
では、2000 年以降の自民党政権下での外交実務上の対応は、どのようなものであったの
かを少しみていこう。2004 年 3 月、中国人活動家 7 人が魚釣島に上陸した際に、逮捕後に
起訴ではなく、強制送還した小泉純一郎政権の対応100などをみるに、実際には棚上げ方式
に基づいて実務対応をしていたのではないかと考えられる。1972 年 9 月の日中国交正常化
交渉に参加し、「日本国政府と中華人民共和国政府の共同声明」（以下、日中共同声明）草
案を作成した当時の外務省条約課長であった栗山尚一101は、「尖閣問題は『棚上げ』すると
の暗黙の了解
．．．．．
が首脳レベルで成立したと理解している102」と述べている。また、外務省中
国課長をつとめた浅井基文も、「私の実務経験（1983-85 年に中国課長を担当）に即して言
いますと、日中間の棚上げ合意の存在は省内的に当時も共有されていたというのが私の理
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解です103」という発言をしている。 
ところが、2010 年の漁船衝突事件時の菅政権は、それまでの「暗黙の了解」である棚上
げに基づいて行ってきた実務対応を、表面上の公式見解に合わせて実施してしまったので
はないだろうかと筆者は考える。かつてより、自民党政権は公式見解と現実対応を使い分
け、領土に関する決定的な対立を回避してきた。しかし、民主党政権は
．．．．．．
その“知恵”を踏
襲せずに、公式見解に合わせた現実対応を行った
．．．．．．．．．．．．．．．．．
。それにより、政府見解は変更していな
．．．．．．．．．．．
いにもかかわらず、中国側に「これまでの“黙契”（“暗黙の了解”という意味の中国語）
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を変更するのではないか」との疑心を抱かせ、強硬な対応を誘発し、解決を困難にしてし
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
まったのではないかというのが仮説である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
現在、尖閣諸島の日本領有の根拠を示す外務省ホームページには、「中国は、1968 年に尖
閣諸島周辺海域に石油資源が埋蔵されている可能性が指摘された後、初めて『領有権』を
主張104」との記述があり、「尖閣諸島についての基本見解」の中でも同様の趣旨が述べら
れている105。「中国や台湾の領有主張は、石油が出てからの後出しジャンケン」であるとす
るこの主張は、日本領有の根拠として頻繁に用いられる表現であり、巷間に流布する「定
説」ともいえる。しかるに、国会会議録にある政府答弁の変遷をみれば、1970 年 9 月まで
は、日本政府も尖閣諸島の帰属および領有権について明言していない。尖閣周辺における
．．．．．．．．
石油埋蔵の可
．．．．．．
能性が高まったことにより、日本政府は関係資料を収集し、領有権の根拠を
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
論理だて、その整理がついた
．．．．．．．．．．．．．
1970
．．．．
年の
．．
9
．
月になって初めて日本の領有権を主張しはじめた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ということも、中国側の文献にもあたり論証する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。その上で、明治政府が琉球を併合して
沖縄県としたことをめぐる日清間交渉の経緯もふまえつつ、尖閣諸島をめぐる問題を政治
的に解決するために歴史的事実を検討し、安定した日中関係を構築するための公共政策の
形成を目指すものである。 
 
本論文の構成 
 本論文は、以下のように構成されている。 
第 1 章では、リアリズム（現実主義、realism）が規定する国益（national interest）概念を
分析枠組みとして用い、「領土問題」としての「尖閣問題」の理論的射程を明らかにする。
中華民国（台湾）及び中華人民共和国といういわゆる「二つの中国」の対峙、並びに沖縄
に施政権を有していた米国、そして日本が国益を実現するために採った外交政策過程を比
較する。また尖閣問題の起源として、サンフランシスコ平和条約における台湾と沖縄に関
する規定がどのように変遷したかをたどる。 
第 2 章では、尖閣諸島の領有権に関する国会答弁を中心とした政府見解の変遷を取り上
げる。1950 年代には政府が島の名前も認識しておらず、1970 年 9 月までは日本政府も尖
閣諸島の領有権を明言してこなかった事実を明らかにしたい。 
第 3 章では、1895 年の尖閣領有の閣議決定に至る過程を検証する。内務卿山縣有朋によ
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る「沖縄県近海無人島巡視取調」と「国標建設」の内命を受けた沖縄県令西村捨三が、1885
年 9 月 22 日、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設についての懸念を上申した。これは、
従来、西村沖縄県令が国標建設つまり領土編入を自発的に上申したと言われてきたが、村
田忠禧の先行研究を参照にして当時の公文書にあたり、経緯を明らかにする。さらに 1896
年の勅令第 13 号が領有根拠とならない背景なども取り上げていく。 
第 4 章では、尖閣諸島に関する米国の「中立」政策の背景を述べる。国際法上の根拠で
ある「先占の法理」によって日本が尖閣を領有したとする「物語」を完成する経緯と「棚
上げ」に関する政府見解についても説明を試みる。 
第 5 章では、自民党政権と民主党政権における外交実務上の対応を論述し、政府見解と
実務対応との相違、すなわちダブルスタンダードを指摘する。また国連海洋法条約をめぐ
る関係各国の動きと海洋主権問題に関する中国の外交姿勢の変遷と現状、中国が交渉によ
って国境を画定した事例、さらに「固有の領土」論の問題性も論じることとする。 
第 6 章では、「尖閣諸島問題」の起源としての琉球帰属問題を論じる。琉球国が沖縄県と
して日本に併合されるいわゆる「琉球処分」の経緯をめぐる日清間交渉を再考し、日清戦
争以前には宮古島と八重山諸島が、日本政府にとって「捨て」うるものであった歴史的経
緯などを振り返る。また中国側の琉球・沖縄政策にも言及し、中国が沖縄の領有を意図し
ているか否かも検証する。 
第 7 章では、2012 年 9 月の尖閣「国有化」によって変化した「現状」を確認する。1950
年代の台湾海峡紛争の歴史、また米華相互防衛条約の米国の参戦規定についても言及し、
日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約（以下、日米安保条約）第 5
条と比較することによって米国が尖閣有事の際にとりうる行動の検証を試みる。さらに、
南シナ海問題をめぐり 2016 年 7 月に国連海洋法の仲裁裁判所が裁定で示した「島の定義」
の意義をふまえ、公共政策としての「尖閣問題」を解決するために「公共外交」の重要性
を指摘し、様々な選択肢の可能性を検討したい。 
研究の方法としては、国会会議録および外務省が発表した公文書、また米国や台湾の公
文書を調査し、日本、中国、台湾および米国のこれまでの先行研究を検証した。また、民
主党政権時の首相官邸の高官や外務省担当者および専門家、中国側では外交部および中国
共産党中央対外連絡部（以下、中連部）の日本担当者、中国人民解放軍（以下、解放軍）
の政策担当者、中国社会科学院日本研究所の研究員らに聞き取り調査を行い、見解を補強
することとした。 
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第１章 尖閣問題の起源：日本、米国、「二つの中国」 
第 1節 領土問題の理論的射程：国益とは何か 
本論文では、分析枠組みとして国際関係論におけるリアリズム（現実主義、realism）が規
定する国益（national interest）概念を用いる。 
まず現代のリアリズムの対象を限定し、その最小限の意味を、「政治的現実をパワー
（power）による、またはパワーをめぐる不可避の対立・闘争とみなし、それを認めたうえ
で、そこに何らかの抑制と均衡を工夫することによって併存するパワー主体（個人あるい
は国家）間に安定を見出そうとする思想・立場106」と定義する。 
領土問題を論じる場合、軍事力を行使してでも領土を守るべきだと主張する論者は往々
にして「国益を守るため」と言うことが多い。本論文では、日本政府は問題の存在そのも
のを否定しているが、いわゆる「領土問題」としての尖閣諸島問題の位相を主題とするた
め、本節では、まず国益とは何かをリアリズムの視点からを論じることとする。その上で、
国益としての領土保全と尖閣問題における国益を理論的に考察する。 
国益とは如何に定義すべきなのか107 ？ 
外務官僚として在上海総領事などを歴任した小原雅博は博士論文『国益と外交』を公刊
し、その中で「国益は、国家にとって最も重要なテーマであり、古代ギリシャの時代以来、
数多の政治家や知識人が国益を論じてきた」と述べている。「ツキディデス、プラトン、マ
キャヴェリ、リシュリュー、ホッブス、カント、マイネッケたちといった賢人たちが、そ
して、E・H・カー、モーゲンソー、ジョージ・ケナン、ヘンリー・キッシンジャー、スタ
ンレー・ホフマン、ロバート・ギルピンらのリアリスト（現実主義者）と呼ばれる論者た
ちが思索し、研究を積み重ねてきたが、国益をめぐる議論は今日に至るも収斂していない」
と指摘している108。そして、それらの議論から得られる帰結があるとすれば、「およそ国家
である以上は、普遍的な国家の利益というものが存在するはずであるとの認識に立って客
観的に国益という概念を論じる必要があり、それは学問的にも大きな研究価値がある」と
し、また「国益はそれぞれの国家を取り巻く国際環境や国家のパワーによって変化するも
のであるとの認識に立って、それぞれの国家の利益を具体的に論じることが政治的にきわ
めて重要であ」り、「この二つの帰結は互いに矛盾するようにも見えるが、両者は互いに補
完関係にあり、両者を論じ、解明していく中で国益が何であるかという問いに対する答え
はより明瞭になり、説得力を持つものとなる」と結論づけている109。 
リアリストとして政治学に大きな影響を与えたハンス・Ｊ・モーゲンソー（Hans J. 
Morgenthau）は、「政治的リアリズムが国際政治という風景をとおって行く場合に道案内の
助けとなるおもな道標は、力
パワー
によって定義される利 益
インタレスト
の概念である110」とした。モーゲ
ンソーの古典的名著 Politics among Nations：The Struggle for Power and Peace, Fifth Edition, 
Revised, Alfred A Knopf, 1978 を『国際政治：権力と平和』として翻訳した原彬久は、以下の
ように解説する。「彼の理論は、パワーすなわち『権力』・『力』の概念をその中心に据え、
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この概念が政治的リアリティについての一種の合理的な略図を構想する。そして、国際政
治の行為主体である国家は、この『力』によって定義されるところの『国益』を追及する
政治的実体である」。モーゲンソーにとっての「権力」（「力」）概念は極めて多義的であり、
ときに曖昧でさえある。「彼にとってのパワーは、究極的には、一個の心理的抑制、すなわ
ち対象認知の問題にかかわるのだが、一方ではたとえば、『ナショナル・パワー』（「国力」）
の構成要因である地理的条件のように、パワーを一個の具体的能力として規定しているの
である」。さらに、「『国益』についても、モーゲンソーはそれ自体厳密な定義はしていない。
彼にとって、『国益』は、普遍的かつ決定的法則でありながら、概念化のむずかしいもので
ある。しかも、一国の国益の具体的細目は、彼において、その国家の歴史的・政治的条件
によって変化するものなのである」。それにもかかわらず、いやそれゆえにこそ、モーゲン
ソーは、「この『国益』を、国際政治を理解する最も重要な概念用具として存分に駆使しつ
つ、大規模な理論構築と挑戦的な現実分析へと向かうのである」111。 
「現実主義の議論の前提は、国益が何であれそれは他国の国益と衝突しがちなものであ
り、したがって、国益の基本は行動の自由を確保することにある112」とマーティン・ワイ
ト（Robert James Martin Wight）が述べているように、モーゲンソー以外のリアリストも国
際関係においては、大宗、パワーの最大化や自国の生き残りとしての安全保障を中核的な
国益としている。小原は「国民国家――この場合には国民によって選ばれた政府――は、
その権力と代表性の淵源である国民の利益を追求することを主要な目的とし、義務としな
ければならない。その中でも、国民の生命や財産の保護を含む国家の生存と安全は、国益
の中でも最も重要な『死活的国益（vital interest）』 と呼ぶことができる」としている。 
モーゲンソーは、パワーとしての国家の力を決定する諸要素のなかで、「明らかに地理が
最も安定した要素である」と指摘している。また「その他の諸要因が歴史の経過とともに
どれだけその重要性を変えようとも、2000 年前に重要であった地理的要因は今日でもなお
重要である」と述べ、さらに「国力のひとつの源泉としての領土の規模の重要性は、核戦
争の可能性によって高められている」と現代的な意義も強調して、地理的な位置も含む国
土や国土に由来する食糧や原料としての天然資源を最も重視している113。一方で同時に、「外
交の質は、それがいかに不安定なものであろうとも、国家の力を形成するあらゆる要素の
なかで最も重要なものである」とし、「外交の質とは、国益に最も直接的に関連する国際状
況のいろいろな問題に対して、国力のもろもろの要素を最大限有効に結びつけていく技術
をいうのである」と外交の質も重視している114。 
ジョセフ・フランケル（Joseph Frankel）は、「領土は、人民と政府とともに、国家の本質
的な構成要素であることには議論の余地がない」とし、「普遍的な有効性を持つ『領土の至
上性』の存在については疑念が存在している」としつつも、「人々が領土の防衛のためには
いっそう断固として戦い、その安全保障が国家利益の捉え方の中核を形成していることは
明らかである」と述べている115。国益が曖昧な概念だとして、国益に代わりに「目的
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（objective）」という用語を使うカール・J・ホルスティ（Kalevi J. Holsti）116も「ほとんどの
政策決定者は、どれほど犠牲が要求されようとも国家の基本的目的は母国領土と自己保存
のために必要と思われる領土を防衛し、そして特定の政治的・社会的・経済的秩序、ある
いは『生活様式』といわれるものを永続させることであるということを明確に述べるか、
あるいは行為でもってそれを示すのが普通である117」としている。ジョン・J・ミアシャイ
マー（John J. Mearsheimer ）も「大国の一番の目標は『自国の生き残り（survival）』にある」
とし、「オフェンシブ・リアリズム［攻撃的現実主義］は、大国が安全保障以外の目標を追
い求めることを充分認識していながらも、理論的にはほとんどこれについて触れていない。
つまり国家の行動がバランス・オブ・パワーのロジックに矛盾していなければ良いのだ」
と述べ、「『安全保障』と『経済』という二つの目標が衝突した場合も、常に『安全保障』
が勝つ」と結論づけている118。 
領土の保全を「自国領土の防衛」と捉えれば、管見の限り、それが重要な国益であるこ
とを否定するリアリストは存在しないと思われる。さらにいえば、リアリストに限らず、
国家の安全または自己保存は、国益のうち最も重要であり、国益の中心に位置すると考え
てよいであろうと小原は指摘する119。国家の領土そのもの、および領土保全が国益の中核で
あるとするリアリズムの視点から捉えれば、尖閣諸島問題において、領土保全つまり領土
を防衛するということは、日本の実効支配を堅持することだと筆者は考える。 
とはいえ、第 5 章で詳述するが、2012 年の尖閣「国有化」によって、中国海警局などの
司法機関に所属する公船が 12 カイリ（約 22 キロメートル）以内の領海内に入ることを躊
躇せず、2016 年 6 月 9 日には初めて中国海軍のフリゲート艦が接続水域を航行し、中国公
船による尖閣周辺接続水域の航行は常態化しつつある「現状」においては、それ以前に比
べて日本の実効支配は徐々に弱まっている。しかしそれでも、海上保安庁の巡視船が警告
すれば最終的には中国公船は退去しており、尖閣に至る海域も空域も基本的に日本がコン
トロールしており120、日本の実効支配が保たれている「現状」であり、尖閣諸島問題をめぐ
る日本にとっての国益は、第一にこの「現状」を後退させないことであると提起したい。 
モーゲンソーは「パワーによって定義される国益」を追求するのが国家であるとし、地
政学的な位置も含めた国土を国力の重要な構成要素とみなしている。また他のリアリスト
も、自国領土の防衛を主とする安全保障を重視している。したがって、尖閣諸島をめぐる
国益は、弱まりつつあるとはいえ、日本が実効支配している「現状」を後退させないこと
が第一だと筆者は提起した。しかしながら、リアリストの立場からすれば、「領土保全」が
パワーの最大化や自国の生き残りにマイナスになる場合には、領土を放棄するという選択
肢も合理的なものとなる場合がある。たとえば、防衛のためにその価値に比して過剰な経
費が必要となる海外領土を放棄する場合や現地住民による激しい抵抗運動が起きている海
外領土を放棄することなどが考えられる。この点について、ホルスティは「自己保存の解
釈にもいろいろある」のであり、「自発的に土着民に独立を与える植民地保有国もあれば、
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海外領土はどのような代価を払っても防衛すべき国家の不可欠の一部であるとする政府も
ある」と述べている121。またフランケルも、死活的国益の内容は時代とともに変化すると指
摘し、「ある世代には死活的と思われていたものが、たちまち忘れ去られる」例として、「国
家の領土保全に対する執着でさえも神聖不可侵なものではない。ドイツ人は、今ではアル
サス＝ロレーヌ地方を失ったことに完全に満足しているようであるし、ポーランド人はも
はやバルト海から黒海に広がる『大ポーランド』を願っていない」と述べている122。 
小原雅博は、「国益を確定する基準」として「四つの基準を提唱」している。「第一に、
一部の利益でなく国民全体の利益か（全体性の論理）、第二に、一時的な利益でなく持続的
な利益か（持続性の論理）、第三に、直接の影響を及ぼす利益か（直接性の論理）、第四に、
国際社会の利益と両立し得る利益か（両立性の論理）である123」。また小原は、「国益は絶対
か？」との問いに対し、国益は「二つの異なる挑戦も受けてきた」として、「人間の道徳性
という観点からの挑戦」を第一に挙げている。さらに、「国益を超えた、より大きな公益に
よる挑戦」として「国家からなる国際社会全体の利益（国際益：international interest）」ある
いは「地球に生きる人間共通の利益である世界人類の利益（世界益：global interest）」が形
成されており、「こうした公益を無視した形での国益の追求は、世界の平和と繁栄には資さ
ず、自国の持続的国益にもなり得ないという主張には、理想主義を超えた国際社会の新た
な現実が投影されつつある」としている。多くの国家からなる現在の国際社会においては、
国家間の相互関係の中で互いの国益を調整することが必要となる。「自国の国益のみを追求
する国家は、近隣諸国をはじめ国際社会の批判や反発を受け、長期的に国益を損なうこと
になる。諸国家の国益がますます錯綜する今日の国際社会においては、他国にも国益があ
ることを認識し、その国益との接点を求めることで国際益の増進に貢献し、その中で国益
を実現していくことこそ外交の本道でなければならない」と小原は主張しており124、筆者も
同感である。 
したがって、尖閣諸島をめぐる日本の国益として、日本による実効支配を弱めることな
く継続することを本論文では論じるが、その実現のためには、一見、相手に妥協・譲歩し
たと見られる対応であっても、長期的な国益の実現に資すると考えられる提案についても
検証するものとする。 
尖閣諸島をめぐる関係国としては、1972 年 9 月まで日本と国交があり、最初に日本の領
有に異議を唱えた中華民国（台湾）、および現在の主要な係争相手国である中華人民共和国、
さらに 1972年 5月の沖縄返還に至るまで尖閣諸島を含む沖縄を実効支配していた米国があ
る。以下、それぞれの関係国の国益が大きく変化していくこととなる「ゼロ年としての 1970
年」を重要な分岐点として、歴史的背景の分析から論を進めたい。 
 
現実政治を大きく動かしたリアリスト：ケナンとキッシンジャー 
現実の外交政策に関与したリアリストであるジョージ・F・ケナン（George F. Kennan）は、 
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1946 年、代理大使として赴任していたモスクワの米国大使館から本国に送った「長文電報」
でソビエト社会主義共和国連邦（以下、ソ連）の行動を分析した。この「長文電報」が米
国の冷戦外交の基本方針となる「封じ込め」政策につながり、ケナンは「封じ込め」政策
の提唱者と呼ばれることになる。さらにケナンは、戦後対日政策の見直しと沖縄の最終処
理にも大きな影響を与えた。 
ユダヤ系ドイツ人の家庭に生まれたヘンリー・A・キッシンジャー（Henry A. Kissinger）
は、リチャード・M・ニクソン（Richard M. Nixon）政権で国家安全保障問題担当大統領補
佐官を務め、1971 年にニクソンの密使として極秘訪中を行い、米中和解の道筋をつけた。
第 4 章で詳述するように沖縄返還協定（琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ
合衆国との間の協定： Agreement between Japan and the United States of America Concerning the 
Ryukyu Islands and the Daito Islands）が調印された 1971 年 6 月 17 日の 10 日前に、ニクソン
大統領、ピーター・G・ピーターソン（Peter G. Peterson）国際経済担当大統領補佐官と会談
を行い、尖閣を返還の対象から外すようにとの中華民国（台湾）からの抗議に対して、尖
閣を含めた沖縄の施政権を日本に返還することを最終的に決定したが、同時に返還するの
は施政権であり、尖閣に関する主権について米国は立場を取らないという「中立政策」も
決定した。 
キッシンジャーは、ベトナムからの撤退、中国との国交正常化、台湾問題及び沖縄問題
という一連の困難な外交課題について、それらの関係を認識し、イデオロギーよりも現実
を重視し、巧みに自国の利益になるよう目的を達成していった。尖閣問題は、時代の文脈
に合わせて、キッシンジャーの名言である「最も好ましい結果を生じさせるためのインセ
ンティブと懲罰の組み合わせをつくり出す125」のに使い得る、一つの現実にすぎなかった
と原貴美恵は指摘する。 
 
第２節 国共内戦から「二つの中国」の対峙 
 1949 年 10 月 1 日、中国共産党中央委員会主席の毛沢東は、北京の天安門広場に集まっ
た 30 万人もの市民を前に天安門城楼から中華人民共和国中央人民政府の成立を宣言した。
一方、蔣介石率いる中華民国国民政府（以下、国府）は、同年 12 月 7 日、成都から台北へ
の移転を決定し、中国国民党による 20 余年にわたる大陸支配は終焉を迎えた126。 
 1945 年 8 月 15 日の対日「一般命令第 1 号」により、満州を除く中国本土及び台湾の日
本軍に、中国の最高司令官である蔣介石総帥への降伏が命じられた127。日本降伏後、統一
戦線を結成して抗日戦争（日本では日中戦争と呼ぶ）を戦い抜いた国民党と共産党の間で
は対立が表面化し、米国のマーシャル（George C. Marshall）特使による調停失敗後の 1946
年 6 月、本格的な国共内戦が再燃した128。 
抗日戦争中の 1943 年 12 月 1 日に発せられたカイロ宣言129において、台湾の主権を中華
民国に返還することが米英中の三カ国首脳間で取り決められたことを根拠に、国府は 1945
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年 10 月、台湾に軍を進駐させ、同月 25 日、台湾を自国領に編入した。 
国共内戦当初は国民党が圧倒的に優位で（兵力は国民党の国民革命軍 430 万、共産党の
人民解放軍 120 万。支配地域の人口は国民党約 3 億 3900 万、共産党約１億 3600 万）、1947
年 6 月には共産党の拠点である延安も陥落した。しかし、共産党はソ連が支配している東
北地方に勢力を移して反抗の準備を強化し、1948 年 9 月から三大戦役として有名な、遼瀋
戦役（東北地方の戦い）、淮海戦役（徐州一体の戦い）、平津戦役（北京と天津の攻防戦）
で人民解放軍が勝利した。1949 年 1 月には北京に無血入城、さらに、国民政府の首都南京
に 4 月に入城した。国民党首脳は広州、さらに重慶に逃れて抵抗したが、12 月には蒋介石
は 50 万の軍とともに台湾に亡命した。 
 1947 年 3 月、欧州を中心に冷戦が激化する中、米国大統領トルーマン（Harry S. Truman）
は共産主義「封じ込め」を打ち出した政策（トルーマン・ドクトリン）を宣言した130。し
かし、中国においては国民党への軍事及び経済援助は実を結ばず、共産党の勢力は拡大し
た。西側諸国の中でも英国政府は、香港問題を抱えていたこともあり、1950 年 1 月、中華
人民共和国の承認を決定した。また国民党政権を軍事面において支援してきた米国政府も、
中国政策を転換しつつあった。1949 年 8 月、米国務省は『中国白書』を公刊し、国共内戦
の戦況悪化の原因を国民党政権の腐敗に求めた131。同年 12 月 23 日付けで大統領の承認を
得た国家安全保障会議の政策文書 NSC48/1 に記されているように、チトー（Tito、本名は
Josip Broz）率いるユーゴスラビアが既にそうであったように、中国は最終的にはソ連から
離れていくだろうと予測されており132、中国の「チトー化」が目指された。1950 年 1 月 5
日には、トルーマンは中国の内戦に介入する意図がないことを公式に明らかにした133。 
国共内戦の敗北で大陸の支配基盤を失い、台湾に遷都した国民党政権を取り巻く状況は
厳しかった。台湾の将来をめぐっては、米国務省内部で、蔣介石をクーデターによって排
除し、台湾を国際連合（United Nations、以下、国連）信託統治領にする案も検討されて
いた134。だが、トルーマンとアチソン（Dean G. Acheson）国務長官はこれを受け入れなか
った。アチソンは、国共内戦に干渉しない姿勢を明確にすることで、中国をソ連から引き
離すことを念頭に置いていた。そのため、アチソンは、同年 1 月 12 日のナショナル・プレ
スクラブでの声明で、米国の東アジア軍事戦略において、台湾が、「防衛戦（defensive 
perimeter）」の外であるという姿勢を明確にした135。人民解放軍による沿海島嶼部、さらに
は台湾への侵攻計画が進められる中で出されたアチソン声明は、米国政府が、台湾を防衛
の対象外と考えているという誤解を与え、あたかも国府の命運は尽きたかのような印象を
与えたのである136。 
しかし、中国はソ連から離れるチトー化の方向には進まず、1950 年 2 月、中ソ友好同盟
相互援助条約が締結され、ソ連との関係を強化した。さらに、同年 6 月、38 度線を越えて
北朝鮮軍が侵攻を開始し、朝鮮戦争が勃発すると状況は一変した。トルーマンは、中国側
による台湾攻撃を防止するために米海軍第七艦隊を台湾海峡に派遣させる命令を下した。
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さらに 7 月 27 日、国家安全保障会議において、国民党政権への軍事援助と台湾への軍事顧
問団の派遣を正式に承認したのである。とはいえ、第七艦隊派遣の背景には、国民党政権
を保護すると同時に、中国との全面戦争に発展する恐れのある蔣介石の「大陸反攻」を阻
止する狙いがあった。トルーマンは、米中による全面的な武力衝突を望んでいなかったの
である137。 
だが、1950 年 10 月、「中国人民志願軍」（日本では義勇軍と呼ばれることが多い）が鴨
緑江を越え、朝鮮戦争に参戦すると、トルーマンの希望は断たれ、アジア冷戦が本格化す
ることとなる。中国の参戦に先立つ 9 月 30 日、トルーマン政権は、大規模な軍事力強化を
軸とした NSC68 を正式に承認していた。米国政府は、台湾のみならずインドシナにも軍事
顧問団を派遣し、中国との本格的な敵対関係に突入する。  
 朝鮮戦争の勃発と米中両国の参戦によるアジア冷戦の本格化は、蔣介石を救う形となり、
米国からの大規模な軍事援助によって、国府は息を吹き返した。さらに 1951 年 2 月の国連
総会で、中国を侵略者とする決議が採択されると、共産党政権による即時国連加盟の実現
の可能性がなくなり、国民党政権は、中華民国政府として、国連での中国代表議席と常任
理事国を維持できる見通しが立った。こうして、アジア冷戦を背景に、中華人民共和国中
央人民政府と米国の支援を受けた中華民国政府という互いに正統性を主張する「二つの中
国」が、台湾海峡を隔てて分断状態が固定化され対峙するに至ったのである138。 
 「二つの中国」が対峙するアジア冷戦の本格化は、日本および米国の外交政策に大きな
影響を与え、約 20 年後に発生する尖閣諸島問題の起源ともいえる沖縄帰属問題にも影響す
ることとなる。 
 
台湾海峡問題と沖縄問題 
1951 年 9 月 8 日、激化する冷戦を背景に、米国サンフランシスコ市において、日本は 48
カ国との間に「日本国との平和条約」（1952 年条約第 5 号。Treaty of Peace with Japan）を締
結した。「サンフランシスコ条約」、「サンフランシスコ平和条約」、または「サンフランシ
スコ講和条約」などと呼ばれるこの対日平和条約は、アジア太平洋地域における戦後国際
秩序を決定付けた多国間合意である。同時期に締結された米国と同盟諸国との相互安全保
障条約と共に、この地域における冷戦構造、所謂「サンフランシスコ体制」の基礎を敷設
したのがこの条約であると『サンフランシスコ平和条約の盲点』を著した原貴美恵はいう139。
アジア太平洋地域における「未解決の諸問題」の中でも、領土主権、国境、そして領土の
地位に関する諸問題を、第二次大戦後の対日処理、特にサンフランシスコ平和条約という
共通の基盤に注目し、現在の当事国の枠組みを越えた多国間枠組みの中で原は再検討して
いる。 
 第二次世界大戦後、アジア太平洋地域では数多くの地域紛争が発生した、中でも、日本
が隣国との間に抱える北方領土・尖閣諸島・竹島、それに南シナ海の南沙・西沙諸島の主
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権帰属を巡る問題は、現在では別個の問題として扱われがちであるが、いずれも戦後の対
日領土処理、特にサンフランシスコ平和条約から派生したと原は主張する。同条約が千島
列島から南極、またミクロネシアから南沙諸島にわたる広大な領域の処理を規定している
が、「個々の処理領土の厳密な範囲や最終帰属先を明記しておらず曖昧な内容になってい
る」からである。そのため、「この地域で様々な『未解決の諸問題』が発生する種が残され
た」のである140。 
 本論文の主題である尖閣諸島問題は、同条約の第二条 b 項の台湾条項と第三条の沖縄条
項から派生した問題である。台湾条項である第二条 b 項については、原貴美恵が以下の問
題を指摘している。日本が放棄した台湾と澎湖諸島の(1)地位或いは帰属先、そしてその(2)
地理的範囲という二点において、現在アジア太平洋地域に残存する「未解決の諸問題」と
重要な関係にある。まず、(1)については、日本がどの国に或いは国家に対して台湾と澎湖
島を放棄したのか帰属先が明記されていない。これは、「一つの中国」問題すなわち中国の
合法的政府の国際承認問題、或いは「二つの中国」すなわち台湾の独立問題や台湾海峡問
題の起源とも関係している。(2)の地理的範囲は尖閣諸島問題と関係している。日本が放棄
した「台湾」に尖閣諸島が含まれていたか否かという問題である。尖閣諸島については、「両
中国」（中華人民共和国と中華民国）とも、サンフランシスコ平和条約で日本が放棄した台
湾の一部であるとし、日本は自国に留まった沖縄の一部であると主張している。それ故、
この係争は、後節で扱う沖縄処理とも深く関係している141。 
当時は、中国本土を支配する中華人民共和国と台湾を支配する中華民国のどちらが正統
な「中国政府」であるかについて、同盟国間に統一見解はなかった。中国のどちらの政府
も講和会議に招待されなかった142。「二つの中国」が対峙したアジア冷戦構造を、平和条約
中の関連条文の変遷を追いながら、関係国の国益をめぐる外交政策から再検討する。 
 
第 3節 講和条約における台湾条項と沖縄条項 
台湾条項の変遷 
 米国の対日領土処理検討の中で、台湾に関する初期のものには、国務省特別研究課東亜
版で起草され、領土小委員会で審議された 1943 年 5 月 25 日付けの T325「台湾（Formosa）」
がある。台湾の将来について、この半年後のカイロ宣言で発表された「中国による主権回
復」以外にも、「日本による主権継続保持」、「台湾の独立」或いは「国際化」の可能性も検
討されている。中国による主権回復の場合は、「無条件」回復、及び「国際安全保障のため
の特別措置を施した」回復といった、いくつか代替案が準備されていた143。領土小委員会
の審議では、台湾は中国に返還するのが当然であるとされた144。 
 翌年の 1944 年 3 月から 4 月にかけて、国務省内に設けられた極東委員会及び国と地域の
諸委員会の審議を経て作成された CAC152「台湾（Formosa）」でも、同様の問題が検討さ
れた145。 
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1947 年 3 月に国務省で作成された対日平和条約の初期草案における台湾処理については
第二条で、日本が台湾（Formosa）とその隣接諸小島、及び澎湖諸島を「中国」（China）
に割譲することを規定していた。同草案では、台湾と一緒に日本が割譲することになって
いた隣接諸小島に含まれる島が列挙してあるが、その中には、尖閣諸島、或いはそれに相
当する島の名は見当たらない146。 
  早期講和を見越して作成された同年 8 月案の領土条項は、記載事項がより詳細になって
いた。台湾を示す単語としては、「Formosa」「Taiwan」の両方が用いられた。日本が「中
国に割譲する」領土としては、台湾、島名を列挙した隣接諸小島、及び澎湖諸島に加え、
割譲すべき「諸島」が経度緯度によって示されていた。この範囲の中には、尖閣諸島は含
まれておらず、日本が保持するものと考えられていた147。 
  1947 年 11 月の修正案を経て 1948 年 1 月案となる草案の第一条では、日本の領土範囲が
簡素化された表現に変わっている。尖閣諸島は沖縄本島を含む琉球諸島の一部として扱わ
れていた148。 
 一時中断していた平和条約の準備は、1949 年秋頃から再度活発になる。中華人民共和国
誕生から間もない 10 月 13 日付け草案でも、台湾の「中国」への割譲を示した第二章には
変化はなかった。この草案の注釈書によると「条約（草案）は、ソ連と中共が講和会議へ
の招待を受諾した場合、両国に提示できるように作成してある149」。この時点では、米国は
中国の内戦には不介入の方針をとっており、「講和会議にも北京の中国政府を招待すること
が考えられていた150」。 
  1949 年 11 月草案でも、中国の出席を規定している点では、変わりなかった。台湾処理
の条文も同じであったが、「もし中国が調印しないのであれば、条約は日本が台湾と澎湖諸
島を中国に割譲するという条項を含むべきではない、というのが合衆国の立場である。そ
の場合、これらの島の処理は現在の条約当事国を含む関係国により後に決定される旨を明
示しておくべきである151」との脚注がつけられていた。1949 年 11 月草案は、ウイリアム・
J・シーボルト（William J.Sebald）駐日政治顧問にも送付された。シーボルトは、ダグラス・
マッカーサー（Douglas MacArthur）連合国軍最高司令官と共に草案の検討を行い、コメン
トや修正提案を送っている152。シーボルトの意見書は、極東の政治情勢の変化に鑑み、従
来の平和条約の起草方針に警告を与えた。台湾に関しては、安全保障に関する取り決めが、 
その後の最終決定に影響を及ぼすことを示唆した上で、信託統治案の検討も促していた153。 
 1950 年 6 月 6 日、対日平和条約担当となり最初に作成した覚書の中で、ジョン・F・ダ
レス（John F. Dulles）国務省顧問は、極東の状況を「台湾は差迫った危機」、「南朝鮮は長期
的危機」にあると分析しつつも、講和会議への中国代表権については、台湾の国府と大陸
の共産党政府の双方に認めようとしていた154。翌年、この中国参加問題を巡る米英論争は
激しく展開されるが、同月後半に勃発した朝鮮戦争とともに、米国の中国政策は一変し、
これは平和条約の台湾処理にも反映されてくる155。 
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 8 月 7 日付ダレスの下で作成された最初の草案では、台湾処理は領土条項の第 4 章第 5
条で、南樺太及び千島列島と一緒に扱われている。これ以降、台湾の帰属先「中国」の文
字が草案から消えると原貴美恵は指摘している156。関連箇所は以下の通りである。 
 
   日本は、台湾、澎湖諸島、北緯 50 度以南の樺太及び千島列島の将来の地位に関し、
合衆国、英国、ソ連及び中国により今後同意された如何なる決定も受諾する。一年以
内に合意に至らなかった場合には、条約調印国は国連総会の決定を受諾する157。 
 
  1950 年秋にニューヨークで開催された国連総会の期間を中心に、関連諸国との交渉に使
われた対日平和条約「7 原則」は、9 月 11 日草案の主旨を要約したものである。1950 年 8
月・9 月草案及び「7 原則」には、四大国協議ないしは国連決議という領土処理形式が盛り
込まれた。米国は、朝鮮戦争の勃発に伴い、朝鮮半島だけでなく中国の内戦についても介
入政策へと転換していた。朝鮮戦争が国連の名の下に戦われていた事に鑑み、平和条約の
中でその介入政策の正当化を狙っていたことと合わせて、同じ条項では、ヤルタでソ連に
その割譲が約束された南樺太と千島列島も扱われており、おそらくこれらの島々と台湾の
処理とのリンクが米国によって画策されていたのであろうと原貴美恵は指摘する158。 
 ソ連は、台湾の地位問題はカイロで解決され、ポツダムで確認済みのはずだとし、新た
に四大国又は国連総会の決定に託そうとする米の原則に同意できるはずはなく、「7 原則」
に反対した。北京の中国政府はソ連に呼応して米国を非難した。12 月、周恩来首相兼外相
は対日講話問題に関する声明を発表して、平和条約の基盤は、カイロ宣言、ヤルタ協定、
及び極東委員会で合意された対日基本方針であり、台湾の中国への返還は既にカイロ宣言
で決定されていると主張した159。さらに、インドのパンディット代表がダレスと会見して
覚書を手渡したが、そこには、台湾は講和条約の締結を待たずに中国に返還されるべきで
あり、講和会議には中華人民共和国が中国を代表して参加すべきと主張されていた160。 
 しかし、その間、朝鮮戦争は 1950 年 11 月末の中国「義勇軍」の参加で、大きな転機を
迎えた。米中の軍事衝突の拡大を機に、米国内では反中感情が高まり、ダレスが 6 月 6 日
の覚書で描いた両中国政府参加構想は崩れ去っていた161。 
 各国との折衝を経て、新草案が翌 1951 年 3 月に作成され、四大国協議ないしは国連決議
という領土処理形式は脱落した。台湾については、第三章の領土条項で朝鮮と一緒にその
「放棄」のみが規定された162。 
 
英国の主張と英国草案 
 英国は 1950 年 1 月に中華人民共和国を承認した。中国政策に対する米英間の相違は最大
の障害となり、平和条約起草過程の最後までもつれこむことになると原は指摘している163。 
アジア太平洋地域における冷戦の複雑化は、英米間の国益と中国政策の違いに起因すると
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ころが大きいのである。 
 ダレスから「7 原則」について最初にアプローチを受けた英国は、英外務省内に設置され
た極東委員会で独自の条約草案作成に取り組んだ。 
 同年 12 月のワシントンにおける米英首脳会談で、クレメント・R・アトリー（Clement R. 
Attlee）英首相は、中国との限定戦争が全面戦争へ発展する危険性を説き、台湾問題や中国
代表権問題で譲歩しても、朝鮮戦争休戦に向けて中国と交渉を行うべきであると主張した。
また、中華人民共和国が国連に加盟すれば討議による解決が可能になるとして、国連安保
理の議席譲与案も打ち出した164。しかし、トルーマンがアトリーの説得を容れることはな
かった。1951 年 2 月から 4 月にかけて作成された英国の草案は、必ずしも英連邦諸国の全
面的合意に基づいたものではなかった。4 月に完成した英国草案では、台湾は第一部（領土
条項）第 4 条で規定されており、「日本国はここに、台湾及び澎湖諸島の完全な主権を中国
に割譲する」と「中国」に割譲されることになっており165、米国草案との違いが明瞭であ
る。 
 1951 年の春から夏にかけて、条約草案の内容に関する合意形成のため、英米交渉が開催
され、講和会議の日程や参加国についての打ち合わせもなされた。そこでも、台湾処理と
講和会議への中国代表権問題に関する米英間の基本的立場の相違が最大の難関として最後
まで残った。4 月末からワシントンで開催された共同作業部会で作成された 5 月 3 日付け米
英共同草案では、全ての領土処理は第 2 条にまとめて簡潔に記載されている。 
 中国代表権に関しては、「（中国を除く）対日戦の主要関係国 14 カ国のうち、ビルマ、セ
イロン、インド、インドネシア、オランダ、パキスタン、イギリス、ソ連の 8 カ国が中華
人民共和国を承認し、オーストラリア、カナダ、フランス、ニュージーランド、フィリピ
ン、アメリカの 6 カ国が中華民国を承認していた。これら 6 カ国のうち、米国とフィリピ
ンの 2 カ国は、中華民国政府と共同調印国になる意思を表明していたが、残りの国々は、
たとえ中華民国政府が中国の合法政府であると認められても、現在中国を代表する力はな
いとの見解を持っていた166」。米国は中国との停戦合意を行う用意はあるものの、台湾や国
連での中国代表権といった問題について、代償を支払ってまで交渉する意図はなかった167。 
台湾が共産党政府の統治下に入ると、次は隣接する沖縄や日本本土が政治、軍事の両面で
危険にさらされる。ダレスは、日本が北京の共産党政権に接近する可能性があると見れば、
上院は平和条約を批准しないだろうと予測していた。加えてダレス自身も強固な反共主義
者であった168。 
 数ヶ月にわたる米英間の折衝は行き詰まり、交渉は挫折するかに見えることもあったが、
6 月のダレス訪英で妥結に至る169。対中政策に象徴される両国の国益は一致しなくても、対
日講和を実現させなければならない理由があった。西側資本主義国による占領の長期化は、
日本のナショナリズムを刺激し、ソ連と中国による共産主義の影響力拡大と共産主義者に
よる日本支配の危険性を高める。そうなれば、台湾の国民党政府生き残りは事実上不可能
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となる。結局、米英両国は、将来の対中関係は日本自身が選択し、台湾の将来は平和条約
中で決定せず、両中国政府とも講和会議には招待しないという合意の下に講和準備を進め
ることにする170。 
 ダレス訪英によって、難航していた英米交渉は一応の合意に達し、6 月 14 日付け改訂米
英草案では、台湾処理は領土条項の第 2 章 b で「日本国は、台湾及び澎湖諸島に対するす
べての権利、権原及び請求権を放棄する」と規定された171。 
 結局、日本による放棄のみを記し帰属先は明記しないという、米国の意向が基本的には
貫かれたのである。台湾に関しては、6 月の草案が講和会議で調印された最終草案となる172。 
 6 月草案を受けて、1951 年 6 月 28 日付けで、マーシャル国防長官は国務長官にメモを送
り、中国を平和条約に調印させないように警告している173。マーシャルのメモには、次の
要望を記したオマール・ブラッドレイ（Omar N. Bradley）統合参謀本部議長の覚書も添付さ
れていた。 
 
   台湾、澎湖諸島、西沙・南沙諸島及び現在合衆国の統治下にある第三条で言及され
た他の諸島の主権、及びこれらの地域で中国政府或いは同国民によってかつて所有さ
れていた領事館、建物及びビジネス等の実在の資産の獲得について、中共に法的請求
権を与えかねないような根拠が条約に、記載であれ示唆的であれ、書かれていないこ
とを確実にしておくべきである174。 
 
 サンフランシスコ講和会議に中国代表は招かれなかった。中国は講和会議には招待され
なかったが、8 月 15 日に周恩来は対日講話問題に関する以下の内容の声明を発表した。「中
華人民共和国政府は、アメリカ、イギリス両国政府によって提案された対日平和条約草案
は、国際協定に違反し、基本的に受諾できない草案であるとともに、アメリカ政府の強制
で、9 月 4 日からサンフランシスコで開かれる会議は、公然と中華人民共和国を除外してい
る限り、これまた国際義務を反古にし、基本的に承認できない会議であると考える」との
立場を表明し、「日本帝国主義に抵抗しこれを打破する戦争で、最も長期間悪戦苦闘をつづ
けるうちに、中国人民は最大の犠牲をはらい、また最大の貢献をしてきた。したがって、
中国人民と彼等がうちたてた中華人民共和国中央人民政府は、対日平和条約の問題におい
て最も合法的権利をもつ発言者であり、また参加者である」と述べた。さらに、「カイロ宣
言、ヤルタ協定及びポツダム宣言などの合意を破って、草案は、ただ日本が台湾と澎湖諸
島［中略］とその付近のすべての島嶼にたいする一切の権利を放棄すると規定しているだ
けで、台湾と澎湖諸島を中華人民共和国へ返還すること［中略］に関してただの一言も触
れていない」と指摘し、これは「アメリカ政府が中国領土である台湾のアメリカ占領長期
化をできるようにする」目的だと強く非難した。さらに周恩来は「中国人民は、このよう
な占領を絶対に許すことができないし、またいかなる場合でも、台湾と澎湖諸島を開放す
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るという神聖な責務を放棄するものではないのである」と宣言した175。 
 サンフランシスコ講和会議では、後に外相となるソ連代表のグロムイコ（Andrei A. 
Gromyko）が、9 月 5 日の第二総会で行った演説で中国の立場を擁護し、台湾及び西沙諸島
等の領土について、中国が合法的に主権を有すると主張し、以下の通り条約の修正を求め
た。第二条の b 及び f 項の代わりに次の項を含めるようにとの改正提案であった。「日本国
は、満州、台湾及びこれに隣接するすべての諸島、澎湖諸島、東沙島、西沙群島、マクス
フィールド堆、並びに、西鳥島を含む新南群島［南沙諸島（スプラトリー諸島）のこと］
に対する中華人民共和国の完全なる主権を認め、ここに掲げた地域に対するすべての権利、
権原、及び請求権を放棄する」176。ソ連の修正案は容れられることはなく、グロムイコは
中国代表が参加していないこと及び条約の内容に反対し、署名しなかった。さらに講和会
議には大韓民国（以下、韓国）も参加しておらず、日本は、中国、ソ連、韓国と、それぞ
れ現在も領土問題を抱える国と、この時点では国交を回復することができなかった。 
 サンフランシスコ平和条約が発効された 1952 年 4 月 28 日、日本は台湾の国府との間に
「日本国と中華民国との間の平和条約」（以下、日華平和条約）を締結した。同条約第二条
では、サンフランシスコ平和条約の内容が確認されている。 
 「日本国は、1951 年 9 月 8 日にアメリカ合衆国のサンフランシスコ市で署名された日本
国との平和条約第二条に基き、台湾及び澎湖諸島並びに新南群島及び西沙群島に対するす
べての権利、権原及び請求権を放棄したことが承認される177」 
 台湾を実効支配している国府との二国間条約によっても、台湾の最終帰属先は明記され
ず、前年の対日平和条約に基づく日本の台湾放棄を承認するに留まっている。 
 ところで、尖閣諸島問題は、サンフランシスコ講和及び日華平和条約の締結時には問題
にならなかった。この問題は、1970 年頃から、沖縄返還と関連して表面化することになる。
尖閣諸島は、島名が明示されているわけではないが、サンフランシスコ平和条約の中では
沖縄と一緒に処理されていた178。 
 台湾は、1954 年 12 月に米国と米華相互防衛条約を結び、1951 年の対日講話と同時に成
立したいわゆるサンフランシスコ同盟体制のさらなる一角を構成する。台湾の防衛とは、
中国による「解放」からの防衛である。 
 
講和条約における沖縄処理 
尖閣諸島問題に関する著書を数冊著している矢吹晋は 2013 年に『尖閣衝突は沖縄返還に
始まる』を書いたが、2014 年に上梓した『敗戦・沖縄・天皇 尖閣衝突の遠景』では、尖
閣衝突の“始まり”を語るならば、「やはりサンフランシスコ条約“第三条に始まる”とい
うべきではないか」としている179。同条約第 3 条は以下の条文である。 
 
  日本国は、北緯 29 度以南の南西諸島（琉球諸島及び大東諸島を含む。）、孀婦岩の南
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の南方諸島（小笠原群島、西之島及び火山列島を含む。）並びに沖の鳥島及び南鳥島を
合衆国を唯一の施政権者とする信託統治制度の下におくこととする国際連合に対する
合衆国のいかなる提案にも同意する。このような提案が行われ且つ可決されるまで、
合衆国は、領水を含むこれらの諸島の領域及び住民に対して、行政、立法及び司法上
の権力の全部及び一部を行使する権限を有するものとする。 
 
矢吹が「尖閣衝突の始まり」と語るサンフランシスコ条約第三条にある「北緯 29 度以南
の南西諸島」の処理は、現在のアジア太平洋地域の国際関係でも特に(1)沖縄の地位、そし
て(2)日本と中国及び台湾の間の領土係争、すなわち尖閣諸島問題と重要な関わり合いを持
っていると原貴美恵は指摘する180。 
 同条約第 3 条は第 2 条とは異なり、日本による領土放棄を規定していない。しかし条約
中にある「信託統治制度」とは領土処理の過渡的処理であり、領土主権の最終帰属先につ
いては未定である。その意味で条約はこれらの領土の地位についても未解決処理であった。
結局、これらの島々は、国連の信託統治下に置かれることはなく、1970 年代初頭までに全
て日本に返還された。しかし、占領時代からの米軍の駐留はその後も継続し、日本国内の
米軍専用施設の 70.6％（面積比率）が沖縄に集中しており181、普天間基地の移設問題等を
含め、返還後も米軍の沖縄駐留に関する問題が存続し続けている。 
尖閣諸島は、沖縄と一緒に戦後米国の施政下に置かれたが、沖縄返還と前後して係争が
表面化し、中華民国及び中華人民共和国も領有権を主張するようになる。争点は、尖閣は
沖縄と一緒に日本に返還されたのか、それとも平和条約の第 2 条 b 項で日本が放棄した台
湾の一部だったのかである182。 
サンフランシスコ条約において、個々の処理領土の日本による放棄が決定したが、その
前提となったのは日本が敗戦の条件として受諾した以下のポツダム宣言第 8 条である。 
「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州、北海道、九州及四国並ニ
吾等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ183」。この「諸小島」の範囲は明示されなかったが、
矢吹晋は、ここでは奄美大島でさえ日本の領土から外されていると指摘し、沖縄を「固有
の領土」とする日本の主張は認められていない事実を認識することが肝要だとしている。
さらに矢吹は、連合軍最高司令部訓令第 677 号（SCAPIN：Supreme Command for Allied Powers 
Instruction Note、1946 年 1 月 29 日）第 3 項を挙げ、沖縄諸島については「(b)北緯 30 度以
南の琉球（南西）列島（口之島を含む）」と記述され、「日本の領土から除かれる地域」と
して明記されているとする184。 
「3 項、この指令の目的から日本と言う場合は次の定義による。日本の範囲に含まれる地
域として――日本の四主要島嶼（北海道、本州、四国、九州）と、対馬諸島、北緯 30 度以
北の琉球（南西）諸島（口之島を除く）を含む約 1 千の隣接小島嶼。日本の地域から除か
れる地域として――(a)鬱陵島、竹島、済州島。(b)北緯 30 度以南の琉球（南西）列島（口
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之島を含む）、伊豆、南方、小笠原、硫黄群島、及び大東群島、沖ノ鳥島、南鳥島、中ノ鳥
島を含むその他の外郭太平洋全諸島。(c)千島列島、歯舞群島（水晶、勇留、秋勇留、志発、
多楽島を含む）、色丹島」。 
 戦後、「日本の領土から除かれる地域」と占領当局によって決定された沖縄が、どのよう
な経緯をたどりサンフランシスコ条約第 3 条に収斂していくのかの変遷を以下たどりたい。 
かつて独立した王国であった琉球国が日本に併合される経緯については、第 6 章で詳述
するが、1879 年に沖縄県となることを強制された。一方、尖閣諸島は日清戦争の帰趨が決
まった 1895 年 1 月の閣議決定により沖縄県の一部として日本に編入された。これらの島々
は、1945 年 4 月から 6 月にかけて米軍に占領された。 
大戦中、カイロ、ヤルタ、ポツダム等で合意された連合国間の取り決めには、「沖縄」や
「尖閣」の文字は出てこない。 
当時、同盟国の中で沖縄の領有に最も関心を示していたのは中国（中華民国）である。
中国から見る沖縄政策の変遷については、第 4 章で詳述するが、1942 年に宋子文外相は中
国が回復する領土として沖縄にも言及したが、当時、国府内においては、沖縄を領有すべ
きかどうかで議論は分かれ、その後も沖縄をめぐる対応は変遷をとげる。1943 年 11 月の
カイロ会談においては、琉球の領有を望むかどうか尋ねたルーズベルト  （Franklin D. 
Roosevelt）大統領に対し、蒋介石は琉球の共同占領及び米中共同での国際信託統治ならば
賛成すると答えた。1945 年の抗日戦争勝利後、中華民国では勝利の果実としての琉球返還
要求が強くなり185、1947 年には張群行政院長が琉球は中国に返還されるべき旨を述べる186。
しかし、1952 年、日本と日華平和条約締結交渉を行った国府は琉球問題を提起していない。
沖縄返還協定が調印される直前の 1971 年 6 月には、国府は外交部声明で「中華民国は対日
作戦主要同盟国の一つであり、［琉球群島の未来の地位に関する主要同盟国による］この協
議に参加すべきある。しかるに、米国はこの協議を行わずに、琉球を日本に返還しようと
している。中華民国は極めて不満である187」と述べている。 
米国による沖縄統治に関する先行研究は、比嘉幹郎188、大田昌秀189、新崎盛暉190らによ
る多くの蓄積を持ってきた。また 1945 年から 1952 年にかけての沖縄をめぐる日米関係に
ついては、宮里政玄の『アメリカの対外政策決定過程』191、河野康子『沖縄返還をめぐる
政治と外交』192、ロバート・D・エルドリッヂ（Robert D.Eldridge）『沖縄問題の起源』193が
優れており、米統合参謀本部における米国による沖縄の長期保有の検討・決定過程の分析
としては我部政明『戦後日米関係と安全保障』194等がある。 
対日平和条約の準備過程で尖閣の帰属先が問題になった形跡はなく、当時その主権帰属
先が問題になっていたのは沖縄であると原貴美恵は指摘する195。終戦から対日平和条約締
結までに、沖縄を取り巻く国際政治環境は大きく変化する。対日平和条約における沖縄処
理は、特に中国事情の変化と深く関係していた。カイロ会談に象徴される大戦中の国際取
り決めに中国を代表して参加したのは、蒋介石率いる中華民国政府であったが、終戦後の
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内戦で蒋介石は台湾に逃れ、1949 年には中華人民共和国が成立した。朝鮮戦争への中国の
参戦によるアジア冷戦の本格化により、「米国にとって、この地域における脅威は日本軍国
主義の復活から共産主義の波及へと変わっていく」。米日・米中関係における敵と味方の関
係は、戦中と戦後では逆転し、その中で、沖縄は「日本からの防衛」の要所から「日本防
衛」の要所へ性格を変えていく。冷戦の激化に伴い、その重要性がさらに増していく背景
の下にサンフランシスコ平和条約の沖縄処理が準備されていたことを念頭に置く必要があ
る196。 
 
米国における沖縄処理検討の初期のものとしては、1943 年 7 月の T343「リューチュー
諸島（琉球）」がある。琉球の中国名で題されたこの調書は、（1）中国への移譲、（2）国際
管理、（3）日本による条件付保持という三種の処理案を示していた。（1）の中国への移譲
は、安全保障上の理由により琉球諸島を日本から分離する必要があると見なされた場合を
想定してのものである。（2）の国際管理は、日本による島の軍事使用の防止を主要目的と
した監視と調査に限定し、通常は日本人による統治を想定していた。（3）の日本による条
件付保持については、日本が武装解除され、委任統治領、朝鮮及び台湾が日本支配から解
放されるなら、日本の琉球諸島保持は、安全保障上の脅威ではなくなると予想し、もし日
本が島を保持するなら、陸海空軍施設の解体と企業施設の軍用使用防止を目的とした国際
機関による定期監視体制設置の可能性を挙げていた197。これらの処理案には優先順位は付
けられていなかった。 
終戦後、1946 年 6 月 24 日付けで作成される SWCC59/1 は、沖縄は「日本によって保持
される島嶼とみなされ、非武装化されるべき」と結論づけている。この調書では、沖縄は
「ポツダム宣言に従い連合国がその処理を留保し、安全保障上の理由で日本から分離する
必要のない島嶼」として分類され、「信託統治下に置かない地域」に指定されていた198。 
ところで、当時米国、特に軍部の関心は、ミクロネシア確保に向けられていたが、その
次に重要とみなされたのは、その真北に位置する小笠原・火山列島等の南方諸島であった。
同調書では、これらの島を日本から分離し、ミクロネシアと共に米国を施政国とする国連
信託統治下に置くべきとしていた。しかしこの後、地域の政治安全保障環境の変化と軍部
からの強い圧力を受けて、沖縄返還方針は二転三転する。10 月 19 日付けで統合参謀本部は
トルーマンに覚書を送り、沖縄を南方諸島と一緒に、米を施政国とする国連の戦略信託統
治下に置く必要性を主張した199。この文書は大統領の承認を得て、国務・陸軍・海軍それ
ぞれの長官にコピーが送られた200。 
同年 11 月、トルーマンは、米国が「日本委任統治領及び第二次大戦の結果としてその責
任を負う如何なる日本の諸島も」、米国を施政国とする信託統治下に置く用意があると発表
する。ここでの「如何なる日本の諸島」というのは、上記統合参謀本部の覚書に書かれて
いた沖縄を含む島々を意味していたと考えられると原貴美恵は指摘する201。 
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しかし、その後の各国との交渉の過程で、米国は信託統治の適応範囲を旧日本委任統治
領（ミクロネシア）に限定することになる。したがって、沖縄も南方諸島も国連信託統治
の適応範囲からは外されていた。 
国連安保理で米国のミクロネシア信託統治案が採択された前月の 1947 年 3 月、最初の対
日講話条約草案が国務省極東局で作成された。軍部が領有を求めていた小笠原等の南方諸
島と沖縄は、日本に放棄させることになっていた。 
 
  第 6 条 日本はここに、西ノ島、火山列島、沖ノ鳥島を含む小笠原群島に対する全
ての権利及び権原を放棄する。 
  第 7 条 日本はここに、沖縄県の一部を構成する琉球諸島、大東及び沖大東島に対
する全ての権利及び権原を放棄する202。 
 
しかし、これらの草案は省内未承認の暫定的なものであり、「沖縄及び千島列島南部の将
来については、統合参謀本部及び国務・陸軍・海軍三省調整委員会で審議続行中」とされ
ていた。 
対日平和条約の 3 月案は国務省内の検討を経て改訂され、8 月 5 日案が用意された。そこ
では、南方諸島のみが日本によって放棄されることになっており（第 5 条）、沖縄は日本に
留まる領土に含まれていた（第 1 条）。同草案では南千島も日本に留まることになっていた
203。沖縄を日本帰属としたこの 8 月草案には、軍部から当然抗議が出る。1947 年 8 月 18
日、海軍作戦副部長（政治・軍事担当）E・T・ウールドリッヂ（Edmund T. Wooldridge）少
将は、ボートン（Hugh Borton）北東アジア課長に対して、先の 1946 年 10 月の沖縄や南方
諸島の戦略的信託統治に関する覚書とその大統領承認について指摘し、草案にある日本の
領土範囲は「統合参謀本部の見解と合致しない」と批判した204。 
1947 年 9 月 1 日にはマッカーサーから国務長官宛てに、米国による沖縄確保の必要性を
説く書簡が送られる。マッカーサーは沖縄の保有については下記のように述べている。 
 
草案は琉球諸島を日本が保持すると規定している。この諸島群の支配は、我々の太
平洋前線防衛に絶対に不可欠であるため、米国に属さなければならない。（琉球は）民
族学的に日本に固有ではなく、日本の経済福祉に貢献せず、日本人もその保有が認め
られるとは期待していない。これは基本的に戦略的なものであり、私の意見としては、
米国が支配確保に失敗すると、軍事的に悲惨なことになるであろう205。 
 
沖縄を日本に留まる領土とした平和条約 8 月草案は、国務省内でもケナン率いる政策企
画室（政策企画部）からも批判を受ける。「この頃から対日平和条約を含め、米国のアジア
政策への冷戦思考の導入が始まる」と原貴美恵は指摘する206。ケナンは、1947 年 10 月 14
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日付けの覚書「企画室員による対日平和処理に関する問題の検討結果」を提出し、領土処
分については次のように記している。 
 
B、小笠原群島、火山列島及び南鳥島は米国の戦略的信託統治下に置かれるという見
解のもとに、日本から分離されるものとする。 
C、北緯 29 度以南の琉球諸島処理についての決定は、 
（a）米国の戦略的信託統治、及び 
（b）名目的主権を日本が保持したままの基地区域の長期的賃貸契約が相対的に望ま
しいかどうかについて SWNCC から情報を受理するまで、未定にしておくもの
とする207。 
 
上記の沖縄処理の（a）は軍部の立場、（b）は国務省東北アジア課から出された代案であ
る。 
沖縄処理について軍との意見調整がされないまま、国務省内では 1947 年 11 月、翌 1948
年 1 月に草案が作成された。日本による南方諸島の放棄はそのまま留保されたが、沖縄に
関する条項はなかった。軍は「北緯 29 度以南の琉球諸島」の戦略的信託統治を要求し続け、
国務省はこの要望を如何に外交上達成すべきか答えを見出せていなかったのである。沖縄
に関しては、統合参謀本部が軍事的視点から沖縄の排他的統治を目指し長期保有する構想
を検討したが、主権取得の壁となる領土不拡大原則208と、ソ連の承認を必要とする国連信
託統治（戦略区域を含む）との両立しがたい価値目標に取り囲まれた環境に置かれていた209。 
この時点での領土条項における課題は「南千島と琉球」に関するものであり、国務省内
での検討は続いていた。 
 
対日講話に対するケナンの影響 
ケナンは、国務省に新設された最高戦略部門である政策企画室（Policy Planning Staff： 
PPS、政策企画部とも訳される）の初代室長として、1947 年 5 月末に対日政策に着手した。
同年 8 月には、ロバート・A・ロベット（Robert A. Lovett）国務次官に対して、米国政府は
日本及び太平洋地域に関して確固たる政策目標が構築できていないと指摘し、それが厳密
に形成されるまで、対日講話の議論は延期、或いは極力避けるよう提案した210。ケナンが言
わんとしたのは「冷戦という新しい国際状況の認識に基づき、米国の利害を反映させる方
向で、対日講話を再検討する必要性であった211」。  
1948 年 3 月 1 日、来日したケナンはマッカーサーと昼食をとり、その詳細な会話記録が
Foreign Relations of the United States（米国外交文書史料集。以下、FRUS）,1948,Vol.Ⅵに残さ
れていると矢吹晋は指摘する212。 
マッカーサーはここで日本占領の意義を世界史に見られない成功例と語り、これに匹敵
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するのはジュリアス・シーザーの遠征のみと自賛している213。 
  ケナンは 3 月 5 日にもマッカーサーと会談した。ケナンはマッカーサーとの会談内容を
大略、以下のように報告している。 
 現在の占領政策はポツダム宣言に基づいて行われているが、同宣言の目的は「占領直後
の課題」にのみふさわしいものであり、これは既に実現された。現在の課題は日本社会の
安定であり、自立である。講和条約が結ばれ、米軍が撤退した暁に、日本をどのように守
るのか、それが問題だ。①この地域に対する米国のしっかりとした安全保障政策が不可欠
だ。②経済復興計画が必要だ。③占領政策の緩和により、日本政府が責任の肩代わりを行
う必要がある。 
 マッカーサーによれば、極東委員会214と連合国対日理事会215では、いつも米国案が反対さ
れ、日本の実情に即した占領行政を行うよりも、内部の意見調整に時間を要した。マッカ
ーサーに反対したのは誰か。主題によって異なるが、まずソ連や中華民国の反対が予想さ
れるが、反対者はそれだけでない。英連邦を構成するオーストラリア、ニュージーランド、
そしてフィリピン等では、日本の戦争責任を追及する声が強かった。マッカーサーによれ
ば、アリューシャン、ミッドウエー、旧日本委任統治領（マーシャル諸島を指す）、クラー
ク空軍基地（フィリピン）、そして沖縄に至る U 字型の米国防衛線のなかで、沖縄は最も先
進的であり、かつカナメの地点をなしている。それゆえ北緯 29 度以南の琉球弧に対しては
米国単一の完全な管理を堅持しなければならない。日本本土についていえば、講和条約締
結以後は、本土のどこにも基地を保有する必要はない。米国が保有せずを選択するのは、
連合国の他の国にも、それを要求するためにほかならない。マッカーサーはケナンに他の
連合国（ソ連を指す）がそれを狙っていることが気がかりだと述べた。経済政策について
見ると、極東委員会の他の国は恥知らずなほど利己的で否定的な態度を日本に対して示し
た216。 
 
2 度にわたるマッカーサーとケナンの対話を踏まえて、1948 年 3 月 23 日、マッカーサー
の執務室で、陸軍次官のドレーパ （ーWilliam H. Draper Jr.）将軍、シャイラ （ーCortlandt V.R. 
Schuyler）准将とケナンとの対話が行われ、ケナンは「日本の再軍備」を提起した。ドレー
パー将軍は冒頭、「占領軍の日本撤退」に呼応して日本に「小規模の防衛部隊」を用意する
ことを米国陸軍省では検討しているとして、マッカーサーの意見を求めた。 
 マッカーサーは、トルーマン大統領が 1947 年 3 月、すなわち 1 年以上も前にこの話題を
提起して、オーストラリアのエバット外相兼司法長官（Herbert V. Evatt）は支持し、マッカ
ーサーも賛成し（後から明らかになるように、マッカーサーの理解する占領目的は日本の
武装解除であり、これと逆行する日本再軍備には、彼は結局は反対した）、ソ連を除くすべ
ての東アジア諸国は賛成したが、ソ連は拒否権こそ使わなかったものの、賛成しなかった
と指摘した。当時は米ソ対立はまだ公然化していなかった。 
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その後、対日条約問題が国際環境の動向に遭遇してもつれている間に中国情勢が激変し
た。中華民国側が劣勢になり、のちに中華人民共和国を成立させるゲリラ軍側が勢いを増
した。もし中華民国がいま講和条約の交渉に参加しているならば、日本に対して懲罰的、
制約的な条項を主張して、日本経済の復活をいっそう傷つけたであろう。ソ連は米国の指
導性を減殺するであろう。それゆえ講和会議からソ連を排除すべきである。そして現行の
米ソ緊張のもとでは、「講和条約の最終決定まで日本における米国占領軍は保持すべき」で
ある217。 
 マッカーサーとの意見交換を踏まえ、日本を含む極東訪問を終えたケナンは、1948 年 3
月 25 日、米国の対日政策に対する報告書 PPS28 を書いた。ケナンは沖縄基地の「永久使用」
をこう提案した。「米国政府は沖縄に恒久的施設をもつことについて決断すべきだ。それに
したがって琉球の基地の開発を進めるべきだ。国務省は、琉球諸島に対する米国の恒久的
な戦略的支配を可能ならしめる国際的認可を確保する問題の研究に直ちに着手すべきであ
る」。ケナンはこの提案の中で、公職追放者の解除等による経済復興、政治社会秩序の復活
のほか、共産主義者に対する日本の抵抗力の養成などを論じた後、「日本は講和条約の成立
前に、防衛力の空白を生じさせては断じてならない」とマッカーサーが述べた見解を断固
として支持すると協調している218。さらに、現時点では、対日講話を推進せず、新しい極東
の国際情勢に合わせた政策の立て直しを訴えたのである219。この PPS28 が基になって、こ
の年の 11 月、米国の対日政策 NSC13 が採用された。沖縄については、当初のケナンの報
告書では米国政府は「沖縄における施設を『恒久的に（permanently）』に保持すべきであ
り、基地もそれに応じて造成されるべきである」と提案されていた220。  
 ケナンの「沖縄米軍基地の永久使用」という問題提起を受けて、国務省は同年 4 月 5 日
に沖縄で会議を開き、沖縄の扱いを協議した。会議を主催したデイヴィッド・D・ラスク
（David D. Rusk）が、「沖縄は日本に返還すべきか、沖縄の将来をどうすべきか」と問題
を提起し、「信託統治」のあり方等を詳細に検討した。 
 国連憲章第 77 条では、信託統治制度について以下のように規定している。 
「信託統治制度は、次の種類の地域で信託統治協定によってこの制度の下におかれるもの
に適用する。a 現に委任統治の下にある地域。b 第二次世界大戦の結果として敵国から分離
される地域。c 施政について責任を負う国によって自発的にこの制度の下におかれる地域
221」。 
 a は旧国際連盟によって「委任統治」と規定されたものだから、沖縄はあてはまらない。
b の規定は沖縄にあてはまる。c でいう「施政について責任を負う国（この場合、米国）が
自発的にこの制度の下におく地域」とするのは、未開のどこかを指すものであり、沖縄に
はあてはまらない。したがって、沖縄は、信託統治の規定にほとんど該当しない。諸条項
のなかで、唯一適合するのは b 項「第二次世界大戦の結果として敵国から分離される地域」
という規定だけであったと矢吹晋は解説する222。 
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 一般規定に基づけば、たとえばマーシャル諸島のように当然「独立」が最も望ましい。
しかし、沖縄はマーシャル諸島とは異なり、元来「独立国旧日本帝国の一部」であった。
そして、住民の意識を調べても、「独立」論よりは、日本復帰論が圧倒的に強いことを、1945
年以来数年の軍事占領を通じて米国は熟知していた。こうして、①沖縄は国連憲章にいう
信託統治のどの条項にあてはまるのか、②信託統治を仮に行うとすれば、ポスト信託統治
期の政治形態は日本復帰なのか、独立か、これらの扱いが難題として、米国を悩ませてい
た223。 
 1947 年の米国による対日講話への呼びかけには、ソ連だけでなく中華民国も反対してい
た。中華民国の反対は「アメリカの対中援助を引き出し、対日賠償への発言力を強め、琉
球の帰属を主張する」ことを目的とした「多分にバーゲニングとしての性格を持つもの」
であったと進藤栄一は指摘してい224る。 
一時中断した講和準備は、1949 年秋に再開する。同年 9 月 7 日付けで新しく作成された
草案は、ケナンの政策企画室の勧告に沿ったものとなっていた。すなわち、南方諸島とは
異なり、沖縄は日本によっては放棄されず、米国を施政国とする信託統治下に置かれるこ
とになっていた。 
 
第 5 条  
日本国は、ここに西之島、火山列島、沖の鳥島、及び南鳥島を含む、小笠原群島に対
する全ての権利及び権原を放棄する。 
連合諸国は、合衆国が国際連合憲章 77 条、79 条及び 83 条に即してこれらの諸島を信
託統治下におくこと、即ち、諸島を戦略地区に指定し合衆国がその施政権者になるとす
る信託統治協定の申請を支持するものとする。 
第 6 条 
合衆国は、国際連合憲章 77 条、79 条及び 85 条に即して北緯 29 度以南の琉球諸島を
信託統治下におくこと、即ち、合衆国が施政権者になることを規定する信託統治協定を
申請するものとする225。 
 
1949 年 10 月、中華人民共和国が誕生した。戦中の沖縄処理検討にみた米中（同盟国）
と米日（敵国）の関係は逆転した。アジアで一番大きな国である中国の共産化、そして台
湾喪失の可能性を目のあたりにして、日本の西側確保とそのための防衛線でもある沖縄の
支配は、米国の冷戦政策において決定的重要性を持つようになる。10 月草案では、再び小
笠原等の南方諸島と共に、日本に沖縄（北緯 29 度以南の諸島）を放棄させることにしてい
る。軍が支持した「恒久的」領有案が再び採用されたのであろう。この草案では琉球処理
は通常の信託統治案になっていた226。 
同年 11 月 2 日案も沖縄及び南方諸島処理関係の文面の内容は同じであった。 
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ケナンが 3 月に提案した報告書 PPS28 が基になり、11 月 5 日のトルーマン大統領によ
る NSC13 の承認で、米国の沖縄「長期」保有の方針は国策となり、国務省と軍部はようや
く統一した対日政策を持つことになる。対日講話の最大の懸案は「沖縄の扱い」なのであ
ったと矢吹晋は指摘する227。 
翌 12 月に作成された草案では、琉球、及び小笠原等の南方諸島は同じ条項（第 7 条）の
中で処理することになっていた。 
 
１．日本国は、ここに（a）北緯 29 度以南の琉球諸島、（b）西の島、火山列島、沖
ノ鳥島及び南鳥島を含む小笠原諸島に対する全ての権利及び権原を放棄する。 
   ２．連合諸国は、国際連合憲章第 12 章に従い、米国を施政権者として、これらの諸
島を国際連合の信託統治制度の下におくとする合衆国の申請を支持する。 
 
 ここでは、信託統治処理を承認させることが最優先事項であり、ソ連の拒否権行使が予
想される戦略的信託統治は提案されなかった。 
 
ダレスと平和条約草案 
 1950 年 8 月、ダレスの下で作成された「シンプル」な草案では、沖縄は小笠原等の南方
諸島ともども、すでに処理の決まっているミクロネシアと同じ条項内で処理されることに
なっていた。すなわち、信託統治処理をまとめて一つの条項にしたのである。前述の通り、
この草案では処理される領土の「日本による放棄」規定はなくなっていた。 
 朝鮮戦争の勃発に伴うアジアへの「封じ込め」政策の拡大は、沖縄の戦略的重要性の再
確認を意味していたと原貴美恵は指摘する228。 
 9 月草案の内容も 8 月のものと同じであった。同日付の「7 原則」では、日本は「（b）米
国を施政国とする琉球及び小笠原諸島の国連信託統治に合意する」とだけ述べられていた
229。 
 ダレスの下で作成されたこれらの条約草案や 7 原則にみる沖縄や小笠原諸島の処理は、
次の三本柱からなっていた。 
 （1）「日本による放棄」を規定しない。よって、領土不拡大原則に必ずしも違反せず、
国務省の懸念をクリアしている。 
 （2）米国を施政国とする一般信託統治を提案する。しかし、地域の安全保障環境の現実
は米国の一般信託統治以上のものを要求している。 
 （3）それゆえ、「このような提案が行われ且つ可決されるまで」米国の独占支配が確保
されることになっていた。換言すれば、米国は、信託統治提案を行わないことにより、こ
れらの島々を必要な限り保持できることになっていたのである。沖縄と南方諸島処理に関
しては、この三本柱は、調印された最終案まで基本原則として貫かれる230。 
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翌年 1951年 1月 31日、訪日中のダレス使節団に吉田茂総理大臣から覚書が届けられた。
そこでは、沖縄と南方諸島の信託統治処理について、日本の要望が次のように書いてあっ
た。 
 
   一、…日本は、米国の軍事上の要求について如何ようにでも応じ、バミューダ方式
［99 年間の基地租借］による租借をも辞さない用意があるが、我々は日米の友好関係
の永続のため、この提案を再考されんことを切に望みたい。 
   二、日米の友好関係の永続のため、我々は次の点を考慮されるよう願いたい。 
     （a）信託統治の必要が解消した暁には、これらの諸島を日本に返還されるよう希望
する。 
      （b）住民は、日本の国籍を保持することが許される。 
   （c）日本は合衆国と並んで共同施政国とされる。 
（d）戦争中の日本の官憲により、又は戦後米国の官憲によって日本に引き上げさせ
られた約 8000 名の小笠原諸島及び硫黄諸島の住民は、各々帰島が許される231。 
 
 この覚書が届けられる数日前の 1 月 27 日、東京で、ダレス使節団はマッカーサーやシー
ボルトらと会談しているが、その際のマッカーサーは、吉田とは正反対の要請を行ってい
た。彼は、沖縄を日本に返す必要はなく、日本にはこの件については全く議論の余地がな
いと伝えるべきだと提案したのである232。 
 吉田メモランダムが届けられた 1 月 31 日、ダレスはスタッフ・ミーティングで、「米国
は琉球問題を再開するかもしれないが」、もしそうする時が来るとしたら、それは米国が「自
らの理由で」再開するのである旨を述べている。そして「日本は、その領土を主要四島と
連合国の決定する諸小島に限定するという降伏条件を受け入れたのであり、この問題を再
開してはならない」と断言した233。 
 1951 年の 3 月草案では、沖縄と南方諸島は、日本による領土放棄を規定した他の領土と
は別の条項で処理されていた。内容については 1950 年の「7 原則」や 8・9 月案を踏襲す
るものとなっていた。 
 一方で、1951 年上旬に英国外務省が独自に作成した対日平和条約草案では、これらの諸
島について日本による放棄と米国による信託統治が検討されていた234。 
 5 月 3 日に提出された英米共同草案は、表現の変化はあるが、ほぼ前の米国草案を踏襲す
る内容であった。 
 
   （第 2 章、領土、第 3 条） 
   日本国は北緯 29 度以南の琉球諸島、西之島、火山列島、沖ノ鳥島及び南鳥島を含む
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小笠原諸島を、合衆国を施政権者とする信託統治制度の下におくこととする国際連合
に対する合衆国のいかなる提案にも同意する。このような提案が行われ且つ可決され
るまでは、合衆国は、領水を含むこれらの諸島の領域及び住民に対して、行政、立法
及び司法上の権力の全部及び一部を行使する権利を持つものとする235。 
 
 英国以外にも英連邦のカナダ、オーストラリア、ニュージーランドの各国は、米国の沖
縄駐留を支持し、日本による沖縄・小笠原放棄の必要性を指摘したが、米国の説得を受け
入れた236。 
 6 月 14 日改訂米英草案は、この沖縄小笠原諸島の処理条項については 5 月草案と同一の
ものであった。この 6 月 14 日案について、6 月 26 日付けでマーシャル国務長官のために
ブラッドレイ米統合参謀本部議長が用意した覚書には「南方諸島が含まれるべき」との文
言があった237。この覚書は、6 月 28 日に長官同士を通じて国務省に渡された。これらの点
は採用され、英国に伝達され、そして 7 月 3 日付草案に取り入れられた。8 月 13 日付最終
草案では「南方諸島」だけでなく「南西諸島」も条文に記入され、サンフランシスコで調
印されることになる最終草案が完成した238。 
 
ダレスの「潜在主権」発言 
 沖縄の扱いを定めた平和条約の第 3 条は日本による領土主権の放棄を規定していないが、
日本の主権を確認するものでもなかった。他の領土処理方針の検討から、ダレスは領土の
帰属は曖昧にした方が合目的という考えを持っていたことがうかがえるが、これは沖縄も
同様であったと原貴美恵は指摘する239。「日本による放棄」規定がないのは、日本を将来の
帰属対象から外さないという意味で、中国や米国への帰属、或いは独立をも含めて他の選
択肢への道を完全に閉ざしたわけではなかった。しかし、条約は日本の主権を 100％保証す
るものでもなかった。将来の地位は曖昧にされていたのである。 
それが、後に 1970 年前後の沖縄返還をめぐって、中華民国が米国に対して、返還の対象
に尖閣諸島を含めないよう強く要求することにつながる。したがって、尖閣諸島問題の遠
因は、平和条約における沖縄の地位に関する曖昧さにあるといえよう。 
1951 年 9 月 4 日、サンフランシスコのオペラハウスを舞台とする対日講話会議が開幕さ
れ、9 月 8 日の調印式で、ソ連や中国などを除く 48 カ国と日本が条約に調印した。 
ダレスはこの講話会議において、条約第 3 条で規定される沖縄等の島々に対して、日本
は「潜在主権」（Residual Sovereignty）を保持すると発言した。しかし、これはあくまで
も口頭による、当時の米国見解の表明であり、調印された条約のような法的拘束力のある
国際合意ではなかった。条約の解釈に柔軟性を持たせ、更に米国の支持を表明することに
よって、日本からの好感を得るという効果を狙ったものであろう。条約には故意に「潜在
主権」の規定を条文には入れなかったのであると原貴美恵は指摘する240。 
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この沖縄処理に関しては、台北の国府は信託統治処理には賛成であったが、島の主権問
題については戦中からの立場、少なくとも「沖縄は日本のものではない」という点につい
ては一貫しており、ダレスの「潜在主権」発言は無視できなかった。それゆえ、その後、
機会のある毎に米国に対して自国の立場を喚起している。例えば、1953 年 11 月 24 日付け
で中華民国外務部から台北の米国大使に送られた覚書には以下のよう文言が記されている。 
 
  サンフランシスコ平和条約には、琉球諸島の最終処理について、米国に任意の手続
きに訴える権限を与えると解釈され得るような規定は、同条約第 3 条以外にはなかっ
た。 
  中華民国政府は、サンフランシスコ平和条約は日本からの琉球諸島の主権を剥奪す
るものではない、という趣旨の米国の解釈には同意できない241。 
  
 これは、1971 年 6 月 11 日に、沖縄返還に反対して発せられた中華民国外交部声明につ
ながる内容である242。 
一方で、北京の中華人民共和国政府は、日本への返還を支持していた。しかし、それは、
沖縄の米軍基地撤廃を求める政治的プロパガンダであったと原貴美恵は指摘している243。
第 6 章第 4 節の「中華人民共和国の沖縄政策」で筆者も言及しているが、沖縄の米軍基地
に反対するという文脈での「日本の領土である沖縄の返還」支持であった。 
 さらに、「中華民国が保持していた『沖縄は日本の領土ではない』という立場への復帰は、
台湾奪回後に考えればよい問題だったのかもしれない」と原貴美恵は述べ、「統一前の北ベ
トナムの南沙・西沙諸島への立場が想起される」としている244。 
現在では、南シナ海問題で激しく中国と対立しているベトナムであるが、実は、かつて
統一前の北ベトナム、すなわちハノイのベトナム民主共和国政府は、1958 年以降は中国の
主張を支持していた。しかし、それも冷戦を背景にした政治的プロパガンダであったと原
は指摘している245。米中和解後、米軍はベトナムから撤退し、サイゴンが陥落した翌年 1976
年、ベトナム社会主義共和国が成立した。南北二つのベトナムに代わる統一ベトナムの成
立とともに、ベトナムはソ連傾斜を強め、中国とは対立を深め、南シナ海係争における中
国支持という従来の北ベトナムの政府方針を一転し、南ベトナムの主張を引き継ぎ、中国
と激しく対立するようになった。 
 原貴美恵は、沖縄に関する中国の立場について、この統一ベトナムの立場を想起してお
り、何らかの形で中国と台湾が統一することがあれば、沖縄に対しても台湾の立場に回帰
し、領有権を主張するのではなかと暗示しているものと思われる246。 
 筆者は、将来においても、中華人民共和国が沖縄の領有権を主張することは想定しない
が、中国国内では、沖縄の地位は未定であるとの趣旨の学術論文が 2000 年以降、数多く発
表されている。尖閣諸島問題の起源ともいえる琉球の帰属をめぐる日清間交渉および中国
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の沖縄政策については、第 5 章で詳述する。 
 
第 4節 1970年までの関係各国の国益と外交政策：ゼロ年としての 1970年   
 1951 年サンフランシスコ講和条約には中華人民共和国も中華民国も署名せず、1952 年、
日本は中華民国との平和条約締結を強いられた。日本としては、北京政府とも講和したか
ったが、当時は米国がそれを容認しなかった。 
 米ソ冷戦構造のもと、1972 年 9 月の日中国交正常化実現に至るまでは、台湾の中華民国
とのみの国家間関係であり、中華民国と国交を断絶してまで北京政府と国交を正常化する
ことは米国が許さなかった。また中華民国との国交を維持したまま中国との国交を結ぶ、
いわゆる「二つの中国」の承認は、国府も北京政府も許さず、日本にとって国益ではない
との判断であった。 
 中国との貿易を重視する経済界は日中国交正常化を希望していたが、当時の国際政治情
勢がそれを阻み、サンフランシスコ講和から 20 年近く経過した 1970 年に至り、ようやく
国際情勢は大きく変化した。 
 1969 年には珍宝島（ダマンスキー島）をめぐる武力衝突の段階にまで対立が激化したソ
連との関係を憂慮し、中国は米国との関係改善を模索した。「米国帝国主義」以上に「ソ連
社会帝国主義」が中国にとっては脅威となり、1970 年前後には米国や日本との関係改善が
中国の国益と考えられた。一方、米国も長引くベトナム戦争を終結させるため、またソ連
との対抗上も、中国との関係改善を必要とした。1971 年 7 月に安全保障問題担当大統領補
佐官のキッシンジャーが秘密訪中を行い、米中和解が進んだ。1971 年 10 月には、中国が
国連に加盟し常任理事国となる一方で中華民国は国連を脱退した。 
日本の頭越しに行われたキッシンジャーの秘密訪中は、ようやく中国との国交を正常化
させる国際情勢の変化を示した。米国にとっても中国との国交正常化が国益となったこと
により、米国の掣肘によって阻まれていた日本と中国との国交正常化実現の機運が熟した。
しかし、中国から敵視されていた佐藤栄作政権では国交正常化は実現できず、1972 年 7 月
に田中角栄内閣が成立したことにより、同年 9 月の田中首相、大平正芳外相の訪中によっ
て日中国交正常化が実現した。 
1970 年前後の国際情勢の激変の中で、関係各国の国益も大きく変化した。かつて、米英
ソと並ぶ戦勝「四大国」であった中華民国は、国連からの脱退を余儀なくされ、中国と国
交を正常化した日本に対しては「国交断交」を宣告した。このような情勢の中の 1971 年 6
月 17 日、沖縄返還協定の調印が行われ、その直前の 6 月 11 日、中華民国外交部は声明を
発表し、「極めて不満である」と述べ、尖閣諸島の領有権も主張した。中華民国は、本来、
沖縄の返還自体を認めない立場であるが、それが容れられる余地はすでになく、せめて施
政権返還の範囲に尖閣諸島は含めるなという主張であった。 
第 2 章で詳述するが、尖閣諸島をめぐる領有権の争いが顕在化し、日本政府が公式に尖
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閣諸島を日本の領土であると国会で答弁したのは 1970 年 9 月である。国際情勢が激変し、
尖閣諸島問題も燃え上がるきっかけとなった1970年を国際政治史の重要な分岐点としての
「ゼロ年」ととらえ、以下、論を進めたい。 
 
台湾問題としての側面 
「尖閣諸島問題は台湾問題」だと石井明はいう247。 
 現在では、尖閣諸島問題は日本と中国の間の問題であると捉える人がほとんどであろう。
尖閣諸島をめぐる近年の二大事件である 2010 年の尖閣諸島沖漁船衝突事件、および 2012
年の野田佳彦内閣による尖閣「国有化」に対しても、領有権を主張する中国政府が激しく
反発し、反日デモのみならず焼き討ちや略奪も含む反日暴動が中国国内で発生した。 
 しかしながら、1967 年 6 月に渡部一郎衆議院議員が、尖閣群島に「台湾の人が住みつい
て」いることを問題視する尖閣に関する初めての国会質問をした（第 2 章で詳述）ことに
象徴されるように、尖閣問題が発生し顕在化した当初は、日本と中華民国（台湾）との間
の争点であったのである。また、尖閣の領有を公式に主張したのも中華民国（台湾）は 1971
年 6 月であり、中国の外交部声明は半年後の同年 12 月である。さらに当時は、日中間に国
交はなく、日本は中華民国を中国の正統政府として政府間関係を維持しており、その意味
からいっても、尖閣諸島問題は、日本と台湾（中華民国政府）との間の課題であった。 
 1971 年 7 月の米国政府によるキッシンジャー大統領補佐官訪中の発表は、米中対立の融
解を意味し、日中両国が本格的に歩み寄る契機となった。同年 10 月 25 日、国連における
中国代表権問題の表決があり、国連創設以来、安保理常任理事国であった中華民国が国連
から脱退し、アルバニア決議案の通過によって、中華人民共和国の国連加盟が実現し、さ
らに常任理事国となったのである248。 
 1972 年 9 月には、田中角栄首相と大平正芳外相が北京を訪れ、日中共同声明に署名した。
「日本国政府は、中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認」し、日
中間の国交が正常化された。中華民国（台湾）の国府との間に締結した日華平和条約につ
いては、「存続の意義を失い、終了したものと認められる249」と大平外相が会見で述べ、中
華民国外交部は即日、対日断交を宣言した。日本と中華民国との国家間関係は断絶され、
日本と台湾という、民間の非公式実務関係となった。中国に関する日本政府による国家承
認が、台湾の国府から、それまで「中共」と呼んでいた北京政府に変更されたのである。 
 米国は 1972 年 2 月にニクソン大統領が訪中し、米中共同宣言（上海コミュニケ）を発表
したが、日本のように、すぐには国交正常化を実現できず、1978 年 12 月に発表された国
交樹立に関する共同コミュニケによって 1979年 1月 1日より中国との国交が正常化された。 
 このように、尖閣諸島をめぐる領有権の問題が顕在化する1970年前後は、日本も米国も、
北京の中国政府と台湾の国府という、いわゆる「二つの中国」をめぐって大きく揺れ動い
ていたのである。当時、西側諸国が中国と国交を正常化する際に、最も問題となったのは
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それまで国交のあった中華民国との関係をどうするかという「台湾問題」であった。 
中国は一貫して「尖閣諸島は台湾の一部である」と主張している。したがって、尖閣問
題発生当時、日本と台湾の間の問題であったこととともに、中国側は、台湾の「統一」を
も含めた視点で尖閣諸島問題を考えているという点からいっても、日本がサンフランシス
コ講和条約で放棄した台湾の帰属をめぐる「台湾問題」ともいいうる側面を持つのである。
もちろん、現在の台湾は、かつての蒋介石および蒋経国の時代とは大きく異なり、「台湾化」
が進み、「ほとんどの台湾の人々は、自分たちは中国人とは異なる『台湾人』である250」と
感じるようになったことから、そのような視点で捉えることには同意しないだろう。しか
しながら、少なくとも、尖閣諸島問題が日中間のみの問題ではなく、台湾も含め、日本・
中国・台湾・沖縄のすべてにつながる複雑な問題だということはいえると考える。しかも、
日本や米国が「二つの中国」をめぐって大きく政策を変更しようとしていた1970年当時は、
中国は「台湾の解放」（中国への統一）を唱え、台湾の蒋介石も「大陸反攻」を主張し、武
力による「一つの中国」実現を互いに断念していなかった。 
 さらに状況を複雑にしたのは、1972 年 5 月、沖縄返還協定により、沖縄の施政権が米国
から日本に返還されたことである。沖縄返還に際して、中華民国は、戦勝国として沖縄の
帰属に関しては、自分たちにも発言権があるという立場であり、米国が単独で沖縄の施政
権を日本に返還することに対して強い不満を持っていた251。最終的には、沖縄の返還その
ものには強く反対できない状況の中、返還する沖縄に尖閣諸島を含めないよう米国に強く
求め、米国は中立の立場をとらざるを得なくなった。 
 このような経緯を総合的に考えれば、「尖閣問題は台湾問題」という石井明の視点は説得
力を持つと筆者は考える。そこで、尖閣諸島をめぐる領有権の問題そのものを論じる前に、
あえて台湾問題としての側面を提起した。 
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第２章 政府見解の変遷：1970 年に尖閣の領有権を明言 
1972 年 5 月、沖縄返還協定により、沖縄の施政権が米国から日本に返還された。また、
同年 9 月には、田中角栄首相と大平正芳外相が北京において日中共同声明に署名し、中華
人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを日本政府が承認し、国交が正常化さ
れた。同時に、それまで日本が正統政府としてきた台湾の国府との間に締結した日華平和
条約は「終了252」し、日本と台湾との国家間関係は断絶され、民間の非公式実務関係とな
った。つまり、中国に関する国家承認が台湾の国府から、それまで「中共」と呼んでいた
北京政府に変更されたのである。沖縄返還による米国との関係ともあいまって、尖閣諸島
問題を考える上で重要な転換点となる 1972 年を一つの区切りとして、本章から第 5 章では
日本政府の見解の変遷とその背景を検証する。 
 
第１節 1970 年までの国会答弁 
1950 年代における正式な島名を答えられない日本政府 
 日本の国会における尖閣諸島に関係する最初の言及は、1954 年 2 月の参議院水産委員会
における水産庁の立川宗保漁政部長による発言である。これは、鹿児島県串木野の漁業協
同組合長から水産委員長宛ての陳情――9 日より実施されたヘルイ軍演習海域は当地遠洋
漁業者にとつては唯一の漁場であり、当地漁民の生命線であるこの海域を演習地として奪
われては生活を支えることができないから演習海域の変更を関係要路に折衝願いたいとい
う内容253――に対する政府の以下の説明である。 
 
○立川宗保漁政部長 ヘルイ演習場と申しますのは、私どもどこかはつきりわかり
ませんが、想像いたしますのに、漁
．
釣島だろうと思います。魚
．
釣島でありますならば、
これは実はいわば琉球政府の所管と言いますか、琉球附近の島嶼の演習場でありまし
てこれは私どもも鹿児島県の業界のほうから［中略］極めて大変である、こういうお
話を伺つております。［中略］日本の関係各省とよく相談をいたしまして、そうして強
力にアメリカ側にいろいろなルートで働きかけて、こういう事実が起らないように努
力をいたしたい254。（巻末資料(1)参照） 
 
この答弁は、「ヘルイ演習場と申しますのは、私どもどこかはっきりわかりませんが、想
像いたしますのに、漁釣島（魚釣島が正しい）だろうと思います255」と村田忠禧が著書で
取り上げたため、その引用部分を散見する。ところが、この答弁が記録されている「第 19
回国会 参議院水産委員会会議録第 7 号」には、筆者が引用した通り、「想像いたしますの
に、漁釣島
．．．
だろうと思います。魚釣島
．．．
でありますならば」と「漁
．
釣島」と「魚
．
釣島」の二
つの島名が記されている。国会における委員会の会議録は、速記録の段階で不明な点は記
録部の事務方が発言者に確認をするため、このような固有名詞の誤植は考えにくく、発言
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者は何らかの意図があって使い分けた可能性も否定はできない。しかしながら、「漁釣島」
という島名は存在しないので、「魚釣島」を言い間違えてしまったものではないかと推測さ
れる。 
では、答弁の中にある「ヘルイ」は、どの海域にあたるのであろうか。「ヘルイ」に言及
する資料は探すことができず、直接的に確認することはできなかった。しかし、1885 年か
ら 1895 年に至る尖閣領有過程を当時の公文書や地図から調査した村田忠禧によれば、現在
日本名で大正島と呼ばれる久米赤島は 1885 年当時、「ラレー岩」とも呼ばれていて、「海軍
省水路部 210 号地図」には「Raleigh R.k」と記載されている256が、それを「ヘルイ」と読
み間違えたのではないかとのことである257。 
関連する資料から判断するに、「ヘルイ」に該当する海域は、以下の理由から尖閣諸島の
大正島（赤尾嶼）、および久場島（黄尾嶼）近海であると考えられるので、村田忠禧の推理
には説得力がある。鹿児島県の串木野港を母港とする漁船は、主にマグロ漁を行っており、
当時、尖閣諸島海域への同県のマグロ・カツオ漁の依存度は約 6 割に達していたという。
加えて、李承晩ライン内に出漁していた鹿児島県の漁船は、主にサバ・アジ・カジキ漁を
行っていたが、1952 年のライン設定以降は、代替漁場として尖閣諸島海域に進出したと考
えられる。尖閣諸島海域の久場島および大正島は、1945 年の米軍による占領以降、しばし
ば軍の演習区域（期間を指定した一時的なもの、演習時以外は漁業可能）に指定されてお
り、1951 年には久場島が恒久的な演習区域とされた。このような状況の中、大正島につい
ても恒久的な演習区域に指定される動きがあり、沖縄や鹿児島を含む本土の漁業関係者が、
米軍政部および日本政府に対して陳情・抗議を行っていた。1956 年には大正島も恒久的な
演習区域とされ、現在に至っている258。 
なお、この久場島と大正島が「黄尾嶼射爆撃場」「赤尾嶼射爆撃場」という中国名のま
ま、1972 年の沖縄返還により施政権が米国から日本に返還されて以降も、米軍が継続して
使用することになった背景については、本章の第 3 節で詳述することとする。 
上記の立川が行った答弁は、「魚釣島」を「漁釣島」と言い間違えただけでない。「魚釣
島でありますならば、これは実はいわば琉球政府の所管と言いますか、琉球附近の島嶼の
演習場」というのも誤りである。上述したように、米軍の演習場は尖閣諸島の久場島（黄
尾嶼）と大正島（赤尾嶼）であり、「魚釣島」が演習場になった事実はないのである。これ
は、当時の日本政府の尖閣諸島に対する関心の低さを表す答弁であるといえよう。 
立川の答弁に次ぐ尖閣諸島に関する日本政府の答弁は、同年 3 月の参議院大蔵委員会に
おける伊関佑二郎外務省国際協力局長の以下の答弁である。質問者の成瀬参議院議員は、
安全保障諸費の 1954 年度繰越に関連して、尖閣諸島の魚釣島を例に挙げた。 
 
○成瀬幡治 そうしますと、魚釣島ですね、リイン島というのですか。日本の領海
になるところですが、あの辺のところはどういうふうになっているのですか。 
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○伊関佑二郎国際協力局長 あれは行政協定の問題になりますかどうか、ちよつと
そういう話がございまして……沖縄の南でございますね。私のほうもあの点は詳しい
ことは存じません259。（巻末資料(2)参照） 
 
 この答弁もまた、「沖縄の南でございますね。私のほうもあの点は詳しいことは存じませ
ん」と、当時の外務省の認識の程度がうかがえる答弁である。 
その翌年も、尖閣諸島魚釣島付近で発生した第三清徳丸事件をとりあげた 1955 年 7 月の
衆議院外務委員会における以下の質疑応答がある。このときの中川融外務省アジア局長の
答弁は、「琉球の一番南の方の台湾に近い島、非常に小さな島のようでありますが、その島
の領海内で……260」というものである。このように、「尖閣」とも「魚釣島」とも答えず、
やはり島名を認識していないことをうかがわせる。細迫衆議院議員が質問で触れている琉
球政府立法院の決議の中に、「琉球列島魚釣島
．．．
付近」という正式な島名が挙げられているに
もかかわらずである。事件自体の重大性と当時の日本政府の認識を表すものとして、以下
の答弁の内容は重要であると考えられる。 
 
○細迫兼光 沖縄の漁民が的確に台湾のジャンクと思われるものの乗員に二人殺さ
れて四人拉致せられておるのでありますが、それは第三清徳丸の問題であります。［中
略］琉球政府立法院が一九五五年三月五日に決議しておる決議がありますから、ちょ
っと説明がわりにこの決議を読みます。［中略］「第三清徳丸射殺事件の調査要望決議」
「一九五五年三月五日琉球政府立法院」あて先は「国際連合、国際人権連盟、日本国
政府、琉球列島米国民政長官、同副長官」となっております。「去る三月二日午後二時
ごろ、琉球列島魚釣島付近
．．．．．．．．．
東経百二十三度十三分北緯二十五度四十八分の地点で、沖
縄佐敷村馬天区四班当間政庸所有の漁船第三清徳丸（十五トン）が、青天白日旗（中
華民国政府国旗）を掲げたジャンク船二隻に襲われて、乗組員九人のうち二人が射殺
され、四人が行方不明になったという事件について［中略］本事件が単なる海賊行為
であるかあるいは国府軍の所為であるのかその真相を明らかにすることは困難のよう
である。［中略］琉球政府立法院はこの事件の真相の正確なる調査と、行方不明になっ
た第三清徳丸乗組員の救助を決議をもって要望いたします。」［中略］この事件につい
て何らか政府に報告が入っておるか、これに対して何らか処置をとられたか。 
○中川融アジア局長 第三清徳丸の件につきましては、実は三月五日に琉球の立法
院が決議して、［中略］われわれの手に入りました。事件の内容は、ただいまお読みに
なりましたように、琉球の一番南の方の台湾に近い島、非常に小さな島のようであり
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ますが、その島の領海内で
．．．．．．．．．．．．
青天白日旗を掲げた小さな軍艦のようでありますが、武裁
した船によって［中略］二人が射殺され四人が拉致されてしまった。［中略］琉球住民
．．．．
が日本国民であるというようなことにかんがみまして
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、さっそく事件の概要を米国大
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使館に知らせまして、さらに調査善処方を要望いたしております。［中略］結果につき
ましてはまだ何ら報告に接しておりません261。（巻末資料(3)参照） 
 
 1972 年の沖縄返還前は、沖縄の施政権は米国にあり、たしかに事態は複雑であっただろ
うと考えられる。しかしながら、「琉球住民が日本国民である」と認識しているのだから、
事件の発生した付近の正式な島名を外務省が答えられなかったことは問題であったといっ
ても過言ではないだろう。この第三清徳丸の事件に関して、重光葵外務大臣が答弁したの
が、同年 12 月の参議院予算委員会である。尖閣諸島に関係する最初の大臣答弁として、こ
れは重要である。 
 
○吉田法晴 今年の三月二日午後二時ごろだというのでありますが、魚釣島付近で、
［中略］漁船第三清徳丸が航行中、青天白日旗を掲げたジャンク船二隻がやってきて、
そうして遭難をしているから曳航をしてくれ、こう言う、これはまあ手まねでござい
ますが、話があったので、魚釣鳥に入って水を補給したところが、態度が変って拿捕
された。魚釣島
．．．
であります。これは島は沖縄、あるいは領土主権は眠っておりましょ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
うけれども、日本の国の一部であります。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
そうして人は日本の国民でありますが、二
人を射殺して四名を連行したか、あるいは二人を含めて六名を連行したか、明らかで
ありませんけれども、そういう事件が起ったというので、何べんも日本政府にも陳情
がなされておる。［中略］この結果に基いて質問を申し上げますが、どういうように処
置をされたか、あるいは交渉をされたか、そうしてそれが向うからの回答がどうであ
ったか。 
○重光葵外相 沖縄の漁船が台湾の国府の船らしいものに拿捕された事実がござい
ます。これは沖縄の行政権を今預かっておる米国当局の直接の管轄になるかと思いま
す。［中略］日本政府といたしましても米国側及び国府に十分注意を喚起して、そうし
てこの問題を十分解決してもらうように、こういう措置をとりました。しかしこの問
題が今日わが方の希望するように解決したという報告をまだ受けておらぬことを遺憾
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
といたします
．．．．．．
262。（巻末資料(4)参照） 
 
 質問者の吉田法晴参議院議員は、「魚釣島であります。これは島は沖縄、あるいは領土主
権は眠っておりましょうけれども、日本の国の一部であります」と明確に述べている。そ
れにもかかわらず、重光外相は「遺憾」とは述べたものの、「沖縄あるいは日本の一部」と
は答えず、「潜在主権（または残存主権）がある」とも言及していない。 
  
1955 年における第三清徳丸事件の背景 
 1954 年 9 月 3 日、中国は、福州の南 200 キロメートルで厦門の対岸にある金門島への砲
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撃を開始した。同年 11 月には、同じく国府が支配していた大陳（台州）諸島への砲撃を開
始し、これら沿岸諸島への人民解放軍による攻撃が、国府との安全保障条約の締結に消極
的であった米国の態度を一変させた。11 月 2 日から 9 回の条約交渉を経て、12 月 2 日、ワ
シントンにおいて、米華相互防衛条約は米国国務長官ダレスと中華民国外交部長葉公超に
よって署名され、翌 1955 年 1 月 29 日に米連邦議会下院で可決された。同年 1 月、人民解
放軍は一江山島への空爆に続き、上陸作戦を開始した。2 月 6 日には、国民党政府軍による
住民も巻き込む大陳諸島撤退作戦が開始された263。 
 台湾の馮滬祥の研究によれば、1955 年 2 月に大陳諸島から撤退した国民党政府軍は、尖
閣を要塞化し、そこに近づく日本の漁船に砲撃を加えたという264。これとの関連は不明瞭
であるが、1955 年 3 月 2 日午後、沖縄の漁船「第三清徳丸」（15 トン）が魚釣島近辺で中
華民国の青天白日旗を掲げた 2 隻のジャンク船の襲撃を受けた。この襲撃により、4 名の乗
組員が行方不明となり、船長を含む 2 名が射殺された。米国民政府と琉球政府が捜索を行
ったが、行方不明者は発見できず、後に死亡とみなされた。この事件の一報を受けた琉球
政府当局は、翌日、対応を協議する。初動は、この海域から退避するよう漁船やその他船
舶に勧告することだった265。3 月 5 日には、琉球政府立法院が、米国民政府、日本政府、国
連に事件の調査を要請する決議を採択した266。5 月に入り、第三清徳丸船長の遺族らが、比
嘉秀平琉球政府行政主席に対し、被害者と遺族に対する補償金の支払いと、「漁師の生命と
財産の保護」などを陳情した267。 
 米国民政府は、琉球政府や琉球警察と共同して調査を開始し、国務省を通じて国府に問
い合わせを行った。国府は、事件を起こしたことおよび当該海域に自国の部隊がいたこと
を否定するとともに、沖縄漁民を攻撃したのは大陸中国の艦船だという見解を示した。国
府の駐日米国大使館宛ての書簡には、次のようにある。 
 
   アメリカ大使館から提供された情報にもとづいてこの事件の徹底調査を行った結果、
中華民国政府は、自国の海軍艦船を部隊は当該海域で作戦を展開しておらず、したが
って琉球の漁船「第三清徳丸」の乗組員を攻撃することは不可能だったと表明したい。
この調査の結果、中華民国海軍は描画にあるような船舶を保有していないことが明ら
かとなった。しかしながら、福建省もしくは浙江省に駐留する中国共産党の発動機艇
が当該海域で作戦を展開する能力を有する事実に鑑みると、共産主義者が、アメリカ
と琉球の中華民国との友好関係を阻害する目的から、攻撃を行った可能性がある268。 
 
 これに対し、中国の外交学院教授で中華日本学会理事も務める周永生は、中国共産党中
央軍事委員会から公認された唯一の人民解放軍のホームページである「中国軍網」に掲載
された論文「第三清德丸号事件：钓鱼岛归属中国」の中で以下のように述べている269。 
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   台湾の学者による調査研究と中華民国「国防部」史政局𥹥案および当該者の記録に
よれば、当時釣魚島［尖閣諸島のこと］には中華民国の部隊が駐留しており、総指揮
官は女性の軍官で張希敏という名だった。この部隊は 60 ミリ迫撃砲を配置していた。
1955 年 3 月 2 日、釣魚台［魚釣島］山頂から見張っていた小隊長が、不審な大型船が
釣魚島に向かってくるのを発見し、砲撃する準備を命令することを無線で求めた。こ
の不審船が島に近づいた時、現場の中華民国軍指揮官は迫撃砲の砲撃を命令し、最初
の二発は外れたが、三発目の砲弾が不審船に命中し、不審船から三人が海に落ち、た
だちに立ち去るのが見えた。その後、台湾の守備当局が無線で確認したところ、船は
琉球の漁船であり、海に落ちた 3 名は琉球の漁民であることを知った。これこそが、
人に知られることの少ない 1955 年の「第三清徳丸」事件である。 
 
 第三清徳丸事件に関する周永生のこの説明は、今まで日本で言われている内容とは相当
異なる衝撃的な内容であり、管見の限り、ここまで詳細に中国側の資料に基づいた内容は
発表されたことがないように思われる。日本で知られる同事件の概要について、周は「日
本での第三清徳丸事件に関する主な根拠は、1955 年 3 月 4 日の『琉球新報』に掲載された
報道に基づいている。これらの報道内容は、事件に巻き込まれ逃げてきた当事者の漁民の
発言に基づいているが、一部の重要な部分が曖昧であり、完全に事実を反映しているとは
思われない」と述べ、日本側の資料に存在する疑問点を指摘している。まず、基本的な数
字に問題があり、もし報道されたように第三清徳丸の乗組員が 8 名の琉球人であるなら、
現場で 2 名が射殺され、その他の 7 名が海に飛び込んだというのはどういうことなのか。
確かに、第三清徳丸の乗組員の数について、尖閣研究の第一人者である奥原敏雄は「9 名の
乗組員中 3 名が行方不明になるという事件270」と述べ、米国で機密解除された公文書に基
づいた尖閣諸島に関する最も詳細な研究成果を残したエルドリッヂは「『第三清徳丸』（15
トン、乗組員 8 名）が［中略］中華民国国旗を掲げた 2 隻のジャンク船の襲撃を受けた。
この襲撃により、4 名の乗組員が行方不明となり、船長を含む 2 名が射殺された」としてい
るのである。先述した参議院予算委員会で質問した吉田法晴も「二人を射殺して四名を連
行したか、あるいは二人を含めて六名を連行したか、明らかでありません」と曖昧性を指
摘している。一体、第三清徳丸に乗っていたのは 9 人だったのか、8 人だったのか？周永生
は、この人数についての疑問にはさらに研究によって明らかにすべきだとしている。ただ
し、疑問のない事実として、釣魚島に停泊していたジャンク船には中華民国の旗が掲げら
れており、この船と乗組員は台湾当局に属していて、当時、台湾当局（中華民国）はその
周囲を実効支配していたということであると主張している。そして、事件発生後、米国の
駐琉球民政府局は、琉球側に釣魚島の海域には入らないように警告したと周は述べている。 
 第三清徳丸事件が起きた 1955 年当時、中華民国が尖閣を実効支配していたなどというこ
とを日本側の研究者が述べているのは聞いたことがない。しかし、後でも取り上げる 1968
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年 7 月 11 日付け「琉球新報」の報道によれば、「座礁したパナマ船の解体作業のため台湾
人ら 60 人が長期間島に上陸して“台湾部落”が出現、島々に相次いでやってくる漁船団も
ふくめ同諸島はさながら台湾人に“不法占拠”されたかっこうである271」という状態であ
った。つまり、あえて台湾が実効支配していたとは言わないが、台湾や中国との領有権問
題が顕在化する前の 1968 年頃までの尖閣諸島には、台湾人が長期間島に住み着いているよ
うな状態であり、少なくとも日本が有効に実効支配をしているとは言いがたい状況にあっ
た。しかも、1955 年 7 月当時、第三清徳丸事件を国会で問題にした質問に対して、既述し
たように中川融アジア局長は「琉球の一番南の方の台湾に近い島、非常に小さな島のよう
であります」と答弁し、尖閣とも魚釣島とも言わず、正式な島名も認識していないことが
推察されるのである。魚釣島に国府軍が駐留していたことを把握できたかどうかも疑問で
あるといえよう。 
 また中国の周永生のみならず、米国の公文書を調査したエルドリッヂも「ある研究者に
よれば、人民解放軍による攻撃によって 1955年 2月に大陳列島から撤退した台湾側の軍は、
尖閣を要塞化し、そこに近づいてくる日本の漁船に砲撃を加えたという272」と指摘してい
るのである。さらにエルドリッヂは、事件後「琉球政府は、魚釣島周辺海域への立ち入り
禁止によって操業断念を余儀なくされた漁民への補償金を支払った273」と記述しており、
周が述べたように琉球の漁民は尖閣周辺海域への立ち入りを禁止されたことは事実のよう
である。 
 さらに周は事件の背景を以下の通り分析している。 
 この事件について、台湾の学者による研究によれば、国共内戦中、中華民国のゲリラ部
隊が舟山群島から撤退する際に、一度釣魚台列嶼に駐留した。中国東南沿海各県の自衛部
隊や警察等が撤退する際に、彼らと結びつき、さらに大陸沿岸から遠くの島に亡命した。
台湾軍政当局の指示により、一部分の部隊は釣魚諸島の各島に残留した。その中に、伝説
的な側面を持つ女性ゲリラ指揮官の部隊があり、後に、彼女らの部隊はさらに大陳列島に
移動した。1955 年 1 月、国府は大陳島からの撤退を決めた。当時、大陳島防衛に関与した
王微将軍の報告内容によると、中華民国反共救国軍が大陳島から撤退後、釣魚島に駐留し
たことがある。王微はもともと胡宗南274の副官であり、階級としては「国防部」の技術室
少将にまでなった人物であり、彼の報告は台湾軍が釣魚島に駐留していた事実を証明する
重要な証拠である。日本側の資料にある、琉球漁船の第三清徳丸が中華民国の旗を掲げた
船から襲撃されたということは、王微の報告の中にある中華民国のゲリラ隊などの部隊が
釣魚島に駐留していたことを示す信憑性の高い証拠である。 
 もしも海賊による攻撃ならば、海賊は金品を強奪するのが目的であり、船を撃沈する必
要はないはずである。このような砲撃は、戦争中の時代に領海主権を維持するためには正
常な反応である。おそらく台湾の駐留部隊は、手ぶりか手旗信号で「中華民国の領海に入
ることは禁止する。さもなくば、砲撃するぞ」と警告したのではないか。しかし、琉球の
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漁民は、そのしぐさ救助を求めるものと誤解した。常識から考えて、釣魚島に沿って停泊
している 2 隻の船が、もっと深い海域を航行している船に救助を求めるとは思えない。も
し、船が故障したのなら、彼らは島に上陸すれば問題は解決するので、航行中の船に助け
を求める必要はない。もう一つの可能性は、琉球や日本で報道されているように、船に向
かって故意に助けてくれという手まねをして騙したのは、海賊の狡猾性だろうか。しかし、
後者の可能性は低いと周永生は結論づけている。 
第三清徳丸事件は 1960 年代になっても解決しなかった。警察からすると、この事件は政
治的な外交・国際問題であり、如何ともしがたい部分があった。米国民政府の行政官ヒッ
チ（Kenneth S. Hitch）中佐は、大田政作行政主席に宛てた書簡の中で「利用可能な情報
と証拠にもとづいて、事件の法的責任」を立証することができなかったことへの遺憾の意
を表明している。同じ頃、琉球政府は遺族に対し、987 ドル 45 セントから 4750 ドル 65 セ
ントの範囲で見舞金を支払うことを提案した。また琉球政府は、魚釣島周辺海域への立ち
入り禁止によって操業断念を余儀なくされた漁民への補償金を支払った275。 
 結局、第三清徳丸事件について沖縄を統治していた米国は問題を解決できなかった。犯
人が捕まることもなく、現在に至るも事件の真相は究明されていない。尖閣諸島を中国に
奪われないためにも、米国との同盟関係をもっと強固にすべきとの意見があるが、米国自
らが沖縄を統治していた時代であっても、このような悲惨な事件が起こり、犯人が逮捕さ
れなかったことを忘れてはならない。 
 
1967 年における「尖閣群島」の台湾人居住問題 
  1961 年、東海大学の新野弘教授が論文「東中国海および南中国海浅海部の沈積層」で石
油埋蔵の可能性を指摘し、地質学者と国際石油資本の注目するところとなり、尖閣問題の
端緒となった276。だが、1955 年以降は、沖縄返還が現実的な問題となる 1967 年まで、国
会で尖閣諸島に関する質問がされることはなかったようである。「尖閣群島」という名称を
使った国会での最初の言及は、1967 年 6 月 20 日、衆議院沖縄問題等に関する特別委員会
における公明党の渡部一郎衆議院議員と塚原俊郎総理府総務長官との以下のやりとりであ
る。渡部は、それまでの質問者とは異なり、「尖閣群島に先ごろから台湾の人が住みついて」
いることを問題視した質問をしている。しかし、沖縄問題の担当大臣である塚原は領有権
の問題には触れず、「何ら報告を受けておりません」と答弁をしている。 
 
○渡部一郎 先島地区の先のところに尖閣群島というのがあるのは御存じだろうと
思います。［中略］沖縄の人々と台湾の人々が両方で魚をとっておる地域であります。
ところが、この尖閣群島に先ごろから台湾の人が住みついておって、どうやら占領し
ている気配もある。ある地域では追い返されたという情報が現に流れております。こ
ういう情報については御存じかどうか。それからまた、そういうことがあったら、協
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議対象、あるいはどういう手を打たれるか、その辺のことについてちょっと伺ってお
きたいと思うのであります。 
○塚原俊郎総理府総務長官 新聞で見た程度でありまして、私は何ら報告を受けて
おりません。 
○渡部一郎 それについて情報を確かめたりすることはなさいますか。 
○塚原総務長官 わきに特連局長277もおりますが、こういう記事があったので、ど
ういうことであるか、関係省とよく相談して私のところに教えてくれということは申
しておりまするが、まだその詳報と申しますか、何も聞いておりません。 
○渡部一郎 それについては、詳細な報告をとられた上、御報告にあずかりたいと
思いますが、よろしょ
ママ
うございますか。 
○山野幸吉総理府特別地域連絡局長 よく情報をとってみたいと思っております278。
（巻末資料(5)参照） 
 
渡部は、同年 7 月の衆議院外務委員会でも質問を行い、佐藤栄作首相は領有権や主権の
問題には触れず、以下のように「施政権者から話さすのが本筋だ」と答えている。これは、
尖閣諸島に関する最初の首相の答弁である。 
 
○渡部一郎 沖縄の台湾寄りの島、尖閣列島に漁船が非常にやってきております。
これは従来からの既存権のようにもなっておるようなのでありますけれども、最近に
至ってその尖閣列島に台湾のほうの人々がやってきて基地を設けておるようでありま
す。これではちょっとまずいのではないか。 
○佐藤栄作首相 沖縄の問題、これはいわゆる施政権がこちらにございませんので、
［中略］実情をよく話し合いました上で、私どもも台湾に対して場合によったら直接
話をしてもいいと思いますが、これはやはり施政権者から話さすのが本筋だ、かよう
に思います279。（巻末資料(6)参照） 
 
1972 年 5 月の沖縄返還以前は、琉球諸島・大東諸島などとともに、尖閣諸島も米国の施
政権下にあったが、沖縄本島から距離的に遠く、ECAFE の調査結果で資源埋蔵の可能性が
報じられるまでは価値の乏しい無人島ということもあり、米国の施政権も必ずしも効果的
に及んでいたわけではなかった。そのため、戦後間もない頃から国籍不明の船舶が尖閣諸
島の領海内に出没しているとの噂が流れていた。こうした噂は、第三清徳丸事件が起きた
ことから、ある程度事実であることが裏付けられた280。 
その後、渡部一郎が国会で取り上げる 1967 年頃に至っても、尖閣諸島が台湾に地理的に
近いということもあって、台湾漁民が、海鳥の捕獲や鳥卵の採集、カツオなどを求めて、
公然と尖閣諸島の領海内に入域し、魚釣島や南小島に上陸するという事件がしばしば起き
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ていた。1968 年 7 月 7 日から 9 日まで、高岡大輔元衆議院議員を団長とする尖閣諸島調査
団が魚釣島をはじめ、北小島、南小島、黄尾嶼などを学術調査した。その模様は、同年 7
月 11 日付け「琉球新報」夕刊で「絶滅寸前の“海鳥” 荒らされる尖閣諸島 台湾人が占
拠 無残に散乱する鳥の羽や頭」との見出しで大々的に報じられた。「5 年前、文化財保護
委員会が学術調査を行って以来の尖閣調査だが、“海鳥の楽園”としての島々は、ぞくぞく
不法入域した台湾漁船団に荒らされ、卵やヒナの乱獲で海鳥（カツオドリ、アジサシなど）
の数はめっきり少なくなり、絶滅の危機にひんしている。また同諸島で座礁したパナマ船
の解体作業のため台湾人ら 60 人が長期間島に上陸して“台湾部落”が出現、島々に相次い
でやってくる漁船団もふくめ同諸島はさながら台湾人に“不法占拠”されたかっこうであ
る281」とのリードで始まる同報道記事は、「座礁船解体のために不法上陸している台湾人ら
＝南小島」や「上陸して海鳥のタマゴをとる台湾人＝北小島」を大きな写真で掲載し、一
面のほとんどを使って紹介している。記事では「それぞれの島の周囲には、台湾の漁船が
停泊し、調査団が見たときは、魚釣島で 4 隻、南小島と北小島のまわりには 17 隻もいた。
船員たちは自由自在に島に上陸して、海鳥の卵やヒナをとり放題、さらに鳥を“料理”し
たあとには卵やチョン切られた鳥の頭など一面に散乱しているありさまである。［中略］こ
のように、石垣市に属する尖閣諸島は、すっかり台湾の領土のような状態になっており、
その往来は自由に行われている。調査団一行が『ここは沖縄県だ。海鳥は保護しなければ
ならないので卵やヒナをとってはいけない。島で作業するにしても正式な入域手続きが要
る』と説明しても『そんなむつかしいこと、ワタシたちはわからない。平気、平気。ここ
は台湾から近い。来て悪いことはない』と、まるで悪びれるようすはない。『不法入域』と
いうことにたいする意識がほとんどないようだ」としている。 
琉球新報による同報道は、尖閣諸島の「南小島に台湾漁民約 60 人が居住し、魚釣島、北
小島なども台湾漁船の基地となっている事実」を大きく報道したものであるが、渡部一郎
はこの報道の 1 年前に沖縄を視察しており、現地で尖閣の状況を耳にし、「台湾の人が住み
ついて」いるような問題を 1967 年に国会で最初に取り上げた。しかし、既にみたように塚
原担当大臣、佐藤栄作首相、また後に沖縄・北方対策庁の初代長官となり尖閣問題で「タ
カ派」の中心人物と呼ばれることになる山野幸吉282特連局長でさえも、積極的に問題を解
決しようとする答弁をしていないことに注目すべきである。 
「尖閣諸島は日本の領土である」または「潜在主権がある」とさえ答弁できない、その
ような日本政府の消極的な姿勢は、これから詳述するが、1970 年 9 月の愛知揆一外相の国
会答弁まで続くものである。 
 
渡部一郎は、翌年の 1968年 8月にも尖閣問題について、以下の通り三度目の質問をした。
それに対し、東郷文彦外務省アメリカ局長は、「尖閣列島その他における領海侵犯の問題」
と述べ、尖閣諸島周辺の海域が領海だとの認識は示し、領海侵犯等を「まことに遺憾なる
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事態」との答弁はしているが、尖閣諸島の帰属については明言していない。 
 
○渡部一郎 私はだいぶ前になりますが、予算委員会及び外務委員会等におきまし
て、沖縄の尖閣列島のことを問題にいたしました。［中略］その後最近の新聞報道によ
りますと、私の憂慮したように、事態はますます大根拠地ができ上がっておるようで
あります。ところが、［中略］いかなる手を打たれたかも私は存じておりません。これ
について御返事を賜わりたい。 
○東郷アメリカ局長 尖閣列島その他における領海侵犯の問題については、われわ
れも久しく非常に心配しまして、随時アメリカ大使館、米政府当局に対しまして善処
方を申し入れてきておるわけでございます。［中略］今日まで満足な結果はまだ得られ
ておりません。なお、最近になりましても、単に漁業のための領海侵犯
．．．．
のみならず、
台湾、尖閣列島に座礁しておる船を引き揚げるというような作業もやっておるという
ような話もございまして、まことに遺憾なる事態でございます
．．．．．．．．．．．．．．．．
。［中略］われわれもこ
の事態が一日も早く改善するように、今後とも引き続き米側の注意を喚起し、また、
それで満足できない場合にはさらにどういう措置がとれるか、怠りなく研究を進めて
まいります283。（巻末資料(7)参照） 
 
1968 年 9 月 8 日、創価学会第 11 回学生部総会が東京・日本大学講堂で行われた。参加
した 2 万人の学生を前に、創価学会会長の池田大作は「輝ける生命の世紀の主体者たれ」
と題する講演を行った。講演の主題は中国問題であり、「日中国交正常化提言」、あるいは
「池田提言」と呼ばれるものである。池田は、日本の置かれている環境からみて、中国問
題は遅かれ早かれ絶対に避けて通ることのできない問題であると考えていた。そこで、国
際社会の北京に対する「不承認」、あるいは厳しい封じ込めといった敵対状態を変革すべき
であると主張したのである。具体的には、中華人民共和国を正式に承認すること、国連に
おける北京政府の正当な席を用意し、国際的な討議の場への登場を促すこと、経済的文化
的な交流を推進することであった。そして、池田は講演の中で以下の 3 項目を提起した。
第一に、ただちに日中首脳会談を行うこと。第二に、北京政府を国連に復帰させること。
第三に、日中貿易を拡大すること284である。 
それ以降、公明党は日中国交正常化を目指し、1972 年 7 月に訪中した竹入義勝委員長が
周恩来国務総理と国交正常化の条件について会談を行った。この会談の内容が、「竹入メモ
285」として田中首相、および大平外相の手に渡り、日中共同声明の草案作成に活かされる
ことになる286。このように、公明党は日中関係を重視し、国交正常化の先頭に立ったのに
もかかわらず、なぜ渡部は国交正常化の妨げになりかねない尖閣諸島問題を執拗に国会で
取り上げたのだろうか。筆者は関係する文献を精査したが、その背景を知るまでには至ら
なかった。また、修論執筆後の 2014 年、元秘書を介して渡部一郎に書面で質問を試みたが、
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高齢であり、当時の資料を探すのが困難とのことで回答は得られず、渡部が尖閣を国会で
取り上げた背景と意図は不明なままである。そこで、当時の状況を知りうる関係者からの
聞き取り調査を、今後も実施する予定である。 
「池田提言」が出されて以降も、1969 年 4 月、渡部は「台湾の漁民が出漁しておるだけ
でなく、最近におきましては漁業根拠地ができている287」と、四度目となる国会質問をし
ている。東郷アメリカ局長は、「島に標識を立てる、あるいは巡視船を補強するために琉球
政府に予算を特に計上する等いろいろ手を尽くしまして、領海侵犯あるいは領土の侵犯の
ようなことはなくなるように、今日からも努力しております288」（巻末資料(8)参照）とは答
弁しているが、やはり帰属や領有権には言及していない。 
 
1970 年 4 月における尖閣諸島の帰属答弁 
しかしながら、1970 年の 4 月 15 日、参議院予算委員会の分科会289ではあるが、山中貞
則総理府総務長官が以下のように「明らかに石垣島に属する島でございまする」と初めて
答弁した。公明党の矢追参議院議員が沖縄の海洋開発に対して質問をし、尖閣諸島のこと
は聞いていないにもかかわらず、沖縄返還担当の大臣である山中が突然に「石垣島に属す
る島」と答えたのである。 
 
○矢追秀彦 沖縄の海底にどれくらい石油があるかどうか［中略］、もし石油がある
として、石油の開発をもしアメリカのほうの石油会社がやりかけた場合、それによる
非常な海水の汚濁も起こってきますし、もう一つは、大陸だなの問題が出てくる。［中
略］いま沖縄は向こうのほうですから、自由に掘って出す。［中略］結局向こうの完全
な既得権、所有権になってしまって、日本としては何も言えないのじゃないか。 
○山中貞則総理府総務長官 石油資源の問題に関連をいたしましては、尖閣列島の
海底資源の問題がございます。エカフェの調査に端を発しまして、［中略］尖閣列島の
海底資源調査をいたしております。［中略］このままで日本政府の調査並びにそれが有
望であれば、海底資源の開発ということに進んでいけるだろうと思います。大陸だな
の問題は、中共と、中華民国との関係もありまして、議論を呼ぶかもしれませんけれ
ども、しかしながら、私どもとしては、明らかに石垣島に属する島でございまする
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
し、
それらの点については、資源について、二百メートル以上でありますといろいろと議
論も出るかもしれませんけれども、大体において異論は出ないものという判断でもっ
て進めておる次第でございます290。（巻末資料(10)参照） 
 
同年 8 月 10 日には、参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会において、愛知揆一外
相が尖閣諸島の帰属について「尖閣列島については、これがわがほうの南西諸島の一部で
あるというわがほうのかねがねの主張あるいは姿勢というものは［中略］国民政府が承知
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をしておる291」と述べ、初めて「南西諸島の一部である」旨を答弁した。しかし、以下の
通り持って回った表現ぶりであり、質問者の川村清一参議院議員から「どうも外務大臣の
御答弁は歯切れが悪いのでぴんとこない292」と責められている。 
 
○川村清一 尖閣列島は明治時代に現在の石垣市に編入されており、戦前は日本人
も住んでいた［中略］。台湾の国民政府は、［中略］自国による領有権を主張し、舞台
裏で日本と争っていると伝えられております。今後尖閣列島の領有問題をめぐって国
民政府との間に紛争が顕在化した場合、わが国としてはどのような根拠に基づいて領
有権の主張をし、どのような解決をはかるおつもりであるか。 
○愛知揆一外相 尖閣
．．
列島については、これがわがほうの南西諸島の一部であると
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いうわがほうのかねがねの主張あるいは姿勢というものは、過去の経緯からいいまし
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
て、国民政府が承知をしておる。
．．．．．．．．．．．．．．．
そして、わが国のそうした姿勢、立場に対して国民
政府から公式に抗議とか異議とかを申してきた事実はないんであります［中略］。尖閣
列島周辺の海底の油田に対して国民政府側としてこれに関心を持ち、あるいはすでに
ある種の計画を持ってその実行に移ろうとしているということは、政府としても重大
な関心を持っておるわけでございまして、中華民国側に対しまして、［中略］政府とし
て公式に申し込
ママ
れをいたしております。 
○川村清一 十分な関心を持って対処していきたいという観念的な外務大臣の御意
向は了解いたしましたが、しかし、問題は具体的に進んでおるのでございます。［中略］
この問題に対してどう対処していかれるのか、この点を明らかにしていただきたい。 
○愛知外相 これは観念的な問題ではなくて、［中略］日本政府としては国民政府に
対しましても、［中略］申し入れをしておるということは政府としての具体的な態度で
ありまして、［中略］日本政府としてとるべき措置についてはやっておると申しましょ
うか、［中略］十分な工作といいますか、話し合いといいますか、これを展開中でござ
います。 
○川村清一 どうも外務大臣の御答弁は歯切れが悪いのでぴんとこない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のですが、
職掌柄慎重ならざるを得ないものだとまあ善意に解釈して、私もこれ以上追及いたし
ませんけれども……293（巻末資料(11)参照） 
 
同年 8 月 20 日には、公明党の近江巳記夫衆議院議員が商工委員会で、当時「セブン・シ
スターズ」と呼ばれていた石油メジャーの一角を占める米国のガルフ・オイル社の日本法
人であるパシフィック・ガルフ社に、台湾の国府が尖閣諸島周辺の石油鉱区権を与えたこ
とを問題視する質問を行った。 
1969 年 4 月、海底を調べるための採掘権を国府に申請しようとしたガルフ社は、米政府
に対して問題がないかの確認を求めた。国府が示した試掘区域には、尖閣諸島周辺も含ま
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れていたからだ。当時、国務省で東アジア担当の法務官として勤務していたチャールズ・A・
シュミッツ（Charles A. Schmitz）は「米政府が尖閣諸島の領有権を巡る問題に直面したのは、
これが初めてだった」と振り返る。同年 6 月、国務省とガルフ社の幹部がワシントンで会
った。日本に潜在的な主権がある以上は、この海底採掘の問題は、日本とも協議する必要
があるという米国の考えがガルフ社に説明された294。1970 年の夏までに、国府とガルフ社
は交渉を妥結する準備を整えた。日本は、このときまでにそのことについて通知を受けて
おり、国府が台湾海岸に隣接する領海外の海床と低土における天然資源の領有権を発表し
てから一年が経過した 7 月 20 日、次のような覚書を国府に送付した。その内容は、尖閣諸
島や大陸棚に関するいかなる一方的主張も国際法上は無効であり、そのような主張は、大
陸棚への日本の領有権に影響をおよぼさないとするものだったとエルドリッヂは指摘する
295。また沖縄においては、沖縄出身の大見謝恒寿が、1963 年以来 3 度目となる海底地区の
鉱業権についての申請を琉球政府通商産業局に申請を行っていた。大見謝恒寿は本土で沖
縄出身者として差別を受けており、尖閣諸島周辺の石油資源開発について「真に沖縄の自
立経済を確立し、将来の繁栄を実現するには、これしかない296」との思いから、経済的投
資を行い、この資源をめぐる競争がある意味で尖閣領有権問題の出発点ともなった。日本
本土においては、石油資源開発株式会社、ガルフと提携する帝国石油、テキサコと提携す
る日本石油、シェルと提携する西日本石油という四つの企業が 1969 年に南西諸島に沿った
地域における鉱業権を申請した297。しかしながら、国府はいち早く、1970 年 7 月 28 日に、
ガルフ社に尖閣諸島と大陸棚周辺の資源を探査・採掘する権利を与える契約を中国石油公
司に締結させたのである298。 
これに対して、外務省の金沢正雄アジア局外務参事官は、以下のように、民間企業とい
えども日本法人が台湾の領有権を認めて行なったともとれる行為に対して論評しなかった。
そればかりでなく、同年 4 月には山中総理府総務長官が「石垣島に属する島」と述べ、10
日前には愛知外相が「南西諸島の一部」と答弁しているにもかかわらず、尖閣諸島の帰属
および領有権についても言及していない。 
 
○近江巳記夫 国府がガルフ社の日本法人パシフィック・ガルフ社に対して石油鉱
区権を与えたということは、このガルフ社は、尖閣列島付近は国府の領有権があると
見ていたことになるのじゃないか。［中略］外務省としてはどのようにお考えでござい
ますか。 
○金沢正雄アジア局外務参事官 米国のガルフ社が中華民国政府に対して石油採掘
権を申請したというふうにわれわれも承知をいたしておりますが、どういう理由で中
華民国政府に対して申請をいたしまして日本政府に申請をしなかったかという点につ
いては、私どももはっきりした事情はまだつかんでいないわけでございます。これは
．．．
外国の一つの民間企業の行為でございますので、これにつきまして政府としてあまり
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
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論評することは、適当ではない
．．．．．．．．．．．．．．
のではないかというふうに考えております299。（巻末資
料(12)参照） 
 
その一方で、厳密には日本政府の見解とはいえないが、1970 年 8 月 31 日には、琉球政
府立法院が「決議第 12 号」と「決議第 13 号」を採択した。決議の内容は、以下の通りで
ある。「元来、尖閣列島は、八重山石垣市字登野城の行政区域に属しており、［中略］同島
の領土権について疑問の余地はない」とあり、尖閣諸島の帰属・領有権について日本側が
最初に明言した見解であると沖縄大学名誉教授の新崎盛暉は指摘している300。 
 
決議第 12 号 
 尖閣列島の領土権防衛に関する要請決議 
尖閣列島の石油資源が最近とみに世界の注目をあび、県民がその開発に大きな期待をよ
せているやさき、中華民国政府がアメリカ合衆国のガルフ社に対し、鉱業権を与え、さら
に、尖閣列島の領有権までも主張しているとの報道に県民はおどろいている。 
元来、尖閣列島は
．．．．．
、八重山石垣市字登野城の行政区域に属しており、戦前、同市在住の
古賀商店が伐木事業及び漁業を経営していた島であって、同島の領土権について疑問の余
．．．．．．．．．．．．．．
地はない
．．．．
。 
 よって、琉球政府立法院は、中華民国の誤った主張に抗議し、その主張を止めさせる措
置を早急にとってもらうよう院議をもって要請する。 
 右決議する。［原文は縦書きである］ 
  1970 年 8 月 31 日 
                                琉球政府立法院301 
アメリカ合衆国大統領 
アメリカ合衆国国務長官 あて 
琉球列島高等弁務官 
 
 
決議第 13 号 
 尖閣列島の領土権防衛に関する決議 
琉球政府立法院は、1970 年 8 月 31 日別紙のとおり「尖閣列島の領土権防衛に関する要
請決議」を採択した。 
本土政府は、右決議に表明された沖縄県民の要請が実現されるよう、アメリカ合衆国及
び中華民国に対し強力に折衝を行なうよう強く要請する。 
 右決議する。 
  1970 年 8 月 31 日 
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                                琉球政府立法院302 
 内閣総理大臣 
 外務大臣    あて 
 総理府総務長官 
 
第２節 1970 年 9 月における外務大臣による尖閣領有権の明言 
尖閣諸島の領有権に関する日本政府の最初の明確な国会答弁は、大臣による答弁ではな
かった。1970 年 9 月 7 日、衆議院科学技術振興対策特別委員会において、外務省条約局の
山崎敏夫参事官が、以下のように「領有権に関しましてはまさに議論の余地のない」「明ら
かにわれわれの領土」との表現を用いて、初めて明示的に答弁している。 
 
○石川次夫 尖閣列島には何か国府の国旗が、しかも政府機関が行って立てたとい
うようなことになっておるわけでありますけれども、［中略］日本の領土であるという
ことは歴史的にも明確になっておる。［中略］施政権返還のときにはこれを含めて返還
するということになっておったとわれわれは確認しておるわけでありますが、その点
の外務省の見解はいかがですか。 
○山崎敏夫条約局参事官 尖閣列島は米民政府の布告二十七号によりまして琉球の
一部と認めて、米国の施政権が現在及んでおるわけでありまして、これは沖縄返還と
ともに当然わが国に返ってくるものであります。［中略］したがいまして、わが国が歴
．．．．．
史的に見ても、またそういういろいろな戦後の事実から見ましても、わが国の領土で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
あるということについては一点の疑いもないとわれわれは承知いたしております。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
○石川次夫 アメリカ人でさえ尖閣列島に関する海底資源というものについては日
本が早く手をつけろということを言っておるときに、ガルフが台湾政府と適当に了解
をつけてこれに着手をしようなんということは言語道断ではないかと思うのです。［中
略］断じてこのような一方的なやり方は許さないというき然たる態度だけは堅持して
もらわなければならぬ、こう思うのですが、その点についてどう思いますか。 
○山崎参事官 尖閣
．．
諸島の領有権に関しましてはまさに議論の余地のないところで
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ある、明らかにわれわれの領土でありまして、この点については全く議論の余地がな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
い
．
と存じております303。（巻末資料(13)参照） 
 
尖閣諸島の帰属・領有権に関する最初の明確な大臣答弁「どこの国とも交渉するという
筋合いのものではない304」は、この 3 日後の 9 月 10 日、1 ヶ月前の 8 月 10 日には「歯切
れが悪い」答弁をした愛知外相が、衆議院外務委員会における戸叶里子衆議院議員の質問
に対して答えたものである。 
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○戸叶里子 尖閣列島の問題であります。あの尖閣列島は日本の領土である。沖縄
に付属するものであるということを政府も考えていらっしゃるようでございますが、
これに対してどういう態度を持っていられるかを念のためにまず伺いたいと思います。 
○愛知揆一外相 尖閣諸島の領有権問題につきましては、いかなる政府とも交渉と
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
か何とかを持つべき筋合いのものではない、領土権としては
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、これは明確に領土権を
．．．．．．．．．．．
日本側が持っている
．．．．．．．．．
、こういう立場をとっておる次第でございます。これは沖縄問題
にも関連いたしますけれども、現在米国政府が沖縄に施政権を持っておりますが、そ
の施政権の根拠となっておりまする布告、布令等におきましても尖閣諸島は明確に施
政権の範囲内にある。こういうことから見ましても一点の疑う余地もない。日本国の
．．．．．．．．．．．．．．．
領有権のあるものである。
．．．．．．．．．．．．
したがって、この領有権の問題についてどこの国とも交渉
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
するというべき筋合いのものではない
．．．．．．．．．．．．．．．．．
、こういうように考えております305。（巻末資料
(14)参照） 
 
 9 月 12 日にも、愛知外相は、「尖閣列島の主権の存在については、政府としては一点の疑
いも入れない問題であり、したがって、またいかなる国との間にもこの件について折衝を
するとか話し合いをするとかいう筋合いの問題ではない」と答弁している。 
 
○山田久就 例の尖閣島の問題でございます。［中略］中国がこれについて採鉱権あ
るいは採掘権を外国会社に与えたとか、あるいは国府外交部長がこの点についての領
土権を主張したとか、いろいろなことがいわれております。［中略］政府のとられてい
る措置、見解、今後の方針等について最後に承りたいと思います。 
○愛知揆一外相 尖閣諸島に対する主権の問題については、［中略］現在アメリカが
施政権を行使しております琉球列島あるいは南西諸島の範囲内においてきわめて明白
に尖閣諸島が入っておるわけでございますから、これは一九七二年には当然に日本に
返還される対象である。こういうわけでございますから、尖閣
．．
列島の主権の存在につ
．．．．．．．．．．
いては、政府としては一点の疑いも入れない問題であり、したがって、またいかなる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
国との間にもこの件について折衝をするとか話し合いをするとかいう筋合いの問題で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
はない
．．．
、こういうふうに考えておるわけであります306。（巻末資料(15)参照） 
 
これらの国会答弁の変遷をみていくと、1955 年 7 月の時点では島名も認識しておらず、
1970 年 4 月までは政府として尖閣諸島が日本に帰属することを表明していない。ところが、
1972 年 5 月の沖縄返還で施政権が日本に返還される以前の 1970 年 9 月からは、「領有権問
題は存在しない」とまではいわないものの、「どこの国とも交渉するという筋合いのもので
はない307」との強い表現が、政府見解で用いられたのであった。 
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1970 年 9 月 17 日における琉球政府声明 
他方で、9 月 10 日、琉球政府は「尖閣列島の領有権および大陸ダナ資源の開発主権に関
する主張」を発表し、同政府に提出されている尖閣周辺の石油採掘の鉱業権申請に対して、
「年内に認可する」と表明した。「主張」の中では「同列島が琉球に属し、1972 年の日本に
返還に際しては返還区域内に含まれていることは何ら疑う余地のないほど明白なことであ
る308」と述べ、尖閣列島の領有を宣言した。その根拠としては、①1884 年に古賀辰四郎に
よって発見され、同氏によって羽毛や鳥ふんの採取、カツオ節製造工場の建設等がなされ
た実績がある②1895 年 1 月 14 日の閣議決定を経て、翌 1896 年 4 月 1 日の勅令 13 号に基
づき日本領土と決められ、沖縄県八重山郡石垣村に属することになったこと③対日平和条
約発効後も米民政府布告第 27 号「琉球列島の地理的境界」の中に同列島が含まれているの
3 点を挙げている。 
1970 年 9 月 17 日には、以下の「琉球政府声明」が発表された。日本政府の声明とはい
えないが、日本が潜在主権を持ち、日本に復帰することが決定した沖縄の政府によるまと
まった見解である。この声明は、尖閣列島を初めて「我が国固有の国土」とうたい、国際
法上の「先占の法理」には言及していないが、領有の根拠として、「国際法上の無主地であ
った」尖閣諸島を 1895 年 1 月 14 日の閣議決定によって編入し、1896 年 4 月の勅令 13 号
によって「国内法上の領土編入措置がとられた」ことを最初に述べたものでもある。非常
に重要なものであるので、長くはなるが紹介することとする。 
 
尖閣列島の領土権について  
                               琉球政府声明 
昭和 45 年 9 月 17 日 
 
琉球政府立法院は、尖閣列島が我が国固有の国土である
．．．．．．．．．．．．．．．．
ことから、他国のこれが侵
犯を容認することは、日本国民である県民として忍びず、ここに「尖閣列島の領土権
防衛に関する決議」を行ないました。 
   最近、尖閣列島の海中油田が話題を呼び世界の石油業者が同島を注目するようにな
りましたことは御承知のとおりであります。 
   報道によりますと台湾の国民政府がパーシフィックガルフ社に鉱業権を与え、大陸
ダナ条約に基づき、尖閣列島は国民政府の領有であると主張しているとのことであり
ます。このことは明らかに領土権の侵害を意図するものであり、看過できない由々し
い問題であると思います。 
   琉球列島の範囲に関しては、アメリカ合衆国の統治基本法たる琉球列島の管理に関
する行政命令前文は、「合衆国は、対日平和条約の第三条によって領水を含む琉球列島
（この命令において、「琉球列島」とは、平和条約の同条による合衆国のすべての権利
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及び利益を日本国に譲渡した奄美群島を除く北緯二十九度以南の南西諸島を意味す
る。）」と規定してあります。即ち北緯二十八度東経百二十四度四十分の点を起点とし
て北緯二十四度東経百二十二度北緯二十四度東経百三十三度北緯二十七度東経百三十
一度五十分北緯二十七度東経百二十八度十八分北緯二十八度東経百二十八度十八分の
点を経て起点に至る（米国民政府布告第二十七号）と規定し、琉球列島米国民政府及
び琉球政府の管轄区域を前述の地理的境界内の諸島、小島、環礁及び岩礁並びに領水
に指定すると規定されている。［中略］ 
   明治五年、琉球王国は琉球藩となり、明治七年内務省の直轄となりました。 
   明治十二年県政が施行され、明治十四年に刊行、同十六年に改訂された内務省地理
局編纂の大日本府県分割図には、尖閣列島が、島嶼の名称を付さないままあらわれ、
尖閣列島は明治十年代の前半までは無人島であったが、十年代の後半十七年頃から古
賀辰四郎氏が、魚釣島、久場島などを中心にアホウ鳥の羽毛、綿毛、ベッ甲、貝類な
どの採取業を始めるようになったのであります。こうした事態の推移に対応するため
沖縄県知事は、明治十八年九月二十二日、はじめて内務卿に国標建設を上申するとと
もに、出雲丸による実地踏査を届け出ています。 
 さらに、一八九三年（明治二十六年）十一月、沖縄県知事よりこれまでと同様の理
由をもって同県の所轄方と標杭の建設を内務及び外務大臣に上申してきたため、一八
九四年（明治二十七年）十二月二十七日内務大臣より閣議提出方について外務大臣に
協議したところ、外務大臣も異議がなかった。そこで一八九五年
．．．．．
（明治二十八年）一
．．．．．．．．．
月十四日閣議は正式に、八重山群島の北西にある魚釣島、久場島を同県の所属と認め、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
沖縄県知事の内申通り同島に所轄標杭を建設せしめることを決定し、その旨を同月二
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
十一日県知事に指令しております。
．．．．．．．．．．．．．．．．
 
   さらに、この閣議決定に基づいて、明治二十九年四月一日、勅令十三号を沖縄県に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
施行されるのを機会に、同列島に対する国内法上の編入措置が行なわれております。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
沖縄県知事は、勅令十三号の「八重山諸島」に同列島が含まれるものと解釈して、同
列島を地方行政区分上、八重山郡に編入させる措置をとったのであります。沖縄県知
事によってなされた同列島の八重山郡への編入措置は、たんなる行政区分上の編入に
とどまらず、同時にこれによって国内法上の領土編入措置がとられたことになった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
の
であります。 
   次に編入された尖閣列島の範囲でありますが、明治二十八年一月の閣議決定は、魚
釣島と久場島に言及しただけで、尖閣列島は、この島の外に南小島及び北小島と、沖
の北岩、沖の南岩ならびに飛瀬と称する岩礁、それに久米赤島からなっておりますが、
閣議決定はこれらの小諸島及び岩島について全くふれていません。しかし、久米赤島
を除く他の小諸島及び岩島は、国際法上当然わが国の領有意思が及んでおります。 
   久米赤島の場合は、もっとも近い久場島からでも約五十マイル離れていますので、
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さきに述べた小諸島及び岩島とは別個に領有意思を表明する必要がありました。前述
の閣議決定が、魚釣島、久場島にふれながら、なぜ久米赤島に言及しなかったかは、
明らかではありませんが明治十八年及び二十三年の沖縄県知事の上申は、魚釣島及び
久場島とともにつねに久米赤島にも触れており、また、明治二十八年の閣議において
原案のとおり決定をみた閣議提出案には県知事の上申通りに沖縄県の所轄と認むると
して、久米赤島をとくに除外する理由は何も述べていません。 
   魚釣島、久場島の編入経緯に関する公文書記録をまとめている日本外交文書におい
ても、久米赤島の編入は、当然に編入されたものとして扱われております。尖閣列島
はこのような経緯を辿っております。［中略］ 
 このように歴然たる事実を無視して国府が尖閣列島の領有を主張することは、沖縄
の現在のような地位に乗じて日本の領土権を略取しようとたくらむものであると断ぜ
ざるを得ません。 
 残念ながら琉球政府には外交の権限がなくどうしても日本政府並びに米国政府から
中華民国と交渉をもってもらう外ありません。よって両政府あての要請決議を行った
次第であります。 
   わが国の国土を保全する立場から、何卒日本政府におかれても、アメリカ合衆国政
府及び中華民国政府と強力な折衝を行なうようお願いいたします。309 
 
1884 年における古賀辰四郎の尖閣諸島への「探検」？ 
この琉球政府声明の中に「尖閣列島は明治十年代の前半までは無人島であったが、十年
代の後半十七年頃から古賀辰四郎氏が、魚釣島、久場島などを中心にアホウ鳥の羽毛、綿
毛、ベッ甲、貝類などの採取業を始めるようになったのであります」とある。この古賀辰
四郎の尖閣諸島への進出は、1909 年に殖産事業などにより藍綬褒章を下賜されたことから、
とりわけその意義が強調されてきた310。1970 年以降は領土問題が絡み、古賀を讃える顕彰
碑が魚釣島と石垣市に建立された。マスコミも古賀を取り上げ、いくつかの論文でも彼に
言及しているものがある。ところが、古賀の経歴は、褒章受章時に古賀自身が沖縄県に提
出し、賞勲局に内申された履歴書に依存しているのであるが、行為論的アプローチから日
本人の南洋進出を『アホウドリと「帝国」日本の拡大』にまとめた平岡昭利は、「その内容
が矛盾だらけである311」と指摘する。 
例えば、声明の中では「アホウ鳥の羽毛、綿毛、ベッ甲、貝類などの採取業を始めるよ
うになった」とされる明治 17 年、つまり 1884 年の 3 月に実施したとされる古賀辰四郎の
「探検」についても、平岡は疑問を呈している312。この「探検」については、1909（明治
42）年の藍綬褒章受章時の古賀の「履歴書」には「明治拾七年尖閣列島ニ人ヲ派遣シ同島
ノ実況ヲ探検セシメ爾来年々労働者ヲ派遣シ海産物採収ヲナサシメタリ313」と書かれてあ
る。しかし、1895 年に提出した「官有地拝借願」では 1885（明治 18）年とされていた「探
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検」が、「履歴書」では 1884 年と 1 年早くなり、「拝借願」では尖閣諸島に「上陸致候」と
書かれていたのが、1909 年提出の「履歴書」では「人ヲ派遣シ」となっていることを平岡
は明らかにした314。仮に 1884 年に実施されたとしても、古賀が使用したという大阪商船の
「永康丸」はこのときには存在すらしていないのである。『大阪商船株式会社五十年史』に
よれば、永康丸は 1896（明治 29）年 11 月に建造された 390 トンの貨物船で、1905 年に
朝鮮沖で水没している315。また、大阪商船という会社が誕生したのも 1884 年 5 月であるこ
と316は「決定的317」で、探検が行われたと称する「同年 3 月には存在していない318」と述
べているのである。また、声明でも触れている明治 18 年＝1885 年の沖縄県の「出雲丸に
よる実地踏査」の「前年に県は尖閣諸島に関する情報を収集しているが、古賀に関しては
記録もない319」。「仮に古賀の探検が 1884 年として、その後に人を派遣し続けたとすれば、
1885 年に実施した沖縄県の調査後に出された報告書の『島地素ヨリ人蹟無シ320』と矛盾す
る321」のである。とはいえ、古賀が尖閣諸島に進出し、官有地を拝借し、アホウドリの捕
獲からカツオ漁業、鳥糞（グアノ）採取等、事業を拡大して古賀村を形成したこと自体は
事実である。 
内務卿山縣有朋による「沖縄県近海無人島巡視取調」と「国標建設」の内命を受けた沖
縄県令西村捨三が、1885 年 9 月 22 日、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設について
の懸念を上申した322。それよりも前の 1884 年と称する古賀の「探検」は、日本側による最
初の尖閣への進出であると後世の学者はとらえてきた。そのような重要な「探検」の記録
が事実と異なるとすれば問題である。その不確実な記録を、琉球政府が公式に発した声明
の中で言及したことから、その後の政府見解にも取り入れられることになる。後述するが、
1972 年 5 月に外務省情報文化局が発行したパンフレット『尖閣諸島について』にも、「明
治 17 年（1884 年）頃からこれらの島々で漁業などに従事していた福岡県の古賀辰四郎氏
から、国有地借用願が出され、明治政府は古賀氏に対してこれら 4 島［魚釣島、久場島、
南小島、北小島］を 30 年間無料で貸与しました323」との記述がある。 
現在の外務省ホームページにある「尖閣諸島についての基本見解」には、それらの記述
はないが、「尖閣諸島に関する Q&A」の Q3 への答である A3 に、「1884 年ごろから尖閣諸
島で漁業等に従事していた沖縄県在住の民間人から国有地借用願が出され，1896 年に明治
政府はこれを許可しました324」との記述がある。この「民間人」が古賀辰四郎を指すのだ
とすれば、本当に「1884 年ごろから尖閣諸島で漁業等に従事していた」のか、事実を検証
する必要があるだろう。 
 
1895 年における閣議決定による領有の答弁 
 さて、琉球政府声明が発出された直後の 1970 年 10 月 7 日、参議院決算委員会で、山中
総理府総務長官は、以下にあるように「明治二十八年の閣議決定、二十九年の勅令による
石垣島の区画決定による日本の尖閣列島に対する明確なる領土権のもとにおいて」と答弁
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し、1895 年の閣議決定と翌年の勅令を領有根拠として尖閣諸島を編入した旨を初めて明言
した。 
 
○和田静夫 例の尖閣列島の問題が話題になっていますが、問題の発生、経緯の詳
細を総務長官からまず説明を願いたいと存じます。 
○山中貞則総理府総務長官 中華民国としては日本のサンフランシスコにおける講
和条約に際し、日本側の領土権について沖縄が米側の信託統治を前提とした統治にゆ
だねられるということについて何らの異存も表明しておりませんし、［中略］それに対
する領土的な発言というものも一切行なわれていなかったわけであります。エカフェ
の調査に端を発しまして［中略］、国民政府が米系資本のガルフ社に対して試掘権を認
可したということに問題が発展してまいったのが最近の実情でありますが、領土問題
については中国側においては何らの意思表示もいたしておりませんし、 ［中略］、中
華民国政府の領土であるとも言ってはおりません。［中略］現在の尖閣列島の場合は、
大陸だなの論争からいきますと、明らかに中国大陸の大陸だなの最先端に突き出した
無人島であるという事実は、これは否定することができませんし、琉球列島との間に
二千メートルをこす海溝のあることも現実の問題であります。しかしながら明治二十
．．．．
八年の閣議決定、二十九年の勅令による石垣島の区画決定による日本の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島に対
．．．．
する明確なる領土権のもとにおいて
．．．．．．．．．．．．．．．．
、その周辺における資源探査並びに鉱区権の設定、
試掘、採掘等の行為は国際法上から見て大陸だな論争にけりをつけなければならない
問題であると同時に、日本側は一方的に日本の領土の周辺において大陸だなの論拠に
よって海底探査その他の行為が行なわれることを認めるということはでき得ないこと
であります325。（巻末資料(16)参照） 
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第３章 1885 年～1895 年における尖閣領有過程の検証 
第 1節 1895年における尖閣編入の閣議決定 
 前章の最後に引用したの山中長官の答弁にある「明治 28 年の閣議決定」つまり 1895 年
1 月 14 日の閣議決定は以下の内容である。 
 
内甲 2 
明治廿八年一月十四日 
内閣総理大臣 花押  内閣書記官 花押 
外務大臣 花押  大蔵大臣 花押  海軍大臣 花押  文部大臣 花押 
逓信大臣 花押  内務大臣 花押  陸軍大臣 花押  農商大臣 花押 
 
別紙内務大臣請議、沖縄県下八重山群島ノ北西ニ位スル久場島魚釣島ト称スル無人
島ヘ向ケ近来漁業等ヲ試ムル者有之為メ取締ヲ要スルニ付テハ同島ノ儀ハ沖縄県ノ所
轄ト認ムルヲ以テ標杭建設ノ儀、仝県知事上申ノ通許可スベシトノ件ハ別ニ差支エモ
無之ニ付、請議ノ通ニテ然ルヘシ 
    指令案 
標杭建設ニ関スル件請議ノ通 
                 明治廿八年一月廿一日326 
 
「尖閣領有の閣議決定」と呼ばれる久場島、魚釣島を編入した上記 1895 年 1 月 14 日の
閣議決定はどのような経緯で行われたのか？ 
第四代沖縄県令に任命された西村捨三は彦根藩出身の士族であり、「内務の四天王327」と
呼ばれ、沖縄県令の後に内務省土木局長に転任した。1883 年 12 月 21 日付けの沖縄県令任
命であったが、1884 年 2 月 1 日に横浜港から出発し、2 月 16 日に那覇に到着した。西村
は、沖縄県施政の安定化のため、旧国王尚泰の帰郷を実現させ、清国との間を密かに往来
して清国が琉球国の復活を支援しているとの情報を流して人心を動揺させている「脱清人」
の行動を取り締まるなど、県令としての成果を上げていた。西村は県令退任後の 1886 年に
は内務省土木局長に任命され、山縣有朋内務大臣が「内務省土木局長西村捨三賞与の件」（内
務大臣官房乙第 46 号）を閣議に提出し、3 年間に及ぶ沖縄県令としての施策が時の政府か
ら高く評価され、その労苦をねぎらう措置として「花瓶一対下賜候事328」が 10 月 27 日に
承認され、一対の花瓶の下賜があった。政府から評価された西村の沖縄県政の内容は、1885
年 2 月に、西村が一年近くに及ぶ沖縄滞在の経験を踏まえ、太政大臣三条実美宛に提出し
た「沖縄県県治方向の件」という長文の上申書から知ることができる329。 
従来、西村県令が自発的に尖閣への国標建設すなわち領土編入を上申したとされてきた
「久米赤島外二島取調ノ儀ニ付キ上申」は、1885 年 9 月 22 日付けであるが、その前の 8
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月 29 日に南大東島に、31 日に北大東島に、石沢兵吾ほか 5 名が「国標」を建て、大東島
が沖縄県に編入された。大東島への国標建設については、同年 7 月 15 日に沖縄県大書記官
の森長義が「大東島巡視取調要綱ノ儀ニ付伺330」を山縣有朋内務卿宛てに出しており、そ
の中に「沖縄県近海無人島巡視取調可キ御内命ヲ蒙リ候」とあり、村田忠禧は「内務省か
らの内命は『沖縄近海無人島取調』であって、『大東島巡視取調』はその内命の一部分であ
る331」と指摘している。「沖縄近海無人島」への取り調べが本来の内命だとすると、「沖縄
県と清国福州との間に散在する無人島の取り調べ」も、この時点で命令されていたことに
なる。『御祭草子』において「琉球沿海も一層の取締り必要となり332」と西村が述べている
こととの関連性が浮かび上がってくる。沖縄周辺海域での外国船舶の航行取り締まりの強
化も命じられていたのだから、周辺領域確定を意味する無人島の取り調べも同時に命じら
れたと考えるのが自然ではなかろうか。しかも、それを実施するための汽船出雲丸を沖縄
県の傭船とすることが認められたのであろう。そうすると「沖縄県近海無人島取調」が本
来の内命だとすると、奥原敏雄らが指摘する 1885 年 9 月ではなく、山縣有朋からの内命は
同年 4 月の段階で発せられ、西村県令はその任務を東京で授けられたと村田忠禧は述べて
いる333。 
実は、1885 年 9 月の西村の上申は内務省からの内命に対する懸念の上申であるというこ
とは、1972 年には、尖閣中国領有論で有名な井上清が『「尖閣」列島：釣魚諸島の史的解明』
の中で明らかにしていた。琉球政府は、1885 年に古賀辰四郎の釣魚島開拓願いをうけた「沖
縄県庁が、政府に、この島を日本領とするよう上申したかのようにいうが、事実はそうで
はなく、内務省がこの島を領有しようとして、まず、沖縄県庁にこの島の調査を内々に命
令した。それに対して、沖縄県令は 85［1885］年 9 月 22 日に次のように上申している334」
として、井上清は「久米赤島外二島取調ノ儀ニ付キ上申」を引用し、解説を加えている。 
一方で、筆者が驚愕したのは、1973 年に「井上清論文の『歴史的虚構』をあばく335」と
井上論文を厳しく批判した尖閣日本領有論の第一人者たる奥原敏雄も、「明治 18 年 9 月上
旬頃と思われるが、内務卿（山縣有朋）は『沖縄縣ト清國福州トノ間に散在セル無人島久
米赤島外二島取調之儀』に付き、在京の森長義・沖縄県大書記官に内命を下した336」とし、
さらに西村の上申を「国標を建設することについて、沖縄県令自身若干の懸念を抱いてい
たため、差し当たって、その是非を内務卿へ問い合わすという程度のものであった337」と
記述していたことである。1885 年 9 月の西村上申が山縣の内命に対する懸念の上申だとい
うことは、村田忠禧が 2013 年に『日中領土問題の起源』で大きく取り上げ、ある意味での
“新事実”だと筆者は認識していた。とはいえ、村田は続編の『史料徹底検証：尖閣領有』の
冒頭で、井上清がすでにその歴史を明らかにしていたが「日本ではその研究成果は無視さ
れてきた338」と記していたので、井上清が 1972 年に主張した新事実だとは理解していた。
しかしながら、井上を激しく批判した奥原敏雄までが、それまでの通説とは異なる日本領
有の根拠を弱めかねない事実を、1975 年の段階ですでに指摘していたのは新発見であった。
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しかし、その奥原も、1970 年 1 月に発表された「尖閣列島――歴史と政治のあいだ――」
では、「沖縄県知事も明治 18 年［1885 年］9 月 22 日、内務卿に国標建設を上申するとと
もに、出雲丸による実地調査を届け出た339」と書いている。井上清の「歴史的虚構」をあ
ばくとしながらも、井上が 1972 年に公刊した『「尖閣」列島』で、内務省からの内命があ
り、それに対する西村沖縄県令は「無主地であることの明白な大東島と同様に、実地踏査
してすぐ国標を建てるわけにはいかない340」と述べているのを目にしてから、上申書の原
文と背景を再度調査し、1975 年には主張を変更したと思われる。 
さらに調べると、実は、1972 年に、尾崎重義は国立国会図書館が刊行する『レファレン
ス』に「尖閣諸島の帰属について」を 4 回連載し、井上清と同じことを以下のように指摘
していた。「古賀［辰四郎］は、明治 18 年、沖縄県令に対して赤尾嶼の開拓の許可を願い
出た。たまたま同じ時期に、沖縄県は内務省から『沖縄県と清国福州のあいだに散在する
無人島』（尖閣諸島）の調査を行なうよう内命を受けている。沖縄県令西村捨三は、同年 9
月 22 日、内務大臣［原文ママ、本来は内務卿］宛の上申書で調査の結果を報告するととも
に概略次のように述べている341。［中略］これらの島は、『中山伝言録』に記載されている
釣魚台、黄尾嶼、赤尾嶼と同じものである疑いがある。同じものであれば、清国側も冊封
使船が『知悉セルノミナラズ、ソレゾレ名称ヲモ付シ、琉球航海ノ目標ト為セシコト明ラ
カナリ』。従って、実地調査後直ちに国標を建てるのもどうかと懸念される。当方では、汽
船出雲丸で取りあえず実地調査を行なうので、国標建立の件については、なお指揮を仰ぎ
たいというものであった342」。 
西村県令の上申に対する政府の見解はいかなるものであるかを改めて確認するため、外
務省ホームページ「尖閣諸島に関する Q&A」をよく読むと、Q9 の「1895 年に尖閣諸島を
日本の領土に編入するに当たり、十分な調査が尽くされなかったのではないですか」への
回答である A9 のあとの「参考」欄に以下の記述があることを認めた。「日清戦争前におけ
る我が国の領土編入準備に関するその他の主要な関連事実としては、(1)1885 年 9 月 22 日
及び同年 11 月 5 日付の沖縄県令の内務大臣宛上申書によれば、沖縄県は内務省の命令によ
り、尖閣諸島の調査を行い、特に同年 10 月下旬には日本郵船の出雲丸をチャーターして尖
閣諸島の巡視取調を実施し報告書を政府に提出している343」。今や、日本政府も、1885 年 9
月の西村上申の前に「内務省の命令」があったことを「参考」として記述しているのであ
る。 
 
1885 年 9 月における西村捨三沖縄県令による内命に対する懸念の上申 
さて、1885 年 9 月 22 日に西村県令が上申した文章には何と書かれているのか。尖閣諸
島が日本に領有される経緯の端緒となる非常に重要な公文書であるので、読みにくいこと
を承知で全文を以下に紹介したい。 
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第三百十五号 
官房甲第三十八号別紙甲号 
    久米赤島外二島取調ノ儀ニ付上申 
本縣ト清國福州間ニ散在セル無人島取調之儀ニ付先般在京森本縣大書記官ヘ御内命相
成候趣ニ依リ取調致候處概略別紙ノ通ニ有之候抑モ久米赤嶋久場嶋及魚釣島ハ古来本
縣ニ於テ称スル所ノ名ニシテ而モ本県所轄ノ久米宮古八重山等ノ群島ニ接近シタル無
人ノ島嶼ニ付沖縄縣下ニ属セラルルモ敢テ故障有之間敷ト被存候得共過日御届及候大
東島（本縣ト小笠原島ノ間ニアリ）トハ地勢相違中山傳信録ニ記載セル釣魚臺黄尾嶼
赤尾嶼ト同一ナルモノニ無之哉ノ疑ナキ能ハス果シテ同一ナルトキハ既ニ清国モ旧中
山王ヲ冊封スル使船ノ詳悉セルノミナラス夫々名称ヲモ附シ琉球航海ノ目標ト為セシ
事明ラカナリ依テ今回ノ大東島同様踏査直ニ國標取建候モ如何ト懸念仕候間来ル十月
中旬両先嶋へ向ケ出帆ノ雇汽船出雲丸ノ帰便ヲ以テ不取敢実地踏査可及御届候條國標
取建等ノ儀御指揮ヲ請度此段兼テ上申候也 
   明治十八年九月二十二日 
                              沖縄県令 西村捨三 
    内務卿伯爵 山県有朋殿344 
 
 井上清は、この上申書から以下の重要なことがわかると解説している。井上は、上記の
上申書を読みやすくするために書き下し文にしているので、引用している文言が原文とは
やや異なる部分がある。 
 
   第一に、内務省は沖縄県に、福州・琉球間の無人島の「取調べ」を「内命」したの
はなぜか。なぜ公然と正式に命令しなかったか。 
   第二に、ここには、それらの島に「国標」＝日本国の領土であるとの標柱を建設す
る問題が出されているが、これは沖縄県が言い出したことか、内務省が言い出したこ
とか。 
   この二つの問題は関連する。国標取建ては、上申書の文脈から見て内務省の発案に
ちがいない。内務省――内務卿は天皇制軍国主義の最大の推進者山縣有朋である――
は、琉球をもっぱら軍事的見地から重視するとともに、その先の島々も日本領とする
野心をいだき、その実現のために必要な調査を沖縄県に命じた。ただし、事が国際関
係にふれ、日本と清国がはげしく対立している現状で、公然と正式に命令すると、ど
ういう障害がおこるかわからないので、「内命」したのであろう。 
   第三に、この内命をうけた沖縄県では、「久米赤島」などを日本領とし沖縄県に属さ
せてもよさそうなものだが、必ずしもそうはいかない、とためらっている。その理由
は、これらの島々が『中山傳信録』に記載されている釣魚島などと同じものであると
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思われるからである。同じものとすれば、この島々のことはすでに清国側でも「詳悉
セル（くわしく知っている）ノミナラズ、各々名称ヲモ附シ、琉球航海ノ目標ト為セ
シコト明ラカナリ」。つまり、これは中国領らしい。「依テ」この島々に、無主地であ
ることの明白な大東島と同様に、実地踏査してすぐ国標を建てるわけにはいかないだ
ろう、としたのである345。 
    
西村の上申書そのものをきちんと読めば、「先般在京森本縣大書記官ヘ御内命相成候趣ニ
依リ取調致候處概略別紙ノ通ニ有之候」とあり、「御内命」により取り調べをしたところ、
概略別紙の通りとなっており、内命により取り調べをしたことは明白である。また、中国
側でも認知している島のようだから、大東島と同様に踏査と同時に国標を建設することは
いかがなものかと懸念せざると得ませんとして、国標建設等の件については、なおご指揮
を承りたく、ここに併せて上申いたしますとある。 
このような文章である西村県令の上申について、著名な国際政治学者である英修道まで
も「久米赤島、久場島、魚釣島については、最初 1885 年（明治 18 年）沖縄県知事より、
同県の所轄として標識を建設したい旨太政大臣宛上申があったところ346」と述べているの
は、なぜなのだろうか。英修道は 1955 年に発表された「沖縄帰属の沿革」の中で、「沖縄
県が設置されてから後の時期に、日本が琉球列島の周辺において国際法にいう先占に基き
取得した若干の小島を、『沖縄県』の構成部分に編入した事実を想起する要がある347」とし
て、先に引用した「上申があったところ」に続けて、尖閣諸島の編入経緯を以下のように
述べている。 
 
井上外務卿が「島嶼が清国福建省境に近いこと、蕞爾［さいじ、非常に小さいさま］
たる小島であること、清国側に日本が台湾附近の清国領を占拠した等の風評がある」
という理由により、国標の建設と島嶼の開拓はこれを他日の機会に譲る方がよろしい
と述べた為め、同年 12 月内務卿より同知事宛標識の建設を必要としない旨の指令があ
った。その後、これ等の島において漁業を試みる者があるようになり水産取締の必要
を生じた為め、沖縄県知事より 1890 年（明治 23 年）1 月に管轄方を上申したが、こ
の時また実現しなかった。更に 1893 年（明治 26 年）11 月、沖縄県知事は前同様の理
由から復も同県の所轄方と標識の建設について政府に上申したところ、終に1895年（明
治 28 年）1 月の閣議はこれ等の島嶼の沖縄県所轄と決し、同月内務外務両大臣より県
知事宛「上申中の標杭建設の件を聞届ける」旨指令があって、茲に落着した348。 
 
英修道は、大東諸島の領有経緯に続けて、上記のように尖閣についての領有経緯を記し
ているのだが、注を見ると『日本外交文書』第 18 巻および第 23 巻とある。果たして、英
が参考にした『日本外交文書』第 18 巻「版圖關係雜件」には以下の記述があった。 
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（附記） 
久米赤島、久場島及魚釣島帝國版圖編入經緯 
沖縄縣ト淸國福州トノ間ニ散在スル久米赤島（久米島ヨリ未申ノ方大凡七十里ヲ距テ
アリ淸國福州ヲ去ル或ハ約二百里ニ近カラン歟）久場島（久米島ヨリ午未ノ方大凡百
里ヲ距テ八重山島ノ内石垣島ニ近接セル大凡六十里餘ニ位ス）及魚釣島（方位久場島
ト同一ニシテ唯十里程遠シ）ノ三島ハ別ニ淸國所屬ノ證跡見エズ且ツ沖縄所轄ノ宮古
八重山等ニ近接セル無人島嶼ナルヲ以テ國標取建ニ關シ沖縄縣知事ヨリ上申アリタル
ヲ以テ右ノ詮議方太政大臣ヘ上申スルニ先チ明治十八年十月九日山縣内務卿ヨリ井上
外務卿ヘ意見ヲ徴シ来レリ外務卿ハ熟考ノ結果本島嶼ガ淸國國境ニ接近セルコト、蕞
爾タル島嶼ナルコト、當時淸國新聞紙等ニ於テ本邦政府ガ臺彎近傍ノ淸國所属島嶼ヲ
占據セシ等ノ風説ノ掲載セラレ淸國政府ノ注意ヲ促シ居ルコト等ノ理由ニ據リ國標ノ
建設島嶼ノ開拓ハ他日ノ機會ニ譲ル方然ルヘキ旨十月二十一日回答セリ依テ十二月五
日内務外務両卿ヨリ目下建設ヲ要セサル儀ト可心得旨沖縄縣知事ヘ指令アリタリ 
  明治二十三年一月十三日沖縄縣知事ヨリ本件島嶼ハ從来無人島ナルヨリ別ニ所轄ヲ定
メズ其儘ニ為シ置キタル所近時水産取締ノ必要ヨリ所轄ヲ定メラレ度キ旨八重山島役
所ヨリ伺出アリタルニ付旁管轄所定方内務大臣ヘ上申アリタリ 
  明治二十六年十一月ニ日更ニ沖縄縣知事ヨリ當時ニ至リ本件島嶼ヘ向ケ漁業等ヲ試ム
ル者アルニ付之カ取締ヲ要スルヲ以テ同縣ノ所轄ト為シ標杭建設シタキ旨内務外務両
大臣ヘ上申アリタリ依テ二十七年十二月二十七日内務大臣ヨリ本件閣議提出方ニ就キ
外務大臣ヘ協議アリタルモ異議ナカリシヲ以テ閣議ヘ提出ノ上明治二十八年一月二十
一日閣議ノ決定ヲ經テ内務外務両大臣ヨリ曩ニ上申中ノ標杭建設ノ件聞届ク旨沖縄縣
知事ヘ指令アリタリ 
 
英修道は、外務省が編纂した公文書である『日本外交文書』にある上記の解説文を読み
やすく現代文にして記述したことがわかる。上記の文書には「國標取建ニ關シ沖縄縣知事
ヨリ上申アリタル」とだけあり、「内命」のことは出てこない。英に限らず、その後の多く
の学者が、1885 年 9 月の西村県令の上申は国標建設を促すものだったという、事実とは正
反対の内容を広める原因は、まさに『日本外交文書』第 18 巻のこの「久米赤島、久場島及
魚釣島帝國版圖編入經緯」にあったのである。 
英修道が「沖縄帰属の沿革」を発表した 1955 年は、先述した通り、第三清徳丸事件が起
きた年であり、国会では、外務省の中川融アジア局長が尖閣諸島の島の名前も認識してい
ないことをうかがわせる答弁を行った年である。外務省でさえ、島の名前も承知しておら
ず、台湾および中国が日本の領有に異を唱えるはるか前である。英修道の「沖縄帰属の沿
革」は管見の限り尖閣の領有過程に触れた最初の論文である。しかも、英修道は 1945 年に
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東京帝国大学で法学博士号を取得した著名な国際政治学者であったからこそ、その後に与
えた影響も大きかった。奥原敏雄も 1970 年の「尖閣列島の法的地位」では、「英修道博士
の『沖縄帰属の沿革』によれば、尖閣列島が日本領土に編入された経緯は次の通りである」
として、「久米赤島、久場島、魚釣島については、最初 1885 年（明治 18 年）沖縄県知事よ
り、同県の所轄として標識［国標］を建設したい旨太政大臣宛上申があった」と英の記述
を引用している349。 
 
時代を 1885 年に戻すと、同年 9 月、沖縄県大書記官の森長義は東京で山縣有朋内務卿よ
り「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島、久米赤島外二島取調」を実施するよう具
体的な内命を受けたと思われる。9 月 3 日に那覇に向け出発した森が沖縄に到着するのは 9
月 18 日前後であるが、西村捨三が山縣からの内命を受理する前の 9 月 6 日に、上海の華字
紙『申報』に「台島警信」と題する記事が掲載される。その内容は「『文匯報』［当時、上
海にあった『The Shanhai Mercury』］からの伝聞として、台湾東北辺の海島に、近頃日本
人が日章旗をその上に懸け、大いに占拠しようとする勢いにあるという……」というもの
で、井上馨外務卿が心配した記事であり、日本の動きに警戒を呼びかける内容であった350。
この『申報』の記事の元になっている『文匯報』の記事は、管見の限り日本の学者で原文
を確認できた者はいない。そのため、情報源は確認することは困難である。だが、村田忠
禧が最新著の『資料徹底検証 尖閣領有』の中で、明らかにしたように、山縣のそもそも
の内命は同年 4 月の「沖縄県近海無人島巡視取調」であって、4 月の段階で既に西村県令
に伝わっていたとすると、情報が流出した原因は限りなく広がることになる。 
4 月の時点で「沖縄県近海無人島」の調査を命令された西村は、大東諸島については直ち
に調査と国標建設を実行したが、「久米赤島外二島取調」への国標建設は清国との関係を険
悪化されると懸念を抱いていたため、内命を取り消してもらうよう、山縣を説得するため
に周到にことを進めた。まず、1972 年に刊行された『中山電信録』をはじめとする多くの
文献・記録を調べ、それだけでなく、実際に清国と琉球の間を航海した経験のある人々か
ら事情聴取も行った。まず、自分の部下である五等属職員の石沢兵吾に、1859 年に往来の
経験のある大城永保から聞き取りを行わせ、「久米赤島久場島魚釣島之三島取調書」と題す
る報告を提出させた。石沢兵吾は 9 月 21 日に報告書を西村県令に提出し、それを受けて、
9 月 22 日に西村は国標建設への懸念を山縣内務卿宛に「久米赤島外二島取調の儀に付き上
申」として提出する。西村の行動を「驚くべき迅速な対応である351」と村田忠禧は評し、
すでに 4 月の段階で「沖縄県近海無人島巡視取調」の内命を受けていたので、清国福州と
の間に散在する無人島の巡視取調も命じられることが予想できていたからこそ、9 月の西村
の迅速な対応ぶりが理解できようと村田は指摘している352。 
往来経験者への聞き取りは大城永保だけを対象にしたのではでなく、脱清人や脱清未遂
者、清国からの帰国者などの一部からも事情を聴取したと思われ、日本政府が福州と那覇
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との間に散在する無人島に何らかの行動を取ろうとしていることが、「不満分子」を通じて
「脱清人」に知られ、その情報が中国側にも伝わり、上海『申報』の記事を生んだと思わ
れると村田忠禧は推理している353。 
石沢兵吾による「久米赤島久場島魚釣島之三島取調書」および、国標建設に懸念を示す
西村県令による 9 月 22 日付け上申は 2 週間ほどして山縣内務卿に届く。それを受けて山縣
は 10 月 9 日に井上馨外務卿に「別紙甲号の通、同県令より上申候に付、即ち別紙乙号の如
く其筋へ相伺度存候。就ては御意見承知致度、此段及御照会候也354」と照会を発する。山
縣が添付した「別紙甲号」とは 9 月 22 日付けの西村県令の上申であり、「別紙乙号」とし
て「其筋」（三条実美太政大臣）に提出した「太政官上申案」の内容は、「沖縄県と清国福
州委との間に散在せる無人島久米赤島外二島［中略］清国所属の証跡は少しも相見へ不申。
［中略］同県に於て実地踏査の上、国標建設候義、差支無之と相考候間、至急何分の御詮
議相成候様致度、別紙相添、此段相伺候也355」である。山縣は、国標を建設することは何
ら差し支えないと考えられるので、至急詮議にかけていただきたいとの内容の上申案を作
成し、井上馨外務卿の意見を聞くことにする。山縣は陸軍卿を経験した陸軍の長老であり、
陸軍の現状をよく認識していた。かつて 1874 年段階では、清国との戦争を避けるために台
湾出兵に反対したが、1885 年には徴兵制度も安定し、10 年前のように清国を恐れる必要は
ないと判断していたのだろうか。井上外務卿の同意も得られるものと思っていた。 
ところが、井上馨外務卿は 12 日もの熟考期間をおいた 10 月 21 日に「親展 第 38 号」
によって山縣に以下の返答をした。 
 
   親展第 38 号 
     内務卿伯爵山県有朋殿 外務卿伯爵井上馨 
沖縄県ト清国福州トノ間ニ散在セル無人島、久米赤島外二島、沖縄県ニ於テ実地踏      
査ノ上国標建設ノ儀、本月九日付甲第 38 号ヲ以テ御協議ノ趣、熟考致シ候処、右島嶼
ノ儀ハ清国国境ニモ接近致候。曩ニ踏査ヲ遂ゲ候大東島ニ比スレバ、周囲モ小サキ趣
ニ相見ヘ、殊ニ清国ニハ其島名モ附シコレ有リ候ニ就テハ、近時清国新聞紙等ニモ、
我政府ニ於テ台湾近傍清国所属ノ島嶼ヲ占拠セシ等ノ風説ヲ掲載シ、我国ニ対シテ猜
疑ヲ抱キ、頻ニ清政府ノ注意ヲ促ガシ候モノモ有之候ニ付、此際遽ニ公然国標ヲ建設
スル等ノ処置有之候テハ清国ノ疑惑ヲ招キ候間、差向実地ヲ踏査セシメ、港湾ノ形状
并土地物産開拓見込有無等、詳細報告セシムルノミニ止メ、国標ヲ建テ開拓等ニ着手
スルハ、他日ノ機会ニ譲リ候方、可然存候。且曩ニ踏査セシ大東島ノ事并ニ今回踏査
ノ事共、官報并新聞紙ニ掲載不相成候方、可然存候間、夫々御注意相成置候様致度候。
右回答旁、拙官意見申進候也356。 
 
 実は井上馨のもとには部下からの手書きのメモが届いていた。誰が書いたのかも明記さ
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れていない完全なメモであり、一見すると公文書とは思えないが、外務省が作成した公文
書「帝国版図関係雑件」の「沖縄県久米赤島、久場島、魚釣島へ国標建設ノ件」の表紙の
次の 3 頁目に保存されている。内容は「近時清国の新聞に我政府は清国に属する台湾地方
の島嶼を占拠せし様の風評を掲げ、清政府の注意を喚起せしことあり。故に此際蕞爾たる
一小嶼には暫時は着分不相応こと、不要のコンプリケーションを避くること、好政策なる
べし、相乞次第哉357」である。この手書きメモを書いたのは、外務省公信局長の浅田徳則
ではないかとし、浅田徳則は 9 月 6 日付『申報』の記事「台島警信」を読み、井上外務卿
に注意喚起の提言を行っていたと村田忠禧は述べている358。井上馨の手元には山縣内務卿
からの別紙甲号として送付されてきた 9月 22日付の西村捨三沖縄県令からの懸念を表明し
た上申もあり、また『申報』の記事とともに「不要のコンプリケーション」（紛糾）を避け
た方がよいと進言する部下からの目もある。それらを見て、「沖縄県と清国福州との間に散
在する無人島」への国標建設がどのような結果をもたらすのかを熟考したのであろう。 
井上外務卿には、1880 年に条約改正問題と絡めて宮古と八重山を清国に割譲する分島改
約案を清国に提起し、成果を得られなかったという経験がある（第 6 章で詳説）。いままた、
この小さな無人島のことで清国政府に猜疑心を喚起させるのは得策ではない。当面は港湾
や土地、物産、開拓の見込みなどを調べるだけに止めるべきとの意見を山縣に回答する。
さらに、井上外務卿は、すでに実施した大東島への調査と国標建設をも含め、沖縄県近海
無人島の調査活動を『官報』や新聞紙に掲載しない方がよいとの勧告を山縣にしている。
村田忠禧は「彼が清国政府の反応について非常に敏感になっていたことが分かる359」とし
ており、まさにその通りなのだが、筆者はそれと同時に、いやむしろそれ以上に井上馨は
欧米列強の視線を気にして尖閣への国標建設には慎重になっていたのではないかと推察す
る。第 6 章の第 1 節と第 2 節で詳述するが、1879 年に沖縄県を設置し琉球を日本に併合し
た「琉球処分」に関して、清国は一貫して反対し、当時の英字新聞に掲載された論説は日
本政府が主張した歴史的根拠に鋭く批判を加えていた。それに対して伊藤博文内務卿は井
上毅大書記官に反論するよう依頼したが、井上毅の反論草稿と英字紙の論説を比べれば、
歴史論争としては英字紙の論説の方が説得力を持っていた。1874 年の台湾出兵を収拾する
日中互換条約締結の際にも、日本政府は英国の介入によって条約を締結した。また台湾出
兵には当初米国が反対し、明治政府は北京における交渉において琉球帰属問題は議題から
避ける方針をとるなど、欧米諸国の影響が強かった。一方で、当時の明治政府は、江戸末
期から明治初年にかけて欧米諸国との間に結んだ不平等条約の改正を求め、治外法権の撤
廃や関税自主権の回復などを目指して欧米諸国との交渉を模索していた。「鹿鳴館外交」な
どと揶揄されながらも、1883 年に完成した鹿鳴館の舞踏会を活用してでも条約改正を実現
しようとしていた井上馨外務卿は、清国はもちろん、欧米諸国が疑念を持つ行為はすべき
でないと判断していたと思われる。 
 1885 年 10 月、「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島」への国標建設に関して、井
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上外務卿からの同意を得られなかった山縣内務卿は、太政官上申案を取り下げざるを得な
い。同無人島への国標建設の内命実施は宙に浮いたままになった360。 
さて、このような山縣内務卿と井上外務卿の書状によるやりとりに関しては、以下のよ
うに外務省ホームページ「尖閣諸島に関する Q&A361」で紹介されている。 
 
Q8 中国政府は，1885 年の日本の外務大臣から内務大臣に宛てた書簡等を取り上げ、
明治政府は尖閣諸島の沖縄県への編入前に同諸島が中国の領土であることを認識して
いた旨主張していますが、日本政府はどのような見解を有していますか。 
 
  A8 1885 年の外務大臣の書簡は，編入手続を行う過程における一つの文書であり、そ
こには清国の動向について記述があるのは事実ですが、日本政府として，清国が尖閣
諸島を領有していると認識していたとは全く読み取れず、同書簡はむしろ当時尖閣諸
島が清国に属さないとの前提の下、我が国がいかに丁寧かつ慎重に領土編入の手続を
進めてきたかを示すものです。外務大臣が同書簡の中で実地踏査を支持していること
からも、尖閣諸島を清国の領土であると考えていなかったことは明らかです。 
また、1885 年に内務大臣から外務大臣に宛てた書簡でも尖閣諸島に「清国所属の証跡
は少しも相見え申さず」と明確に記載されています。 
 
この Q&A の後ろに「参考」として、「井上外務大臣から山縣内務大臣への書簡（1885 年
10 月 22 日）と「山縣内務大臣から井上外務大臣への書簡（1885 年 10 月 9 日）」を現代語
表記にして掲載している。日本において内閣制度が発足したのは 1885年 12月 22日であり、
それまでは井上は「外務大臣」ではなく「外務卿」であり、山縣は「内務大臣」ではなく
「内務卿」である。それを大臣と表記しているのは不正確だが許容の範囲としても、外務
省はなぜが書簡の順序を逆にして以下の通り紹介している。 
 
【参考：井上外務大臣から山縣内務大臣への書簡（1885 年 10 月 21 日）】 
  「右島嶼（注：尖閣諸島）の儀は、清国国境にも接近しており，先に踏査を終えた大
東島に比べれば、周囲も小さく見え、特に清国にはその名も付し、近時清国新聞等に
も我が政府において台湾近傍清国所属の島を占領せんとする等の風説を掲載し、我が
国に対して猜疑を抱き、頻に清政府の注意を促しているところでもあり、このような
時ににわかに公然と国標を建設する等の処置を行えば、清国の疑惑を招くだろう。実
地踏査をさせ、港湾の形状並びに土地物産開拓見込の有無詳細を報告させるに止め、
国標を建て開拓等に着手するは他日の機会に譲るべきだろう。」 
 
【参考：山縣内務大臣から井上外務大臣への書簡（1885 年 10 月 9 日）】 
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  「（前略）太政官上申案  沖縄県と清国福州との間に散在せる無人島久米赤島外二島
取調の儀に付、別紙（注：1885 年 9 月 22 日付沖縄県令から山縣内務卿への上申書（付
属書 2））のとおり同県令より上申したところ、右諸島の儀は中山伝信録に記載せる島
嶼と同一の如くであるが、ただ針路の方向を取りたるまでにて、別に清国所属の証跡
は少しも相見え申さず、かつ名称のごときは我と彼と各その唱うるところ異にして沖
縄所轄の宮古八重山等に接近したる無人の島嶼にあり、同県において実地踏査の上国
標建設の義差し支えなしと考える」 
 
これでは「あたかも井上の見解表明に対して山縣が回答しているかのような紹介の仕方
362」になっている。井上外務卿が「同書簡の中で実地踏査を支持していること」だけを根
拠に「尖閣諸島を清国の領土であると考えていなかったことは明らかです」と結論づける
のはかなり強引な解釈だと言わざるをえない。井上は、10 月 9 日に山縣が作成した「清国
所属の証跡は少しも相見え申さず」とした「太政官上申案」をはっきりと否定している。
にもかかわらず、このような紹介の仕方をするのは、「意図的に誤解を引き起こさせようと
する狙いが込められていることは明白である363」と村田忠禧は指摘している。 
 
1885 年 11 月 5 日における西村捨三県令からの上申 
さて、井上外務卿の反対にあい、宙に浮いたままになった 1885 年 10 月の「沖縄県と清
国福州との間に散在する無人島」への国標建設の件はどうなったのか。 
9 月 22 日に国標建設への懸念を上申した西村捨三沖縄県令は、山縣からの回答である指
示が届くのを待っていた。10 月 22 日、石沢兵吾等県職員 6 名を乗せた「出雲丸」は那覇
港を出発し、30 日午前 8 時から午後 2 時までに魚釣島に上陸し現地調査を行う364。次に久
場島に向かったが、すでに日没間近で風も強いため上陸はせず船上から「傍観」するだけ
だった。久米赤島に至っては夜になっていたので島の位置の確認すらできなかった。本気
で調査をする意思があるのなら、同年 8 月の大東島の例にならって、翌日調査を行っても
よいはずだが、出雲丸はそうはせず 11 月 1 日那覇に帰港した。大東島への巡視調査では、
同年 8 月 29 日に南大東島を、31 日には北大東島を、それぞれ上陸調査し、しかも持参し
た国標を建設したのだから、魚釣島等の調査が「如何に手抜き、形だけの調査に過ぎない
ことが判る365」と村田忠禧は解説している。 
この時の西村捨三県令の「行動は注目に値する」。西村は、出雲丸の帰港を待たずに、つ
まり魚釣島等の調査結果を自分で確かめることもせずに、森長義大書記官を県令代理とし
て自分は東京に出向いてしまう。村田は、西村が那覇を発った日は特定できないとしなが
らも、東京に到着した日が 11 月 13 日であることは『官報』11 月 17 日号に記載されてい
るので間違いないとしている366。彼にとって石沢兵吾等の魚釣島等の調査報告を聞くこと
よりも重要な任務があったからである367。 
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11 月 1 日に那覇に戻った出雲丸の船長・林鶴松は 11 月 2 日に「魚釣、久場、久米赤島回
航報告書368」を、県五等属職員の石沢兵吾は 11 月 4 日に「魚釣島外二島巡視取調概略369」
と題する復命書を提出する。いずれも提出先は西村捨三が不在のため、県令代理の森長義
大書記官である。 
それらを踏まえて森長義が 11 月 5 日に「第 384 号 魚釣島外二島実地取調の義に付上申
370」を沖縄県令西村捨三の名義で書く。西村から県令代理を委任されているのだから、彼
が西村捨三県令の名義で上申を書くことには問題がないが、その内容が問題であった。特
に問題と思われる部分は以下である。 
 
  依て熟考するに最初清国と接近するの疑を抱き、何れに属するや否に到ては、甚だ
不決断の語を添へ上申候得共、今回の復命及報告書に拠れば、勿論貴重の島嶼には無
之候得共、地形より論ずるときは、即ち我八重山群島の北西にして、与那国島より遥
かに東北に位すれば、本県の所轄と御決定相成可然哉に被考候。果たして然ば、大東
島の例に倣へ、本県所轄の標札、魚釣島、久場島へ船便、都合を以て建設致可然哉371 
 
「何れに属するや否に到ては、甚だ不決断の語を添へ上申候」とは、9 月 22 日に西村捨
三が山縣宛てに書いた上申を指している。そして、今回は、復命書、報告書を得て、沖縄
県所轄と決定することは当然のことと思います。大東島の例に倣って本県所轄の標札（杭）
を建てること、魚釣島、久場島へ船便を設けることも当然と思われます。というように、
国標建設への憂慮を示した 9 月 22 日の内容とは正反対のことを書いている。西村名義によ
る上申ではあるが、西村本人の考えを否定したものである。森大書記官は夏に上京した際
に山縣内務卿から授けられた内命に忠実たらんとしていたのである。 
このように 1885 年 11 月 5 日の上申は、西村捨三本人が書いたものではなく、森長義県
令代理が西村捨三県令の名義で書いたものであることは村田忠禧が『史料徹底検証 尖閣領
有』で初めて明らかにした重要な新事実である。 
11 月 13 日に東京に到着していた西村捨三の手元に、石沢の復命書と林の報告書を添付し
た森長義作成の 11 月 5 日付け上申が届く。その時期は 11 月 24 日かその直前であろう。西
村はそれらを読み、森が書いた上申は破棄し、石沢の復命書と林の報告書のみを内務省、
外務省に提出したと村田忠禧は推測する372。しかし、11 月 5 日の上申は、外務省記録「帝
国版図関係雑件」の中の「沖縄県久米赤島、久場島、魚釣島へ国標建設の件 明治 18 年 10
月」に「第 384 号 魚釣島外二島実地取調の義に付上申」として保存されている。 
アジア歴史資料センター（JACAR）には「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島へ
の国標建設」に関する文書を集めた資料として 2 系統の文書綴りが保存されいている。一
つは外務省に保存されている「帝国版図関係雑件」としてまとめられた綴りレファレンス
番号「B03041152300」である。そこには 48 面の文書画像がまとめられており、32 画像目
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が 1885 年 11 月 5 日の西村捨三名義の上申である。もう一つは内務省の「公文別録」第四
巻明治 18（1885）年にまとめられている「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島への
国標建設の件」と題する文書群「A03022910000」であり、21 面である。 
この「公文別録」第四巻は基本的に明治 18 年の内務省管轄下の関係文書をそれぞれのテ
ーマごとにまとめたものだが、「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島への国標建設の
件」には、外務省の「帝国版図関係雑件」に収められている以下の文書が収められていな
い。 
 
  9 月 21 日の石沢兵吾の取調書 
  9 月 22 日の西村捨三の上申 
  10 月 9 日の山縣有朋内務卿の井上馨外務卿宛書簡と太政官上申案 
  10 月 21 日の井上馨外務卿の山縣有朋内務卿宛の返信   
 
「公文別録」第四巻に収められている文書を日付順に並べると、11 月 2 日の林鶴松船長の
回航報告書、11 月 4 日の石沢兵吾の巡視取調略説から始まり、次は 11 月 24 日の沖縄県令
西村捨三の井上馨外務卿と山縣有朋内務卿に宛てた書簡であって、11 月 5 日の西村捨三名
義の上申は収められていない。なぜ、内務省「公文別録」第四巻には、9 月 21 日の石沢兵
吾の取調書から 10 月 21 日の井上馨の山縣有朋宛書簡までの文書が収められていないのだ
ろうか。 
「公文別録」の冒頭画像は、「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島への国標建設の
儀に付、沖縄県へ指令の件、右御回覧候也 明治 18［1885］年 12 月 8 日」である。この
ような内閣書記官長による三条実美太政大臣等への回覧文書が文書綴りの冒頭に収められ
ているということは、この綴りは 12 月 5 日の沖縄県への指令発出に至る関連文書をまとめ
ていることを意味している。 
すでに紹介した通り、山縣内務卿は 10 月初旬に「太政官上申案」を作成していたが、井
上外務卿の同意を得られなかったため、10 月時点で作成した「太政官上申案」は廃案にな
ってしまった。そこで 10 月の「太政官上申案」提出に関わる文書はすべて内務省「公文別
録」には収められなくなったと村田忠禧は推定する。さらに村田は、「沖縄県近海無人島巡
視取調」の内命や「大東島巡視取調」に関する文書が内務省の管轄する文書として保存さ
れていないという事実も、この「太政官上申案」廃案と関連している可能性が極めて高い
と指摘している373。 
それに対して、11 月 2 日の林鶴松船長の報告書、11 月 4 日の石沢兵吾の復命書は内務省
の「公文別録」にも、外務省の「帝国版図関係雑件」にも収められており、明治 18 年の時
点でそれらは間違いなく内務省、外務省に提出されていることがわかる。 
問題は、西村県令名義で森長義大書記官が書いた 11 月 5 日の上申である。上京していた
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西村捨三は、森が書いた上申を見て、自分の考えとは全く違うため破棄したというのであ
れば、内務省の明治 18 年文書に存在していないことは理解できる。そうであるのなら、な
ぜ外務省の「帝国版図関係雑件」にはそれが収められているのだろうか。それは、次々節
で説明するとして、1885 年 12 月に「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島への国標
建設」は「要せざる」と決定された経緯を先ず明らかにしたい。 
 
1885 年 12 月における国標建設は「要せざる」とする決定 
1885 年 11 月 13 日に西村捨三沖縄県令は東京に到着した。その後の彼の行動を記した文
書が内務省の「公文別録」の「上書建言禄」第 3 巻に収められていた。11 月 16 日に三条実
美太政大臣に宛てた書簡で「沖縄県令建議、内閣諸公の内、該県下巡視及び電信線架設等
を希望するの儀374」という件名がつけられ、以下のように沖縄統治の難しさを述べている。 
 
  沖縄県治の義に付ては昨年来、種々仁恵の特典御施行相成、寛厚の朝旨浹く貫徹い
たし、沖縄地方、空前絶後、今日の如き康楽は復た有之間敷、鼓腹安堵、今更何の申
分も無之、一同悦腹候姿に有之。 
［中略］内部の義は先一段の場合に立至り候得共、清国との関係全く不相絶、復旧云々
の妄想は匹夫匹婦に至る迄、依然包蔵の情勢にて、毎々上申仕候通、漂流人又は脱清
人等、帰琉の節は福建衙門より旧に依り中山王尚宛の咨文［公文書］下附、并に光緒
歴頒布等、吾邦廃置之処分は公認不致姿た。随て一般人民も半信半疑の間に彷徨いた
し375。 
 
西村は 11 月 13日に東京に着いて間もない 16日に三条実美太政大臣宛にこの訴えを出し
ている。1875 年の清国との絶交命令以降も、清国との関係全く途絶えず、さらには廃した
「中山王宛」の公文書が「下附」され、清国の「光緒歴」が「頒布」される等、琉球藩を
廃して沖縄県が設置されたことを公認していない上に、琉球に帰還した「漂流人又は脱清
人等」が盛んに清国の救援ぶりを伝えて「一般人民に半信半疑」の疑念を煽る活動をして
いること。しかも「英露関係等」の緊迫化、「清国の海軍拡張之景況」もあり、琉球帰属問
題は未解決のままの状況で、万一清国より来往歓遇」の動きに出るやも知れないこと。「東
方の妖雲が今なお立ち込めている場所柄」であるのにもかかわらず、電信架設すら設置さ
れていない状況にあり、「況んや東洋多事の今日、殊に清国との関係、不相絶地方」である
ことなどを伝え、政府指導者が自ら視察し、現状を適切に掌握していただきたいと訴えて
いる376。 
清国福州との間に散在する無人島についての直接的な言及はないが、明らかに沖縄の実
情に無理解のまま、指揮してくる政府当局への切迫した訴えである。この訴えは三条実美
太政大臣だけでなく、山縣内務卿、井上外務卿にも提出されたことであろうと村田忠禧は
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述べている377。 
なお「内務諸公の御巡視」についての訴えは受理され、翌 1886 年 2 月末に山縣有朋内務
大臣378が沖縄巡視を行う。山縣の沖縄巡視は『南航日記』として記録され、その中には「釣
．
魚嶼
．．
ノ信天翁［アホウドリ］ハ生捕シタレドモ皆死シ、其翼ヲ蔵ス379」と記されており、「魚
釣島」ではなく「釣魚嶼」の中国名になっているなど、今まで提起されてこなかった新事
実があるが、詳細は後述する。西村は沖縄県令として山縣巡視の先導役を果たすことで沖
縄での任務を終える。 
森長義が書いた 11 月 5 日の西村名義の上申等の書類が東京に届くには、2 週間ほどの時
間を要したであろうから、西村捨三がそれを読んだのは 11 月 24 日直前であったと思われ
る。前述したように、西村僭称上申書は、西村本人によって破棄されているが、11 月 2 日
の林船長の報告書、同 4 日の石沢職員の復命書についてはそのような扱いはしていない。
西村は、11 月 24 日に山縣内務卿と井上外務卿に宛てて同一内容の書簡を発する。それには
石沢の復命書も添えられているので、西村捨三の書簡は、11 月 5 日の上申に代わる役割を
持つものと見なせると村田忠禧は指摘する。その内容は簡潔明瞭で以下の通りである。 
 
   管下無人島の儀に付、兼て御下命の次第も有之、取調為致候処、今般別紙の通、復
命書差出候。該島国標建設の儀は嘗て伺書の通、清国と関係なしにもあらず。万一不
都合を生じ候ては不相済候に付、如何取計可然哉、至急何分の御指揮奉仰候也380 
 
かつての「伺書の通」りとは、国標建設の内命に対して、西村が懸念を表明した 9 月 22
日の上申を指す。清国との関係がないとは言えないので、国標を建設することで清国との
間で万一不都合な事態を生じさせてしまっては相済まないので、どのように取り計らうべ
きか、至急何らかの指揮を仰ぎ奉るとある。西村は部下の立場だから、「御指揮を仰ぎ奉る」
という表現にならざるを得ないが、実際には早急に国標建設の内命を撤回していただきた
いとの強い要請である381。そのような伺いを立てるにあたって理由を縷々述べることなく、
単刀直入に見解を開陳している。11 月 13 日に上京して以来、16 日に三条太政大臣に建言
し、直属上司の山縣内務卿に会って事情説明を行うだけでなく、井上外務卿にも面会して
沖縄の現状の紹介や国標建設に対する懸念を報告していたと思われると村田忠禧は述べて
いる382。そのため、11 月 24 日には部下から届いた復命書を提出するとともに、井上と山縣
に同一の内容の短い書簡を発し、国標建設について内命撤回の指令を発していただきたい
と訴えたのである。 
山縣内務卿は、10 月 9 日発案した「太政官上申案」が、井上外務卿の同意を得られない
という想定外の事態になったため、9 月 22 日の西村捨三の上申に対し、新たな指示を出す
ことができず、放置するしかなかった。しかし今回は、西村が直接東京までやってきて、
県職員の巡視調査復命書も添えたうえで指揮を仰いでいる。しかも西村は、井上にも同じ
80 
 
内容の書簡を出している。これでは、山縣内務卿も国標建設の内命を放置しておくわけに
はいかない。内命を出した本人が、その解決策を出さねばならない。そこで、まず内務卿
から外務卿に照会をし、内務・外務両卿の見解を統一し、太政官に内申するという形をと
ることにした。 
11 月 30 日に山縣内務卿は井上外務卿に「秘第 218 号の 2 無人島への国標建設に関し沖
縄県令への指令案協議の件」という照会を発する。今回の「指令案」は、「書面伺之趣、目
下建設を要せざる儀と可心得事383」というものである。 
10 月 9 日の山縣の「太政官上申案」では「国標建設の儀、差し支えなしと考える」とし
ていたが、今回の太政官内申案は「書面伺之趣、目下建設を要せざる儀と可心得事」と全
く異なっている。井上の対応も前回とは異なり、直ちに回答する。12 月 4 日に「親展第 42
号」で「当省に於ても御同見に候384」と同意を表明する。 
それを受けて翌 12 月 5 日に山縣内務卿は「秘第 128 号の内 無人島への国標建設の儀に
付内申」を三条実美太政大臣に提出する。 
 
  沖縄県と清国福州との間に散在せる魚釣島外二島踏査の儀に付、別紙写の通、同県
令より上申候処、国標建設の儀は清国に交渉し、彼是都合も有之候に付、目下見合せ
候方、可然と相考候間、外務卿と協議の上、其旨同県へ致指令候条、此段及内申候也385 
 
ようやくこれで「書面伺いの趣、目下建設を要せざる儀と可心得事」という結論に達す
ることができた。これが「沖縄県ト清国福州トノ間ニ散在スル無人島ヘ国標建設ノ件」に
関する 1885 年 12 月における日本政府としての正式な結論である。 
なおここで注意すべきは 12 月 5 日の文書で言及されている沖縄県令からの上申とは、9
月 22 日の西村捨三県令が国標建設の内命への懸念を抱いて出した伺い、そして 11 月 24 日
の国標建設は清国とも関係することなので不都合な事態を招かないよう指揮していただき
たい（具体的には取り下げてほしい）という上申伺いであって、決して 11 月 5 日の森長義
大書記官が西村県令名で書いた上申ではないという事実である。そもそも内務省、外務省
には 11 月 5 日の僭称上申は提出されていないので、山縣は当時、その内容の接する機会も
なかった。山縣有朋内務卿が三条実美太政大臣に宛てた「秘第 128 号の内 無人島への国
標建設之儀に付内申」によって、目下のところ建設を見合わせるという結論になった。し
かし、「目下のところ、建設を必要としない」という曖昧な表現で幕引きを図ったやり方は
将来に禍根を残すことになる。 
 
明治政府における公文書「帝国版図関係雑件」 
内務省の「公文別録」第四巻は、明治 18（1885）年の関連文書をまとめたものである。
それに対して、外務省の「帝国版図関係雑件」の「沖縄県久米赤島、久場島、魚釣島へ国
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標建設の件」は、1885 年の関連文書と 1894 年 12 月に閣議に向けて提出した関連文書を合
わせて綴ったものである。1885 年 12 月の段階ですでに一件落着したことなので、本来な
ら 1894 年の関連文書とは分けて綴じるべきものであるが、しかしその後も 1885 年のやり
とりが尾を引き、10 年後の日本政府の対応に影響を与えたことも事実である。「帝国版図関
係雑件」に収められたこれらの文書がどのような順序で綴じられているかに注意しながら
読み解いていけば、むしろ当時の担当者のやりとりを理解するのに役立つ386。 
1885 年 12 月 4 日の井上馨外務卿が山縣有朋内務卿に宛てた「親展第 42 号」（28 面）の
次は 1894 年 12 月 27 日の野村靖内務大臣が陸奥宗光外務大臣に宛てた「秘別第 133 号」（29
面）に時代が 9 年も飛んでいる。内務省「公文別録」には収められている 1885 年 12 月 5
日の山縣内務卿の三条太政大臣宛内申が「帝国版図関係雑件」には収められていないのは、
外務省にはこの内申が送られていなかったからということもわかる。 
これらの事実は、「帝国版図関係雑件」の 29 面以降が 1894 年 12 月に内務省が閣議に提
出するに際してまとめた文書の、外務省側の保存文書類であることを示している。30 面は、
「別紙標杭建設に関する件、閣議提出す」という内務大臣の内閣総理大臣宛文書の写しを
外務省が保存したものである。 
1893 年 11 月 2 日に奈良原繁沖縄県知事の甲第 111 号「久場島魚釣島へ本県所轄標杭建
設之儀に付上申」（31 面）の次は、また年代が戻って 1885 年 11 月 5 日の西村捨三県令名
義の第 384 号上申（32 面）になっており、それに続く形で 1885 年 12 月 5 日の井上外務卿・
山縣内務卿の「目下建設を要せざる儀と可心得事」（33 面）が収められている。この綴り方
は重要な事実を示していると村田忠禧は指摘している。つまり、奈良原繁県知事が上申し
た 1893 年 11 月 2 日の「久場島魚釣島へ本県所轄標杭建設之儀に付上申」は、「1885 年 11
月5日の森長義大書記官の県令僭称上申を根拠にしていることである387」。奈良原県知事は、
1885 年 12 月 5 日の「目下建設を要せざる儀と可心得事」とした外務・内務両卿の指令は
1885 年 11 月 5 日の上申に対する回答であると理解していると村田はいう。そして、1885
年 11 月 5 日の県令僭称上申は、国標建設に懸念を表明した 9 月 22 日の上申を「自己批判」
し、大東島の例と同じように、国標を建設して構わないと上申している。しかるに、12 月
5 日の外務・内務両卿は「目下建設を要せざる」との指令を出している。これは納得がいか
ないので、指令を見直すよう奈良原は 1893 年に求めているのである。しかし、実際には、
1885 年 12 月 5 日の「目下建設を要せざる」との指令は、11 月 5 日の僭称上申に対する回
答ではない。当時、山縣や井上は、11 月 5 日の上申は見たことがないことは先述した通り
である。 
山縣内務卿から国標建設という内命を受けていた案件が、1885 年 12 月に「目下建設を
要せざる」という結論になったことで、懸案が解決したことを確認した西村捨三は、他の
懸案の解決に取り組む。県の傭船継続経費の確保、八重山所轄内の入表島、与那国島への
新規航路の開設、また神戸と那覇との直行便の開設など、政府の財政的補助を求める上申
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「沖縄県航行汽船の儀具申388」を 12 月 10 日に山縣内務卿、松方正義大蔵卿宛てに提出し、
12 月 17 日に那覇に向けて出発する。 
西村は 1986 年 2 月 16 日に「沖縄県見治上処分に関する件389」と題した沖縄県の「本県
廃置前後より今日に至る迄の土民の行為、思想を列陳し、取締上其処分の方案」を提出す
る。これを彼の沖縄県令としての総括ともいうべき内容であると村田忠禧は評価している
390。 
西村県令からの強い要請を受け、山縣有朋内務大臣が 2 月 26 日に沖縄県巡視に出発する
391。先導役の西村はその前日に那覇に向かう392。 
 
  ［明治］19［1886］年の春、最早一通りの仕事も終りたれば、内務大臣の巡回を乞
ひ、山縣公来琉のこととなり。2 月中、薩摩丸にて来遊せられたり。琉球の珍敷観覧物、
又、要地、学校等の巡覧もすみ、上家の饗宴などもあり。宮古・八重山の巡回、続ひ
て五島、対馬等まで回航せられたり。予も随従して、帰京後、土木局長専務となれり393。 
 
沖縄県巡視に関する日誌である「南航日記」によれば、西村捨三県令や大蔵・司法・文
部・農商務・内務の各省官吏を従えた山縣一行は 3 月 3 日に那覇に到着し、県庁や警察署、
医院、学校、裁判所、監獄、熊本鎮台沖縄分遣隊の兵営である首里城、尚氏の別荘などを
巡視し、3 月 5 日に勧業試験場で製糖機械を視察した。その試験場での様子を「南航日記」
に「場中八重山島ノ牛、慶良間島ノ鹿、久米島ノ鶴等ヲ飼養ス。其餌ハ甘薯葉ヲ以テス。
釣魚嶼
．．．
ノ信天翁［アホウドリ］ハ生獲シタレドモ、皆死シ、其翼ヲ蔵ス394」と記している。 
注目すべきなのは、アホウドリを捕獲した島を「魚釣島」でなく「釣魚嶼」と中国名の
中国語で表記したことである。 
これに対して、11 月 4 日付で石沢兵吾が提出した「魚釣島外二島巡視取調概略」の中で
は、「石澤以下調査団 6 名は魚釣島
．．．
に上陸、同島の地勢及び開拓の可否（島の植生・生息す
る動物等）を調べ、特に島の地質とアホウドリの群生する様子を詳述し、岩石数点とアホ
ウドリ数十羽（附卵数百個）を沖縄県庁に持ち帰った395」ことが記され、アホウドリを生
け捕りにした島名は「魚釣島396」となっている。 
「南航日記」の記録は内務省書記官中山寛六郎が行い、山縣有朋が点検・修正を行った
ものであろう。文章の責任は山縣にある。5 月 28 日に「山縣内務大臣沖縄諸島及五島対馬
等巡回復命書」として内閣各大臣の回覧に供されている397。 
それでは 3 月 5 日に勧業試験場を見学した際の日記の「釣魚嶼」という記述は山縣が範
を示そうと率先して記載したものであろうか。おそらくそうではなく、西村県令が勧業試
験場の関係者に、山縣の視察に際して「魚釣島」ではなく「釣魚嶼」で生け捕った信天翁
として説明するよう指示したものと思われる。しかし、それは決して西村個人の見解の表
明ではなく、既述した 1885 年 12 月段階での「魚釣島外二島」への国標建設は「目下建設
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を要せざる」とした日本政府としての決定をふまえたものである。これについて、村田忠
禧は、当時の日本政府は「釣魚嶼」は中国に属する島嶼という見解に達していた。したが
って山縣の日記においても「釣魚嶼」という表記が採用されていると述べている398。 
 筆者は、1885 年 12 月の段階で魚釣島が中国に属していたと日本政府が認識していたと
断言するまでには至っていない。しかし、国標建設を断念した政府の決定は、清国との争
いを避けるためのものであり、領有を強行すべきではないと認識していたことは間違いの
ない事実である。沖縄帰属問題の決着もついていない状況の中で、沖縄統治で苦労してい
た西村捨三県令が、小さな無人島の領有で清国と争うべきでないとして、「釣魚嶼」という
中国名を当時の実力者である山縣有朋の名で公文書に記録させたことの意義は大きいと思
われる。 
 
1890 年における丸岡莞爾県知事による伺い 
 1986 年 4 月 27 日付けで西村捨三は内務省土木局長となり、彼の後任には大迫貞清が沖
縄県令に任命される。大迫貞清が県令に着任して間もなく、「県知事」に職名が変わり、大
迫が初代沖縄県知事となる。ついで福原実が知事となるが、いずれも任期一年程度の短命
知事であった。三代目の丸岡莞爾（1888 年 9 月～1892 年 7 月）、さらに四代目の奈良原繁
（1892 年 7 月～1908 年 4 月）になると任期は長くなる。 
 三代目の丸岡莞爾県知事の頃になると、すでに沖縄県設置から 10 年近くの歳月が過ぎ、
明治政府の近代化政策が徐々に沖縄県にも浸透していくようになっていた。かつての宗主
国である清国に依拠して琉球国の復活を図ろうとする「脱清者」の動きは、年を経るごと
に弱まっていた。1889 年 2 月 11 日の大日本国帝国憲法公布に際して、大赦令が出され、「脱
清者」であっても沖縄に帰県した場合、不問に付すこととした。それを受けて丸岡知事は
西村県令時代に出されていた旧藩律に基づく特別な措置（明治 18 年甲第 25 号、明治 19 年
甲第 15 号）は「最早存置する必要無之と被存候」との伺いを出し、9 月 20 日に「脱清者」
への特別措置が廃止された。 
 江戸時代には海禁政策のため、日本人の海外進出は禁じられていたが、明治になって海
禁が解かれ、アホウドリの羽毛が巨額の富をもたらすことを知った一部の日本人はその捕
獲を目指して積極的に海外進出するようになった。この点に着目した平岡昭利は『アホウ
ドリと「帝国」日本の拡大 南洋の島々への進出から侵略へ』の中で以下のように述べて
いる。 
 
   アホウドリは、ばか鳥、信天翁（舜天翁）、藤九郎、シラブなどと呼ばれる大型の海
鳥で、無人島に季節的に生息し、人を恐れないこと、さらに飛び立つのに滑走が必要
なことから、棒による撲殺によって簡単に捕獲され、その羽毛は軽くて上質なことも
あり、欧米諸国では極めて高額で売却された。玉置［大東島の開拓者である玉置半右
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衛門］は早くからアホウドリの価値に気付き、また大量捕獲により数ヶ月で激減する
という事実もすでに認識していたことになる。［中略］玉置は明治丸による南洋探検の
途中、鳥島で下船し、アホウドリの捕獲事業を開始、数年のうちに巨利を得て実業界
で成功者となり、榎本武揚や依岡省三、志賀重昴らの南進論者と親しい関係を持つと
ともに、玉置自身がアホウドリの生息する無人島開拓の成功者として、多くの新聞、
雑誌に取り上げられ、南洋探検ブームの火付け役になったのである399。 
 
しかも「当時の地図には存在が確認されていない多くの疑存島が描かれ、それほど遠く
ない海域に一攫千金の夢を実現し得る無人島があると認識した人々は、競って欧米製地図
に記載されていたグランパス島やガンジス島［いずれも疑存島］への探検に乗り出した。
この無人島獲得競争によって、日本人の海洋への関心が高まり、わが国における大航海時
代が出現したと言える400」。沖縄にも日本本土、とりわけ九州地方から新天地での一攫千金
を求めて事業を興そうとする人たちがやって来ることになった。尖閣諸島を開拓する古賀
辰四郎もその 1 人である。 
丸岡莞爾県知事が 1890 年 1 月 13 日に以下の内容の「甲第 1 号 無人島久場島魚釣島之
義に付伺401」を内務大臣宛に提出したのにはそのような時代背景があった。 
 
管下八重山群島の内、石垣島に接近せる無人島魚釣島外二島之義に付、18 年 11 月 5
日第 384 号伺いに対し、同年 12 月 5 日付を以て御指令の次第も有之候処、右は無人島
なるより、是迄別に所管をも不相定、其儘に致置候処、昨今に至り水産取締之必要よ
り所轄を被相定度旨、八重山島役所より伺出候次第も有之旁、此際管下八重山島役所々
轄に相定度、此段相伺候也 
 
丸岡知事は、魚釣島外二島の無人島はこれまで所轄を定めないままになってきたが、八
重山島役所から昨今、水産の取り締まりをする必要が生じているとの訴えが出てきており、
この際、沖縄県八重山島役所の所轄に定めていただきたいとの伺いを立てた。「国標の建設
は目下、必要としない」という 1885 年 12 月 5 日の指令の見直しを求めているのだが、そ
の 12 月 5 日の指令とは「18 年 11 月 5 日第 384 号伺」に対して出されたものと思っている。
この「第 384 号伺」とは西村捨三県令が不在の間に森長義が西村県令名義を僭称して出し
た伺であり、上京していた西村が破棄したため、内務省には存在していない。そのため、
11 月 5 日の第 384 号伺と 12 月 5 日付指令とがどのような関係にあるのかを、内務省の担
当者は理解できない。 
そこで、内務省県治局長の末松謙澄は 1890 年 2 月 7 日「県沖第 6 号」において、「18 年
11 月 5 日御県第 384 号伺へ対する同年 12 月 5 日指令の顛末書、取調上、入用に付、右の
写、御廻送有之度、此段及照会候也402」と、事の経緯を明らかにする必要から「県第 384
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号伺」の写しを送るよう沖縄県に照会する。 
丸岡知事は「別紙一括書類写」を送付することを 2 月 26 日に回答する403。 
この丸岡知事の回答はおそらく 3 月中旬には内務省県治局長のもとに届いたと思われる。
しかし、それまでのやりとりの文書が収められている外務省の「帝国版図関係雑件」の中
にも、受理した後の記録が見当たらない。11 月 5 日付け第 384 号伺（西村捨三沖縄県令名
義の上申）を読んだ末松県治局長はその文書の信憑性を疑ったはずである。なぜなら、内
務省には 1885 年 11 月 2 日の林船長の報告書、11 月 4 日の石沢職員の復命書を添えた西村
県令の 11 月 24 日付け山縣内務卿宛書簡がある。しかも 12 月 5 日の「指令」とは、西村が
11 月 24 日の書簡で「指揮」を仰いだことへの回答であり、11 月 24 日の書簡の内容を末松
県治局長が疑うはずはない。その西村の 11 月 24 日の書簡において 11 月 5 日の上申伺いに
ついての言及はまったくなく、上申そのものも内務省には存在していなかった。したがっ
て末松局長は、丸岡知事がいう 11 月 5 日付け第 384 号伺いなるものは西村捨三本人が書い
たものではないと判断したために、この件に関して末松局長と丸岡知事との間でのやりと
りが以後続かなかったのであろうと村田忠禧は述べている404。 
  
 それに対して丸岡莞爾沖縄県知事は、県に副本として保存されている西村県令名義の第
384 号伺が西村の書いたものではないこと、またそれが西村本人によって破棄されたもので
あることを知る由もなかった。しかも県には、東京に出張中の西村が 11 月 24 日に外務卿、
内務卿に宛てた書簡の副本は存在していない。この件に関する西村県令名義の文書として
沖縄県に存在しているのは 9 月 22 日と 11 月 5 日の上申だけである。9 月 22 日の時点では
西村は、久米赤島外二島は清国との関わりがあるものと思われるので、調査はするが、国
標建設をすることは懸念せざるを得ないとして指令の再検討を求めていた。しかし、10 月
末の出雲丸の調査復命書などを読んで、西村（本来は、森長義大書記官だが）は考えを改
めたものと丸岡知事は理解したことであろう。9 月 22 日付けの西村県令による国標建設の
内命に対する懸念の上申を受け取った山縣内務卿は、井上外務卿に意見を求めたが、井上
からの回答も西村県令と同様に国標建設は差し控えるべきとの見解表明であり、12 月には
国標建設問題は廃案となった。しかしこのような東京でのやりとりは沖縄県にはまったく
伝えられていない。 
 11 月 5 日の「第 384 号 魚釣島外二島実地取調の義に付上申」が西村捨三県令本人によ
って書かれたものと思っていれば、11 月 5 日の上申伺への回答として「書面伺の趣、目下
建設を要せざる儀と可心得事」とする 12 月 5 日の指令は、沖縄県側の意向を無視した指令
であると丸岡知事が考えるのは当然のことである。しかも山縣からの指示は「書面伺の趣、
目下建設を要せざる儀と可心得事」とあるだけ。建設を要しない根拠も明示せず、目下建
設を要しないということは、いずれ「目下」ではなくなる時の到来を期待させる書き方で
ある。昨今、八重山島役所より水産取り締まりの必要から所轄を定めてほしいとの声が上
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がってきているのだから、1885 年 12 月の指令の見直しを求めてもよいのではなかろうか。
丸岡知事がそのように判断するのも無理なからぬところであった。 
 
軍艦「海門」による探検 
 丸岡知事は内務省からの回答を待ったが、回答はなかった。なぜなら、内務省は沖縄県
が提出した 1885 年 11 月 5 日の「第 384 号伺」の信憑性を疑っているからである。しかし、
それを本物と思い込んでいる丸岡知事にしてみれば、内務省からの回答が来ないことが不
満でならない。そのような時に海軍軍艦が那覇にやって来るとの情報が入ってきた。そこ
で、丸岡知事は海軍大臣に軍艦の活用を提起することを考える。1892 年 1 月 27 日に、樺
山資紀海軍大臣に宛てて以下の内容の「甲第 16 号 無人島探求等之儀に付上申405」を提出
する。 
 
   本県管下に接近せる無人島儀に付ては、追々其筋江経伺之上、実地を踏査し国標建
設取計候分も有之候得共、尚ほ未だ踏査之時機を得ざる島嶼等、併せて別紙之通有之
候処、来る 3 月頃、本県近海巡航之軍艦来着可相成哉の風説も有之。果たして右様之
御詮議等有之儀に候得ば、別紙久米赤島以下島嶼之儀は素より本邦版図に編入可相成
儀と被存候間、該島之位置、周囲等、特に御探求相成候様致度、此旨上申候也 
 
 別紙は「調査未済島嶼之景状概略406」というもので、大東島、北大東島、久米赤島、久
場島、魚釣島、南風波照間島（「南波照間島」が正しいが、いずれにせよ実際には存在しな
い疑存島）、ラサ島（Ras。現在では「沖大東島」という実在の島）についての概略が書か
れている。このうちの久米赤島、久場島、魚釣島に関する丸岡の概略説明は以下の通りで
ある。 
 
   此三島は琉球国領内の積に古来相心得居、其位置沖縄県下と清国福州との間に散在
せる無人島にして、其筋［内務省を指す］の内命に依り、明治 18 年 10 月実地踏査と
して沖縄県属警部等派遣せしめ、国標建設等の義、同年 11 月伺出候処、同 12 月 5 日、
目下建設を要せざる義と可心得旨、外務・内務両卿より指令あり。然るに追々管下人
民、漁業の為め渡航候者も有之。是が所轄を定め置ざれば不都合なるを以、八重山島
役所の所轄と致度旨、23 年 1 月内務大臣へ伺出、未だ指令を得ず407 
 
 この丸岡知事の 1月 27日付け海軍大臣宛上申に対する海軍側の具体的な対応は鈍かった。
6 月 24 日になって佐世保鎮守府の林清康司令長官408が井上良馨海軍参謀部長に宛てた文書
409のよって参謀本部410と現場とのやりとりが見えてくるが、双方とも丸岡知事が求めてい
る無人島へ調査には積極的ではない。大東島だけなら、「海門」の派遣は可能だが、「魚釣
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島等をも探
マ
見
マ
することなれば、特に其訓令ありたし。如何となれば沖縄県知事の上申書に
依れば未だ領属も判然せざるものの如き島なればなり411」と林司令長官は述べている。し
かし、すでに海軍大臣が知事に大東島を探索させることを通達しているため、この際は大
東島の取り調べを行い、久米赤島以下については「明年晴期の季節」に行うということに
して対処することにする。「海門」は 7 月 27 日に長崎港を抜錨し、ひとまず那覇港にむか
う。8 月 2 日に「海門」副長の中尾大尉が県庁に出向き、県書記官の檜垣直枝に面会する412。
中尾副長は檜垣書記官との協議の中で、県側の対応に冷淡さを感じ、丸岡知事の 1 月の上
申と海軍省の命令との間には齟齬があると気づいたため、翌日、檜垣書記官と県属の戸田
敬義を「海門」に呼んで事情を聞いた413。 
 その時の県職員の説明によると、第一の目的は、これまで未着手であったラサ島、南波
照間島の探検であり、久米赤島、魚釣島、久場島の三島については前回の踏査が不充分で
あったため、ラサ島、南波照間島の探検のついでに一度探検してもらいたいとのことであ
った414。丸岡知事が 1892 年 1 月 27 日に海軍大臣に上申した時には、久米赤島以下の島嶼
を「本邦版図に編入可相成」のため、それらの島嶼の位置、周囲等の確定をしてもらいた
いとのことであったが、「疑存島」の探検を優先させることに変わっていた。 
 結局、1892 年 8 月に「海門」が実際に探検したのは沖縄県が探検の必要性を認めなかっ
た南北大東島と外一島（ラサ島）であって、その他の島嶼は所在すると推定されている位
置も異なっており、短期間に実施できるものではない。「来春好時候を俟て着手せらるう方、
得策なり」となった。しかし実際にはその後、海軍による久米赤島、久場島、魚釣島への
探検は着手されなかった。 
 
奈良原繁知事による指令の見直請求 
 1892 年 7 月、奈良原繁が丸岡莞爾に代わって沖縄県知事に就任する。軍艦「海門」によ
る南北大東島外一島（ラサ島：沖大東島）探検に関する報告書は 9 月 23 日付で奈良原知事
宛に発せられる。ラサ島の実在が確認できたのは収穫といえよう。残る久米赤島、久場島、
魚釣島、そして存在の有無すら定かでない南波照間島への調査を海軍側は翌 1893 年春の好
時候に実施するはずであった。しかしいくら待っても海軍からの調査実施の報告は届かな
かった。奈良原知事は 1893 年 4 月 1 日に東京に出向く。翌 2 日に海軍大臣西郷従道宛に「着
京御届」を出し「御用有之 4 月 1 日着京致候。依て宿所付相添へ、此段御届申上候也415」
として宿所の住所も告げている。西郷、奈良原いずれも薩摩藩の出身、旧知の間柄なので、
奈良原の在京中におそらく面会する機会があったであろう。その際にまだ実施されていな
い南波照間島の有無の調査や魚釣島等の再調査について話し合われたのか、記録にはなく、
海軍はそれらの調査を実施しなかっただろうと村田忠禧は指摘している416。 
 奈良原知事は、1893 年 11 月 2 日、内務大臣井上馨、外務大臣陸奥宗光に宛て「甲第 111
号 久場島魚釣島へ本県所轄標杭建設之義に付上申」と題する以下の上申を提出する。 
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   本県管下八重山群島の北西に位せる無人島、久場島・魚釣島之義、本県所轄とし、
大東島の例に倣い、本県所轄の標杭建設致度儀に付、去る 18 年 11 月 5 日、第 384 号
を以て上申仕候処、同年 12 月 5 日付を以て、目下建設を要せざる儀と可相心得旨、御
指令相成り候処、近来該島へ向け漁業等を試みる者有之。取締上にも関係不尠義に付、
去る 18 年縷々上申仕候通、本県の所轄とし、其目標建設仕度候条、至急仰御指揮度、
曩きの上申書及御指令写相添へ、此段重て上申候也417 
 
 奈良原知事も 1885 年 11 月 5 日の森長義大書記官が西村捨三県令を僭称して書いた上申
を本物と思い込んでおり、同年 12 月 5 日に出された外務卿・内務卿連名の指令はそれに対
する回答と見なしている。したがって、指令内容に不満を覚えざるを得ない。彼の指令見
直しを求める上申は丸岡知事による見直し要請が無視されたことを引き継いでの再度の上
申であり、しかも具体的に同島での漁業等の開拓を求める要請を受けたものであるため、
丸岡のそれよりも強い調子になっている。たび重なる上申に対して反応を示さない中央政
府の対応への不満が募っていたのだろう418。 
 注目すべきなのは、奈良原知事の上申は「久場島魚釣島へ本県所轄標杭建設」について
であって、それまでは久米赤島（赤尾嶼）も含めて三島への国標建設が議論されていたが、
奈良原の上申では、久米赤島について言及がないことである。これは、同島は岩礁にすぎ
ず、開拓の可能性をそもそも見込んでいないため、対象外とされたのであろうと村田忠禧
は指摘する419。 
 時の内務大臣は 1885 年 12 月 5 日に山縣有朋と連名で「書面伺いの趣、目下建設を要せ
ざる儀と可心得事」という指令を出した井上馨である。井上は、同年 10 月 21 日に山縣内
務卿に「国標を建て開拓等に着手するは、他日の機会に譲候方、可然存候」という親展書
簡を出して、国標建設に前のめりになっている山縣の動きにブレーキをかけていた。 
 奈良原知事からの上申を受理した後の内務省内部のやりとりを記録した文書は探せてい
ないが、県知事からの上申を扱う内務省県治局長の江木千之も、上司である井上内務大臣
がかつて処理した案件であることを承知しているので、特に慎重に対応するよう心がけた
はずである。江木はしばらく回答を留保し、5 ヶ月ほど経った 1894 年 4 月 14 日に照会案
を作成する。われわれが今日見ることができる文書は外務省が保存しているもので、「甲 69
号」という文書番号を付けられている。 
 この照会案は沖縄県から出された「久場島、魚釣島へ所轄標杭建設の義に付上申」に対
し、「右案一応照会可然歟、仰裁」とし、「追て本県は別紙の通り、明治 18 年中、伺出候得
共、清国に交渉するを以て、外務省と御協議の末、建設を要せざる旨、指令相成、併せて
太政官にも内申相成候件に有之候」と記している。つまり、清国と関連するデリケートな
問題であるため、外務省と協議した結果、建設しないことにしたという経緯を紹介したう
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えで、以下の照会案を内務省県治局長名で沖縄県知事宛て親展を出すことを提案する。 
 
   客年 11 月 2 日付を以て久場島、魚釣島へ所轄標杭建設の義、上申相成候処、左の件
承知致度 
 一 該島港湾の形状 
 一 物産及土地開拓見込みの有無 
   一 旧記口碑等に就き、我国に属せし証左、其他宮古、八重山島等との従来の関係 
    右及照会候也420 
 
 江木県治局長はこの照会案を作成するに際して、上司である井上馨内務大臣に指示を仰
いでいる。1885 年の指令を見直すには、当時その指令を発した張本人である井上馨の見解
を無視することはありえない。井上にしても「我国に属せし証左、其他宮古、八重山島等
との従来の関係」について、予想される清国からの反応に対処できる新たに掌握した根拠
が提示されるのであれば、指示の見直しを検討してもよいと考えていたであろう。 
 この 4 月 14 日付け照会（4 月 21 日施行）を受けて、奈良原知事は 5 月 12 日、内務省県
治局長宛に以下の通り回答する。この文書も今われわれが目にすることができるのは外務
省に保存されたもので、そこには「県処治秘 第 12 号の内」という内務省の文書番号が枠
外に記されている。 
 
   復第 153 号 
   久場島、魚釣島港湾の形状及其他の件に付、秘別第 34 号御照会の趣、了承致候。然
る処、該島は去る 18 年中、県属警部等派出踏査せしめ候以来、更に実地調査致さざる
を以て、確報難及候得共、当時出張員の調書及回航船出雲丸船長報告書は別紙の通り
に有之候条、其写し并略図相添へ、此段及御回答候也 
   明治 27 年 5 月 12 日 
         沖縄県知事 奈良原繁 印 
    内務省県治局長 江木千之殿 
 
追て該島に関する旧記書類及我邦に属せし証左の明文又は口碑の伝説等も無之。古
来、県下の漁夫、時々八重山島より両島へ渡航、漁猟致し候関係のみ有之候条、此段
申添候也421 
 
 上記の奈良原知事の回答で明らかになったことは、1885 年 10 月に石沢兵吾等が行った
わずか 6 時間たらずの、しかも魚釣島だけしか実施しなかった調査以降、実地調査は行わ
れなかった、海軍軍艦「海門」による探検についても全く言及がないので、実施されなか
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ったことがわかる。したがって港湾の形状や物産および土地開拓の見込みの有無について、
沖縄県は新たな報告を提出できなかったのである。 
 しかもこれらの島に関する旧記書類および我邦（日本国）に属することを証明する明文
または伝聞も存在していない。ただ八重山から漁民が時々漁に出かけることがあることを
指摘するだけである。これが沖縄県知事としての内務省に対する正式回答であり、このよ
うな回答では 1885 年 12 月 5 日の指令を変更できるはずがない。 
 
第 2節 新たな領有根拠の不在と戦勝に乗じた尖閣領有 
これまで述べてきた経緯から明らかなように、1885 年 10 月 30 日に多く見積もっても 6
時間程度、しかも魚釣島のみへの不十分な調査を行っただけで、それ以降、沖縄本島西方
に散在する無人島への具体的な調査は実施されなかった422。 
1894 年 5 月 12 日に奈良原繁沖縄県知事が江木千之内務省県治局長に提出したのは 1885
年 10 月の出雲丸による調査を行った際の報告であり、それは同年 11 月の時点ですでに内
務省に提出されていた。その調査以降、新たな調査は行われていなかったので、その報告
しか出せなかったのである。1885 年 12 月 5 日の「目下建設を要せざる」という指令を見
直す新たな根拠を沖縄県は持ち合わせていないことが露呈された。 
1894 年半ばになると、日本と清国との関係は、沖縄帰属問題ではなく、朝鮮をめぐって
緊張していた。小さな無人島の問題で清国との間で「不要のコンプリケーション423」を引
き起こしてはならない。奈良原知事の上申は棚上げにして、しばらく様子を見ることにし
たと思われる。1892 年 8 月から内務大臣であった井上馨に替わって、野村靖が 1894 年 10
月 15 日から内務大臣となった。井上内務大臣の交代が一定の影響を与えたのかもしれない
が、最大の要因は別のところにあった。同年 7 月末から始まった清国との戦争で、すでに
日本軍は 9 月の段階で連戦連勝の局面を作り出していた。 
実は清国に対して日本は、戦場における軍事的勝利だけでなく、情報の掌握という点で
も圧倒的優勢を占めていた。時の外務大臣陸奥宗光の回顧録である新訂『蹇蹇録』に校注
を加えた中塚明は「実は日清戦争のとき、清国政府と駐日清国公使および滞日中の清国講
和使節との間の電報は、開戦前から日本政府によって解読されていて、もちろん陸奥は一
言一句その内容を熟知していた424」と指摘している。清国側の交信内容を解読できていた
日本政府にとって、清国政府の手の内はすべてお見通しであった。11 月になると清国は、
欧米各国を通じて講和を提起してきた。しかし清国が出してきた朝鮮の「独立」の承認と
賠償金の支払いという講和条件に日本側は満足するはずがなく、「割地」すなわち領土の獲
得、具体的には陸軍は遼東半島を、海軍は台湾の取得を目標に定めていた425。ただしその
要求を早い段階から対外的に明らかにすれば、清国はそれを阻止するために、列強に日本
の野望を情報として流す。列強はそれ自身の利害から出発して、仲介・調停を口実に介入
してくる恐れがある。そのような事態を防ぐために、日本側は自身の講和条件を明示せず、
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清国が無条件で講和を呑むしかない状況を作り出し、そこに追い込む作戦にでた。 
戦争での勝利が確実になったので、もはや清国の対応を懸念する必要はなくなった。内
務省はそれまで棚上げにしてきた沖縄県知事からの「久場島魚釣島へ所轄標杭建設之義上
申」の閣議提出に向け動き始める。1893 年 11 月 2 日付けの奈良原繁沖縄縣知事から井上
馨内務大臣（当時）と陸奥宗光外務大臣に出されていた「甲第 111 号 久場島魚釣島へ所
轄標杭建設之義上申」を取り出し、閣議に付すための作業を 12 月 5 日から開始し、12 月
27 日に閣議提出案を決定する426。 
 
  内務省 27 年 12 月 17 日 秘別 133 号 決判 12 月 27 日 文書課長 施行 12 月 27 日 
  明治 27 年 12 月 15 日    主査 府県課長 印 
    県治局長 印 
  大臣 印 
   次官 印 
    参事官 印 
    庶務局長 印 
   久場島魚釣島へ所轄標杭建設之義上申 
              沖縄県 
   本県に関しては別紙の通、明治 18 年中伺出候共、清国に交渉するを以て、外務省と
の御協議の末、建設を要せざる旨、指令相成、其旨、太政官にも内申相成候処、其当
時と今日とは大いに事情を異に致候に付、標杭建設の義、御聞届の積りを以て、左案
相伺候 
 
   （本文魚釣島・久場島に関する地理の沿革等、遂調査候得共、何分其要綱を得ず。
海軍省水路部 210 号地図の八重山島の東北方、和平山及釣魚島の二島は右に該当する
もの如し。而して同部員の口陳に依れば、右二島は別に従来何れの領土とも定まらざ
る趣に有之。地形上沖縄群島中の一部と認むるべきは当然の義と被考候間、先以て本
文の通取調候427） 
 
 閣議提出案への添え書きに注目すると「本文魚釣島・久場島に関する地理の沿革等、遂
調査候得共、何分其要綱を得ず」と、魚釣島、久場島に関する情報は相変わらず要領を得
ないままであることを明記している。 
 この添え書きに出てくる「海軍省水路部 210 号地図」とは「長崎至厦門」と題された海
図のことで、東北大学附属図書館/理学部地理学教室の「外邦図デジタルアーカイブ」によ
って「210 号海図」を確認することができる。デジタルデータなので拡大してよく見ると、
「魚釣島」には「Hoa pin su」とあり、久場島は「黄尾嶼」「Ti a usu」と表記され、久米
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赤島は「赤尾嶼」「Raleigh R.k」と記載されている。尖閣諸島という表記はなく、「尖頭諸
嶼」「Pinnacle I.s」と書かれている428。「Hoa pin su」は「花瓶嶼」の英字表記であり、「Ti 
a usu」は「釣魚嶼」の英字表記である。実際の「花瓶嶼」は「釣魚嶼」より西に位置して
おり、英国海軍海図のミスが改められることなく、日本の海軍水路部作成の海図にも引き
継がれていると村田忠禧は指摘する429。Hoa pin su はその後、「和平山」と表記されること
もあり、後に発生する「魚釣島」を「和平山」あるいは「和洋島」と表記する混乱も、英
国海軍海図のミスに由来している。「黄尾嶼」を Ti a usu と表記しているのも、本来は「釣
魚嶼」の英字表記であったものが、「釣魚嶼」を Hoa pin su と記載したことから、「黄尾嶼」
の表記にズレが生じて Ti a usu になってしまったと村田は解説している。1885 年 11 月 4
日に石沢兵吾が県令代理森長義に提出した「復命書」においても同じ記述になっている。
これらの事実から明らかなことは、海軍水路部発行の「海図 210 号」においてすら、英国
海軍海図に依拠しているのであって、日本自身が調査した地図を有していなかったことで
ある430。 
 海軍省水路部員は「右二島は別に従来何れの領土とも定まらざる趣に有之。地形上沖縄
群島中の一部と認むるべきは当然の義」との見解を表明している。しかし海図には久場島、
久米赤島の表記はなく、「黄尾嶼」「赤尾嶼」など中国語の島名が載っているのだから、清
国と関わりのある島嶼と思うのが当然である。ところが、彼らの対応には清国に対する配
慮はもはや見受けられない。1885（明治 18）年においては、内務省は国標建設について「清
国に交渉する［関わりがあるという意味］」という配慮から、外務省と協議して「建設を要
せざる」という指令を沖縄県に出していたが、いまや「其当時［1885 年 12 月］と今日［1894
年 12 月］とは大いに事情を異に致し候」とした。 
 ここでいう其当時（1885 年）と今日（1894 年）で事情が大いに異なるというのは、これ
らの無人島に関して日本が領有を主張するに十分な根拠が見つかったということではない。
清国との戦争において日本は勝利を収めており、もはや清国に配慮する必要はないという
ことである。そこで、内務省は以下の通りの閣議提出案を作成して外務大臣宛に出して意
見を伺う。 
 
  閣議提出案 
  別紙標杭建設に関する件閣議提出す 
    年  月  日     大臣 
       総理大臣宛 
 
  （別紙） 
   沖縄県下八重山群島の北西に位する久場島・魚釣島は従来無人島なれども、近来に
至り該島へ向け漁業島等を試むる者有之。之れが取締を要するを以て仝［どう］県の
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所轄とし、標杭建設致度旨、同県知事より上申の通り、標杭を建設せしめんとす。 
   右閣議を請ふ431 
 
 内務大臣野村靖はこの閣議提出案は 1885 年 12 月の外務・内務両卿名による指令の見直
しにあたるので、12 月 27 日に外務大臣陸奥宗光に以下の通り問い合わせをする。この関連
文書は、外務省外交資料館に保存されている当時の公文書「帝国版図関係雑件」の「沖縄
県久米赤島、久場島、魚釣島へ国標建設ノ件」の 31 番から 37 番としてまとめられている。 
 
   秘別第 133 号 
   久場島魚釣島へ所轄標杭建設の義、別紙甲号之通り、沖縄県知事より上申候処、本
件に関して別紙乙号の通り、明治 18 年中、貴省と御協議の末、指令及びたる次第も有
之候共、其当時と今日とは事情も相異候に付、別紙閣議提出の見込に有之候条、一応
及御協議候也 
    追て御回答の節、別紙御返戻有之度候也 
    明治 27 年 12 月 27 日 
     内務大臣子爵 野村靖 
    外務大臣子爵 陸奥宗光殿432 
 
 上記の文章に出てくる「別紙甲号」とは、1893 年 11 月 2 日付け奈良原繁沖縄県知事の
甲第 111 号文書で 31 番であり、「別紙乙号」とは 1885 年 11 月 27 日の「無人島国標建設
の義に付伺」という文書で 37 番である。この別紙乙号の最後に「書面伺の趣、目下建設要
せざる義と可心得事」と外務卿、内務卿連名の「御指令案」が書かれている。この甲号か
ら乙号の間にある 5件の文書は 1885年以来の沖縄県と政府とのやりとりの経緯を示す資料
として閣議提出用にまとめられたものである。その中の 32 番には、1885 年 11 月 5 日の沖
縄県令西村捨三名義の文書「第 384 号魚釣島外二島実地取調の義に付上申」が収められて
いる。この文書は、すでに明らかにしてきた通り、西村捨三本人が書いたものではなく、
県令代理の森長義が記し、東京に出張していた西村捨三によって破棄されたものである。
だが、副本が沖縄県に保存されていたため、後の沖縄県知事はその事情を知らないまま、
指令見直しの根拠にしている。内務省もそれは西村捨三本人が作成した文書でないことを
知っていた。そのすぐ後の同年 11 月 24 日付けで西村捨三が井上外務卿と山縣内務卿に宛
てた書簡の中でも「該島国標建設の儀は嘗て伺書の通、清国と関係なしにもあらず。万一
不都合を生じ候ては不相済候に付、如何取計可然哉、至急何分の御指揮奉仰候也433」と、9
月 22 日の「伺書」に続いて再度、国標建設見直しの「至急の御指揮」を仰ぎたいと述べて
いるのである。しかも、1885 年 11 月 5 日付けの「第 384 号魚釣島外二島実地取調の義に
付上申」は内務省には存在しておらず、1890 年に丸岡知事の上申に対して、内務省県治局
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長の末松謙澄は同年 2 月 7 日「県沖第 6 号」において、「［明治］18 年 11 月 5 日御県第 384
号伺へ対する同年 12 月 5 日指令の顛末書、取調上、入用に付、右の写、御廻送有之度、此
段及照会候也434」と、「第 384 号伺」の写しを送るよう沖縄県に照会した経緯がある。本来、
公文書として非常に問題のあるものである。ただ清国との戦争に大勝利を収めていた 1894
年末の明治政府にとっては、それはどうでもいいことであったであろう。 
 野村靖内務大臣は、陸奥宗光外務大臣が反対するはずがないことを承知していたので、
「一応」「御協議」を求めることにしたのである。果たして陸奥からの回答も極めて簡単で
あった。 
 
   親展送第 2 号 
   明治 28 年 1 月 10 日起草 明治 28 年 1 月 11 日発遣 
   機密  
     外務大臣子爵 陸奥宗光 
    内務大臣子爵 野村靖殿 
    久場島及魚釣島へ所轄標杭建設の件 
    久場島及魚釣島へ所轄標杭建設の義に付、沖縄県知事よりの上申書及明治 18年中、
仝県への指令案相添へ、客年 12 月 27 日附秘別第 133 号を以て御照会の趣了承。本
件に関し本省は別段異議無之候付、御見込の通り御取計相成可然と存候。依て右附
属書類相添へ此段回答申進候也435 
 
 陸奥外務大臣の関心事はもはや小さな無人島の領有に清国がどう反応するかといったこ
とではなかった。陸奥は伊藤博文総理大臣とともに、いかに台湾を割譲させるかを検討し
ていたのである。「別段異議無」と回答するのみで充分である。 
 外務大臣からの同意が得られたので、野村靖内務大臣は 1895 年 1 月 12 日に伊藤総理大
臣宛に秘別第 133 号「標杭建設に関する件」を閣議提出する。 
 
   秘別第 133 号 
   標杭建設に関する件 
   沖縄県下八重山群島の北西に位する久場島、魚釣島は、従来無人島なれども、近来
に至り該島へ向け漁業等を試むる者有之。之れが取締を要するを以て、同県の所轄と
し、標杭建設致度旨、同県知事より上申有之。右は同県の所轄と認むるに依り、上申
の通り標杭を建設せしめんとす。 
   右閣議を請ふ。 
    明治 28 年 1 月 12 日 
       内務大臣子爵 野村靖436 
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 それを受けて内閣書記官は 1 月 14 日に審議用の文書を起草し、内閣の承認を得る手続き
を始め、1 月 21 日までに閣僚全員の署名が完成し、閣議を通過する。 
 
   別紙内務大臣請議、沖縄県下八重山群島の北西に位する久場島、魚釣島と称する無
人へ向け、近来漁業等を試むる者有之為め、取締を要するに付ては、同島の儀は沖縄
県の所轄と認むるを以て、標杭建設の儀、仝県知事上申の通、許可すべしとの件は、
別に差支も無之に付、請議の通にて然るべし 
    指令案 
   標杭建設に関する件、請議の通 
     明治 28 年 1 月 21 日437    
 
 「標杭建設の儀、仝県知事上申の通、許可すべしとの件は、別に差支も無之に付、請議
の通にて然るべし」と、沖縄県管轄下に置くという標杭を許可したところで「別に差し支
えないから」という「実にいい加減な理由で閣議決定を行ったのである438」と村田忠禧は
指摘する。 
 「尖閣問題について日本の立場にたって最も熱心に論陣を張ってきた論者の一人である
439」と松井芳郎が評している奥原敏雄でさえ「日清戦争の終結と尖閣列島の領土編入がた
またま時期的に一致したことは、日中両国にとって不幸なことであった440」と述べている。 
 以上、本来あるはずの、本件に関する 1886（明治 19）年以降の内務省管轄文書が見当た
らないため、外務省の「帝国版図関係雑件」からの引用によって久場島及び魚釣島の日本
領有課程を再現してきた。当時は尖閣諸島という名称は使われておらず、1885 年 11 月の
森長義が西村県令名義で国標建設を求めた久米赤島以外にも北小島・南小島も対象外であ
る。 
 
ラレー岩・赤尾嶼・久米赤島・大正島の帰属 
 沖縄県への編入を決めた 1895 年 1 月の閣議決定は「久場島」と「魚釣島」のみを対象に
している。「久米赤島」（赤尾嶼、英国海軍は Raleigh Rock と名付けていた）については何
も言及がない。のちに「大正島」という名称が付けられる「久米赤島」の扱いは忘れ去ら
れてしまったのだろうか。 
1919 年冬、中国福建省恵安県の漁民 31 名が遭難し、尖閣列島内和洋島（魚釣島のこと）
に漂着し、救助されるという事件が発生した。中華民国駐長崎領事の馮冕が 1920 年 5 月
20 日に豊川善佐石垣村村長と古賀善次に感謝状を送っている。この感謝状は、尖閣が日本
だということを当時の中華民国は認めていたという根拠としてよくあげられるものである。
この事件が契機になって、久米赤島（ラレー岩・赤尾嶼）の沖縄県への未編入という事実
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が表面化したのであろうと村田忠禧は述べている441。1920（大正 9）年 12 月 9 日の『官報』
にこの島に関する編入と名称設定が沖縄県の布告が以下の通り掲載されている。 
 
  所属未定地編入 
  北緯 25 度 53 分 55 秒 東経 124 度 33 分 52 秒に在る島嶼は所属未定地に付沖縄県
島嶼町村制第 3 条に依り内務大臣の許可を経て八重山郡石垣村の区域に編入し本年 2
月 17 日より施行せり 
 
  字名設定 
  八重山郡石垣村の区域に属する北緯 25 度 53 分 55 秒 東経 124 度 33 分 52 秒に在
る島嶼に字登野城大正
タイショウ
島
ﾄ ｳ
の名称を付し本年 3 月 18 日より施行せり442 
  
このように、1885 年当時、国標建設の対象となっていた「久米赤島」は、1895 年の閣議
決定の対象とはならず、同閣議決定による「魚釣島」の編入から 25 年後の 1920 年 2 月 17
日に日本に編入されたのである。さらに、それまで日本側が使っていた「久米赤島」では
なく、「大正島（タイショウトウ）」という新名称を付けたのは、「あたかも新発見の島であ
るかのように装って、県側の『落ち度』を隠蔽しようとしたのではなかろうか」と村田忠
禧は推測している443。実際にはその後も「赤尾嶼」という中国由来の名称を使うことの方
が多い。たとえば、海上保安庁のホームページ上にある「在日アメリカ合衆国軍海上訓練
区域一覧表」の中でも「４．赤尾嶼射爆撃場（尖閣諸島444）」と表記されている。こうして
「久米赤島」は地図から消えたのである。 
 
内外に公表されなかった編入 
 「大正島」（赤尾嶼）の編入は、以上の経緯で 1920 年 12 月 9 日の『官報』で告知された。
しかし、1895 年 1 月の閣議決定によって、沖縄県管轄下に置くことが許可された魚釣島、
久場島については『官報』にその事実が掲載されたことがない。1885 年 10 月 21 日に井上
馨外務卿が山縣有朋内務卿に、大東島と魚釣島等への調査や国標建設の事実を「官報并に
新聞紙に掲載不相成」と内密にしておくべきとした忠告は 10 年後にも引き継がれていたの
である。村田忠禧は「公表しようとしても、領有することについての正当な根拠が提示で
きないからであろう445」としている。10 年前の「その当時と今とでは事情を異にする」の
で標杭建設も「差し支えなし」といった「内輪の事情」は対外的に公表に耐えうる理由で
はない。 
 当時の日本政府にとって、この小さな無人島を領有することは大した問題ではなかった。
しかし、台湾、澎湖諸島、遼東半島という大きな領土の獲得を目指していた日本政府にと
って、小さな無人島であっても、正当な根拠を欠いたままに清国と関わりのある島を領有
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したという事実が明らかになれば、清国のみならず、列強からも問題視され、反対の声が
あがることは間違いない。講話条約によって合法的に台湾等の領土を獲得しようとする日
本政府の目標実現が妨げられる恐れがある。それを防ぐためには、これら小さな無人島の
領有の事実を内外に公表しないことが重要であったと考えられる。 
日本政府は、1895 年 1 月の閣議決定で「久場島、魚釣島」を領有したとしているが、そ
の事実を当時、国際的にも国内的にも公式に表明していない。まさに戦勝に乗じてこっそ
りと領有したものであり、先占の事実を関係国に通知する義務はないため446、国際法上の
先占の法理の要件は満たしていても、「火事場泥棒的な行為」との批判に対して、筆者は
「100％正々堂々とした領有経緯である」と答えることはできない。本論文の序章で「先占
の法理だけに依拠して日本の領有を主張するには根拠が十分だとはいえないと考える」と
述べた由縁である。 
先占の事実を関係国に通知する義務はないため、内外に一切公表しない戦勝に乗じた閣
議決定であっても、国際法上の先占の要件は満たしていることは既に述べたが、当時の国
内法的には問題はなかったのだろか？同閣議決定については、秘密裏に行われたことを根
拠に国際法上の先占の要件を満たしていないとの批判は行われたきたが、当時の国内法制
の点からも問題があると主張したのは、管見の限り、高橋庄五郎だけのようである。高橋
は『尖閣列島ノート』の中で以下の趣旨を述べている。新憲法においては、「行政権は内閣
に属する」のに対して、旧憲法では行政の大権は天皇にあって、内閣は行政権の主体とし
ての天皇の輔弼機関にすぎなかった。旧憲法では国務大臣が内閣という会議体を組織する
ことは明らかにされておらず、内閣は憲法に直接根拠をもつ機関ではなかった。だから、
明治 28（1895）年 1 月 14 日の閣議決定は、そのままでは「正式にわが国の領土に編入す
る」ために国家としての意思決定をしたことにはならない。国家としての正式な意思表示
は勅令というかたちをとらなければならなかった447。そのうえで、1896 年の勅令第 13 号
は、他府県に比べて異例の遅れをみた沖縄の地方制度の改革の一環としての郡区の編成と
しての沖縄県区制及び沖縄県編成の勅令であって448、「いわゆる尖閣列島とは全く関係なく
だされたもので、関係あるかのようにいうことは誤りである449」と指摘した。したがって、
1895 年の閣議決定には、旧憲法では必要とされる天皇の裁可がないため、「そのままでは『正
式にわが国の領土に編入する』ために国家としての意思決定をしたことにはならない450」
と高橋は主張した。 
憲法学者の美濃部達吉は『憲法講話』の中で、1889年に制定された内閣官制第五條を引
用し、「法律、勅令、條約、主なる官吏の任免、其の外、國務に關する主なる事柄は總て内
閣の議を經て、總理大臣から之を陛下に奏請して御裁可を仰ぐのであります451」と大日本
国憲法体制下の閣議決定と天皇の裁可について解説している。 
日本近現代史を研究する京都大学教授の永井和は、「国政上の重要事項すべてについて天
皇が最終的決定権をもち、天皇の決裁によってはじめて国家意思が最終的に確定される、
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そういった国家意思決定システム452」と定義する天皇の「万機親裁体制」が明治時代に確
立される過程を論文「万機親裁体制の成立」で明らかにした。永井は、各省大臣等から案
件が閣議に提出され、「閣議で議決された後（案件によっては閣議を経ることなく）、内閣
総理大臣が裁可を求める奏請を行い、天皇がそれに決済を下すことで国家意思が最終的に
確定される」と述べている453。しかしながら、1879 年 4 月 7 日付けで定められた内閣の内
規である「御前議事式公文上奏式施行順序附公文回議手続」は、天皇の裁可を仰ぐ奏請書
の書式を分類し、最後の第三類奏事は裁可を仰ぐのではなくて、たんに天皇に報告するだ
けよいとされたとし、全ての閣議決定が天皇の裁可を必要としたわけではないことを永井
は明らかにしている。1895 年 1 月の尖閣諸島を併合した閣議決定「標杭建設に関する件」
の閣議書に「指令案」とあり、その結文に「請議ノ通」とあることから、同閣議決定は「閣
議決定事項だが、天皇に上奏裁可を要しないことがら」に該当すると思われる454。したが
って、天皇の裁可がない閣議決定だからといって、高橋庄五郎がいう「国家としての意思
決定をしたことにはならない」という指摘は当たらない。 
しかしながら、現在、中国とベトナムやフィリピンなどが領有権を主張している南シナ
海の南沙諸島を「新南群島」と名付け、日本への領有を宣言して公表された 1938 年 12 月
の閣議書「新南群島の所属に関する件455」には「右、謹テ裁可ヲ仰グ」の一文があり、天
皇の裁可を経た閣議決定であった。また、永井和は論文「万機親裁体制」の中で、少将相
当官の陸軍軍事医官でもあった森鴎外の結婚許可や「夏目金之助（漱石）第五高等学校教
授任官の件」などにも明治天皇は裁可を下していたことを紹介している456。さらに永井は、
先述した内閣の内規である「御前議事式公文上奏式施行順序附公文回議手続」によれば、「国
郡の経界変更など」は、第一類奏事式にのっとるもので、閣議決定後、「天皇が可印を用い
て裁可を下すと定められている」としている457。それらのことと比べて、日本国家が新た
な領土である尖閣諸島を併合したことを示す1895年の閣議決定が天皇の裁可がなく秘密裏
に処理されていることは合法的であるとはいえ、違和感を覚えるとともに、「100％正々堂々
とした領有経緯である」と主張することは躊躇せざるをえない。 
 しかも、閣議決定によって建設が許可された標杭は 1969 年 5 月 9 日に石垣市が標識を設
置した。閣議決定から 70 年以上も放置されていたにもかかわらず、1968 年に ECAFE（ア
ジア極東経済委員会）が周辺海域における海底資源埋蔵の可能性を発表され、領有問題が
顕在化し始めたからである。 
 
第 3節 1896年における勅令第 13号 
さて、時代は尖閣諸島の領有を閣議決定した 1895 年から 1970 年に戻る。 
同年 10 月 7 日の国会答弁で、山中貞則が尖閣領有の根拠として 1895 年の閣議決定とと
もに示した「［明治］29 年の勅令」すなわち 1896 年の勅令第 13 号は以下の内容である。 
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   勅令第十三号 
    朕沖縄県ノ郡編制ニ関スル件ヲ裁可シ茲ニ之ヲ公布セシム 
   御名御璽 
    明治二十九年三月五日 
                                  内閣総理大臣 
                                    内務大臣 
第1条 那覇、首里両区ノ区域ヲ除ク外、沖縄県ヲ画シテ左ノ五郡トス 
 島尻郡 島尻各間切、久米島、慶良間諸島、渡名喜島、粟国島、伊平屋諸島、鳥島、 
     及大東島 
 中頭郡 中頭各間切 
 国頭郡 国頭各間切、及伊江島 
 宮古郡 宮古諸島 
 八重山郡 八重山諸島 
第2条 郡ノ境界若クハ名称ヲ変更スルコトヲ要スルトキハ内務大臣、之ヲ定ム 
   附則 
第3条 本令施行ノ時期ハ内務大臣、之ヲ定ム458 
 
 凡例でも述べた通り、当時は「尖閣」という島名はまだ存在していないので、「久場島、
魚釣島と称する無人島」が 1895 年 1 月の閣議決定により沖縄県の所轄と認められ、日本に
編入された。 
 しかし、勅令第 13 号には、閣議決定した魚釣島、久場島に関しては何の言及もない。し
たがって勅令第 13 号で八重山に編制されたとは言い難いのである。八重山郡に編制された
のは「八重山諸島」であって、八重山諸島には魚釣島、久場島が含まれているとは解釈で
きない。一方、1885 年 8 月に日本に編入された大東島は島尻郡の下に明示されている。も
し、八重山郡に含まれるのであれば、大東島のように、魚釣島、久場島も八重山諸島と並
んで明示されるべきである。それがないということは、魚釣島、久場島は勅令第 13 号の編
制対象ではなかったということである。 
 
勅令第 13 号に関する最新の研究 
 領有根拠としての勅令第 13 号については、台湾の邵漢儀が「從『外交部檔案』解析中華
民國對釣魚臺列嶼主權之確立過程」の中で以下の重要な指摘をしている。 
邵が台湾の『外交部檔案』を調べたところによると、1970 年 9 月 3 日に駐華日本大使の
板垣修が外交部次長（副大臣に相当）の沈劍虹を訪ねた時に「尖閣群島は 1896 年に琉球の
八重山郡石垣市に編入され、日本の古賀氏が琉球に対して賃借料を払っている。これは紛
れもない事実である」と述べ、その法的根拠として「1896 年の勅令 13 号」を示した。板
100 
 
垣のこの発言は極めて重要である。なぜなら、板垣大使はこの約一ヶ月後に再び沈次長と
面談した際にこの発言を翻し、これらの諸島に対する日本の最も重要な法的根拠を変更し
たからである459。 
板垣大使の発言を受け、国府は日本が重要な法的論拠とした勅令第 13 号について分析・
調査を行い、10 月 1 日には、外交部条約局が「日本明治廿九年勅令第 13 号に関する分析」
を完成させ、その中で以下のように述べている。「日本と琉球政府及び日本と琉球の新聞は、
釣魚臺列嶼が琉球群島に所属する歴史上の主要な根拠として、いわゆる日本の明治廿九年
（1896 年）の天皇の勅令によって、尖閣諸島（釣魚臺列嶼）が沖縄県八重山郡石垣村に所
属すると指摘している」、しかし、この勅令を調査したところ「『尖閣諸島』或いは『魚釣
島』等の文字は無いのである」460 
 10 月 23 日、沈外交部長代理は日本駐華大使の板垣修と面談し、非公式に意見交換を行い、
会談の内容は秘密にするよう求めた。両者は大陸棚の問題を話し合ったあと、先月（9 月 3
日）に板垣が来訪した時に日本の主張の根拠とした 1896 年天皇の勅令について、沈が質問
した。板垣の回答は以下である。「前回の会談の際に自分が述べた天皇の勅令は誤りだった。
実はそれより少し早い内閣決議［1895 年の閣議決定のこと］を示すつもりである。この決
議は下関条約の締結前に行われており、当時、台湾はまだ日本に割譲されておらず、台湾
割譲前に既に尖閣諸島は琉球の一部分であったといえる」。板垣が述べたいわゆる「少し早
い内閣決議」は会談の中で初めて出た話なので、沈はその決議全文を見せるように要求し
た。板垣は日本の最も重要な主権の根拠を 1896 年の天皇の勅令から 1895 年の内閣決議に
変更したのである。板垣の首尾一貫しない発言の原因は 1895 年の内閣決議が秘密決議であ
り、対外的に公開されなかったことにあり、したがって日本政府でさえ、釣魚臺争議の初
期の段階では熟知していなかったのである。1895 年 1 月 14 日の内閣決議は秘密で未公開
だったので、戦後初期、同盟国は歴史を戻すことができず、釣魚臺の戦前の法的地位を追
究し、元の主にそれを返す手がかりさえないことになってしまったと邵漢儀は述べている
461。 
 上記の邵漢儀による台湾の「外交部檔案」に依拠した最新の研究成果は、尖閣諸島に関
する日本政府の見解が変遷する背景の核心に迫るものである。 
つまり、板垣駐華大使は 1970 年 9 月 3 日に尖閣領有の法的根拠として、1896 年の勅令
第 13 号を中華民国外交部に示した。その後、国府外交部は当該勅令には「尖閣」および「魚
釣島」の文字がないことを指摘する。したがって、板垣大使は 10 月 23 日なって、尖閣領
有の法的根拠は勅令第 13 号ではなく、1895 年の閣議決定だと国府外交部に対して主張し
た。だからこそ、1970 年 9 月 7 日に、外務省の山崎参事官が初めて「尖閣列島は［中略］
わが国の領土であるということについては一点の疑いもない」と答弁した時も、またその 3
日後の 9 月 10 日に愛知揆一外相が大臣として初めて「尖閣諸島の領有権問題につきまして
は、いかなる政府とも交渉とか何とかを持つべき筋合いのものではない、領土権としては、
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これは明確に領土権を日本側が持っている」と答弁した際にも、領有の根拠として 1895 年
の閣議決定も勅令第 13 号も示していないのである。 
同年 9 月 17 日の琉球政府声明「尖閣列島の領土権について」の中で初めて領有根拠とし
て 1895 年の閣議決定と翌年の勅令第 13 号が言及された。そして、その後の 10 月 7 日に
国会答弁として初めて山中総理府総務長官が閣議決定と勅令が領有の根拠だと主張した。
この時点では、国府はまだ勅令第 13 号についての見解を発表していない。しかし、10 月
23 日になって、板垣大使が国府に対して、勅令第 13 号は誤りで、1895 年の閣議決定が領
有根拠である旨を述べて以降、日本政府としては、勅令第 13 号を明示的に領有根拠だとは
主張していない。 
さらに、尖閣日本領有論を展開した第一人者である奥原敏雄は 2012 年 6 月に創刊された
『島嶼研究ジャーナル』の対談の中で勅令第 13 号について以下のように述べている。 
「［琉球政府］出入国管理庁で尖閣列島がいつ頃八重山諸島の一部になったのかと聞きま
したら、明治 29 年の勅令 13 号だと話してくれましたが、後で調べたところ、これは間違
いでした。勅令 13 号は沖縄県に郡制を敷く勅令であって、尖閣列島に直接関わるものでは
ありません。閣議決定は機密事項だったから表には出なかったわけで、古賀辰四郎氏が、
勅令 13号によって尖閣列島が八重山諸島に所属することになったと誤解したのも無理はな
かったと思います462」。 
その後の国会答弁等の日本政府の見解を見れば、たしかに 1970 年 10 月 23 日以降、勅令
第 13 号を領有根拠としては示していない。しかし、国府とのやりとりは公開されたもので
はないので、国際法学者や政治学者が勅令第 13 号を領有根拠であるかのように、前年の閣
議決定と並べて示していた。 
たとえば、尾崎重義は 1972 年に「琉球政府声明（昭和 45 年 9 月 17 日）が述べている
ように、翌 29 年 4 月 1 日の勅令第 13 号によって沖縄県に郡制が施行されたときに、魚釣
島や黄尾嶼が新しい『八重山郡』に編入されたことは、ほぼ間違いないことであろう。［中
略］魚釣島と黄尾嶼については明治29年4月1日の勅令によって沖縄県に郡制施行の際に、
八重山郡に編入されたことによって、国内法上の領土編入措置が完了したということがで
きる463」としている。勝沼智一は 1973 年に「閣議決定にもとづき、尖閣列島に対してとっ
た国内法上の行政措置は、翌 29 年（1896 年）3 月 5 日の勅令 13 号が施行されるのを機会
に行われている。もっともこの勅令は［中略］とくに、尖閣列島を領土に編入することを
定めたものではないが、沖縄県知事は、勅令 13 号の『八重山諸島』に尖閣列島が含まれる
ものと解釈し、明治 29 年 4 月に、行政区分上同列島を八重山郡に編入せしめ464」と述べて
いる。太寿堂鼎は 1977 年に「1895 年 1 月、閣議決定により、魚釣島及び久場島を沖縄県
の所轄とし、標杭を建てることを決めた。翌年 4 月の勅令により、沖縄県に郡制が施行さ
れたが、両島はまもなく八重山郡に編入され、北小島、南小島とともに国有地に指定され
た465」と記述している。尖閣問題に関する最も多くの資料に基づいた研究成果である『増
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補版 尖閣諸島・琉球・中国（分析・資料・文献）』を著した浦野起央は、2005 年に「閣議
の決定により 1895（明治 29）年 1 月 4 日に国内法上の行政措置がとられ、翌 96 年 3 月 5
日の勅令 13 号で、4 月 1 日尖閣諸島は八重山郡に編入された」と明示的に勅令によって尖
閣が八重山郡に編入されたと述べ、加えてわざわざ「高橋庄五郎は、勅令第 13 号は国内法
上の措置でないし、沖縄県の一方的行為――国際
マ マ
国際法上の行為ではない――としている
が、それは中央の指導による政府の実効的行為と見なされるべきものである」と指摘して
いる466。さらに、豊下楢彦も 2012 年に至っても「魚釣島と久場島についても、国内法上の
領土編入措置が完了したのは、閣議決定から 1 年 3 ヶ月を経た 1896 年 4 月 1 日、勅令によ
り八重山郡に編入された時であった467」と浦野と同じように勅令によって編入されたと明
示的に述べている。また芹田健太郎は 2010 年に「明治 29 年 4 月 1 日の勅令によって沖縄
県に郡制が施行され、魚釣島、久場島の両島はまもなく八重山郡に編入され、南小島、北
小島とともに国有地に指定された468」としており、勅令を領有根拠と明示的には示してい
ないが、勅令によって八重山郡に編入されたとも受け取れかねない記述となっている。松
井芳郎は「勅令第 13 号は沖縄県に郡編制を敷き、これを受けて県知事は尖閣諸島を八重山
郡に編入したとされるが、勅令第 13 号自体が尖閣諸島の名前を明記しているわけではない
469」と 2014 年に出版された『国際法学者がよむ尖閣問題』で述べている。 
2012 年の対談の中で「勅令 13 号は沖縄県に郡制を敷く勅令であって、尖閣列島に直接
関わるものではありません」と述べた奥原敏雄は、実は 1975 年の論文で以下のように、勅
令第 13 号の解釈が誤解された背景を詳細に分析していた。この事実は他の研究では指摘さ
れてこなかった重要な内容であり、奥原の指摘から 40 年近くたった 2012 年に至っても、
著名な政治学者の豊下楢彦は「誤解」に気づいていないように思われるため、当時の公文
書の内容も含めて長文になるが以下に紹介したい。 
 
勅令十三号は沖縄県に郡制を設けるために公布施行されたものであって、尖閣列島
の沖縄県への編入を定めた法令ではない。したがって勅令十三号によって尖閣列島が
領土編入されたとする見方は正しくない。 
他方、勅令十三号は尖閣列島に対して適用された国内法令としては、最初のもので
あったといえよう。そうしてそのことから勅令十三号の内容が確かめられないままに、
この法令によって尖閣列島が領土編入されたとする誤解が生じたものと思われる。 
もっとも、反面においてこのような誤解は、勅令十三号が施行される前年（明治二
十八年）一月十四日の沖縄県所轄に関する閣議決定を、同県知事が十分承知していた
とするならば、おこらなかったようにも思われる。 
   そこで尖閣列島の領土編入に関する先の閣議決定が沖縄県知事に知らされなかった
か、もしくはなんらかの理由で同県の所轄を定める標杭の建設が中止されるにいたっ
たのではないかという疑問が出てくる。 
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   明治二十八年一月十四日の閣議決定を記録する『閣議決定書』原本（国立公文書館
所蔵）には「標杭建設ニ関スル件請議ノ通」とのべた文面を指令案とし、これを一月
二十一日としている。 
   この指令案と同内容のものは、同日付内閣批第一六号とされ、内閣総理大臣（伊藤
博文）の印が押されている。 
 
     内閣批第一六号 
     明治廿八年一月十二日秘別第一三三号 
     標杭建設ニ関スル件請議ノ通 
 
      明治二十八年一月廿一日 
                      内閣総理大臣伯爵 伊藤博文  印 
 
   次いで、翌 1 月 22 日、沖縄県知事への指令の内容などについて協議すべく、内務省
は外務省へ指令の案文を送付している。 
    
      内務省秘別一三三号ノ内 
       明治廿八年一月廿二日 
                               主査府縣課長 印 
        縣治局長 印 
       大臣 印 
       次官 印 
       外務大臣  
        次官 印 
         政務局長 印 
 
        久場島魚釣島ヘ本縣所轄標杭建設ノ件 
                              沖縄縣 
       右閣議決定済ニ付左案御指揮可相成歟 
           案 
      内務省指令    号 
                               沖縄縣 
       明治廿六年十一月二日付甲第百十一号上申標杭建設ニ関スル件間届ク 
        年   月   日 
                               両大臣 
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   内務省の指令案文は「明治二十六年十一月二日付甲第百十一号上申標杭建設ニ関ス
ル件間届ク」とする内容のもので、これに内務外務両大臣が署名するかたちをとって
いた。 
   『帝國版圖関係雑件470』［尖閣諸島の領土編入に関する公文書類がファイルになって
綴られており、外交史料館に所蔵されている］のファイルには、外務省として、右の
案文を二月一日、また本文指令を浄書し調印した上で二月二日、それぞれ内務省へ返
付したことが、メモ書きのかたちで残されている。 
   このようにみてくると内務外務両大臣によって署名された内務省指令が沖縄県知事
に発遣されたのは、二月三日以後のこととなるが、正確にいつ内務省指令が発せられ
たが目下のところ確認できない。当時の内務省指令のなかにも本件に関するものは見
当たらないようである。さらに沖縄県知事が内務省指令を受け取った日付、もしくは
受領したか否かについても、あきらかでない。 
   明治二十八［1895］年六月古賀辰四郎は尖閣列島の開拓許可を求めて『官有地拝借
願』（古賀善次氏所蔵）を内務省に提出しているが、古賀は上京する直前尖閣列島へ赴
いている。古賀辰四郎は右の『拝借願』のなかで「這度該島ハ劃然日本ノ所属ト確定
致候趣……」とのべていたことから、同年一月の閣議決定を聞き及んでいたことがう
かがえるが、もし内務省指令が沖縄県知事へ送られ（二月上旬頃と思われる）、知事が
ただちに標杭設置の措置をとっていたのであれば、古賀はこれによって尖閣列島の領
土編入がおこなわれていたことを知ったであろう。だが古賀の『拝借願』のなかに標
杭が設置された事実は言及されていない。その後の明治年代における多くの文献にお
いても、この事実に触れたものは見当たらない。 
   そればかりでなく古賀辰四郎の『官有地拝借願』は一月十四日の閣議決定半年後の
ことであったにもかかわらず、内務省によって受理されなかった。古賀の『拝借願』
は勅令十三号が施行された四ヶ月後（明治二十九年八月）に内務省によって認められ
た。このこともあってか後に藍綬褒章授与のため内務省へ提出した関係書類のなかに
おいて、古賀は「時偶々明治弐拾七八年戦役ハ終局シ皇国大捷ノ結果台湾島ハ帝国ノ
版図ニ帰シ尖閣列島亦我カ所属タルコト弐拾九年勅令第拾参号ヲ以テ公布アリタルニ
付」とのべている。 
   尖閣列島の開拓に対して最も功績のあった古賀でさえ勅令十三号による尖閣列島の
領土編入がなされたと考えたぐらいであるから、現地の沖縄において、最近まで、そ
のように理解されていたとしても少しも不思議ではない。 
   以上の結果から、標杭建設に関する沖縄県知事宛内務省指令の発遣が、なんらかの
理由（おそらく日清戦争終結のための外交交渉に対する配慮）によって差し控えられ
たか、同様の理由によって標杭建設などの措置が見送られたとする公算が大であると
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ともに、もしそうであれば、明治二十九年四月の勅令十三号施行を機に、この法令の
効力を尖閣列島にまで及ぼすことによって、同列島の沖縄県編入の事実をはじめてあ
きらかにしたものといえよう。 
 
以上、奥原の論文を引用したが、勅令第 13 号が領有根拠と誤解された原因の一つに古賀
辰四郎の『官有地拝借願』の中の一文があったとは他の研究では触れられていない事実で
ある。しかし、これだけ詳細に「誤解」の背景を解説した奥原にして、1970 年 3 月に発表
された論文では「この閣議決定にもとづいた同列島に対する国内法上の編入措置は、翌明
治 29 年 4 月 1 日、勅令 13 号が沖縄県に施行されるのを機会に行われた」と述べていた。
ただし、そのあとに「もっともこの勅令は、元来郡編制に関する［中略］法令であって、
尖閣列島を直接の対象とし、これを国内法上正式に領土編入すべく定められたものはない。
しかし沖縄県知事は、勅令 13 号の『八重山諸島』に同列島が含まれるものと解釈して、同
列島を地方行政区分上、八重山郡に編入させる措置をとったのである」と説明している471。
尖閣に関する最も多くの論文を発表した奥原敏雄にして、勅令第 13 号をめぐる 1970 年 10
月の板垣駐華大使と沈劍虹とのやりとり及び国府からの指摘がされる前には、そのような
記述をしていたのである。 
しかしながら、管見の限り、2012 年の尖閣「国有化」以降は、学者やジャーナリスト、
外務省関係者等の見解としても1895年の閣議決定のみが領有根拠として示されているよう
である。その背景として、1970 年 10 月の国府外交部の沈劍虹部長代理による指摘があり、
板垣駐華大使もその際に初めて1895年の閣議決定を法的根拠として主張したことにあると
いう邵漢儀の研究成果は、日本側の研究者からは指摘されたことのない重要な新事実であ
る。 
ちなみに、後に紹介するが、1971 年 11 月の楢崎弥之助が提出した質問主意書に対する
佐藤栄作首相の答弁の中でも、尖閣領有の根拠として勅令第 13 号はもちろん、1895 年の
閣議決定すら言及されていない。 
 
 1970 年 11 月、本会議における最初の答弁として、山中総理府総務長官は、「尖閣列島の
問題については［中略］、外務大臣として、尖閣列島に関する限り論争する必要がない、ど
の国とも論争する意思はないということを言っておられますし、私どもは尖閣列島の、主
として海底の石油資源開発を目的とした予算上の調査を昨年、ことしと続行いたしており
ますが、来年度予算においてもさらにこれを続行し、そして沖縄にもしそのような有望な
海底資源が発見されましたならば、ひとり沖縄のみならず、日本全部のこの貴重な資源に
大きな貢献をするものと期待をいたしておる次第でございます472」（巻末資料(17)参照）と
の発言をしている。 
 同年 12 月 4 日には、沖縄県選出の西銘順治衆議院議員が 1919 年 5 月 20 日付の長崎駐
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在の馮領事の感謝状について質問し、愛知外相がそれに対する答弁をした。この感謝状に
ついては本章第 2 節でも言及したが、当時の中国が尖閣は日本の領土だと認識していた証
拠として、よく取り上げられるものである473。 
 
○西銘順治 尖閣列島の領有権につきましては、中華民国も戦前から同諸島が沖縄
県に所属していたことを認めておったはずであります。たとえば一九一九年五月二十
日付で中華民国在長崎馮領事の感謝状の事実があるのでございますけれども、政府は
これを知っておられるかどうか。［中略］これは私たちの郷里の大先輩でございます大
浜信泉先生が発見された資料でございますが、［中略］その内容を概略申し上げますと、 
 一九一九年（民国八年）福建省恵安県の漁民三十一名が悪天候で尖閣諸島にたどり
着いたとき、日本帝国八重山郡石垣村職員の熱心な救護を受けたおかげで、無事全員
帰国できたことを感謝する。 
 中華民国駐長崎 馮領事 
こういう感謝状があるわけでございます。［中略］この感謝状からいたしましても、わ
が国の固有の領土であることには間違いはないと思っております。ただ尖閣列島の油
田の開発の問題につきまして［中略］台湾政府とアメリカの商社の間で、この油田開
発に対する取りきめがなされたと聞いておるのであります。これについての大臣の御
見解をお伺いしたいのであります。 
○愛知揆一外相 尖閣諸島がわが国の領土でありますことは、全く議論の余地のな
いところであると思いますので、政府としては、この領有問題について、いかなる他
国の政府とも交渉する考えはないということは、すでに明らかにしておるところでご
ざいます。ただいま、一九十九年五月二十日付、当時の中華民国の長崎駐在馮領事か
ら感謝状を出しているということは私も承知しておりましたが、この感謝状について
あらためて大浜さんが十月十二日に石垣市を訪問しましたときに、牧野清元石垣市助
役からその写しを入手された。［中略］こういう次第で、尖閣諸島に対する領有権問題
というものが歴史的にもきわめて明白であり、また国際的にもはっきりしているという
事実が、ここにさらに明らかになりましたことは、まことに御同慶に存ずる次第でご
ざいます474。（巻末資料(18)参照） 
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第４章 米国の「中立」政策の背景と「先占」による領有「物語」の完成 
 1970 年 12 月 8 日には、衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会において、愛知外
相が以下のように「固有の日本の領土」と固有の領土論を初めて展開した。 
 
○愛知揆一外相 尖閣列島の領有権の問題、主権の問題につきましては、［中略］あ
らゆる角度から見て、これが本来固有の日本の領土である
．．．．．．．．．．．．．
ということについては一点
の疑いもございません。［中略］、いかなる点からいっても領有権には一点の疑いもな
い。それから平和条約第三条によって、施政権がアメリカの手で行なわれておりまし
たが、その施政権の対象となっている地域の中にも、きわめて明白に尖閣列島はその
中に入っておりますから、沖縄の施政権返還の場合におきまして、これまた何らの疑
いなしに当然本土に復帰するわけでございます475。（巻末資料(19)参照） 
 
 同年 12 月 16 日には、川村清一参議院議員が、米国務省が「紛争の解決は日本と国民政
府との当事者間同士が行なうべきものと見解を表明し」たことを取り上げたが、愛知外相
は以下にみるように、それには答えていない。 
 
○川村清一 九月十日の日に［中略］アメリカの国務省は、
．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島は米国施政権
．．．．．．．．
下にある琉球の一部として扱われているが紛争の解決は日本と国民政府との当事者間
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
同士が行なうべきものと見解を表明しておる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。［中略］アメリカもそのようなことを言
っておるわけでありますが、日本政府が国民政府にはっきり抗議をしたということは、
私、ちょっとわからないのですが、それは一体いつごろどういう内容の抗議をしたの
か。 
○愛知揆一外相 大切なことは、尖閣列島の領有権ということは、何ぴとが何と言
っても、これはもう明らかに、いかなる根拠から申しましても、日本の固有の領土で
あります。いまはアメリカの施政権下にありますが、アメリカが返還しようとしてい
るその中に明らかに入っていることでございますから、この問題に対しまして日本政
府としましては、たとえば例は非常に悪いかもしれませんが、日本のある県をある外
国が、「あの県はおれのもののはずだ」と言うのと同じような実に不当なることでござ
いますから、そういうことに対しては、こちらのものであるという態度を厳然ととっ
ておることが大切なことであって、そういうことを言っていることがけしからぬと言
って話し合いに応ずるというふうな問題ではない、こういう私どもとしては態度をと
っているわけです476。（巻末資料(20)参照） 
 
1971 年 1 月 26 日には、佐藤首相が参議院本会議において、日本の首相として初めて「尖
閣列島がわが国の領土であることは、全く議論の余地のない事実で、現在、平和条約第三
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条に基づき、米国の施政のもとに置かれている地域であります。政府としては、尖閣列島
の帰属問題に関しては、当面いかなる国の政府とも交渉することは考えておりません477」
（巻末資料(21)参照）と答弁した。 
なお、答弁書が閣議決定され、内閣の統一見解となる点で国会答弁よりも重みがある478
「質問主意書」への答弁としては、楢崎弥之助衆議院議員が提出した質問に対して、1971
年 11 月に佐藤首相が「尖閣列島が日本国の領土であることの根拠479」として、以下の答弁
書を閣議決定している。領有の根拠として、1895 年の閣議決定および勅令第 13 号に言及
していないことが注目される。 
 
尖閣列島は、歴史的に一貫してわが国の領土たる南西諸島の一部を構成し、明治二
十八年五月発効の下関条約第二条に基づきわが国が清国より割譲を受けた台湾及び澎
湖諸島には含まれていない。したがつて、サンフランシスコ平和条約においても、尖
閣列島は、同条約第二条に基づきわが国が放棄した領土のうちには含まれず、第三条
に基づき南西諸島の一部としてアメリカ合衆国の施政下におかれ、本年六月十七日署
名の琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定（沖縄返還
協定）によりわが国に施政権が返還されることとなっている地域の中に含まれている。
以上の事実は、わが国の領土としての尖閣列島の地位を何よりも明瞭に示すものであ
る480。 
 
第1節 尖閣諸島の主権に関する米国の「中立政策」 
1971 年 12 月の参議院本会議では、米国上院外交委員会の沖縄返還協定公聴会報告の内
容――尖閣列島に対する主権に関するいかなる国の主張にも影響を及ぼすものでない、米
国が施政権は返還するが主権については特定の立場をとらないとしていること――につい
て、森元治郎参議院議員と福田赳夫外相との間で以下のやりとりが行われた。 
 
○森元治郎 アメリカ上院の審議の過程において、この尖閣列島だけが特に問題と
して取り上げられたのを見て奇異の感じを免れません。アメリカの言い分によれば、
尖閣列島の施政権は日本に返すことになるが、その領土主権の帰属については関与し
ない、もし領有権を主張する国がありとすれば、関係国の話し合いによってきめたら
よかろうというもののようであります。一体、アメリカは、どこの国のものかわから
ないこれらの島々の施政権を押えていたというのでしょうか。［中略］何とも不愉快な
話であります。その間の事情を外務大臣からお伺いいたしたいと思います。 
○福田赳夫外相 確かにアメリカ上院の外交委員会はその報告書におきまして、こ
の協定［沖縄返還協定］は、尖閣列島を含む沖縄を移転するものであり、［中略］尖閣
列島に対する主権に関するいかなる国の主張にも影響を及ぼすものでない。こういう
109 
 
ふうに言っておるわけであります。［中略］私といえども不愉快なような感じもいたす
わけでございます。おそらくこれは他の国からアメリカに対していろいろと話があっ
た、それを反映しているんじゃないかというふうな私は受け取り方もいたしておるの
でありますが、［中略］すでに平和条約第三条において、これは他の沖縄諸島同様にア
メリカの信託統治地域、またそれまでの間の施政権領域というふうにきめられており
ますので、それから見ましてもわが国の領土である。つまり、台湾や澎湖島と一線を
画しておるそういう地域であるということはきわめて明瞭であり、一点の疑いがない、
こういうふうに考えております481。（巻末資料(23)参照） 
 
沖縄返還が現実味を帯びてきた 1970 年 9 月 10 日、ロバート・J・マクロスキ （ーRobert 
J. McCloskey）米国務省報道官は、「もし、尖閣諸島に対する主権の所在をめぐる紛争が生
じた場合米国はいかなる立場をとるのであるか482」との質問を受け、「主権の対立がある場
合には、右は関係当事者間で解決さるべき事柄であると考える483」と答えた。 
これは、沖縄の早期返還と県民福祉の向上を目的として設立された「南方同胞援護会484」
（以下、援護会）が発行する機関誌『季刊沖縄』第 56 号および第 63 号に資料として掲載
されている485。援護会は、「尖閣列島の領土権の裏付けとなるべき資料486」を収集し、『季
刊沖縄』上で日本の領有権主張の根拠として発表した487。それらの資料の一環として、マ
クロスキー報道官の発言がある。しかし、上記のマクロスキー発言の内容から、米国は主
権については中立の立場を表明しており、日本の領有に有利になる内容とは受けとめにく
い。同日のマクロスキー発言の一部である「States Department spokesman Robert McCloskey 
stated on September 10,1970, that the United States would remain neutral. 488」（国務省マクロスキ
ー報道官は 1970 年 9 月 10 日に、国務省は中立を保つと言明しました）は、中国側の領有
権を示す根拠として『米上院沖縄公聴会の記録489（Okinawa Reversion Treaty, Hearings before 
the Committee on Foreign Relations United States Senate）』に掲載されている。しかし、マクロ
スキーのこの発言の前にもやりとりがあり、以下の「答」が「尖閣列島」が「琉球列島の
一部」であることを米国が認めたとも受けとれるために、『季刊沖縄』に掲載したものと考
えられる。 
 
尖閣列島領有に関する米国務省マクロスキー報道官の質疑応答 
外務省仮訳 （昭和 45 年 9 月 10 日） 
問 琉球列島の一部として米国の施政権下にある尖閣諸島に、中華民国の国旗が立て
られたという報道があるが、尖閣諸島の将来の処置に関し、米国はいかなる立場をと
るのか。 
答 対日平和条約第三条によれば、米国は「南西諸島」に対し施政権を有している。
当該条約中のこの言葉は、第二次世界大戦終了時に日本の統治下にあって、かつ、同
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条約中ほかに特別の言及がなされていない、北緯 29 度以南のすべての島を指すもので
ある。平和条約中におけるこの言葉は、尖閣列島を含むものであることが意図された。 
当該条約によって、米国政府は琉球列島の一部として尖閣諸島に対し施政権を有し
ているが、琉球列島に対する潜在主権は日本にあるものとみなしている。1969 年 11
月の佐藤総理大臣とニクソン大統領の間の合意により、琉球列島の施政権は、1972 年
中に日本に返還されることとされている490。 
 
先にも述べたが、援護会がつくった尖閣列島研究会は「尖閣列島の領土権の裏付けとな
るべき資料491」を集め、『季刊沖縄』第 56 号で日本の領有権主張の根拠として発表した。「尖
閣列島と日本の領有権492」の中で、上記引用の「答」を引用している。マクロスキーの「答」
の中にある「潜在主権」を「潜在的主権」と記述し、「潜在的主権とは最終的な領土処分権
のことであり、これがわが国にみとめられていることは、琉球列島の一部である尖閣列島
に対する領有権が、日本に帰属していることを意味している493」と解説している。 
たしかに、マクロスキーは、「米国政府は琉球列島の一部として尖閣諸島に対し施政権を
有しているが、琉球列島に対する潜在主権
．．．．
は日本にあるものとみなしている」と述べてい
る。しかしながら、「潜在主権」ではなく、「主権」がどうなるかについては慎重になって
おり、言及を避けている。その上で、「主権の所在をめぐり紛争が生じた場合」を問われた
マクロスキーは「関係当事者間で解決さるべき」と答えている。返還されるのは施政権で
あって、主権については中立を保つとも受け取れるだろう。このことは、1 年 9 か月後の『季
刊沖縄』第 63 号に掲載された「尖閣列島と日本の領有権」の中では、「戦後尖閣列島に対
して施政権を行使してきたアメリカは、［中略］尖閣列島をめぐる領有権間題については中
立・不介入の立場をとることを再三表明している（1970 年 9 月 10 日、国務省報道官マク
ロスキー談話、および 1971 年 6 月 17 日ブレイ国務省報道官声明など）494」と述べられて
いる。在米華人たちは、このマクロスキーの発言を 1971 年 5 月 23 日付の『ニューヨーク・
タイムズ（The New York Times）』に、「ニクソン大統領および米国議会議員諸氏への公開状
『保衛釣魚台』（“An open letter to President Nixon and members of the Congress”）」として掲載
した。実質的には意見広告ともいえるその内容は、1970 年 10 月の米上院外交委員会での
沖縄返還協定公聴会にも討議用参考資料として提出され、後日、上述した『米上院沖縄公
聴会の記録』にも記録されることになり495、森元治郎らが引用したように国会でも取り上
げられ、問題にされた。1970 年 10 月、在米中国人留学生が釣魚台保衛行動委員会を結成、
各地で抗議デモ等を行い、中華民国政府が尖閣領有を正式に表明するきっかけとなる。 
ロバート・D・エルドリッヂ（Robert D.Eldridge）によれば、アメリカが中立政策を続
ける意向を初めて明確に述べたのは、1970 年 2 月 27 日の国務省東アジア太平洋局のハワ
ード・M・マクエルロイ（Howard M. McElroy）日本部員からシュミッツ国務省法務官宛て
の書簡だという。マクエルロイは以前海兵隊にいたことがあり、日本での勤務経験もあっ
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た。シュミッツは、リチャード・L・スナイダー（Richard L. Sneider）駐日首席公使の下で
沖縄返還交渉の実務的な責任者となる。マクエルロイの書簡の中には、沖縄返還協定の草
案に対する日本部の見解が示された箇所があり、「第一条：対日講和条約第三条で使用され
た記述に従うことが好ましい。ただし、尖閣問題への言及はさけることとする496」とあった
497。同年 9 月 8 日、東郷文彦外務省アメリカ局長は、スナイダー公使に対して、日本政府
の考えとして、アメリカ政府が「公式」の声明を出して、尖閣諸島が琉球の一部であり、
返還時の琉球の範囲に含まれると表明するよう、アメリカに求めることを検討中だと伝え
た。しかし、スナイダーはなおも、アメリカ政府としては、「公式な声明を出したり、尖閣
をめぐる争いに巻き込まれたりすることは望んでいない」と念を押した498。 
その 2 日後の 9 月 10 日に、先述したように、マクロスキー報道官は「主権の対立がある
場合には、右は関係当事者間で解決されるべき」と発言した。 
また、沖縄返還協定が調印された 1971 年 6 月 17 日、米国務省のチャールズ・W・ブレ
イ（Charles W. Bray Ⅲ）報道官は、記者会見で以下のような発言をした。 
 
米国政府は、尖閣列島の主権について中国政府［中華民国＝台湾の国府のこと。中
華人民共和国の北京政府ではない］と日本との間に対立があることを承知している。
米国はこれらの島々の施政権を日本に返還することは、中国の根元的な主張をそこな
うものではないと信ずる。米国はこの島の施政権移行によって、日本が従前から同島
に対して持っていた法的権利に口をさしはさむことはできないし、また、中国の権利
が減少するということもできない499。 
 
米国は、その後も折に触れて、尖閣諸島の領有権については、最終的に判断する立場に
はなく、領有権をめぐる対立が存在するならば、関係当事者間の平和的な解決を期待する
との中立的な立場を示してきており、バラク・H・オバマ（Barack H. Obama, Jr.）政権の下
でも、フィリップ・J・クローリー（Philip J. Crowley）国務省報道官は同様の見解を表明し
ている500。その一方で、2013 年 8 月に来日した共和党のジョン・S・マケイン（John S. McCain 
III）上院議員は、沖縄県・尖閣諸島は「日本の領土だ」と述べた。朝日新聞の加藤洋一編
集委員は、「マケイン氏は『尖閣諸島に対する日本の主権は明確だ。この点は論議の対象と
されるべきではない』と語り、日本の立場を全面的に支持する考えを示した501」と書き、
米国の対尖閣諸島政策が変更したかのように報じた。ところが、このマケイン発言に対し
て、米国務省のジェニファー・R・サキ（Jennifer R. Psaki）報道官は、8 月 22 日（現地時間）、
「米国は（日本と中国の）どちらの側にも立たない。この立場は変わっていない」と述べ
た。日本の領有権を認めたマケイン発言を否定し、日本の施政権を前提としながらも領有
権については特定の立場をとらないという従来の見解を示した形となった502。 
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オバマ大統領の来日と米国の「中立政策」 
2014 年 4 月、オバマ米国大統領が来日し、4 月 24 日に安倍晋三首相との首脳会談が行
われ、その後、共同記者会見が実施された。日本では、オバマが「Article 5 covers all territories 
under Japan’s administration, including the Senkaku Islands.503［日米安保条約］第 5 条は尖閣
諸島を含む日本の施政下にあるすべての領域に適用される」と明言したことが特に大き
く報道された。 
しかし、オバマは、そのあとのくだりで、米国の立場は新しいものではなく、米国は
尖閣諸島の領有権に関する最終的な決定については特定の立場を取っていない旨を述べ
ている504。また、オバマは、この問題を平和的に解決すること、つまり状況を悪化させ
ることなく、大げさな表現は使わず、挑発的行動を取らず、日本と中国が協力できる方
法を見つけることが重要であるとし、特に、米国は中国と強固な関係にあり、中国はこ
の地域のみならず、世界にとって大変重要な国であると強調した。さらに、この問題を
めぐって、日中間で対話と信頼構築ではなく、事態を悪化させる行為を続けることは重
大な誤りだとも述べたが505、これらのオバマの発言が報道されることは少なく、「尖閣に
安保適用」と大統領が初めて発言したことが大々的に喧伝された506。 
尖閣諸島の領有権に関する米国の「中立の立場」は、記述したように、沖縄返還協定
が調印された 1971 年 6 月 17 日、米国務省のブレイ報道官が「米国政府は、尖閣列島の
主権について中国政府と日本との間に対立があることを承知している。米国はこれらの
島々の施政権を日本に返還することは、中国の根元的な主張をそこなうものではないと
信ずる507」と表明して以来、一貫したものである508。また「尖閣が安保条約第 5 条の適
用対象」ということも、2010 年の尖閣諸島沖漁船衝突事件以降、ヒラリー・R・クリン
トン（Hillary R. Clinton）国務長官などが明確に表明していたし、それ以前のジョージ・
W・ブッシュ（George W. Bush）政権時代の 2004 年 3 月にも、当時の国務省副報道官が、
記者会見で尖閣諸島政策として明確に示していた509。 
確かに、「尖閣が安保条約第 5 条の適用対象」と米国の大統領が明言したのは 2014 年 4
月が初めてだが、その方針は新しいものではなく、従来の立場を大統領が述べただけであ
る。一方で、「米国は尖閣諸島の領有権に関する最終的な決定については特定の立場を取っ
ていない」ことを繰り返し述べ、尖閣問題の平和的解決の重要性を強調した。「尖閣が安
保の適用対象」と大統領が明言することは中国に対する牽制の意義はあるのだろうが、米
国政府が従来の立場を変更したわけではないので、むしろ、尖閣問題の平和的解決の重要
性を繰り返し、安倍首相にも伝えたことの方が重要だと筆者は考える。 
しかし、全体を見渡した場合、安倍首相の意向を忖度したかのような報道が目立った。
たとえば、読売新聞をはじめ多くの主要メディアは、オバマが安倍首相に「事態がエスカ
レートし続けるのは正しくない
．．．．．
510」と述べたと報道していたが、朝日新聞と共同通信は「こ
の問題がエスカレートし続けるのは大きな過ちだ
．．．．．．
511」と述べたと伝えていた。オバマ大統
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領が会見で発した言葉は、ホワイトハウスが発表した正文テキストによれば“a profound 
mistake”である。正確に訳すと、「深刻な過ち」とか「重大な誤り」という表現になるはず
である。ちなみに、琉球新報は、4 月 27 日朝刊 3 面で「公式の同時通訳」が「正しくない」
と訳したのは「誤訳」だと報じたが、5 月 1 日の紙面で「『公式の同時通訳』とあるのは『テ
レビ中継の同時通訳』の誤りでした」と訂正した。 
「尖閣は第 5 条の適用対象」と大統領が初めて明言したにもかかわらず、尖閣の領有権
については、「特定の立場を取らない」という従来からの米国の一貫した「中立の立場」は
変更しないことが再確認された。オバマは尖閣問題の平和的解決の重要性を繰り返し、問
題がエスカレートし続けるのは大きな誤りだと安倍首相に警告した結果となっている。 
他方、米国は、北方領土と竹島についても「主権については特定の立場をとらない」と
している旨を豊下楢彦らは主張している512。このような日本の「領土問題」をめぐる米国
の「中立政策」については、豊下513や孫崎享514らが、米国の意図的な戦略だとしている。 
 
サンフランシスコ平和条約第 26 条と北方領土問題 
日本の領土問題については、北方領土でも、竹島問題でも、その当事者国の他に米国の
影響が大きいのである。この米国の対応は、松本俊一が『日ソ国交回復秘録』で指摘した
1955 年の「ダレスの恫喝515」に通ずるものがあると筆者は考える。1955 年 4 月 1 日、日
本政府全権委員に任命された松本は、元駐日ソビエト連邦大使のヤコフ・A・マリク（Yakov 
A. Malik）全権と、国交回復をめぐる日ソ交渉を英国のロンドンで行った。同年 8 月、新た
に首席全権となった重光葵外相は、北方 4 島のうちの歯舞・色丹の 2 島の引き渡しがソ連
側の最終譲歩であるとする領土条項を設けた平和条約に署名しようとした。8 月 19 日、重
光外相は米国大使館にダレス国務長官を訪問して、日ソ交渉の経過を説明した。その際、
領土問題に関するソ連案を示して説明を加えた。そのときのダレスの反応を、松本は『日
ソ国交回復秘録』で述べている。 
 
ダレス長官は、千島列島をソ連に帰属せしめるということは、サン・フランシスコ
条約でも決まっていない。したがって日本側がソ連案を受諾する場合は、日本はソ連
に対しサン・フランシスコ条約以上のことを認めることとなる次第である。かかる場
合は同条約第 26条が作用して、米国も沖縄の併合を主張しうる地位にたつわけである。
ソ連のいい分は全く理不尽であると思考する。特にヤルタ協定を基礎とするソ連の立
場は不可解であって、同協定についてはトルーマン前大統領がスターリンに対し明確
に言明した通り、同協定に掲げられた事項はそれ自体なんらの決定を構成するもので
はない。領土に関する事項は、平和条約をまって初めて決定されるものである。ヤル
タ協定を決定とみなし、これを基礎として論議すべき筋合いのものではない。必要と
あればこの点に関し、さらに米国政府の見解を明示することとしてもさしつかえない
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という趣旨のことを述べた516。 
 
その日、ホテルに戻った重光外相は、「ダレスは全くひどいことをいう。もし日本が国後、
択捉をソ連に帰属せしめたなら、沖縄をアメリカの領土にするということをいった517」と、
ダレスの主張について松本に話したという。 
このことについては、元外務省主任分析官の佐藤優が『日ソ国交回復秘録』の解説で触
れており、「本書には、未だ日本外務省が公開していない機密情報が多数含まれている。そ
の中でもっとも重要なのは『ダレスの恫喝』だ518」と指摘している。「米国務省がワシント
ンの日本大使館にも、日本がソ連案を受諾するならば、米国は沖縄を併合することができ
る地位に立つと伝達してきたのだから、『ダレスの恫喝』は個人的発言ではなく、米国の国
家意思であることが明白だ519」と佐藤は述べている。 
ちなみに、1951 年 9 月 8 日に米国サンフランシスコ市で署名されたことから、「サンフ
ランシスコ平和条約」などと呼ばれる「日本国との平和条約」の第 26 条の条文の英語と日
本語は、以下の通りである。 
 
Treaty of Peace with Japan 
Article 26 
Japan will be prepared to conclude with any State which signed or adhered to the United 
Nations Declaration of 1 January 1942, and which is at war with Japan, or with any State which 
previously formed a part of the territory of a State named in Article 23, which is not a signatory 
of the present Treaty, a bilateral Treaty of Peace on the same or substantially the same terms as 
are provided for in the present Treaty, but this obligation on the part of Japan will expire three 
years after the first coming into force of the present Treaty. Should Japan make a peace 
settlement or war claims settlement with any State granting that State greater advantages than 
those provided by the present Treaty, those same advantages shall be extended to the parties to 
the present Treaty. 
日本国との平和条約 
第二十六条 
   日本国は、千九百四十二年一月一日の連合国宣言に署名し若しくは加入しており且
つ日本国に対して戦争状態にある国又は以前に第二十三条に列記する国の領域の一部
をなしていた国で、この条約の署名国でないものと、この条約に定めるところと同一
の又は実質的に同一の条件で二国間の平和条約を締結する用意を有すべきものとする。
但し、この日本国の義務は、この条約の最初の効力発生の後三年で満了する。日本国
が、いずれかの国との間で、この条約で定めるところよりも大きな利益をその国に与
える平和処理又は戦争請求権処理を行つたときは、これと同一の利益は、この条約の
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当事国にも及ぼさなければならない。 
 
 日本語の条文は、このように非常にわかりにくい文章である。同条約の第 27 条には、
「DONE at the city of San Francisco this eighth day of September 1951, in the English, French, and 
Spanish languages, all being equally authentic, and in the Japanese language. 千九百五十一年九月
八日にサン・フランシスコ市で、ひとしく正文である英語、フランス語及びスペイン語に
より、並びに日本語により作成した」とあり、これも日本語の文章では明示的ではないが、
同条約の正文は英語、フランス語およびスペイン語であり、日本語は正文に準ずる扱いで
あっても正文ではない。 
同条約の日本文については、特に極東国際軍事裁判（東京裁判）の受諾について述べた
第 11 条の解釈が議論となり、日本文が正文なのか訳文なのかが問題となった。これについ
ては、1951 年 11 月、参議院平和条約及び日米安全保障条約特別委員会において、曾祢益
参議院議員が「日本文というものは條約上の正文ではないと思いまするが520」と問い、西
村熊雄外務省条約局長は「第二十七條に規定してあります通りに條約の正文の一つでござ
います。いや、正文ではございません。日本語によつて作成したとありますから、何と申
しましようか、正文というのは当りませんが、公文とでも申しましようか、公文であつて、
訳文ではございません521」と答弁している。 
北方領土交渉における「ダレスの恫喝」については、日本とソ連との間に解決できない
問題を残すために米国が意図的に行ったという説も根強い。第 1 章でもとりあげた原貴美
恵は、「日ソ間で領土問題が妥結し和解が成立すれば、沖縄からの米軍撤退に圧力が掛って
くる。そこでダレスは対日平和条約中で曖昧にされていた沖縄の主権問題を、逆に『揺さ
振り』のカードに使ったのである。1956 年 8 月、自身が万一に備えて挿入しておいた『歯
止め条項』ともいえる 26 条を利用して、ダレスは日本に対し、もしソ連に北方領土問題で
譲歩するなら沖縄の潜在主権も保障出来ないと脅しをかけた522」という。戸丸廣安は『知
られざる北方領土秘史』の中で、「この陰［戸丸のいう『ダレスの牽制』］には、『北方領土
は反ソ感情の原点であり、早期返還は好ましくない』との米政府の考えがある。日本の公
安関係者も、米ソ冷戦下で、北方領土が長くソ連支配下に置かれている限り、日本が反ソ
であり続けるとの読みが米国にある、と分析している。もし早期返還ともなれば日本が対
ソ政策で“一人歩き”するきらいがあったからである523」としている。田中孝彦も、「この
ダレスの発言は、領土問題で日本がソ連に対して再び強硬な姿勢をとるものを希望したの
ものであり、その背景には、日ソ交渉が日本の領土問題譲歩に基づいて平和条約の締結へ
と至ることを遷延するかまたは阻止しようというアメリカの意図が見え隠れしている。同
時に、日本の南千島返還要求を支持することによって、鳩山の『アデナウアー方式524』に
よる国交回復方針も牽制しようとしたのであろう525」と指摘している。その他にも、外務
省欧亜局長を務めた東郷和彦が、「冷戦のさなかに、アメリカは日ソ間の領土問題での妥協
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を好まなかったのである526」と述べている。 
しかしながら、下斗米伸夫は「サンフランシスコ平和条約の第 26 条によって導かれる条
約上の法理であり、米国の陰謀とは言えない」と述べている527。下斗米は、「ダレスによれ
ば、沖縄と千島とは同じ法的立場にあるのであって、サンフランシスコ条約第 26 条によれ
ば、ソ連に千島の主権を認める二島の決着は、沖縄での日本の主権を放棄することになる
ということだった。条約は日本の『千島放棄』をうたっただけであって、その後の帰属は
決めていないのである。他方沖縄は当時米軍の信託統治となっていた528」と『日本冷戦史』
の中でも述べている。その根拠として、米国務省の外交官で日露関係の専門家として活躍
したリチャード・D・ヴィラフランカ（Richard de Villafranca）の論文を挙げている。ヴィラ
フランカは、論文「日本と北方領土論争：過去・現在・未来（“Japan and the Northern Territories 
Dispute: Past, Present, Future ”）」の中で、以下のように述べている。 
 
ダレスは、もし日本が千島列島におけるソビエトの主権を認めれば、琉球諸島につ
いてもサンフランシスコ条約第 26 条に基づいて同様に主張するであろうと言った。も
し、条約非署名国（例えばソビエト社会主義共和国連邦）が、日本国と署名国との間
の待遇よりもさらに良い条件を得るならば、第 26 条に基づいて米国は同様の条件を要
求することができるからである529。 
 
米国の中立政策と中国名の米軍射爆場 
尖閣諸島をめぐる米国の「中立の立場」についても、同じような議論がある。 
例えば、「尖閣諸島の領有権問題で『中立の立場』を採るという米国の『あいまい』戦略
は、日中間に領土問題という絶えざる紛争の火種を残し、米軍のプレゼンスを正当化する
という意味において、いわゆる『オフショアー・バランシング（offshore balancing）』戦略の
一つの典型例と言える530」と、豊下楢彦は指摘している。 
原貴美恵も米国が「中立の立場」を採った背景は、「日中間、とりわけ沖縄近辺に領土係
争が存在すれば、『日本の防衛』のための米軍駐留はより正当化される」からであるとして
いる531。米国は、ベトナムからの撤退、中国との国交正常化、台湾問題及び沖縄問題とい
う一連の困難な外交課題について、それらの関係を認識し、巧みに自国の利益になるよう
にしながら、その目的を次々に達成していったのだとする。尖閣問題は、時代の文脈に合
わせて、キッシンジャーの名言である「最も好ましい結果を生じさせるためのインセンテ
ィブと懲罰の組み合わせをつくり出す532」のに使い得る、一つの現実にすぎなかったとい
う。「1950 年代、日本の『四島返還論』と共に北方領土問題という楔が日本とソ連の間に固
定されたのと同様に、沖縄が日本に返還された 1970 年代には、尖閣列島というもう一つの
楔が日本と中国の間に固定されたのである533」と原はいう。 
新崎盛暉は、「アメリカは、沖縄返還以来、二つの中国への配慮や、日中間に紛争の種を
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残したほうが沖縄の米軍基地維持に役立つ等の思惑から、尖閣諸島は『日本国の施政の下
にある領域』として安保条約の適用地域ではあるが、領有権問題については、中立との立
場をとり続けている534」としている。 
防衛大学校長をつとめた五百旗頭真は、北方領土も含めた領土問題ととらえ、「領土問題
は米国が埋め込んだ『氷塊』」であるとして、以下のように述べている。「第二次大戦後の
新世界秩序をにらんだ［ルーズベルト］大統領は、［中略］千島をソ連に、沖縄を中国に与
えようとした。蔣介石が辞退したのに対して、スターリンは千島を要求し、北方領土問題
は戦後史において日ソ間の溶けない氷塊となった。［中略］領土問題の起源が米国の戦略で
あったとしても、今やどう対処していくかは日本の問題だ535」としているのである。 
また、元外務省国際情報局長の孫崎享は、「日本と周辺国の関係を見ても、ロシアとは北
方領土、韓国とは竹島、中国とは尖閣諸島と、みごとなくらいどの国とも解決困難な問題
がのこされていますが、これは偶然ではないのです。どんな国にも国境をめぐる対立や紛
争はあります。しかし、日本ほど、その解決に向けて政府が動けない国はありません。そ
れは米国に意図的にしくまれている面があるからです536」と述べている。 
しかし、米国上院外交委員会の沖縄返還協定公聴会の記録や国務省の文献集、『蔣介石日
記』、『蔣経国総統文書』などから、米国が「主権（sovereignty）」と「施政権（administration）」
とを区別して「中立の立場」を採った背景を調べた矢吹晋は、『尖閣衝突は沖縄返還に始ま
る』の中で、「尖閣諸島を含めて沖縄全体を日本に返還する」、「但し返還は施政権のみ。領
有権ではない」という米国の立場を「対外的に公表する」ことを沖縄返還協定調印の 10 日
前にニクソン大統領が決断したと指摘している537。そして、それは「最初から意図した陰
謀というよりは、苦し紛れの方便から生まれた窮余の一策にすぎないことは経過を見れば
分かる538」と述べている。原貴美恵も『サンフランシスコ平和条約の盲点』の中で、「カイ
ロ・ヤルタ・ポツダム等の国際合意には、沖縄や尖閣の文字は出てこない539」と述べてお
り、北方領土問題については米国がサンフランシスコ条約そのものに意図的に問題を残し
たが、尖閣については当時は議題になっていないため、1970 年前後の返還される沖縄をめ
ぐる関係国の交錯する利害・関心から、結果的に尖閣という楔が日中間に固定されたとし
ている540。 
春名幹男も、「ニクソン＝キッシンジャー外交は、沖縄返還協定調印の直前、台湾側の要
求を入れて、尖閣諸島を含めた『沖縄諸島の施政権を返還しても、中華民国（台湾）の領
有権の主張を侵すことはない』との政策をまとめていた。しかも、この政策は、日本側に
きちんと説明されないまま、現在に至っている541」としている。 
「尖閣諸島の領有権(sovereignty)に関する米国国務省の公式見解」であり、かつ上院外
交委員会で承認され、「沖縄返還協定に関わる米国政府の『正式、かつ唯一』の権威をもつ
解釈」として、矢吹晋は、以下のロジャース（William P. Rogers）国務長官の書簡を挙げて
いる。これは、1971 年 10 月 27～29 日の 3 日間、米上院外交委員会において沖縄返還協定
118 
 
を批准するに際して行われた沖縄公聴会の資料として、国務省(ロジャース長官)が上院外交
委員会(フルブライト委員長)に提出したものである。もともとは、ロジャース国務長官の問
いにロバート・スター氏(国務省法律顧問代行助理、東アジア太平洋担当)が答えた書状であ
る。以後米国の公的文書はすべて、この書簡に含まれる内容を引用していると矢吹晋は指
摘している542。尖閣諸島に関する米国の立場を公式に示す最も権威ある文書なので、矢吹
による翻訳と注を付した全文を引用する。 
 
Department of State, 
Washington, D.C., October 20, 1971. 
Robert Morris, Esq., 
Rice & Rice,（書簡の名宛人、ライス・アンド・ライス法律事務所ロバート・モリス殿） 
Mercantille Dallas Building, Dallas, Tex. 
 
    Dear Mr. Morris: Secretary Rogers has asked me（ロジャース国務長官から要請    
があり、法律顧問の私 Starr がモリス氏の問い合わせに答えるよう指示された） to 
reply to your letter （Robert Morris） of September 28, 1971, concerning the claim 
of Grace Hsu to ownership of the Tiaoyutai, Huang Wei Yu, and Chih Yu 
islands. （要請内容は、あなたの顧客グレース徐氏(or 許氏)が釣魚台黄尾嶼赤嶼の領有
権について問い合わせてきたことへの回答である） We assume that you that by 
“Huang Wei Yu”and “Chih Yu”, you refer to Huang-wei-chiao and Chih-wei-chiao, 
two islets in the Tiao-yu-tai group.（あなたのいわれる釣魚台群の 2 つの小島、黄尾
礁と赤尾礁とは、黄尾嶼と赤嶼のことと思う）The Japanese names for these two 
islands are respectively Kobi-sho and Sekibi-sho, and the entire group is known in 
Japanese as the Senkaku Islands.（これら 2 島に対する日本名はそれぞれ黄尾嶼(コ
ウビショ)と赤尾嶼(セキビショ)である。矢吹注、日本名はそれぞれ久場島、大正島で
ある） 
  Under Article Ⅲ of the 1951 Treaty of Peace with Japan, the United States 
acquired administrative rights over “Nansei Shoto” south of 29 degrees north 
latitude. This term was understood by the United States and Japan to include the 
Senkaku Islands, （日本との 1951 年平和条約第 3 条に基づき、米国は北緯 29 度以南
のいわゆる南西諸島を獲得した。ここに尖閣諸島が含まれるものと日米は理解してい
る）which were under Japanese administration at the end of the Second World War 
and which are not otherwise specifically referred to in the Peace Treaty.（尖閣諸島
は第 2 次大戦の終りまで日本の施政権下にあったが、その名は特に平和条約で言及さ
れてはいない） 
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  In accordance with understandings reached by President Nixon and Prime 
Minister Sato of Japan in 1969, the United States is expected to return to Japan in 
1972 the administrative rights to Nansei Shoto which the United States continues 
to exercise under the Peace Treaty. （ニクソン大統領と佐藤首相との 1969 年の理解
に基づき、米国は平和条約に依拠して行使してきた南西諸島に対する施政権を 1972 年
に日本に返還することが予定されている）A detailed agreement to this effect, on the 
terms and conditions for the reversion of the Ryukyu Islands, including the 
Senkakus, was signed on June 17, 1971, and has been transmitted to the Senate 
dor its advice and consent to ratification.（尖閣を含む琉球群島の返還諸条件の細則は
1971 年 6 月 17 日に調印され、批准とアドバイスを受けるべく上院に協定文書が回さ
れた） 
  The Government of the Republic of China and Japan are in disagreement as to 
sovereignty over the Senkaku Islands. （中華民国政府と日本政府は、尖閣諸島の領有
権をめぐって争っている）You should know as well that the People’s Republic of 
China has also claimed sovereignty over the islands. （中華人民共和国もまた、この
島嶼に対して領有権を主張している事実を知らなければならない）The United States 
believes that a return of administrative rights over those islands to Japan, from 
which the rights were received, can in no way predudice any underlying claims.（米
国は次のように考える、すなわち米国が日本から受け取った、これらの島嶼の施政権
を日本に返還することは、いかなる意味でも（中華民国、中華人民共和国の）潜在請
求権を排除するものではない、と）The United States cannot add to the legal rights 
Japan possessed before it transferred administration of the islands to us,（米国は日
本が施政権を引き渡す前に保有していた法的諸権利に対して（日本のために）何もの
も付加することはありえない）nor can the United States, by giving back what it 
received, diminish the rights of other claimants.（米国はまた受け取ったものをその
まま返還することで、他国（中華民国、中華人民共和国）の請求権を減ずることはあ
りえない。矢吹注、米国は日本から引き受けた施政権をそのまま、付加権利なし、削
減権利なしで返還する、この文脈で領有権紛争に米国は中立の立場を堅持するの意）
The United States has made no claim to the Senkaku Islands and considers that 
any conflicting claims to the islands are a matter for resolution by the parties 
concerned.（米国は尖閣諸島にいかなる権利も要求しなかった。対立する領有権請求は
当該諸国によって解決されるべきものと考える） 
I hope that this information is helpful to you. （米国政府の見解があなたに役立つこ
とを希望する） If I can be of any further assistance, please do not hesitate to let me 
know. 
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  Sincerely yours,  
 
Robert I Starr,  
Acting Assistant Legal Adviser 
for East Asian and Pacific affairs. 
（書簡の差出人、ロバート・スター弁護士発、国務省東アジア太平洋担当、法律顧問
代行助理）543 
 
 上記の文章は、ロジャース国務長官の考えを法律顧問代行助理が書簡にしており、尖閣
諸島問題に関する米国国務省の「中立の立場」が実に明確に述べられている権威ある公式
文書である。 
 
一方、日本が米国と沖縄返還協定締結交渉を進めているこの時期、米国は、日本・韓国・
台湾と繊維交渉を行っていた。1955 年に関税を引き下げて以来、アジア諸国からの安価な
繊維製品の輸入が激増し、米国内では輸入制限運動が高まりを見せるなどの貿易摩擦が起
こっていた。また、ニクソンの再選がかかった翌 1972 年の大統領選挙で繊維業界からの支
持を得て有利に戦うために、台湾から譲歩を引き出す代わりに、デヴィッド・M・ケネディ
（David M. Kennedy）前財務長官らは尖閣諸島を取引の材料に使うことを検討していた。繊
維交渉担当特使として台湾を訪問したケネディが、蔣介石総統と次期総統の蔣経国から「沖
縄返還の際、尖閣諸島を返還せず、そのままアメリカの施政権下に置くなら、繊維交渉で
妥協してもいい544」との極秘提案を受けたことから、1971 年 6 月 7 日、ニクソンとキッシ
ンジャー、ピーターソン大統領補佐官（国際経済担当）の三者会談が行われた。会談後、
尖閣諸島の施政権は予定通り日本に返還されると伝えられた蔣経国は、米国政府は沖縄返
還協定調印の際、「尖閣諸島の最終的地位は未確定であり、関係諸国によって決定される」
と表明すべきだと要求した（1971 年 6 月 9 日付ケネディ特使からピーターソン補佐官あて
電報）という545。結果的に、沖縄返還協定が調印された同年 6 月 17 日、米国務省のブレイ
報道官は記者会見で「米国政府は、尖閣列島の主権について中国政府［台湾の国府のこと］
と日本との間に対立があることを承知している。米国はこれらの島々の施政権を日本に返
還することは、中国の根元的な主張をそこなうものではないと信ずる546」と発言した。「つ
まり、米国は事実上、蔣経国の要求を受け入れたのだ547」と春名幹男はいうのである。 
米国の「あいまい」戦略を、「オフショアー・バランシング」戦略の一つの典型例と分析
する豊下楢彦は、それを裏づける公文書や文献等を示してはいない。それに対して、矢吹
は著書の中で、米国の公文書や『蔣介石日記』を引用しながら、米国の「施政権と主権の
分離論」が、「意図した陰謀」ではなく「窮余の一策」であったと論証している。その根拠
として、中華民国の駐米大使周書楷が 1971 年 4 月 12 日にニクソンを訪ねて離任の挨拶を
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行い、尖閣問題について、もし米国が国民党政権の利益を守らないならば、知識人や華人
華僑が大陸の共産党政権の側になびくという内容の脅迫ともとれる強い主張を述べ548、そ
れを聞いて驚いたニクソンがキッシンジャーに対応策を指示したことにより549、米国は「中
立の立場を保持する」方針に転じたと矢吹は述べている550。しかし、ニクソン自身は 1971
年 4 月に、周書楷からいわれるまで台湾側の主張を知らなかったとしても、筆者がマクロ
スキー発言を引用したように、米国務省内では 1970 年 9 月の段階で、主権については「関
係当事者間で解決さるべき」という「中立」の立場をとる方向で一致していたと考えられ
る。 
1971 年 4 月 12 日に、ニクソンが周書楷駐米大使から「尖閣諸島が沖縄の一部だとする
国務省の言明はすでに暴力的な反発を招いている。それは海外華僑の運動を招くであろう
551」といわれたことから、同年 6 月 7 日に「施政権と主権の分離論」を「対外的に公表す
る」ことをニクソンが最終的に決断するまでを、矢吹は詳細に論証している。しかし、1971
年 4 月以前に、国務省当局が「中立」を決定した「その背景は必ずしも明らかではない552」
としている。 
それに比べて、春名は、2013 年の論文では「台湾との繊維交渉進展のため、ひいてはア
メリカ国内の繊維業者の支持をつなぎとめるため」の“経済問題”を指摘している553。し
かし、春名は、2015 年 11 月に刊行した『仮面の日米同盟』の中では、米国の公文書を精
査し、当時の沖縄返還交渉を担った担当者へのヒアリングの結果からも、米国が「中立」
を決めたのは繊維交渉とは無関係であると論証している554。また、エルドリッヂも、膨大
な米国の公文書を分析した『尖閣問題の起源 沖縄返還とアメリカの中立政策』の中で、
同じ同盟国である台湾と日本の間で板挟みになることを避けるために米国が「中立」を決
めたと結論づけている555。 
さらに、台北の中央研究院近代史研究所の林満紅研究員は、2014 年 3 月の国際シンポジ
ウムの報告で、「『施政権は日本に帰するが、主権帰属は当事者間で解決せよ』との米国に
よる釣魚台［尖閣諸島のこと］政策の背後にある正式な外交文書は、1971 年 5 月 26 日の
口上書（Note Verbale）であり、台湾と米国の繊維交渉が原因ではない556」旨を述べた。一
般に、外交文書としての口上書は秘密扱いであり、原文そのものは FRUS,1969-1976, Volume 
ⅩⅦ, China, 1969-1972)等でも探すことができない。したがって、筆者は林が指摘する米国
が中華民国宛に発出した「5.26 口上書」の原文は確認できていないが、林によれば、その
内容は、「1971 年 6 月 17 に米国と日本により沖縄返還協定が署名されるが、日本に返還さ
れる釣魚臺を含む沖縄の施政権については、サンフランシスコ条約第 3 条に基づき返還さ
れる。そのことは、中華民国による主権に関する主張を全く損じないものである」という
ものだという。台湾外交部ホームページにある「中華民國對釣魚臺列嶼的主權主張與『東
海和平倡議』」（中華民国の釣魚臺に対する主権についての主張と「東シナ海平和イニシア
チブ」）には、「1972 年に至り、米国は琉球諸島と一緒に釣魚臺の施政権を日本に返還した。
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1971 年 5 月 26 日、米国は、日本から取得した施政権を返還するのであって、これは中華
民国による主権に関する主張を損じるものではないと正式に我が国に通知した557」との説明
があり、林が指摘する口上書の内容と一致する。さらに、FRUS, ⅩⅦにある 134 番文書「国
際経済担当大統領補佐官ピーターソンから台北のケネディ特使へのバックチャネル（極意）
メッセージ」の注 6 にも同様の内容の記述がある。さらに、その注には、6 月 7 日に、ケネ
ディ特使が蔣経国と会い、尖閣を日本に返還するとのニクソンの最終決定を伝えた際に、
沖縄返還協定の調印時に、尖閣の最終帰属は関係国間（日台間）で決定することを国務省
が正式に明言するよう蔣経国から要求されたことも書いてある。「5.26 口上書」の内容を知
りながらも、それを反故にされることを恐れた蔣経国が公表を再要求したと解釈できるの
ではないか。「5.26 口上書」は、同年 3 月 15 日に周書楷大使が米国務省に提出した口上書558
への返答であった。林満紅は、米国が繊維交渉を早期に妥結するために尖閣問題を関連さ
せることを構想するのは 6 月 7 日からであり559、まさに「5.26 口上書」の発出後であると
している。したがって、林は、米国がとった中立政策の背景は、繊維交渉だけでなく国際
情勢の変化だと主張した。矢吹晋も、「米国が『施政権と領有権との区別』論に転換したの
は、まさに『1971 年前半』に生じた国際情勢の激変が生じたからであった560」と指摘して
いる。「国際情勢の激変」とは、1971 年 7 月にキッシンジャーが極秘訪中を行い周恩来と
会談し561、「10 月 25 日に国連安全保障理事会における中国代表権問題が決着562」し、国連
の代表権が中華民国から中華人民共和国に変更され、米国が中国と国交を正常化しようと
していたことである。 
これらの最新の研究結果を参照に、米国や台湾の関連する公文書にあたり、また矢吹晋
や原貴美恵から聞き取りを行った結果、米国が「中立政策」を決めた背景は繊維問題だけ
ではなく、まさに当時の国際情勢の変化に米国が対応するためだったと筆者は認識するに
至っている。 
ニクソン政権が台湾の蔣介石政権に対して、このような丁寧な対応を行ったのは、日中
戦争当時からカイロ宣言、ポツダム宣言に至るまでの同盟軍であり、戦後は反共陣営の最
前線の闘士として蔣介石を位置づけてきた 30年の同盟関係史を踏まえたものだと矢吹は指
摘する。米国が「施政権のみ」の「返還」を強調したのは、蔣介石・蔣経国父子の強い要
求を容れたものである経緯が FRUS 等を見れば明らかになる。しかし、実は、この米国の
立場は、表向きは外交関係を持ち同盟関係にある中華民国のクレームを受け入れた形だが、
ホワイトハウスも国務省も、中華民国（台湾）に対するサービスは、そのまま国交を正常
化しようとしていた中華人民共和国（大陸）へのサービスに直結することを計算していた
はずである563。 
筆者が矢吹にインタビューをした際、矢吹は以下の趣旨を述べた。 
 
繊維交渉はもちろんだが、1971 年 10 月 25 日に国連での代表権を中華人民共和国に
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奪われた台湾を安心させるために、アメリカによる台湾に対する何らかの配慮が必要
だった。台湾は大陸からの攻撃を防ぐために米軍による尖閣諸島への駐留を継続して
ほしかった。それで、施政権が返還されたのちも、久場島と大正島は黄尾嶼射爆撃場
及び赤尾嶼射爆撃場として米軍が使用し続けることを表明した。これは、アメリカに
よる台湾へのプレゼントとも言えたが、ニクソンとキッシンジャーの本当の狙いは、
尖閣に対する中立政策を、国交正常化をしようとしていた北京の周恩来への手土産と
したかったはずだ564。 
 
矢吹が明らかにした沖縄返還に関するポイントを、共同通信客員論説委員の岡田充は以
下の 3 点にまとめている。 
 
（１）領有権と施政権の分離は、進行中の繊維交渉と中国代表権問題でジレンマに陥っ
たニクソン政権の「窮余の一策」だった。 
（２）米軍射爆場は、台湾の要求をニクソン政権側が受け入れた。 
（３）米軍管理によって日本への返還を骨抜きにすることと、中華民国政府の安全保障
を守るという「米国の約束」の象徴の意味があった565。 
 
領有権と施政権の「分離論」と「中立政策」は確かに「窮余の一策」といえるが、尖閣
問題が日中間の火種になる中で、結果的に米国を「中立」「調停者」というベスト・ポジシ
ョンに置く効果を発揮した。矢吹の述べる「重要な布石」に転化したのである。第 6 章で
詳述するように、今から 130 年前、「琉球処分」をめぐり前米国大統領のユリシーズ・S・
グラント（Ulysses S. Grant）将軍が日清両国の調停役を果たしたように、米国は「分離論」
のおかげで今も調停者としてフリーハンドを握り続けると岡田は指摘している566。 
筆者も、米国の「施政権と主権の分離論」が米国の「意図した陰謀」ではなく、「窮余の
一策」に近いものであったと考えるに至っている。とはいえ、「尖閣は日米安保第 5 条の適
用範囲」として中国を牽制しつつ、「主権については特定の立場を取らない」と主張して、
結果的には、日中の間で米国がフリーハンドを握る結果となっていることは否定のしよう
がない。 
 さらに、矢吹は『尖閣衝突は沖縄返還に始まる』の中で、台湾との約束を守り、北京へ
の手土産の「象徴」ともなりえた二つの射爆撃場について、次のように述べている。 
 
二つの射爆撃場が［中略］一説によると、返還以後一度たりとも実際には演習が行
われた形跡がないという。［中略］中国大陸から最も近い位置にある久場島/黄尾嶼、大
正島/赤尾嶼を射爆撃場として使用しないことは、対北京を睨んだ緩和論戦に役立つ。
［中略］そこには二重の意味が込められていた。一つは、米軍が引き続き管理するこ
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とによって日本への返還を骨抜きにすること。もう一つは中華民国政府の安全保障を
守るという「米国の約束」の象徴として「射爆撃場を置き、米軍が引き続き管理する」
という意味だ。それら二つの思惑を込めた「象徴としての米軍基地」だからこそ、そ
こに中国島名が残され、しかもその射爆撃場は実際には、その後用いられるには至ら
なかった。いかにも「象徴」にふさわしい基地ではないか567。 
 
矢吹が「象徴」とした二つの射爆撃場について、2010 年 10 月に沖縄県選出の照屋寛徳
衆議院議員が提出した「尖閣諸島と日米地位協定に関する質問主意書568」に対して、菅直
人首相が「答弁書569」を閣議決定している。久場島と大正島が「黄尾嶼射爆撃場」「赤尾
嶼射爆撃場」という中国島名で米軍による使用が合意されたこと。1978 年 6 月以降は使用
通告はなされていないが、米側から返還の意向は示されておらず、政府としては、両射爆
撃場は、引き続き米軍による使用に供することが必要だと認識していること。地方公共団
体の職員等が黄尾嶼射爆撃場及び赤尾嶼射爆撃場への立入りを行おうとする場合には米軍
の許可を得ることが必要であることなどが答弁されている重要な内容であるので、質問と
答弁を並べて紹介する。 
 
「質問」 
二 尖閣諸島に属する久場島及び大正島は米軍提供施設・区域である。一九七二年
五月十五日の日米合同委員会におけるいわゆる「五・一五メモ」によると、両島の島
全体が米海軍の射爆撃場となっている。政府が両島を米軍専用の施設・区域として提
供した年月日、同施設・区域の所有者及び地主数を示したうえで、現在でも米軍は両
島を射爆撃場として使用しているのか明らかにされたい。 
三 久場島及び大正島における射爆撃訓練は、一九七九年以降実施されていないよ
うだが事実か。事実であれば、米軍は三十年以上にわたって提供施設・区域を使用し
ていないことになるにもかかわらず、政府が両島の返還を求めてこなかった理由を明
らかにされたい。なお、一九七九年以降、両島で訓練が実施されたのであれば、その
年月日を明らかにしたうえで、係る訓練に対する政府の見解を示されたい570。 
 
「答弁」 
二及び三について 
  久場島及び大正島は、昭和四十七年［1972 年］五月十五日に開催された、日米地位
協定第二十五条１の規定に基づき設置された合同委員会（以下「日米合同委員会」と
いう。）において、日米地位協定第二条１（ａ）の規定に従い、それぞれ黄尾嶼射爆
撃場及び赤尾嶼射爆撃場として、米軍による使用が許されることが合意された。 
  久場島は民間人一名が、大正島は国が所有している。 
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  黄尾嶼射爆撃場及び赤尾嶼射爆撃場は、それぞれ陸上区域、水域及び空域で構成さ
れており、日米合同委員会における合意において、米軍がその水域を使用する場合は、
原則として十五日前までに防衛省に通告することとなっているところ、昭和五十三年
［1978 年］六月以降はその通告はなされていないが、米側から返還の意向は示されて
おらず、政府としては、両射爆撃場は、引き続き米軍による使用に供することが必要
な施設及び区域であると認識している571。 
 
「質問」 
五 尖閣諸島は沖縄県石垣市の行政区に属している。行政区を預かる石垣市あるい
は沖縄県が久場島及び大正島における実地調査を行う場合、施設・区域の管理者たる
米軍の許可を得ることなく上陸は可能か政府の見解を示されたい572。 
 
「答弁」 
五について 
   地方公共団体の職員等が黄尾嶼射爆撃場及び赤尾嶼射爆撃場への立入りを行おうと
する場合には、平成八年十二月二日の合衆国の施設及び区域への立入許可手続につい
ての日米合同委員会における合意に定められている所要の手続に従って、米軍の許可
を得ることが必要である573。 
 
ちなみに、尖閣「国有化」以降の 2014 年 11 月、近藤昭一衆議院議員の質問主意書574に
対しても、安倍晋三内閣は 1978 年 6 月以降米軍による使用が通告されていない旨を答えて
おり575、中国の公船が頻繁に領海内を航行するようになってからも、尖閣諸島において米
軍による演習は行われていないことが確認できる。 
 
第２節 領有権を根拠づける沖縄での資料収集 
1967 年 6 月には、尖閣諸島に「台湾の人が住みついて」いる問題を指摘されているにも
かかわらず、担当大臣は「何ら報告を受けておりません」と答弁した。同年 7 月には、沖
縄返還交渉に執念をもっていた佐藤首相は「施政権者から話さすのが本筋だ」などと答弁
し、沖縄の地位に関するサンフランシスコ平和条約第 3 条は「日本の主権が残存する」と
の意味だとされたにもかかわらず576、「潜在主権（または残存主権）がある」とは言及しな
かった。また、翌 1968 年 8 月に東郷アメリカ局長は、領海侵犯等を「まことに遺憾なる事
態」とは述べたものの、尖閣諸島の帰属について明言しなかった。そのような日本政府の
態度が、1970 年に変化することとなった。1970 年 4 月には「明らかに石垣島に属する島
でございます」との答弁となり、8 月には愛知外相が「わがほうの南西諸島の一部である」
と答弁し、9 月には「領有権問題につきましては、いかなる政府とも交渉とか何とかを持つ
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べき筋合いのものではない」との強い表現に変遷していったのである。では、この背景に
は一体何があったのだろうか。 
1968 年 10 月から 11 月にかけて、国連アジア極東経済委員会（ECAFE：UN Economic 
Commission for Asia and the Far East、現在の国連アジア太平洋経済社会委員会 ESCAP）とア
ジア海域沿岸鉱物資源共同探査調整委員会の提携のもとで米海軍海洋局、日本、韓国、台
湾の地質学者たちが東シナ海で海底調査を実施した。それによって、堆積盆地が黄海に一
つ、東シナ海に二つあり、これらに豊富な石油埋蔵の可能性があることが明らかになって
きたのである577。 
高橋庄五郎は、『尖閣列島ノート』の「まえがき」で以下のように述べている。 
 
   尖閣列島についての日中間の主張の相違は、日本側が、尖閣列島は国際法でいうと
ころの「無主地の先占」によってわが国領土にしたもので、台湾の付属島嶼ではない、
だからポツダム宣言を受諾しても中国に返還する必要はないと主張し、中国側が、釣
魚島、黄尾嶼、赤尾嶼、南小島、北小島などは、台湾の付属島嶼であって無主地では
ないと主張しているところにある。 
   日本側では、総理府の外郭団体である南方同胞援護会の「尖閣列島研究会」が、一
年がかりで日本の領有権主張の根拠となるべき資料を沖縄本島と石垣島で収集し、そ
の結論として、わが国は、国際法の「無主地の先占」によって尖閣列島を領有したの
だと主張しはじめたのである。そして、それ以後、わが国政府も「先占」による尖閣
列島の領土編入を主張するようになった。というよりも、わが国が尖閣列島の領有権
を主張するためには、領土取得の法的根拠（権原）として無主地の先占以外にないか
ら、「先占」の根拠となるものをかき集めたといったほうがよい。それはまさに、かき
集めたといった感じである。このことは、南方同胞援護会機関誌『季刊沖縄』第 56 号
に明らかである。尖閣列島が石油で燃えあがったとき、外務省には、尖閣列島を領土
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
編入したいきさつはこうだったと、ただちに説明できるファイルはなかった。尖閣列
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
島の島々についての正確な地図もなかったし、尖閣列島の位置を経緯度で示したもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
もなかった。政府の公示も沖縄県の告示もなかった。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
したがって一般国民は知らなか
ったのである578。 
 
 高橋のいうように、ECAFE の調査結果によって、「尖閣列島が石油で燃えあがったとき、
外務省には、尖閣列島を領土編入したいきさつはこうだったと、ただちに説明できるファ
イルはなかった」とすれば、1970 年以前の国会答弁で、政府が正確な島名を答えられなか
ったことも、領有権を明言しなかったことも納得ができるものといえよう。しかし、後述
するが、尖閣諸島等を領土編入したいきさつをまとめた秘密文章を外務省は 1933 年に作成
していた。外務省には「ファイルはなかった」のではなく、実はあったのだが、見つけら
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れなかったのである。したがって、関連する資料を「かき集めた」のであろう。 
高橋が「かき集めた」と指摘する「無主地の先占」の根拠に基づいた研究の結論として、
尖閣列島研究会（以下、研究会）は、「尖閣列島と日本の領有権」を『季刊沖縄』第 56 号
で発表した。『季刊沖縄』第 56 号は尖閣列島問題を特集し、大浜信泉会長の「尖閣列島特
集号の発行にそえて」という以下の発刊の辞を巻頭に載せている。 
   
   尖閣列島については、尖閣諸島と呼んでいる文献もあるが、ここでは一般にしたし
まれている尖閣列島の呼称を用いることにする。ともあれ、この列島はいまや天下の
視聴を集め、国内的にも国際的にも大きな問題を提起している。地図のうえでは、そ
の所在をつきとめるのに苦労するほどの粟粒にもたとうべき小島の群にすぎないが、
それが急に脚光をあびて国際舞台に登場して来たのである。その理由は、一言にして
つくせば、海洋資源の調査開発の技術が飛躍的に進歩発達したお陰であるが、とにか
くこの列島の海底には、良質かつ豊富な油田が埋蔵されているとの公算が大きくなっ
たからである。［中略］ 
   明治年間に、これを日本の領土に編入する行政措置がとられるまで、これを自国の
領土と宣言した国もなければ、実力的にこれを支配した国もなく、またわが国の領土
に編入されてから、これに対して異議を唱えた国もかつてない。［中略］ 
   尖閣列島が日本の領土であり、その所有権の帰属も疑いをさしはさむ余地のないほ
ど歴然としているが、この近海の油田の問題が浮びあがって来ると、寝た児が呼び覚
まされたかのように台湾の中華民国政府は、非公式ながらも領土権を主張し、さらに
日台両国の協力による開発計画が噂にのぼると、条件反射のように中共側からも横槍
がさし出されている。 
   尖閣列島は幸か不幸か、中国大陸に接続するいわゆる大陸棚の片隅に位置している。
このことは、日本にとっては有力な足掛かりであるが、大陸棚理論との関連において
は、いい掛かりをつけられる可能性を内包している。要するに尖閣列島近海の海底資
源の問題は、一面においては領土権の問題と関連し、他面においては大陸棚理論とか
らみ、将来国際的論議を招く形勢にある。 
   南方同胞援護会はこのことを憂慮し、日本の立場を有利にするためには、一日も早
く調査を進め、実績を積みあげておく必要を痛感し、このことを政府に進言し、その
結果三年来日本政府の事業として、巨額の資金を投じて科学的調査が継続的に実施さ
れている。 
   それと同時に援護会は、尖閣列島の領土権の裏付けとなるべき資料を可能な限り手
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
びろく各方面から収集するとともに、大陸棚理論その他関連問題についても、あるい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
はそれぞれの専門家に研究を委託し、あるいは研究会を組織して討議の形式により問
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
題の究明につとめて来た。
．．．．．．．．．．．．
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   本号は、これらの調査研究の成果の集大成ともいうべきものであるが、それが尖閣
列島近海の開発事業の推進に寄与するとともに、他日これをめぐって国際的紛争が生
じた場合には、もっとも有力な参考資料になるであろうことを信じて疑わない579。 
 
 高橋は、国家領土問題については、日本政府自らが、領有権主張の根拠を直接的に示さ
なければならないのにもかかわらず、どうして南方同胞援護会は約一年もかけて、「尖閣列
島の領土権の裏付けとなるべき資料」を集めなければならなかったのかと疑問を呈してい
る580。援護会は、「集まった資料、文献の数は約二百点、予想以上の多数の資料と、思いも
よらない貴重な公文書・古文書等が入手できた581」として、「埋づもれた資料の収集のため、
．．．．．．．．．
沖縄本島および現地石垣島へ、奥原敏雄国士舘大学講師を派遣して、可成りの収穫をあげ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ることができた
．．．．．．．
582」と『季刊沖縄』第 56 号の編集後記に記している。 
 ここに出てくる奥原敏雄は、第 3 章でも紹介したが、1932 年旧関東州大連市生まれで、
国士舘大学政経学部専任講師、助教授、教授を経て、同大学名誉教授であり、「日本の国際
法学者では初めて法的観点から尖閣列島を日本の領土であるとする論陣を張った583」と評
されている。奥原は 1970 年に「尖閣列島の法的地位」を『季刊沖縄』第 52 号で発表し、
1973 年の「尖閣列島問題と井上清論文」では、井上清が『尖閣列島』で展開した中国帰属
論に具体的な反論を行い、「『尖閣列島』日本領論者584」の第一人者ともいえる人物である。
援護会は、その奥原を「沖縄本島および現地石垣島へ585」「派遣して可成りの収穫をあげる
ことができた586」。奥原は、この頃のことを 2012 年 6 月に発行された『島嶼研究ジャーナ
ル』創刊号上で高井晋との対談を行い、以下のように語っている。 
    
奥原：アメリカが沖縄の返還を考え始めていた 1968 年 2 月頃、早稲田大学大学院時
代に私の指導教授だった一又正雄博士をはじめとする先生方は、復帰に備えて問題点
を整理するために、学際的な研究会を立ち上げました［中略］。 
   研究会の活動を始めるにあたって、先ず現地の実態を知る必要があるので、沖縄を
視察することになったのです。［中略］尖閣列島の問題に関しては、沖縄民政府の担当
だと思っていたので、石垣島ではあまり話を出しませんでした。ところが、那覇の日
．．．．
本政府事務所で話をしてみても、魚釣島のみならず尖閣列島の島々の名前さえはっき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
りは知らなかったのです。
．．．．．．．．．．．．
明治の頃に魚釣島を開拓した古賀辰四郎氏は、金を持って
いた一種のブローカーのような人だったので、鰹節工場の建設やグアノの輸出事業を
行っていましたが、石垣島の島民は、近くの海で豊富に採れていたので漁業で充分生
活ができていましたから、尖閣列島で別に事業を起こそうなどと考えてもいなかった
ようです。尖閣列島は地元民の関心の外だったとしても不思議ではないですね。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
［中略］ 
   高井：当時の日本政府の対応はいかがだったでしょうか。 
奥原：尖閣列島が日本に帰属すると書くよう政府に頼まれたことはなかったのです
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
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が、政府は、私が尖閣の問題を取り上げていたことに感謝していたと思います。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
他の
国際法専攻の先生達は、尖閣列島の帰属問題については、国際法上まったく問題がな
く、しかも実効支配をしているから心配する必要はないと言うだけだったのです。し
かし私は中国生まれなので中国人の考え方、すなわち、ぐうの音も出せなくなるまで
反論を突きつけなければ、中国人は引き下がらないということをよく知ってましたか
らね［中略］。 
   高井：中国人の気質ですね。ところで政府は奥原先生に何か支援してくれましたか。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
   奥原：南方同胞援護会と外務省は、尖閣列島の領有権について既に研究者がいたこ
とを知らなかったので、私の存在にはびっくりしたようでした。南方同胞援護会は、
．．．．．．．．．
研究会を立ち上げて、私の名前で論文を書かせるようにしてくれました。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
国際法の観
点から尖閣列島が日本に帰属することについて、何処からも突つかれない論拠を示す
必要があったからです。資料については、沖縄では当時何も見つからなかったけれど、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
欲しい資料の収集については、南方同胞援護会と外務省が大変協力的でした。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
   例えば、台湾総督府に貴重な資料があるはずだとして、前もって台湾の留学生に収
．．．．．．．．．．．．
集させ翻訳までしてくれました
．．．．．．．．．．．．．．
［中略］。中国側の資料をすぐに翻訳してくれる人がい
たということも私の強みでした。中国語で雑誌に掲載された論文をすぐに読めたこと
は、中国に反論する上で大変よかった587。 
  
 1968 年頃には、那覇の日本政府
．．．．．．．
事務所の職員たちでさえ、「魚釣島のみならず尖閣列島の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
島々の名前さえはっきりは知らなかった」ということは
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、他の先行研究でも指摘されてこ
．．．．．．．．．．．．．．
なかった事実である。
．．．．．．．．．．
奥原は、さらに「尖閣列島は地元民の関心の外だった」と述べてい
る。 
 
資料収集の成果としての「先占の法理」論 
 研究会は、研究結果「尖閣列島と日本の領有権」を『季刊沖縄』第 56 号で発表した。高
橋は、「これは奥原教授が書いたものである588」と断定し、また先に紹介した「1970 年 9
月 17 日に琉球政府が声明した『尖閣列島の領土権について』もおそらく奥原教授の手にな
るものであろう589」と推定している。「尖閣列島と日本の領有権」序説の要旨は次のような
ものであり、「尖閣列島は、国際法上の先占にもとづいて日本領土に編入された590」と「先
占の法理」による編入を主張した。 
 
尖閣列島と日本の領有権 
尖閣列島研究会 
   序説 
   尖閣列島は、国際法上の先占にもとづいて日本領土に編入された
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ものであるが、明
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治 28 年（1895 年）以来今日まで世界のいかなる国家からも抗議をうけたことはなく、
平穏理に領有してきた。しかし、1970 年 9 月以降、中華民国（国府）と中華人民共和
国（中共）が領有権を公式に要求するようになった今日、この問題を国際法の観点か
ら、あらためてあきらかにすることが必要である。 
   本研究会は、尖閣列島に対するわが国の領有権原を立証するため、これまで一年間
にわたって基礎資料の収集をおこなってきたが、その作業も完了したので研究会とし
ての結論を発表することとした。591 
 
 同論文の本文は 7 頁あるが、要旨は以下のようなものである。序説では主張している「先
占の法理」について、本文では言及されていない。 
 
一、 領土編入 
領有意思 日本が尖閣列島に対して、領有意思をもち始めたのは、1879（明治 12）
年頃からである。同年に発行された英文の「大日本全図」には尖閣列島が日本の領土
としてあらわれている。1885 年、沖縄県知事は尖閣列島について事情を聴取し、出雲
丸を派遣、実地調査をし、1892 年には軍艦海門によって実地調査が行われた。 
編入措置 同諸島を沖縄県の所管とし、国標を建設したいとの上申は、1885（明治
18）年と 1890 年に同知事によって政府に提出されたが、1893 年に漁業上の取締を理
由に同知事は再び上申した。1894 年 12 月 27 日、内務大臣は沖縄県知事の上申を外務
大臣と協議したところ、外務大臣も閣議提出に同意した。ついで翌年の 1895（明治 28）
年 1 月 14 日、同知事の上申通り尖閣列島を同県の所管とし、標杭を建設することを閣
議も承認、決定した。政府は 1 月 21 日、沖縄県知事にその実施方を指令した。 
二、 領有権原確定までの経緯 
沖縄県知事は、1896 年 4 月、尖閣列島を八重山郡に編入し、国内法上の措置を完了、
その後 1902 年 12 月、石垣島大浜間切登野城村に所属させた。政府は、尖閣列島中の
魚釣島、久場島、南小島及び北小島の 4 島を、八重山郡に編入後、国有地に指定し国
有地台帳に記載した。なお、久米赤島は面積が小さいこともあって国有地への指定が
遅れ、1921（大正 10）年 7 月 25 日に内務省所管とされ、島名も大正島と改称された。 
魚釣島など 4 島に対する国有地借用願は、古賀辰四郎氏によって、八重山群への編
入直後、内務大臣宛申請されていた。政府は 1896 年 9 月、同氏に対して魚釣島、久場
島、南小島及び北小島の 4 島を期間 30 年の無料貸与を許可した。古賀氏は、1897 年
以降、大規模な資本を投じて、魚釣島と久場島に家屋、貯水施設、船着場、桟橋など
を構築するなど、尖閣列島を開拓し、さらにアホウ鳥の鳥毛採取、グアノの採掘等の
事業を行った。この功績によって 1909 年に古賀氏は藍綬褒章を受章した。 
1918 年、古賀辰四郎氏が死去し、息子の善次氏が開拓と事業を続けた。同氏は魚釣
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島と南小島でカツオブシや海鳥の剥製製造、森林伐採、フカひれ、貝類、べっ甲など
の加工などを行い、事業の最盛期には漁夫 80 人、職人 7～80 人が魚釣島と南小島に居
住していた。 
1926（昭和元）年、国有地 4 島の使用期間が満了したため、政府は以後一年ごとの
契約の有料賃貸に改めたが、古賀善次氏は有料払下げを申請し、1932（昭和 7）年 3
月に政府は有料で払い下げた。売買価格は、魚釣島 1825 円、久場島 247 円、南小島
47 円、北小島 31 円 50 銭で、民有地に移管された 4 島は地租が徴収されることになっ
た。 
三、 第二次大戦後の法的地位 
尖閣列島は、戦後サン・フランシスコ平和条約第 3 条にもとづいて、他の南西諸島
とともに、アメリカ合衆国の施政権下におかれている。同条約第 3 条は、尖閣列島に
明示的に言及してはいないが、1953（昭和 28）年 12 月 25 日に効力を発したアメリカ
民政府布告第 27 号第 1 条、及び布令第 68 号（琉球政府章典）改正 5 号第 1 条は、同
列島がアメリカ合衆国の施政権の及ぶ管轄区域であることを明らかにしている。 
四、 アメリカ民政府及び琉球政府による施政権行使の状況 
サン・フランシスコ平和条約第 3 条の下におかれた尖閣列島に対しアメリカ合衆国
は、アメリカ民政府及びその管理下にある琉球政府を通じて、施政権を行使してきた。
同列島中唯一の国有地である大正島を 1956 年 4 月以降、また久場島を 1955 年 10 月
以前から軍用演習地として使用してきた。ただし久場島については、米民政府は、琉
球政府を代理人として、所有者である古賀善次氏と賃貸借契約を結び、使用料を支払
った。 
琉球政府立法院は、1955 年 3 月 5 日、第三清徳丸事件に関連して、アメリカ民政府、
日本政府並びに国際連合などに対し決議を採択した。 
1961 年 4 月 11 日、石垣市は固定資産税評価の実態調査のため担当官を尖閣列島に
派遣し、1969 年 5 月、尖閣列島 5 島に石垣市の管轄を明示した行政標識を設立した。 
米民政府は 1968 年以後、軍用機による哨戒を行うとともに、1970 年 7 月、同政府
の資金で、不法入域者を処罰する警告版を、大正島を含む 5 島に設置した。 
琉球政府も 1968 年以後、巡視艇チトセによるパトロールを実施し、沈船解体のため
の台湾人労働者による南小島と久場島への不法上陸を発見し、退去を命じた。米民政
府は、退去命令後に正規の入域を申請してきた台湾人労働者に対し、入域を許可した。 
五、 結論 
以上のことから明らかなごとく、日本の平穏かつ継続的な実効的支配は、わが国の
領有権原を国際法上確定させるのに十分なものであると結論しうるのである。 
1952 年の日華平和条約締結において、国府が同列島の返還を要求せず同列島がサ
ン・フランシスコ平和条約第 3 条に含まれていることについて抗議しなかったのは当
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然である。また、これまで中国は、国府と中共も含めて尖閣列島に実効的支配を及ぼ
したことはなかった。したがって、両国が日本の領有権原に異議を申し立てることは、
国際法上認められるものでないと結論しうるのである592。 
   
研究会は、尖閣列島は「先占（occupation）」によって、日本の領土に編入したものだとし
て、国際法における先占の要件を満たそうと苦心していることがわかると高橋は指摘する
593。そして、「わが国政府は、研究会の成果にもとづいて、尖閣列島は先占によってわが国
領土に編入したものだ、と公式に発言し始めたと思う。あるいは、先占の裏付けとなるべ
き資料を、研究会がまとめたことによって、先占による領土編入を主張し始めたと思う594」
と述べている。筆者は、高橋がいうように、「研究会の成果にもとづいて」日本政府が「先
占による領土編入を主張し始めた」と断言するまでには至っていない。しかし、1970 年 9
月 10 日に愛知外相が答弁して以来、「尖閣列島は、歴史的に一貫してわが国南西諸島の一
部で、領有権問題については一点の疑念もないほど明白だ」との趣旨の主張を、政府は繰
り返し行ってきた。それが、何らかのきっかけで 1972 年 3 月の答弁から「先占による領土
編入に変わった595」ことは事実である。 
高橋は、以下の時系列の事実を根拠にして述べている。 
 
① 研究会がその研究成果を発表し、尖閣列島は先占によってわが国領土に編入し
たものだという主張をしたのは、1971 年 3 月 15 日［『季刊沖縄』第 56 号］で
ある。 
 
② 楢崎弥之助衆議院議員の質問に答えて、佐藤栄作内閣総理大臣が、尖閣列島は
下関条約第二条にもとづいて中国から割譲を受けたものではない、という答弁
書を出したのは、1971 年 11 月 12 日である。 
 
③ 外務省が記者会見をして、「尖閣列島の領有権について」という印刷物を配り、
尖閣列島は先占によってわが国の領土に編入したものだと発表したのは、1972
年 3 月 8 日である。 
 
④ さらに、外務省情報文化局が、「尖閣列島について」という印刷物で、わが国は
1895（明治 28）年 1 月 14 日の閣議決定により、尖閣列島を沖縄県の所轄とし
て、標杭をたてることを決めた。これは国際法的には先占によって取得したも
のだ、といったのは 1972 年 5 月である596。 
 
後述するが、「国際法上の先占の法理によって日本が合法的に取得した」と日本政府が初
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めて答弁するのは、1972 年 3 月 21 日の衆議院予算委員会第二分科会である。それ以前の
政府は、尖閣諸島の領土編入の根拠を「先占の法理」だとは言及していない。したがって、
1971 年 3 月に発表された研究会の研究成果に依拠して日本政府が「先占の法理によって日
本が合法的に取得した」と主張し始めたことは十分にあり得ることだと考える。そして、
高橋が指摘するように、「わが国が尖閣列島の領有権を主張するためには、領土取得の法的
根拠（権原）として無主地の先占以外にないから、『先占』の根拠となるものをかき集めた
597」というのも、あながち的外れな意見ではないとも考えられる。 
しかしながら、村田忠禧は『史料徹底検証：尖閣領有』の中で、1933（昭和8）年10月に
外務省条約局によって作成された『国際法先例彙輯』（2）「島嶼先占」の中に「帝國ノ爲シ
タル島嶼先占事例」として、「久米赤島、久場島、魚釣島（明治二十八年一月）」が列挙さ
れていることを示している598。同文書は当時、機密文書であったが、「外国ノ爲シタル島嶼
先占ニ対スル帝國政府ノ措置ニ關スル事例」も挙げており、そこには、現在、中国と東南
アジア各国との間で懸案となっている「パラセル島（西沙島）」及び現在は南沙諸島と呼ば
れる「新南群島」も含まれており、領土拡張のために先占の事例を周到に調査し、また尖
閣諸島を含め、明治以降に領有した島嶼の事例を国際法上の「先占の法理」によって取得
したと整理していることがわかる。 
であるならば、尖閣諸島の領有権が問題になり、日本の領有を明言した1970年9月の段階
で、なぜ日本政府は領有根拠を「先占の法理」だと説明しなかったのか。 
何度も繰り返すが、1955 年においては、外務省は島の正式な名称も認識していないので
ある。1967 年に渡部一郎が「台湾の人が住みついて」いることを問題にした時も、塚原担
当大臣は「何ら報告を受けておりません」と答弁し、後にタカ派と言われることになる山
野幸吉総理府特連局長599でさえ「よく情報をとってみたいと思っております」としか答弁
していないのである。先述したように、高橋庄五郎は「尖閣列島が石油で燃えあがったと
き、外務省には、尖閣列島を領土編入したいきさつはこうだったと、ただちに説明できる
ファイルはなかった600」というが、実はファイルはあったのである。先輩たちが作成した
『国際法先例彙輯』には、「島嶼先占事例」として「久米赤島、久場島、魚釣島（明治二十
八年一月）」も列挙されていた。わざわざ沖縄での資料収集を奥原敏雄らに委託しなくても、
外務省にファイルはあったのだが、探し出せなかったのだろうか。いずれ、40 年近く前に
作成された文書の内容が引き継がれていなかったことは事実であろう。1933 年は帝国主義
の時代で、植民地経営も含め、日本も領土を拡張していた。『国際法先例彙輯』（2）「島嶼
先占」は非常に重要な公文書であるので、目次を以下に引用する。 
 
   国際法先例彙輯（2）                  昭和八年十月調 
     目次 
一、 帝國ノ爲シタル島嶼先占事例 
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其一、小笠原島（明治九年十月） 
其二、硫黄島（明治二十四年九月） 
其三、久米赤島、久場島、魚釣島（明治二十八年一月）
‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧
 
秘其四、南鳥島（明治三十一年七月） 
其五、沖大東島（明治三十三年九月） 
其二、中鳥島（明治四十一年八月） 
 
二、 外国ノ爲シタル島嶼先占ニ対スル帝國政府ノ措置ニ關スル事例 
其一、クリッパートン島（明治三十一年） 
秘其二、ミッドウエー島及ウエーク島（明治三十三年－明治三十五年） 
秘其三、プタラス島（東沙島（明治四十年－明治四十二年） 
其四、ジャン、マイヤン島（大正十一年－昭和四年） 
其五、プーベエ島（昭和三年－昭和七年） 
其六、ピーター一世島（昭和四年－昭和七年） 
秘其七、グリーンランド島（大正九年－昭和八年） 
秘其八、パラセル島（西沙島）（懸案） 
秘其九、新南群島（懸案）601 
 
以上、計 15 の事例が紹介されているが、西村捨三沖縄県令が山縣内務卿の内命を受けて
1885 年に沖縄県所轄とする国標建設を行った南大東島、北大東島（明治十八年）の事例が
記載されていない。さらに、「日本が先占したとしている『中鳥島（中ノ鳥島）』（明治 41
年 8 月）という島嶼は現在では存在していないことが明らかになっている。これらの事実
から、当時の外務省条約局の文書管理や領域管理の杜撰さの一端が窺えよう」とも村田忠
禧は指摘している602。 
「帝國ノ爲シタル島嶼先占事例」の其の3の「久米赤島、久場島、魚釣島（明治二十八年
一月）」に書かれている「久米赤島、久場島及魚釣島帝國版圖編入經緯」は、第3章に引用
した『日本外交文書』第18巻「版圖關係雜件」の「久米赤島、久場島及魚釣島帝國版圖編
入經緯」の文章とほぼ同じ内容であるが、「淸國」が「支那國」に変更されている603。 
 
1970 年における日本政府による尖閣領有権明言の背景 
さらにいえば、先占の法理の根拠だけでなく、1970 年 9 月までは日本政府が尖閣諸島の
領有権について明言しなかったのは、「尖閣列島が石油で燃えあがったとき、外務省には、
尖閣列島を領土編入したいきさつはこうだったと、ただちに説明できるファイルはなかっ
た604」のではなく、『国際法先例彙輯』があったはずなのに、見つけられなかったからでは
ないだろうか。「日本の国際法学者では初めて法的観点から尖閣列島を日本の領土であると
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する論陣を張った605」奥原も、1968 年から 1970 年の間に沖縄を視察した際に、「那覇の日
本政府事務所で話をしてみても、魚釣島のみならず尖閣列島の島々の名前さえはっきりは
知らなかった606」と述べている。国会会議録によれば、日本政府も 1955 年までは正式な島
名も答弁できておらず、1967 年には佐藤首相が「潜在主権（または残存主権）がある」と
も言及しないで、「施政権者から話さすのが本筋だ」などと述べている。 
2016 年 9 月現在、外務省ホームページに掲載されている「尖閣諸島について」に「それ
まで何ら主張を行っていなかった中国・台湾は、1970 年代になって初めて尖閣諸島の『領
有権』を主張するようになった607」との記述があり、「尖閣諸島についての基本見解」の
中でも同様の趣旨が述べられている608。1972 年 5 月に外務省情報文化局が発行したパンフ
レット『尖閣諸島について』にも、「尖閣諸島の領有権問題は、東シナ海大陸棚の海底資源
問題と関連して急に注目をあびた問題であり、それ以前は、中国を含めてどの国も尖閣諸
島がわが国の領土であることに異議をとなえたことはなかったのです609」とある。「台湾や
中国が領有権を主張し始めたのは、尖閣周辺に石油資源が埋蔵されている可能性が指摘さ
れてからの後出しジャンケン」との表現は、尖閣諸島の日本領有の根拠としてよく用いら
れる表現であり、巷間に流布している「定説」である。 
しかし、これまでに筆者が挙げた日本政府による国会答弁の変遷をみれば、1970 年 9 月
までは、日本政府も尖閣諸島の帰属および領有権について明言していないことがわかる。
同年 9 月 7 日に、外務省条約局の山崎敏夫参事官が、「領有権に関しましてはまさに議論の
余地のない」、「明らかにわれわれの領土」との表現で、初めて日本の領有を明示的に答弁
した。大臣としては、同年 9 月 10 日に、愛知外相が「尖閣諸島の領有権問題につきまして
は、いかなる政府とも交渉とか何とかを持つべき筋合いのものではない、領土権としては、
これは明確に領土権を日本側が持っている」と答弁したのである。けだし、尖閣周辺にお
．．．．．．
ける石油埋蔵の可能性が出てきたからこそ、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
日本政府は南方同胞援護会や奥原の協力のも
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とで関係資料を収集し、領有権の根拠を論理だて、その整理がついた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
1970
．．．．
年の
．．
9
．
月になっ
．．．．
て、初めて日本の領有権を明言したのであろう
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
このことを書物で指摘した専門家は、高橋庄五郎の他には、管見の限り村田忠禧と新崎
盛暉のみである。村田は、『尖閣列島・釣魚島問題をどう見るか』の中で、「1895 年 1 月 14
日に現地に標杭を建設する旨の閣議決定を行なって正式にわが国の領土に編入610」したに
もかかわらず、「実際にはこの時には標杭建設は行われなかった。のちにこの島をめぐる帰
属問題が発生したため、あわてて 1969 年 5 月に石垣市が地籍表示のための標柱を建てたの
である。周辺海域から石油が産出する可能性あり、といわれてから領有権を主張し出した
のは中国政府だけでなく、日本政府自身もそうである611」と述べている。さらに、「日本も
中国（台湾当局をも含む）も、前述した通り、この島々の周辺海底に石油が産出する可能
性があるとの情報が流されてのち、領有権を主張するようになった612」としている。「日本
も中国も 1970 年代まではこの島嶼の存在すら忘れていた。沖縄の本土復帰問題、日中国交
136 
 
回復問題がクローズアップされた時期に初めて日本も中国（台湾も含めて）も注目するよ
うになり、あわててそれぞれ自国の地図にこの島嶼の存在を書き込み、あたかも自国の固
有の領土であるかのようなポーズを取っている。ナショナリズムを煽ろうとする勢力は、
日本でも中国でもこの問題を利用する613」とも、村田は指摘している。 
新崎は、「沖縄は、東アジアにおける平和の『触媒』となりうるか」の中で、尖閣諸島に
対する領有権問題が浮上してくるのは、1968 年 8月の ECAFE 調査の後であるとした上で、
以下のように述べている。 
 
中国や台湾で領有権の主張が表面化してくる中で、実は、最も早くこの島々が「八
重山石垣市字登野城の行政区域に属しており、……同島の領土権について疑問の余地
はない」と意思表示したのは、70 年 8 月の琉球立法院による全会一致の決議［第 1 章
第 1 節で引用した「決議第 12 号 尖閣列島の領土権防衛に関する要請決議」］でした。
ついで、71 年 6 月、中華民国政府が、保釣運動を背景に、これらの島々の領有権を主
張する声明を出し、71 年 12 月、中華人民共和国政府外交部の声明がこれに続きます。
これに対して日本政府外務省は、先に紹介したような無主地先占という国際法の原則
に基づいて取得した日本「固有の領土」という見解を発表します614。 
 
日本政府が国会答弁で尖閣諸島の領有権を明言したのは、琉球政府立法院の決議第 12 号
発出後の 1970 年 9 月であり、「先占の法理」を主張したのは 1972 年 5 月である。 
ほかに弁護士の毛利正道は、「1982 年の国連海洋法条約で明確に認められた排他的経済水
域（EEZ）、大陸棚主権についても、尖閣諸島の領有問題との絡みもあって、日中間におい
て全体として未解決となっている。しかし、そもそも、日中双方において、自らが尖閣諸
島を領有していると公然と主張され始めたのは、尖閣諸島を含む広大な排他的経済水域や
大陸棚海域に大規模な原油が埋蔵されている可能性が高いとされた 1968 年以降である615」
と指摘している。 さらに、中国や国際法の専門家ではないが、歴史学者の中嶋久人はホー
ムページで、当時の尖閣諸島に関する国会答弁を、筆者と同じ観点から沖縄の視点もふま
えて分析している616。 
 
さらに、台湾の「外交部檔案」を調べた邵漢儀の最新の研究成果によれば、第 3 章第 3
節でも触れたように、1970 年 9 月 3 日に駐華日本大使の板垣修が外交部次長の沈劍虹を訪
ねた時に尖閣領有法的根拠として「1896 年の勅令 13 号」を示した。それに対して、国府
は日本の勅令第 13 号について分析・調査を行い、10 月 1 日には、外交部条約局が「日本
明治廿九年勅令第 13 号に関する分析」の中で、勅令 13 号には「『尖閣諸島』或いは『魚釣
島』等の文字は無い」と指摘する。10 月 23 日、板垣大使は再び沈と非公式に意見交換を行
い、尖閣領有の根拠は勅令 13 号ではなく 1895 年の閣議決定である旨を初めて述べた。 
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また、米国の関連公文書を調査したエルドリッヂの最新の研究成果『尖閣問題の起源』
によれば617、1970 年 7 月には国府が米国の石油会社パシフィック・ガルフ社に、尖閣周辺
の探査・採掘権を認めたこともあり、米国の同盟国である日本と中華民国（台湾）は、米
国を巻き込みながら、尖閣をめぐり「舌戦」を開始した。米国の「中立の立場」は、同年 8
月 11 日に国務省が駐台米国大使館に送った電報の中でも以下のように示されている。 
 
  対日講話条約第三条で使用されている言葉には、尖閣諸島（尖閣群島）を含むこと
が意図されている。また同条約にある南西諸島とは、第二次世界大戦終了時に日本の
施政権下にあった北緯 29 度以南のすべての島を指しており、条約上それ以外では使用
されていない。 
講和条約にもとづき、アメリカ政府は琉球諸島の一部として尖閣諸島に対し施政権
を行使しているが、琉球に対する潜在主権は日本にあると解されている。琉球の施政
権は、1972 年に日本に返還される予定である。 
アメリカ政府は、尖閣および尖閣に隣接する大陸棚区域をめぐるすべての主張は、
当事者により解決されるべき問題であると考えている618。 
 
 米国務省は、1970 年 8 月 19 日付けの駐台米国大使館宛て電報の中でもこの立場を明確
にしている。前述の 11 日付け電報の第 3 段落を取り上げ、次のように説明しているとエル
ドリッヂは指摘している。「［米国政府は］尖閣諸島に対する日本の領有権に疑義を呈する
つもりはないが、専ら以下のことを指摘することとする。尖閣諸島の領有権をめぐる紛争
が生じた場合、対日講話条約や沖縄返還協定は、いずれも当事国の権利の問題は、当事国
間で解決されるか、または当事国が選択した際は、国際司法裁判所など第三者の判決をと
おして解決されるべきである619」。 
 同年 8 月 20 日頃、外務省アメリカ局の千葉北米第一課長がスナイダーおよび彼のスタッ
フと会い、尖閣諸島に関する日本国内の議論と、日本と中華民国との協議に関する概況説
明を行った。千葉は、現在のところ日本政府は、米国政府が尖閣諸島の施政権者として何
らかの行動を起こすことが必要であるとは考えていないが、ただ政府内では、米国が「関
与してくれること」が「望ましい」と感じている人もいると述べた。また、もし尖閣の領
有権問題が浮上した場合には、日本政府は、1953 年 12 月に米国民政府が布告第 27 号で琉
球諸島の境界を発表したことに対し、中華民国政府が何も異議を唱えなかったことを、中
華民国政府による黙認の証拠として持ち出す準備があると言及した。さらに、千葉は、尖
閣の問題をめぐって日本政府内で意見の対立が生じている点に論及し、「タカ派」の中心人
物として山中貞則総務長官と山野幸吉沖縄・北方対策庁長官を挙げ、「ハト派」は外務省条
約局の法律に通じた官僚たちであり、ただ彼らの法律論には、一部曖昧なところもあった
と述べた。スナイダーは、アメリカが尖閣の問題で国府と日本政府の間に巻き込まれるこ
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とは、まったく望んでいないと話している。さらに、少なくとも国府の立場がはっきりす
るまで、日本政府は「自制」するよう促した620。 
 同年 8 月 31 日には、愛知揆一外相が駐日米国大使のマイヤーとの協議の中で尖閣問題を
取り上げた。このとき愛知は、日本政府は、米国政府が過去の声明で尖閣は琉球の一部で
あると述べたことに言及するけれども、そのことに異議を唱えないでほしいと述べた。マ
イヤーは、米国政府は実際に尖閣を「琉球の一部として」統治しており、米国の複数の布
令もそれを示していると述べた。しかし、マイヤーは、米国政府は日本と台湾の「争いに
巻き込まれないか」懸念を抱いていると説明した。加えて、マイヤーは「尖閣に関する論
争は、領有権を主張する当時国間で行われるべきで、アメリカ政府を巻き込むべきではな
い」と考えていると述べたのであった621。 
 同日、外務省は駐台日本大使館に訓令を出して、尖閣諸島の領有権については如何なる
疑問も存在せず、大陸棚に関して国府がいかなる行動をとろうとも、尖閣諸島地域の大陸
棚に関する日本政府の立場は「影響を受けない」とする日本政府の立場を国府に伝えるよ
うに指示した622。この訓令を受け、先述したように、9 月 3 日、板垣駐台大使は中華民国外
交部を訪れ、沈外交部次長との会談に臨み、尖閣領有の根拠として勅令第 13 号を示したの
である。 
 さて、この間の 1970 年 9 月 2 日には、国府の水産試験所所属の公船に、『中国時報』の
記者が同乗し、魚釣島に中華民国国旗を立てるという事件が起きた。この事実は 9 月 4 日
に知られることとなり、緊張が高まった。これを受け、ワシントンでは、日本大使館の木
内昭胤書記官がエリクソン（Richard A. Ericson, Jr.）日本部長を訪れ、国旗掲揚事件と尖
閣に関する国府の態度について、日本国内で次第に懸念が強まっていると伝えた。ここで
木内は、米国政府が公的声明を出して、尖閣に対する日本の潜在主権について言及してく
れれば、今週の国会答弁で示す日本政府の立場が「楽なものとなる」だろうと述べている。
これに対してエリクソンは、米国政府の意見として、日本政府がそのような立場に言及す
ることには反対しないが、米国政府がそれ公的声明によってそれを発表することはないだ
ろうと答えた623。 
 東京では、9 月 8 日に東郷文彦アメリカ局長がスナイダーと会談し、日本政府の考えとし
て、米国政府が「公式」の声明を出し、尖閣諸島が琉球の一部であり、返還時の琉球の範
囲に含まれると表明するよう求めることを検討中だと伝えた。スナイダーはマイヤー大使
の一週間前の見解を繰り返し、アメリカ政府としては、「公式な声明を出したり、尖閣をめ
ぐる争いに巻き込まれたりすることは望んでいない」と念をおしたのである。一方、スナ
イダーは、もし尖閣の問題が通常記者会見の場で取り上げられた場合は、国務省報道官が
応答する準備を整えておくと申し出た624。このような経緯を経て、第 1 節で述べたマクロ
スキー報道官の 9 月 10 日の発言となる。 
 このように国府が「尖閣の地位に関する重大な疑義」を抱き、米国は中立政策を続ける
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意向である状況において、外務省は、尖閣が琉球の一部であることを米国が公式に表明す
るよう協議していた。このような米国及び中華民国との協議の背景もあり、1970 年 9 月 10
日の愛知揆一外相の「尖閣諸島の領有権問題につきましては、いかなる政府とも交渉とか
何とかを持つべき筋合いのものではない」と答弁するまでは、尖閣の領有権を明言できな
かったのである。 
 
中国側の指摘――石油埋蔵の可能性から日本も領有権を主張 
一方、中国側では、北京大学歴史学部教授の徐勇と上海国際問題研究院アジア太平洋研
究センター副主任の廉徳瑰、英国ケンブリッジ大学訪問学者の罗欢欣（羅歓欣）らが、ECAFE
調査によって石油埋蔵の可能性があることが明らかになってから、日本政府が尖閣諸島の
領有権を主張しはじめたと指摘している。 
 徐勇は、2005 年の論文で以下の通り述べている。 
 
1968 年前後に国連極東経済委員会（ECAFE）が調査を行い、釣魚島の海域に豊富な
石油資源が埋蔵されていることを発見し、その石油の埋蔵量は 737 億～1574 億バーレ
ルと推計され、ある人は、釣魚島は「第二の中東になりうる」と断定した。著名な日
本の学者である高坂正堯が言ったように、石油資源の発見は日本を刺激し、「飢えた野
獣」［出典は示されず］の如く、これらの島嶼の主権を強硬に奪い取った。 
日本は、1958 年国連海洋法会議で決められた大陸棚境界画定の国際法上の基本原則
に違反して、「東シナ海海域中間線」を単独で提出し、釣魚島をいわゆる「中間線」以
東の「日本海域」の中に定めた。一方で、日本は実際の行動として、1969 年 5 月に沖
縄県八重山の役場が人を派遣して島に上陸し、セメント製の標志を建設した。これら
の方法によって、日本は釣魚列島を併呑しただけでなく、さらに 20 万平方キロメート
ルの中国海域（浙江省 2 つ分に相当する面積）とその豊富な海底石油資源を盗み取っ
た625。 
 
また、廉徳瑰は 2012 年の論文で、以下のように指摘している。 
 
日本は「バンコク報告626」が発表されたあとに、釣魚島の主権を有していることを声
明で発表した。1969 年 5 月、つまり「バンコク報告」が発表された 1 か月後に日本の
石垣市は釣魚島に標木を建てた。これは 1895 年 1 月 14 日に日本政府が釣魚島を「編
入」して後、初めて境界を示す標木を建てたのである。74 年来、釣魚島は実効支配下
にあったが、しかし日本は標木を建てなかった。1969 年 5 月のこの時になって、石垣
市長は沖縄がまだ米国の実効支配下にあった背景の中、命令を発して標木を建てた。
明らかなのは、これは石油の発見と密接な関係にあるということである。その後、6 月
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から 7 月にかけて、日本の総理府は、いわゆる「尖閣列島周辺海域地質状況学術調査」
を行った。この調査の予算は 943 万 5000 円であり、調査団の団長は新野弘であった。
この学術調査は実際のところは海底の石油探査であり、8 月 28 日、調査団は日本政府
に対して調査報告を提出した。1970 年 5 月 9 日［正しくは 1969 年 5 月 10 日と 11 日］
石垣市当局は釣魚島等の島嶼に「行政管轄標識碑」を建てた。［1970 年］7 月 8 日、琉
球政府は釣魚諸島に領域表示板を建てた。特に、この年の 8 月 10 日、当時の愛知揆一
外相が参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会において、日本が釣魚島の主権を
持つことを発言し、釣魚島に対する主権を持つ主張を正式に提起した。これは明治政
府が釣魚諸島を「編入」して以来、日本政府が初めて正式に釣魚島の領有権を表明し
たことであり、日本が秘密裏にこれらの島嶼を「編入」してから実に 75 年 7 か月がた
ってからである627。 
 
加えて、罗欢欣は、2012 年の論文で「実は、日本は投降後、アジア極東経済委員会（ECAFE）
が釣魚島海域の石油資源のニュースを発表する前には、釣魚島の主権を主張することはな
かったのである。1945 年から 1969 年までの間に日本で出版された『九州地方図』、『南西
諸島図』、『沖縄県図』、『宮古諸島図』などには釣魚島は描かれてはいない628」としている。 
 
第３節 「先占の法理」と「棚上げ」 
「先占の法理」による領土編入 
  高橋庄五郎は『尖閣列島ノート』で、「外務省が記者会見をして、『尖閣列島の領有権問
題について』という印刷物を配り、尖閣列島は先占によってわが国の領土に編入したもの
だと発表したのは、1972 年 3 月 8 日である629」と指摘している。だが、以下にあるように、
外務省統一見解として発表された「尖閣列島の領有権問題について」の中では、「先占」
という言葉は用いられておらず、「先占によってわが国の領土に編入した」とは明示され
てはいない。 
 
尖閣諸島の領有権問題について 
                                 外務省統一見解 
昭和 47 年 3 月 8 日 
尖閣諸島は、明治 18 年以降政府が沖縄県当局を通ずる等の方法により再三にわたり
現地調査を行ない、単にこれが無人島であるのみならず、清国の支配が及んでいる痕
跡がないことを慎重確認の上明治 28 年 1 月 14 日に現地に標杭を建設する旨の閣議決
定を行なって正式にわが国の領土に編入することとしたものである。 
   同諸島は爾来歴史的に一貫してわが国の領土たる南西諸島の一部を構成しており、
明治 28年 5月発効の下関条約第二条に基づきわが国が清国より割譲を受けた台湾及び
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澎湖諸島には含まれていない。 
   従って、サン・フランシスコ平和条約においても、尖閣諸島は、同条約第二条に基
づきわが国が放棄した領土のうちには含まれず、第三条に基づき南西諸島の一部とし
てアメリカ合衆国の施政下に置かれ、昨年六月十七日署名の琉球諸島及び大東諸国に
関する日本国とアメリカとの間の協定（沖縄返還協定）によりわが国に施政権が返還
されることとなっている地域に含まれている。以上の事実は、わが国の領土としての
尖閣諸島の地位を何よりも明確に示すものである。 
   なお、中国が尖閣諸島を台湾の一部と考えていなかったことは、サン・フランシス
コ平和条約第三条に基づき米国の施政下に置かれた地域に同諸島が含まれている事実
に対し従来何等異議を唱えなかったことからも明らかであり、中華民国政府の場合も
中華人民共和国政府の場合も1970年後半東シナ海大陸棚の石油開発の動きが表面化す
るに及びはじめて尖閣諸島の領有権を問題とするに至ったものである。 
   また、従来中華民国政府及び中華人民共和国政府がいわゆる歴史的、地理的ないし
地質的根拠等として挙げている諸点はいずれも尖閣諸島に対する中国の領有権の主張
を裏付けるに足る国際法上の有効な論拠といえない630。 
 
さらに、同年 5 月、外務省情報文化局が『尖閣諸島について』というパンフレットを発
行した。その中で、「明治 28 年（1895 年）1 月 14 日の閣議決定により、尖閣諸島を沖縄
県の所轄として、標杭をたてることにきめました631」、「これは国際法的には、それまでど
この国にも所属していなかったそれらの諸島の領有権 を、わが国が、いわゆる『先占』と
呼ばれる行為によって取得したのだということになります632」と、初めて文書で先占の法
理に言及した。パンフレット『尖閣諸島について』の目次は以下の章立てになっており、
尖閣列島の日本領有を説く本文は 17頁であり、写真や図表の他にも、以下の資料を掲載し、
36 頁構成である。 
 
もくじ 
１．急に起こった問題 
２．わが国領土に編入されたいきさつ 
     （１） 慎重な編入手続き 
     （２） 戦前におけるわが国の支配 
     （３） 戦後における支配 
３．わが国はこう考える 
     （１） 先占による領土編入 
     （２） 明確なサン・フランシスコ平和条約 
     （３） 中国側の文書も認めている 
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【資料】 
標杭建設ニ関スル件 
官有地拝借御願 
沖縄県の郡編成に関する勅令 
   尖閣諸島中四島の払下げについての国有地台帳 
   琉球列島の地理的境界（米国民政府布告第２７号） 
琉球政府章典（米国民政府布令第６８号） 
   群島政府組織法（米合衆国軍政府布令第２２号） 
   尖閣列島に対する警告板の設置に関する米琉往復書簡 
   尖閣列島における警告板設置について 
   沖縄返還協定 
   合意された議事録 
   中華民国政府外交部声明 
   中華人民共和国政府外交部声明 
北京放送 
 
 このパンフレット『尖閣諸島について』の中で、新たに政府が主張した「先占による領
土編入」については、以下のように説明されている。 
 
２．わが国領土に編入されたいきさつ 
（１）慎重な編入手続き 
明治 12 年（1879 年）、明治政府は琉球藩を廃止し、沖縄県としましたが、明治 18
年（1885 年）以来数回にわたって、沖縄県当局を通じ尖閣諸島を実地に調査した結果、
尖閣諸島が清国に所属する証跡がないことを慎重に確認した後、明治 28 年（1895 年）
1 月 14 日の閣議決定により、尖閣諸島を沖縄県の所轄として、標杭をたてることにき
めました。 
   このようにして尖閣諸島は、わが国の領土に編入されたのです。633 
［中略］ 
 
３．わが国はこう考える 
（１）先占による領土編入 
尖閣諸島がわが国の領土に編入されることになったいきさつは、すでに述べました
が、これは国際法的には、それまでどこの国にも所属していなかったそれらの諸島の
領有権を、わが国が、いわゆる「先占」と呼ばれる行為によって取得したのだという
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ことになります。 
国際法上、ある国は、どの国にも属さない地域（無主地といいます）がある場合、
一方的な措置をとることによって、これを自国の領土とすることが認められています。 
これが先占と呼ばれるもので、たとえばイギリス、フランスなどが太平洋の島々を
領有するに至ったのも、大部分これによったと言われています。 
それでは、先占が有効であるためには、どのような要件が充たされなければならな
いかということになりますが、一般には、その地域が無主地であること、国家がその
地域を自国の領土とする旨を明らかにすること、および、実際上もその地域に有効な
支配を及ぼすこととされています。 
尖閣諸島については、すでに述べましたように、わが国は明治 18 年以降沖縄県当局
を通ずるなどの方法で再三現地調査を行ない、これらの島々が単に無人島であるだけ
でなく、清国を含むどの国の支配も及んでいる証跡がないことを慎重に確認した上、
明治 28 年 1 月 14 日に現地に標杭を建設する旨の閣議決定を行なって正式にわが国の
領土として沖縄県に編入しました。（それ以来、尖閣諸島は一貫して南西諸島の一部と
して取扱われてきました。） 
また、その後の支配についても、政府は、民間の人から尖閣諸島の土地を借用した
いとの申請を正式に許可し、民間の人がこれに基づいて現地で事業を営んできた事実
があります。これらの事実は、わが国による尖閣諸島の領土編入が、前述の要件を十
分充たしていることを示しています。従って尖閣諸島が国際法上も有効にわが国に帰
属していることは問題がありません634。 
 
1972 年 3 月 21 日、外務省の高島益郎条約局長は、衆議院予算委員会第二分科会での楢
崎弥之助衆議院議員の質問に対して、以下にあるように、「先占の法理によって日本が合法
的に取得した」と初めて答弁した。 
 
○楢崎弥之助 次に、尖閣列島の問題に入りたいと思います。［中略］まず、［中略］
日中正常化の話し合いの中で、やっぱりこの尖閣列島があるいは現実的な障壁になる
という可能性について私は憂えるわけであります。だから、［中略］歴史的な事実とい
うものを、十分資料をもって具体的に立証する必要があろうと思います。［中略］いま
まで私は質問主意書で、この領有権の問題についてお伺いをしました。それからまた、
せんだって沖特委員会で、外務大臣の領有権の根拠についてのお話も承りました。で、
私に対する回答書と、せんだっての外務大臣のあの御答弁を二つ並べてみて、私は非
常に論拠が弱いと思います。［中略］まず、私に対する回答では、「歴史的に一貫して
わが国の領土たる南西諸島の一部を構成し」、こう回答書にあります。この「歴史的に
一貫して」ということは、いつからの歴史ですか。 
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○福田赳夫外相 明治十八［1885］年よりであります。 
○高島益郎条約局長 正確には明治二十八［1895］年以来でございます。 
○楢崎弥之助 明治十八年というのは、例の明治十七年に古賀さんがいろいろ尖閣
列島のことを知って、そしてそれに基づいて沖縄の県知事が、いわゆる国標を立てた
いという上申書を提出された年であるわけです。それが十年間なぜうやむやになって
おるか。二十八年に閣議決定いただいたのでしょう。なぜうやむやになっておったか、
その間の理由はどうでしょう。 
○高島政府委員 私ども、この尖閣諸島が日本の領土であると主張します根拠は、
国際法に基づきまして日本がこれを実効的に支配してきたということを説明しようと
しておるわけです。国際法に基づきましてというその根拠は、いわゆる国際法上の
．．．．．
先
．
占
．
の法理によって日本が合法的に取得した
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ということでございます。先占の条件とい
たしましては、まず第一番にいかなる国の領域にも属しない……。 
○楢崎弥之助 私はそれを聞いておるのじゃないのです。［中略］なぜ十年間ほった
らかしにしておったか、それを簡単に説明していただきたい。 
   ○高島政府委員 そこで、いま私が申し上げようとしましたのは、先占の要件の一
つでありますところの、いかなる国の領域にも属しない領域であったということを、
日本政府が確認するために十年間も要したということでございます635。（巻末資料(24)
参照） 
 
楢崎はこの質問で、下関条約に尖閣が含まれていない根拠を質し、尖閣の領有権の根拠
について明確な資料に基づいて理論構成すべきだと述べた。また、明治 28 年、すなわち 1895
年の閣議決定で編入する前は尖閣が無主地であったことは認めつつも、最初の上申から 10
年も放置しておいて、日清戦争に勝利する直前に編入した実効支配の正当性を中国側は争
点にしているのではないかとしている。のみならず、日中間でいまだに大きな問題になっ
ている防空識別圏636（Air Defense Identification Zone；ADIZ）のこと、米国が施政権と主権
を分けていること、さらに赤尾嶼と黄尾嶼にある米軍の射爆場は撤去を求めるべきだと、
以下の通り踏み込んだ質問している。 
    
   ○楢崎弥之助 私は、この尖閣列島は、国際法のいわゆる無主島だと思うのですね。
［中略］どこの国の領土であるということがはっきりした［明治］二十八年以前はは
っきりしていなかった。［中略］ただ、問題はその尖閣列島を日本の領土とするという
その意思決定及びその後の実効的支配が正当なものであったかというのが、私は中国
側との争点になるのではなかろうか。［中略］その実効的支配という点については私も
そう思うのです。ただ、それが正当かどうかというところにおそらく争点があると思
うのです。先ほどちょっと触れましたとおり、十年間もほったらかしておって、日清
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戦争で大勝利というときに、その力をかってきめたという感じを非常にわれわれも持
ちます。その辺が正当性との問題が出てくるのではなかろうか。［中略］ 
 それから最後に、［中略］防衛庁に伺いたいが、防空識別圏の中にこれをやはり入れ
ますか。防空識別圏、できましたか。 
   ○久保卓也防衛庁防衛局長 まだ ADIZ の防衛庁案というものはつくっておりませ
んけれども、現状では、御承知のように、防空識別圏というものが、沖縄本島防空の
ための識別の技術的あるいは事務的な、便宜的な自衛隊内部のラインであるというよ
うな点で、必ずしも私は政治的なそういった面をかみ合わせる必要はないのではない
かという観点で、いまのところ従来の方針を踏襲したいと考えております。 
   ○楢崎弥之助 中国側が尖閣列島の領有権を主張する、もしそこに日本の飛行機が
ADIZ で飛んでいく、そうすると、中国側が自分の領土に飛んできたということで、ス
クランブルをかけないという確信があなた、ありますか。 
   ○久保政府委員 共産圏の ADIZ がわからないのでありますが、極端な例を申します
れば、わがほうの ADIZ と共産圏側の ADIZ が交錯をしている、たとえば尖閣列島を互
いに取り込んでおるということでも、格別それが不都合ということにはならないとい
うふうに私は思います。また事実上の問題としましては、尖閣列島の上空を飛んでい
る場合に、わがほうが間に合うというわけにはまいりません。 
   ○楢崎弥之助 私は、現実にやはり非常にトラブルの起こる可能性があると思うの
です［中略］。だからこれは慎重に配慮して、私は竹島と同じように防空識別圏から一
応はずされたほうが――竹島がそうでしょう。争いがあるから竹島と同じような例に
すべきだと私は思います。［中略］沖縄返還時、五月十五日の段階で、米国に対して尖
閣列島の領有権についての何らかの意見表明を求めるつもりですか……。 
   ○福田外務大臣 わが国の領土権の問題に対して、最終的な裁判官じゃありません
から、それに裁判的な意見を求めるようなことは考えておりません。 
   ○楢崎弥之助 すでに領有権の問題は、当事者で話し合うべきであるという意見を
アメリカの国務省は出しておりますね。［中略］それをわざわざここで、沖縄返還時に
尖閣列島の領有権について米側のコミットを求めるなんというみっともないまねは、
ひとつ絶対おやめになるようにお願いをしたい。と同時に、［中略］ここの赤尾、黄尾
に米軍の基地がある、射爆場があるということ、これも私はたいへん問題があると思
うのです。少なくともこの領有権について争いのあるところに米軍の基地があるとい
うことは、これはよくないことです。［中略］基地を撤去するように話し合いをされる
べきである、私はこのように思います。 
   ○福田国務大臣 尖閣列島の米軍基地を、撤去するということを要請するという考
えはありません。私は、これはなぜアメリカに意見を求めないかというと、あまりに
も明瞭なことなんだ。だれの意見を求める必要もない、それくらいはっきりしている
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問題だ。［中略］わが国の領土であることに一点の疑いもない問題である。人の国の意
見、第三者の意見を求めるまでもない、こういうことで意見を求めない、こういうこ
とであります637。（巻末資料(24)参照） 
 
この質疑応答の中で、防衛庁の久保卓也防衛局長は、防空識別圏＝ADIZ について、「共
産圏の ADIZ がわからないのでありますが、極端な例を申しますれば、わがほうの ADIZ
と共産圏側の ADIZ が交錯をしている、たとえば尖閣列島を互いに取り込んでおるという
ことでも、格別それが不都合ということにはならないというふうに私は思います」と注目
すべき答弁をしている。この答弁については、共同通信の岡田充客員論説委員がホームペ
ージ「海峡両岸論 第 44 号」で拙修士論文「領土政策に関する政府見解の変遷――尖閣諸島
をめぐる国会答弁を中心に――」を紹介し、「中国が尖閣諸島を彼らの防空識別圏（ADIZ）
に含めても『格別、不都合ではない』と答えていたことも明らかにされている。中国が昨
年［2013 年］11 月 23 日発表した ADIZ に対し、安倍晋三首相は『尖閣領空が中国の領空
であるかのごとき表示で受け入れられない』と、中国に撤回を求めているが、72 年当時の
防衛当局の認識は全く異なっていたことが分かる638」と解説した。さらに岡田は、「沖縄返
還交渉が開始されると台湾が領有権を主張、台湾は当時国交のあった米国のニクソン政権
に対しても、尖閣を沖縄返還と切り離して日本返還に反対するようになった新状況の下で、
日本政府はあわてて領有の「物語」を完成させたと笘米地はみる。これは矢吹晋・横浜市
大名誉教授が『尖閣衝突は沖縄返還に始まる』（花伝社 2013）で展開した論旨と平仄が合
う639」としている。 
ここから明らかなように、日本政府が尖閣諸島領有の論拠を再構成し、歴史的経緯に関
する日本政府の「物語」が完成したのは 1972 年 3 月である。それ以前には、現在の日本政
府が主張する尖閣領有の国際法上の根拠となる「先占の法理」は言及されていなかった。 
 
国際法上の先占の要件 
さて、尖閣領有の国際法上の根拠は「先占」だという日本政府による「物語」の完成は
今まで述べてきたように 1972 年 3 月である。だが、実は、1933 年 10 月に外務省条約局に
よって作成された『国際法先例彙輯』（2）「島嶼先占」の中に「帝國ノ爲シタル島嶼先占事
例」として、「久米赤島、久場島、魚釣島（明治二十八年一月）」が列挙されていることは
既述した通りである。日本政府による尖閣領有が先占の要件を満たすのか。以下、国際法
の観点から確認したい。 
国際法上の先占の要件の第一は「無主地であること」である640。当該の領域が無主地で
あることは、これに対する先占の不可欠の前提条件であり、中国側はさまざまな歴史的権
原とその他の関連の権原を援用して魚釣島は古くからの中国の領土である、したがって先
占の対象とはならないと主張してきた641。しかし、伝統的国際法を前提とする限りは、こ
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うした中国側が主張する歴史的権原は、とりわけ実効支配を伴っていなかったという意味
で有効な権原とは認められない。したがって、今後中国側から実効的支配の有力な根拠が
提供されない限りは、係争の諸島は控えめにいっても無主地だったという強い推定が働く
と国際法学者の松井芳郎は指摘している642。 
次に、領有意思の表明について検討する。尖閣諸島に対する日本の領有の意思は、外務
省の「基本見解」によれば、現地に標杭を建設する旨の 1895 年 1 月 14 日の閣議決定によ
って表明されたことになる。この事実自体は中国側によっても争われていないが、こうし
た形による領有意思の表明は関係国、とりわけ中国に対して通告されなかったので無効で
あると主張する。中国の『釣魚島は中国固有の領土』白書（以下、白書）では「終始秘密
裏に進められており、一度も公表されたことがない643」ことを、それが国際法上無効であ
る理由として強調している。先占の事実を関係国に通知することが、先占を行う国の領有
の意思の決定的な証拠となるという意味で、政治的に望ましいことは確かである。日本は
小笠原諸島については 1876 年に実際にこれを行ったが、これが先占の有効性の国際法上の
要件であることは学説上一致して否定されてきた。国際判例では、たとえばクリッパート
ン島事件判決は、ベルリン会議の一般議定書が規定する通告の義務は本件には適用がなく、
当時にあっては先占行為が周知されることで十分であり、フランスは実際にこの行為を公
表することによってその周知を図ったと述べた644。またパルマス島事件判決も、オランダ
による国の権威の表示は「公然（open and public）のもの」であって、他国に対してこれ
を通知する義務は「存在しなかった」と松井芳郎はいう645。 
先占のもう 1 つの要件である実効的支配に関しては、日本側では以下のような事実が指
摘されている。1895 年の編入措置の後、1902 年には沖縄県の土地整理事業を通じて南小島、
北小島、魚釣島および久場島の各島に地番が設定され、また、編入当時は閣議決定で言及
されなかった久米赤島（赤尾嶼）に、1921 年に内務省が地籍を設定して大正島と改称した
ことによって、尖閣諸島編入の国内法上の手続きが最終的に完了したとされる。同諸島は
第二次世界大戦後の米軍による占領までは一貫して沖縄県に属してその管轄の下に置かれ
てきた。土地の管理についていえば、国有地の貸与（当初は無償、後に有償）および払い
下げ、地代と固定資産税の徴収、燐鉱（グアノ）採掘の許可などを、国家権力の行使の事
例としてあげることができる。松井は地番の設定を含む土地管理、税の徴収、資源開発の
許可などは明らかに実効的支配を構成するとしている646。 
ちなみに、日本政府の主張を後押しする「先占に関する国際法的な議論」によく登場す
る事例をみると、複数の国家が、ある島嶼や海域、領土をめぐって同時にクレームし、そ
れを国際法的な観点から妥当性を判断する事例ばかりとの印象を受けると名嘉憲夫は説明
している647。「例えば、1928 年のパルマス島事件648、1931 年のクリッパー
マ
島
マ
事件649、1933
年のグリーンランド島事件650、1953 年のマンキエ・エクレオ事件651、1909 年のグリスバ
ダルナ事件652といった事例は、尖閣問題を論じる際の定番の事例である653」としている。
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しかし、こうした事例についての説明は、名嘉が理解した限りでは、尖閣諸島や竹島の事
例のように、「戦争中に編入または併合された事例」が一つもないという654。歴史的経過に
ついてまったく異なる事例を挙げて、「国際法的にも日本の領土である」と主張しているの
だとすれば、尖閣問題の解決から遠ざかる結果にもなりかねないだろう。 
もちろん、相手の感情や主張を尊重するという点においては、中国側も同様な努力が必
要であると筆者は考える。日中間で問題になっている防空識別圏について、「もし撤回しろ
と言うのなら、日本側に先に自らの防空識別圏を撤回してもらう。そうすれば、中国側も
44 年後に検討してもいい655」などと、中国国防部の楊宇軍報道官（大佐）が会見で発言し
た。このような表現も、解決を困難にするだけである。 
さて、日本による尖閣諸島の編入過程への疑問にもまして重大だと思われるのは、これ
には先占の法理を適用すること自体への批判であると松井芳郎は指摘する。古くは井上清
であり、外務省 OB の孫崎享も先占原則の植民地分割の法理としての性格を踏まえて、19
世紀以前には漠としてであっても中国の管轄圏内に入っていた尖閣諸島に対して先占を主
張しても、どこまで説得力があるか疑問であると述べている656。しかし、この点に関して
留意しておくべきだと思われるのは、中国の政府文書だけでなく学者の論文でも、日本の
尖閣諸島編入が先占の要件、とくに無主地という要件を備えていないという指摘は多いが、
これに先占の法理を適用すること自体への批判は、管見の限り見られないという事実を松
井芳郎は指摘している657。筆者が目にした中国側の論文においても、先占の法理を適用す
ること自体への批判は見られず、これは重要な指摘であると考える。逆に、中国で尖閣研
究の第一人者とされる劉江永は、尖閣は下関条約によって日本に割譲された台湾に含まれ
ると主張しており658、このような誤った認識はかえって中国側の領有根拠を弱めると村田
忠禧は指摘している659。 
 
さて、日本政府が始めて「先占の法理」を尖閣領有の国際法上の根拠を明言したその翌
日の 1972 年 3 月 22 日、参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会で、川村清一参議院
議員が中立政策をとる米国の態度について「納得できない」として、以下のように質問し
た。福田外相は、前日の楢崎に対しては「第三者の意見を求めるまでもない、こういうこ
とで意見を求めない」と答弁したが、川村には「アメリカ政府のそういう態度が非常に不
満」と述べ、「アメリカ政府に対して抗議をするという態度をとろうと思っております」と
答弁した。 
 
○川村清一 私、何としても納得できないのはアメリカ政府の態度なんです。［中略］
施政権を返還したその協定の中の返還区域の中には、はっきりと尖閣列島が入ってお
る。そういう事実があるにもかかわらず、尖閣列島の領有権というものが国際上の問
題になってくるというと、アメリカ政府は施政権は返す、しかしながら、この尖閣列
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島の領有権についてはアメリカは発言の権限がないんだ、両当事国において話し合っ
て解決してもらいたいと言って手を引いた。［中略］こんなえてかってな理不尽な行為
は私はないと思います。［中略］どこの国の領土だかわからないものを施政権の中に入
れて、しかも、今度は自分の軍事基地をそこに設けて、施政権が返ってくるにもかか
わらず、A 表［沖縄返還の日から米軍が使用するために、日米合同委員会において合意
する用意のある設備及び用地の 88 施設］の中にきちっと黄尾嶼、赤尾嶼として、その
島に基地は存在させる。こういうことは一体認められるのかどうか。政府の見解を明
確にしていただきたい。 
○福田赳夫外相 尖閣列島の帰属についてのアメリカの態度、［中略］これにつきま
しては私も全くそのとおりに思います。私は、この問題はアメリカといたしましては
もう議論の余地はないというふうに腹の中では考えておる、こういうふうに見ておる
んです。議論の余地のない問題、御指摘のように基地まで置いておる、返還協定では A
表の中にそれが入っておる、［中略］にもかかわらず、事が公の問題になりますると、
最近になりまして、どうもあいまいな態度をとる、領土の帰属につきまして何かもの
言いがつくならば、それは二国間で解決さるべき問題であるというような中立的な言
い回しをしておる。私はアメリカ政府のそういう態度が非常に不満です。これはなに
か逃げ腰な態度であると、こういうふうに思いますが、またその背景があるんだろう
と思います。［中略］しかし、［中略］アメリカに頼んでこれはあれを確認してもらう、
そういう性質のものじゃないと思うんです。そこで、そういうことはいたしませんけ
れども、これはなおアメリカでも
．．．．．．
［中略］、そういうかたまった考え方が出ますれば、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
厳重にアメリカ政府に対して抗議をするという態度をとろうと思っております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
660。（巻
末資料(25)参照） 
 
 その後、「政府の訓令をうけた牛場信彦駐米大使は同月 24 日、米国務省のグリーン次官
補に対して尖閣諸島の帰属問題に関する日本の立場を説明し支持を求めたが、同次官補は
米国の『中立の立場』を繰り返した661」と、豊下楢彦は述べている。豊下は、「これ以降、
日本政府が米国の『中立の立場』について『厳重に抗議』した形跡は見られないのである662」
として、米国の「立場を“黙認”している663」日本政府を強く批判し、「国際社会から見れ
ば、これほど“異様な光景”はないであろう。ところが、日本の政界やメディアの現状は、
これが“異様”であると認識することさえできないレベルにまで『知的劣化』が進んでい
るのである664」と指摘している。 
 
1978 年における園田直外相答弁 
1978 年 3 月 10 日の参議院予算委員会では、日華関係議員懇談会665の幹事である玉置和
郎参議院議員が、日中平和友好条約の締結交渉で尖閣諸島について「今後一切文句は言い
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ませんということの一札は取れますか取れないですか、どうですか666」と聞くのに対して、
園田直外相は、「今度結ぶ条約は平和条約でなくて平和友好条約でありますから、領土の問
題はこの条約の中に入らぬわけであります。しかし、この尖閣列島が、わが方が領有して
おるが、中華人民共和国は自分のものであると言い張っておるわけでありますから［中略］、
今度の友好条約の際にむしろこちらが自分のものだとちゃんとした明々白々たる事実を持
ち出して、これに文句はありませんかと、こういうことは決して得策ではないと、私はこ
のように考えております667」と答弁した。それを受けて、「尖閣列島の帰属については日本
のものですということについての向こうの言質をとるということは当然じゃないですか
668」と質問を続ける玉置に対して、園田は「平和友好条約と尖閣列島の帰属の問題は別個
の問題でありますから、平和友好条約の場所で私はこの問題を持ち出すつもりはございま
せん。しかし、その問題は、場所を変え時を変えて適当な時期にこれをやるべきであるこ
とは御意見のとおりであります669」と答えている。それに対して、玉置は、日中平和友好
条約は日本を第二次世界大戦に導いた当時の日独伊三国同盟のようなものだといわんばか
りに、突然に「いま、三国軍事同盟のときのあの新聞の状態を見てみなさい。何でもかん
でも三国軍事同盟。いまの新聞を見てみなさい。一緒じゃないですか670」との発言を行っ
た。園田は「いまわれわれが進めようとしておる友好条約は、戦争に突入してはならぬと
いう平和と繁栄を目的として進んでおることを御理解を願いたい671」（巻末資料(29)参照）
と応じた。 
同年 3 月 22 日には、福田赳夫首相が「我が国固有の領土」との表現を用いて、以下の通
り質問主意書に答弁している。 
 
尖閣諸島は、我が国固有の領土であり
．．．．．．．．．．．．．．．．．
、我が国は、現にこれを実効的に支配してい
る。したがって、尖閣諸島の領有権についていずれかの国と話合いを行うべき筋合い
のものでなく、政府としても今そのような話合いをいずれかの国と行う必要があると
は考えていない672。 
 
 1982年 9月、鈴木善幸首相が来日したマーガレット・サッチャ （ー Margaret Hilda Thatcher）
英首相との首脳会談で、尖閣諸島の領有権に関し、日本と中国の間に「現状維持する合意」
があると明かしていたことが分かった。英公文書館が両首脳のやりとりを記録した公文書
を 2014 年 12 月 30 日付で機密解除したことで明らかになったと報道された673。公開され
た英国の日英首脳会談の記録によれば、「サッチャー氏に鄧氏［鄧小平］との直接交渉を勧
めた鈴木氏の助言は、論争となっている尖閣諸島問題について鈴木氏自身が鄧氏と直接交
渉した経験に基づいている。その結果、鈴木氏は（鄧氏と）、日中両国政府は大きな共通利
益に基づいて協力すべきで、詳細に関する差異は脇に置くとの合意に容易に達した。（鈴木
氏によると）その結果、（尖閣の）問題を明示的に示すことなしに現状を維持することで合
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意し、問題は事実上、棚上げされた674」とある。 
この機密解除された英公文書の背景を研究し、ロンドン大学東洋アフリカ学院で修士論
文にまとめた佐野智子は、尖閣諸島問題について「『棚上げ』という対応策が暗黙裡に存在
していた時期もあった」が、「この『暗黙の了解』はすっかり機能を失った」と述べている。
英公文書によれば、1982 年に「棚上げ」を認めていた日本政府が、3 年後の 1985 年には
下記に引用する安倍晋太郎答弁に見られるように領有権問題の存在そのものを否定するよ
うになった背景を佐野は以下のように分析している。 
日本政府が尖閣問題に対する見解を徐々に変遷させていった国内要因としては、主に二
つが挙げられる。①激しい政権闘争、そして②国益の追求である。①としては、1970 年代
に中国との外交関係促進に貢献した親中派グループの衰退と、入れ替わりに 1980 年代初頭
から勢いを増したタカ派と右派の隆盛が挙げられよう。ハト派の中核をなした大平正芳
（68-69 代首相、1980 年 6 月死去）、田中角栄（64-65 代首相、1985 年 2 月脳梗塞で入院）、
園田直（福田・大平・鈴木内閣で外務大臣、1984 年 4 月死去）という 3 人の死や失脚が「機
微を要する中国との外交」の欠如につながった。結果、日本はこの繊細な問題を巧みに乗
り切るカードを失い、日本を取り巻く急激な国際情勢の変化、とりわけ中国の台頭が尖閣
問題をより深刻化させていった675。 
大平正芳は「日本の国会議員の中で、特に自民党の領袖の中で、中国問題について最も
深く正確に理解していた676」と中国側から評価されており、田中角栄は日中国交正常化を
成し遂げた首相であり、ロッキード事件で逮捕された後も自民党内での影響力を保持して
いたが病に倒れた。園田直は日中国交正常化を実現した外務大臣で慧眼を持つ政治家であ
った。加えて、中国側でも 3000 人日本青年訪中などを受け入れた胡耀邦中国共産党中央委
員会総書記が 1987 年 1 月に失脚するなど、蜜月と言われた日中関係は難しい時代を迎え始
めた。 
鈴木・サッチャー会談から 3 年後の 1985 年 4 月 22 日に、「中国との間に尖閣諸島の領有
権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しない677」（巻末資料(40)参照）との見解が、
安倍晋太郎外相から発表された。1988 年 11 月には、斎藤邦彦外務省条約局長が、「尖閣列
島というのは、我が国にとりまして領土問題でも何でもなく、我が国が有効に支配してい
る我が国の領土の一部678」（巻末資料(41)参照）と答弁した。1989 年 3 月には、都甲岳洋欧
亜局長が、「尖閣諸島をめぐって解決すべき問題自体存在しない679」（巻末資料(42)参照）と
答えた。また、1991 年 4 月には、柳井俊二条約局長が「我が国の立場からいたしまして領
土問題があるということではございません680」（巻末資料(44)参照）と答弁しているように、
「解決すべき領有権の問題は存在しない」との趣旨の国会答弁を繰り返し行なってきた。 
そして、質問主意書への答弁でも、前述した 2007 年の福田康夫首相の答弁書の後にも、
「中曽根外務大臣より、［中略］尖閣諸島をめぐり中国との間で解決すべき領有権の問題は
そもそも存在していないとの我が国の立場に基づいて発言したものであり、御指摘は当た
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らないと考える681」との答弁を、2009 年 3 月に麻生太郎首相が閣議決定している。これは、
鈴木宗男衆議院議員が、「『外相会談』において尖閣諸島について中曽根大臣より言及がな
されたことは、あたかも日中間において尖閣諸島が係争化し、同島を巡る領土問題が存在
するかの様な誤解を国内外に与え、同島の領有権を狙う中国側をただ利するだけになった
のではないか682」と問題視したことに対する答弁である。 
 
「棚上げ」に関する政府見解 
 これまで、国会答弁を中心に、尖閣諸島の領有権に関する政府見解の変遷を紹介してき
た。では、2010 年 10 月に前原外相が答弁した「棚上げ合意の否定」についてはどうなの
か。序章で述べたように、日中平和友好条約締結前の 1975 年 10 月 22 日に、「いわゆるた
な上げというような形で日中の条約交渉が行われているという事実はございません683」（巻
末資料(28)参照）と宮澤外相が答弁して以来、以下のように、一貫して「棚上げ」を否定し
ているのが政府見解である。 
1978 年 4 月に、中江要介外務省アジア局長は、「日中共同声明の出されました例の正常
化の際の両国の首脳会談において、尖閣諸島の問題は議題にされたことはないということ
がまず第一点でございます。それから第二点は、この首脳会談の中で、この問題について
たな上げにするというような合意なり了解なり、そういうものがあったかというと、それ
もないということでございます684」（巻末資料(32)参照）と棚上げを否定した。さらに、「日
中政府間で秘密協定的あるいは秘密的な話し合いはないと断言できますか685」と問う上原
康介衆議院議員に対して、「ないと断言できます686」（巻末資料(32)参照）と明言した。 
後に在中華人民共和国特命全権大使となる中江要介は、1972 年の国交正常化の際のアジ
ア局外務参事官であり、椎名悦三郎自民党副総裁が 9 月 17 日に台湾を訪問して、田中角栄
首相からの蒋介石総統への親書を渡した際に同行した経験をもつ687。日中国交正常化の際、
田中・周恩来首脳会談に同席した橋本恕中国課長の上司であり、首脳会談の報告は受けて
いたと考えられる。結果からいえば、詳細は後述するが、国交正常化の際の田中・周首脳
会談では尖閣諸島の問題は正式に議題にされたともいい難いが、田中が突如として提起を
し、若干のやりとりがあったことは、後に外務省記録が公開されて明らかになっている。 
また、領有権に関する答弁のところでも述べたが、1988 年 11 月、外務省の斎藤条約局
長が、「棚上げするということについて日中間で合意があったということは全くございませ
ん688」（巻末資料(41)参照）と、1989 年 3 月には都甲欧亜局長が、「棚上げ云々の問題が生
じる余地はないことを明確にいたしました689」（巻末資料(42)参照）と、1989 年 12 月には
鈴木勝也外務大臣官房審議官が、「いわゆる棚上げというようなことは毛頭ございません
690」（巻末資料(43)参照）と、それぞれ答弁した。1991 年 4 月には、柳井俊二条約局長も、
「領土問題があるということではございません。ましてや棚上げということではございま
せん691」（巻末資料(44)参照）と答弁している。このように、「領有権と帰属の問題を棚上げ
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した事実はない」との趣旨の答弁を繰り返しており、政府見解としては、1975 年から一貫
して「棚上げ合意」を否定している。 
 したがって、2010 年 10 月 21 日の前原外相による国会答弁「鄧小平氏が一方的に言った
言葉であって、日本側が合意をしたということではございません。したがいまして、結論
としては、棚上げ論について中国と合意したという事実はございません692」（巻末資料(47)
参照）も、それまでの政府見解を変更したのではなく、1975 年以来のものを踏襲している
のである。また、2010 年 10 月 26 の質問主意書に対する答弁書で、「『国交正常化のさい、
双方が尖閣諸島問題に触れないと約束した』とされる約束」について、「お尋ねの約束は存
在しない693」とした点も、「日中平和友好条約交渉において、この会見で明らかにされた『尖
閣諸島問題にふれないことで一致した』事実」についても、「お尋ねの事実はない694」とし
た菅首相の答弁内容も同様に、それまでの自民党政権の政府見解と変わらないものである。 
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第５章 日本政府による実務対応と中国側の対応 
第１節 政府見解と実務対応のダブルスタンダード 
尖閣諸島をめぐっては、これまで述べてきたように、「解決すべき領有権の問題」も「棚
上げ合意」も公式な見解としては一貫して日本政府は否定している。しかし、それでも、
日中平和友好条約を締結した園田直外相は、1979 年 5 月 29 日、沖縄開発庁が中心になっ
て行われた尖閣列島の調査開発について中国側が抗議したことに関連して、当時の政府見
解とは異なる視点となる以下の答弁をしている。 
 
中国外交部筋で慎重に行動してほしいという言動があったやの情報は聞きますが、
その気持ちは外務大臣としては十分に理解し得るものでありまして、尖閣列島の置か
れた立場、現在有効支配をしておる、わが国の領土である、そういうものを中国がい
まのままで黙って見ておるということは、中国側からすれば大変な、友情であるか何
かわかりませんが、私はそういうものであると思います。したがいまして、これにつ
いて刺激的な、しかも宣伝的な行動は慎むべきであり、国内政治的に必要なもののみ
を慎重に冷静にやるべきだと考えております695。（巻末資料(33)参照） 
 
尖閣列島の調査開発が有効支配というものを示すものであるとするならば、外務大
臣としてはこれは反対であり、あくまで国内行政上純粋の漁民の保護、安全、こうい
うことからやられるものであると私は閣議でも主張し、そういうふうに解釈をしてお
ります。これはきわめて大事なところでありまして、この前の中国の船団の事件696が
ありましたが、あれは、中国側に言わせると、お互いに主張し合っておる、そこへお
れのものだ、おれのものだと言われれば黙っておるわけにはいかぬじゃないかという
のが本心でございますから、この点は、日本国の実益を得るという意味において、現
在でも有効支配しておって、中国の漁船団は近寄ってないわけでありますから、この
点は十分冷静に実際の効果というものを考えて進めていくべきだということを一言申
し上げておきます697。（巻末資料(33)参照） 
 
また、園田外相は、翌日の 5 月 30 日には次のように述べている。 
 
尖閣列島は御承知のとおりに中国とわが方は立場が違っております。わが方は歴史
的、伝統的に日本固有の領土である、こういうことで、これは係争の事件ではない、
こういう態度、中国の方は、いやそれは歴史的に見て中国の領土である、日本と中国
の間の係争中の問題であるという差があるわけであります。そこで北京の友好条約締
結のときに、鄧小平副主席と私との間で、私の方から話をしまして、尖閣列島に対す
るわが国の主張、立場を申し述べ、この前の漁船のような事件があっては困る、こう
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いうことを言ったところ、向こうからは私の主張に反論なしに、この前のような事件
は起こさない、何十年でもいまのままの状態でよろしい、こういうことで終わったわ
けです。［中略］ 
したがって尖閣列島についてはわが国の領土ではあるけれども、こういういきさつ
があるから刺激しないように、付近の漁民または住民の避難のため、安全のためにや
むを得ざるものをつくるならば構わぬけれども、やれ灯台をつくるとか何をつくると
か、これ見よがしに、これは日本のものだ、これでも中国は文句を言わぬか、これで
も文句はないかというような態度は慎むべきであるということを終始一貫議論をして
きた経緯があるわけであります。［中略］ 
これは単に日本と中国との関係ということばかりでなく、日本の国益ということを
．．．．．．．．．．．
考えた場合に、じっとしていまの状態を続けていった方が国益なのか、あるいはここ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に問題をいろいろ起こした方が国益なのか。私は、じっとして、鄧小平副主席が言わ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
れた、この前の漁船団のような事件はしない、二十年、三十年、いまのままでもいい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
じゃないかというような状態で通すことが日本独自の利益からいってもありがたいこ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とではないかと考えることだけで、あとの答弁はお許しを願いたいと存じます。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
［中略］ 
この際原則的な理屈は言わない方が得であると考えておりますが、私は有
．．．
効支配は
．．．．
現在でも日本の国は十分やっておる、こういう解釈でありまして、これ以上有効支配
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を誇示することは、実力で来いと言わぬばかりのことでありますから、そのようなこ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とは日本の国益のためにもやるべきでない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、こういう考え方でありまして……698。（巻
末資料(35)参照） 
 
「棚上げ」を主張した鄧小平発言を評価しながらも、政府見解として否定している「棚
上げ」という言葉を使うわけにはいかず、「あとの答弁はお許しを願いたい」という言外か
ら「棚上げこそ国益なのだ」という園田の“思い”がうかがえる名答弁である。 
さらに園田は、必要以上に実効支配を誇示することは、中国側の実力行使を招き、国益
にならないことを見通していた。炯眼をもつ政治家であった。 
また、1985 年 4 月に「領有権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しないというの
が我が方の立場であります699」と、領有権問題の存在を否定する答弁を初めてした安倍晋
太郎外相も、そのすぐあとに続けて以下の答弁をしている。 
 
我が国国内及び中国要路筋に、東海大陸棚石油資源につきましてこれを共同で開発
してはどうかという考えが存在することは政府としても承知をしているところであり
ますけれども、東海大陸棚の開発に関しましては、日中間の境界画定等の問題がござ
います。これらの問題につきまして中国側とも十分に意見交換を重ねる必要があると
考えておるわけでございます。意見交換によらずしてこの問題を進めるということは
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なかなか困難ではないかと思っておるわけでございます。協議につきましてはまだ具
体的な考え方は持っておらぬわけでございますが、今後中国側とも相談をしていく必
要があるというふうに考えておるわけでございます700。（巻末資料(40)参照） 
 
このように、安倍外相の国会答弁においても、「公式見解＝解決すべき問題は存在しない」
と「実務的対応＝中国側とも相談をしていく」との齟齬がみられる。安倍がこの答弁で、「中
国側とも相談をしていく」としているのは、「大陸棚の開発」、および「日中間の境界画定
等の問題」であって、領有権の問題を「相談」するとは述べていない。1970 年 9 月 10 日
に、初めて日本の領有権を明言した愛知外相は、「領有権問題についてどこの国とも交渉を
するというべき筋合いのものではない701」との見解を示しながらも、同時に大陸棚の問題
については「本来全く異なる性質の問題である702」として、「必要ならば話し合いに入って
もよい703」と答弁していた。ここから明らかなように、日本政府は、領有権を主張し始め
た 1970 年 9 月から、領有権問題と大陸棚の開発や境界画定の問題は区別して使い分けてい
た。同年 9 月 12 日には、「魚釣島に中華民国の国旗を立てた」と報道され、国府側に「申
し入れ」をしたことについて、「これはいわゆる話し合いではございません」と、愛知外相
は強弁している704。しかし、領有権や帰属の問題に触れずして、大陸棚の開発や境界画定
の話し合いに相手側が応じることがあり得るのだろうか。領有権については“話し合うべ
き筋合いではない”としつつ、大陸棚については“話し合いに入ってもよい”という日本
政府のダブルスタンダードは、1970 年から始まっていたといえる。 
1972 年 7 月に総理大臣となり、同年 9 月 29 日に中国との国交正常化を実現した田中角
栄は、同年 3 月、尖閣沖の海洋開発について、通商産業大臣として「中華人民共和国との
調整もございますので、この大陸だな海洋開発というものに対しては、それらの事態を十
分踏まえながら、最終的にはやはり日本と中国とが協議をするということが円満な解決方
法だ、こういうことだといま政治的には考えております705」（巻末資料(26)参照）と答弁し
ている。田中は、さらに同年 5 月には以下の答弁をしている。 
 
東シナ海を中心にしてエカフェが長いこと調査を行なった結果、われわれが考えて
おったよりも膨大もない石油資源が存在をするということが確認をせられました。し
かし、この沖縄、特に尖閣列島の問題などはこの問題から起こったわけであります。
石油があるとか天然ガスがあるとかということが確認されないうちは、尖閣列島問題
などたいしたことはなかったのですが、これは、相当膨大もない埋蔵量を有するとい
うことが公になってから、急遽いろいろな問題が起こってまいったわけでございます。
しかも、ここは大陸だな問題としても、台湾との問題とか中国大陸との問題とか、日
本に復帰する沖縄との境界線、非常にむずかしい問題が入り組んでいるところがござ
います。しかし、これは話し合いをしながら、円満に地下資源というものは開発をし
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
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ていかなければならないということは事実でございます
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
706。（巻末資料(27)参照） 
 
また安倍晋太郎外相は、1984 年 5 月に、「尖閣諸島地域の開発につきましてはこれ
が専ら尖閣諸島に対する我が国の有効支配を誇示することを目的とするようなものと
とられかねないようなことについては慎重に対処する必要がある707」（巻末資料(39)参
照）と答弁し、実効支配を強める調査には「反対」するという、1979 年の園田外相と
同趣旨の現実的な考えを示している。さらに、1979 年 5 月には、外相だけでなく大平
正芳首相が、実態調査について「国内行政上の必要だからといって、尖閣諸島の領有
権を対外的に誇示する等、刺激的、宣伝的なものであってはならないと私どもも考え
ております708」（巻末資料(36)参照）と答弁している。日中国交正常化の際に中国課長
として田中角栄と周恩来による首脳会談に同席し、尖閣諸島に関する両首脳のやりと
りを直接目にしている橋本恕アジア局長も、1984 年 5 月の安倍外相の答弁に続けて、
下記のように答弁した。 
 
この尖閣列島が我が国の固有の領土であるということは明々白々でございます。し
たがいまして、この事実、それから［中略］日中間は現在かつて見ないほどの非常に
友好な関係にございますので、この日中友好協力関係を阻害しないという一つの前提、
それからこの尖閣諸島があくまでも我が国の固有の領土であるという大原則、前提を
うまく組み合わせながら、この地域の資源開発につきましても、中国側とも協力すべ
きは協力し、また我が国の立場を主張すべきところは主張する、こういうことでまい
りたいと思います709。（巻末資料(39)参照） 
 
1995 年 12 月、参議院外務委員会において、それまでの領土問題の存在と話し合いを否
定する政府見解と異なるニュアンスの以下の答弁を、河野洋平外相が行った。それは、中
国船籍の海洋調査船が、尖閣諸島周辺海域で調査を行ったことを問題視した内容に対する
答弁である。 
 
○武見敬三 私は、こうした案件について、ただやみくもに国民を刺激するような
情報の開示というもので世論を感情的にしてしまうことは決して得策だとは思いませ
ん。しかし、［中略］尖閣列島の領有権問題に絡むこうした案件について、いわばタブ
ー視するような形で報道が行われないというようなことがもし事実であったとするな
らば、これは甚だ残念だと思うのでありますが、外務大臣、この点はどのように御了
解されているでしょうか。 
○河野洋平外相 日中関係の重要性にかんがみれば、こうした問題について両国は
静かに理性的な話し合いを行う必要があると思います。他方、［中略］国民の皆様に対
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しては正しい情報の提供というものもまた必要であろうかと思います。［中略］感情的
になるということがあってはならないと思います。理性的に判断なされるということ
に我々は大いに努力をする必要があるだろうと思っております710。（巻末資料(45)参照） 
 
 1996 年 2 月 19 日の衆議院予算委員会において、池田行彦外相は、以下の通り尖閣に関
する領土問題を明確に否定する答弁を行った。これが従来、日中双方の研究者から、領土
問題を否定する最初の日本政府の見解と言われてきたが711、事実は、筆者が第 4 章で指摘
したように 1985 年の安倍晋太郎外相答弁以来、一貫して日本政府はその主張を繰り返して
いる。 
 
尖閣列島につきましては、我が国の立場は、これは歴史的な経緯からいいましても、
また国際法上からいいましても、我が国固有の領土であり、また、現にその地域を我
が国が有効に支配している、こういうことでございますので、我が国としては、そも
そも中国との間において尖閣列島をめぐる領有権の問題は存在しない、こういう立場
をとっているところでございます。 
 もとより政府として、対中国との関係を大切にしまして、友好関係全般を維持して
いかなくちゃいけないというのは当然のことでございます。［中略］ 
ただ、先ほども申しましたが、海洋法条約の締結ということになりますと、漁業そ
の他の資源をめぐっていろいろ話し合っていかなくちゃならない面は出てくるだろう。
これは単に領有権だけではなくて、例えばその区域をいろいろ考えます場合に、どう
いうふうな海洋法の理論に立つかというようなこともいろいろあるわけでございます。
そういった点につきましては、これから中国との間におきましてもいろいろ話し合い
を進めながら、現実的かつ適切な解決の方途を見出してまいりたい、こう思います。 
いずれにいたしましても、そういった話し合いにおきましても、両国の友好関係と
いうものを大切にしてまいる、これを基本に考えてまいります。712（巻末資料(46)参照）。 
 
1996 年 6 月に日本は国連海洋法条約を批准し、条約は我が国については同年 7 月 20 日
に発効した。当時は、同条約の批准をひかえ、改めて池田外相が尖閣の領有権問題につい
て従来からの原則論を強調したといえよう。しかし、それでも「政府として、対中国との
関係を大切にしまして、友好関係全般を維持していかなくちゃいけないというのは当然の
こと」と述べ、また「中国との間におきましてもいろいろ話し合いを進めながら、現実的
かつ適切な解決の方途を見出してまいりたい」として、領有権以外の現実的問題について
は話し合いによって解決するという1970年以来のダブルスタンダードも維持した答弁とな
っている。 
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1972 年における国交正常化交渉上の尖閣 
序章でも言及した『アジア時報』に寄稿された栗山尚一の論文を要約すると、以下の通
りになる。1972 年の日中国交正常化の準備を実際に行った橋本中国課長と栗山条約課長ら
外務省事務方にとって、中国の真意を知る上で最も参考になったのが、同年 7 月に周恩来
と会談した竹入義勝公明党委員長が残した会談記録と、中国側の共同声明案を書き写した
「竹入メモ」である。その最大のポイントは、中国が日米安保体制を容認することが判っ
たことであるが、次に栗山が重視したのは、「尖閣列島の問題にも触れる必要はありません」
という周恩来首相の発言だった713。尖閣の領有権問題が正常化交渉の対象になれば、日本
側は譲歩できず、中国側も降りるわけにはいかず、交渉全体が暗礁に乗り上げるのではな
いかと栗山は危惧していた。しかし、中国側が本件を提起する必要がないならば、日本側
からこれを持ち出す理由は全くない。この対処方針について、大平正芳外相に栗山が説明
し、同大臣の了解を得た。したがって、日中首脳会談の席上で、田中角栄総理から「尖閣
についてどう思うか」との発言がされたのは、栗山にとっては想定外だったが、これに対
し、周首相が「尖閣問題については今回は話したくない、今これを話すのは良くない」と
応じたことは、栗山の予想内の反応であった。「このような経緯を踏まえると、国交正常化
に際し日中間において、尖閣問題は『棚上げ』するとの暗黙の了解が首脳レベルで成立し
た（中国側が『棚上げ』を主張し、日本側は敢えてこれに反対しなかった）と理解してい
る。わが方は、『棚上げ』によって失うものは何もなかった714」と、栗山は述べている。 
1972 年 9 月 27 日の日中国交正常化交渉第 3 回首脳会談での尖閣諸島に関するやりとり
は、日本側の外務省の記録によると、以下の一問一答だけである。 
 
田中総理「尖閣についてどう思うか？私のところに、いろいろ言ってくる人がいる」 
周総理 「尖閣諸島問題については、今回は話したくない。今、これを話すのはよく
ない。石油が出るから、これが問題になった。石油が出なければ、台湾も
米国も問題にしない。 
国交正常化後、何カ月で大使（館）を交換するか？」 
大平大臣「できるだけ早く必要な措置を講じていくが……」715 
 
しかし、中国側から外交部顧問として国交正常化交渉に参加した張香山716の回顧録によ
れば、以下のような少し込み入ったやりとりであったという。 
 
釣魚島［尖閣諸島のこと］問題。この問題については第 3 回首脳会談が間もなく終
わる時に話が始まった。双方ただ姿勢を示しただけで、話し合うことはなかった。 
田中首相「私はまだ一言いいたい。中国側の寛大な態度に感謝する。この機会を借り
てちょっと伺いたい。中国側の『尖閣列島』（釣魚島を指す）についての態
160 
 
度は如何に」 
周総理 「この問題は今回は話したくない。今、話してもいいことがない」（这个问题
我这次不想谈，现在谈没有好处。） 
田中首相「私は北京に来たからには、もしこの問題を提起もしないで帰れば厄介なこ
とになる。私は今、提起はしたのだから、彼らに対して申し開きができる」 
周総理 「そうだ！その海底から石油が出たから、台湾はこれを大げさに騒ぎ立て、
また米国も騒ごうとして、この問題を非常に大きくしようとしている」
（对！就因为那里海底发现了石油，台湾拿它大作文章，现在美国也要作这
个文章，把这个问题搞得很大。） 
田中首相 「よし！もう話す必要はない。また別の機会にしよう」 
周総理   「またにしよう。今回は我々は、解決できる基本問題を、両国の関係正常化
問題のように先に解決しよう。これが最も切迫した問題だ。いくつかの問
題は、時間の推移に合わせてまたあとで話そう」（以后再说，这次我们把
能解决的基本问题，比如两国关系正常化问题先解决。这是最迫切的问题。
有些问题要等到时间转移后来谈。） 
田中首相  「一旦国交が正常化すれば、私はその他の問題も解決できると信じている」
717 
 
この張香山の回想は中国語であり、筆者が日本語に訳したので、田中角栄が本当はどの
ような日本語で発言したのかは定かではない。日本国外務省による日本語の記録には、一
問一答の後のやりとりはないからである。周恩来が「今回は話したくない」と答えた後に
田中は何も発言せずに、いきなり大使交換の話になっているが、若干不自然ではないだろ
うか。 
2013 年 6 月に訪中した野中広務元内閣官房長官は、1972 年の国交正常化交渉において、
尖閣諸島の領有権について日中双方が棚上げを確認したと、田中から直接聞いたことを明
らかにし、波紋を広げた718。1972 年 9 月に、田中角栄と周恩来は、尖閣諸島について本当
は何を話したのか。中国側による正規の外交記録の公開が待たれるところである。 
矢吹は、『尖閣問題の核心』の中で、「田中と周恩来のやりとりを外務省記録から削除し
た719」と指摘している。そして、第 3 回首脳会談に同席した橋本中国課長の以下の証言を、
「28 年後に真相を語った720」としている。 
 
周恩来が「いよいよこれですべて終わりましたね」と言った。ところが、「イヤ、ま
だ残っている」と田中首相が持ち出したのが尖閣列島問題だった。周首相は「これを
言い出したら、双方とも言うことがいっぱいあって、首脳会談はとてもじゃないが終
わりませんよ。だから今回はこれは触れないでおきましょう」と言ったので、田中首
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相の方も「それはそうだ、じゃ、これは別の機会に」ということで交渉はすべて終わ
ったのです721。 
 
張香山の回想ほどではないが、周恩来が「今回はこれは触れないでおきましょう」と述
べて終わるのではなく、田中も「それはそうだ、じゃ、これは別の機会に」と答えたので
あるから、「触れない」ことに同意したとみるのが自然であろう。張香山は、栗山と同様に、
国交正常化交渉の外相会談には同席していたが、首脳会談には同席していない722ので、直
接自分で聞いたことを記録したわけではない。しかし、首脳会談の内容を伝え聞いてはい
ただろうし、外務省顧問として会談記録を確認できる立場にあったと思われる。一方、橋
本はこの首脳会談に同席し、田中と周のやりとりを直接聞いた人物である。これら国交正
常化交渉の記録をみれば、中国側の一部が主張する「棚上げの明確な合意」があるとはい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
えな
．．
いが、中国側が棚上げを主張し、少なくとも日本側は異を唱えなかったとみるのが妥
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
当であり、栗山のいう「暗黙の了解」（中国側のいう「黙契」）を否定するのには無理があ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ると筆者は考える
．．．．．．．．
。だからこそ、「領有権問題はない」としながらも、開発については「慎
重に対処723」、「協力すべきは協力し724」などという国会答弁になったのではないか。 
矢吹は、「これが田中・周恩来会談の隠された真実だ725」として、「この外務省の一問一
答、中国側記録による三問三答を指して、中国側は『黙契』（暗黙の了解）・『共識』（共通
認識の意）と呼んでいる。『暗黙の了解や共通認識はなかった』とする日本政府の主張は、
田中・周恩来会談の真相をゆがめるものだ726」と、日本政府の対応を批判している。 
「暗黙の了解」については、2012 年 9 月の野田内閣による尖閣「国有化」の閣議決定の
前に、外交および安全保障担当の総理補佐官をしていた長島昭久が、『「活米」という流儀』
の中で、「平穏かつ安定的な維持管理のため、［東京都が購入するよりも］国が責任を持っ
て購入するほうが、両国関係にとって、はるかに好ましいではないか727」と中国側に説明
してきたという。それに加えて、以下のようにも述べている。 
 
私たちは懸命に政府による尖閣購入こそが現状の「変更」ではなく、「維持」につな
がる唯一現実的な方策であるとの説得に努めました。それが 1972（昭和 47）年の日中
国交正常化交渉における田中角栄首相・周恩来首相会談以来、日中政府・政治家間で
そこはかとなく共有されてきた
、、、、、、、、、、、、、、
「暗黙の了解」を維持する唯一の道だと中国の権力中
枢に伝えようと必死だったのです728。（引用文中の傍点は原文ママ） 
 
2010 年の漁船衝突事件当時の外務省中国担当の実務責任者は、「棚上げ合意も、暗黙の了
解もない。ただし、われわれはずっと日中関係の大局にたって問題を処理してきた729」と
述べている。政府見解としては、「暗黙の了解」があったことも否定してきたはずである。
それにもかかわらず、当時、野田首相の意を受けて中国側との交渉を行う責任者であった
162 
 
総理補佐官が、「『暗黙の了解』を維持する唯一の道だと中国の権力中枢に伝えようと必死
だった」と公言しているのである。しかも、長島は続けて以下のように、筆者が第 1 節で
も引用した園田外相の答弁を用いて「暗黙の了解」を説明している。 
 
ここでいう「暗黙の了解」とは、1979 年に園田直外相（当時）が国会答弁の中で明
らかにしているように、日中双方がお互いに「刺激的な、しかも宣伝的な行動は慎む
べき」（1979 年 5 月 29 日衆議院内閣委員会議録）というものです730。 
 
しかしながら、「暗黙の了解」は認めつつ、「棚上げ合意」はなかったと、長島は指摘す
る731。先述したように、「中国側の一部が主張する『棚上げの明確な合意』があるとはいえ
ない」と筆者も判断している。当時の総理補佐官であった人物が、それまで「棚上げ」を
否定してきた外務省の見解とは異なる前提にたち、筆者とほぼ同じ見解を述べていること
に驚きを禁じえない。 
 
1978 年における平和友好条約締結交渉での尖閣問題 
栗山は、「72 年の国交正常化時の尖閣問題棚上げの暗黙の了解は、78 年の平和友好条約
締結に際して再確認されたと考えるべきであろう732」というが、園田外相と鄧小平との会
談では尖閣問題は、どう語られたのだろうか。 
1972 年 9 月に日中両国は国交を正常化し、日中共同声明第 8 項で「日本国政府及び中華
人民共和国政府は、両国間の平和友好関係を強固にし、発展させるため、平和友好条約の
締結を目的として、交渉を行うことに合意した」とうたい、早期の平和友好条約締結を目
指した。ところが、田中角栄内閣、三木武夫内閣ともに平和友好条約を締結することはで
きず、1976 年 12 月に発足した福田赳夫内閣になってから、事務当局間による具体的な条
約交渉が進展した。 
1978 年 8 月 8 日、園田外相は平和友好条約交渉をまとめるために訪中し、10 日に北京で
鄧小平中国共産党中央委員会副主席兼国務院常務副総理との会談を行った。矢吹晋によれ
ば、尖閣についてのやりとりは、2003 年 1 月に情報公開法に基づいて公開された「園田直
外務大臣・鄧小平副主席兼副総理会談記録」（昭和 53 年 8 月 11 日発在中国大使より外務大
臣宛て電報など）からは、一切削除されている。外務省の記録には、尖閣諸島の文字は一
句もないとしている733。石井明は、会談記録中の尖閣諸島問題を含む日中関係に関する部
分の記録の開示を請求した。これに対して、外務省は「該当する文書は確認できなかった
ため、不開示（不存在）とした」と決定し、さらに異議申立に対しても、原決定（不存在
を理由に不開示の決定を行ったこと）を維持することが適当であると判断するとの「理由
説明書」を受け取ったことを石井は『中国国境 熱戦の跡を歩く』で明かしている734。 
しかし、会談をした当事者の園田は、自著『世界 日本 愛』に収められた「付録・鄧小
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平副主席のタン壺」の中で、『週刊文春』編集部のインタビューに、以下のように答えてい
る。 
 
  翌［1978 年 8 月］10 日、いよいよ鄧小平副主席との会談が実現したわけです。［中
略］鄧副主席との会談で一番苦労したのは、尖閣列島の領有権を何時どういうタイミ
ングでいい出すかという、その一点だけでした。尖閣列島問題については、こんどの
話しあいの中では持ち出すべきではない、というのが私の基本的な考え方でした。［中
略］何故かといえば、尖閣列島は昔から日本固有の領土で、すでに実効支配をやって
いる。それをあえて日本のものだといえば、中国も体面上領有権を主張せざるをえな
い。国益からして、こちらからいい出すべきことではないのです。しかし、あれほど
私がキッパリ念を押してきたにもかかわらず、東京からは「ハッキリさせろ」と打電
してきた。［中略］ 
いつ言おうかなア、調印式が終わってから言おうかな、条約とは関係ないんだし…
…いや、鄧小平氏に言おうかな……とほとほと神経を使い果たしました。ですから鄧
副主席との会談がはじまったとき、私としてはこの問題で頭がいっぱいになってたの
です。［中略］おやっと思ったのは、この人はメモのたぐいをいっさい見ないでしゃべ
るんです。［中略］速戦即決なのです。たんなる駆引きの人でもないし、権謀術数の人
でもない。人間的にも実に立派な方です。［中略］その相手に尖閣列島でしょう。もう、
身の毛もよだつ思いで、ままよとばかりに、 
「実は…もうひとつ…日本の外務大臣として言わなければ帰れんことがあるのです
が……」 
そうしたら鄧小平さんは、「わかってる、わかってる。わかっているから、あんたの
言うこと黙ってきいているんじゃないか」と言うんですね。そこで勇を鼓して、尖閣
列島は古来わが国のもんで、この前のような“偶発事件”を起こしてもらっては困る
と、こう言ったんだ。鄧小平さんはニコニコ笑って両手を広げてね、 
「この前のは偶発事件だ。漁師というのは魚を追いかけていけば、目がみえなくな
るものだよ。ああいうことはもう絶対やらん、絶対やらん」とね。 
もう私そのときは天に祈るような気持ちで気が気じゃない。万が一にも鄧小平の口
から、「日本のもんじゃない」とか「中国のもんだ」なんていう言葉が飛び出せばおし
まいですからね。もう、こう身を固くしてね…そしたら、「いままでどおり、20 年でも
30 年でも放っておけ」という。言葉を返せば日本が実効支配し
．．．．．．．．．．．．．．
ているのだから、その
．．．．．．．．．．
ままにしておけといっているわけです
．．．．．．．．．．．．．．．．．
。で、それを淡々と言うたから、もう堪りかね
て、鄧さんの両肩をグッと押えて、 
「閣下、もうそれ以上いわんで下さい」 
彼は悠々としてましたが、私の方はもうフウッとこう体から力が抜けていきました
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よ。人が見ていなければ鄧さんに「ありがとう」といいたいところでした
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
735。 
 
さらに、園田は『月刊自由民主』誌上で、竹村健一とのインタビューで以下のように答
えている。 
 
   竹村：尖閣列島の問題で「ああいうことはもう二度と起こしません」という言葉を
もらってきましたね。しかし、あれだけでは中国が自分の領土だと思っているのか、
思ってないのか、ちょっとはっきりしないんです。 
   園田：正直に申しますと、あの言葉の中には、これは日本のものだ、中国のもので
はないということは一言もありません。私が出発するときに、［中略］尖閣について私
は解決してきますとは答えずに行ったんです。というのは、尖閣列島問題は言っては
ならんと思って出かけたからです。［中略］ 
   これはまだ紛争にはなっていないんです。それに対して日本が「そんなバカなこと
があるか」と言ったところで、現在、尖閣列島は日本が支配しているし、中国の言っ
たことは横ヤリじゃないかという手ではねつけた格好なんです。正式の会談で「これ
は日本のものだ」と言えば、中国も「自分のものだ」と言うに決まってます。 
   竹村：そう言わざるを得ないわけですね、公式に声明を出しとるから。 
   園田：そうなると五分五分になる。雑談ならいいけど、正式会談で五分五分になっ
たら放っとけませんからね。日本の領土という現状にあるものを、わざわざ五分五分
だと両方が言い合って、紛争事態であることをわれわれが認めると、もう一つ国益が
弱くなることになるので、今のままで年限をかせいで――というのが私の考えでした。 
   ところが、終わり頃になって、どうしてもこれを言わなきゃならんと言われるんで、
いつ言おうか、うかつに言ってヤブヘビになり、向こうに「これは俺のものだ」と言
わせたらもう日本に帰れない。本当に身体がきしむような、カミソリの刃の上を渡る
ような気持ちでした。そしたら、ちょうど雰囲気が出てきて、そういう話が出てきた。 
   竹村：どっちから出たんですか。 
   園田：話すうちに自然に……。そこで私は尖閣列島についての日本の立場を主張し
て、「この前の偶発事故を起こしてもらっては困る」と言ったわけです。そしたら鄧小
平副主席がニコニコ笑いながら「この前のは偶発事故だ。あんたも知ってるように漁
師というものは、魚を追っているうちに周りが見えなくなるもんです」と。実際は違
うと思いますよ。しかし、それを追求しても国益にはならないから、私も笑って聞い
ていたら「今後は二度と起こさない」と。そしてこれは今のままでいいじゃないかと
．．．．．．．．．．．．．．．．
言うんですよ
．．．．．．
736。 
 
以上の引用から、園田と鄧小平との会談において尖閣問題が語られたことは明白で、栗
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山がいうように、「72 年の国交正常化時の尖閣問題棚上げの暗黙の了解は、78 年の平和友
好条約締結に際して再確認されたと考える737」のが妥当だと考えられる。 
 
第２節 自民党政権と民主党政権における実務対応の差異 
「国有化」以後：中国による実効支配への「現状」 
しかし、日本では公開された外務省記録には、このようなやりとりが一切ない。矢吹は、
ここから二つの誤解が生まれたと指摘する738。一つは、「そもそも議論はなかった」と、や
りとりや暗黙の了解を一切否定する「暴論739」である。その代表例として、2010 年 10 月
の前原外相の国会答弁を矢吹は挙げているが、この答弁に限らず、1975 年の宮澤外相の国
会答弁以来の日本政府の公式見解である。もう一つの誤解は、事実上の対話を認めた上で
の解釈の違いである。すなわち、鄧小平発言「いままでどおり」（現状維持）を、日本側は
鄧小平が「日本の実効支配を認めた」ものと拡大解釈した。後述する読売新聞に見られる
ように、当時の主要紙の社説は、その趣旨の解説を掲載したのである。しかしながら、中
国側にとっては、これは「係争状態の現状維持」を意味した。ところが、これらの情報は
日本国民には届いていない。このような同床異夢、玉虫色の解釈の余地を残しつつ、両国
の首脳はこれを「パンドラの箱」に収め、蓋をしたと矢吹はいう740。この「パンドラの箱」
が開きかけたのが、2010 年 9 月 7 日の尖閣諸島漁船衝突事件であり、完全に開いてしまう
ことになった原因が、2012 年 9 月 11 日の野田内閣による魚釣島・北小島・南小島の購入、
いわゆる尖閣諸島の「国有化」であったといえる。 
 筆者自身、「棚上げ」と呼ばれる「現状維持」は、中国側が日本の実効支配を黙認するこ
とであると理解してきた。だからこそ、2008 年 12 月まで中国側は、尖閣諸島の 12 カイリ
以内の領海には公船を侵入させることは控えてきた741と考えていた。しかし、「国有化」の
閣議決定によって「パンドラの箱」が開かれ、それ以降、中国側は公然と公船を接続水域
内に入域させ、領海内への侵入も躊躇しなくなった742。実効支配をしているのは日本だけ
でなく、中国も実効支配しつつあるのだという姿勢を示している。中国公船による接続水
域および領海内の頻繁な航行や、火器管制レーダーの照射などの「中国側による現状を力
によって変更しようとする挑発行為743」をみれば、中国が力による一方的な実効支配を目
指すのではないかとの不安を持つ日本人も多いだろう。 
それにもかかわらず、「尖閣諸島の取得・保有に関する関係閣僚会合744」でいわゆる「国
有化」を決定した 2012 年 9 月 10 日に発表された「日本の『釣魚島購入』宣言についての
中国外交部の声明」によれば、中国側の主張は「中方强烈敦促日方立即停止一切损害中国
领土主权的行为，不折不扣地回到双方达成的共识和谅解上来，回到谈判解决争议的轨道上
来745。（筆者訳：中国側は日本側に対し、中国の領土主権を侵害する一切の行為をただちに
やめ、中日双方が合意した共通認識と了解に正真正銘立ち戻り、交渉による争議の解決の
レールに戻るよう強く求める）」である。声明にある「双方が合意した共通認識と了解」と
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は、1972 年の中日国交正常化と 1978 年の平和友好条約締結の折衝において達した「釣魚
島問題は棚上げし、今後の解決を待つこと」、すなわち「棚上げ」である。 
また、2013 年 7 月 30 日、習近平中国共産党中央委員会総書記兼国家主席は中国共産党
政治局の第 8 回集団学習会で、以下の趣旨を述べたと報道されている。 
 
国家の海洋権益を守るためには、海洋権益の維持推進の統一的計画と各分野の考慮
の両立型への転換に力を入れなければならない。われわれは平和を愛し、平和的発展
の道を堅持するが、断じて正当な権益を放棄するわけにはいかないし、国家の核心的
利益を犠牲にすることは更に不可能だ。安定維持と権益維持の二つの大局について統
合的に取り組み、国家の主権、安全、発展利益と統一を堅持し、海洋権益の維持と総
合的国力の向上を両立し続けなければならない。平和的方法および交渉による紛争解
決を堅持し、平和と安定の維持に努力しなければならない。各種の複雑な局面に対す
る準備を整え、海洋権益維持能力を高め、わが国の海洋権益を断固として守らなけれ
ばならない。「主権はわが国に属するが、争いは棚上げし、共同開発する」との方針を
堅持し、相互友好協力を推進し、共通利益の一致点を探し求め、拡大しなければなら
ない746（筆者訳）。 
 
習近平は、「『主権はわが国に属するが、争いは棚上げし、共同開発する』との方針を堅
持747」しなくてはならないと述べている。同時に、国家の核心的利益は犠牲にできないと
も言及し、海洋権益を断固として守るよう指示したという。発言のポイントは、①主権は
我々に属する、②領有権争いは棚上げする、③共同開発の 3 点である。尖閣と明示的に指
しているわけではないが、尖閣や南沙諸島をめぐる領有権争いに対する中国の基本姿勢と
考えられる748。つまり、力による一方的な実効支配を目指すのではなく、「棚上げ」と「共
同開発」を、長引く問題解決の“落とし所”とすべく探っているものと考えられる。 
しかしながら、今、中国側のいう「棚上げ」で「現状維持」するという「現状」は、「国
有化」以前のように日本の実効支配を黙認するのではなく、中国公船が接続水域に入域す
ることを常態化させ、領海内を航行することも躊躇しないという、中国も実効支配をしつ
つあるという「現状」である。さらにいえば、「日中が共に実効支配749」しているという「現
状」である。「中国政府は『尖閣諸島で日本政府がある手段をとれば、少なくとも同等の手
段をとる』という方向に切り替えた。『決して座視しない』という表現も使い始めた750」と、
孫崎享も指摘している。「国有化」の閣議決定によって、「パンドラの箱」は開かれたので
ある。それまで、日本側が都合よく「拡大解釈」してきた「現状維持」＝「日本の実効支
配を認めた」ではなく、今まさに中国側が強く主張している「領有権問題の存在を認めろ」
＝「係争状態の現状維持」という「玉虫色の解釈」ではない本音が明らかになったことで、
この問題の解決はますます困難になっている。 
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園田外相が苦心してまとめあげた日中平和友好条約の締結当時の社会全体の雰囲気を伝
える文章として、1979 年 5 月 31 日には『読売新聞』が、「尖閣問題を紛争のタネにするな」
と題する社説で以下の主張を展開している。 
「尖閣諸島の領有権問題は、1972 年の国交正常化の時も、昨年夏の日中平和友好条約の
調印の際にも問題になったが、いわゆる『触れないでおこう』方式で処理されてきた。つ
まり日中双方とも領土主権を主張し、現実に論争が“存在”することを認めながら、この
問題を留保し、将来の解決に待つことで日中政府間の了解がついた。それは共同声明や条
約上の文書にはなっていないが、政府対政府のれっきとした“約束ごと”であることは間
違いない。約束した以上は、これを順守するのが筋道である751」と述べ、「その意味では、
今回の魚釣島調査は誤解を招きかねないやり方だった752」とし、「こんごとも、尖閣諸島問
題に対しては慎重に対処し、決して紛争のタネにしてはならない753」と結んでいる。 
これはまさに、1979 年の園田外相の答弁と同趣旨の見解であり、外務省を中心とする日
本政府だけでなく、「触れないでおこう」方式＝棚上げの「暗黙の了解」を日本社会全体と
しても、受け入れる雰囲気があったことを示しているのではないだろうか。 
 
1997 年 11 月における日中漁業協定上の「棚上げ」  
 1997 年 11 月に東京で署名され、2000 年 6 月に発効した「漁業に関する日本国と中華人
民共和国との間の協定」（以下、日中漁業協定）には、「漁業に関する日本国と中華人民共
和国との間の協定第 6 条（b）の水域に関する書簡」という文書が付属している。日本国外
務大臣小渕恵三より日本国駐在中華人民共和国特命全権大使徐敦信閣下に宛てたこの書簡
は以下の内容である。 
 
   本大臣は、本日署名された日本国と中華人民共和国との間の協定に言及するととも
に、次のとおり申し述べる光栄を有します。 
   日本国政府は、日中両国が同協定第六条（b）の水域における海洋生物資源の維持が
過度の開発によって脅かされないことを確保するために協力関係にあることを前提と
して、中国国民に対して、当該水域において、漁業に関する自国の関係法令を適用し
ないとの意向を有している。 
 本大臣は、以上を申し進めるに際し、ここに閣下に向かって敬意を表します。 
千九百九十七年十一月十一日に東京で 
                   日本国外務大臣 小渕恵三 
日本国駐在中華人民共和国 
特命全権大使 徐敦信閣下754 
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 この書簡にいう「協定第六条（b）の水域」とは、「北緯二十七度以南の東海の協定水域
及び東海より南の東経百二十五度三十分以西の水域（南海における中華人民共和国の排他
的経済水域を除く）」であり、そこには尖閣諸島の全ての島嶼と岩礁が含まれる755。さらに、
同協定第六条には、「第二条から前条までの規定は、協定水域のうち次の（a）及び（b）の
水域を除く部分に適用する」とあり、そもそも尖閣諸島を含むこの水域は同協定の対象外
であり、さらに付属文書である小渕外相の書簡によって「中国国民に対して、当該水域に
おいて、漁業に関する自国の関係法令を適用しない」ことになっているのである。 
尖閣諸島問題における「本質的に切実な問題」が現状で存在するとすれば、開発に莫大
な費用と時間を要する石油や天然ガスの問題ではなく、「日中両国の漁民の衝突である」と
京都精華大学講師の白井聡はいう756。この問題を現状に合わせて現実的に解決するために、
日本政府は、尖閣諸島の領有権主張を維持したまま、同海域を漁業協定の対象外としたの
である。つまり、実効支配の原則を突き詰めず、実質的に問題を『棚上げ』することを国
会での批准を必要とする協定の形で公式に表明していたのである。「ここまでくれば、『棚
上げ』合意は、暗黙のものとは言えない。さらに言えば、右［上記］の書簡の規定すると
ころによれば、日本の海上保安庁巡視船が中国漁船を追い回すことさえも、協定違反にな
りかねない757」と白井は指摘する。 
当時は、橋本龍太郎内閣で、翌年に総理となる小渕恵三が外相として同協定を締結した。
両者は、日中国交正常化を成し遂げた田中角栄率いる旧田中派から独立した経世会に属し
ており、日米関係と共に、伝統的に日中関係も重視していた。尖閣諸島問題は実質的に棚
上げし、差し迫った問題である漁業問題を現実的に解決することこそが国益にかなうとい
う大局的判断により締結した協定であろうと考えられる。 
 
2004 年 3 月における小泉首相の対応 
2004 年 3 月 24 日、中国人活動家 7 人が魚釣島に上陸した際の小泉政権は、上陸した活
動家たちを逮捕はしたものの、送検は見送った上で強制送還するという「政治判断」を下
した758。3 月 24 日に逮捕した当初、小泉首相は「法律に従って対処した」と述べ、尖閣諸
島が日本の法律がおよぶ国土であることを示す意味合いがあるようだと、当時の『読売新
聞』は伝えている759。しかし、26 日になって、小泉首相は「日中関係に悪影響を与えない
ように大局的に判断しなければならないとして関係部署に指示した」と述べ、身柄を検察
に送検せずに強制送還した760。逮捕された 7 人のうち 1 人は、靖国神社での落書き事件で
有罪判決を受けて執行猶予中であり、どう考えても「法律に従って」、猶予は取り消されな
ければならないはずであったと、小島朋之は指摘する761。領有権の問題がなくて、「暗黙の
了解」もないのなら、1 人の執行猶予は当然に取り消すべきであり、他の 6 人も正式に起訴
をして、司法に委ねるほうが本来は問題にならないはずである。しかし、公式見解と実務
対応を使い分けて、「弱腰」と批判されながらも、決定的な対立を回避する政治判断を小泉
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首相が下したのではないかと考えられる。 
2001 年 4 月に首相に就任した小泉は、中国や韓国の強い反発にもかかわらず、5 年連続
で靖国神社への参拝を強行した。ゆえに、日中間の政治関係は冷え込み、中国国内では反
日デモも起きた。それでも通商経済交流は進展したため、その現象は「政冷経熱」と揶揄
され、日中間は非常に厳しい政治関係の中にあった。しかるに、尖閣諸島をめぐる問題に
ついては小泉首相も「大局的に判断」したのである。 
 
2010 年 9 月における漁船衝突事件時の菅内閣の対応 
では、民主党政権は、どのような対応をしたのであろうか。2010 年 9 月 7 日午前 10 時
過ぎ、尖閣諸島沖で、海上保安庁第 11 管区海上保安本部所属の巡視船「よなくに」と「み
ずき」に中国の漁船が衝突するという事件が発生した。7 日午後 10 時 30 分、海上保安本
部は那覇地方裁判所に中国人船長の逮捕状を請求、翌 8 日午前 2 時過ぎに、この船長を公
務執行妨害の容疑で逮捕した。尖閣諸島の久場島北西の領海内で、停船命令を出しながら
追跡していた巡視船「よなくに」と「みずき」に対して、この中国人船長は自ら操舵する
漁船を衝突させた。同庁の海上保安官らは、これを「職務の執行妨害」とみなし、「現場の
判断で逮捕に踏み切った」と、春原剛は『暗闘 尖閣国有化』で指摘している762。春原が
仙谷由人官房長官から聞いたところでは、民主党に政権が移る以前の 2009 年 2 月、麻生太
郎政権は尖閣周辺に特化した「逮捕マニュアル」を海上保安庁に作成させている。漁船衝
突事件発生当時、海上保安庁を管轄する国土交通大臣だった前原は、「そもそも、そのマニ
ュアルは自民党政権時代に作成したもので、我々の対応はそれに沿ったものである」と述
べ、後に民主党政権の対応に関して批判した自民党を批判し、「小泉政権の時は『上陸』で
あり、（公務執行妨害を適用した漁船衝突事件とは）性格が全く違う」と、民主党政権の判
断・対応に誤りはなかったと主張したという。そして、仙谷によれば、この「逮捕マニュ
アル」には、逮捕後に続く一連の対応策、つまり「送検マニュアルとか、身柄をどうする
とか、裁判にかけてどうするというマニュアルが全然ない」状態であったという。この問
題に取り組んだ仙谷官房長官と福山哲郎官房副長官が頭を痛めたのは、公務執行妨害とい
う罪状で逮捕した中国人船長の身柄を「この後、どのようにとり扱うべきなのか」という
ことだった。2004 年の中国人活動家による上陸時と異なり、入管難民法違反ではなく、公
務執行妨害で逮捕した状況では、必然的に刑事手続きに入ることは避けられなくなってし
まう。結果的に、逮捕した船長を強制送還にはせず、事件発生から 10 日以上経過した 9 月
19 日に、那覇地方検察庁石垣支部は拘留期限延長を請求し、石垣簡易裁判所は同日、29 日
まで 10 日間の拘留延長を認めたが、9 月 24 日に那覇地方検察庁の鈴木亨次席検事は、日
中関係を考慮したとして、中国人船長を処分保留で釈放すると突如発表し、船長は翌 25 日
に中国に送還された763。 
毎日新聞論説委員の岸本正人は、『日本の外交力――普天間、尖閣と抑止力』の中で、海
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上保安庁を管轄する前原国交大臣が「毅然とした態度を貫いた方がよい」と仙谷官房長官
に伝え、鈴木久泰海上保安庁長官にも船長逮捕を「指示」したと指摘している。また、9 月
14 日の内閣改造で外相を退き、民主党幹事長に就任していた岡田克也も、2004 年の小泉首
相の政治判断について、「そういった先例にならうべきではないという判断をしました」、
「法を犯した可能性があるのなら、きちんと取り調べをし、必要があれば起訴まで持って
いく」と、自らのブログで原則論の重要性を指摘している。そのことから、「逮捕方針を主
導したのは、前原国交相、岡田外相である」と、岸本は述べている764。 
民主党の菅政権は、逮捕した船長を起訴する構えをみせたのである。それに対して、「中
国側が最も恐れたのは、日本の国内法に従って起訴されることで、とにかく起訴を阻止す
るためにあらゆる手段を使った765」と中国の内部事情に詳しい朱建榮は述べている。しか
し、当時の内閣官房長官の仙谷由人は 2017 年 2 月に、「菅直人総理には、船長を起訴して
公判を維持する覚悟はなかった」と述べている766。 
2013 年 9 月の尖閣「国有化」措置以降の日中関係は、小泉政権時の「政冷経熱」よりも
厳しい状況を示す「政凍経冷」の表現の通り、政治関係はもとより、経済・文化・学術・
スポーツ等のあらゆる交流に影響を与え、1972 年の国交正常化以来、最大ともいえる対立
局面となった。 
 
第３節 中国の領土政策と国連海洋法条約 
国連海洋法条約と関係各国の国内法令 
海洋の法的秩序の根幹を成す海洋法とは、国際関係の歴史の中で形成され、領海、排他
的経済水域（Exclusive Economic Zone；略称 EEZ）、公海などを定め、海洋の利用・開発と
その規制に関する国際法上の権利義務関係を規定した国際法の総称である767。海洋法につ
いては、1958 年に国連が領海条約、公海条約、大陸棚条約および公海漁業条約の 4 条約を
作成したが、これらの条約は海洋開発技術の進歩と発展途上国の台頭によって急速に時代
遅れとなり、1982 年には新たに「海洋法に関する国際連合条約」（United Nations Convention 
on the Law of the Sea；UNCLOS、国連海洋法条約）が採択され、1994 年に発効した。伝統
的な海洋法が狭い領海と広い公海の二元的構造を有していたのに対して、国連海洋法条約
は、領海、排他的経済水域／大陸棚および公海／深海底の三元構造を有し、その多くの規
定は慣習法化したと評価されている768。 
以下、海洋法の基本概念について、簡単に説明する。「領海」とは領土に接続する海域で、
沿岸国の主権が認められるが、外国船には沿岸国の平和、秩序および安全を害しない限り
で無害通航権が認められる（軍艦も無害通航権を有するかどうかについては争いがある）。
領海の幅については長年にわたって対立があったが、国連海洋法条約では、12 カイリで合
意が成立した。伝統的な海洋法では領海の外側は「公海」とされ、公海自由の原則に従っ
ていずれの国の主権も及ばず、すべての国の自由な使用が認められた。公海上の船舶は、
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それが登録されている国（旗国）の管轄権におかれ、これを「旗国主義」と呼ぶ。これに
対して、国連海洋法条約では、領海と公海の間に大陸棚と排他的経済水域という「第三の
海域」が設けられることとなった。「排他的経済水域」は距離 200 カイリに及び、そこでは
資源開発とこれに関連する事項についてだけ沿岸国の主権的権利が認められるが、それ以
外については公海自由の原則が適用され、すべての国の船舶は航行の自由を、また航空機
は上空飛行の自由を認められる769。 
ちなみに、米国は主要先進国の中で唯一、国連海洋法条約を批准しておらず、排他的経
済水域における軍事活動（情報収集活動）は認められるべきだという立場をとっている770。 
なお、国連海洋法条約は、日中両国について各々1996 年 7 月に効力を発生している771。 
そして、同条約は、排他的経済水域に関する大陸棚限界委員会への申請文書の提出期限
を 2009 年 5 月 12 日とした772。 
 
関係国の関連国内法令では、台湾当局は既に 1970 年には釣魚台等の島の大陸棚資源に対
する主権を主張していたが、1972 年 2 月にはこれらの島嶼を台湾省宜蘭県に編入する措置
をとった773。 
中国についていえば、1992 年の領海法（中華人民共和国領海および接続水域法。中国語
の正式名は「中华人民共和国领海及毗连区法」）は中国の領海を「その陸地領域に隣接する
水域」と定義し、明文をもって釣魚島を領海を有する中国の陸地領域に含めた（第 2 条）。
なお、領海の幅員は基線から 12 カイリとされる（第 3 条）。同国の 1998 年の排他的経済水
域および大陸棚法第 2 条は、その排他的経済水域を領海を測る基線から 200 カイリに及ぶ
ものと規定し、また大陸棚は陸地領域の自然の延長をたどって大陸棚縁辺部の外縁まで、
これが基線より 200 カイリ以内の場合には基線より 200 カイリまでと定義した774。また、
2012 年 9 月には、同国は釣魚島に基点を設定して、これらを結ぶ直線基線を領海の基線と
した。これらとの関連でいえば、1958 年 9 月の「中国の領海に関する中華人民共和国の声
明」が、領海を有する陸地領域として 1992 年の領海法と同じ澎湖列島、東沙群島、西沙群
島、南沙群島などの名前を明示しながら、釣魚島には触れていない事実である775。クリテ
ィカル・デート（決定的期日）以後のこととなる 1992 年の領海法等は紛争解決にとっては
考慮されないが、この期日よりはるかに前である 1958 年の同声明は、この点で関連性を有
すると松井芳郎は指摘する776。 
他方、日本では、1969 年 8 月に防衛庁訓令第 36 号によって設定された防空識別圏777が
1972 年 5 月、沖縄返還に伴い改正され、尖閣諸島がこれに含まれるようになった778。他方、
海洋法関係の日本の国内法では、1996 年の領海及び接続水域に関する法律（1977 年の領海
法を改正・改称）と排他的経済水域及び大陸棚に関する法律が領海を基線より 12 カイリ、
排他的経済水域を基線より 200 カイリとし、基線については政令で定めることとしたが、
尖閣諸島にも領海と排他的経済水域の基線が置かれている779。なお、当事国のこのような
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国内法令は、ほとんど常に相手方の批判や反論を受けてきた780。 
 
東シナ海ガス田開発問題 北海大陸棚事件等の国際判例 
東シナ海の資源開発問題にからみ、東シナ海の日中境界画定、共同開発に関する交渉が
続けられてきた。日本が、日中中間線を境界として主張する一方、中国は沖縄トラフまで
自国の大陸棚が続いているとする。この点、国連海洋法条約は具体的な境界画定基準を設
けていない。国際裁判では、境界画定は関連事情を考慮して衡平原則に従って行うべきで
あると判断されることが一般的である。東シナ海の境界が未画定であることから、ガス田
の共同開発についても、両国の見解には隔たりがある。 
北海大陸棚事件781等の判例を参考にし782、以下、国連海洋法条約の解釈と東シナ海ガス
田開発問題に言及する。 
東シナ海における油ガス田開発の歴史は、1968 年、国連アジア極東経済委員会（ECAFE）
によって、東シナ海海域一帯の海洋調査が実施されたことに始まる783。 
2003 年 8 月、中国が白樺（中国名、春暁）油ガス田の開発に着手したことを契機とし
て、東シナ海のガス田に大きな関心が向けられるようになった。白樺は、両国の領海基線
から等距離となる「日中中間線」から 4 ないし 5 キロメートル西側に位置し、地下鉱脈
が中間線の東側につながっている可能性がある。このことから、日中中間線を両国の境界
と位置づけている日本で、自国の資源が中国に奪われるのではないかとの懸念が広がった。
2006 年春には、中国が中間線を越えた区域で目的不明の調査活動を行ったことに、日本政
府は抗議した。さらに同年 4 月、平湖油ガス田工事のため、中国海事局が一般船舶に周辺
海域の航行禁止公告を発したが、日本政府に事前の通知がなく、その上、航行禁止区域に
は中間線東側海域が含まれていたために、日本の強い反発を招いた。このような事態を打
開するため、2004 年 10 月から数回に渡って日中間の実務者（局長級）協議が開かれた784。 
2008 年 6 月 18 には「東シナ海における日中間の協力について785」を日中共同でプレス発
表し、「日中間の東シナ海における共同開発についての了解786」によって、白樺（中国名：
「春暁」）油ガス田787等、同海域における共同開発に合意した。 
 
国連海洋法条約は、大陸棚に自然延長論と距離基準に基づく二つの定義を与えている上、
境界画定基準も具体性に欠けるため、大陸棚の定義や、大陸棚と EEZ それぞれの境界画定
に関する条文の文言を一義的に解釈し、東シナ海の日中境界画定に適用することは容易で
はない。そこで、国際司法裁判所（International Court of Justice 以下 ICJ）判決で提示され
た北海大陸棚事件を例に海洋境界画定基準について述べたい。 
 北海大陸棚事件（西ドイツ対デンマーク、西ドイツ対オランダ、1969 年判決）は、ICJ
で争われた海洋境界画定に関する最初のケースである。本件では、西ドイツが大陸棚条約
を批准していなかったことから、当事国間の境界画定に適用される国際法の原則は何かを
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決定することが裁判所に求められた。裁判所は、大陸棚を「陸地領土の延長又は連続」と
定義し、これを根拠に大陸棚を沿岸国領域の一部とみなしうると判断した。大陸棚の境界
画定の原則については、「衡平の原則に従い、かつすべての関連ある状況を考慮に入れて、
各当事国にその領土の海中へ向かっての自然の延長を構成する大陸棚のすべての部分を、
他国の領土の自然の延長に侵入することなくできるだけ多く残すような仕方で、合意によ
って決定される」ものとした。また、交渉において考慮されるべき要因として、①海岸の
一般的形状及び他の特殊な特徴の存在、②その大陸棚の物理的地質学的構造、及び天然資
源、③沿岸国に属する大陸棚の広さと海岸線の一般的方向に従って測定されたその長さと
の合理的な均衡性を挙げた。なお、等距離原則は、当該地域の海岸線の形状によっては不
合理な結果を招く場合もあり、大陸棚制度に固有のものではなく、慣習国際法とみなすこ
とはできないとされた。大陸棚が陸地領土の延長であり、その境界画定は関連事情を考慮
して衡平原則に従って行うべきことは、近時の判例まで踏襲されている海洋境界画定の原
則である。しかし、北海大陸棚事件判決では、「衡平原則」及び「関連事情」の具体的内容
が示されなかったため、これに続く裁判では、境界画定基準の決定に際して、これら二つ
の意味を明らかにする必要に迫られた788。 
北海大陸棚事件では、境界画定の方法として、等距離原則を採用することは否定され、
大陸棚の自然延長の概念が強調された。しかし、その後のチュニジア･リビア事件では、大
陸棚を「陸地領土の自然延長」とみる考え方は、一国の権利の正確な範囲を決定するのに、
それだけでは十分ではないか、あるいは適切ですらなく、衡平な境界画定と大陸棚の自然 
延長の限界を決定することとは同義ではないとされている。メイン湾事件では、等距離原
則は境界画定の実際的な方法であると認める一方で、一般国際法のルールにはなっておら
ず、慣習国際法としての基礎を持つものでもなく、また、優先権や優位性の与えられた原
則でもないと判示した。 リビア・マルタ事件では、EEZ 制度が慣習法化されたことを認定
した上で、EEZ は、必然的に海底の大陸棚に対する権利を伴うのであるから、大陸棚にも 
EEZ 同様、距離基準が適用されなければならないとした。しかし、それは自然延長観念が
距離観念にとって代えられたことを意味するものではなく、両者は補完的であり、共に、
大陸棚という法概念の本質的要素であるという。以上より、大陸棚が陸地領土の自然延長
であることは、過去一貫して支持されているものの、複数の国の大陸棚が重複した場合の
境界画定基準とは区別されていると言えようと濱川今日子は指摘する789。等距離原則は、
衡平原則を実施する方法の一つであり、裁判所が、等距離原則を適用することが適切だと
判断した場合に用いられるにすぎない。とはいえ、「実は判例において、等距離原則は普通
に用いられているといっても過言ではない790」とも指摘されるところであり、日中双方の
主張に援用できる判例がある。 
東シナ海の日中境界画定問題は、国連海洋法条約上の強制的解決の例外となった場合、 
両国の合意なしに境界を画定することはできない。したがって、今後とも粘り強い対話が 
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求められよう。境界画定交渉の長期化は不可避との観測から、2008 年 6 月に日中両政府が
合意した共同開発に関する具体的な協議は、2010 年の尖閣諸島沖漁船衝突事件以降、再開
されていない。天児慧は、同沖漁船衝突事件に関する「大胆な仮説」として、中国国内の
「『共同開発』反対派のパワーが推進力791」となった「中国側の意図的で計画的な行動だと
判断せざるをえない792」と述べている。筆者は、天児がいうように、当時の中国指導部を
取り巻く政策決定過程のなかで、共同開発主張グループと中国単独開発主張グループの厳
しい対立があり、結果的に共同開発グループが敗れた793との判断には至っていない。2016
年 12 月 9 日の日中高級事務レベル海洋協議第 6 回会議で確認された合意項目の 7 番目には
「双方は、東シナ海資源開発に関する『2008 年合意』に関連する問題について率直な意見
交換を行い、引き続きこれを議論していくことで一致しました」とある794。尖閣諸島周辺
に関する共同開発の可能性を検討するうえでも、2008 年に合意された東シナ海における共
同開発が実現するか否かは重要な試金石であると考える。 
 
海洋主権問題をめぐる中国の外交姿勢 
 「富国強兵」は中華人民共和国設立以来の国家目標であるが、中国が「台頭」を強く意
識し始めたのは 2000 年代初頭であり、ごく最近の出来事であると青山瑠妙は指摘する。
2003 年 11 月のボアオアジアフォーラムで、胡錦濤国家主席の外交ブレーンであり中国改
革開放フォーラム理事長の鄭必堅が「平和的台頭（和平崛起）」論を提起し、国内外から批
判が出たことから「平和的発展（和平発展）」という言葉を使用することになったが、それ
以来、中国は「台頭」を意識した795。 
近年中国を取り巻く国際環境は厳しくなっているが、中国は積極的な外交に転じている。
中国政府は、2009 年頃から鄧小平が制定したスローガンである「韜光養晦（能力を隠し、
力を蓄え時機を待つ）、有所作為（なすべきことをなす）」から「堅持韜光養晦、積極有所
作為（韜光養晦政策を堅持しつつ、積極的になすべきことをなす）」という新しいスローガ
ンに切り替え、さらに「核心的利益」論も展開され、「堅持」と言いながらも実際は「積極
有所作為」に力点を移した796。 
中国の積極外交はまず海洋政策から始動した。1994 年に発効した国連海洋法条約は新た
に排他的経済水域を導入し、これに関する各国の申請文書の大陸棚限界委員会への提出期
限を 2009 年 5 月 12 日とした。同条約は、12 カイリの領海に加え、領海の基線から 200
カイリまでの排他的経済水域が新たに設定されたことにより、新しい国際海洋秩序の形成
をめぐる綱引きの幕開けとなった。1996 年 7 月に中国は国連海洋法条約の締約国となった
が、2009 年の提出期限をにらみ、中国は 2006 年頃から従来の経済発展に加え「国家主権
と安全」を新たに国益として付け加えて海洋権益の擁護を前面に打ち出した。その結果、
2007 年以降、中国とベトナム、フィリピン、日本との間で海洋権益をめぐる対立がエスカ
レートしている。こうした海洋政策は習近平にも引き継がれ、2013 年 1 月 28 日の中央政
175 
 
治局の「平和発展の道を歩むことを堅持する」第三次集団学習において習近平国家主席は
「核心利益の問題で取引しない」と発言し、主権、安全、発展利益の問題において譲歩し
ない姿勢を改めて強調した797。 
世界金融危機を契機に、中国は国際金融秩序を改革し、自国の政治力を拡大させる場と
なる BRICS、金融政界経済に関する首脳会合（G20）を重視する姿勢に転じ、積極的な金融
政策を展開するようになった。また、米国のアジア回帰政策はさらに中国の対外政策の調
整を加速させた。冷戦終結後の中国は一貫して米国重視の政策を採用しているが、アジア
回帰政策が打ち出されてから、中国は米中関係の重要性を再認識し、米中両国の意思疎通
と協力を呼びかけている。同時に、アジア太平洋における米国の軍事プレゼンスの強化、
軍事同盟の強化といった動きに対しては、中国は強い危機意識を抱いており、激しく反発
している798。 
以上のように、国連海洋法条約、世界金融危機、米国のアジア回帰政策などの一連の動
きによってアジア太平洋諸国と米国や中国との関係が流動的となる中、アジア太平洋を取
り巻くパワーバランスは著しく変化しており、中国の対外政策も変化している。海洋問題、
国際金融秩序の改革では中国は強気の姿勢、他方、経済統合に関しては前向きの姿勢を姿
勢を示していると青山瑠妙は分析している799。 
 さらに青山は、2007 年以降、海洋領有権をめぐる対立が高まった背景には、「領有権の主
張と擁護」を重視する中国自身の政策変化も重要な一因をなしているとしている800。近年
エスカレートしている海洋領有権をめぐる紛争は、国連海洋法条約の不明確な内容をめぐ
る解釈とも深く関係しており、またアジア太平洋における米中の権力争いとともに、接近
阻止・領域拒否（Anti-access/Area-denial:A2/AD）をめぐる米中の軍事的攻防も強く影響して
いるだけに、海洋主権問題をめぐる紛争は新たな特質を帯びることとなった。「中国にとっ
ては領土問題を単純に棚上げすることは難しい状態となっており、主権重視を掲げる対外
政策への 2006 年の方針転換も、海洋問題をにらんだ動きであり、海洋主権における中国の
不退転の意思表示にほかならない」と青山は指摘している801。 
 
 現在でこそ、南シナ海問題をめぐって中国はフィリピンやベトナムと激しく対立してい
るものの、冷戦終結直後から中国は、東南アジア諸国連合（ASEAN）との関係構築、さら
に中国脅威論の払拭に務めていた。そうした外交姿勢を反映して、中国は日本・韓国・ベ
トナムとの間でそれぞれ漁業協定を締結した。2002 年 11 月には「南シナ海行動宣言」に、
2003 年 8 月には「平和と繁栄のための戦略的パートナーシップに関する共同声明」に調印
し、同年 11 月には域外国として初めて「東南アジア友好協力条約（TAC）」への加盟を果
たした802。 
 2004 年 11 月、温家宝首相は中国 ASEAN 指導者会議での演説の中で、ASEAN 諸国と
の政治、経済、文化における関係の強化を内容とする 9 つの提案を行なった。提案には「東
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アジア非核兵器地帯条約」議定書の早期締結のほか、「南シナ海行動宣言」の実行及び南シ
ナ海協力の早期始動を希望し、「争議を棚上げして共同開発する」という原則に従い、係争
中の海域では共同開発の方向を積極的に探るという内容も含まれていた803。 
温家宝が共同開発を提唱した背景には、中国国内のエネルギー事情も関係していると青
山は指摘する。2003 年 11 月に、中国はフィリピン国家石油公社と石油の共同探査に関す
る契約を結んでいた。また 2005 年 3 月に、中国はベトナム、フィリピンの石油会社と「南
シナ海の協議地域における地震波の共同探査に関する取り決め」（期間 3 年間）を締結し、
同年 7 月にはベトナム、フィリピンと南シナ海における共同探査に合意した804。黄海でも
同様の動きが見られ、2005 年 12 月に、中国は北朝鮮と黄海での共同開発に関する協定を
結んだ。さらに、共同開発に加え、安全保障分野における協力の模索も続けられていた。
2006 年 5 月、フィリピン、ベトナムと南沙諸島周辺海域の安全保障協力を強化することに
合意し、また 2007 年 11 月には、温家宝首相が ASEAN 諸国に対し、軍事交流と協力の強
化および制度化を提案し、軍による非伝統的安全保障分野の協力を拡大することを呼びか
けた805。さらにその後、中国はマラッカ海峡の安全確保への支援を表明し、海賊対策に関
する地域協力に積極的な姿勢を示している806。 
 しかし、国連海洋法条約に基づき、大陸棚限界委員会へ各国が申請文書を提出する期限
の 2009 年 5 月が近づくにつれ、中国と関係各国の対立は激化する一方であった。日本との
関係でいえば、2006 年から中国海監が東シナ海での提起巡航を実施し、2008 年 12 月 8 日
には、海監東海総隊の「海監 51」および「海監 46」公船が初めて尖閣諸島の領海である
12 カイリ内に入り、尖閣諸島を 3 周半周り、島から 0.96 カイリまで接近し、「海洋権益を
擁護する活動」を行った807。2010 年 7 月の ASEAN 地域フォーラム（ARF）での中国の対
応をめぐり紛糾するなどの事態を受け、戴秉国国務委員が同年 12 月の『人民日報』で中国
の平和発展を強調した署名論文を発表するなど、中国は火消しに奔走した。こうした中、
習近平は 2013 年 1 月に「中国は核心利益において取引しない」と発言し、内外のメディア
に広く取り上げられた。 
 こうした政策の展開から、「協調姿勢と強硬姿勢を同時に持ち合わせていること808」、つ
まり「睦隣政策と海洋権益の護持政策を同時に追及している809」のが、現在の中国の海洋
政策の大きな特徴であると青山瑠妙や佐藤考一は指摘している。 
 
国家海洋局の機能強化と「第二の海軍」中国海警局 
中国は 1.8 万キロメートルあまりの海岸線を有し、約 300 万平方キロメートルの領海を
主張しているが、そのうちの半分が隣国と係争中であると青山瑠妙は指摘する810。東シナ
海では、中国は日本との間で尖閣諸島の領有権、そして東シナ海の排他的経済水域につい
て対立を抱えており、蘇岩礁（韓国名：離於島）の領有権をめぐり中韓両国が対立してい
る。また南シナ海では、ベトナム、マレーシア、ブルネイ、フィリピン、台湾との間で領
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有権をめぐり係争が生じている。マレーシアとブルネイは中国の主張との違いが相対的に
小さいが、ベトナムとフィリピンは中国と真っ向から対立し、米国も巻き込み、紛争がエ
スカレートしている811。南シナ海に浮かぶ島嶼群の領有権を巡り、フィリピンが 2013 年に
申し立てた海洋法の仲裁裁判で、2016 年 7 月 12 日に中菲間の国連海洋法付属書Ⅶに基づ
く南シナ海に関わる仲裁判断 PCA Case No 2013-19 が公表された。仲裁裁判所は、中国が主
張する南シナ海のほぼ全域にわたる管轄権(「九段線」nine dash line)について、「法的な根拠
はない」と判断し、中国の主張を斥けた。日本の主要各紙は、中国敗訴を書き立て、「中国
は国際法の裁判結果を受入れよ」という大合唱が起こった812。 
中国では従来、国土資源部国家海洋局・海監総隊（海監）、交通部海事局（海巡）、公安
部辺防管理局・公安辺防海警総隊（海警）、農業部漁業局漁政総隊（漁政）、海関総署緝私
局（海関：入出国管理と密輸等の監視を行う。「緝私警察」と呼称され、担当は公安部）と
いう担当部局が異なる五つの海上保安機関が領海問題を所管していた。米海軍大学校で「五
つの龍（五龍）」と称され、中国メディアでは「五つの龍が海を制する（五龙闹海）」と言
われた複数の組織に分けて分担する方式は中国特有のものだった。しかし、この体制では、
円滑な運用が損なわれるなどの問題も生じていたため、2013 年 3 月に新体制への移行が発
表された。この際に「海巡」を除く四組織を統合して、新たに国土資源部の元に国家海洋
局の再編が行われた813。 
国家海洋局の本局には、新設の海警司令部と中国海警指揮センターを兼ねる海警司（海
警局）を含めた 11 の分局があり、人員の定員は 372 名とされている。国家海洋局の職責は、
海上境界の警護、国家的な海上の安全と治安秩序の維持、海上重要目標の安全警護、海上
突発事件の対処等、「海警」「海監」が実施してきた業務の他、「海関」の業務だった海上密
輸・密航・麻薬取り締まりなど、まさに海警組織に相応しい任務が与えられた。また新た
に設置された国家海洋委員会の具体的な業務を担当し、国務院および国家海洋委員会、国
土資源部が委任した事項も実施するなど、その活動範囲は広範囲にわたる。その中で、「漁
政」とは、漁業政策の決定や国際的な漁業協定の交渉と履行に参与するほか、特定漁場や
国際協定に基づく共同管理水域での法の執行および検査を行うこととされた。また「緝私
警察」との関係では、密輸情報は「海警」に速報して摘発は海警が実施するようになるが、
重大な密輸案件は両者で合同して取り締まることとされている。ただ国の水上安全監督と
海難救助、航路管制、海洋汚染への対応、測量、水路業務を担当していた「海巡」は統合
されなかったことから、「海巡」が担当する多くの業務は移管されていない814。 
 このような新組織が正式に発足したのは 2013 年 7 月 22 日で、所属の中国公船の舷側表
記も「中国海警（英語呼称：China Coast Guard）」に改められた。この新組織への改編に
より、現在中国の国家海洋局は、その任務をかつての「四つの龍」が担当していた業務の
大半を引き継ぐ組織となっている815。2013 年 6 月 9 日に国務院から公布された「国家海洋
局の主要業務、内部組織及び人員編成規定（国家海洋局主要职责内设机构和人员编制规定）」
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の「強化する業務」には「海上権益維持のための法執行を強化し、中国海警部隊の統一計
画、統一構築、統一管理及び統一指揮を行い、法執行行為の規範を確立し、法執行手続き
を適正化し、海洋権益維持のための法執行能力を向上させ、海洋秩序及び海洋権益守る816」
とあり、まさにその目的に沿う形での建制が図られている。 
 中国海警局は、中国メディアや米国研究者等からは「第二の海軍」と呼ばれており817、中
国メディアが言うにように、2020 年頃には米国の沿岸警備隊と同レベルの規模の達するの
であれば、その言に恥じない兵力量になるだろうと兵器研究家の大塚好古は指摘する818。中
国は海軍兵力も強化しているが、係争水域に海軍を出した場合、中国が「好戦国」と思わ
れる可能性があることが政治上、海洋戦略上で不利益をもたらすという考えも生じている
ことから「爾後『中国の第二の海軍』は、尖閣を含めた領土問題の係争水域等において主
役をなす存在として活動していくことになるはずだ819」と大塚は予測する。 
 しかし、一方で、中国と ASEAN との関係を専門とする佐藤考一は、2013 年の海警四組
織の統合は「停滞しているようである820」として、シンガポールの南洋理工大学のラジャ
トラム国際関係学院からのレポート821を引用し、以下の問題点を指摘する。第一に、効果
的なシステムが欠如している。特に外国船に対する取り締まりのための規則の発展が遅れ
ており、異なる部局がバラバラにやっているので、具体的で統合された執行規則が必要だ
とする。第二に、外国船を追い出すために、他の部局を動員するための効果的な調整が欠
如しているという。第三に、法執行の役割を剥奪された部署は、改革計画への完全な指示
を与えることを躊躇しているとする。中国海警局は国家海洋局の行政的監視下にあるが、
実際の法執行実務においては公安部の指揮下にある。二重の指導は、中国海警局の改革過
程を重苦しいものにしている点などを佐藤は指摘する822。さらに『南方週末』などの中国
のメディアも「海警局、名前を変えることはそんなに簡単ではない」との記事の中で、匿
名の海監関係筋の発言として「海警局の改革は、なおしばらく時間を要することは全ての
人の共通認識だ」などと報道している823。 
 
中国が解決した中越、中印、中ロ等の国境画定事例 
中国が最初に解決したビルマとの国境画定事例 
 1949 年 10 月に毛沢東が成立を宣言した中華人民共和国は、建国直後から厳しい国際環
境に置かれていた。北では朝鮮戦争、南ではインドシナ紛争、東側では大陳島を基地とし
た国民党軍による海上封鎖824があり、1950 年代初頭の中国はいわゆる「三日月形」の安全
保障上の脅威にさらされていた。1951 年 8 月には米比相互防衛条約が、同年 9 月にはオー
ストラリア、ニュージーランド、米国間の安全保障条約（ANZUS）、日米安全保障条約が
調印された。1953 年 10 月には米韓相互防衛条約が、また 1954 年 9 月には東南アジア条約
機構（SEATO）が設立され、同年 12 月には米華相互防衛条約が調印された。米国による
中国包囲網が着々と構築されつつある中、アジア冷戦構造の最前線に位置する中国は、1953
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年 7 月に朝鮮戦争の休戦が成立したことを受け、国内的には新政権を固め、国際的には米
国による包囲網を打ち破る動きに出た。自国周辺地域での親中国や友好国を育て、こうし
た国々を「冷戦に与させない」政策をとったのである825。 
 中国は周辺国との関係改善に動いたが、実際のところ、周辺国との間には様々な難題が
山積しており、その障害を取り除くことが先決であった。当時、12 カ国と国境を接してい
た中国は、国境の画定には未着手のままであった。こうした中、1954 年 4 月に「中国チベ
ット地方・インド間の通商・交通に関する協定」が締結され、（1）領土保全及び主権の相
互尊重、（2）相互不可侵、（3）内政不干渉、（4）相互互恵、（5）平和共存の 5 項目からな
る平和五原則が明示された。アジア 16 カ国、アラブ 9 カ国、アフリカ 4 カ国の計 29 カ国
が参加したバンドン会議においても、中国は米国による包囲網打開のために、西側諸国と
の接触、またアジア・アフリカ諸国との接近を試みた826。 
 周辺国との関係が改善に向かう中、1955 年に黄果園で中国とビルマの武力衝突事件が発
生した。中国政府はこの事件を好機と捉え、周辺国家との国境画定、そして国民党残存勢
力の掃討作戦に動き出した827。 
 1954 年 6 月に周恩来首相がビルマを訪問した際、1941 年に中国と英国の間で締結した
国境条約を認めてほしいとの要望がビルマから出され、中国は 1954 年末頃にはビルマを含
め国境画定の準備を始めた828。黄果園での武力衝突事件後、中国政府は清朝末、北洋政権、
国民党政府の 3 つの時期の領土範囲を参考にするのが最も現実的だと判断し、「形式的に統
治していた地域も含め国民党政権が管轄していた地域はすべて中国の領土とする」という
原則を固めた829。この領土画定の原則が策定されたことで、中国政府はさらにそれまでの
国境測量もせずに出版されていた中国地図を認めない方針を明確化し、各国との国境が画
定したのちに出版されるものを正式な地図をする政策を決定した830。 
 ビルマとの国境問題で最大の障害は 1941 年条約であった。しかし、バンドン会議で反植
民地主義を掲げ、民族独立を支援する方針を打ち出した中国は、1941 年条約を基本的に認
める方針を打ち出した831。1956 年 6 月に中国に渡されたビルマのウ・ヌー（U Nu）首相
の手紙では、華僑の二重国籍問題やビルマ共産党問題に関する懸念が表明されていた。中
国はこれに対して積極的に反応し、7 月からはビルマに援助を提供し、周恩来は国境解決問
題の「2 段階方式」を提案した。第 1 段階としては、両国が 1956 年 11 月から同時に係争
地域から軍隊を撤退させ、第 2 段階で国境問題について交渉するという内容であった。1957
年 3 月 29 日から 30 日にかけてのウ・ヌー首相との会談で、周恩来は中国の譲歩案を伝え
た。同会談でビルマ側からの同意を取り付けた後、3 月 31 日に毛沢東はこの案を最終的に
承認した。1958 年から 59 年にかけてビルマ政権が不安定に陥り、交渉は一時頓挫したが、
1960 年 1 月にビルマのネ・ウイン（Ne Win）首相の訪中の際に両国は相互不可侵条約を結
び、同年 10 月、中国にとって初めての国境条約を締結した。 
 ビルマとの国境画定に当たり、中国は大きく譲歩したと青山瑠妙は指摘する832。当時の
180 
 
中国の外交目標は国内経済を発展させるための政権の安定と周辺環境の改善にあった。周
辺国との関係改善は、1954 年までに着実に形作られた米国による包囲網を打ち破るために
必要であったが、国内の視点から見れば、共産党政権を固めるうえでも重要であった。 
 
1960 年代の国境協定 
 ビルマとの国境画定がモデルケースとなり、その後、中国はネパール、モンゴル、パキ
スタン、アフガニスタン、北朝鮮の 5 カ国との間で次々と国境協定を結んだ。 
 ネパールは中国とインドの二大地域大国の間に位置し、またチベットとも隣接している。
中国の国境地域における米国やインドの影響力の浸透を回避し、またチベットの安定を確
保する上で、ネパールの戦略的重要性は非常に高い。中国は 1955 年 8 月にネパールと国交
を結んだ後、翌 1956 年 8 月から早速チベット問題についての協議を開始させた。9 月には
「中国チベット地方・ネパール間の通商・交通に関する協定」が締結された。しかし、1959
年 3 月に起きたチベット暴動や中印関係の悪化は、中国とネパールとの関係にかげを落と
すことになった。中国は国境交渉が成立するまでは現状を維持すると繰り返し主張し、平
和国家のイメージを強くアピールした。その後、国境交渉が始動し、両国は 1960 年 3 月に
国境協定を、翌年の 10 月に正式な国境条約を締結した。交渉に際しては、毛沢東の「ヒマ
ラヤを半分半分に」との方針が貫かれたことで、中国側はネパールの主張をほとんどその
まま受け入れた。他方、ネパールは、ネパール国内で反中国共産党のチベット勢力や国民
党軍に対する中国軍の作戦を承認した833。 
 モンゴルとは建国直後の 1949 年 10 月に国交が結ばれたが、中国・モンゴル友好相互援
助条約が結ばれたのは 1960 年 5 月である。1962 年 12 月に交わされた国境条約は現状維持
の方針に基づいたものである。1963 年以降の中ソ関係の悪化で、中国とモンゴルとの関係
も悪化の一途をたどったが、そうした状況にもかかわらず、1964 年 6 月に両国は国境議定
書を交わした。この議定書に関しては、米国務省もモンゴルの主張を反映した内容だと当
時分析していた834。 
 パキスタンとの関係は、中国・インド間の関係も影響しているため、紆余曲折があった。
中国とパキスタン両国の関係は 1951 年 5 月に国交を結んでから、経済関係を中心に進展し
ていった。1961 年 3 月、パキスタン政府は正式に中国に国境交渉を要請する一方、国連の
中国代表権問題において台湾ではなく、中国に投票するようになった。中国とインドの関
係が悪化する中、1962 年 2 月に中国は国境交渉に正式に応じると返答した。そして 1963
年 3 月に両国は「新疆およびパキスタンが実効支配している中国との隣接地域に関する国
境協定」を締結した。1960 年代において、中国が結んだ国境協定の中で、唯一中国が相手
国より多くの領土を獲得する協定となったが、実際のところ、パキスタンにとって自国が
実効支配をしている地域を中国に譲る結果とはならなかった835。 
 アフガニスタンは 1955 年 1 月に中国と国交を結び、1960 年 8 月に中国と「友好・不可
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侵条約」を締結した。両国が隣接している国境の長さは 100 キロメートル足らずときわめ
て短いが、中印関係悪化の影響を受け、双方は 5 ヶ月もかけて交渉を行い、1963 年 11 月
に国境協定が締結された836。 
 「血で結ばれた」友好関係と称される中国と北朝鮮は、1961 年 7 月に「友好相互援助条
約」を結び、1962 年から国境協定に関する交渉が始まった。6 ヶ月の交渉を経て同年 10 月
に中朝国境条約が締結された。さらに両国は 1964 年 3 月に国境議定書を締結した。 
中国国内およびロシア、韓国の膨大な公文書を調査した華東師範大学の終身教授である
沈志華は、毛沢東時代の中朝関係の知られざる事実を明らかにした『最後の「天朝」 毛沢
東・金日成時代の中国と北朝鮮』の中で、長白山（朝鮮名は白頭山）最高峰の天頂と天地
を北朝鮮に割譲したと明らかにしている。しかもその根底には、中国歴史上の伝統的な「天
朝」概念とプロレタリア世界革命の理想を一体に融合させた毛沢東独特の思想であるとい
う。つまり、国境など問題ではなく、「天朝」に帰順さえすれば、どれほど多くの領土を汝
にやっても構わない。汝自身が「天朝」に属するという思想をもって毛沢東は金日成に対
応していたというのである837。 
国境協定の内容の詳細については今でも両政府は公表していないが、北朝鮮は係争地域
の 60％を獲得したといわれている838。 
 
唯一の海上境界画定事例 中越トンキン湾国境画定 
 南シナ海では、ベトナム、マレーシア、ブルネイ、フィリピン、台湾との間で島嶼の領
有権をめぐり激しい係争が生じている。このように利害が対立する南シナ海において、唯
一、海上境界の画定に成功した例がある。それが、中越間のトンキン湾における海上境界
画定である839。 
 ベトナム民族の歴史は、北方の中国の脅威に対抗しつつ自らは南方に拡張を進めた「北
属南進」の歴史である。紀元 10 世紀まで約 1000 年間中国の支配下にあり（北属期）、独立
後も中国王朝とは朝貢関係にあった。ベトナムにとっての中国は、歴史上の宿命的な敵で
あり、地政学的にも最大の脅威と言える。それゆえに同国との衝突は極力回避しなければ
ならず、特に領土・領海問題はデリケートな問題である840。 
中越間の国境線 1350 キロメートルは、清仏戦争後に清とフランスの間で 1887 年に締結
された中越陸上国境画定協約と、1895 年の同補助協約を基本に画定された。ベトナムの抗
仏独立戦争（1946～1954 年）終結後の 1950 年代後半、国境の数カ所について中越間に主
張の不一致が持ち上がったが、大きな問題にはならなかった。当時の北ベトナムは米国に
対抗するための支援を必要としており、中国による援助・協力は欠かせなかったため、領
域主権はじめ多少の問題で中国に意義を唱えることはできなかった841。 
中越国境で小規模な衝突が発生するようになったのは、1972 年のニクソン大統領の訪中
後、特に 1973 年のパリ和平協定締結後だったが、当時は公開されなかった。米国のインド
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シナ復帰の可能性がなくなった 1974 年には、中国は当時の南ベトナムとの交戦の末、南シ
ナ海の西沙諸島を実効支配下においた。中越関係が悪化した 1970 年代半ばから後半にかけ
て、国境問題に関する会談が 74 年、77 年、79 年の 3 度にわたって開催された。しかし、
両国は 10 年以上にわたって対立関係にあり、1988 年には南シナ海の南沙諸島をめぐる衝
突も発生した。ベトナムは中国の「覇権主義・膨張主義」を非難し、ソ連からの圧力にも
かかわらず対中関係の改善を拒み続けた。しかし、カンボジア紛争による国際的孤立と経
済破綻で追い詰められ、1986 年末には「ドイモイ（刷新）」路線に転換、全方位外交に舵を
切った。その第一歩がカンボジア問題の解決、すなわち中国との関係改善であった842。 
 1991 年 10 月のカンボジア和平成立後、中国とベトナムは同年 11 月に国交を正常化した。
以後、両国は「三つの問題」すなわち陸上・トンキン湾・南シナ海の領土問題のうち、解
決が容易なものから交渉を進めた。それぞれ「改革・開放」と「ドイモイ」路線下で経済
発展を志向していた中越両国にとって、1979 年以来閉ざされていた陸上国境の開放と安定
化は共通の利益であった843。 
両国は 1993 年 10 月に国境・領土交渉の基本原則に関する 6 項目のガイドラインを定め
た。その骨子は、①国境線画定は 1887 年と 1895 年の清仏協約を基本とする、②協議過程
で不一致が生じた場合は、現地の状況を考慮して友好的に交渉する、③一方が国境を越え
て管理している地域はすべて無条件で他方に返還され、個別の地域については友好的に交
渉する、④河川上の境界線は国際慣習を参考にする、⑤先祖代々居住している住民の居住
地域については、その生活の安定を維持する、⑥関連する諸問題を登記するための両国の
合同グループを設置するというものであった844。 
 陸上国境問題に特に焦点を当てた公式の協議は 1993 年に始まり、翌 1994 年には専門家
レベルでの協議も始まった。交渉の結果、1999 年に両国は 1350 キロメートルにおよぶ陸
上国境のうち 900 キロメートルの国境線画定につき合意に達した。残り 450 キロメートル
の部分については、289 の係争地点があった。289 の係争地点のうち 125 は技術上の問題
として解決が容易であった。しかし残りの 164 については、歴史的観点から、また統治の
観点から両者の意見が一致しない地域であり、解決は困難であった。両者は交渉において
これらの地域を「明確なもの」と「不明確なもの」に分類した。「明確なもの」は 1887 年
から 1895 年にかけて締結された中仏間の協定に照合して画定可能なものであり、これらは
協定に従って解決された。「不明確なもの」は最も解決が困難であったが、両者は国境標の
位置、歴史的地図、現在の統治状況、地形、国際法などの観点から検討を行った。そして
1999 年 12 月 30 日、両国はついに陸上国境協定に関し合意に達し、両国外相間で協定が調
印された845。 
 トンキン湾については、ベトナム側は清仏協定の規定に基づき、湾の 62％がベトナム領、
38％が中国領となる国境線を主張したが、中国側は 1992 年に採択した領海法に基づき領海
12 カイリを主張した。最終的には、海南島を囲む線によって湾の 53.23％がベトナム、
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46.77％が中国に帰属することで決着し、両国とも湾の面積で譲歩することになった。両国
は、中国の海南島とベトナムの地理的中間線を境界と定め、その両側に両国の排他的経済
水域をまたぐ 3 万 3000 平方キロメートルの共同漁業区域を設定した。地理的中間線を基準
とすることで、「50：50」の線引きが行われたことになる。このような過程を経て、中越間
では 1999 年 12 月 30 日に陸上国境協定、2000 年 12 月 25 日にトンキン湾内の排他的経済
水域および大陸棚画定協定・漁業協力協定が締結されるに至った846。 
その後両国間の交渉は海上国境と漁業権についての技術的な問題に関する協定の問題に 
移った。2004 年 1 月のハノイで開催された第 10 回中越政府間国境協議を経て、同年 4 月
29 日にはトンキン湾漁業協力協定付属議定書が調印された。これは 2000 年末に締結され
た漁業協力協定の施行に関する細目を定めた付属議定書であり、付属議定書の内容は漁の
際使用する網の目のサイズなど、専門的事項である。その後両国での批准作業は順調に進
み、2004 年 6 月 15 日、ベトナム国会はトンキン湾における領海、排他的経済水域、そし
て大陸棚の境界線に関する協定を批准した。同月 30 日、中越両国は批准書を交換した847 
 中越の国交正常化後、約 10 年で陸上とトンキン湾における国境交渉が妥結した理由とし
て中野亜里は以下の四点を挙げている。第一に、両国指導部が政治面・経済面の利益を共
有しており、win-win 関係を求め易かったことがある。冷戦終結後の 1990 年代は、中越と
もに対外関係の安定化によって経済発展を図り、共産党指導体制の正当性を証明する必要
があった。第二に、二国間だけに限定された問題であり、交渉の場を設定することが容易
だったことがある。第三に、南シナ海のように島嶼の帰属をめぐる対立がなかったことが
挙げられる。最後に、ベトナム国内からの異議申し立てが少なかったことがある。近年で
は、南シナ海群島の主権をめぐって、国内および海外在住のベトナム人が情報を交換し、
街頭デモを組織することもあるが、当時の国内では個人のインターネット利用がまだ一般
的ではなく、市民が情報を共有して世論を喚起することもなかった848。 
 
中印国境紛争 
 インドは 1949 年 12 月に中国を国家承認し、非社会主義国家の中で最初に中国と国交を
結んだ。地理的にチベットと隣接している点で、中国の安全保障においてインドは格別な
意味を有している。しかも 1954 年 10 月に成蔵（四川省成都－チベット・ラサ）道路、青
蔵（青海省西寧－チベット・ラサ）道路が完成するまで、交通の不便さからチベットに駐
留していた解放軍への食糧や物資などの供給はインドに多大な資金を支払い、インドから
の輸送ルートを借りて行われていた849。当時の中国政府はチベットの食糧と一般用品の供
給がインドへの依存状態から脱するのは早くとも 1956 年以降になると考えており、チベッ
ト地域の安定確保のためにもインドとの良好な関係の構築が何よりも重要であった850。 
 インドと中国の間にはヒマラヤをはさんで3500キロメートル近くの陸上国境が存在する
が、そのうちの半分にあたる 1700 キロメートルほどで領有権問題が決着していない。両国
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の係争地は大きく 3 カ所に分けられ、うち東部約 9 万平方キロメートル、中部約 2000 平方
キロメートルをインドが、西部約 38000 平方キロメートルを中国がそれぞれ実効支配して
いる。このほかインドは、パキスタンが中国に譲渡したカシミール「北方地域」の一部、
約 5000 平方キロメートルの領有権も主張している。 
 未解決の国境問題をめぐる対立は、ついに 1962 年に大規模な武力衝突を引き起こした。
国境戦争は、中国側の勝利に終わったが、国境問題は未解決なまま残され、両国関係は長
きにわたり冷却化した。しかし、冷戦後の 1988 年のラジヴ・ガンディ （ーRajiv Ratna Gandhi）
首相訪中を契機として、国境交渉・管理のための枠組みが今日に至るまでさまざまに維持・
拡充されている。にもかかわらず、解決の目処は依然たっていない。そればかりか、2000
年代末頃からは実効支配線（LAC）をめぐる緊張が頻発し、冷戦後に進んだ両国の関係深
化の流れをしばしば停滞させる要因ともなってきた。とはいえ、両国は紛争をエスカレー
トさせ、再度の戦争を招くことに利益を見いだしていない。メディアの過激な報道とは対
照的に、両国政府・軍は総じて抑制的な対応に努めてきた。国境問題の解決が容易でない
ことは双方とも了解しており、むしろ国境問題の「管理」に重点がおかれているとみるこ
とができる。 
 中印国境問題の根底には、国家の成り立ちをめぐる歴史認識の差異がある。パキスタン
との分離独立を経たインドが、英領インドの正統な継承国であることを協調する一方、中
国は帝国主義を否定することで、かつて独立性を保持していたチベットを自らに組み込む
理論を正当化しうる。 
 現在、インドのアルナーチャル・プラデシュ州となっている東部国境問題の発端をみる
と、この対立が顕著に浮かび上がる。インドは独立前の 1914 年に英国とチベットの間で結
ばれたシムラ協定に基づくマクマホン・ライン(McMahon Line)を中印間の国境線とするよう
主張してきた。これに対し、中国としてはシムラ協定の有効性を認めることは、チベット
がかつて独立国であったことを認めることに等しい。さらにはチベット人が多く、元来チ
ベットの一部として見られてきたタワンなどをインド側に編入したマクマホン・ラインは
受け入れがたい。 
 もう一つの大きな係争地である西部は、アクサイチンとして中国が実効支配しているが、
インド側は 1842 年のチベット・ラダック講和条約やそれ以降の英国の地図を根拠に、英領
時代のカシミール潘王国851の一部であったとして、その領有権を主張してきた。ただし、
英領時代ならびにインド独立直後の地図の中には、「未確定」と記載するなど、インド側の
論拠を疑わせるものも多い。中国はこの無人の地域の一部に、1956 年に先んじて道路建設
を開始したものの、インド側はしばらくこれに気づかなかった。したがって、インドは実
効支配していなかったのであり、「無主地先占論」に基づき中国領であることは明白だとい
うのが中国の立場である。 
 独立当初、インドの対中国国境問題に対する認識は、必ずしも明確ではなかった。1950
185 
 
年にインド政府が発行した白書に附属する地図は、西部国境を「未確定（undefined）」、東
部国境を「未画定（undemarcated）」と表記している。しかし、いわゆる平和五原則が盛
り込まれた 1954 年の「中国チベット地方とインド間の通商・交通に関する協定」以降、イ
ンド側は、国境問題は「画定済み」と主張するようになる。同協定は、インドがチベット
を中国の一部であると正式に認めつつ、中部国境付近の通商・交通地点を定めた。にもか
かわらず、当時首相兼外相としてインド外交を一人で切り盛りしたネルー（Jawaharlal 
Nehru）は、この協定を国境画定協定と同一視したとされる。むろん、中国側にはそのよう
な認識はなかった。 
 その後、1957 年には、中国のアクサイチン道路が完成するが、インド側がこれに抗議し
たのはそれから 1 年も経過してからのことであった。こうした中で、1959 年には大規模な
チベット反乱が起き、ダライ・ラマ（Dalai Lama）がタワンを経て亡命して、多くのチベッ
ト難民をインドは受け入れることとなる。中国はこれに反発し、以来、国境問題とチベッ
ト問題の一体化が進んだ。同年のうちに、東部、西部で武力衝突が相次ぎ、翌 1960 年に訪
印した周恩来首相は、国境問題の「交渉」を呼びかけたが、ネルーはこれをかたくなに拒
絶した。代わりにインドは 1961 年末から西部国境で「前進政策」を開始し、哨所設置をめ
ぐる中国側との衝突が頻発するようになった。インドの一連の行動の背景には、平和五原
則を締結した中国はインドを攻撃しないというネルーの認識があったといわれる852。 
 しかしながら、それは幻想であった。1962 年 10 月、中国人民解放軍は東部、西部で大
規模な軍事行動を開始する。偶然と思われるが、世界の耳目がキューバ危機に集まってい
た最中での行動であった。まったく準備のできていなかったインド軍は敗走を重ねた。中
国はタワン等まで侵攻したものの、戦闘開始後わずか 1 ヶ月で停戦を発表し、東部では元
のマクマホン・ライン付近まで撤退した。この背景には、キューバ危機が終結へと向かう
中、ソ連の中国寄りの姿勢が修正されたこと、米国の緊急軍事援助がインドに対し行われ
たことなどがあった。さらに無人の西部地域とは異なり、チベット人の多くが暮らす東部
地域は地勢的に見ても、長期にわたる占領は物理的にも困難であったものと思われる。 
 国境戦争により中印関係は断絶状態に陥り、ようやく 1976 年に双方の大使が復帰するも
のの、本格的な関係改善は冷戦構造が崩壊へと向かう 1988 年 12 月のラジヴ・ガンディー
首相の訪中まで待たねばならなかった。ここで両国は「国境問題に関する合同作業部会」
の設置に合意し、以来、境界線上の信頼醸成措置（CBMs）が一定程度進んだ。1993 年の
ナラシンハ・ラーオ（Narasimha Rao）首相訪中時には、「中印境界線付近の LAC 沿いの平
和と安定維持に関する協定」が結ばれ、国境問題の最終解決までは双方ともLACを尊重し、
現状維持を図ることで合意した。1996 年の江沢民国家主席訪印時の「印中境界線地域の
LAC 沿いの CBMs 協定」は軍事交流の一層の進展を図るものであった。その後の 2003 年
のヴァジパイ（Atal Behari Vajpayee）首相訪中の際には、シッキムとチベットの伝統的な国
境貿易を再開することで合意したほか、国境問題の解決に向け、両国特別代表による国境
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交渉も開始された。この交渉の第一段階とされたのが、2005 年の温家宝首相訪印時に結ば
れた「印中国境問題解決のための政策的パラメーターと指針協定」である。ここで双方は、
国境問題を両国間の全般的な関係に波及させないこと、また係争地の住民の利益を尊重す
ることなどといった基本原則で一致した。2007 年、2008 年には、境界線付近でテロ対策を
目的とした陸軍合同演習すら行われた。 
 ところが 2009 年夏頃からにわかに国境問題が緊迫化し始める。インド国内では、人民解
放軍が LAC を越え「侵入」しているといった報道が相次ぎ、中国側はマンモハン・シン
（Manmohan Singh）首相のアルナーチャル・プラデシュ州訪問に抗議するなど、国境問題
が両国関係に負の影響を及ぼす一幕があった。その後もインドの実効支配するカシミール
地方出身者に対する、中国側による差別的な査証の発行や、同地配属の司令官の訪中を拒
絶するといった事案が相次ぐ中、2010 年末の温家宝首相訪印時の共同声明で、インド側は
初めて「1 つの中国」を盛り込むことを拒絶したといわれる853。 
 たしかに、2012 年の第 15 回国境交渉では、国境問題解決までの平和と安定を維持し、
衝突を回避するため、外交・軍幹部で構成させる「国境問題に関する協議・調整の実務機
構」を設置するという進展が見られた。にもかかわらず、2013 年に入ると、国境をめぐる
軍事的緊張は一時、戦争終結以来、これまでにないレベルに達した。4 月半ば、人民解放軍
は西部地域 LAC を越え、インド側に「侵入」し、3 週間にわたって野営を続けた。これに
対し、インド側も部隊を派遣し、200 メートルの近距離で対峙するという異常事態に陥った
のである。この睨み合いは、5 月初めの現場指揮官レベルの会合で一応収束したものの、6
月にはインド側の設置した監視カメラを中国が持ち去ったほか、7 月にも空・陸の侵犯事案
が相次いで報じられた。中国側の新たな攻勢の背景には、インドがこれまで中国の後塵を
拝してきた境界線付近のインフラ整備を強化し始めたことがあり、それを牽制する狙いが
あるとみられている。 
 しかしこのような国境問題の先鋭化の中でも、要人往来が続いていることは注目に値し
よう。2013 年 5 月にはクルシード（Salman Khurshid）外相の訪中、李克強首相の訪印が、
7 月にはアントニー（Arackaparambil K. Antony）国防相の訪中が行われた。特別代表による
国境交渉、「実務機構」協議も続いている。10 月のシン首相訪中の際には、国境問題安定化
に向けた「国境防衛協力協定」が発表された。ここでは、直近の軍事的緊張を受け、未解
決の国境問題を管理するための重層的な協議メカニズムの存在、危機に陥った際にも武力
は使用しないという合意があらためて確認された。現場の指揮官や司令部の間でのコミュ
ニケーションも改善しようという合意がみられた。このようにみれば、国境をめぐる対立
を全般的な関係悪化に波及させないというかつての合意は、今日でも共有されているとい
うことがわかる。 
 1962 年の戦争は、インドの敗北に終わったものの、国境問題はこれにより解決すること
はなく、結局のところ LAC の大きな変更もなかった。他方でかつて交渉を拒絶したインド
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は、戦争と長らくの関係冷却期を経たのち、国境交渉のテーブルについた。 
 しかし国境交渉が近い将来のうちにまとまる可能性は低い。国境問題での妥協は元来、
インド側のほうが経済的・政治的に利益よりもコストのほうが大きく、解決に後ろ向きだ
とみられてきたが、いまや中国側も国境問題の「棚上げ」に合意し始めている。2010 年に
訪印した温家宝首相は、「この問題を完全に解決するのは容易ではない。忍耐と相当の長い
時間を要する」と述べた。国境問題を脇に置き、経済、外交関係を深化させることに双方
は利益を見いだしているように思われる。 
 2000 年代末頃からの国境問題の先鋭化は、自らに有利な現状維持を図りたいという中国
側の意図から生じているのだとしても、これにメディア、とりわけインドのテレビメディ
アが過敏に反応をすることで一層エスカレートするという傾向がみられる。しかし、メデ
ィアによる中国側の「侵入」報道に対し、中国のみならず、インド政府も「LAC の認識の
違い」がそうした事案を引き起こしているのだとして、常に沈静化を図ろうとしてきた。
中国をエンゲージしようとする政治の強い意志が感じられる。インドにとって中国は現状
では軍事的にはるかに大きな存在であり、かつ経済的にはインドの発展のために欠かせな
いパートナーであるという現実があるためである。 
 とはいえ、しばしば生じる LAC での緊張は、とくに民主主義国インドでは、時の政権に
とって大きな政治的負担となっており、そのような無用な緊張を回避したいと考えている。
そのために、現在の信頼醸成措置の推進に加え、LAC を双方で確認し、明確化しようとす
る動きをインド側は当面進めようとするであろう。 
 合理的に考えるならば、現在のインドにとって、より軍事的に強大で、新興国として利
害を共有する中国との国境問題は、戦争による解決は論外であるが、交渉による解決もま
た政治的リスクが高く――とりわけ今日のような弱い連邦政府のもとでは――まず考えら
れない。しかし 2009 年、2013 年にみられたような武力衝突をたびたび許すことも、政治
的に危険が大きい。したがって、本音としては現状を維持しつつ、武力衝突には至らせな
いような領土問題の「管理」をインドは追究していくであろうと伊藤融は述べている854。 
 
中ロ国境画定 
 長距離かつ地続きで隣り合うロシアと中国。この両国間には、数百年にもわたって国境
紛争が絶えなかった。中国は清が脆弱化した時にロシアによって結ばされた愛琿（アイグ
ン）条約や北京条約を「不平等」条約とみなし、その改定を求めていた。中ソ間の対立は、
1969 年、珍宝島（ダマンスキー島）での武力衝突すら招いた。ミハイル・ゴルバチョフ
（Mikhail Sergeevich Gorbachev）は国際法の原則「主要航行水路」を承認し、ボリス・エリ
ツィン（Boris Nikolaevich El'tsin）は中ソ間で係争中だった島嶼のうちの 98％の主権帰属を
決定した。ウラジーミル・プーチン（Vladimir Vladimirovich Putin）は残りの 2％に関して中
ロ間で等分する形で解決した。中ロが妥協に応じた理由は単一ではなかろうが、木村汎は、
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以下のような大胆な仮説を提示している。ロシア側は、これ以上中国の力が伸長し、領土
要求の範囲が拡大することを懸念し、国境紛争に「幕を引く」ことを決意した。中国側は、
不毛な川の中洲（全体）を入手して面子を保つよりも、自国の経済発展に不可欠な資源を
ロシアから確保することをより重要とみなした。このようにして、「土地と資源の取引」が
成立したというのが木村汎の仮説である855。 
 ロシアと中国の国境は、現在、4350 キロメートルにも及ぶ。国境線を分かちもつカナダ
＝米国、ロシア＝カザフスタンに次ぐ世界第 3 位の長さである。中ロ間の国境線は地続き
で、わずかに河川によって分けられている。このような地理上の特殊性もあって、ロシア
と中国は長年の間、国境線画定問題に悩まされてきた。 
 ロシアと中国は、1689 年のネルチンスク条約によって初めて両国間の国境を定めた。つ
まり、ロシアはアムール川（中国名、黒竜江）の両岸の土地を中国領と認めた。とはいえ、
同条約はそう述べるだけであって、実際の国境線は定かではなかった。 
 清が大平天国の乱や第二次阿片戦争で苦しんでいるのに付け込んで、1858 年、ロシアは
愛琿条約を結び、アムール川の海への出口にいたる左岸地域の 60 平方キロメートルを自国
領土にした。次いで、清が英国、フランスに敗れたことを利用して、ロシアは 1860 年に北
京条約を結び、ウスリー川以東の地域、すなわち今日のウラジオストクを含む沿海州をロ
シア領とした。 
 1969 年 3 月、中ソ間の対立は遂に武力衝突を引き起こすまでにいたった。「共産主義」（も
しくは「社会主義」）という同一のイデオロギーを奉じる二大国が流血の惨事すら厭わず激
しく対立する姿に、全世界は衝撃を受けた。 
 1970 年代に入ると、ソ連は国際情勢の変化に対応して中国に対する己のスタンスを若干
変えねばならないと判断するようになった。たとえば、キッシンジャー＝周恩来の秘密会
談（1971 年）に始まり、ニクソン米大統領の訪中（1972 年）、日中平和友好条約締結（1978
年）などの一連の展開によって、事実上の反ソ包囲網が形成されかかったからである。事
態の深刻性に気づいたソ連共産党書記長のブレジネフ（Leonid Il'ich Brezhnev）は、タシケ
ント演説（1982 年）で対中和解を呼びかけた。だが、中ロ関係が本格的に改善へと向かっ
て動き出すためには、ゴルバチョフが登場する 1985 年を待たざるをえなかった。 
 ゴルバチョフ党書記長は、ペレストロイカ（perestroika）、グラスノスチ（glasnost）、新思
考外交を唱え、1986 年 7 月の有名なウラジオストック演説で河川国境の線引きに関する国
際法の一般原則を承認した。1991 年 5 月、中ソ間で東部国境協定が締結され、次のことが
決まった。それまでソ連が実効支配を続けてきたアムール川に浮かぶ 2444 島のうち、1163
島をソ連領として残すものの、1281 島を中国領とする。このことによって、中ソ間で係争
中だった全島嶼のうち 98％までの島々の主権帰属が決まった。1991 年 12 月のソ連解体後
の 1994 年には中ロ西部国境協定も結ばれ、中ロがカザフスタンとモンゴルの 2 カ国に挟ま
れる形で国境を接していた 55 キロメートルの国境線も画定した856。 
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 1991 年の東部国境協定によっても未解決のままに残された３島の主権帰属先についても、
中ロは、2004 年の補足協定によってついに合意に達した。ラブロフ（Sergey Viktorovich 
Lavrov） 外相によると、3 島は「50：50」の折半方式で解決された。つまり、アルグン川
に浮かぶ阿巴該図
ア バ ガ イ ド
島（ロシア名はボリショイ島）を中ロで 2 分割する。ロシア側に 24 平方
キロメートルを残し、中国側へ 38 平方キロメートルを渡す。黒瞎子
ヘイシャーズ
島（ロシア名はボリシ
ョイ・ウスリースキー島）と銀
イン
龍
ロン
島（ロシア名はタラバーロフ島）は、合計して 335 平方
キロメートルあるが、2 島を合わせて、ヘイシャーズ島と呼ばれる。同補足協定によって、
ヘイシャーズ島の東半分の 164 平方キロメートルはロシア領、西半分の 171 平方キロメー
トルは中国領となった857。 
 1978 年にキャンプ・デービットで成立したエジプト＝イスラエル和平協定は、シナイ半
島をエジプトの主権下に返還する一方で、その広範囲の土地を非武装化することによって
イスラエルの安全保障を確保するという妥協を成立させた。つまり、「土地と安全
（Land-for-security）」の取引を可能にした。 
同様の考え方を行って、「土地とエネルギー（Land-for-energy）」、「土地と経済発展
（Land-for-economic development）」などの取引を成立させても、おかしくないと木村汎
は分析する858。 
  フルシチョフ（Nikita Sergeyevich Khrushche）第一書記やゴルバチョフ書記長は、河川の
国境は「主要航行水路で決定されるべし」との国際原則を承認しはしたものの、現実には
いったん敷かれた国境線の改定に応じる姿勢を示さなかった。その好例は、アムール川と
ウスリー川の合流点である三角州（ヘイシャーズ島）である。「主要航行水路」原則に従う
ならば、この中の島がロシア領でなく、中国領であることは、誰の目にも一目瞭然である。
そうであるにもかかわらず、ロシア側はこれが「実効支配」による「例外」的ケースであ
ると主張していた。ところが、2004 年になると、この三角州の面積をほぼ折半する形で中
国側に妥協する決意を固めたのである。なぜか？ 
 このままの状況が続くと、中国が力を伸長させ、ロシアにさらなる領土要求を行うよう
になるかもしれない。中国は、極端な場合、清朝時代に失った 150 万平方キロメートルに
も及ぶ沿海州地方に対する潜在的な領土要求を復活させるかもしれない。実際、中国の中
学 2 年生に相当する歴史教科書は、「ロシア（式）火事場泥棒」という項目を設け、ロシア
極東の沿海地方やハバロフスク地方はロシアが奪った「中国版の北方領土」であると既述
しているという。この際、171 平方キロメートルの面積を中国に譲渡するくらいは、やむを
得ない代償である。おそらくこれこそが、ロシア側が 2004 年に「フィフティ・フィフティ」
の面積折半方式で、中国との国境問題の妥結に踏み切った思惑だったにちがいないと木村
汎は指摘する859。 
 〈力〉に対する信仰が、ロシア人の人生観ないし世界観の顕著な特徴である。同様の荒
っぽい言い方をすれば、現在の中国人のそれはプラグマチックなもの、すなわち〈カネ〉
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や〈モノ〉に対する信仰とは言えはしないか。そして、カネやモノを生み出す経済的発展
を遂げるためには、それらの素になるエネルギー資源を是非とも確保する必要があるとい
う中国式な考えが生まれる。 
 上記の三角州は全面的に中国の領土になるべきだったにもかかわらず、中国側は 2004 年
にそのような三角州のほぼ半分の面積を得るだけで満足して、補足協定に調印した。中国
側は領土よりも資源の確保のほうがより重要だったからであると木村汎は分析している860。 
 ロシアは、極東におけるエネルギー資源開発の資金調達先として、日本でなく中国の方
を選ばざるをえない羽目になった。2009 年 2 月、中ロ両政府は、「東シベリア・太平洋
（ESPO）」石油パイプラインの大慶支線の建設について正式に合意した。同時に、ロシア
は、中国に対して日量 30 万バレルの原油を 20 年間にわたって提供し、その代わりに中国
は 250 億ドルの融資を与えることにした。この合意は、「石油と融資（loans-for-oil deal）
と呼ばれる。 
 ロシアと中国はそれぞれ行った己の現実の妥協を、一体どのような形で内外に正当化し
てみせたのか？もとより、ロシアも中国も、先に筆者が推測したような己の譲歩の真意を
外部に決して正直に明かそうとはせず、むしろ隠そうとさえ試みた。その代わりに、出来
上がった合意文書をひたすら礼賛し、歓迎する態度を示した。この同国境画定を「歴史的
に前例のない快挙」（駐中国ロシア大使、イーゴリ・ロガチョフ）と賞賛する一方で、その
詳細は一切公表しなかった。表向きのレトリック（修辞）と現実の行動の間にはギャップ
が存在した。 
 同協定がもしそのように素晴らしいものならば、たとえば、その理由や内容が中ロ両国
民に向けて具体的に説明されて然るべきだろう。ところが、公表された協定は「主要航行
水路」原則を確認しているにすぎなかった。ロシア語正文では、アムール川とウスリー川
の合流点の「一部は中国領、残りはロシア領となる」と抽象的に記されただけだった。中
国でも事情は変わらず、国民宛に詳細な説明は一切なされなかった。 
 反対運動が起こっては困る。モスクワと北京の両政府はおそらくこう危惧したに違いな
い。とはいえ、両政府が実際に採った「秘密主義」は度を越していた。このような秘密主
義は、国民の知る権利の侵害以外の何物でもない。「共産主義」もしくは準権威主義的な政
治体制を採る政権によって初めて可能になる言行の不一致と批判されても仕方ないだろう
と木村汎は指摘している861。 
 中ロ間での国境画定交渉は、日ロや日中の間で難航中の交渉や問題に何らかの示唆を与
えるのか？まず指摘しかつ強調すべきは、これらの係争問題がそれぞれ独特ないし特殊な
性格をもつこと。したがって、安易な比較作業は的外れになるばかりか、往々にして不適
切かつ間違ったレッスンすら導きがちなことであると木村は主張する862。 
 ロシアや中国との領土紛争に関して、日本が第一に心中に留めるべきことは、領土観の
違いであろう。日本人は、「固有の領土」概念の有効性を信じているが、ロシア人や中国人
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は「領土とは、時と場合により、伸び縮みするもの」と考えている。第二の教訓は、ロシ
アや中国が交渉の態度や戦術を変化させること。すなわち、ロシアは、中ロ間の〈力〉関
係が逆転しかけている状況に直面して、中ロ間の領土紛争に最終的なケリをつけ、後顧の
憂いをなくしておくことを賢明な策とみなすようになった。中国も、将来、中国の〈力〉
がさらに伸長すると、ロシアに対して 150 万平方キロメートルの領土返還を要求するかも
しれないことを匂わせることによって、ロシア側に早期に妥結するよう圧力をかける。 
 中国は、ほとんど価値のない三角州（335 平方キロメートル）に対する主権を得て己の名
誉心を満足するよりも、プラグマティックに算盤勘定をはじいて、いわゆる“土地と資源”
の取引を成立させた。そうであるならば、日本側が学ぶべき第三の教訓は、“土地と開発”
の取引を提案し、実施すること。ロシア極東に日本のカネ、モノ、ヒト、とりわけ科学技
術を導入して、この地域の経済開発に協力する代わりに、極東の 1250 分の 1 の広さしかな
い北方四島の対日返還をロシア側に決意させるやり方であると木村は述べている863。 
 筆者は、木村が紹介する中ロ国境画定交渉から得られる示唆として、尖閣諸島周辺海域
の天然資源の共同開発を検討することであると受け止めた。ロシアが将来の中国が強大に
なることを恐れたように、経済的にも軍事的にも米国と並ぶか、米国を越える大国に中国
がなった場合、現状維持以上の要求をしてくる可能性は捨てきれない。であるならば、領
土は現状維持したままで、共同開発によってプラグマティックな利益は分け合う“取引”
を提起することは、長期的には日本の国益にかなうものであると考えられるのではないだ
ろうか。 
 
第４節 「固有の領土」と沖縄をめぐる歴史的経緯 
「固有の領土」論の問題性 
現在、外務省ホームページに掲載されている日本政府の「尖閣諸島についての基本見解」
は、以下の通りである。 
 
尖閣諸島が日本固有の領土であることは、歴史的にも国際法上も疑いのないところ
であり、現にわが国はこれを有効に支配しています。したがって、尖閣諸島をめぐり
解決すべき領有権の問題はそもそも存在していません。 
 第二次世界大戦後、日本の領土を法的に確定した 1952 年 4 月発効のサンフランシス
コ平和条約において、尖閣諸島は，同条約第 2 条に基づきわが国が放棄した領土のう
ちには含まれず、第 3 条に基づき南西諸島の一部としてアメリカ合衆国の施政下に置
かれ、1972 年 5 月発効の琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との
間の協定（沖縄返還協定）によりわが国に施政権が返還された地域の中に含まれてい
ます。以上の事実は、わが国の領土としての尖閣諸島の地位を何よりも明瞭に示すも
のです。 
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 尖閣諸島は、歴史的にも一貫してわが国の領土たる南西諸島の一部を構成していま
す。元々尖閣諸島は 1885 年以降政府が沖縄県当局を通ずる等の方法により再三にわた
り現地調査を行ない、単にこれが無人島であるのみならず、清国の支配が及んでいる
痕跡がないことを慎重に確認の上、1895 年 1 月 14 日に現地に標杭を建設する旨の閣
議決定を行なって正式にわが国の領土に編入することとしたものです。 
 また、尖閣諸島は，1895 年 5 月発効の下関条約第 2 条に基づきわが国が清国より割
譲を受けた台湾及び澎湖諸島には含まれていません。中国が尖閣諸島を台湾の一部と
考えていなかったことは、サンフランシスコ平和条約第 3 条に基づき米国の施政下に
置かれた地域に同諸島が含まれている事実に対し、従来なんら異議を唱えなかったこ
とからも明らかであり、中華民国（台湾）は 1952 年 8 月発効の日華平和条約でサンフ
ランシスコ平和条約を追認しています。 
 中国政府及び台湾当局が尖閣諸島に関する独自の主張を始めたのは、1968 年秋に行
われた国連機関による調査の結果、東シナ海に石油埋蔵の可能性があるとの指摘を受
けて尖閣諸島に注目が集まった 1970 年代以降からです。従来中華人民共和国政府及び
台湾当局がいわゆる歴史的、地理的ないし地質的根拠等として挙げている諸点は、い
ずれも尖閣諸島に対する中国の領有権の主張を裏付けるに足る国際法上有効な論拠と
はいえません864。 
 
このように、日本政府の見解は「尖閣諸島が日本固有の領土であることは、歴史的にも
国際法上も疑いのないところ」である。しかし、EU と東アジアの地域統合の問題を比較研
究している羽場久美子は、「欧州の歴史的解釈」では、「『固有の領土』というのは、先史や
古代史において先住民との関係で使われる言葉である。19 世紀や 20 世紀に国家が押さえた
領土を、『固有の領土』（native territory, native land）ということは、まずありえない865」とし
ている。また、「アメリカで『固有の領土』というと、先住民の権利となる。それゆえ、ア
メリカでは（歴史的な）『固有の領土』という用語は通常使用しない866」という。「移民の
国」は、「固有の領土」を侵して、現在、もともとは先住民がいた地域に居座っていること
になる。近代以降における「固有の領土」論は、国際政治史ではタブーとされている。現
在の国際政治の安定は、「固有の領土」の上に立っているのではなく、「現状凍結」上に立
っている。そうでないと、あらゆる地域に潜在的抗争が存在し、各地で紛争が始まるから
である867。 
紛争解決論の視点からの政治社会学や国際関係論を専門とする名嘉憲夫は、「尖閣（釣魚）
諸島、竹島（独島）、北方四島（南クリル諸島）」の「“領有権をめぐる問題”を『紛争解決』
（Conflict Resolution）の視点から検討」した著書『領土問題から「国境画定問題」へ』の中
で、「『固有の領土』という言葉は、“政治的言葉”であると同時に、［中略］ほとんど “無
意味な”言葉である。歴史認識としても問題のある言葉と言えよう868」と指摘している。
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名嘉は、「固有の領土」という言葉は、「人々の思考を停止させ、問題の分析にも理解にも
あまり役に立たない言葉869」ではないかとし、それは、明治時代の「主権線」「利益線」、
昭和初期の「生命線」といった言葉のように、「ほとんど内容はないが絶対的な響きを持っ
て議論を不可能にする言葉であり、自分とは違う考えのものを攻撃し排除するような政治
的な言葉の一種である870」と述べている。 
「固有の領土」という言葉を英語に訳すと、どのような表現になるのか。日本語に通じ
たアメリカ人英語教授、オーストラリア出身でハーバード大学卒の歴史学者、イギリス人
の大学英語講師、元国際ジャーナリストで国際経済を教える日本人の大学教授などに、名
嘉が聞いてみたところ、いくつかの候補としては、the Japan proper, the mainland Japan, the 
inherent territory of Japan, the integral part of Japanese territory, the historically-owned Japanese 
territory などが挙げられたという871。最初の二つの訳語は、通常「日本本土」という意味で
使われ、最後のものは不自然な訳で使われない。三つ目の「inherent」という訳も問題で、
アメリカ人の英語教授によると「inherent という意味は、permanent and essential（恒常的で
本質的）という意味を含むが、ほとんどの国の領土は“恒常的”でも“本質的”でもない
から、不適切である」という。これよりは「the historical territory of Japan」の方がいいが、
「歴史的な領土」というのも時代を特定しなければ意味がない872。「固有の領土」に最も近
い英語の訳は、四番目の「the integral part of Japanese territory」ではなかろうかとするが、し
かし、これは単に「現在の日本の領土の不可分な部分」という意味にすぎず、日本政府の
いう「固有の領土」とは意味が異なるのではないかということであったと名嘉はいう873。
ちなみに、外務省のホームページに掲載されている「日本の領土をめぐる情勢」の「尖閣
諸島について」には、「尖閣諸島が日本固有の領土であることは歴史的にも国際法上も明ら
かであり、現に我が国はこれを有効に支配しています874」との記述があり、英文では「There 
is no doubt that the Senkaku Islands are clearly an inherent part of the territory of 
Japan, in light of historical facts and based upon international law875」と表記されている。
外務省は「固有の領土」を「an inherent part of the territory of Japan」表現しているが、
これでは、「日本の領土となる以前には、外国の領土になったことがない領土876」とのニュ
アンスは伝わらないであろう。 
チェコスロバキアを中心とする東ヨーロッパ研究を専門とする林忠行も、「ヨーロッパ人
にとって、『固有の領土』はある意味では理解不能な言葉だといえます」と指摘し、「日本
の外で『固有の領土』論は説得力をもつのか」と問題提起している877。岡田充は、「固有」
の意味を「『広辞苑』によると、『もとより』、『自然に』という意味だが、せいぜい 117 年
前（1895 年）のことにすぎない878」とし、「さらに、土地とそこを生活圏にする住民が、
帝国主義国的な領土拡張策と大国間の利益配分の犠牲になってきた歴史こそが重要なので
あって、『固有』という無内容な単語にほとんど意味はない。『固有の領土で領有権問題は
存在しない』という建前からは、相手の主張に耳を傾ける姿勢はうまれない879」と指摘し
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ている。また、岡田は「領土ナショナリズムの魔力は、われわれの思考を国家主権という
『絶対的価値』に囲い込む。『われわれ』と『かれら』の利益は常に相反し、われわれの利
益こそが『国益』であり、かれらの利益に与すれば『利敵行為』や『国賊』と非難される。
単純化された『二択論』に第三の答えはない880」とも述べている。 
和田春樹は、「固有の領土」という言葉が登場してくるのは、1955 年の日ソ国交交渉の途
中で、重光葵外相が「日本が四島返還ということを言い出して、その根拠が国会で厳しく
問いただされたとき」だとして881、日本の外務省は米国政府の文章の中の“Japan proper”
を「固有の日本領土」と訳したが、その逆はできなかったとし、つまり「固有の領土」と
いう日本語を“Japan proper”という英語にすると「日本本土」という意味になってしまう
ことを指摘している。さらに、和田は「そもそも『固有の領土』という概念自体が他の国
ではなりたたないことの結果882」だとして、「歴史の中で国境がさまざまに書きかえられて
きたヨーロッパでは『固有の領土』を語ることができません。また先住民がいる土地に不
断に膨張する国家であったロシアとアメリカは、『固有の領土』を言い立てると国家の自己
否定になりかねません883」と述べている。また、中国は世界帝国であり、その版図は膨張
と収縮を繰り返してきたとして、「中国人の考えからすれば、固有であるのは文化であって、
領土ではありません。また中華帝国の周辺には冊封を受ける国々が多くありました。やは
りこの世界でも『固有の領土』という言い方はふさわしくない884」としている。その上で、
「『固有の領土』は交渉の言葉ではなく、喧嘩の言葉です885」と述べ、「『固有の領土』論は、
領土問題を外交交渉上の問題とすることができない、最後通牒的な要求、つきつめれば軍
事行動を招きかねない主張886」であるから、「領土問題を解決しようと思えば、『固有の領
土』論をすてなければなりません887」として、「中国にも、釣魚諸島は『固有の領土』だと
いうようなことを言わないで、話し合いをしようとよびかけるべき888」であると結論づけ
ている。 
 
このように交渉を封じ込める言葉としての「固有の領土」に相当する中国側がよく使う
表現として「自古以来」がある。2012 年 9 月 25 日、中華人民共和国国務院報道弁公室が
発表した『釣魚島は中国固有の領土』白書（《钓鱼岛是中国的固有领土》白皮书）の「結び
の言葉」にある「钓鱼岛自古以来
．．．．
就是中国的固有领土，中国对其拥有无可争辩的主权889（釣
魚島は、古来
．．
中国固有の領土であり、中国は釣魚島に対して争う余地のない主権を有して
いる890）」のように使われ、「古来より」の意味である。尖閣領有の根拠として、日本政府
および日本の学者は、国際法上の先占の法理によって 1895 年に日本に編入する閣議決定を
行ったことを強調する。他方、中国では、政府および学者は「古来より」中国の史籍に地
名の記載があると歴史を強調する。たとえば、上記白書には「現在見つかっている範囲で、
最も早く釣魚島、赤尾嶼などの地名を記載した史籍は、1403 年（明·永楽元年）に完成した
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『順風相送』である891」との記述がある。「600 年以上前の古来より中国の領土だ」と言わ
れれば、国際法に基づく領有根拠を述べることは躊躇しがちであろう。筆者がよく知る台
湾の尖閣研究者は「中国人も『自古以来』とさえ言っていればいいとの考えは改め、もっ
と近代の歴史と国際法の観点からも領有根拠を説明すべきだ」と述べている。 
また、同じように議論を封じる表現として使われる言葉に「核心的利益」がある。第 5
章第 2 節でも引用したが、2013 年 7 月、習近平国家主席は中国共産党政治局の第 8 回集団
学習会で、海洋権益について「国家の核心的利益を犠牲にすることは更に不可能だ」とし
ながらも、「『主権はわが国に属するが、争いは棚上げし、共同開発する』との方針を堅持
し、相互友好協力を推進し、共通利益の一致点を探し求め、拡大しなければならない」と
述べたと報道されている892。 
日本では、「核心的利益（中国語では核心利益）」とは、チベットや台湾のように、武力
行使を含むあらゆる手段を使ってでも中国が守るべき利益つまり「武力行使」と同義のよ
うに受け止められることが多い。しかしながら、岡田充は「核心利益」には二つのカテゴ
リーがあるとして下記のように説明する。 
第 1 のカテゴリーは、台湾やチベット、新疆ウイグル両自治区など内政上の主権を「核
心利益」と呼ぶ場合。この場合「核心利益は、国家の存亡にかかわるため後退、協議、取
引は許されない」とされ、武力行使を含むあらゆる強硬手段をとってもこれを守るのであ
る。（中国社会科学院世界経済政治研究所国際戦略研究室の薛力副主任）893。第 2 のカテゴ
リーは尖閣、南沙諸島など、外国と領有権争いがあるケース。この場合の説明は、回りく
どく曖昧である。中国外務省の副報道局長は記者会見で次のように説明した。「中国は断固
として、国家主権、国家の安全、領土保全などを含む国家の核心利益を擁護する。釣魚島
問題は中国の領土主権問題に関わっている」（「中国坚决维护国家核心利益，包括国家主权，
国家安全，领土完整等。钓鱼岛问题涉及中国领土主权894」）。内政と外交ではそもそもレベル
が異なる。尖閣では先の外務省声明と習発言で紹介したように、棚上げと交渉による解決
を呼び掛けているのだから、「後退、協議、取引は許されない」第 1 のカテゴリーとは違う
ことは明白であろう895。 
中国側があえて第 1 と第 2 のカテゴリーを分けずに、「核心利益」の表現を使う理由とし
て岡田は以下の三点を挙げている。第一に日本メディアの誤解に乗じて、核心利益を使う
ことで、中国の強い意思を伝えることができる。同時に中国国内の強硬な領土ナショナリ
ズムの突き上げをかわす効果もあるかもしれない。そして第三は、明確に定義することは、
政策選択の幅を自ら狭める結果をもたらす。尖閣周辺海域で、日本の公船と衝突するよう
な事態が発生した場合、結果的に武力行使を伴う可能性は否定できないからである896。 
以上、筆者は「固有の領土論」の問題性を論じたが、中国側でも同じように「自古以来」
や「核心的利益」などと声高に主張することは、交渉を通じて問題を解決することを妨げ
ることにつながると指摘したい。 
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「固有本土」は守り、「固有の領土」は「捨て」うる 
  さらに、筆者は近衛文麿の「和平交渉の要綱」を読み、日本と沖縄の歴史から考えても
「固有の領土」という言葉が、いかに不適切であるかを実感した。1945 年 7 月 10 日、日
本政府は、中立条約の遵守と米英との和平の斡旋を求めるために、最後の特使として近衛
元首相をソ連に送ることに決めた897。近衛は、終戦の仲介を頼むために訪ソするに際して、
「和平交渉の要綱」を作成した。「7 月 12 日天皇より直接ソ連特使の依頼を受けた近衛は、
密かに彼の側近者の一人である酒井鎬次中将を煩わして『和平交渉に関する要綱』を作用
していた。［中略］酒井は 6 時間位で作成し、それを両者で検討、修正した。さて交渉案は
『要項』と『解説』の二つに分けられ898」ていた。 
「要綱」では、「二 條件」の「（一）国體及び國土」の「（ロ）」として、「國土に就いて
は、なるべく他日の再起に便なることに努るも、止むを得ざれば固有本土を以って満足す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
899」と定め、「要綱解説」では「三 條件に就いて」で「（一）の（ロ）、固有本土の解釋
．．．．．．．
に
ついては、最下限沖縄、小笠原島、樺太を捨て
．．．．．．．．．．．．．．．．
、千島は南半分を保有する程度とすること900」
とした。つまり、和平の条件として、沖縄は「捨て」うることに決めていたのである。歴
史的に琉球（沖縄）と一体である尖閣諸島も、当然のことながら、沖縄と一緒に「捨て」
うるものとされた。「国體」を守るために必要なのは「固有本土」であり、今の政府がいう
「固有の領土」である尖閣諸島を含む沖縄も、また小笠原も、1945 年当時の日本政府にと
っては「捨て」うるものと考えられていたのである。 
和田春樹は、沖縄が「固有本土」に入らないとしたのは、「すでにアメリカ軍に占領され
てしまったから901」であり、「アメリカは占領した土地を自分の領土にするだろう。沖縄を
日本の領土として維持することはもはやできない。沖縄に住む日本帝国臣民のことは切り
捨てることになっても仕方がない902」という考えだと指摘している。また、「固有本土」と
いう言葉の定義があって、ここまでは日本の領土として残すためにがんばろうということ
で、「固有本土」という概念を持ちだしたものと思われるとしている903。さらに、和田は、
この要綱の中の「固有本土」という用語が、現在の「固有の領土」という言葉の「最初の
用例904」であろうと述べている。 
結局、近衛の訪ソが実現することはなかった。ゆえに、「和平交渉の要綱」に基づいて交
渉が行われることはなく、この「要綱」自体が歴史の表に出ることはなかったのである。
しかし、「『要項』は陛下と直々にお話して御璽を頂くことにし、『解説』の方は、木戸905の
諒解を得て、木戸の印を貰うことにした906」というもので、近衛手記によれば、もし近衛
の訪ソが実現していたならば、「かつてルーズヴェルトとの會談の時に考えた様に、現地か
ら直接電話で御裁可を仰ぎ、決定調印するという非常手段を用いることに決心して、特に
天皇のお許しを得たということであるし、酒井によれば、萬一交渉が纏まらなかったら、
直ちに無電で米英との交渉に入る全權を、陛下から頂くことにお願いしていたということ
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である907」。つまり、「天皇の承認を得た908」要綱だったのである。大日本帝国憲法下にお
いては、国家の法律や予算、一部の閣議決定についても、統治権の総攬者たる天皇の裁可
が成立要件であった909。天皇は、「公共ノ安全ヲ保持シ又ハ其ノ災厄ヲ避クル爲緊急ノ必要
ニ由リ910」法律に代わる勅令を発することができ、また「公共ノ安寧秩序ヲ保持シ及臣民
ノ幸福ヲ增進スル爲ニ必要ナル911」命令を発することができた。したがって、この時代に
おいて天皇の承認を得た要綱は、法律と同様の効力のある文書であったともいえるのであ
る。 
1945 年 7 月、日本は、和平の条件として沖縄を「捨て」うることをいとわなかった。尖
閣諸島を含む沖縄は、日本国家からみれば「捨て」うることが可能な対象であり、「固有の
領土」ではないことを示している。「固有の領土」については、新崎盛暉も論文の中で次の
ように述べている。 
 
沖縄では、ほぼ 100 パーセントの人たちが、この島々［尖閣諸島のこと］は、沖縄
と一体のものであると考えています。ただそれは、日中両国家がいうような「固有の領
土」というよりは［中略］、むしろ自分たちの生き死にに直接かかわる「生活圏」だと
思っています。生活圏という言葉には、単に経済的意味だけではなく、歴史的文化的意
味も含まれています。 
  ［中略］琉球立法院の 70 年 8 月の決議［第 1 章第 1 節で引用した決議第 12 号と同
第 13 号］も、観念的なナショナリズムに立脚するというよりも、自らの生活圏の確保
を願う意思の表明でした。米軍政下で、基地依存の歪んだ経済構造を強いられてきた
沖縄が、軍事基地のない平和の社会を目指すとき、石油資源存在の可能性は、経済自
立への手掛かりだったのです。 
  沖縄の生活圏であるこれらの島々は、現在、沖縄が日本という国家に所属している
ので、日本の領土の一部になっていますが、もともと、国家「固有の領土」などとい
うものが存在するのでしょうか。「領土」とか「国家」といった概念は、近代国家形成
過程において登場してきたものにすぎません。それは、琉球処分前後の琉球・沖縄の
歴史を振り返っただけで明らかです。私たちは、そろそろ欧米近代が東アジアに持ち
込んだ閉鎖的排他的国境・領土概念から抜け出してもいいのではないでしょうか。  
  強調しておかなければならないのは、「国家固有の領土」と違って、「地域住民の生
活圏」は、必ずしも排他性を持つものではない、ということです。たとえば、沖縄漁
民の生活圏は、台湾漁民の生活圏と重なり合うことを排除するものではありません。 
  ［中略］21 世紀に入った現在から将来を展望しようとする場合、欧米近代が持ち込
んだ領土概念を抜け出し、地域住民の生活圏に視点を移して、紛争を平和的に解決す
る方途を、模索することはできないでしょうか。とりあえず現状を変えることなく、
抽象的観念的「固有の領土論」を棚上げし、これら地域を歴史的文化的経済的生活圏
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としてきた人々の話し合いの場を通して、問題の歴史的背景や将来の在り方を検討し、
共存圏の模索に努力することはできないでしょうか。その話し合いの場には、国家の
立場を代表する者ばかりでなく、たとえば尖閣諸島については、日中両国と共に、地
域としての沖縄と台湾の歴史家や漁業関係者の参加が不可欠だと思います。［中略］国
家間関係の中に国境地域住民の視点も取り入れることによって初めて、一貫した歴史
認識と将来的共生の展望が獲得できるのではないでしょうか。それこそが沖縄の「反
戦平和」を求める闘いが目指してきたものでもある、と私は考えています912。 
 
羽場久美子が指摘する国際政治的視点からも、上述したような日本と琉球の歴史から考
えても、「尖閣諸島が日本固有の領土であることは，歴史的にも国際法上も疑いのない」と
いう表現の主張は適当ではないと考える。少なくとも、2012 年 9 月の尖閣「国有化」以降
の状況は、「解決すべき領有権の問題は存在しない」と主張し続け、「1 ミリも譲ってはなら
ない913」という態度では、解決の端緒にもつけないことを認めるべきである。 
 さらに、沖縄と尖閣そして日本政府との関係についていえば、「明治政府のもとで沖縄が
日本国家の中に強行的に組み込まれる一連の政治過程914」である「琉球処分」にまでさか
のぼって考える必要がある。 
 したがって、次章では、琉球が日本に併合される過程における日清間交渉を中心とした
琉球帰属問題および第二次大戦後の中国側の琉球・沖縄政策について論述する。その意義
は以下の三点にまとめられよう。 
 まず、第 3 章で述べたように、尖閣諸島を編入する旨の内命を山縣内務卿が沖縄県に対
して下したのは 1885 年であり、日本への領有の閣議決定は 1895 年に行われているが、そ
れ以前に、日清間で問題となり、交渉が行われたのが琉球帰属問題であったことである。
尖閣諸島の帰属に関しては、当時、日清間での交渉は一切行われなかったが、1879 年の沖
縄県の設置つまり「琉球処分」をめぐる日清間交渉は、尖閣諸島問題の起源ともいうべき
ものであった。 
第二に、第 1 章で触れた通り、1951 年 9 月に、日本が 48 カ国との間に締結したサンフ
ランシスコ平和条約は、アジア太平洋地域における戦後国際秩序を決定付け、尖閣諸島問
題は同条約の第二条 b 項の台湾条項と第三条の沖縄条項から派生した問題であるが、それ
らの条項が決定される歴史的背景としての意義を持つ。 
第三に、現在においても、『中国が沖縄を奪う日915』という本が出版されていることに象
徴されるように、巷間に流布する「中国は沖縄を取りにくるかもしれない」との主張の真
偽を検証するためである。岡田充は、霞ヶ関のある官僚の発言である「尖閣を差し上げれ
ば、次は与那国や沖縄本島まで差し上げることになるが、それでもいいのかと聞けば、多
くの人は黙ってしまう916」を「領土ナショナリズムの魔力」の典型的な反応として取り上
げている。「尖閣問題で妥協すれば、中国は沖縄の領有をも主張するかもしれない」との外
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務官僚の言説は筆者も聞いたことがある。さらに、台湾当局（中華民国）は、1971 年に沖
縄返還に関して異議を唱えた立場を現在に至るも公式には変更していないが、この背景も
論じることとする。 
1895 年以前の尖閣諸島問題の前史としての琉球帰属問題、サンフランシスコ平和条約で
の沖縄条項が決定される背景としての歴史、さらに現在、中国が本当に沖縄を領有しよう
とする意図を持つのか否かを検証するためにも、次章では琉球帰属問題と中国側の琉球・
沖縄政策を検討したい。 
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第６章 「尖閣問題」の起源としての琉球帰属問題と中国の沖縄政策 
第１節 琉球帰属問題をめぐる日清間交渉再考 
2012 年 9 月の野田佳彦内閣による尖閣諸島「国有化」以降、2014 年 11 月に至るまで首
脳会談が実現できなかったことに象徴されるように、尖閣諸島をめぐる日中間の対立は長
期化し、沖縄の帰属問題にも波及するかに見えるできごとも起きた。 
2013 年 5 月 8 日付けの中国共産党機関紙「人民日報」に掲載された論文「论『马关条
约』与钓鱼岛问题（『下関条約』と釣魚島問題を論ず）917」で「歴史的に未解決の琉球問
題を再び議論できる時が来た」と主張されたことについて、日本政府は「仮に論文が中国
政府の立場を示しているなら断固受け入れられない。厳重に抗議する」との立場を表明し、
中国に抗議した918。同論文に関する日本での報道は、中国共産党の見解を示す「人民日報」
が沖縄の帰属を未解決と断じたのは初めてだとし、沖縄の帰属を持ち出し、尖閣諸島を巡
る問題で日本をけん制する狙いがある919というトーンの内容が多い920。しかし、実は、尖
閣諸島問題が先鋭化するきっかけとなった 2010 年 9 月の中国漁船衝突事件以前から、中
国では、沖縄の帰属は未定であるとの趣旨の論文は多く発表されていた。 
中国側から見た沖縄帰属問題についての先行研究としては、石井明の「中国の琉球・沖
縄政策 琉球・沖縄の帰属問題を中心に921」が優れている。1943 年のカイロ会談に至るま
での中華民国国民政府による琉球政策については、三品憲一郎が「中華民国の対日戦後処
理政策 1941－1943922」で詳しく検証しており、石井も頻繁に引用している。また、カイ
ロ会談でのルーズベルトと蒋介石とのやりとりについては五百旗頭真の『米国の日本占領
計画』上巻923および台湾の丘宏達による「琉球問題研究924」などがある。 
これらの先行研究をふまえ、本章では、2013 年 2 月に遠藤誉が論文「中国共産党も知っ
ていた、蒋介石が『尖閣領有を断った』事実」の中で取り上げた王幸福の論文「后悔拒收
琉球群岛（蒋介石は琉球群島の領有を拒否したことを後悔）」を批判的に考察する。遠藤の
論文は学術論文ではないが、『チャイナ・ナイン』等の著者として著名な同氏の影響力は大
きいため、敢えて検証することとする。さらに、王論文の他にも中国で発表された沖縄帰
属問題に関する論文を精査したうえで、第二次世界大戦中および大戦後の中華民国政府の
琉球政策を検証し、あわせて中華人民共和国による沖縄政策にも検討を加える。そのこと
により、中国側から見た沖縄帰属問題を理解し、尖閣諸島問題を解決するための新たな視
座を提示したい。 
さらに、現在、日中間の懸案となっている尖閣諸島問題の政治的解決を模索するために、
尖閣問題の起源としての琉球帰属問題に関する日清間交渉を考察する。そのような問題意
識から、台湾出兵を収拾するための日清間交渉の結果として 1874 年に調印された日清両国
間互換條約（互換條款と互換憑單の総称）の条文解釈に関する定説が正しいか否かを検証
する。さらに沖縄県が設置された後の 1880 年に至って、宮古と八重山を清国に譲渡すると
いう分島改約交渉を、なぜ日本側が提起したのか。その背景を、これまで提起されること
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が少なかった英字新聞による論説から考察することを試みる。加えて、台湾の割譲を定め
た 1895 年の日清媾和条約（講和条約、下関条約。中国語では馬関条約という）の条文に関
して、日本文と漢文（中国語）、英文の内容を比較しながら検討する。同条約によって日本
に「譲与」されたのは台湾の主権であるのか、それとも施政権であるのか、今まで日本で
は指摘されることのなかった日本文と漢文の相違点を明らかにする。 
1874 年の北京における交渉では「明治政府は琉球問題が清との交渉で焦点となることを
一貫して嫌っていた925」。1879 年の沖縄県設置後も清国からの抗議は続き、1880 年には、
日本側から先島の割譲を提起した。しかし、1895 年の下関条約によって台湾が日本に割譲
されたことにより、琉球の併合に対して中国側が異を唱えることはなくなった。この時代
における琉球の帰属をめぐる日清間交渉からは当時の清国のプレゼンス（存在感）の低下
が見られる。これらの時代の政治史研究は、中国のプレゼンスが増大する現在の国際政治
の中で、尖閣諸島問題の解決を考えるうえで示唆となりうるとの認識のもとに論を進めた
い。 
 
「琉球処分」をめぐる日本側の視点 
本論文では、沖縄と琉球の二つの呼称を使用する。1876 年 3 月、森有禮駐清公使が寺島
宗則外務卿に「琉球」を「沖縄」という呼称に改めるよう「密件」で意見具申し926、日本
側は「沖縄」の呼称を使い、1879 年に沖縄県を設置した。沖縄（ウチナー）とは、広義の
日本語・かな文化を共有する沖縄の人々が、大和（ヤマト）に対して自らを呼んだ言葉で
ある。他方で、琉球とは、14 世紀の中国の王朝である明が倭寇対策として当時の中山王に
朝貢を促し、その見返りに与えた国号である927。日本では、「沖縄」という呼称は、沖縄県
の管轄する地域を指すと考えられてきた。他方、「琉球」は、中華民国ではおおむね鹿児島
県と台湾の間に位置する島嶼を指してきたが、南西諸島のうち沖縄県に属する沖縄島以南
を指す。広義には尖閣諸島、大東諸島、硫黄鳥島（鳥島）を含み、奄美群島を含むことも
ある928。近年、「琉球群島」という呼称の政治属性は琉球王国の独立と主権であり、「琉球
群島」という伝統的な呼称を使うことを堅持すべしとの趣旨の論文929が中国では発表され
ている。 
15 世紀末から 16 世紀初め頃の尚真王代に、独自に古代的国家を形成するまでに至った琉
球王国は、その内部での古代的社会が十分に展開・成熟をみない段階で、1609 年に薩摩島
津氏の侵攻を受け、近世的体制が島津氏の手によって持ち込まれた。琉球政略後、島津氏
が琉球を直接支配することなく、王国として存続させた最大の原因は、琉球王国の旧来の
対中国貿易を維持し、それを利用して利益を収めようとするねらいがあったからである、
というのが伊波普猷930以来の通説であると金城正篤はいう931。金城は、沖縄が島津氏・薩
摩＝幕府・日本の従属国でありながら、中国にも 500 年間にわたり朝貢していた背景を以
下のように述べている。 
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島津氏の攻略を受けて以後の琉球王国は、政治・経済面で、実質的には島津氏の「附
庸国」＝従属国としての地位に指定されたが、他方、中国にたいしても明・清両朝を
通じて朝貢し、国王代替りの際は中国の冊封を請い、また、中国皇帝の即位の際には
慶賀使節を派遣するなどした。このような、琉球・中国間の朝貢・冊封・遺使関係は、
儀礼的・形式的なものではあったが、琉球王府にとってこうした対中国関係は、国王
を頂点とする王府支配階級内部の階層秩序維持のための前提となっていたばかりでな
く、進んだ制度・技術・文物等を輸入し、独占することによって、民衆支配のための、
政治的・イデオロギー的な意義をも有していた。1372 年に中山王察度がはじめて中国
（明）に入貢してから、1875 年（明治 8 年）の最後の入貢（清）まで、琉球・中国の
関係は 500 年間にわたる長い伝統を維持していたのである932。 
 
「琉球王国は明・清に朝貢すると同時に、日本にも朝貢する二重朝貢国というステータ
ス933」にあり、いわゆる『両属』の関係を維持していたと金城らは主張した934。それに対
して、村田忠禧は『日中領土問題の起源』の中で、「琉球王国の歴史を知れば知るほど、［中
略］いわゆる『両属』関係にあった、とする見方が不十分であることが判ってくる935」と
して、高良倉吉の以下の指摘を紹介している。 
 
実質的に近世日本の国家体制のもとにくみこまれたこの従属的な存在、その一方では
中国の冊封体制下にもある王国――、一見曖昧な存在にみえる近世のこの王国をさして、
これまで「日支両属」と形容する歴史家が多かった。あながちまちがいとはいえないが、
しかし、日本への属し方が支配――被支配関係を軸とする直接的なものであったのに対
し、中国への属し方は外交・貿易を媒介とする間接的なものであったから、両者を「両
属」という同一レベルで表現するのは正確とは思えない。それに、日本の封建国家に従
属し、中国皇帝の冊封をうけたとはいっても、琉球の土地・人民を直接的に統治したの
は琉球王国であり、その統治機構たる首里王府であった。そこで、このような多義的な
事情をカウントにいれたうえで、最近の歴史家は近世琉球の基本的性格を「幕藩体制の
なかの異国」と表現するようになっている936。 
 
而して、近世の 270 年間で、琉球王国が完全には日本の「国内」的存在に編入されてこ
なかったことを、高良は以下のように述べている。 
 
   日本における廃藩置県（1871 年）は、それまで大名が支配してきた各藩の土地・人
民を天皇にお返しする「版籍奉還」（1869 年）を前提に実施されたが、琉球王国の場合
は天皇から土地・人民の支配権を授けられたことはなかったので、「版籍」を天皇に「奉
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還」する必要はなかった。したがって、沖縄県設置について琉球側が頑強に反対し、
また琉球に対する宗主権を楯に中国側が強く抗議する状況のなかで、明治国家として
は軍隊・警察を本土から動員し、力づくで首里城のあけわたしを迫る行動に出るしか
なかった。もし、近世の 270 年間を通じて王国が完全に日本の「国内」的存在に編入
されていたのであれば、このような紛糾した事態は起こらなかったであろう937。 
 
高良倉吉が「幕藩体制のなかの異国」と表現したのに対し、木崎弘美は「琉球国は幕藩
制国家の枠組みを超えた近世国家内の『異国』として位置づけられていたと評価できよう
938」としている。また、豊見山和行は、「対中国関係＝冊封・朝貢関係軽視論を実証的に批
判・克服」し、「薩摩藩への従属度が中国に比較してより強いという意味で、近世の琉球王
国を『従属的二重朝貢国家』として措定し」ている939。 
 
日本と清国とは、1871 年の大日本国大清国修好条規（以下、日清修好条規）締結の直後
から、琉球・沖縄をめぐって鋭く対立することになった940。 
明治政府が沖縄地域を近代日本国家に統合していく一連の政治過程は「琉球処分」と呼
ばれている。1872（明治 5）年の第一次琉球処分で、琉球王国（国家）が琉球藩（外藩）
となり、1879（明治 12）年の第二次琉球処分で、琉球藩から沖縄県になることを強要され
たと羽根次郎は述べている941。それに対して、西里喜行は「明治政府の第一次琉球処分（1972
年の琉球建藩）・第二次琉球処分（1875 年の進貢冊封禁止）・第三次琉球処分（1879 年の廃
藩置県）を経て一旦日本に併合された琉球は、さらに日清両国による第四次琉球処分の対
象となる」と、琉球処分を四段階に区分している942。 
狭義の「琉球処分」は、1879 年の「廃藩置県」を指すのが一般的である。 
1871（明治 4）年の本土における廃藩置県が、どちらかといえば平穏に行われたのに比
べ、沖縄においては、内にあっては琉球藩当局者の反対と阻止行動が執拗に続けられ、外
にあっては琉球を「属国」とみなす中国（清朝）の抗議介入も加わって紛糾した。こうし
た内外の反対や抗議を押して、明治政府は沖縄の廃藩置県、すなわち「琉球処分」を断行
したのである。沖縄の廃藩置県は、「琉球王国」の独自的な歴史のゆえに、それ自体清国と
の外交問題に発展する契機をはらみ、したがってそれは、内政問題であると同時に、それ
がそのまま外交問題と不可分に結びついた943。 
琉球処分は 1874 年の台湾出兵と密接なつながりがあり、さらなる背景に、1871 年 9 月
13 日に調印された日清修好条規による日清関係の対等化の問題があった。明治国家は、同
条規によって、当時「華夷秩序」と呼ばれる朝貢システムに編入されていた琉球王国を「琉
球藩」として日本に帰属させようとした。そのことを内外に明確化するために強行された
のが台湾出兵であったのではないかと纐纈厚はいう944。波平恒男は『近代東アジア史のな
かの琉球併合』の中で、琉球を併合するために台湾出兵を行ったわけではないことを論証
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している945が、結果として、台湾出兵によって琉球の併合は新たな段階に進んだ。それら
の点を考慮するならば、「琉球処分」という明治政府の対沖縄措置は、1879 年の「廃藩置県」
の時点に限定するのではなく、明治政府部内で「琉球問題」が政治日程にのぼり、その具
体的な措置として「琉球藩」が設置される 1872 年を始期とし、1879 年の「廃藩置県」を
経て、翌 1880 年の「分島問題」の発生とその挫折を終期とする前後ほぼ 10 年間を「琉球
処分」の時期と考えるべきだと金城正篤はいう946。それに対して波平恒男は、「琉球処分」
という呼称自体を否定して「琉球併合」とすべきだとした。さらに、明治政府は 1872 年
10 月の「冊封の詔」によって琉球国王の尚泰を「琉球藩王」に封じ華族に列したが、「琉球
藩」の設置との文言はなく、1872 年に琉球藩が設置されたとするのは正確ではなく、「琉球
藩王」に冊封されたのだと述べている947。 
当時の琉球国は、中国と日本との微妙な関係を維持していたが、「琉球処分」によって日
本に併合された。それは、1874（明治 7）年の台湾出兵との関係もからみ、沖縄をめぐる
日中間の対立は、1894（明治 27）年から 1895（明治 28）年までの日清戦争中の尖閣諸島
の日本への領土編入にも影響を与える。したがって、尖閣諸島の帰属問題は、日本と中国・
台湾との関係のみならず、尖閣と沖縄・台湾・中国・日本との関係を全てつなげて考え、
歴史的な経緯を検証する必要があると考える。 
1871 年の年末に琉球の漁民 66 名が台湾に漂着し、そのうちの 54 名が牡丹社の住民に殺
害された「宮古島島民台湾遭難事件」が政治問題化した。1873 年 4 月、表向きは日清修好
条規の批准書交換のため天津を訪れていた外務卿の副島種臣特命全権大使は、その後、北
京に入り、柳原前光を総理衙門に遣わし、清朝側の反応を打診させた。清朝側は、生蕃948に
ついては「化外（けがい）949」であり、清国の統治のおよばぬ領域での事件である旨を回
答して責任を回避した950。その言質を得た明治政府は、華夷秩序の外域に位置した台湾で
あればこそ、翌 1874 年 4 月に西郷従道による台湾出兵（征台の役）を強行したのである951。 
金城は、「明治政府の誕生を共に日程にのぼった征韓論と、74（明治７）年に決行された征
台の役とは、同じ幹から出た二つの枝であった952」という。明治政府が最初に行った海外
出兵である台湾出兵の収拾にあたり、1874 年 10 月、日清両国互換条款が調印され、清国
は日本の出兵を「保民義挙」と認め、日本は 50 万両を得て台湾から撤退した。これにより、
「日本の意図した琉球＝日本の属国という確拠に、清国が承認を与えた形になったのであ
る（明治政府は一方的に解釈した）953」と金城は指摘し、それが従来の定説であるが、次
節で詳述するように張啓雄はその解釈は誤りであると主張している954。 
1875 年、日本政府は琉球藩の清国関係断絶を通告したが、琉球藩は、その後も清との関
係を維持していた。1879 年 3 月 27 日、処分官に任命された内務大書記官の松田道之率い
る 160 余名の警官と熊本鎮台分遣隊半大隊 400 名は、首里城を占拠して「琉球藩を廃して
沖縄県を置くこと955」を宣告し、同月 31 日に首里城を接収、4 月 4 日には沖縄県の設置が
全国に布告された956。これが、いわゆる狭義の「琉球処分」である。 
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しかし、その前にも後にも琉球王府の抵抗と、清国の抗議は続いていた。1878 年 9 月に
は、駐日本清国公使の何如璋は、三度外務省に足を運び、琉球の進貢差止めの理由をただ
し、清国にも「附属」してきた琉球を、一方的に日本の「属地」としたことに抗議し、さ
らに外務卿寺島宗則宛ての書翰の中でも日本側の対応を激しく非難した。明治政府は、「琉
球処分」の問題は日本の「内政」上の問題であるとし、従って清国からの抗議も近代国際
法を知らぬ謬論だとして退けた。しかるに、同じ政府は、以下に述べるように、琉球所属
問題で「最も非歴史的・妥協的方針957」に転ずるのであると金城は述べている。 
琉球の「所属」をめぐる日清両国間の東京交渉が、事実上の決裂状態に陥っていた 1879
年 7 月、前米国大統領であるグラント将軍が、世界旅行の途次、清国を経て来日し、日清
間の調停に乗り出した958。グラントは清国滞在中に、恭親王や李鴻章から琉球問題の調停
を「依頼」されてきたのである。グラントは二ヶ月にわたって日本に滞在し、その間、伊
藤博文内務卿、西郷従道陸軍卿らと琉球問題を密談した。もともと秘密のうちに開かれた
会談であったから、議論された具体的内容は秘せられたままであったが、日本のいわゆる
「分島・改約」案はこのときの密談に胚胎している。同年 8 月 10 日には、グラントと明治
天皇の会談も行われた。そして、日本はグラントの忠告に従い、琉球の「所属」をめぐる
日清間の外交交渉が再開される運びとなった959。 
琉球分割説について、清国の何如璋公使は、1879 年 8 月 11 日附で李鴻章に宛て以下の
内容を密報している。米国公使ビンガム（John A. Bingham）が何公使に言うには、彼は以
下の解決方法をグラントと協議した。即ち、琉球諸島を三部に分かち、中部を琉球王の所
領として、南部の台湾に近いところを清国に割与し、北部の薩摩に近いところを日本に割
与し、日本はその新設する沖縄県を北部に移すという。何如璋は、この割島分属の説の背
景と真偽は一切判らないが御参考に供するとしている960。これが、いわゆる「琉球三分論
（琉球三分割案）」である。しかし、グラントが提起したのが三分論だったのか二分論だっ
たのか、さらには具体的な分割案を本当に提起したか否かは明らかではないという説も根
強い961。 
1880 年 3 月、天津駐在領事で漢学者の竹添進一郎は李鴻章と筆談で会談し、いわゆる分
島改約案を提議した962。同案は、追加条約の形式で最恵国待遇を得られるならば（改約）、
琉球列島の南の二島すなわち宮古島と八重山島を清国に譲渡する（分島）というものであ
る963。李は竹添の提案に対し、先に何公使から密報を受けていた琉球三分論を持ち出した
が、竹添が強硬に反対し、三分論は葬られた964。その後、宍戸璣
たまき
公使は全権を委任され、
総理衙門の清国全権と二カ月間交渉した。同年 10 月には、内地通商権等を獲得する日清修
好条規の条約改正（改約）と引き換えに宮古島と八重山島を清国領とする「分島」を抱き
合わせた「分島改約」交渉は順調に進み「琉案条約965」は正式調印を待つだけとなってい
た966。結果的に、「宮古八重山二島は大清国の管轄に属する967」とする同条約の最終調印を
清国側が拒否し、宮古と八重山が清国領になることはなかったが、尖閣諸島を含む沖縄の
206 
 
一部が中国領となりうる可能性があったことはあまり知られていない。日本国家からみれ
ば、沖縄は「捨て」うることが可能な対象であり、これは既述した近衛文麿の「和平交渉
の要綱」にいう「固有本土」ではないことの証左であるといえる。尖閣諸島を含む沖縄は、
日本政府がいう「固有の領土」と呼べるのか、はなはだ疑問である。 
「琉球処分」についての評価として、「沖縄学の父」とも称される伊波普猷は「琉球処分
は一種の奴隷解放968」と説いた。それに対して、井上清は琉球藩の併合は「侵略的統一」
であったとする969。我部政男は、琉球処分は明治政権による軍事力を背景にした国権外交
優位と相まっていて、民族統一の原理からのみでは評価しえないとし、1960 年以降の研究
者にはその問題意識が共有されているとする970。安良城盛昭は「琉球処分論」の中で、琉
球処分の独自性・特殊性について、以下の四点にまとめて指摘しており971、それを我部政
男は「極めて適切な指摘である972」としている。(1)版籍奉還の歴史的過程を欠如したまま
廃藩置県が強行された。(2)明治政府の軍事力・警察力の行使による弾圧によって、琉球藩
庁の反抗を押し切って強行された。 (3)置県直後の明治十三年に、日清間の緊張の解消を図
るために改約・分島案を構想した。 (4)旧慣改革がきわめて遅々たるものであった。 
ちなみに、本土における第 1 回衆議院議員総選挙が施行されたのは 1890（明治 23）年で
あるのに対して、沖縄における衆議院議員総選挙の施行は 1912（明治 45）年であり、1909
（明治 42）年 4 月に「府県制特例」が他府県に 19 年遅れて施行されたものの、自治権の
弱い「特別県制」と呼ばれた制度であり、他府県同様の一般自治制の施行は 1920（大正 9）
年である973。 
 
「琉球処分」をめぐる中国側の視点 
琉球をめぐる日清間の対立の端緒としては、「近代日中両国が締結した最初の平等条約
974」と中国側も評価する日清修好条規の解釈をめぐっても、すでに日清間には認識の相違
があったと石井明は指摘している975。清朝において直隷総督兼北洋通商大臣として外交も
管轄する実力者の李鴻章は、同条規によって、朝鮮、琉球、台湾などの「属藩属土」を保
護し、「中華世界の宗藩秩序体制」を再建しようと考えていた。李鴻章が日本と連合し、欧
米の侵略に抵抗しようと考えていたのに対し、日本は「脱亜入欧」の道を進み、中華世界
の台湾、琉球、朝鮮などの中国の「属土属邦」に侵入し、「中華の属邦」に対する優越権を
獲得しようとしていた976のだと台湾の張啓雄は分析している。 
さらに、同条規おいて「友誼敦厚」及び「両国の領土不可侵」が規定されたにもかかわ
らず、日本は武力を用いて台湾出兵を行い、続いて「琉球処分」を行ったことにより、「領
土不可侵」等の原則は重大な衝撃を受けた977。 
1871 年の年末に琉球の漁民が台湾に漂着し、牡丹社の住民に殺害された「宮古島島民台
湾遭難事件」が政治問題化した。清朝側は、琉球の漁民を殺害した生蕃については「化外
の民」と答えたため、日本側は、台湾は清国の統治のおよばぬ領域だと解釈して台湾出兵
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を強行した。しかし、朱建榮によれば、中国側の記録では「化外」に関するやりとりは異
なるニュアンスだったという。総理衙門大臣を兼任した吏部尚書の毛昶煕は副島種臣に対
して、まず琉球と台湾はわが属土であり、所属土地の人間の殺し合いを裁決するのは我々
の権限だとの旨を述べ、「人を殺したものはみな野蛮な先住民だ。だから化外に置き、厳格
に治めることができない」と付け加えた。それに対して、柳原前光が「先住民が人を殺し
たのに貴国は対処しようとしない。それらなわれわれは島人の罪を追及する」と食らいつ
いた。毛昶煕は「先住民はわれわれの教化されいない民だ。罪を問おうが問うまいが貴国
の勝手だ」と答えた978。この発言は、琉球も台湾も中国の所属と明言したうえ、文明教化
の視点で「まだ『教化』外の者だから喧嘩、殺人が起こってもやむを得ない」と述べたも
のと、中国では一般に理解されている。明治政府は文明教化上の「化外の民」の意味をあ
えて「台湾は中国所属ではない」と曲解したと中国では解釈されていると朱建榮は指摘し
ている979。 
1871 年の日清修好条規の条約交渉の時に李鴻章は駐日使臣の派遣を提議したが、外交関
係樹立後に台湾事件や朝鮮の江華島事件等の衝撃が相次ぎ、日本国内でも西南戦争が発生
したこともあり、使節の派遣は一度ならず延期された。光緒 2 年 12 月（新暦の 1877 年 1
月。以下、括弧内は新暦）何如璋が正使に任命され、翌年 11 月（1877 年 12 月）に日本に
到着し、初代駐日使臣となった。何如璋は進士出身であり、任期中は琉球等重大問題に対
し非妥協政策を主張していたが、1880 年に召還された。実際に赴任した出使日本国欽差大
臣（駐日公使）としては第二代に当たる黎庶昌は、光緒 7 年 3 月（1881 年 4 月 ）に任命
された。在任中は琉球問題交渉に重きを置き、光緒 16 年 8 月（1890 年 10 月 ）に帰国す
るまで 10 年近くも琉球問題を協議した。ここからも、わかるように、清国は一貫して琉球
の併合すなわち「琉球処分」を認めず、外交交渉を行っていた。 
1875 年には、琉球藩に対して、清朝への朝貢使・慶賀使の派遣の停止、福州にある琉球
館の閉鎖、清国と琉球との直接交渉の停止など、同藩が中国の傘のもとから離脱すること
を日本政府は要求した980。琉球の帰属問題に清国が関心を向け始めたのは、1876 年 9 月末
に琉球から清国への王の密書を帯した使者が派遣され、翌年 3 月に福州を経由して、日本
政府が琉球による清国への進貢を禁じた情報が北京に伝わって後のことであった。清国に
とって、台湾出兵に引き続く進貢国琉球への清国との関係断絶の命令は、日本による「華
夷秩序」とも呼ばれる冊封体制の根幹への攻撃であったからこそ、清国は強硬に反発した
のである981。しかし、清国が日本に反発する経過の中で重要なのは、琉球の摂政や三司官
といった旧支配層を含む亡命琉球人いわゆる脱清人が宗主国である清国に対して「琉球救
援」を求める活動を継続したことである。 
1878（明治 11）年 9 月には、清国公使の何如璋は、三度日本外務省に足を運び、琉球の
進貢差止めの理由をただし、清国にも「附属」してきた琉球を、一方的に日本の「属地」
としたことに抗議した。さらに外務卿寺島宗則宛ての書翰の中で、「堂々タル大国982」日本
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が、「隣交ニ背キ、弱国ヲ欺キ、此ノ不信・不義・無情無理ノ事983」を為すことは、日清修
好条規にも背くものだと断じたくだりは日本側の研究者によってもよく引用されている984。 
日本の一方的な「琉球処分」に対して、琉球摂政の伊江王子985、琉王代理の今帰仁王子986
や三司官、そして各地の士族代表は抵抗を続けた。1879 年 9 月（旧暦）、琉球耳目官の毛
精長987、通事の蔡大鼎988等は中国の総理衙門に救援を要請した。「我国は惨めにも日本に滅
ぼされる事態となった。国王や世子は彼国に連行され、何度も哀願したが帰国が許されな
い。それによれば、現在中国と日本がこの件で紛糾しているので、問題が解決され大局が
安定したら復国させるとのことであった989」。 
琉球をめぐる日清両国間の東京交渉が決裂状態に陥っていた 1879 年 7 月、グラント前米
大統領が、清国を経て来日し、日清間の調停に乗り出した990。1879 年 6 月、李鴻章はグ
ラントと会見し、中国側は琉球に対して領土の要求はなく、琉球王は中国に対して「朝貢
の有無は論じる必要はない。しかし、琉球王は中国の冊封を受けて来たので、日本が故な
くその国を滅ぼすことは、万国公法に違反するところであり、各国に例をみないことであ
る」と指摘している。グラントも「琉球は自ずと一国をなしているが、日本がそれを滅ぼ
し、自国の領土を広げようとしている。中国が争っているのは朝貢問題だけではなく、琉
球の国土の存続である。これは理に叶う話であり、将来この件で何らかの条約を締結する
必要がある991」としている。「琉球は自ずと一国をなしている（琉球自為一国）」は当時の
国際外交上の共通認識であったことが分かると南開大学教授の米慶余は述べている992。 
 
明治政府による最初の海外派兵である台湾出兵 
1871 年 12 月、難破して台湾に漂流した宮古・八重山の住民 66 人中 54 人が当地の「牡
丹社」を名乗るパイワン族先住民によって殺害された琉球人遭難事件に起因する 1874 年 5
月の台湾出兵は明治政府による最初の海外派兵であった。征台軍は 6 月 3 日には牡丹社討
伐を完了したが、疫病のため軍隊の 6 分の 1 の 561 人の死者を出す苦境に陥り、さらに、
この出兵に対して、清国政府は日清修好条規に違反すると抗議して、撤兵を強硬に申し入
れてきた。他方で、同年 7 月、明治政府は琉球藩の所管を外務省から内務省に移管した。
台湾出兵問題の収拾にあたり、同年 9 月から 10 月にかけて、全権弁理大臣大久保利通内務
卿と総理各国事務衙門との交渉が北京で行われた993。1874 年 10 月 30 日、日清両国間互換
條約が調印され、「明治政府は日清両国の互換條約により琉球の帰属は解決されたと主張し
ている994」。また、今日の学界においても、琉球が日本の一部であることは 1874 年の日清
互換條約に基づいて取り決められたとするのが定説となっている995。 
しかし、日清間の互換條約には、「日本に帰属する」といった文言はもとより、琉球の帰
属に関する文言も一言も見当たらない。条約で明文化されていないにもかかわらずに、明
治政府が琉球の日本帰属は同条約に基づいて決定したと一方的に主張し、それが学界の定
説になったのはなぜだろうか。 
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1874年4月、台湾出兵に際して「西郷臺灣蕃地事務都督ニ賜リタル特諭」が発せられた。
明治政府による出兵の「大義名分」ともいえるので以下に引用する。 
 
明治四年十一月我琉球ノ民漂流シ臺灣之蕃地ニ至リ土人ノ爲ニ劫殺セラルヽ者五十
四名又六年三月我小田縣下備中淺江郡ノ住民佐藤利八八等四名漂流シテ亦爲ニ衣類器
財ヲ掠奪セラル其土人凶暴ヲ逞フスルヤ如此而シテ支那政府ノ管轄ニ屬セス化外自肆
ニ任ス若シ棄テ問ハスンハ後患何ソ極ラン今膺懲ヲ行フ996。 
 
明治政府は 1872 年に琉球国王を琉球藩王と改め、琉球を自国の「属藩」に組み、外務省
の管轄としたが、それによって中国と琉球との宗藩関係を断つことはできなかった。それ
ゆえ、「琉球ノ民」が「劫殺」されただけでは台湾出兵の布石としては不充分であることを
知っていた政府は敢えて性急に出兵することはなかった。ちょうどそのような時に、1873
年 3 月、小田県備中郡（現在の岡山県）の佐藤利八らが台湾東部に漂流し、「生蕃」に「掠
奪」される事件が起こった。アモイ駐在米国総領事だったリゼンドル（ルジャンドル、
Charles Le Gendre）は台湾に出兵するよう政府に助言し、出兵に際して大きな役割を果た
した997。明治政府はこの機会をとらえて「日本国属民漂流事件」として出兵の口実に掲げ
て台湾出兵を強行したと台湾中央研究院研究員の張啓雄は指摘している998。 
 
第 2節 日清両国間互換条約の再検討 
以上が台湾出兵の背景だが、英国の調停による和議の交渉の結果として結ばれた互換条
換と互換憑單において、琉球の帰属はどのように規定されたのか、条文を検討したい。 
1871 年に調印された日清修好条規第 6 条で「此後兩國往復スル公文大清ハ漢文ヲ用ヒ大
日本ハ日本文ヲ用ヒ漢譯文ヲ副フベシ或ハ只漢文ノミヲ用ヒ其便ニ從フ999」と規定されて
おり、互換條約本文1000は漢文だが読みにくいため、京都大学名誉教授の竹内実による書き
下し文1001も合わせて以下に引用する。清国の年号である同治 13 年 9 月 22 日と明治 7 年
10 月 31 日の日付が異なるのは、清国は当時旧暦を採用していたからである。 
 
  互換條款                                爲 
 會議條款。互立辨法文據事。照得各國人民有應保護不致受害之處。應由各國自行設法
保全。如在何國有事。應由何國自行査辨。茲以臺灣生番曾将日本國屬民等爲加害。日
本國本意爲該番是問。遂遣兵往彼。向該生番等詰責。今與中國議明退兵並善後辨法開
列三條于後。 
一 日本國此次所辨。原爲保民義擧起見。中国不指以爲不是。 
二 前次所有遇害難民之家。中國定給撫恤銀両。日本所有在該處修道建房等件。中國
顧留自用。先行議定籌補銀両。另有議辨之據。 
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三 所有此事。両國一切來往公文。彼此撤回注銷。永爲罷論。至於該處生番。中國自
宜設法。妥爲約束。以期永保航客。不能再受凶害。 
 同治十三年九月二十二日  明治七年十月三十一日 
 
条款を会議し、互いに辨法の文拠を立るを為めの事。照し得たり、各国人民応さに保
護して害を受くるを致さざるべきの処有れば、応さに何国由り自ら査辨を行うべし。 
 茲に台湾生番曾て日本国の属民等を将って妄りに害を加うる事を為すを以て、日本国
の本意は、該番を是れ問うが為め、遂に兵を遣り彼に往き、該生番等に向かい詰責を
なせり。今清国と、兵を退き、並びに後を善くする辨法を議明し、三条を後に開列す。 
一 日本国、此次辨ずる処は、原と民を保つ義挙の為に見を起す。清国指して以て不
是と為さず。 
二 前次、有る所の害に遇う難民の家は、清国で定めて撫恤の銀両を給すべし。日本
有する所の該処に在て、道を修め房を建る等の件は、清国留めて自ら用ゆるを顧
い、先ず籌補を議定するを行い、銀両は別に議辨ずる拠有り。 
三 有る所の此の事につき、両国一切来往の公文は彼此撤回して注鉦し、永く為に論
を罷む。該処の生番に至っては、清国自ら宜しく法を設け、妥く約束を為すべし。
以て永く航客を保ち、再び凶害を受けしむ能わざる事を期す。 
 
互換憑單                              爲 
会議憑單事。臺番一事。現在業經英國威大臣。同兩國議明並本日互立辨法文據。日本
國從前被害難民之。中國先准給撫恤銀十萬兩。又日本退兵。在臺地所有修道建房等件。
中國願留自用。准給費銀四十萬兩。亦經議定。准於 
日本國明治七年十二月二十日 
淸國同治十三年十一月十二日 
日本國全行退兵 
中國全數付給 均不得愆期。 
日本國兵未經全數退盡之時。中國銀兩亦不全數付給。立此爲據。彼此各〻執一紙存照。 
同治十三年九月二十二日 明治七年十月三十一日  
 
憑單を会議する為の事。台番の一事、現在業に英国威大臣と同に議明し並に本日互に
辨法文拠を立つるを経たり。日本国、従前害を被むるの難民の家、清国先ず撫恤銀十
万両を給す。又日本兵を退くや、台地に在て、有る所の道を修め、房を建つる等の件、
清国留めて自ら用ゆる事を顧い費銀四十万両を給す。 
日本国、明治七年十二月二十日、清国同治十三年十一月十二日に於て、 
日本全く退兵を行うを、清国全数給する事を准す。均く期を愆つを得ず。 
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日本国兵を全数退き尽すを経ざるの時は、清国銀両も亦た全数付給せず。 
此を立て拠と為し、彼此各一紙を執て存照す。  
 
このように、「『日清互換条款』『日清互換憑単』においても、琉球問題についての文言は
何ら記されないのである1002」。とはいえ、条文の中では「日本国属民」「保民義挙」「日本国
…被害難民」という用語が問題となったと張啓雄は指摘している1003。 
確かに、同条約の中で、清国は日本の出兵を「保民義挙」と認めた。そのため、『琉球処
分論』を著した金城正篤は、「清国がどのように考えたかはともかく、日本の意図した琉球
＝日本の属国という確拠に、清国が承認を与えた形になったのである（明治政府はそうい
うふうに一方的に解釈した）1004」と指摘し、それが定説とされてきた1005。これは金城正篤
ら日本の学者がそう主張しただけでなく、外国人学者の多くも同様な解釈をしていると張
啓雄は述べている1006。当時、日本政府の法律・外交顧問で北京での大久保利通の交渉に同
席したフランス人のボアソナード（Gustave Émile Boissonade de Fontarabie）は「千八百七十
四年日本支那両國間ニ取結ビタル條約ノ最幸ナル結果ノ一ハ、琉球島ニ日本ノ權アルコト
ヲ暗ニ認得シタルニ在リ1007」と主張した。著名なジャーナリストとしても知られる王芸生
1008はじめ、ハーバード大学で博士号を取得した国際法学者の丘宏達1009ら「ほとんどの中国
人学者は日本側が琉球を合併できたのは『互換條約』に依る結果であったと信じ込み」、「明
治政府側の帰属宣伝に乗せられてしまった結果である」ように思われる1010。 
しかし、張啓雄や早稲田大学助教の白春岩らの中国側の第一次資料に依拠した最近の研
究によれば、互換條約では清国側は琉球の日本領有を認めた訳ではないとされている1011。
琉球大学教授の波平恒男も「明治政府の主張は、琉球が日清交渉の当事者ではない弱みに
つけ込んだ強弁であったと言いうるだろう1012」としている。 
金城正篤が指摘した「保民義挙」については、「正義に適った行為」と解釈されるが、中
国側が日本の台湾出兵を民を保つための「正義」に合致した行為であるとしたのは人道上
の見地からそのように認めたもので、法的見地から認めたものではない。もともと清国側
は、琉球が自国の属国であり、何か不公平な待遇を受けたら中国に処理を請うべきである
と主張していた。もし、 日本側がそれに干渉しようとしたら、総理衙門にあらかじめ照会
すべきであり、さらに日清修好条規第一条では「両国に属したる邦土も、各礼を以て相待
ち、聊かも侵越することなく（両国所属邦土亦各以礼相待不可稍有侵越）1013」と規定され
ており、総理衙門は日本側の行動が条規に違反すると厳しく批判したのである1014。清国側
は「日本側の領土主権の侵犯に対し、中国側は人道上の見地からすれば『義挙』とも解釈
できるので『不是』としてその責任を追及しなかっただけのことである1015」と張はいう。
さらに、条約の中に規定された「特定の語句」である「日本国属民」「日本国…被害難民」
「保民義挙」の三つの語句を一つにまとめて解釈すると、その意味は、「日本国難民を保護
するための『義挙』であった」ということになる。しかし、この「義挙」が未だ日中「両
212 
 
属」下にある琉球藩民を保護するための「義挙」であったのか、備中小田県人である日本
国の国民を保護するための「義挙」であったのかは条約に明文化されていない。「『互換條
約』中に『琉球』と明記されていないかぎり国際法上の条約解釈においては『日本国属（難）
民』を『琉球人』と『一方的』に宣言することはできない」と張啓雄は述べ、「『日本国属
（難）民＝琉球人」とした従来の定説は間違いである」と結論づけている1016。 
これは張に代表される中国側の研究者だけが主張している訳ではない。沖縄県教育委員
会が編纂した『沖縄近代史辞典』の「台湾事件」の項では、「日清間に締結された『互換条
款』では、今回の日本の出兵は『日本国ノ属民』が『台湾生蕃』に殺害されたのにたいし
て発動されたもので、もともと『保民義挙』であり、中国はこのことを否定しない、とさ
れた1017」と説明されている。 
さらに、同条約によって清国が日本に 50 万両
テール
を支払ったことについて、「清朝が犯した
最大の外交的失敗は、いかに小額とはいえ金銭を提供したことによって、結果的に日本の
出兵を是認したものと国際的にみなされたことであった1018」と大阪市立大学名誉教授の毛
利敏彦は指摘している。このように、50 万両の支払いも日本の出兵を中国側が是認したと
解釈される要因となっている。 
清国が日本に渡したこの金銭について、『大日本外交文書』では、しばしば「償金」とい
う名称が使われている1019。日本の新聞『郵便報』11 月 10 日に「清国遂に賠償承諾」とい
う記事が載せられた1020。その内容は、11 月 8 日太政大臣三条実美より院省使庁府県への達
し書であり、「彼政府より償金可差出結約の趣」という内容である。明治政府は意図的に「償
金」という名称を使い、マスコミに公表したのである1021。 
しかし、條約本文の中では、「撫恤銀」となっており、また『国史大辞典』における「台
湾出兵」の説明でも、「台湾の『生蕃』が『日本国属民』に不法な害を加えたため［中略］
清国が被害者の遺族に撫恤銀十万両を支払うことを規定した1022」とされている。『清代中琉
球關係檔案七編1023』などの中国側の第一次資料を調査した白春岩によれば、清国側は終始
「賠償金」「兵費」という名義に反対し、ゆえに 10 万両は「撫恤銀」と称するほうが正し
いという1024。「撫恤」とは「いつくしみあわれむこと」の意味である。琉球難民殺害事件と
小田県漂流民事件の被害者に対して支払われるべきもので、「賠償」ではない。李鴻章は最
初に総理衙門に「撫恤銀」と「賞与」の解決策を提案したが、 結果的には「撫恤銀」策が
採用され、日本軍に賞与の代わりに 40 万両の「修道建房等件」としての施設補償金が渡さ
れた1025。 
このように、清国が日本に支払った 50 万両は、日本の出兵を是認した賠償ではなく、被
害者をいつくしみあわれむための「撫恤銀」10 万両であり、施設補償金としての 40 万両で
あった。したがって、この点からも、やはり互換條約で琉球が日本に帰属することを清国
が認めたとする定説は正確ではないと考えられる。 
清が台湾出兵を明治政府による「保民義挙」と認め 50万両を支払うとしたことによって、
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北京交渉において琉球藩にたいする明治政府の支配を清が認めたと解釈されると指摘する
学者は多い1026。しかし、「条款において清がそれを正式に認めるような文言はなく、また琉
球藩の朝貢が停止されたわけでもない。たしかに『日清互換条款』は琉球藩にたいする明
治政府の支配を明確にする効果はあったが、元来、清は琉球の両属を容認していたことを
考えれば、北京交渉によって琉球問題が解決したとは到底いえないものであった1027」。だか
らこそ、1879 年に沖縄県を設置して琉球の併合は国内的には決着したにもかかわらず、翌
1880 年に宮古と八重山の割譲という「最も非歴史的・妥協的方針1028」に明治政府は転じた
のではないだろうか。 
 
宮古と八重山を割譲する分島改約交渉へ 
1879 年 3 月 27 日、処分官に任命された内務大書記官の松田道之率いる 160 余名の警官
と熊本鎮台分遣隊半大隊 400 名は首里城を占拠し、松田は「琉球藩を廃して沖縄県を置く
こと1029」を宣告し、同年 4 月 4 日には全国に布告された1030。この強制的な沖縄県の設置
が狭義の「琉球処分」である。 
このような琉球の併合は、琉球（沖縄県）の政治・経済・社会・文化等あらゆる面にわ
たる大変動を引き起こしたが、また、一方では日本と中国の関係にも深刻な影響を与え両
国の対立は厳しさを増した。こうした情況を緩和し、日清両国の関係改善を図る妥協策と
して浮上してきたのが、いわゆる琉球分島改約案である。日本は琉球列島のうち南の宮古・
八重山を清国に割譲し、清国はそこに琉球王国を再興させる。一方、清国は日本に通商上
の最恵国待遇を与える。以上を内容とする案が一旦は日清間で合意されたのである。しか
しながら、この合意は調印・批准を待つ最終段階で、清国側の都合により破綻し、実行さ
れることはなかった1031。 
結果的には現実のものとはならなかったとはいえ、琉球の分断、一部割譲という構想が
日清間で合意された背景には、日中関係のはざまに翻弄された琉球の歴史があり、また 19
世紀最後の四半世紀という時点において、琉球が日本と清国それぞれの国家観・世界観に
占める地位の相違があったと防衛研究所主任研究官の山村健は述べている1032。 
琉球分島は、正式には日清両国の外交機関の間で交渉が行われたものの、その前後には
日本側は漢学者で天津領事の竹添進一郎、中国側は直隷総督兼北洋大臣の李鴻章により行
われた「内談」及び「問答」が重要である1033。文人としての交際があった両者は、日本側
全権公使の宍戸璣と清朝総理衙門による正式交渉の前に筆談による対話を行った。 
琉球の帰属問題に清国が関心を向け始めたのは、1876 年 9 月末に琉球から清国への王の
密書を帯した使者が派遣され、翌年 3 月に福州を経由して、日本政府が琉球による清国へ
の進貢を禁じた情報が北京に伝わって後のことであった。1877 年 9 月、李鴻章が北京で森
有禮駐清国公使に琉球の訴えの真偽を問い質したが、森は前年 2 月の「琉球ニ関シテハ差
向ノ処議論セサルヤウ訓令1034」の通り、「琉球藩ノ儀ハ本邦内務ノ所轄ニシテ外務ノ関係ニ
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ハ無之1035」と逃げている。森公使への抗議は無駄とみた清国政府は、駐日本清国公使の何
如璋に命じて日本政府に照会を行わせ、1879 年の「琉球処分」に際して、強烈な反発をみ
せるのである1036。 
沖縄県設置の前年の 1878 年 9 月以降、何如璋公使は、寺島宗則外務卿に対して、口頭お
よび書面による抗議を行った。一方で、清国は、1879 年 4 月に森公使の後任として北京に
赴任してきた宍戸璣に対しても強硬な「照會」を行い、宍戸公使はこれを本国政府に「移
牒」し、寺島外務卿による回答がなされているが、清国の数次にわたる「照會」に対する
回答である「照覆」を起草したのは、内務省大書記官の井上毅であった1037。 
 清国の抗議活動はさらに、第三国を通じた揺さぶりに至る。世界旅行の途次、たまたま
来清していた前米国大統領であるグラント将軍への働きかけが行われ、琉球帰属問題は国
際的波紋を投げかけることになったのである。「琉球処分」に対する清国の反発は、このよ
うに強硬かつ執拗であった。斡旋を承知したグラントは、日本に到着後、伊藤博文内務卿
らから事情説明を受けるとともに、駐日米国公使ビンガムからも意見を聴取した。その上
でグラントは、日清双方の主張の理非曲直は別と断りつつ、中国側の対日感情が険悪化し
ている事実を日本側に指摘し、何らかの譲歩がなされるべきことを勧説している。「いわば
第三者たる同氏のこのような判断は、清国側の反発にもそれなりに留意すべき事情が存在
することを示唆するものであろう1038」と山村健は述べている。 
 琉球は、中国の版図の外にある独立した王国であった。中国からみて、特段、経済的・
政治的に重要な国家というわけではない。李鴻章も言うごとく「弾丸黒子の地1039」である。
その琉球が日本により併合されたからといって、何ゆえ強烈な反発を清国はみせたのであ
ろうか。清国にとって、許容しがたい問題として、「琉球が清国への進貢国（朝貢国）であ
ったということにあったとみてよいだろう1040」と山村は指摘する。 
 周辺の諸国家を冊封という秩序形式を通じて支配することが、中国の伝統的な支配政策
であった。「華夷秩序」とも呼ばれるこの統制方式の中核をなすものは、進貢（朝貢）国の
存在である。版図外の独立国が、年を定めて中国皇帝に朝見して土産を奉り（進貢）、中国
皇帝はその国の王を認知する（冊封）という臣属関係が基本であるが、これにより、対外
的支持を獲得した中国皇帝の権威が対内的にも強化されるという効果があった。中国の伝
統的対外政策においては、このように進貢・冊封体制の維持強化が重要視されてきた。し
たがって、清国にとって、台湾出兵に引き続く進貢国琉球の日本への併合は、まさに日本
による冊封体制の根幹への攻撃であったからこそ、清国は強硬に反発したのである1041。 
 清国に続き日本を訪問したグラントは、日本政府に対清融和を勧説し、1879 年 8 月 10
日は明治天皇に謁見している。その際、グラントは、琉球問題を話題にして次のように説
いた。今回の琉球処分によって「清国ノ政事家ハ日本ニ向テ冤恨憤懣ノ意ヲ抱クに至1042」
った。そして、「予ハ左ノ一事ヲ発題スルモノアルヲ聞キタリト雖固ヨリ之ニ就テ言フヘキ
ノ権ナシ即チ球島間ニ横ハル所ノ経界線ハ清国ニ太平洋中ニ於テ広濶ノ水路ヲ與フルヲ以
215 
 
テス是ナレハ該国ニ於テ受クヘシ1043」と、琉球列島中に日清間の国境を引く（したがって
同列島の一部を清国に譲る）ことを、一案として日本が検討してはどうかと間接的に勧め
たのである。「これが琉球分島問題の発端である」と山村健はいう1044。 
 日本はグラントの忠告に従い、琉球の「所属」をめぐる日清間の外交交渉が再開される
運びとなった1045。日清両国の外交機関の間で交渉が行われる前の 1880 年 3 月、竹添進一
郎は旧知の李鴻章との筆談「内談」で、いわゆる分島改約案を提議した1046。宍戸公使と総
理衙門による正式の外交交渉は、同年 8 月に北京において開始され、10 月には「琉案条約
1047」は正式調印を待つだけとなっていた1048。その内容は次のとおりである。 
 
   ①日本は宮古・八重山を清国に割譲し、当該諸島と琉球本島の間に日清国境を確定
する。これには、清国はそれらを自国領とせずそこに琉球王朝を再興させ、進貢国
琉球を滅亡から救い宗主国たる体面を保つという含意があった。 
   ②清国は、一方、日本に通商上の最恵国待遇を与え、日本の体面を保つ1049。 
 
合意が成立し、引き続き早々に調印・批准をなすこととされたものの、しかし、清国側
はここから動かなくなる。宍戸全権公使からの数次にわたる督促により、一月近くたった
11 月中旬、清国側は調印に先立ち北洋・南洋両大臣の了解を得るよう皇帝の命があったこ
とを理由に、暫時の猶予を求めてきた。宍戸公使が衙門を訪れ、事情を詰問しても、上諭
であり如何ともしがたいと清国側は遷延策に出るばかりであった。このような状況に対し
て、宍戸公使は 12 月下旬に総理衙門に照会を発してその不実を責め、10 日間の期限を切っ
て回答を求めたが、清国側がなお引き伸ばしを図るとみると、翌 1881 年 1 月 17 日、最終
的書簡を送って条約の成らざる責任が全て清国側にあることを明らかにした上で、同月 20
日北京を発った1050。これにより、正式な外交交渉としては、分島改約案は頓挫したのであ
る。 
清国側の態度が豹変した理由について、竹添進一郎は、交渉が決裂する前の 1880 年 11
月に、李鴻章による横やりである旨を井上馨外務卿宛てに報告している1051。現行の日清間
の条約はひとえに李鴻章一人の手により締結が可能となったものであり、その際同氏は中
国内地通商拒絶に意を傾けている。しかるに、今回、同氏の手を経ずして条約が改正され
ようとしていること。また、外交機関の間での交渉に先立って、竹添自ら李と内談して談
判の端緒を開いておきながら、宍戸公使が総理衙門との交渉を始めたことなどが理由だと
竹添は指摘した1052。一方、西里喜行は、亡命琉球人（脱清人）である向徳宏1053の泣訴が李
鴻章を動かし、また同じく亡命琉球人である毛精長・蔡大鼎・林世功1054が連名で衙門に提
出した分島反対の請願書、特に林世功が自刃して訴えた決死の「琉球救国運動」により、
清国側が態度を変更したと指摘する1055。このほか、清国の態度変更の理由として、イリ問
題をめぐるロシアとの緊張が、この頃ようやく緩和の見通しがつき、対露牽制のため対日
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融和を図る必要性が薄れていたことも指摘されるが、副次的なものとみてよいであろう1056。 
竹添はその後も、1881 年 12 月 14 日に李鴻章と会見し、分島改約について筆談問答した
内容を『李鴻章訪問私記』として伊藤博文に報告している1057。李鴻章の主張の眼目は「復
封」の一点にあり、かつ、それは清国にとってどうあっても譲れない一点であったことを
竹添は十分に了解していた。井上馨外務卿より、別に使員を派遣して局を結ぶ用意はある、
これを踏まえて李鴻章と調整を行うこととの指示を受けた竹添は 1882年 1月に井上外務卿
の意向を李に開陳した。同年 3 月に、再び竹添と李による筆談が行われ、問題は首里地域
を「琉王」に「附益」するかどうかということに絞られた1058。日清間の分島改約交渉は、
実質的にこれが最後となった。竹添の報告を受けた井上から、日本政府は首里を譲るつも
りはない旨を速やかに中国側に伝えるよう 4 月 3 日に回電があり、竹添は同月 6 日に李に
報知した1059。1882 年 5 月に竹添は帰国し、全権公使による正式な外交交渉ではない水面
下の交渉も完全に決裂した。「分島」は、一方で国権の維持、国威の発揚を最優先とする「明
治政府が沖縄を対清外交の手段として利用したものであり、政府の琉球認識をグロテスク
に露呈したもの1060」であるが、同時に、「すこぶる拙劣な方式により日清間の国際秩序に対
する理念のギャップを埋めようとした努力の表れでもあった1061」と山村健は指摘する。 
さて、清国からの抗議を一切受け付けなかった明治政府が、一転して宮古と八重山を清
国に譲渡する分島改約交渉を提起した背景が、清国側の抗議と琉球王府の抵抗、グラント
将軍による調停があったからだけだったとは考えにくい。以下、琉球領有の歴史的根拠に
関する英字新聞による論説を紹介したい。 
 
英字新聞の批判と井上毅の反論 
当時、横浜で発行されていた英文日刊新聞『ジャパン・ガゼット（Japan Gazette）』（以
下、『ガゼット』）1879 年 11 月 26 日号、12 月 6 日号、同月 20 日号と 1880 年 1 月 10 日
号に掲載された無署名の「Audi Alteram Partem」（ラテン語で「他方の言い分を聞け」の
意）と題する論説が琉球処分を厳しく批判した。それに対して、伊藤博文内務卿は井上毅
大書記官に反論を書くよう依頼した1062。井上毅は明治憲法体制を確立するための構想を進
言し、「明治国家形成のグランドデザイナー1063」とも称されているが、日中互換條約が結ば
れた 1874 年の北京での交渉に際して大久保利通全権を補佐するため、法律・外交顧問のボ
アソナードと共に随行し、ボアソナードの教示によって大久保全権のために多くの外交文
書を起草した経歴をもつ1064。井上の遺文書類は國學院大學に「梧陰文庫」として保存され
ているが、その中の A-590 として保存されている井上毅の草稿は『井上毅伝・資料篇』第 5
に「横浜新聞駁論草稿」として収録されており、これは『ガゼット』の論説に対する反論
だと山下重一は指摘する1065 
『ガゼット』論説が批判を加えたのは、英文週刊紙『東京タイムズ』（Tokio Times）1879
年 10 月 11 号の「日本と琉球」（Japan and Riu Kiu）であり、これは井上毅が起草した「支
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那政府ノ抗論ニ対シテ我日本ニ琉球島ヲ専領スルノ主権アルノ覚書」（以下、覚書）の英訳
である。さらに『ガゼット』の論説は、『東京タイムズ』に載った日本政府の琉球処分に関
する聲明書の英訳とグラントの世界漫遊旅行に同行したヤング（John Russell Young）記
者が詳しく報道した伊藤博文ら政府首脳たちがグラントに語った琉球処分を正当付けるた
めの説明とを一括して批判したものである1066。『ガゼット』論説の執筆者は明らかではない
が、駐日清国公使として外務卿寺島宗則と激しく論争した何如璋が日本語と英語に通じる
公使館員、或いは清国の主張に同調する欧米人に英文による批判論説を書かせたと山下重
一は推定している1067。清国総理衙門が正式文書で琉球処分に抗議する「第一照会」を宍戸
璣公使に手交したのは 1879 年 5 月 10 日であり、これに対して井上毅が起草した「第一照
覆」が発送されたのは 7 月 16 日だが、『東京タイムズ』に掲載された「覚書」の英訳は、「第
一照覆」で強調された領有根拠がパラフレーズされており、それらの主張に反論する機会
をうかがっていた何公使が反論を書くことを命じたことは十分にありうると思われる。 
『ガゼット』に連載された論説は、「1879 年 10 月 11 日付の『東京タイムズ』に公表さ
れた日本政府の公式聲明と、『ニューヨーク・ヘラルド』に掲載され、『ジャパン・ヘラル
ド』に 11 日付から 15 日付まで転載された報道の中に、われわれは、琉球に対する絶対的
な主権に関する日本の主張の綜合的で網羅的な見解を見出す。この二つの文章の中で、歴
史的な叙述が極めて重要な地位を占めており1068」という書き出しで始まり、「われわれも歴
史に訴えよう。そして、歴史から諸事実を確認することができたならば、確実な論拠に到
達することができたと実感するであろう1069」と述べて、「覚書」等で強調された琉球領有の
根拠とされた史実を批判的に点検した。 
『ガゼット』の論説が、日本の古典に記録された南島のいくつかの島々から朝廷への朝
貢が琉球全体に対する日本の領有を意味するものではないと指摘したことに対して、井上
毅が強調したのは、琉球の舜天王が源為朝の子であったという伝承であった1070。『ガゼット』
は、為朝の子が琉球王になったということは全く史実ではなく、義経がモンゴルに渡って
ジンギス汗になったという伝説と同様に全く架空の物語に過ぎないと主張した1071。井上毅
はこのような批判に激しく反論し、「舜天ノ為朝ノ子タルニ至テハ、其書ノ漢文ヲ用フルト
国文ヲ用フルトニ拘ラス、明言シテ之ヲ直筆スルニ一モ異辞アルヿ［コト］ナシ1072」とし
た。現在は、為朝伝説を史実と考える歴史家はいないが、琉球処分をめぐる論争において、
この伝説の真否が論議されたことは注目される。 
もう一つの歴史的論点は、「嘉吉元年、すなわち 1441 年に、当時の将軍(Tycoon)足利義
教が日本に対して尽くした著しい功績の報賞として薩摩候の島津忠国に対して琉球諸島を
与え、その時から今日に至るまで琉球は薩摩の属領（a dependency）であった1073」とヤン
グ記者が報道している「嘉吉の附庸」である。『ガゼット』の論説は、日本政府が薩摩の琉
球支配の歴史的根拠として主張した「嘉吉の附庸」が『大日本史』『日本政記』『国史略』
などの日本の史書には記されていないと、その史実性に疑問を呈した。現在では、「嘉吉の
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附庸」が架空の伝承であって史実ではなかったことは疑う余地はないが、琉球処分当時に
は、日本政府首脳は、史実と確信して外交文書に明記していた。井上毅は、旧薩摩藩から
取り寄せた古記録を調査して、その史実としての裏付けを見出したと考えていただろうが、
問題は、井上が信じていた薩摩の古記録の信憑性にあったと山下重一は指摘する1074。 
結局、『ガゼット』論説については、井上毅の反論が草稿で残されているだけで、この草
稿がさらに推敲された英訳として発表されることはなかったようである1075。その理由は、
グラント将軍の調停により、日本政府としては日清交渉への路線の方向が定まり、「歴史的
な根拠に関する論争を避けるために、琉球問題の論点を大きく転換させるに至ったかであ
ったと考えられる1076」と山下は述べている。 
論争の総括としては、源為朝の子が舜天王になったとか、現在では史実でないことが明
白になっている「嘉吉の附庸」を領有根拠としているなど、「史実に関する論争としては、
『ガゼット』の論者の方に遥かに分があった1077」。山下重一は「井上毅のみならず当時の明
治政府の首脳部に琉球の歴史と現状に対する認識が極めて乏しかった1078」と指摘している。 
筆者は、沖縄県設置後の明治政府が、なぜ、分島改約案を提起するのか疑問であった。『ガ
ゼット』と井上毅の歴史論争の内容を見れば、山下が指摘するように、『ガゼット』論説の
きびしい問いかけには答えられず、分の悪い歴史論争を避けるために日清交渉の再開に転
じたという見方は説得力を持つ。さらに、『ガゼット』論説は英語で発信されており、日清
間のみならず、欧米列強も明治政府の歴史的主張には分がないと判断する要因ともなりえ
たことも背景にあったと考えられる。宮古と八重山の割譲の決断は、井上毅が下したわけ
ではなく、その責任は伊藤博文内務卿を中心とする政府首脳にあった。だが、伊藤らより
信任を受け井上が実質的に会談をリードしたことは、この日清間交渉が「外交史上にも比
類希れなる秘密外交1079」といわれるごとく徹底的に秘密裏に行われ、一切の報道を認めず、
宮古・八重山の住民にも、一般国民にも知らされなかったことと共に極めて重大である1080。 
 
下関条約の日本文と中国語文の相違 
1895 年 4 月 17 日に調印された日清戦争における講和条約である下関条約の条文には、
日本語、中国語、英語の三種の条文があるが、最も重要な領土の割譲に関する内容を定め
た第二條において、条文に重大な相違がある1081。これは、日本側の学者からは従来、提起
されていない論点であるが、尖閣諸島は台湾の一部であると中国政府も台湾当局も主張す
ることから、尖閣諸島の帰属にもかかわる問題でもあるので、ここで提起したい。 
同条約は『日本外交文書』では「媾和條約」とされており、「第二條」の台湾の割譲に関
する部分は以下の通りである。 
 
  「日本文」 
 第二條 
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  清國ハ左記ノ土地ノ主權竝ニ該地方ニ在ル城壘兵器製造所及官有物ヲ永遠日本國ニ
割與ス 
一 左ノ經界内ニ在ル奉天省南部ノ地［中略］ 
ニ 臺灣全島及其ノ附屬諸島嶼 
三 澎湖列島……1082 
 
 「漢文」 
 第二款 
  中國將管理下開地方之權併將該地方所有堡壘軍器工厰及一切屬公物件永遠讓與日本
［中略］ 
二 臺灣全島及所有附屬各島嶼1083 
 
  「英文」 
 ARTICLE  Ⅱ. 
 China cedes to Japan in perpetuity and full sovereignty, the following territories together with 
all fortifications, arsenals and public property thereon: 
b)－The Island of Formosa together with all Islands appertaining or belonging to the said Island 
of Fomosa.1084 
 
日本語正文では、「清國ハ左記ノ土地ノ主權
．．
竝ニ該地方ニ在ル城壘兵器製造所及官有物ヲ
永遠日本國ニ割與ス」とあり、条約本文は縦書きであるので、清国は以下の土地の主権な
らびにその地方にある城や兵器工場および官有物を永遠に割譲するとの意味であり、「主
権」を割与すると表記している。 
それに対し、中国語の正文である「漢文」では、「中国が管理している地方の権
．
ならびに
その地方が持つ城、兵器工場および属する一切の官有物を永遠に日本に譲与する」とある。
つまり、日本語では「主権を割与する」となっているが、中国語では「権＝管理権、施政
権」を「譲与する」となっている。 
同条約本文には「議定書」があり、「第二」に「若該條約ノ日本文本文ト漢文本文トノ間
ニ解釋ヲ異ニシタルトキハ前記英譯文ニ依テ決裁スヘキコトヲ約ス1085」とある。つまり、
条約の日本文本文と漢文本文との間で解釈を異にするときは、英訳文によって決裁すると
定めたのである。条約第二条の英文は、「full sovereignty＝完全な主権」を「cedes＝割譲
する」とある。 
つまり、日本文本文と英訳文には「主権の割与」とあり、中国語本文だけが「管理権の
譲与」となっている。これをもって、中国側で発表されている論文では、中国語も正文で
あり、日本語正文とは同等の効力があるはずであり、また争いがある場合には英文による
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としても、それが中国語正文の効力を否定するものではないのだから「条約の中国語正文
を堅持し、台湾の地位未定論を排斥すべきである」としている1086。『日本外交文書』にある
交渉過程を見れば、最初の条約草案日本文にも「主権」とあり、中国側の修正案漢文も「権」
である1087。戦勝国である日本側は修正させることもできたのに、そのまま条約となったの
だから、中国語本文にも一定の効力があるはずであり、中国の意図は施政権のみの譲与で
あって、主権は譲り渡していないと中国側が主張するのも完全に誤りだとは言い難い。ま
た、日本国との平和条約、いわゆるサンフランシスコ平和条約第二条には「日本国は、台
湾及び澎湖諸島に対するすべての権利、権原および請求権を放棄する」とあり、日本は台
湾を放棄したが、その帰属先が明記されなかった。したがって、台湾の帰属未定論を独立
派は唱えるが、媾和条約の中国語正文によって、主権ではなく施政権のみを譲渡したのだ
から、台湾の主権は依然として中国にあると、中山大学香港マカオ台湾研究センターの伍
俐斌博士は主張する1088。 
筆者は、このような重要な条項について明らかに異なる用語で表現されている条約を他
には知らない。推測するに、日清戦争の戦場にはなっていない澎湖島に、停戦交渉中に侵
攻し1089、台湾の割譲を要求した日本側には、ある種の後ろめたさがあり、日本語正文では
「主権の割与」としながらも、中国語正文では「権限の譲与」との表現を黙認したものと
思われる。いずれ、日本が実効支配をすれば同じことであり、まさか50年後の戦争に敗れ、
放棄することになるとは思いもしなかったのであろう。 
1842年に調印された英国に香港を割譲した南京条約（江寧條約）においては「第3条 淸
國皇帝陛下ハ英國女皇陛下ニ香港島ヲ割與シ英國女皇陛下及其ノ後繼者ハ永久ニ之ヲ占有
スヘク英國女皇陛下ノ適當ト認ムル法律規制ヲ以テ之ヲ統治スヘシ1090」と規定されている
ように、中国が他国への領土の割譲を認めた他の条約において「主権の割与」という表現
はない。中国以外でも、領土の割譲を定めた条約を調べたところ、「主権の割与」と明言し
ている条約は、管見の限り見られなかった。 
下関条約に「主権の割与」が明記された背景については、今後の研究テーマとしたいが、
琉球の帰属問題に関していえば、下関条約では琉球の帰属は言及されてはいないものの、
結果として、日清戦争の敗北により中国側が日本の領有に関して異議を唱えることはなく
なった。 
 
第 3節 「尖閣問題」の起源としての沖縄帰属問題 
以上、述べてきたように、1895 年の下関条約の締結に至るまで中国側は一貫して琉球の
併合を承認しなかったのである。 
1874 年の台湾出兵をめぐる北京交渉では「明治政府は琉球問題が清との交渉で焦点とな
ることを一貫して嫌って1091」おり、「日清互換條約」においても琉球の帰属に関する文言は
なかった。1879 年の沖縄県設置後も清国からの抗議および琉球王府の抵抗は続いた。1879
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年の年末から年明けにかけて英字紙『ジャパン・ガゼット』が日本政府の琉球領有根拠に
関する史実に対する鋭い批判の論説を 4 回にわたって連載し、井上毅は伊藤博文の命によ
り反論草稿を書いたが、発表されることはなかった。その「史実に関する論争としては、『ガ
ゼット』の論者の方に遥かに分があった1092」と総括でき、「当時の明治政府の首脳部に琉球
の歴史と現状に対する認識が極めて乏しかった1093」ことが露呈された。1880 年には「日本
側が平行線に終始せざるを得ない歴史的根拠をめぐる論争を回避して、琉球南半部の割譲
と日本の欧米並みの通商権を求める増加条約案とをからめる方針に急転換し1094」、日本側か
ら宮古と八重山の割譲を提起した。清国側が最終的に条約の正式調印を拒否し、1981 年 1
月に日清間交渉は打ち切られ、その後、琉球帰属問題をめぐる正式な交渉が持たれること
はなかった1095が、「清国は日本に対する琉球併合の不承認と琉球問題での交渉再開を求める
立場を変えることはなかった1096」。しかしながら、1895 年の下関条約によって台湾が日本
に割譲されたことにより、琉球の併合に対して中国側が異を唱えることはなくなった。 
これらの経緯を考慮すれば、「日中歴史共同研究第一期報告」中の「琉球処分」について
の中国側の論文にある「1894 年の日清戦争まで、清政府は琉球併合を認めず、両国は琉球
問題について如何なる条約も締結しなかった1097」との記述も理解できるところである。 
2013 年 5 月 8 日付けの中国共産党機関紙「人民日報」に掲載された論文「论『马关条约』
与钓鱼岛问题（『下関条約』と釣魚島問題を論ず）1098」で「歴史的に未解決の琉球問題を再
び議論できる時が来た」と主張されたことについて、日本政府は「仮に論文が中国政府の
立場を示しているなら断固受け入れられない」との立場を表明し、中国に抗議した1099。同
論文に関する日本での報道は、中国共産党の見解を示す「人民日報」が沖縄の帰属を未解
決と断じたのは初めてだとし、沖縄の帰属を持ち出し、尖閣諸島を巡る問題で日本をけん
制する狙いがある1100というトーンの内容が多い1101。しかし、実は、尖閣諸島問題が先鋭化
するきっかけとなった 2010 年 9 月の中国漁船衝突事件以前から、中国では、沖縄の帰属は
未定であるとの趣旨の論文は多く発表されていた1102。 
しかしながら、管見の限り、2000 年以前には、中国においても沖縄の帰属が未定である
との趣旨の論文は発表されていないようである。1997 年 5 月には、新進党の西村真悟衆議
院議員らが魚釣島に上陸し、また 1999 年と 2000 年にも「日本青年社」社員が魚釣島に上
陸するなど、尖閣諸島問題が外交問題となった1103。つまり、尖閣諸島問題が注目され、日
中間の大きな問題となり始めた 2000 年頃から、中国国内では、沖縄が中国領だとする主張
はないものの、沖縄の帰属は未定であるとの論文が多く発表されるようになった。 
にもかかわらず、2013 年 5 月、人民日報の 5 月 8 日付け論文が政府の立場を示すなら断
固受け入れられないとする日本政府からの抗議に対して、中国外交部は「中国政府のこの
問題に対する立場は変わっていない。［中略］この問題が最近再び取り上げられた背景は、
日本が釣魚島問題で挑発的な行動をやめず、中国領土の主権を侵害しているからである1104」
と明言している。東大名誉教授の石井明は「台湾と違い、中華人民共和国が沖縄の領有権
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を主張したことはない1105」としており、中国政府のその立場は変わらないということであ
る。 
であるならば、次節で詳述するが、建国以降の中国政府による沖縄政策を検証した結果
から考えるに、日本政府が沖縄の一部であると主張する尖閣諸島に関する問題が解決する、
または問題が大きくならなければ、沖縄の帰属が未定であると中国側の学者が主張をする
動機はなくなるのではないだろうか。とはいえ、中国側の学者が唱える沖縄帰属未定論の
背景は、尖閣問題をめぐる動向だけではなく、2000 年以降の中国の急速な台頭であること
も考えられるところである。中国は 2000 年から 2010 年に至るまで毎年 8％以上の経済成
長率を維持し1106、4 億元もの景気刺激と内需拡大でリーマンショックを乗り切った経済力
と南シナ海等で見せる拡張主義的な軍事力を背景に、プレゼンスと発言力を増大し続けて
いるからである。 
1872 年の琉球藩王冊封に始まる「琉球処分」から 1895 年の下関条約締結に至るまでの
時代における琉球の帰属をめぐる日清間交渉からは、プレゼンスが低下し続ける当時の清
国の姿が見られる。尖閣諸島を明治政府が領有する経緯をみても、1885 年に山縣有朋内務
卿は尖閣諸島への国標建設つまり尖閣領有を沖縄県令に内命したが、清国との関係を気に
する井上馨外務卿の反対もあり、領有見送りは 1885 年 12 月段階での政府の正式な結論と
なった1107。しかし、1894 年 8 月 、日清戦争が開戦し、その年末には勝敗がほぼ決定して
いた情勢下にあった同年 12 月 、野村靖内務大臣は、1885 年当時とは事情が異なるとして、
「久場島及び魚釣島へ所轄標杭建設の件」を 1895 年 1 月 の閣議に提出し、尖閣諸島の「久
場島及び魚釣島」を沖縄県所轄とする閣議決定がなされた1108。明治政府が一度は尖閣領有
を見送ってから 10 年たった 1895 年に至り、日清戦争の帰趨が明らかになる時期に領有を
決定したことは、「10 年前は弱小国日本としてアジアの超大国中国に遠慮しなければならな
かったのに反し、中国が弱体化したため遠慮の必要がなくなって、正しいと信じたことを
実行できた1109」といえよう。 
ここからもわかるように、日清戦争の敗北は「19 世紀前半から第二次世界大戦終結まで
の約 100 年――中国にとっての『国恥の時代』1110」の象徴である。中国の 4000 年以上の
「栄光の歴史」の中で「国恥の 100 年」をめぐる言説が中国現代史を根底から特徴づける
「大きな物語」（マスター・ナラティブ）としての「選び取られたトラウマ」になっている
1111。「国恥の 100 年」の間に失った領土を取り戻すべきだという中国のナショナリズムは、
国民の「深層文化」の中に確固たる社会規範として組み込まれていて、人々の考え方や行
動に影響を及ぼし続けるだろうと米国シートンホール大学准教授のワン・ジョン（汪諍）
は『中国の歴史認識はどう作られたのか』で指摘している1112。日本人とは大きく異なる中
国人のそのような認識を理解した上で、尖閣諸島問題は考えるべきである。 
「琉球処分」をめぐる時代の政治史である日清間交渉の検証は、中国のプレゼンスが増
大する現在の国際政治の中で、尖閣諸島問題の解決を考えるうえで示唆となりうるのでは
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なかろうか。 
 
日中歴史共同研究における認識の相違 
2010 年 1 月 1 日、日中両国の有識者による「日中歴史共同研究委員会」がまとめた報告
書が公表された。同報告中の「琉球処分」について、中国側の論文には、「日清両国は琉球
の地位を巡る問題に関して、長期に渡り交渉を行った。［中略］『琉球王国の存続』は一貫
して清政府の琉球問題に対する基本原則であった。1894 年の日清戦争まで、清政府は琉球
併合を認めず、両国は琉球問題について如何なる条約も締結しなかった1113」との記述があ
る。つまり、日清戦争によって台湾が日本に割譲されたことにより、沖縄の日本編入に対
して中国が異を唱えることはなくなったが、「両国は琉球問題について如何なる条約も締結
しなかった」というのが中国側の認識である。 
それに対して、日本側委員会の座長である北岡伸一は、「17 世紀以来、事実上琉球王国を
支配していたのは薩摩であった1114」と主張し、日本による琉球処分を正当化したと石井明
は述べている1115。 
日中歴史共同研究は、「両国の有識者間で忌憚のない議論を重ね、歴史に対する客観的認
識を深めることで相互理解を増進すること」を目的として、2006 年 10 月の日中首脳会談
で研究の立ち上げが合意され、日中の有識者各 10 名を構成員とする委員会の実施枠組みは
外相会談によって一致したものである1116。両国政府も関与した形での共同研究の結果であ
る報告書の中で、「琉球処分」については、「日中歴史共同研究委員会内における見解の相
違1117」があると石井明も指摘している。いわば正史に近いともいえる同報告の中で、沖縄
の帰属については「如何なる条約も締結しなかった」と中国側が明言していることは注視
すべきである。 
沖縄をめぐる日中間の対立は、1895 年の「日清戦争における日本の勝利により、琉球問
題は自然消滅の形1118」になるまで続き、その直前の同年 1 月に尖閣諸島を領土編入する閣
議決定が行われた1119。したがって、尖閣諸島問題は、日本と中国・台湾との関係のみなら
ず、尖閣と沖縄と台湾と中国と日本との関係を全てつなげて考え、歴史的な経緯を検証す
る必要があると考える。 
 
カイロ会議における琉球問題 
2013 年 2 月、『チャイナ・ナイン』等の著者として著名な遠藤誉が「中国共産党も知っ
ていた、蒋介石が『尖閣領有を断った』事実」と題する論文を発表した。同論文は学術論
文とはいえないが、同氏の発言が与える影響は小さくないため、敢えて批判的に検証する
こととする。論文の主旨は、1943 年 11 月 23 日のカイロ会談において、「アメリカのルー
ズベルト大統領が中華民国国民政府の蒋介石主席に『日本を敗戦に追いやった後、琉球群
島をすべて中華民国（中国）にあげようと思うが、どう思うか』と何度も聞いたのに、蒋
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介石が断った1120」事実に関する王幸福の論文「蒋介石は琉球群島の領有を拒否したことを
後悔」が中国共産党網等のホームページに掲載されているという内容である。 
この王幸福の論文を読めば、カイロ会談におけるルーズベルトと蒋介石のやりとりが新
事実であるかのようにも見えるが、「『一度ならず、中国が琉球を欲するかどうか』、大統領
が好意をもって訊ねたのに対し、蒋の方が、米中両国による共同占領や信託統治なら同意
する、と答えて、琉球の領有を辞退した1121」と五百旗頭真が書いた著書の刊行は 1985 年
である。また、「琉球は国際機構を通じて、中米の共同管理に託してもよいと提議した1122」
と蒋介石の日記を引用した書が刊行されたのは 1977 年である。さらに、カイロ会談のやり
とりが記録された米国の公文書「Foreign relations of the United StatesDiplomatic papers, The 
Conferences at Cairo and Tehran, 1943（カイロおよびテヘラン会談議事録）1123」が印刷され
たのは 1961 年である。ハーバード大学で博士号を取得した台湾籍の国際法学者である丘宏
達は、この公文書を引用した論文「琉球問題研究」を 1970 年に発表し、当時、中華民国が
琉球の回収を要求せず、共同管理を提案したことは誤りではなかったとしたが、12 月 1 日
に発表されたカイロ宣言の中に、琉球問題に対する自国の合理的な主張を書き込まなかっ
たことは一大失策であったと指摘している1124。 
 
王幸福論文の問題点 
中国共産党網に掲載されている王幸福の論文「蒋介石は琉球群島の領有を拒否したこと
を後悔1125」には、カイロ会談後に蒋介石は後悔し、同席した王寵惠1126に以下のように語り、
会談の内容を口止めしたという記述がある。「ルーズベルトが琉球を我々にくれようとした
ことは、ほんの少数の人しか知らない。だから絶対に外部に漏らしてはいけない。もし誰
かがこのことに関して尋ねたら、われわれにはいかなる条約も根拠もなく、理由なんかは
ないと答えるんだぞ、いいな」。そして、国民党におけるすべての書類、雑誌および書物に
関して、琉球諸島に関連した問題に触れるときにはすべて「根拠がない。なぜならカイロ
会談では琉球問題は一切取り上げられなかったのだから」と書くことが決まったとある1127。 
しかし、王が論文中で引用している文章の典拠は一切示されておらず、如何なる公文書を
参考にしたのかが全く不明である。また事実として、先にも引用したように、蒋介石自身
が日記に「琉球は国際機構を通じて、中米の共同管理に託してもよいと提議した1128」と書
いており、この記述がある『蒋介石秘録 14』は 1977 年に公刊されている。 
加えて、王は琉球について「琉球群島は人口が多く、物産は豊富で、また中国の東の大
門であり、歴史的に中国の付属国であり、日本とは無関係である1129」と言い切っており、
琉球王国の歴史を理解しているとは思われない。 
そもそも、王論文を掲載している中国共産党網のウェブサイトには、王幸福なる人物の
紹介も肩書きも掲載されておらず、このように経歴もハッキリしない人物が書いた典拠も
参考文献も示されていない文章を中国共産党網が掲載していること自体が問題ではないだ
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ろうか。 
石井明が「中国の琉球・沖縄政策」の中で頻繁に引用している三品憲一郎の「中華民国
の対日戦後処理政策 1941－1943」によれば、当時の中華民国では、蒋介石が委員長を務
める国防最高委員会の秘書庁の付属機関として 1941 年 8 月に国際問題討論会が設置され、
カイロ会談に同席した国防最高委員会秘書長の王寵惠が主任を務めた1130。同討論会は、
1941 年 12 月の「第 2 回会議以降、ほぼ 2 週間に 1 回のペースで開催され1131」、相当期間
の議論を重ねた。対日戦後処理政策の基本文献となる「中日問題解決の基本原則」は、1942
年 1 月 29 日の国際問題討論会第 5 次会議で討議・修正され、4 月 23 日に確定・配布され
ている1132。その中で、「東四省1133［中国東北地方］の返還、台湾・澎湖列島の返還、朝鮮
の独立」と並べて、「琉球は日本に帰属する。但し下の両項の制限を受ける。(1)防備しては
ならない。併せて軍備委員会の設置する分会の監督を受ける。（2）琉球の人民について、
差別待遇をしてはならず、一切を少数民族の原則に照らして処理すべきである」と規定し
ている1134。 
しかし、同年 11 月、宋子文外相は記者の質問に答え、満州や台湾と一緒に琉球も中国が
回復すべき領土であると述べた1135。この発言は、同年 4 月に確定した「中日問題解決の基
本原則」で「琉球は日本に帰属する」としたことと矛盾している。 
「中日問題解決の基本条件」の策定から 1 年あまりたち、1943 年 8 月 26 日、国際問題
討論会は「日本の無条件降伏後に受理させ、遵守させるべき条項」（「日本無条件降伏受理
条項」）の検討を始めた。すでにイタリアは降伏しており、太平洋でも連合国は優勢に立っ
ていた。同年 11 月 10 日、「日本無条件降伏受理条項」が定稿となった。「中日問題解決の
基本条件」と比較すると、台湾・朝鮮の取り扱いは同じだが、琉球に関しては異なってい
る。すなわち、琉球諸島は中国に帰属（「帰隷」）する、と規定したうえで、次のような附
註をつけていた。「琉球諸島は、台湾及び澎湖諸島に比べて状況がやや異なる。米英が異議
を堅持した場合、我が方は以下の 2 方法を考慮することが可能。甲、琉球を国際管理の下
に置く。乙、琉球を非武装地域とする1136」。 
結局、同年 11 月 23 日、カイロでのルーズベルトとの間での米中首脳会談で、蒋介石の
側からは琉球の返還要求は提起されなかった。ルーズベルトは満州、台湾、澎湖諸島の中
国への返還に異存はなかった。琉球問題を切り出したのはルーズベルトの側であった。琉
球を望むかどうか尋ねたルーズベルトに対し、蒋介石は琉球の共同占領及び米中共同での
国際信託統治ならば賛成すると答えたのである。 
当時、国府内では、琉球領有に与する主張と、それに反対する主張がせめぎ合いを演じ
ていた。石井明は、五百旗頭真の分析を紹介しつつ、蒋介石は、琉球への領土要求に高い
優先順位を置いていなかったとみるべきだとしている1137。王幸福が論文で指摘したように、
ルーズベルトの提案があまりに唐突だったので、蒋介石がどう答えていいか分からなかっ
た1138のではなく、国府内では王寵惠を中心に琉球帰属問題を議論してきた上で、琉球領有
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は得策ではないという蒋介石の判断であったと考えられる。王は、国際問題討論会等、国
府内の議論の経過については言及していない。 
王幸福が論文でふれた蒋介石の後悔と王寵惠に対して口止めしたことは、1970 年 9 月 2
日に尖閣の魚釣島に上陸した劉永寧が国民党の要職を務めた陶希聖から聞いたと話してお
り1139、また台北の中国時報も 2012年 9月に劉永寧の追憶として報道している1140。しかし、
王が「蒋介石は琉球群島の領有を拒否したことを後悔」を書いたのは 2008 年であり、やは
り典拠は不明である。 
 
第 4節  第二次世界大戦後の中国側の琉球・沖縄政策 
中華民国の琉球政策 
1945 年の抗日戦争勝利後、中華民国では勝利の果実を求める声は次第に強くなり、琉球
返還要求が強くなる1141。1947 年 9 月には、国民参政会常置委員会は対日政策研究会提出
の対日講和条約建議案を審議の結果、一部修正の上、国府に送付した。その中で、「琉球は
当然中国の信託統治下に置く1142」と規定された。また、同年 10 月、張群行政院長は国民
参政会常置委員会で、琉球は中国と従来、特殊な関係にあり、当然中国に返還されなけれ
ばならない旨を述べた1143。しかし、当時の中国の琉球返還要求は国内的な議論にとどまっ
ており、外交ルートに乗っていたわけではなく、張群の強硬な発言も国内世論向けのサー
ビスであったであろうと石井明は分析している1144。 
1949 年 12 月、共産党軍に内戦で敗れた国府は台湾に遷都する。台湾に移った中華民国
政府は、1951 年のサンフランシスコ講和会議に招請されず、1952 年 2 月より台北におい
て日本と講和条約締結交渉を行った。その交渉の際、国府は琉球問題を提起していない。
丘宏達は、抗日戦争の勝利から 1952 年の中日条約（日華平和条約）の締結までの間に、国
府が執行する政策は、琉球問題を完全に米国と日本との間の問題としてしまい、中華民国
とは無関係になったと主張する1145。 
 1953 年 8 月、米国が奄美大島を日本に返還した際、台湾内部では強い不満がわき起こり、
外交部は 11 月 24 日、米国駐中華大使に向けて抗議する備忘録を提出した。これは、中華
民国の琉球問題に対する基本的立場を変更するもので、これにより、「『中華民国』は現在
に至るまで琉球の主権帰属権に関し日本に異議を唱える唯一の『国家』となった1146」と台
湾東華大学歴史学部の許育銘副教授は指摘する。 
以後、中国国民党は琉球の独立を目指す琉球革命同志会に対する支援を強化する1147。 
沖縄返還協定が調印される直前の 1971 年 6 月 11 日には、「中華民国外交部 琉球群島と
釣魚臺列嶼問題に関する声明」で以下のように述べている。カイロ会談以前から琉球問題
を検討してきた中華民国の立場を表す重要な内容であるため、長文になるが引用する。 
 
      中華民国政府は近年来、琉球群島の地位の問題に対して一貫して深い関心を持ち、
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再三この問題に関する意見を述べ、またアジア太平洋地域の安全問題に関する顧慮と
して関係国政府に注意するよう促してきた。 
   米国政府と日本政府が、琉球群島返還の正式な条約文書に調印すると聞いているが、
中華民国が領土主権を持つ釣魚臺列嶼もその条約の中に含まれるため、中華民国政府
は、全世界に向けてその立場を再度、鄭重に告げるものである。 
（1）琉球群島に関しては、中・米・英等主要同盟国が 1943 年に共同でカイロ宣言
を発表し、また 1945 年のポツダム宣言においても、カイロ宣言の条項は履行されるべ
きであり、日本の主権は本州・北海道・九州・四国並びに主要同盟国が決定する諸小
島に局限されるべきであると規定されている。故に琉球群島の未来の地位は、主要同
盟国によって決定されるべきである。 
1951 年 9 月 8 日に調印されたサンフランシスコ対日平和条約は、上記で述べた二つ
の宣言の内容と要旨を根拠としており、平和条約第 3 条の内容は、琉球の法的地位及
びその将来の処理について明確に規定しているところである。中華民国は、琉球の最
終処理に対しては、同盟国はカイロ宣言とポツダム宣言に依拠した協議によって決定
すべきであるという立場を一貫してとっている。この立場について米国政府は熟知し
ており、中華民国は対日作戦主要同盟国の一つであり、この協議に参加すべきある。
しかるに、米国はこの協議を行わずに、琉球を日本に返還しようとしている。中華民
国は極めて不満である。 
   （2）釣魚臺列嶼に関しては、中華民国政府は、釣魚臺列嶼を琉球群島と合わせて移  
譲するとの声明を見て、強く驚愕している。 
   この列島は台湾省に附属し、中華民国の領土の一部分を構成しており、その地理的
位置、地質構造、歴史及び台湾省居留民が長期的に継続して使用してきたことを理由
に、中華民国と密接な関連があり、中華民国政府がその国土防衛の神聖な義務に依り、
如何なる形式であっても、どんなにわずかな一部分であても、領土主権を放棄するこ
とは絶対にできない。したがって、中華民国政府は、列島の歴史に基づいた地理、使
用、法理を理由に、中華民国の領土であり、置き換えることはできず、故に米国が管
理を終える時には中華民国に返還することを米国政府と日本政府に対して、絶えず通
知してきたところである。現在、米国がこの列島の施政権を琉球群島と一緒に日本に
移譲することに対して、中華民国政府は絶対に受け入れることはできず、かつ、米日
間の移譲は中華民国によるこの列島に対する主権主張に全く影響するものでなく、断
固反対する。中華民国政府は、関係国に対して、この列島に関する我が国の主権を尊
重し、合理的で合法的な措置をとること、そして、アジア太平洋地域への重大な結果
をもたらさないことを切に望む1148。 
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一方、1949 年 10 月 1 日に建国した中華人民共和国では、1950 年 12 月 4 日、周恩来外
交部長が対日講和問題についての声明を発表し、琉球問題について以下のように述べた。
「琉球群島と小笠原群島に関しては、カイロ宣言でもポツダム宣言においても信託統治の
決定はしておらず、当然、『米国が管理当局だ』と指定などしていない。米国政府の野心は
まさに国連の名義を使って琉球群島と小笠原群島を長期占領し、極東に侵略の軍事基地を
設立しようとするものである1149」。これは中華人民共和国政府が公式に琉球問題に言及した
最初であるが、帰属問題についての見解は示していない。 
 1956 年、日本がソ連と国交を回復し、中国はソ連を気にせずに対日政策を策定できるよ
うになり、この時期以降、中国のメディアは、琉球が日本に属するという立場に立って論
評を発表するようになる。しかも、琉球という呼称でなく、沖縄という呼称を使ってであ
る1150。1958 年 11 月、陳毅外交部長は、日米安全保障条約改定に関する声明の中で、「数
年来、日本人民は［中略］、沖縄・小笠原を含む日本領土から米国の一切の軍事基地を撤廃
し、米国の全ての武装力を撤退させることを要求してきた。中国人民は、日本人民のこれ
らの正当な願望に完全に同情し、支持する1151」と表明した。1961 年 10 月、最高指導者の
毛沢東が日本の代表団と会見した際の談話の中で「米帝国主義は、あなたがたの領土沖縄
を占領し、あなたがたの国内に軍事基地を設置しており、あなたがたの国は半占領状態に
ある1152」と初めて明言した。毛沢東は、1964 年 1 月には「日本人民の反米愛国正義の闘
争を支持する」談話の中で「日本の領土である沖縄の返還1153」も例に挙げて、「中国人民は
衷心から日本人民の正義の闘争を支持する1154」と述べた。 
1972 年の沖縄返還以降は、沖縄の帰属に言及する政府および党要人の発言は見られなく
なる。 
2013 年 5 月 9 日、人民日報の記事にかかる日本政府からの抗議に対して、中国外交部報
道官は、「中国政府のこの問題に対する立場は変わっていない。沖縄と琉球の歴史は学術界
が長らく関心をもってきた問題である。この問題が最近再び取り上げられた背景は、日本
が釣魚島問題で挑発的な行動をやめず、中国領土の主権を侵害しているからである1155」と
述べた。 
中国国内では、沖縄の帰属は未定であるとの趣旨の論文は多く発表されている。しかし、
台湾とは異なり、中華人民共和国政府が沖縄の領有を主張したこともなければ、日本の領
有に対して異議を唱えたこともないのである。 
一方で、第 1 章でも言及したが、1950 年代から 60 年代にかけての毛沢東時代の中華人
民共和国政府による「沖縄返還支持」は、沖縄の米軍基地撤廃を求める政治的プロパガン
ダであったと原貴美恵は指摘している1156。さらに、「中華民国が保持していた『沖縄は日本
の領土ではない』という立場への復帰は、台湾奪回後に考えればよい問題だったのかもし
れない」と原は述べ、何らかの形で中国と台湾が統一することがあれば、沖縄に対しても
台湾の立場に回帰し、領有権を主張する可能性を暗示している1157。 
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 筆者は、将来においても、中華人民共和国が沖縄の領有権を主張することは想定しない。
しかしながら、尖閣諸島問題が大きくなればなるほど、中国国内では、沖縄の地位は未定
であるとの趣旨を超え、沖縄を領有すべきだとの学者や市民の声が高まることは危惧する。 
 
中国国内における沖縄帰属問題に関する論文 
中国国内で発表された沖縄帰属問題に関する論文を調査したところ、以下のような主張
がある。 
2000 年には、山東省歴史学会名誉会長の戚其章が「日本の琉球併合と中日琉球問題交渉」
の中で、「歴史的にも法理的にも、琉球の主権と将来の帰属問題については全くの未解決で
あり、近代以来の中日両国間において解決が先延ばしにされた一大懸案となった1158」と結
論づけた。 
『日中歴史共同研究 第一期報告書』で琉球処分について「両国は琉球問題について如何
なる条約も締結しなかった」と執筆した南開大学の米慶余教授は、2001 年に「清末中日間
の“琉球問題”」を発表し、結論として「“琉球問題”は未解決である1159」と主張した。 
復旦大学国際関係与公共事務学院の王海濱は、2006 年に「琉球名称の変遷と沖縄問題の
発生」の中で「歴史的にも法理的にも、琉球の主権とその帰属問題は現在に至るまで全く
未解決である1160」と主張している。王はまた 2007 年には「中国国民政府と琉球問題」で、
「歴代の中国政府は、日本が琉球を併合した合法性を公開の場で正式に承認したことはな
く、また琉球に対する固有の権利を放棄しておらず、琉球問題は中日両国間の歴史的な懸
案となっている1161」と断じている。 
さらに、2012 年 4 月には、東北師範大学城市与環境科学院の劉紹峰と袁家冬が「琉球群
島に関連する呼称の地理的意義と政治的属性」の中で、以下のように述べている。 
 
琉球群島は歴史的に認められた独立国家としての琉球王国であり、したがって「琉
球群島」という伝統的な呼称の政治属性は琉球王国の独立と主権である。日本による
琉球王国の併合は法律に依拠したものではなく、今に至るも国際社会の広範な承認は
得られていない。［中略］「琉球群島」という伝統ある呼称を使うことを堅持し、琉球
群島に関連する呼称の地理的意義と政治的属性、並びに今後の琉球問題に関する中国
による外交交渉の戦略的意義の重要性を正確に認識すべきである1162。 
 
管見の限り、2000 年以前には、中国においても沖縄の帰属が未定であるとの趣旨の論文
は発表されていないようである。 
1997 年 5 月には、新進党の西村真悟衆議院議員らが魚釣島に上陸し、また 1999 年と 2000
年にも「日本青年社」社員が魚釣島に上陸するなど、尖閣諸島問題が外交問題となった1163。
つまり、尖閣諸島問題が大きく注目され始めた 2000 年頃から、中国国内では、沖縄が中国
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領だとする主張はないものの、沖縄の帰属は未定であるとの論文が多く発表されてきた。 
しかしながら、2013 年 5 月、沖縄の帰属は未定だとした人民日報の記事にかかる日本政
府からの抗議に対して、本章第 3 節でも取り上げたように、中国外交部は「中国政府のこ
の問題に対する立場は変わっていない。［中略］この問題が最近再び取り上げられた背景は、
日本が釣魚島問題で挑発的な行動をやめず、中国領土の主権を侵害しているからである1164」
と明言している。建国以降の中国政府による沖縄政策をみれば、日本政府が沖縄の一部で
あると主張する尖閣諸島問題を大きくしないことにより、中国の学者が沖縄の帰属が未定
であるとの主張をする動機はなくなるのではないだろうか。 
日中双方の主張の隔たりは大きく、日本政府は領土問題の存在も認めていないことから、
尖閣諸島問題の解決は容易ではないが、問題を顕在化させないことが重要である。 
尖閣問題は琉球の帰属問題と密接に関わる問題である。琉球の併合、つまり「琉球処分」
を公式な条約等によっては認めたことはないと中国側が認識していることを理解すること
が尖閣諸島問題を考える上での重要な視座であると考える。 
 
 
 
231 
 
 第７章 むすびに 公共政策としての「尖閣問題」 
第 1節 「国有化」以降の変化した「現状」 
「国有化」と呼ばれる「閣議決定」の実態とその後の尖閣をめぐる情勢 
近年の尖閣諸島をめぐる大きな事件としては、民主党政権下の 2010 年 9 月に発生した尖
閣諸島沖漁船衝突事件と 2012 年 9 月の野田佳彦内閣による尖閣諸島「国有化」が挙げられ
よう。 
2012 年 9 月 10 日、内閣官房長官、総務副大臣（総務大臣（代理））、外務大臣、財務大
臣、国土交通大臣の関係 5 閣僚による「尖閣諸島の取得・保有に関する関係閣僚会合」が
開催された。同会合に出席した関係 5 閣僚は、「尖閣諸島の長期にわたる平穏かつ安定的な
維持・管理を図るため」に「可及的速やかに尖閣三島の所有権を取得する」とし、「同島の
所有者との交渉を妥結に導く」こと等を申し合わせた1165。それを受けた翌 9 月 11 日の閣議
において、「尖閣諸島の平穏かつ安定的な維持・管理に必要な経費として、尖閣諸島の魚釣
島・北小島・南小島の購入に要する経費に充てるため、一般会計予備費 20 億 5000 万円を
使用することとし、その旨を決定し」た1166。しかし、これは当日午前の定例記者会見にお
ける藤村修内閣官房長官による発言であり、首相官邸ホームページの「平成 24 年 9 月 11
日（火）定例閣議案件」を見ると、「一般案件」の 3 件目に「平成 24 年度一般会計予備費
使用について（財務省）1167」とだけしか書かれていない。そこには、「尖閣」や「国有化」
という文言はなく、「購入」とも「所有権取得」とも書かれていない。前日の 5 閣僚による
関係閣僚会合で申し合わせた「尖閣三島の所有権を取得する」ための経費 20 億 5000 万円
を予備費から使用することだけを閣議決定したのである。これが、尖閣「国有化」の閣議
決定と呼ばれる実態である。 
実際に 9 月 11 日の閣議で決定したのは、「予備費使用について」だけであり、「尖閣諸島
の長期にわたる平穏かつ安定的な維持・管理を図るため」に「可及的速やかに尖閣三島の
所有権を取得する」ことは、前日の 9 月 10 日の「尖閣諸島の取得・保有に関する関係閣僚
会合」で既に決定されていた。つまり、尖閣三島＝魚釣島・北小島・南小島の購入すなわ
ち「国有化」を決定したのは、総理が主宰して閣僚全員が参加する閣議ではなく、内閣官
房長官および総務・外務・財務・国交各大臣の関係 5 閣僚による「関係閣僚会合」である。
同会合には野田総理も参加していない。 
一般に「尖閣諸島国有化の閣議決定」と呼ばれる経緯は上記の通りである。9 月 11 日の
閣議決定は「予備費使用」だけで、「尖閣国有化を閣議決定した」と言えるのか疑問が残る。
にもかかわらず、「尖閣国有化の閣議決定」と大々的に報道され、中国側にもそのように伝
わった。中国側は、尖閣諸島に関する閣議決定は、1895 年に日本への併合を決めたことに
次ぐ史上二度目の決定であると認識し、非常に重く受け止めたからこそ、強烈に反発した1168。
日本政府は、中国側の反発を考慮したためか、島の購入は前日の関係閣僚会合で決定し、
実際の閣議ではそのための予備費使用のみを決定した。中国に対しては「購入の決定は閣
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議決定ではない」と説明できる余地を残し、国内的には「国有化の閣議決定」と報道され
ることを否定しなかった。このような事実経過は冷静に分析すべきである。 
そして、予備費使用が閣議決定された 9 月 11 日、埼玉県在住の私人が所有する魚釣島、
北小島、南小島の三島を日本政府が購入した。この一連の動きが、尖閣「国有化」と呼ば
れ、中国側による激しい反発を引き起こした。中国全土 100 カ所以上で反日デモが繰り広
げられ、また日系企業やスーパーなどに対する焼き討ちや略奪なども含む大規模な「反日
暴動」が発生した。他方、日本国内においても、多くの日本人の反中・嫌中感情が高まり
をみせるなど、日中国交正常化以降で最も厳しい対立局面が生まれることとなった。 
 一方で、関係閣僚会合で尖閣三島の購入を決定した 2012 年 9 月 10 日、中国政府は、「日
本の『釣魚島購入』宣言についての中国外交部の声明」を発表した。声明の要点は「我们
要求日方立即停止一切侵犯中国领土主权的行为，不折不扣地回到中日双方达成的共识和谅
解上来，回到谈判解决钓鱼岛问题的轨道上来1169（筆者訳：われわれは日本側に対し、中国
の領土主権を侵害する一切の行為をただちにやめ、中日双方の合意した共通認識と了解に
正真正銘立ち戻り、交渉による釣魚島問題の解決のレールに戻るよう求める）」である。こ
の中国側の主張にある「双方の合意した共通認識と了解」とは、「1972 年の中日国交正常
化と 1978 年の平和友好条約締結交渉の過程で、両国の一世代上の指導者は大局に着眼し、
『釣魚島問題は棚上げにし、後の解決に持ち越す』との重要な了解と共通認識にいたった
1170」ことをいう。 
尖閣諸島問題における「棚上げ」とは、主張の違いを棚上げして、現状を維持し、中国
側は日本の実効支配を黙認するかわりに、日本側は実効支配を強めることはしないとする
「暗黙の了解」を指すといわれる。1972 年 9 月の日中国交正常化交渉に参加し、日中共同
声明草案を作成した当時の外務省条約課長であり、後に外務事務次官、駐米大使等を歴任
し外務省の主流を歩み続けた栗山尚一は、「国交正常化に際し日中間において、尖閣問題は
『棚上げ』するとの暗黙の了解
．．．．．
が首脳レベルで成立した（中国側が『棚上げ』を主張し、
日本側は敢えてこれに反対しなかった）と理解している1171」と述べている。 
では、中国側が「維持」しようとしている「現状」とはいかなるものなのか。 
2012 年 9 月の尖閣「国有化」以前までは、2008 年 12 月の例外を除いて、中国海警局な
どの機関に属する公船は尖閣諸島から 12 カイリの領海には侵入せず、日本が完全に実効支
配している「現状」であった。ところが、今、中国側が「棚上げ」するという「現状」は、
「国有化」以前のように日本の実効支配を黙認するのではなく、中国側も自己が領海と主
張する海域でパトロールを行い、中国も実効支配をしつつあるという「現状」である。さ
らにいえば、「日中が共に実効支配1172」しているという「現状」である。米国ワシントン大
学国際問題研究所研究員、防衛大学校教授を歴任した東京国際大学教授の村井友秀は 2015
年 10 月に発表された論文で「尖閣諸島は最早日本が実効支配をしているとは言えない状況
になっている1173」と述べている。同時に「但し、中国が行動を積極化する状況に反応し、
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日本は海上保安庁や自衛隊を中心にしてさまざまな対応措置をとりつつあり、中国軍の行
動も手詰まり状態に陥っている」とも指摘している1174。 
また、「中国政府は『尖閣諸島で日本政府がある手段をとれば、少なくとも同等の手段を
とる』という方向に切り替えた。『決して座視しない』という表現も使い始めた1175」と、孫
崎享も指摘している。「国有化」によって「パンドラの箱」は開かれ、尖閣をめぐる「現状」
も大きく変容したのである。第 5 章でも述べた通り、尖閣問題における「棚上げ」と呼ば
れる「現状維持」は、中国側が日本の実効支配を黙認することであると筆者も理解してき
た。しかし、それまで、日本側が都合よく「拡大解釈」してきた「現状維持」＝「日本の
実効支配を認めた」ではなく、今まさに中国側が強く主張している「領有権問題の存在を
認めろ」＝「係争状態の現状維持」という「玉虫色の解釈」ではない本音が明らかになっ
たことで、問題の解決はますます困難になっている。 
とはいえ、尖閣諸島をめぐる変化した「現状」は、日本政府が行った「国有化」に反発
したというだけの理由ではなく、第 5 章第 3 節で述べたような国連海洋法条約批准後の海
洋主権めぐる中国側の外交姿勢の変化も大きな要因であると考えられる。 
中国海警の公船による領海の頻繁な航行や火器管制レーダーの照射、尖閣上空を含む防
空識別圏の設定などの「中国側による現状を力によって変更しようとする挑発行為1176」に
対して、日本は首脳会談の実現によって中国との関係改善を目指した。2014 年 11 月 10 日、
尖閣「国有化」以降とだえていた安倍晋三総理と習近平国家主席による首脳会談が実現し、
それをきっかけに日中両国の政府間および民間の交流も回復し、日本を訪れる中国人観光
客の旺盛な購買欲は「爆買い」となって日本経済の活性化にも貢献している。 
同時に、日本政府は米国との安全保障上の協力を強めることによって中国側の攻勢に対
抗することも追求し、2015 年 9 月 19 日、いわゆる安保関連法案が可決・成立した。 
2014 年 7 月 1 日、安倍晋三内閣は、閣議決定により従来の憲法解釈を変更し、限定的な
集団的自衛権の行使を容認した。安保関連法制はこの閣議決定を立法化したものであるが、
同法案が国会に提出される前の 2015 年 4 月 27 日、米国ニューヨークにおいて、日米安全
保障協議委員会（SCC、「2＋2」閣僚会合）が開催され、新たな「日米防衛協力のための指
針（以下、新ガイドライン）」が承認された。日本側からは岸田文雄外務大臣および中谷元
防衛大臣が、米側からはジョン・F・ケリー（John F. Kerry）国務長官およびアシュトン・カ
ーター（Ashton Carter）国防長官が出席して行われたこの閣僚会合で決定された新ガイドラ
インこそが、安保関連法制によって法的に行使が可能となった限定的な集団的自衛権に基
づいた日米協力を先取りした合意文書である。 
日米ガイドラインは 1978 年 11 月に初めて日米間で了承され、1997 年 9 月に「周辺事態」
の協力などを盛り込み見直された「日米防衛協力のための指針（以下、97 年ガイドライン）」
に代わる文書が新ガイドラインであり、「地球規模での対米協力1177」を具体化した内容であ
る。 
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これまでわが国は、「相手から武力攻撃を受けたときにはじめて防衛力を行使し、その様
態も自衛のための必要最小限にとどめ、また、保持する防衛力も自衛のための最小限のも
のに限るなど、憲法の精神に則った受動的な防衛戦略」すなわち「専守防衛に徹し、他国
に脅威を与えるような軍事大国とならないとの基本理念に従」ってきた1178。しかし、限定
的とはいえ集団的自衛権を行使し、地球規模で自衛隊が米軍と共同作戦を実施することは、
本来、憲法改正によってのみ可能とすべき根幹理念の大転換である。わが国に対する脅威
に対処するうえで、従来、「矛（米軍）と盾（自衛隊）」に例えられてきた日米の役割分担1179
が変容し、自衛隊が盾だけでなく矛にもなりうる新たな事態となったのである。 
 
米国の「中立政策」と安保条約第 5条 
日米安全保障条約第 5 条は以下のように定めている。「各締約国は、日本国の施政の下
にある領域における、いずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくす
るものであることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処するよ
うに行動することを宣言する1180」。 
第 4 章第 1 節でも述べたが、2014 年 4 月、オバマ米国大統領が来日し、安倍首相との首
脳会談後、共同記者会見が実施された。日本では、オバマが「［安保条約］第 5 条は尖閣諸
島を含む日本の施政下にあるすべての領域に適用される」と明言したことが大きく報道さ
れた。しかし、そのあとのくだりで、米国の立場は新しいものではなく、米国は尖閣諸島
の領有権に関する最終的な決定については特定の立場を取っていない旨を述べている1181。
また、オバマは、この問題を平和的に解決すること、つまり状況を悪化させることなく、
大げさな表現は使わず、挑発的行動を取らず、日本と中国が協力できる方法を見つけるこ
とが重要であるとし、特に、米国は中国と強固な関係にあり、中国はこの地域のみならず、
世界にとって大変重要な国であると強調した。さらに、この問題をめぐって、日中間で対
話と信頼構築ではなく、事態を悪化させる行為を続けることは重大な誤りだとも述べたが
1182、これらのオバマの発言が報道されることは少なく、「尖閣に安保適用」と大統領が明言
したことが喧伝された1183。 
第 4 章でも述べたが、尖閣諸島の領有権に関する米国の「中立の立場」は、沖縄返還協
定が調印された 1971 年 6 月 17 日に米国務省のブレイ報道官が「米国政府は、尖閣列島の
主権について中国政府と日本との間に対立があることを承知している。米国はこれらの
島々の施政権を日本に返還することは、中国の根元的な主張をそこなうものではないと信
ずる1184」と表明して以来、一貫したものである1185。 
 2015 年 4 月 28 日、日米新ガイドラインと同時に公表された「共同発表」でも再確認さ
れた「尖閣諸島は安保条約第 5 条の適用対象」という米国の方針は、2010 年の漁船衝突事
件以降、ヒラリー・R・クリントン（Hillary R. Clinton）国務長官などが明確に表明していた
ものであり、それ以前のジョージ・W・ブッシュ（George W. Bush）政権時代の 2004 年 3
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月にも、当時の国務省副報道官が記者会見で尖閣諸島政策として明確に示していた1186。エ
ルドリッヂによれば、1996 年 9 月には米国務省のニコラス・バーンズ（R. Nicholas Burns）
報道官兼臨時代理国務次官補は、尖閣をめぐる軍事紛争の際に日本に対する支援義務を負
っているか尋ねられ、明確に答えなかったが、その後、「国防総省が主導する形で［中略］
アメリカ政府は、尖閣諸島は日米安保条約の範囲であると宣言することになる1187」。 
 安保条約第 5 条は、日本の施政の下にある領域への武力攻撃に対して、自国の憲法上の
規定、および手続にしたがって共通の危機に対処するように行動することを宣言するとい
う内容である。したがって、現在、韓国が占領・実効支配している竹島は対象外である。 
 小泉内閣および第一次安倍内閣などで内閣官房副長官補（安全保障担当）を務めた元防
衛官僚の柳沢協二は、新ガイドラインについて、「自衛隊は『作戦を主体的に実施』する
と書いてあるが、米軍は『支援および補完』だけ。日本を防衛するためのシナリオとして、
本当に評価していいものなのか」とし、尖閣諸島の防衛に関しても「米軍は（自衛隊を）
支援するとしか書いていない。沖縄の海兵隊は出ないということだ。［中略］尖閣に出な
いなら沖縄に置く必要はない」と明言している1188。 
2015 年に改訂された日米新ガイドラインに「島嶼防衛」は盛り込まれたが、自衛隊が「作
戦を主体的に実施」し、米軍は「自衛隊の作戦を支援し及び補完するための作戦を実施す
る」という役割分担は変わっていない。そうである限り、あらゆる状況に切れ目のない形
で実効的に対処するために「同盟調整メカニズム（ACM）」が設置され1189、また島嶼防衛
を想定した日米共同訓練を実施する日米協力が深化した状況であっても、実際に米軍が安
保条約第 5 条に従って出動するか否かは疑問であると言わざるをえない。 
栗山尚一は、「『棚上げ』復活へ両国の共同努力1190」を行うべきであるという。何度か言
及したが、2012 年 9 月の尖閣「国有化」以降の「現状」は変化をみせている。現在の中国
側のいう「棚上げ」で「現状維持」するという「現状」は、「国有化」以前のように日本の
実効支配を黙認するのではなく、中国公船が領海に侵入することを躊躇せず、2016 年 6 月
には中国海軍のフリゲート艦が接続水域を航行し、中国も実効支配をしつつあるという「現
状」である。それでもまだ、中国が一方的に実効支配している訳ではなく、日本の実効支
配の度合いの方が強い「現状」である。しかし、10 年後か 20 年後に、中国が経済的にも軍
事的にも日本以上の強国になったとき、「領有権の問題は存在しない」という立場に固執し、
一切の交渉を行わないという対応で、日本は尖閣諸島の実効支配を続けることができるの
であろうか。 
米国のオバマ政権は、2010 年の漁船衝突事件以降、尖閣諸島が日米安保条約第 5 条の対
象であることを、以前よりも明確に表明しはじめた。しかし、尖閣漁船「衝突事件の 3 週
間前の 2010 年 8 月 16 日、共同通信は米国の尖閣諸島政策が変更された事実をスクープし
ていた1191」と、米国の微妙な政策変更があったことを春名は指摘している。ジョージ・W・
ブッシュ（George W. Bush）政権時代の 2004 年 3 月、当時の国務省副報道官は、記者会見
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で尖閣諸島政策を改めて明確に示した。その内容は以下の通りである。 
 
① 尖閣諸島は 1972 年の沖縄の施政権返還以来、日本の施政権下にある。 
② 日米安保条約第 5 条は、条約が日本の施政権下にある領域に適用されると明記してい
る。 
③ したがって、安保条約は尖閣諸島に適用される。 
 
ウイリアム・J・クリントン(William J. Clinton)大統領の時代に、ウォルター・F・モンデ
ール（Walter F. Mondale）駐日米国大使が、「尖閣諸島は安保の対象でない」かのような失言
をしたこともあり、ブッシュ政権は改めて公式に米国政府の立場を示したのである。 
 ところが、2009 年 1 月に発足したオバマ政権が、この三段論法の政策を微妙に変更して
いたのである1192。「オバマ政権は、①と②は明言するが、③についてはあえて米政府からは
公言せず、質問されたら、『そうだ』と答えることにしたというのだ1193」。なぜ、オバマ政
権は政策変更に踏み切ったのか、その理由を米政府は現段階で明らかにしていない。だが、
金融危機で中国の協力を取り付けたいため、「中国を刺激しないよう配慮した」と関係筋は
指摘している。つまり、対中融和政策だというのである1194。 
  しかしながら、尖閣諸島沖漁船衝突事件後の 2010 年 10 月 27 日、ハワイで、当時の前原
外相と会談したヒラリー・R・クリントン米国務長官は、その後の記者会見で、オバマ政権
の尖閣諸島政策を再び変更した。政策を変更したとはあえて発表していないが、前期の三
段論法①②③のうち③についてはっきりと言明し、「最初に明確に言うが、尖閣諸島は 1960
年の日米安保条約第 5 条適用範囲に入る」と述べたのである。それだけでなく、クリント
ン国務長官は、10 月のベトナムの副首相兼外相との会談後の合同記者会見で、「米国は日中
両国、両外相とともに、広範な問題を議論する三カ国会談を主催したい」と述べた。つま
り、尖閣諸島問題の領有権問題は関係国同士で話し合って平和的に解決してほしいという
従来の米国の政策より、一歩踏み出したとも受け取れる発言であった1195。 
しかし、それでも、尖閣は日本の領土だとの趣旨を述べた 2013 年 8 月のマケイン発言に
対して、米国務省のサキ報道官が「米国は（日本と中国の）どちらの側にも立たない。こ
の立場は変わっていない」と述べたように、尖閣諸島の主権について、特定の立場をとら
ないという米国の主張は、一貫して変わっていないのである1196。 
さらには、2014 年 4 月、オバマ米大統領が来日した際の首脳会談後の日米共同記者会見
においても、尖閣が安保条約第 5 条の対象であることと同時に、米国は尖閣諸島の領有権
に関する最終的な決定については特定の立場を取っていないことが確認された1197。 
2030 年には、中国の GDP は米国を抜いて、世界最大の経済大国になると米国の国家情報
会議は予測している1198。当然、経済的にも軍事的にも、日本をはるかにしのぐ大国になる
と思われる。そのときに、万が一、中国側が武力を行使して尖閣諸島のどこかの島を一時
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的に制圧した場合、一時的ではあるが施政権は中国に移ることになる。その場合でも、安
保条約第 5 条を適用して、米軍が反撃をするかは疑問であるといえよう。 
2010 年 9 月の漁船衝突事件の際に、「毅然とした態度を貫いた方がよい」と仙谷由人官
房長官に伝えて、国交大臣として「逮捕方針を主導した1199」とされている前原誠司も 2012
年に出版した『政権交代の試練』の中で、以下のように述べている。 
 
中国の GDP が日本の倍になって、相対的に米国と近くなってきた時には、他のこと
で中国とディール（取引）しなければならない状況が生まれてくる可能性が高い。そ
んな中で果たして米国が日本の肩を持つかどうかというと、それは相当微妙な問題に
なってくると思います。 
ましてや、約 20 年先の 2030 年代には中国の GDP は日本の五倍になるといわれてい
ます。さらに、その後、中国は米国の GDP をも抜き去り、2050 年には日本の十倍以上
にもなるという予測さえあるのです1200。 
 
2009 年に日本を抜いた中国の名目 GDP は、2015 年には 11 兆 1815 億ドルとなり、日本
の名目 GDP である 4 兆 1242 億ドルの 2.7 倍にまで成長している。ちなみに、前原が上記
の著書を書いた 2011 年の中国の名目 GDP は日本の 1.27 倍であった1201。 
中国の軍事力分析に明るい平松茂雄も、「尖閣列島は、中国、日本、台湾の三カ国が関わ
っています。［中略］ところが、日本は台湾とは国交がないわけですから、非常に難しい、
厄介な問題となります。アメリカとしては関与しようがない。ですから私は、尖閣列島の
問題にはアメリカは関与しないという前提で考えなければダメだろうと思います1202」と述
べている。 
一方、米国の側でも、ジョセフ・S・ナイ Jr.（Joseph S. Nye, Jr.）と並んで「知日派二大
巨頭1203」と称されるリチャード・L・アーミテージ（Richard L. Armitage）元国務副長官も、
「尖閣諸島を想定した日米合同軍事演習」を否定した菅首相を批判して、「彼（菅首相）は
自分で何を言っているのか理解できていないのでしょうね。つまり、日米安保条約第 5 条
に基づく、米国の責任を彼は理解しているとは思えないのです。いいですか、日本が自ら
尖閣を守らなければ、（日本の施政下でなくなり）我々も尖閣を守ることはできなくなるの
ですよ1204」と発言している。このように、「日米同盟の守護神と見られている1205」アーミ
テージにして、尖閣が一時的にでも日本の施政下でなくなった場合は、安保条約第 5 条の
対象外であるとの認識を示しているのである。 
さらに、米国の公文書を調査した春名幹男は、「在日米軍は日本本土を防衛するために日
本に駐留しているわけではなく（それは日本自身の責任である）韓国、台湾、および東南
アジアの戦略的防衛のために駐留している」という知られざる事実を明らかにしている1206。 
今でさえ主権については「中立の立場」をとる米国が、一時的にでも施政権が中国に移
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った状況で、日本を守るために中国に反撃するとは考えにくいのではないか。 
 
台湾海峡紛争と米華相互防衛条約の教訓 
万が一、尖閣諸島周辺において軍事衝突が起きた場合に、米国が安保条約第 5 条に従っ
て行動するかどうかは、過去の歴史を検証する必要がある。毛沢東率いる中国共産党との
内戦に敗れて台湾に逃れた蔣介石は、米国と米華相互防衛条約（Mutual Defense Treaty 
between the United States of America and the Republic of China、中華民國美利堅合眾國
共同防禦條約）を締結し、「知略を用い、米国との交渉を重ね、危機を訴え、防衛戦闘を
自力で行いながらも米国の参戦を得ることが出来なかった1207」と『台湾海峡紛争と尖閣諸
島問題 米華相互防衛条約 参戦事項にみるアメリカ軍』を著した毛里一は結論づけている。
毛里一は防衛大学校で修士号を取得し、航空自衛隊で定年まで勤めた経験を持つ。 
まず米華相互防衛条約と日米安全保障条約の条文を比較したい。 
 
米華相互防衛条約 
   第 4 条【協議】 締約国は、この条約の実施に関し、自国の外務大臣またはその代
理を通じて随時協議する。 
第 5 条【武力攻撃に関する行動】 各締約国は、西太平洋地域においていずれか一
方の領域に対して行なわれる武力攻撃が自国の平和及び安全を危うくするものである
ことを認め、自国の憲法上の手続きに従って共通の危険に対処するように行動するこ
とを宣言する。前記の武力攻撃及びその結果として執ったすべての措置は、直ちに国
際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は、安全保障理事会が国
際の平和及び安全を回復し及び維持するために必要な措置を執ったときは、終止しな
ければならない1208。 
 
日米安全保障条約 
第 4 条【協議】 締約国は、この条約の実施に関して随時協議し、また日本国の安
全または極東における国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも、い
ずれか一方の締約国の要請により協議する。  
第 5 条【共同防衛】 各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれ
か一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、
自国の憲法上の規定及び手続きに従って共通の危険に対処するように行動することを
宣言する。前記の武力攻撃及びその結果として執ったすべての措置は、国際連合憲章
第 51 条の規定に従って直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。そ
の措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し及び維持するために必要な
措置を執ったときは、終止しなければならない1209。 
239 
 
 
最初の条文が米華相互防衛条約であり、第二の条文は日米安全保障条約の規定である。
日米安保条約のほうが、米華条約に比べて詳細ではあるものの、その趣旨はほとんど同じ
である。これらの条文が米国との安全保障条約において参戦条項とされるものである。 
しかし、日米安全保障条約第 5 条の適用には以下の条件がある。 
第一に、日本国の領土とは日本国の施政の下にある領域と認定されなければならないこ
とである。排他的に主権を行使できる実効支配を行っているか否か、有人か、管理する施
設等があるかが問題になると毛里一は指摘している1210。 
第二に、自国の憲法上の手続きに従って危険に対処するということである。すなわち、
武力攻撃を受けたならば、直ちに自動的に米軍が参戦するとは規定されていない。参戦す
るかしないかは米国の政府と議会が決定するということである。 
以下、台湾海峡紛争を振り返り、尖閣諸島問題との共通点を考えたい。 
1954 年 12 月 2 日、ワシントンにおいて、ダレス米国国務長官と葉公超中華民国外交部
長が米華相互防衛条約に調印した。効力の発生は 1955 年 3 月 3 日である。同条約は台湾側
が米国に対して、1953 年から提案し続けていた条約であった1211。しかし、1979 年に米国
が中華人民共和国と国交を正常化した後に米国から破棄された。 
当初、米国は国民党政府との安全保障条約の締結に関し、内戦中の国家であるからとし
て消極的であった。条約が米国で真剣に考慮されるようになるのは、1954 年の中国共産党
政府の沿岸諸島への攻撃に始まる紛争を如何に沈静化させるかという議論の中でであった。
第 1 章第 2 節で述べたように、1949 年 10 月に中華人民共和国成立後、蔣介石が国共内戦
に敗れて台湾に逃れてからも、米国は 1950 年 1 月のトルーマン大統領の台湾問題に関する
声明等で台湾不介入を表明していた。しかし、朝鮮戦争の勃発後、台湾に亡命した国府を
活用する政策に転換した。1951 年 1 月、国府を援助する暫定的な行政協定を国府に与え、
国府への軍事援助を開始する。米国は、1951 年 9 月に日本との安全保障条約を締結し、ま
たオーストラリア、ニュージーランドとは ANZAS 条約を締結するとういように、西太平
洋の島嶼国家と安全保障条約を次々と結び、共産主義の大陸封じ込め態勢を築いた。しか
し、台湾防衛に関しては、国府に対する責任を負うことは避けていた。 
1953 年、アイゼンハワー（Dwight D. Eisenhower）が共和党の大統領として就任した。
同年 2 月、アイゼンハワーは、連邦議会に対する年頭教書の中で、台湾の中立化を解除し、
国民党政府軍武装部隊が大陸での行動に出ることを妨げないと言明した。同年 3 月、国府
外交部は顧維鈞駐米大使に対し、米国と国府の軍事協力について米国の関心を得るように
申し入れよと訓令した。顧維鈞大使は 3 月 19 日、ダレス国務長官と面談し、米華相互防衛
条約を提案した。しかし、ダレスは「内戦状態の国家と相互防衛条約を締結することは国
境が画定していないため困難である」と述べた。問題は、当時は国府の統治下にあった大
陸沿岸諸島の扱いをどうするかであった。もし、沿岸諸島を防衛範囲内に入れるとすると、
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これらの諸島が中国共産党政府から攻撃を受けた場合、或いは逆に国府が沿岸諸島から大
陸に攻撃を仕掛けて反撃を受けた場合にも米国は国府と軍事協力をしなければならなくな
る。このような形で国府と共産党政府との戦争に巻き込まれることを米国は望んでいなか
った1212。 
1953 年 7 月 23 日、朝鮮戦争停戦協定が署名され、同年 10 月、米韓相互防衛条約が締結
された。しかし、ダレスはそれでもまだ国府との条約締結には慎重だった。その米国の消
極的な態度を一変させたのは、1954 年 9 月に始まった中国人民解放軍による沿岸諸島への
攻撃であった。9 月 3 日に、解放軍は金門島への砲撃を開始した。同日の砲撃は 1 日で 1 万
発に上った。1954 年 10 月、解放軍は大陳島を爆撃した。1955 年に入ると、解放軍の攻撃
は激しさを増し、1 月には一江山島が陥落し、2 月には大陳諸島から国府軍と居住者が撤退
した。米国軍部は、国府軍の士気の維持や他の西側諸国へ米国の弱さを印象づけるという
精神的影響が大きいことを強調し、これらの諸島を防衛するために介入を主張していたが、
アイゼンハワーは、これらの地域への米軍派遣は中国共産党政府との直接戦闘となり、す
なわちソ連をも含む世界大戦の引き金になると考え、国府との軍事協力には否定的であっ
た1213。 
ダレスは、このジレンマを解決するために、大統領に国連による停戦を提案した1214。そ
れに対して国府は停戦案に反対し、米国に対して相互防衛条約交渉を開始することを強く
求めた。一方、英国は停戦案提出を支持していた。このような状況の中で、1954 年 11 月 2
日から米華防衛条約締結交渉がワシントンで始まり、11 月 24 日の第 9 回目の交渉において
条約の内容を確定し、12 月 2 日に同条約は署名された。 
米国は、同条約の地理的な有効範囲を限定することによってその防衛責任を限定した。
そして、国府の軍事力使用に関しては米国の了解が必要との交換公文の規定によって、米
国の望まない時期に国府と中国共産党政府の紛争が勃発し、全面的な戦争へと拡大するこ
とを防止しようとした。国共の戦争に米国が巻き込まれることを避けつつ、現状を維持す
ることが米国の政策であった1215。条約調印の翌 1955 年 1 月の国府が統治する沿岸諸島へ
の解放軍の強まる攻撃に対して、国府は米国に第七艦隊等の支援を要請したが、ダレスは
要請を拒否し、大陳諸島からの撤退を勧めた。一江山島は陥落し、2 月には大陳島からの国
府は全面撤退し、米華相互防衛条約が沿岸諸島には適用されないことが明確になった。条
約の発動による米軍の参戦はなかったのである1216。 
さらに、1958 年 8 月 31 日の中国人民解放軍による金門諸島に対する砲撃によって始ま
った第二次台湾海峡危機においても、同条約に基づく米軍の参戦はなく、米国からの国府
への協力は武器援助と公海という範囲に限定した米艦艇による国府軍海上輸送部隊の護衛
という有限なものであった1217。 
毛里一は、1950 年代の「米華相互防衛条約と台湾海峡の紛争」と「現在の尖閣諸島を巡
る中国、日本と米国の関係」は以下の点で相似していると指摘する。 
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一 台湾海峡危機において米国は、中国人民解放軍が金門諸島への砲撃を開始する
までその態度を明確にしなかった。 
尖閣諸島問題で米国政府高官である国務省のキャンベル国務次官補は 2012 年 9 月
20 日の上院外交委員会小委員会で「尖閣諸島は日本との安全保障条約第 5 条の適用範
囲である」と表明している。しかし同諸島を占領するために中国が軍事力を使用した
場合、米軍を直ちに投入するとは明言していない。そして、キャンベル国務次官補の
発言の前の 17 日に行われた森本防衛大臣（当時）とレオン・パネッタ国防長官との会
談で、パネッタ国防長官は「尖閣諸島の帰属に関して米国は中立だ」と発言している。
現在の米国は中国との経済的関係の維持と発展を欲しており、各種会談と経済交流を
行っている。また、北朝鮮の核兵器開発等の戦争挑発行為を制御するために中国の協
力を必要としている。 
   二 米議会は「台湾決議」によって米国の現状維持の姿勢と軍隊の使用を大統領へ
授権した。2013 年に米国議会は国防権限法で尖閣諸島に言及した。これは米国の紛争
懸念表明であり、日本に好意を示したものであると単純に考えて良いものであろう
か？米国は自由貿易体制の維持を国益と考えている。したがって西太平洋全般の安寧
は、航行の安全を保つために必要な条件である。極論を言えば、尖閣諸島が日中どち
らの領土であっても構わない、とにかく武力紛争を生起させないことが米国の国益に
繋がるのである。 
 
毛里一の結論は「米華相互防衛条約の歴史は、米国との同盟条約が平時の協力関係が順
調であっても、一方の領土が攻撃を受けたからといって自動的に米軍が参戦するものでは
無いことを示している1218」である。とはいえ、「米国は、台湾の失陥を避けるために、大量
の兵器及び軍事器材を与え、国民党政府は金門・馬祖諸島を守りきることができた。これ
らの諸島は今も中華民国（台湾）の実効支配下にある1219」のも事実である。「蔣介石が米国
を参戦させるため、もしくは支援を得るために行ったことは、常に金門と馬祖島の戦略的
重要性を米国に訴えることと国民党軍を両諸島へ配置し、国民党軍の戦争覚悟を米国に示
したことであった」と毛里は指摘し、「このために米国は、海峡危機の際、海峡が台湾の防
衛のみならず西太平洋の防衛にも戦略的重要性があることを認めざるを得なくなり、更に
国民党軍の大陸反攻を抑止しつつ、金門島の防衛力強化のために武器供与をせざるを得な
くなった」とする1220。 
1955 年当時、米国の参戦が得られず国府軍が自主撤退した大陳島からは 1 万 8000 人も
の住民が強制的に撤退・移住を余儀なくされたのである1221。しかも、現在の中国は、当時
とは比べることのできない軍事力と経済力を持つ大国である。一人の住民も生活していな
い無人島であり、日本の主権すら認めていない尖閣諸島に対して、安保条約第 5 条の規定
242 
 
に従って中国との全面戦争になりかねない危険を米国は冒すことはできないと考えるのが
妥当ではないだろうか。 
「米国は『自助』『自立』を重んじる考え方の国であることを肝に銘ずるべきである。ま
た、人間に性格があるように国家にも性格があり、行動の基本様式は変わらないとすれば、
日本の地政学的位置から、中国・米国・ロシア、朝鮮半島を相手とした関係を考えねばな
らない。そして『歴史は繰り返す』可能性が高いと言わざるを得ないのである1222」と毛里
一は警告している。 
 
 
第 2節 公共政策としての「尖閣問題」の政策的課題 
栗山尚一は、「暗黙の了解」が崩れていった原因の一つに、1992 年に中国が領海法（中華
人民共和国領海および接続水域法。中国語の正式名は「中华人民共和国领海及毗连区法」）
を制定し、尖閣周辺の水域を中国の領海と規定したことを挙げている1223。1992 年といえば、
1978 年に棚上げを強調した最高実力者・鄧小平が南巡講話1224を行い、改革開放政策を一気
に加速させた時期でもある。 
1978 年 8 月 10 日、日中平和友好条約交渉の園田直・鄧小平会談に記録係として同席し
た杉本信行元在上海日本国総領事も、遺作となった著書『大地の咆哮』で以下のように述
べている。 
 
10 日の午後 4 時より最後のトップ会談、園田・鄧小平会談が始まった。［中略］どん
どん時間がすぎていく。だが、園田外相は鄧小平副総理に対して、まだ肝心なことを
伝えていない。メモには、早く尖閣諸島に関する日本の立場をきちんと表明してくだ
さい、という指示が書かれていたはずだ。［中略］ 
園田外相は一枚のメモに背中を押されたかのように、尖閣諸島問題を切り出した。 
尖閣諸島についての日本の基本的な立場を説明し、先般発生した漁船の領海侵犯事
件は遺憾であり再発は困ると園田外相が迫ると、鄧小平は「いままでどおり、十年で
も二十年でも百年でも脇に置いておいてもいい」という言い方をした。 
これと同じようなことを、10 月に批准書交換のため来日したときの記者会見でも鄧
はいっている。［中略］要するに、鄧小平としては、この問題はいま解決すべき問題で
はない、だから、触らないという立場を貫いた。 
ここで、日本側が領有権を認めさせたかどうかという解釈の問題になるわけである。
日清戦争後の下関条約によって台湾が割譲される前に、尖閣諸島は日本が国際法上の
「無主物先占」の手続きにしたがって日本国の領土として正式に編入し、その後、日
本人が島でカツオブシ工場を運営するなど実効支配をした。敗戦により一時米軍が沖
縄本島と同様に尖閣諸島についても施政権を行使、実際に軍の射爆場に使っていた。
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それが 72 年に返還協定で日本側に返され、その後も一貫して実効支配しているという
のが日本の立場である。 
中国はそれに対してチャレンジしない、何も触らないと表明した。日本としては、
日中間にはそもそも尖閣諸島をめぐる領土問題は存在しないという立場だから、中国
側が自分たちのものだと言い出さないかぎりは、それで結構だということになる。 
したがって、そういうチャレンジをしないならば、尖閣問題はクリアされたことに
なる、というのがわれわれの解釈だった。 
しかしである。92 年、中国側は全人代で領海法を批准し、その中で尖閣諸島につい
て自国領海であることを謳うという挙に出た。明らかに園田・鄧小平会談での合意を
変更してきたのだ。中国としては、それまで日本側が実効支配をさらに強化するよう
な措置を取らないならば、中国側も触らないという暗黙の了解をしたはずであった。
その立場を変えて一歩踏み出してきたのである。もちろん日本側は、『認められないこ
と』を申し入れたが、言葉だけで、それ以上のアクションは起こさなかった。私は、
あのとき日本は自らの実効支配を逆に確保するような措置をとるべきだったと悔やま
れてならない。その後、日本は遅ればせながらさまざまな措置を取ったが、あのタイ
ミングにおいて大胆な措置を取って然るべきだった。［中略］ 
そのつけは今日にたまっており、本来の日中友好重視を唱えている人たちにまで非
国民のレッテルを貼る風潮になっていることが懸念される1225。 
 
このように、1978 年 8 月の園田直と鄧小平との会談に同席し、「協議の前の雑談、挨拶
や天候についての会話」も含めて「一言一句漏らさず走り書きで」記録した1226杉本信行も
「暗黙の了解」を認めている。実は、園田・鄧小平会談に同席し記録をとっていた杉本信
行が交渉内容の中で尖閣に関するやりとりを証言していることは重大な事実である。第 5
章第 1 節で既述した通り、外務省が公開した同会談記録からは尖閣に関する部分が削除さ
れているからである1227。その欠落部分について、石井明東大名誉教授は、2012 年 9 月 20
日「行政文書の開示請求」を行った。これに対して、外務大臣から石井明に対して、同年
11 月 9 日「行政文書の開示請求に係る決定について（通知）」（情報公開第 02489 号）が届
いた。外務省は、「該当する行政文書は確認ができなかったため、不開示（不存在）としま
した」と石井に通知した1228。杉本の証言は、民主党政権下の外務省が歴史的事実を明らか
にしない姿勢であることを示すことになった。 
一方で、2006 年から 2010 年まで在中華人民共和国日本国特命全権大使を務めた宮本雄
二も、『朝日新聞』の紙上での対談で「暗黙の了解」を認め、次のように述べている。 
 
90 年代に中国課長をしていましたが、尖閣は日本領土だという明確な立場の一方
で、我々の基本的な姿勢は現状維持。日中双方が行動をとらなくてもいいようにとい
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う暗黙の了解のうちに、双方の外交当局は協力し合っていました。ところが 90 年代後
半から現状維持への挑戦が双方から起きてきた。日本には中国の行動が実効支配への
挑戦だと映り、中国側には日本の行動が強硬になってきたと映ってエスカレートした
1229。 
 
さらに、2012 年 9 月の野田内閣による尖閣「国有化」の閣議決定の前に、総理補佐官を
していた長島昭久が「政府による尖閣購入こそが現状の『変更』ではなく、『維持』につな
がる唯一現実的な方策であるとの説得に努めました。それが 1972（昭和 47）年の日中国交
正常化交渉における田中角栄首相・周恩来首相会談以来、日中政府・政治家間でそこはか
、、、、
となく共有されてきた
、、、、、、、、、、
『暗黙の了解』を維持する唯一の道だと中国の権力中枢に伝えよう
と必死だったのです1230」と述べていることは第 3 章第 1 節で既に述べた。 
在上海日本国総領事を務めた吉田重信も、『不惑の日中関係へ 元外交官の考察と提言』
の中で、次のように述べている。 
 
  1998 年（森喜朗自民党政権当時）、台湾の遊漁船一隻が、尖閣諸島付近の海域に侵入
した際、海上保安庁の巡視船二隻は、台湾船をはさみうちにして衝突し沈没させた。
そのとき、海上保安庁は、台湾当局のきびしい抗議を受けて、その非を認め、台湾側
に謝罪し、賠償金を支払ったのである。 
  また、2004 年、香港に拠点を置く尖閣諸島の中国領有を主張する団体員数名が尖閣
諸島の一部に上陸した際には、自民党政権（小泉純一郎首相）は、彼らを二日間拘留
しただけで釈放している。 
  その後も、中国漁船は、過去数年にわたり、ほぼ日常的に尖閣諸島付近に赴き、漁
労活動をくり返したが、海上保安庁の巡視船によって捕獲されることはなかった。事
実、2010 年 9 月のこの事件［漁船衝突事件］発生の前には、尖閣諸島付近の海域では
相当数の（一説によれば、多いときには 80 隻もの）中国漁船が操業していたといわれ
ている。つまり、自民党政権も、尖閣諸島問題を事実上「棚上げ」していたのである1231。 
    
2010 年 9 月の漁船衝突事件時の外務省の実務責任者は、「棚上げ合意も暗黙の了解もな
いが、われわれも日中関係の大局に立って問題を処理してきた1232」と語っていた。2004
年 3 月に、尖閣に上陸した中国人を逮捕はしたが送検せずに強制送還した際、小泉首相が
会見で述べた言葉も「日中関係に悪影響を与えないように大局的な判断をしなければなら
ない1233」というものであった。しかし、日本政府の公式見解では、1975 年から一貫して「棚
上げ」を否定し、「暗黙の了解」の存在も否定してきたのだから、1992 年に中国が領海法で
尖閣を自国領土と規定したことを責めることは、論理矛盾であったと考えられる。 
また、領海法が制定された 1992 年当時は、中国が GDP で日本を追い抜いて、米国と並
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ぶ大国になると予想した日本人は数少なかった。当時は、20 年後の中国が日本を抜いて、
世界第二位の経済大国になると予想する声を耳にした記憶はない1234。 
1992 年、中国が領海法を制定し、尖閣諸島を領土としたことを、「中国は社会主義の建前
で土地の私有が認められていないため、この措置は『国有化』に等しい行為だったが、日
本側からの問い合わせに対して中国側は『国内的措置』だと主張したという。日中間の暗
黙の了解には反しないという主張である1235」と春名幹男はいう。1992 年 10 月には、歴史
上初の天皇訪中が実現した。その計画に影響することを恐れて日本政府は強い抗議をため
らったという一面もあったとは推察する1236。当時の中国は 1989 年 6 月 4 日の天安門事件
に対する西側諸国からの経済制裁を受け苦境に立っていた。しかし、1991 年 8 月には、日
本は西側諸国で初めて中国に対する経済制裁を解除し、さらに禁止されていた日本の高位
政治家や高級官僚の中国側との接触も全面的に解除するに至り、同年 8 月には海部俊樹首
相と中山太郎外相が中国を訪問することとなった。これは天安門事件以降、世界中から孤
立していた中国に対して、西側諸国の首脳が初めて訪問を再開した事例であり、日中関係
を大きく動かすこととなった1237。現在の厳しい日中関係からは想像しがたい日中蜜月時代
ともいえる 1992 年 2 月の中国による領海法制定は、その後の海洋主権をめぐる中国の外交
姿勢の変化を示していたといえよう。 
 
資源の共同開発の可能性 
国際法学者の松井芳郎は、以下のように、「棚上げ」を否定する日本政府の主張を厳しく
批判している。 
 
日本にとっては、紛争の不存在をいう従来の立場からすれば、存在しないはずの領
有権問題を「棚上げ」する合意はあり得ないことになる。しかしこのような日本の立
場は、国際法的に破綻しているだけでなく国際社会で一切支持を得ておらず、早晩軌
道修正を余儀なくされることは目に見えている。しかもこのような「棚上げ」合意は、
上にも見たように実効支配を行なっている日本にとっては、決して不利ではないので
ある1238。 
 
栗山のいう「暗黙の了解」は、相手が約束を破っても「暗黙」であるがゆえに、それを
根拠に相手を非難することができない。中国政府が「中日双方が合意した共通認識と了解
［中日双方达成的共识和谅解、すなわち暗黙の了解
．．．．．
］に立ち戻れ1239」というのは、「現状」
を「棚上げ」するということであると筆者は考える。中国側のいう「棚上げ」する「現状」
は、「国有化」以前のように日本が一方的に実効支配している「現状」ではなく、中国も実
効支配しつつある「現状」である。しかし、それでも現段階においては、日本側の実効支
配がかろうじて保たれている「現状」であるといえる。それをふまえると、中国側が力で
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一方的に「現状」を変更し実効支配を強めることのないよう、目下の「現状」を凍結する
ことが、日本に有利な条件であり、第 1 章でも論じたリアリズムが規定する国益にかなう
と考えられるのではないだろうか。 
2013 年 7 月に、習近平国家主席は、「『主権はわが国に属するが、争いは棚上げし、共同
開発する』との方針を堅持し、相互友好協力を推進し、共通利益の一致点を探し求め、拡
大しなければならない1240」と述べている。 
松井芳郎は、「こうした『棚上げ』合意が実現するとして、それは［国交正常化時の］1972
年と［平和友好条約締結時の］1978 年にあったとされるような、両国首脳間の口頭の合意
にとどまるのでは不十分である。口頭の合意の場合には、両度の合意がそうであったよう
に後にその存否自体が争われることがあり、また、その内容を解釈上確定することにも困
難を伴う。従って、このような合意は法的拘束力を有する文書であることが望ましい1241」
と述べている。松井は、参考になるものとして、東南アジア諸国連合（ASEAN）と中国政
府が 2002 年 11 月 4 日に採択した「南シナ海における当事国の行動に関する宣言」を例に
挙げている。その上で、この宣言自体は法的拘束力を有さず、拘束力を持つ行動規範（cord 
of conduct）とすることが目指されているが、その後の交渉は難航しているようだと述べて
いる。それでも、この宣言は、紛争を悪化させてはならない義務を具体化し、紛争解決に
至るまでの過程で当事国間に可能な協力の分野を例示するなど、尖閣紛争の処理に対して
も示唆する点が多いと評価している1242。 
さて、資源の調査開発等についての進め方を協議する「共同開発」については、台湾の
馬英九総統が、「東海和平倡議（東シナ海平和イニシアチブ）1243」おいて、国家の領土と主
権は分割できないが、天然資源を分かち合うことは可能である旨を述べている。 
尖閣周辺の資源開発に関しては、石油資源開発株式会社取締役および顧問を務めた猪間
明俊が 2011 年に「資源開発の立場から見た尖閣諸島問題」と題する論文を発表している。
猪間は同論文の中で、石油・天然ガス開発が大変なリスク産業であり、世界中で共同開発
が常態化している現状をふまえ、尖閣問題解決のための選択肢を示している。尖閣諸島周
辺海域のエネルギー資源開発について、猪間の見解を要約して以下に紹介したい。 
 
2005 年に日本が排他的経済水域の日中境界線と考えている付近の海域で、中国がガス田
開発を行いつつあることが大きな問題となった時に、猪間は「石油開発業界 OB という個人
の立場で、日本政府の言い分が世界の常識に反することを指摘するとともに、対立の解決
には両国による共同開発しかない、という論をいろいろな機会に主張した1244」。「この問題
について業界関係者の中で何らかの発言を公に行なった者は筆者を除いてはいなかった
1245」ことを、「筆者の主張が業界の常識であってそれに付け加えるべきものはない、という
判断によるものであったと思う」と猪間はいう。 
尖閣諸島周辺海域についての今後の取り組みをどうすべきか論じるにあたって、「日本国
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民一般に石油天然ガス開発についての基本的知識が不足していて、この問題について正し
い判断が出来るとは思えない」と、猪間は考えている。「領土問題は存在しない」という日
本政府の立場を固持すると、この海域の資源開発については話し合う必要がない、妥協す
る余地はないということになってしまい、開発作業に入ることができないという結果しか
みえてこない。仮に、この海域に資源が眠っていたとしても、戦争を覚悟しない限り決し
て手に入れることはできないということになりかねないのである。 
この海域の石油・天然ガス賦存の可能性を明らかにしたのは、ECAFE が 1968 年に行な
った海洋物理探査の結果報告書であるが、問題は本当にこの海域に膨大な量の石油・天然
ガスが存在するか否かである。当時の石油・天然ガス鉱床成因論のレベルは、現在に比べ
て格段に低く、スタティックな見方が支配的であった。時間空間的に極めて複雑な自然現
象の絶妙なマッチングの結果として油ガス田は成立するのだから、試掘成功率は 15％程度、
油田発見率は 5％程度と低いのである。ガスはガス体の形でパイプラインを通じて、あるい
は液化して LNG の形で輸送される。LNG にするには、巨大な埋蔵量を持ったガス田が必要
になるが、その可能性は低いものである。パイプラインで日本に送るにしても、水深 2000
メートルを越す沖縄トラフを越えて、鹿児島まで 900 キロメートルにもおよぶ海底パイプ
ラインを引かねばならない。その他の選択肢としては、パイプライン長 250 キロメートル
程度の台湾か、400～600 キロメートルはあるものの、水深 100 メートルを越えない中国沿
岸がある。大陸側の先に大量消費地が存在する中国沿岸に持って行く方法が、現時点では
一番現実的な選択肢であるといえよう。 
それほどにガスの供給は困難だが、ガスではなく石油ならば洋上積出が可能で、それ程
の規模ではなくとも採算性はある。しかし、厄介なことに、新しく試掘をしようとする構
造（プロスペクトと呼ぶ）にガスがあるか、石油があるか、はたまた空っぽであるかは井
戸を掘ってみなければわからない。「一本の井戸を掘るだけで何億円、何十億円もの金がか
かる事業なのに失敗する確率の方が高いというのが石油天然ガス開発なのだ、という認識
を持たない人間は尖閣諸島を保持すべきか否かを論ずる資格はない1246」と石油開発の専門
家である猪間の指摘は厳しい。 
 これらのリスクを回避するために、最近では世界中で一つのプロジェクトを複数の開発
会社が共同で行うことが常態化している。成功したときの利益の大きさを取らずに、失敗
した時の損失を少なくするとともに、プロジェクト数を増やして発見のチャンスを多くす
る方を選択するのだという。企業同士の提携には様々な形があるが、一括して「共同開発」
という名で呼ばれている。各企業は競合関係にありながら、世界各地で網の目のように入
り組んだ共同開発体制をとっていて、業界全体が運命共同体のような姿になっているのが
石油・天然ガス開発産業だと猪間はいう。中国は社会主義という国家体制ゆえに、コスト
割れでもエネルギー資源の開発を行えるだけに、東シナ海の資源権益はいくらでも欲しい
はずである。 
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 以上述べてきたことをベースにして、尖閣諸島の領有権をどうするか、またその周辺の
資源開発をどうしたら良いか、猪間は解決策の選択肢を 5 つ挙げている。 
 
 １ 日本国民の総意として、同海域の資源を外国に渡したくないと言うなら、あくまで
も諸島の領有権を主張するほかない。その代わり、戦争になることを覚悟しない限
り、日本がその資源を手に入れることは出来ない。中国との関係が現状よりも良く
なることは余り期待出来ない。 
 
 ２ この海域の資源をどうしても手に入れたければ、領有権の問題は棚上げして何らか
の形で共同開発するほかはないだろう。場合によっては台湾との三者共同というこ
ともあり得る。この具体策として、諸島は永久に共有地とし、例えば諸島から 50 海
里以内で沖縄トラフ以北の資源権益は漁業資源も含め全て折半とすることにし、相
手国の合意無しには一切の資源開発や施設建造は出来ないことにする、といった手
が考えられる。この策は友好関係改善に寄与する。 
 
 ３ 共同開発の結果、油が見つかれば、合意された権益割合に従って分配することにな
ろうが、ガスだった場合は日本側の取り分は台湾または中国に持って行くことにな
らざるを得ないので、日本にとっては友好関係改善という果実以外にはほとんどメ
リットがないことを覚悟する必要がある。 
 
 ４ ガスの可能性が高いだけに、日本側はそれほどこの資源に執着する必要がない、つ
まり急いで開発をする必要はないと考えるなら、中国側から日本にとってメリット
ある条件で共同開発を申し入れて来るまで現状で放置しておけばよい。但し、それ
までは中国との関係がギクシャクすることを覚悟しなければならない。 
 
 ５ ガスの可能性が高いし、油田や大ガス田はないだろうと割り切って、多大な恩を売
る形で尖閣諸島の領有権を中国に渡してしまうのも一つの解決法である。それは中
国との友好関係改善に役立つはずで、日本人の居住地から遠く離れた資源価値の低
い島嶼を死守するためにかかる防衛費が不要になるという以上のメリットを生むか
もしれない。 
 
 いずれにせよ、尖閣問題はどうすることが最も国益にかなうかを多面的に考えて処理さ
れるべきであり、偏狭なナショナリズムだけでは解決できないことと心得るべきであると、
猪間は結論を述べている1247。 
 さらに、猪間は日中間の共同開発についても、2005 年に発表した論文で自身の経験から
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下記のように具体的に述べている。 
 
    私が在籍していた会社では、1968 年にこの海域に石油・ガスのポテンシャルがあ
るというエカフェの調査結果が出たすぐ後にこの海域に鉱区出願を行い、70～80 年
代に右のような考え方に基づいて中国との共同開発を当時の通産省や外務省に打診
したのだが、両省が『日本の資源を他国に分けることは出来ない』と反対したため
に実現しなかった。日本が有利な条件で共同作業が出来たと思われる当時に比べ、
中国の海洋油田開発の経験が日本を凌ぐほどになった今になって試掘権を付与しよ
うというのは遅すぎるというものであり、共同開発の条件も不利を免れないかも知
れず、残念でならない。 
経産省は今頃になって民間会社に試掘権を与えようとしているようだが、試掘権
というのは期限が 2 年、延長が 2 回認められているが、トータル 6 年で失効する。
そして、試掘権を付与されると 60 日以内に作業に着手する義務がある上に、鉱区税
の納入の義務も生ずる。中国との合意が出来ぬと井戸も掘れない状況で、鉱区税だ
けは支払わねばならないのだから、試掘権の付与など会社にとっては有難迷惑とい
うものだろう。［中略］ 
共同開発はお互いの信頼があって初めて成り立つものである。日本の石油会社は
25 年も前から渤海や南シナ海や東シナ海での開発権を中国から得て仕事を続け、南
シナ海には生産中の油田すらある。これらの仕事を通じて日中の石油関係者の間に
作られた良好な関係に水を差すようなことをするのではなく、真摯な態度と誠意を
もって共同開発の話を早急に進めてもらいたいものである1248。 
 
本論文の第 3 章および第 4 章でもとりあげた「『尖閣列島』日本領論者1249」の第一人者
ともいうべき奥原敏雄も、尖閣周辺海域の資源開発の困難さを、高井晋との対談の中で以
下のように語っている。 
 
奥原：仮に尖閣列島の近くで石油が出たとしても、石油は水深 200m 以下の海底の
地下部分にあり、そこからどのように石油を掘削し、地上へ輸送するかは難問でしょ
う。タンカーが積む石油量はほんの僅かですから、海底パイプラインを敷設しなけれ
ばならないわけですが、中国側と異なり日本側は深いところに敷設するので、パイプ
ライン敷設ひとつとってもいろいろ問題があります。たとえばノルウェーは、北海大
陸棚の地形の関係で、海底石油をパイプラインで自国に運ぶことができません。その
ため石油をパイプラインでスコットランドに輸送せざるを得ず、スコットランドで販
売した石油の代金でリビアから石油を輸入すると聞いています。石油のパイプライン
輸送には難しい問題がいろいろとあるわけです。［中略］尖閣列島周辺海域は、潮流が
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激しく、また台風の多発する地域でもあるので、原油流出事故が発生した場合、海洋
環境を汚染する懸念のある海域です。とにかく周辺海域は、環境条件が悪いところな
ので、パイプラインの破損やタンカーの事故などがあれば、惨憺たる被害が予想され
ます。海洋環境を汚染した場合、これを除去する費用は、石油開発から得られる費用
よりも高くつくことが予想されるところです。 
高井：石油は本当に出るのでしょうか。 
奥原：石油が出るかでないかは直接海底を掘削してみなければ分かりません。1968
年に実施された尖閣海域の海底を含むECAFEの東シナ海調査は音波調査だけであって、
この海域の海底を掘削して油性の含有の有無を直接確かめることを目的としたもので
はありませんでした。このときの調査はあくまでも地球物理学的な見地からのもので、
したがって、その調査の結果を東シナ海の海底石油資源問題に直接結びつけて論ずる
こと自体、あまり意味があるとも思われません1250。 
 
1972 年 9 月 27 日の日中国交正常化交渉第 3 回首脳会談に内閣官房長官として同席した
二階堂進は、「田中さんが会談の最後に、『尖閣列島の共同開発をやりましょう』と言った
ところ、周さんが『田中さん、その話はあとにしましょう』とハッキリ言い、田中さんが
それ以上突っ込まなかったということである1251」と知られざる事実を明かした。同首脳会
談に同席していた他の関係者からはこのような話は出ていない。けれども、「この大陸だな
海洋開発というものに対しては［中略］、やはり日本と中国とが協議をするということが円
満な解決方法だ1252」と同年 3 月に通産大臣として答弁している田中角栄であれば、そのよ
うな考えをもっていたとしても不思議はないと思われる。 
 1979 年 7 月 10 日、園田直外務大臣は閣議で「領有権は別として、中国との共同開発を
進めたい」と釣魚島周辺海域における海底原油の日中共同開発に積極的に取り組む意向を
示した。これは、森山欽司運輸大臣の「尖閣諸島の領有権は、わが国にあると思うが、石
油不安に対処するため、中国と共同開発を進めてはどうか」との発言を受けたもので、園
田外相は閣議後、直ちに外務省事務当局に対し、中国側と正式に交渉に入るよう指示した1253。 
 1980 年 4 月の衆議院商工委員会で、尖閣の問題について華国鋒主席来日時に下話でもす
ることの用意があるかを問われた大平正芳首相は、「日中間で石油あるいは石炭等で共同開
発の問題は大きな共通の課題になっている［中略］。したがって、この問題を今度の華国鋒
主席の訪日において触れないというようなことはあり得ないと思うのでございまして、い
ずれにせよ早晩この問題についての討議を私どもは進めなければならぬと考えております。
［中略］この問題を回避することはできないと思っております1254」（巻末資料(38)参照）と
答弁した。大平は 1972 年 9 月、外相として第 3 回首脳会談に同席していた。田中角栄と共
に日中国交正常化を成し遂げた大平も共同開発に積極的だったのである。尖閣周辺海域の
共同開発について結果は出せなかったが、1980 年当時は両国政府が進めようとしていたこ
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とは事実である。 
 
防衛当局間の不測事態回避の努力 海上事故防止協定の意義 
現在の尖閣諸島をめぐる日中両国の緊張関係は、いつ不測の事態が起きてもおかしくな
いほど危険な状態であるといえよう。侵華日軍南京大屠殺遇難同胞紀念館（いわゆる南京
大虐殺記念館）等で日本人の戦争体験を語る漫画絵展活動「私の八月十五日展」を行って
いる評論家の石川好は、「日本と中国。いまこの二つの国は、銃火の音は聞こえていないに
もかかわらず、心理状況から見れば交戦状態に入っている1255」という。中国公船による接
続水域や領海への頻繁な航行や、火器管制レーダーの照射、防空識別圏の設定、領空侵犯
などの「現状を力によって変更しようとする挑発行為1256」が生み出す極度の緊張状態が続
けば、紛争の危険性が高まる。 
これは、ジョセフ・S・ナイ Jr.らも指摘していることである。ナイによれば、「リアリズ
ムの基本的な前提1257」は「国家がただ 1 つの重要な主体であり、軍事力が国家の支配的な
手段であり、パワー（あるいは安全保障）がその支配的目標である1258」という。リアリス
トとして先輩のモーゲンソーも、「すべての国家」は「力によって定義されるそれぞれの利
益を追求する政治的実体」としてみるべきである旨を述べている1259。さらにナイは、「安全
保障のディレンマこそ、国際政治の本質――無政府状態すなわち上位の政府が存在しない
こと――にかかわる事態にほかならない1260」として、「無政府状態の下では、自らの安全保
障を向上させようとする 1 国独自の行動は、（その国家も含めた）すべての国家の安全保障
を低下させる可能性がある1261」と指摘している。「1 国が他からの脅威を受けないようにと
自らの実力を増大させると、他国はこの国の力が向上するのを見て、この国から自らを守
ろうとして自らの実力を増大させようとするかもしれない。そうなると、両方共自らの安
全感は低下してしまうのである。皮肉な結果である。しかし、どちらも非合理な行動をし
たわけではない。どちらも、怒りとか自負とかから行動したのではなく、他者の力の増大
に脅威を感じ、これを恐れて行動したのである1262」とナイは指摘する。 
孫崎享も、「米国は、日中間の緊張が日本の米国戦略との一体化に貢献するなら、日本に
対して中国に厳しく対応しろという。しかし、日中の武力紛争で米国が巻き込まれる可能
性が出れば米国は身を引く。これが、米国安全保障分野で主流を占めるリアリストたちの
考え方である1263」としている。 
 尖閣諸島をめぐる日中間の緊張関係は、2013 年 11 月 23 日、中国国防部が「東シナ海防
空識別区」（防空識別圏、ADIZ）を設定し、当該空域を飛行する航空機は中国国防部の定め
る規則に従わなくてはならない旨発表したことについて、外務省が厳重に抗議するととも
に、関連措置の撤回を求める事態に至った1264。海上での領海警備は海上保安庁が行うため、
ただちに軍対軍の衝突にはならない。しかし、領空侵犯に対する措置は航空自衛隊が行う
戦闘機による緊急発進＝スクランブルであるため、「互いに連絡を密にしなければ、不測事
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態から『紛争事態』に発展しかねない1265」と、軍事評論家の佐藤守も指摘している。佐藤
は防衛大航空工学科卒で航空自衛隊に入隊、戦闘機パイロットとして総飛行時間 3800 時間
の実績をもつだけに、「双方の『主権』を尊重するのは当然だが、領海･領空が接する場所
での航空･海上活動に関する何らかの取り決めが必要であろう。［中略］少なくとも日露、
日中、日台間でも、衝突防止協定を締結すべきだと思うのだが1266」との発言には説得力が
ある。 
木村汎も「領土をめぐる争いは、戦争を引き起こしやすい。［中略］領土（陸、空、海を
含む）をめぐる論争は、地上に只一つしかないものの主権帰属先を争うものだから、ゼロ・
サム・ゲーム（当事者の一方が他の交渉当事者を犠牲にすることによって利益を獲得する
交渉）の性格を帯びやすい。ゼロ・サム・ゲームが高ずると、極端な場合は戦争をみちび
く1267」と述べている。土山實男も、「自国の安全強化は、他国（特にライバル国）の不安を
招き、他国もその不安ゆえに安全を強化するから、結果として双方の安全強化努力が両国
関係を不安定なものにする1268」と説明している。 
2012 年 9 月の野田内閣による尖閣「国有化」以降、中国公船による接続水域への入域は
常態化し、領海への侵入も躊躇しなくなった。それのみならず、2013 年 11 月の中国国防
部による防空識別圏の設定により、尖閣諸島をめぐる日中間の緊張関係は海上の艦船だけ
でなく、上空の航空機の対峙にまで及んでいる。領空侵犯などの「現状を力によって変更
しようとする挑発行為1269」が生み出す極度の緊張状態が続けば武力紛争の危険性が高まる。 
不測の事態から紛争に至ることは国益を大きく損なう。尖閣諸島をめぐる艦船、および
航空機の対峙が「不測事態」を招きかねない現状を緩和するためには、何をすべきかを真
剣に検討すべきであろう。その判断材料として、歴史的経緯と背景を本論文では明らかに
してきた。 
 
習近平が 2013 年 7 月に述べた「搁置争议、共同开发（擱置争議、共同開発＝争いは棚上
げにし、共同開発する）」という方針は、1978 年の日中平和友好条約締結時の鄧小平以来、
中国側が一貫して主張し続けている方針である。 
2012 年 8 月に、第 7 回ジャーナリスト訪中団の団長として北京を訪問した川村範行は、
中国外交部亜洲司（アジア局）の対日政策担当者をはじめ、中国政府の最大のシンクタン
クである中国社会科学院日本研究所、中国国家安全部（諜報部門）のシンクタンクである
中国現代国際関係研究院日本研究所との個別座談会を行ない、以下のように述べている。
中国側は、異口同音に「中国は現状の係争棚上げのままでいい」、「日本は実効支配して
いるのに、なぜわざわざ問題を起こすのか」との考え方を披歴し、同時に「『擱置争議共
同開発』」の黙契［暗黙の了解のこと］を変更していない」ことを強調し、「日本政府が
先ず日中間の領有権を巡る係争の存在を認めれば同じテーブルに着くことができる。そし
て黙契に立ち返って話し合いをすることができる」と明言したという1270。筆者も 2013 年 8
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月に北京において、中国外交部および中連部の対日担当者、解放軍の政策担当者、地方政
府の幹部、中国社会科学院等の研究者との座談を行なった際に、「領有権問題の存在を認
めれば、話合いのテーブルにつける」との発言は何度も聞いた1271。 
「尖閣問題」の解決は、自衛隊と米軍による協力の強化などの安全保障政策のみならず、
経済や環境・文化・学術・スポーツ・青年・子ども等、あらゆる分野の交流を拡大して、
国民感情を改善することに両国が努力することが前提となるだろう。 
2014 年 11 月の日中首脳会談以降、交渉が再開された防衛当局間による「不測の事態の
回避・防止のための取組1272」、特に、日中防衛当局間の海上連絡メカニズムを構築すること
が重要であると考える。2013 年版の『防衛白書』によれば、2012 年 6 月、不測の衝突を
回避し、海空域における不測の事態が軍事衝突あるいは政治問題に発展することを防止す
ることを目的として、日中防衛当局間のハイレベルでのホットラインの設置や艦艇・航空
機間の通信からなる海上連絡メカニズムを構築することで合意している。しかしながら、
尖閣「国有化」が行われた同年 9 月以降、日中防衛交流は停滞した。日本側からは防衛交
流継続の働きかけを行ってきたが、2014 年 11 月 10 日の安倍晋三総理大臣と習近平国家主
席との首脳会談の実現を経て、2015 年 3 月に第 13 回日中安保対話が再開されるまで1273、
各種交流案件は推進されなかった。 
また、尖閣諸島周辺における不測事態を防ぐためには、1993 年に日本がロシア連邦（以
下、ロシア）との間に締結した「領海の外側に位置する水域及びその上空における事故の
予防に関する日本国政府とロシア連邦政府との間の協定」（以下、ロシアとの海上事故防止
協定）のような海上事故防止協定を、中国との間に締結することも検討に値すると思われ
る。 
中国国防部による防空識別圏の設定により、日中間の緊張関係は海上の艦船のみならず、
上空の航空機の対峙にまでおよんでいる。「ロシアとの海上事故防止協定」の第 4 条では、
航空機による不測事態を防ぐために、以下のように定めている。 
 
  １ いずれの一方の締約国政府の航空機も、他方の締約国政府の艦船又は航空機に
接近する場合には、相互の安全に十分な注意を払わなければならず、また、次のこと
を行ってはならない。 
（a）他方の締約国政府の艦船又は航空機に対する模擬攻撃 
（b）他方の締約国政府の艦船の上空における曲技飛行 
（c）他方の締約国政府の艦船の航行にとり危険となるおそれのある物体を当該他方の
締約国政府の艦船の方向に発射すること1274 
 
この数年の日中防衛交流・協力について、2013 年版の『防衛白書』では、以下のように
述べている。 
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日中両国は、「戦略的互恵関係」を包括的に推進するとの考えに基づき、様々なレベルに
おいて防衛交流を推進し、相互理解と信頼関係の増進に努めている。鳩山由紀夫政権下の
2009 年 11 月の日中防衛相会談において、両国の共通認識に基づく交流を引き続き着実に
実行・推進することなどの合意事項を含む「共同プレス発表」を発出するとともに、会談
後、初めての共同記者会見を行った。 2011 年 6 月の日中防衛相会談では、両国の防衛当局
間で冷静に対話を進め、日中防衛交流を安定的に推進することが「戦略的互恵関係」の基
盤となり、両国の友好・協力関係の強化と防衛政策などの透明性の向上につながるとの認
識で一致し、引き続き日中防衛交流を発展させることを確認した。不測の事態の回避・防
止のための取組として、特に、日中防衛当局間の海上連絡メカニズムを構築することが急
務である。そのため、2012 年 6 月に北京で行われた第 3 回共同作業グループでは、不測の
衝突を回避し、海空域における不測の事態が軍事衝突あるいは政治問題に発展することを
防止することを目的として、①年次会合、専門会合の開催、②日中防衛当局間のハイレベ
ルでのホットラインの設置、③艦艇・航空機間の通信からなる海上連絡メカニズムを構築
することで合意している。にもかかわらず、既述したように、尖閣「国有化」により、2015
年 3 月までは、海上連絡メカニズムの運用開始をはじめ各種交流案件が再開されなかった
1275。 
「海上事故防止協定」については、防衛大学校を卒業し、護衛艦「あおくも」の艦長、
海上自衛隊幹部学校教官などを経て、同校防衛戦略教育研究部戦略研究室員を務める石原
敬浩 2 等海佐も、「わが国の海洋戦略について 海上事故防止協定（INCSEA）の国際制度
化を中心として」の中で、1972 年に調印された「米ソ海上事故防止協定（Incident at Sea 
Agreement: INCSEA）」の意義を高く評価している。同条約の内容としては、過去の事故の
事例から、衝突回避のための動作や、特別な信号等、具体的な手順を策定したものである
としている。この条約が洋上において効果を発揮した例として、以下の例を挙げている。 
1973 年の第 4 次中東戦争に際し、地中海に米第 6 艦隊が出動、他方ソ連艦隊も約 100 隻
が展開する事態となったが、深刻な事故は生起しなかった。また 1983 年の大韓航空機撃墜
事件では、日・米艦船による捜索、サルベージ作業中にソ連艦船による妨害活動がみられ
たが、「その対抗策は外交交渉ではなく、海軍代表間による本音の交渉、INCSEA の手順で
対処された1276」という。また、この協定に基づく年次協議会は毎年実施され、ソ連のアフ
ガン侵攻に伴い米国政府が通常の政府間対話を凍結した際も、INCSEA の年次協議のみは継
続され、効果的な信頼醸成の枠組みであることを証明したという。このような協定は、他
の国々にも拡大し、普遍化している。1986 年には英・ソ、1988 年には西独・ソ連、その後、
カナダ・ノルウェー・フランス・イタリア・オランダ・スペイン・ギリシャが、それぞれ
ソ連と締結し、冷戦終結後の 1994 年には韓国・ロシアと日本・ロシアがそれぞれ海上事故
防止協定を締結した1277。また、1998 年 1 月には米国と中国の間でも、軍事海上協議協定
が締結された1278。 
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歴史問題の理解 
国際法では、ある紛争が起きた日付を「クリティカル・デート（critical date）1279」と呼
ぶ。尖閣諸島のクリティカル・デートを、1971 年の中国政府と台湾当局が公式に領有を表
明した日とする見方がある。芹田健太郎は、「日本の尖閣諸島に対する領域主張の根拠は、
先ず、無主地先占でありクリチカル・デート［クリティカル・デート］を 1895 年にとるに
しても、これまでの民間による研究による限りでは日本に有利に思えるが、クリチカル・
デートを沖縄返還協定締結の 1971 年 6 月 17 日にもってくることにより、日本にとって実
効的支配の事実の多くなる 1895 年―1970 年の間の行為を証拠能力あるものとすることが
できる1280」と述べている。しかし、このような短期的な見方では、国境画定問題の性格を
見誤る可能性があり、少なくとも、紛争解決論の視点からは、こういう狭い見方は不十分
であると名嘉憲夫は指摘する1281。例えば、竹島と尖閣の問題を、韓国政府と中国政府は「歴
史問題」と位置づけるが、日本政府と多くの日本人は、単なる「領土問題」、もしくは「領
有権の問題」ととらえている。紛争解決の理論からすれば、歴史的視点から問題を理解し
なければ紛争は解決できないと名嘉はいう。「戦争に勝った方は領土を併合し、あたかもそ
の土地がずっと自分たちのものであったかのように思い込む。戦争に負けた側は、敗戦と
領土を失った『屈辱と怒り』をずっともち続ける。それが世代から世代へと語り継がれ、
無意識の復讐心として沈殿し、国境画定問題を難しくするのである1282」というのである。 
「日本国民は両方を経験している。“屈辱的な裏切り”と敗戦によって奪われた北方四島
のことはずっと覚えている。しかし、かつて日清戦争のさなかに尖閣諸島を占拠（占領）
して、“編入し”、日露戦争の真っ最中に竹島を占拠（占領）して、“編入した”事実を覚え
ている国民はほとんどいない1283」であろう。竹島と尖閣の問題が、その取得の経過に根を
持つ「歴史問題」であることを名嘉は強調している1284。尖閣については、1895 年の日本へ
の編入の閣議決定が、「戦争の前でもなく後でもないこと1285」であることが、特に問題であ
るとしている。ある地域や島を戦争中に編入することは、第三者の目からみて「占領」の
一種と判断される確率が高く、その場合は、「尖閣諸島は、台湾のように講和条約によって
公然と清国から強奪したものではないが、戦勝に乗じて、いかなる条約にも交渉によらず、
窃かに清国から盗み取ることにしたものである」とする見方に反駁することは困難であろ
うと、名嘉はいう1286。尖閣の問題を解決するためには、「尖閣編入」の過程の一つひとつの
事実を、日中の政策形成者が共同で検証し、議論を通して、ある程度の共通認識を積み上
げていく必要がある。尖閣の問題は「歴史の事実の理解」であり、加えて「相手側の感情
や見方を尊重すること1287」が重要であると名嘉憲夫は述べている。 
また松井芳郎は、「日本政府による『国有化』以後は『歴史問題』としての様相が表面化
したから、これを平和的解決の軌道に乗せるためには、『歴史問題』としての負荷をできる
だけ除去する必要があり、そのためにはとくに、『歴史問題』に主要な責任を有する日本側
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の真摯な努力が必要だ1288」と指摘する。 
戦後日本を研究する米国の歴史家であるジョン・W・ダワ （ーJohn W. Dower）は、「なぜ、
まだ領土問題なのか」というインタビュー記事の中で、「歴史は過去の研究のようにみえま
すが、常に現在の人間が利用し、多くの場合は誤用する。そのため、記憶と歴史の関係は
今日の世界情勢にも影響し、しばしば議論を巻き起こします。現在の日韓、日中関係では
それが強く表れています1289」と述べている。さらに「例えば［尖閣「国有化」が実施され
た 2012 年］中国の反日デモが一番強くなったのは、柳条湖事件が起きた 9 月 18 日です。
日本では記憶されていない日ですが、中国としては象徴的な日なのです。被害を受けた中
国が記憶している歴史は、日本が記憶している歴史と異なるのです1290」としている。また、
「特に注意すべきなのは、被害者意識には他者への理解の欠如が常について回るというこ
とです。他者の立場を理解することは同情ではありません。賛同でもありません。しかし、
相手の立場で物事を考えられることが重要です。その理解の敵となるのは、常にナショナ
リズムであり、愛国心です。米国の外交における失敗の多くは、理解の欠如によって生ま
れています。日本でも残念なのは、韓国や中国で怒りが続く理由を認識できていないこと
です1291」と指摘している。 
尖閣問題に関するこれまでの国際法の論理を用いる論文や議論をみると、「疑問を感じざ
るを得ない1292」と名嘉は言う。纐纈厚は、「中国側の視点は、要するに日本が、日清戦争の
最中の火事場泥棒の如く、下関条約という正式の両国外交交渉の場で尖閣諸島の領有権画
定が問題になる前に、近代法の知恵を利用して『無主物先占』宣言をあえてした、とする
認識である。つまり、戦争の最中の略奪行為は容認できないとするものだ1293」と述べてい
る。現実の歴史的過程や、“領土を取られた”と感じる側の感情を無視して、数理のような
「法理」を抽象的な論理としてまくし立てるとすれば、相手の怒りを買うだけであろうと
いうのである。相手側は、自分たちの感情や歴史的過程を無視されたように感じ、「議論は
平行線をたどるのである1294」と名嘉は指摘している。 
1970 年代に尖閣諸島の日本領有論を展開した著名な国際法学者の太寿堂鼎は以下のよう
に述べている。 
 
日本は竹島と尖閣の帰属に関しては、相手国の言い分を謙虚に聞くべきであろう。
尖閣は日清戦争の時、竹島は日露戦争の時に日本領土に編入する措置がとられた。こ
れは、日本政府がそれまで、こうした措置が近隣国を刺激することを避けるため、時
機を待っていたからだと思われる。［中略］韓国や中国には、日本の措置に対して事実
上抗議できなかったか、又は抗議しても無益であったからしなかったのだとする感情
がある。このような感情を無視して国際法上の権利ばかり主張するのは適当ではない。
竹島や尖閣諸島は島自体には価値は乏しく、要は周辺水域の生物資源と海底鉱物資源
の配分をどうすべきかが問題である1295。 
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 北海道大学スラブ・ユーラシア研究センター教授で日ロ関係や中ロ国境問題などを主に
研究してきていた岩下明裕は、境界研究としての「ボーダースタディーズ」の知見をベー
スに、日本の領土、国境、境界にかかわる論点を、人びとが暮らす空間という視座から読
み解く取り組みをしている1296。岩下は、2010 年 9 月の漁船衝突事件以前、中国国内での
尖閣をめぐる言説的な状況は変わっていなかったと述べている。それから 2012 年尖閣「国
有化」を経て、尖閣がここまで日中関係に困難をもたらす問題になった背景として、これ
が単に領土問題として争点化したということだけであれば、事態はそれほど深刻ではない
と指摘する。石原慎太郎都知事による東京都による尖閣購入計画や、野田佳彦首相の「国
有化」は、中国に領土問題の存在をアピールする好機を提供しただけでなく、深刻なのは
彼らの行動が尖閣を歴史問題化する契機をつくった点であると岩下は強調している1297。領
土問題がこのように歴史問題化する深刻さについては、外務省条約局長や駐オランダ大使
など務めた東郷和彦も指摘している1298。 
「もし尖閣が中国のなかで歴史問題化しはじめているとすれば、日本側がいま『領土問
題の存在を認める』のは危険な行為だ1299」と岩下明裕は主張している。韓国との竹島問題
もそうだが、この種の動きは、「歴史問題における日本の弱点として受け止められ、これか
らも長く続くであろう歴史論議のなかに尖閣をめぐる中国の立場を強化する1300」ことにな
るからだという。また岩下は、日本政府がいまだ「領土問題の存在を認めない」というと
ころはポイントではないとも指摘している1301。 
尖閣諸島問題に関して、領土問題の存在を認めるかどうかは非常に判断の難しい問題で
ある。日本政府の基本的見解は「尖閣諸島をめぐり解決すべき領有権の問題はそもそも存
在していません1302」であり、現職の政府関係者および、海洋学者の山田吉彦を筆頭に、中
国学者の齋藤道彦ら、尖閣問題に関して強硬な主張をする研究者たちは領土問題の存在を
認めない。一方で、元外務官僚の東郷和彦は「日本政府はいま、尖閣諸島をめぐって『領
土問題は存在しない』と言い続けている。これは冷戦末期、ソ連のグロムイコ外相が北方
領土問題で日本に対し言い続け、私を含む当時の日本人が皆、激しい怒りと屈辱を感じた
表現である。……武力衝突を視野に入れたぎりぎりの外交をするときに『グロムイコの屈
辱』を中国に味わわせることはやめねばならない1303」と主張している。また序章の先行研
究でも触れたが、元外務省国際情報局長の孫崎享や東京大学名誉教授の石井明、名古屋大
学名誉教授の松井芳郎、横浜市立大学名誉教授の矢吹晋、横浜国立大学名誉教授の村田忠
禧、文芸評論家で明治大学教授の丸川哲史、山口大学名誉教授の纐纈厚、青山学院大学教
授の羽場久美子、関西学院大学教授の豊下楢彦、共同通信客員論説委員の岡田充らは、領
有権問題の存在を認めた上で「棚上げ」も含め、交渉による解決を提唱している。 
さらに、日朝国交正常化交渉日本政府代表などを務めた「チャイナスクール」出身の元
外務官僚の美根慶樹は「両国民にとって重要なのは事実を正確に理解することだ。日本政
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府の『領土問題は存在しない』という立場と門前払いは、その妨げになるのではないか1304」
と 2012 年 10 月に朝日新聞紙上で述べている。また「ただ『尖閣諸島について領有権問題
はない』ということを金科玉条とするだけでなく、柔軟に、かつ粘り強く対応していくこ
とが必要であろう1305」とも指摘している。「時として日本の対中外交は困難に陥るが、日本
としては安易な妥協は禁物であり、国際法に従って問題を処理することが、結局は中国に
とっても利益であることを粘り強く説得していくことが肝要だ1306」と「安易な妥協」を戒
めながらも、「領土問題は存在しない」という「門前払い」的な対応は、交渉で解決するこ
との妨げになるとの認識だといえるであろう。 
こうしてみてみると、「尖閣に自衛隊を配備しろ」などという強硬な意見ではなく、交渉
による解決を提唱している研究者の中では、岩下明裕が突出して、尖閣が歴史問題化しは
じめている現在は、領土問題の存在を認めるべきでないと明言している。 
アジア政経学会の理事長を務めた天児慧も「日本側の『係争地はない』論と中国側の『棚
上げ』論を双方が実質的に認め合いそれ自体を了解し、双方の主張を包み込む制度的枠組
み」として、「一つの島嶼、各自が表現（一個島嶼、各自表述）という発想を尖閣問題に適
応させる」ことを提唱している1307。これは、大陸側の海峡両岸関係協会と台湾側の海峡交
流基金会による 1992 年の香港会談での中台合意の表現「一個中国、各自表術」をヒントに
している。大陸側は中国を中華人民共和国と表現し、台湾側は中華民国と表現しながらも、
共に「中国」であるという、ある種のフィクションともいえる枠組みだが、このようなア
イデアで緩やかなまとまりを形成している1308。このように、現代中国政治を専門とする天
児慧も、「領土問題の存在」を認めるべきとの立場はとらないが、かといって岩下のように
「領土問題の存在」を認めるべきでないと明言はしていない。日本側の「係争地はない」
論と中国側の「棚上げ」論を緩やかに包み込む枠組みを提唱しているのである。 
なぜ岩下明裕は現段階で領土問題の存在を認めるべきでないと考えるのか、以下、歴史
的な背景を述べたい。 
 
「領土問題の存在」を認めるのか 
島の領有権問題に関していえば、これが歴史問題としての解釈の再生産にとどまらない
ことが深刻である。常に、その歴史物語のエンディングでは物理的な回収がテーマとなる
からだと岩下は指摘し、中国の領土問題についてのアプローチを振り返ることが重要だと
する。 
中国の領土問題について論じた M・テイラー・フラベル（M. Taylor Fravel）の『強い国
境・守られた国家 中国の領土係争における協力と衝突1309』や東京大学教授の川島真1310に
よれば、領土問題に対する中国のアプローチには 2 つの定式があるようだ。 
第一に、中国は「遅滞（先送り）」や「紛糾（エスカレーション）」の双方を使い分ける。
ただ中国は、常に強硬なわけではなく、合理的な解決を求めようとする局面も多い。だが、
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これら「遅滞」など柔軟なアプローチが機能しない場合にはかなり攻撃的になるケースも
ある。第二に、中国は自国のポジションが弱いときこそ強硬に、強いときには柔軟に出る
傾向をもつ。したがって、2008 年段階では、緊張が高まる海に関していえば、南シナ海で
は柔軟に、東シナ海では強硬に出る可能性が高い。この本が刊行されたのは 2008 年だが、
尖閣問題に関していえば、テイラーの示唆は当たっているようにもみえる。 
岩下は上記のテイラーの類型に付け加える点として、中国が自己を正当化する大義を重
視し、それをもとに実際にはかなり攻撃的に動くとしている1311。具体的には、1962 年の中
印戦争、1969 年の珍宝島をめぐる中ソ戦争、1979 年の中越戦争を例にあげている。いずれ
も中国は大義名分をかかげてはいるが、先手を打って攻撃している。インドに対しては「自
衛反撃」を名目にクジュラン河の流域地区のインド軍を襲撃、ソ連に対しては「社会帝国
主義」への抗戦を理由に珍宝島へ強襲、中越戦争に至ってはベトナムのカンボジア侵攻に
対する「懲罰」の大義の下、雲南・広西から 10 万の大軍を動かした。インドに対しては雨
と雪に阻まれない 10 月という時期を選び、ソ連に対しても地形上、有利な場所を選んで戦
闘を開始した。歴史論争を回避するために、中国の主張の当否には踏み込まないが、重要
な点はすべて中国が先制攻撃を仕掛けていると岩下明裕は指摘する1312。不平等条約や隣国
の「悪業」がたとえ事実であったとしても、軍事的手段でこれを自ら変えようと仕掛けた
のは中国の側であるとしている。 
そうであれば、「歴史好きの中国が歴史の教訓に即して、島を『回収』に来る可能性を完
全に否定することはできまい」と岩下は指摘する1313。このとき、かつての中国がその領有
を主張していなかったということは、国際法的にはクリティカルだが、彼らにとってはあ
まり問題ではない。たとえば、中国がロシアから「回収した」アムール川の島のいくつか
は、1980 年代のゴルバチョフ時代の交渉再開で突然、主張したものである。60 年代の最初
の交渉では要求されなかった場所をいくつも持ち出されたソ連側は驚き、91 年東部国境協
定締結までの調整に苦労した。黒瞎子
ヘイシャーズ
島に対する中国の主張はたしかに古くにさかのぼれ
るが、2004 年に同じくフィフティ・フィフティで分割された阿巴該図
ア バ ガ イ ド
島への中国の主張は
1980 年代にあとからなされたものに過ぎない。したがって、尖閣への主張は「後出しじゃ
んけん」だろうと日本側が言ってみても、彼らの歴史観に響くことはない。それをいくら
言っても、中国側の行動を自制させるのは難しいだろう。「むしろ、歴史を書き換え、尖閣
は太古から中国のシンボルとして宣伝してくるに違いない」と岩下はいう1314。もっとも、
北方領土も昔から日本の「固有の領土」ではなかったのであり、日本政府も四島を交渉の
途中から要求した事実を振り返れば、それほど中国のみを批判することはできないとも同
時に指摘している。もとより、領土問題は政治的に操作され、歴史問題とされればされる
ほど、手がつけられない化け物に育つのだと岩下は結論づけている1315。 
中国が領土を「回収」する手順としては、勝てるところで勝てる時期に仕掛けてくると
いう1316。中ソ軍事衝突の教訓でいえば、島の取り合いになった「珍宝島」のケースは参考
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になるであろう。当時の中国にとって、ソ連はまともに戦えばかなり不利な相手だという
ことも、日米共同作戦が実践レベルで実施される現在の尖閣有事に似た状況かもしれない。
中ロ国境問題の専門家である岩下の分析によれば、もともとウスリー川の主要な係争地は
七里沁
キルキンスキー
島であった。珍宝島が 1 平方キロメートルに満たない小島であるのに対して、七里
沁島はその 5 倍程度あり、ソ連の哨所はこの島の近くでこれを守ろうとしていた。おそら
く中国がこの島に仕掛けていたら、ソ連軍に容易に撃退されていたであろう。珍宝島はソ
連の同じ国境警備隊哨所の軍事コントロールラインにあったが、哨所から 6 キロメートル
離れ、珍宝島はソ連の川岸から 500 メートル、中国の岸からは 300 メートルの位置にあっ
た。さらに島を見下ろす高台も中国沿岸にあり、軍事的作戦を遂行するのには格好の地形
といえた。時期も重要である。中国が仕掛けたのは 3 月、冬で川が凍りついている。ソ連
の警備隊は徒歩でパトロールに来る。これを撃退するのは容易であり、一度、中国側が島
を押さえてしばらく踏みとどまれば、春の訪れにともない氷が溶け、渡河作戦を実施しな
ければならないソ連側が島を奪還するのはさらに困難になろう。このように周到に準備さ
れた中国側の珍宝島への攻撃により、1991 年にゴルバチョフが東部国境協定で、この島を
中国領と認定するまで、ずっと中国が島を実効支配し続けたのである1317。 
 
尖閣有事として、危惧されるシナリオの 1 つは、突然、極めて多数の漁船で上陸を仕掛
けてくることだといわれる。物理的にこれを排除するのは難しい。排除すれば必ず衝突が
起こる。たとえ、日本が首尾よく上陸を阻止したとしても、その様子は世界に流され、日
本側の暴力行為として中国はキャンペーンをはるであろう。上陸に成功した場合、中国は
実効支配をアピールする。逮捕や拘束をしたとしても、2010 年 9 月や 2012 年 9 月の「反
日暴動」の様相が再現される。深刻な点は、これが広い意味での非対称戦争になることだ
と岩下は主張する1318。衝突が起こった瞬間、中国全土にいる日本人は「人質」となる。日
本政府がそれでも中国に強硬な立場を貫けるかと尋ねられれば、無理だと岩下はいう。中
国にとって人の権利は軽く、日本にとってはそれなりに重いからである。2010 年 9 月の尖
閣漁船衝突事件の際、船長が釈放されたあとで、外務省中国担当の実務責任者は「結局、
日本は中国とたたかうことはできない。今回もレアアース禁輸が発表されると、経済界が
『早く何とかしてくれ』と言ってきた」と嘆いていた1319。 
珍宝島との違いは、大海原の孤島は、一度支配したとしても、これを維持することが困
難だという点にある。島を占拠してもそれは点にすぎない。海と空、つまり線も面も日本
に支配されている。とても長期的な実効支配はできないだろう。 
岩下はこのように述べ、「領土問題の存在」を認めた瞬間に、歴史の大義を使って、中国
がさらに押し込もうとするのは予見可能であるとする。と、同時に中国が動くには、単に
歴史のためだけはなく、多くの識者が言うように、広大な海域を支配するためにそうして
いる。したがって、問題の存在を認めるときは、解決が実現する瞬間のみであると岩下は
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結論づけている1320。 
「領土問題の存在」を認めたうえで、中国側と問題の解決に向けて粘り強く交渉するこ
とを主張する論者の背景には、特に「国有化」以降、態度を硬化させた中国側が問題の解
決に向けた交渉を行うための最低限の条件として強く主張しているということが強い要因
であると考えられる。 
実は、「国有化」以前の中国は、表面的な国内向けのプロパガンダはともかく、外交実務
における水面下の本音の議論では、「領土問題の存在」を認めることを最低限の条件とはし
ておらず、もっとハードルの低い以下のような要求をしていたという。時事通信の城山英
巳記者が 2012 年 9 月の『WEDGE Infinity』に以下のように書いている。 
 
   「仮に国有化しても現状維持にしてほしい。（反中派とみなす）石原慎太郎知事の東
京都が買った場合、現状維持は厳しく、中日関係は最悪の状態になる」 
  中国政府で対日政策を担当する幹部は、尖閣諸島の中国領有を主張する保釣（釣魚
島防衛）活動家が香港を出航し、尖閣に向かっていた最中の 8 月中旬、こう「本音」
を語った。 
   この幹部は尖閣諸島の「現状維持」のための条件として日本政府に（1）立ち入らせ
ない（2）（建造物を造るなど）開発しない（3）（資源・海洋）調査を行わない、――3
条件を挙げた。その上で「日本政府が国有化を発表した場合、中国外交部は立場上、
反対声明を出ざるを得ない。しかし 3 つの条件のうちいずれかをやったらその時点で
強硬手段に出る」と続けた。 
   「国有化止むなし」とも読める発言だったが、筆者［城山］はその後、別の中国政
府幹部からも「釣魚島の現状維持」という言葉を聞いた1321。 
 
つまり、尖閣「国有化」以前までは、たとえ「国有化」したとしても、城山が指摘して
いる「尖閣の現状維持 3 条件」である「（1）立ち入らせない（2）（建造物を造るなど）開
発しない（3）（資源・海洋）調査を行わない」の遵守を水面下で約束すれば、「国有化」は
「黙認」するとも受け取れる発言であったのである。おそらくは、当時の野田佳彦政権も、
中国側のこのような感触を得ていて「国有化」に踏み切ったと思われる。 
筆者は「現状維持 3 条件」の遵守が「国有化」黙認の条件との話は聞いたことがなかっ
たが、少なくとも、「国有化」以前には、「領土問題の存在」を認めることが絶対的な最低
条件だとまで強気なことは中国側の外交担当者も水面下で言っていなかったと聞いている
1322。「国有化」以前であれば、「現状維持 3 条件」を日本側が遵守していれば、中国側は島
への上陸など、これ以上の強硬な行為はしないという話は中国事情に詳しい研究者から聞
いていた。しかし、「国有化」によって、中国側は「現状維持 3 条件」の遵守だけでは国内
向けに説明がつかなくなったと思われる。つまり、「国有化」以前、中国の一般大衆は、尖
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閣諸島の現状はほとんど知らず、まさか日本が実効支配していて、上陸はもちろん、島か
ら 12 カイリの領海にも中国の船は入ることすらできないなどとは思っていなかった。「太
古から中国の領土」などと主張していても、現実は日本が実効支配しているということを、
中国の一般大衆に知らしめたのが「国有化」であり、2010 年の漁船衝突事件であった。 
それにより、中国共産党及び中国政府は国内向けにも何かしらの獲得した成果を見せる
必要が生じたと考えられる。したがって、中国公船による接続水域への入域は常態化し、
領海内への侵入も躊躇しなくなった。中国も実効支配している現実を見せているわけであ
る。さらに目に見える成果として、日本側に「領土問題の存在」を認めさせることを国内
に見せる必要があると考えられる。 
胡錦濤国家主席の時代に外交問題を担当する実質的な責任者である国務委員（副首相級）
を務めていた戴秉国が 2016 年 7 月 5 日、米国における講演において、フィリピンが提訴し
た南シナ海問題について「仲裁裁判所が近く示す裁定は紙くずに過ぎない。中国がこのよ
うな仲裁を受け入れず、いわゆる裁定を認めず、執行しないのは、国際法に基づき自らの
権利を守ることであり、国連海洋法条約の完全性と権威を守ることでもある1323」と発言し
たことを聞き、中国国内のナショナリズムに対する対応はより困難になっていると感じら
た。人民解放軍の軍人が「裁定を紙くず」と発言するのなら別に驚くこともない。しかし、
戴秉国は 2010 年 12 月、国務委員として論文「平和発展の道を堅持する（坚持走和平发展
道路）1324」を発表し、中国は大国になっても平和発展の道を堅持するとのメッセージを発
した象徴的な人物である。2010 年 9 月の尖閣諸島漁船衝突事件の際にも、「特使」として
訪中した民主党の細野豪志前幹事長代理と会談し、事態の収拾を図った1325。しかも戴秉国
は 2013 年に国務委員を退いて以降、公職には就いていないので自由に発言できる立場にあ
る。そのような戴秉国にして、南シナ海問題では「裁定は紙くずに過ぎない」と発言する
ほど、国内向けに弱腰な姿勢は示せない雰囲気が中国国内で醸成されていることは深刻に
受け止めるべきであろう。 
序章でも述べたように、尖閣問題に関する国益は、現在かろうじて日本が行っている実
効支配を後退させないことである。つまり尖閣の現状維持が国益である。中国にとっても、
「国有化」以前とは異なり、接続水域への入域は常態化し、実効支配しつつある現状を維
持することは国益にかなうと思われる。南シナ海問題が深刻化する中、中国にとって、二
正面作戦は困難であろう。 
2014 年 11 月 7 日、日中首脳会談の実現に向け、谷内正太郎国家安全保障局長と楊潔篪
国務委員は北京で会談し、以下の 4 項目について合意した。 
 
   日中関係の改善に向け、これまで両国政府間で静かな話し合いを続けてきたが、今
般、以下の諸点につき意見の一致をみた。 
1 双方は、日中間の四つの基本文書の諸原則と精神を遵守し、日中の戦略的互恵関
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係を引き続き発展させていくことを確認した。 
2 双方は、歴史を直視し、未来に向かうという精神に従い、両国関係に影響する政
治的困難を克服することで若干の認識の一致をみた。 
3 双方は、尖閣諸島等東シナ海の海域において近年緊張状態が生じていることにつ
いて異なる見解を有していると認識し、対話と協議を通じて、情勢の悪化を防ぐとと
もに、危機管理メカニズムを構築し、不測の事態の発生を回避することで意見の一致
をみた。 
4 双方は、様々な多国間・二国間のチャンネルを活用して、政治・外交・安保対話
を徐々に再開し、政治的相互信頼関係の構築に努めることにつき意見の一致をみた1326。 
 
尖閣問題に関しては、3 の「双方は、尖閣諸島等東シナ海の海域において近年緊張状態が
生じていることについて異なる見解を有していると認識し」という玉虫色の表現は絶妙で
ある。中国側は、「中日首次明確存釣魚島争端（中日は初めて釣魚島に紛争があることを明
確にした）」と解釈し、一斉にそのトーンで報道した1327。 
日本は、「領土問題の存在」を明言したわけではないが、中国側はそのように解釈し、国
内向けに報道したのである。『ニューヨーク・タイムズ』の中国語版は、「中日关系破冰，
达成四点原则共识（中日関係の氷を砕く、原則的な共通認識 4 項目合意）1328」との見出し
で報道した。「氷を砕く」とは 2006 年 10 月の安倍晋三首相の訪中を指して言われた言葉で
ある1329。安倍の前任の首相であった小泉純一郎は、2001 年 4 月の首相就任後、中国や韓
国の反発にもかかわらず、5 年連続で靖国神社への参拝を行った。ゆえに、日中間の政治関
係は冷え込み、中国国内では反日デモも起きた。それでも通商経済交流は進展したため、
その現象は「政冷経熱」と揶揄され、日中間は非常に厳しい政治関係の中にあった。2006
年 9 月 26 日に首相に就任した安倍晋三は、就任直後の 10 月 8 日に最初の外遊先として中
国を訪問し、その訪中は氷ついた日中関係を破るという意味で「氷を砕く旅」と呼ばれた。
さらに翌年の温家宝総理来日は「氷を溶かす旅」と言われ、日中関係は改善に向かった。『ニ
ューヨーク・タイムズ』の中国語版は、そのような日中関係に改善を象徴する「氷を砕く」
という言葉を見出しに使い、「4 項目合意」を好意的に報じたのである。 
このように、2014 年 11 月の「4 項目合意」によって、日本は尖閣に関する紛争を認めた
と中国側はすでに報道しているのであり、ある意味で、天児慧が主張する「一つの島嶼、
各自が表現」が実現しつつあるともいえよう。したがって、このような現状においては「領
土問題の存在」をあえて明言はしなくても、中国側に対して「領土問題は存在しない」と
いう対応をとらずに、4 項目合意にあるように「対話と協議を通じて、情勢の悪化を防ぐと
ともに、危機管理メカニズムを構築し、不測の事態の発生を回避する」ことが重要だとい
えるだろう。当面の間、日本は「4 項目合意」を遵守することが国益にかなう実効支配の維
持につながると筆者は考える。 
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南シナ海問題 仲裁裁定が示した島の定義の意義 
南シナ海に浮かぶ島嶼群の領有権を巡り、フィリピンが 2013 年に申し立てた海洋法の仲
裁裁判で、2016 年 7 月 12 日に中比間の国連海洋法付属書Ⅶに基づく南シナ海に関わる仲
裁判断 PCA Case No 2013-191330が公表された。仲裁裁判所は、中国が主張する南シナ海のほ
ぼ全域にわたる管轄権(いわゆる「九段線」nine dash line)について、「法的な根拠はない」と
判断し、中国の主張を斥けた。日本の主要各紙は、中国敗訴を書き立て、「中国は国際法の
裁判結果を受入れよ」という大合唱が起こった1331。 
1938年12月23日、日本政府は「新南群島の所属に関する件1332」を閣議決定し、南沙諸島
（スプラトリー諸島、Spratly Islands）を「新南群島」と名付けて領有を宣言し、台湾総督府
の管轄と定めた。1895年1月の魚釣島と久場島を領有した閣議決定は秘密裏だったが、「新
南群島」を領有した閣議決定は公表されたのである。 
1952年4月28日に発効したサンフランシスコ平和条約第二条fは「日本国は、新南群島及
び西沙群島に対するすべての権利、権原及び請求権を放棄する」と定めた。また同日調印
された日華平和条約第二条でも「日本国は、千九百五十一年九月八日にアメリカ合衆国の
サン・フランシスコ市で署名された日本国との平和条約（以下「サン・フランシスコ条約」
という。）第二条に基き、台湾及び澎湖諸島並びに新南群島及び西沙群島に対するすべての
権利、権原及び請求権を放棄したことが承認される」と定め、日本は「新南群島」を放棄
した。しかし、その帰属先を定めなかったことが現在の南シナ海をめぐる問題を複雑化さ
せている1333。 
仲裁裁判の裁定書は全文500頁に及ぶ膨大な文書であり、そこにはいくつかの注目すべき
論点がある。日本の論調からは、判決で太平島が岩扱いされたという判決の核心の一つが
認識されていない。当然、この判例が沖ノ鳥島の運命に影響することも眼中にない。 
筆者が最も意義があると判断するのは、南シナ海には、排他的経済圏200カイリあるいは
大陸棚延伸350カイリを要求できる「島」は存在しないと断定したことである。 
およそ40ヘクタールの広さをもち200名の軍民が常住する太平島（台湾が実効支配）を「岩
にすぎない」と認定したことの意味はきわめて大きい。従来、「島の定義」については、国
連海洋法条約の第121条1項を基に「満潮時に水没するか否か」を論ずることが多かった。
今回の判決は同条3項に基づき、「人間の居住又は独自の経済生活の維持」を重視した。そ
の解釈として「外部からの恒常的補給」が必要か否かまで踏み込んだ。その結果、誰もが
「島であるとする認識」を疑わない太平島を「岩」と断定した。この認定は関係各国によ
って行われてきた「埋め立て競争」に警告を発し、地球環境の保護（Common Heritage of 
Mankind1334：CHM、人類の共同財産、グローバル・コモンズの思想）を強く意識した点
で、特筆すべき意味をもつ。国連海洋法条約締結以降、関係各国は排他的経済水域をめぐ
って領有権主張を強めてきたが、島の定義を厳格化することで小さな無人島の排他的経済
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水域が認められないとすれば、紛争の解決が容易になることが期待されるのではないか。 
南シナ海最大の太平島が島の条件を欠くならば、他のすべての岩や礁は、排他的経済圏 
および大陸棚延伸の対象外になる。すなわち「領海12カイリ」だけに限定され、海上線引
きが容易になる。 
一方、沖ノ鳥島は南シナ海に浮かぶ島ではないが、裁定書は、419、439、451、452、457
の 5 つのパラグラフで「沖ノ鳥島」に言及している。また中国・韓国が主張する「沖ノ鳥
岩」（The rock of Oki-no-Tori）の呼称は 452、457 のパラグラフで用いている。たとえば、
457 段落では、「海洋法 121 条 3 項にいうイワを国際海底土に関わるグローバル・コモンズ
の範囲とみなすことは一般性をもつ重要な法的論点である。沖の鳥イワから大陸棚延伸を
要求するのは、グローバル・コモンズ海域に対する重大な侵害になる」という一節を引用
している1335。これは、中国が 2011 年に国連大陸棚限界委員会に提出した口上書を直接引
用する形で、「島ではなく岩」との認識を示したと考えられる1336。したがって、この判断は
「島の定義」に対する新判例として、沖ノ鳥島にも適用され、「200 カイリ EEZ の主張を維
持することは困難である1337」と言わざるを得ない。日本は国連海洋法条約の採択以後に 800
億円近くの税金を費やして、沖ノ鳥島にいわゆる「波消しブロック」を建設してきたが、
無駄な投資となってしまうかもしれない。 
また岩下明裕も、「仲裁裁判判決の意義について、ボーダースタディーズの立場から」「注
目すべきは、島の今後の囲い込み競争に歯止めをかける議論を提起したことだ」として以
下のように述べている。 
 
この判決の論点は多岐にわたるが、注目すべきは（中略）いわゆる、島の定義につ
いてである。外部からの支援でしか、UNCLOS の条件を満たせない物理的領土は島で
はないというそれだ。この定義が世界に広く共有されるには時間がかかるだろう。ま
た短期的には日本も多くの「島」を失うだろう。にもかかわらず、海を「公共財」と
して共有するとともに、海の囲い込み競争に一定の歯止めをかけるという意味では画
期となるに違いない1338。 
 
 防衛研究所主任研究官の門間理良は、論文「太平島は『礁』――仲裁裁判判決の衝撃―
―」の中で、「台湾にとって衝撃を受けたのは、自らが実効支配している太平島に関しても
仲裁裁判書が『島』ではなく『礁』だと判断したことである」として、「この判決に台湾政
府は大いに反発し」、「判決は断じて受け入れられないと相次いで表明している」と指摘し
ている1339。また「この判決は中国や台湾だけでなく日本を含めた各国に深刻な影響をもた
らす可能性がある」として、「この判決を厳格に適用すれば、中国が実効支配しているその
他の島々も、『礁』に分類されるかもしれない。また今後は日本も安閑としてはいられない。
日本の固有の領土であり EEZ が認められている沖ノ鳥島が他国から仲裁裁判に訴えられる
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可能性を政府関係者は指摘しているからである」と述べている。さらには「豊富な資源が
周辺海域の海底に眠っていると見られている南鳥島も、先の要件を厳格に適用させるなら
ば、『礁』に当てはめられる可能性もあるだろう」とも主張している1340。 
他方、この判例は尖閣諸島にも適用されると矢吹晋は指摘する。今後は隣り合う国の沿
海基線からの200カイリ線がより重要な協議の要素になる。南シナ海の各岩群の実効支配に
ついていえば、既存の実効支配を前提として、それぞれの領海12カイリを踏まえた海上の
線引きがこれから進められることになろう1341。 
 
様々な選択肢を 
これまで多くの研究者が、尖閣諸島問題の解決方法について提案してきた。「さまざまな
選択肢を考え出すことは、紛争解決にとって重要なプロセス1342」であり、共同統治や共同
管理といった方法から、島の分割、漁業権の相互尊重、他の問題との互酬的リンケージが
考えられると、名嘉憲夫は指摘する1343。 
芹田健太郎 は、「島の領有権問題と大陸棚の境界画定を同時に取り上げ、解決した条約
1344」として、1969 年 3 月の「アブダビ＝カタール間の協定」と、1978 年 12 月の「トレ
ス海峡として知られる区域を含む二国間の区域の主権および海の境界ならびに関連事項に
関するパプア・ニューギニア独立国とオーストラリアの条約」の二つを例に挙げている。
これらの条約は、「単に主権問題のみならず、大陸棚の分割、漁業水域の割当、原住民の生
き方の保護という四つの問題を、それぞれ違った方法で、一括して解決している」という1345。 
芹田は、これまでの各国の大陸棚境界画定条約等から、島が大陸棚境界画定におよぼす
影響・効果を類型化して、尖閣と竹島にあてはめて考えた上で、それらの「検討から得ら
れる結論は、たとえ主権争いに決着が付いたとしても、境界画定の交渉には、基点をどこ
にとるか、から始めて、延々と無駄と思われる議論を積み重ねなければならず、そのため
に割かなければならないエネルギーと時間ははかりしれない1346」という。「そうであるとす
れば、そのエネルギーと時間を双方の友好のために用いるのがはるかに賢明である1347」と
して、尖閣諸島については、「自然保護区設定と大陸棚共同開発の一括処理1348」を提案して
いる。「日中両国ともに互いに大陸棚を要求して尖閣諸島を争うことをせず」、かつてのア
ホウ鳥の乱獲1349の償いに、「尖閣諸島を自然保護区とし、同時に経済協力による大陸棚共同
開発を行うという一括処理を行う1350」とする。それによって、尖閣諸島を「再び静かに眠
りにつかせ」、大陸棚の共同開発により、日中双方ともに実をとるのが最善の策となるであ
ろう。領有権のみを問題とするのではなく、関連事項の一括処理のみが、最終的解決をも
たらす手段となるであろうと芹田は指摘している1351。さらに、尖閣諸島自然保護区の周囲
には領海を設けることはせず、水産資源の保全の観点からも 3 カイリ、または 12 カイリの
漁業禁止区域を設けるのがよいとしている。また、自然保護区の管理については、尖閣諸
島は日本が現に占有しているので日本が行うとしても、現状を大きく変更するものでなは
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なく、国民感情を逆撫ですることもないであろうという。科学者たちによる国際的、また
は国内的共同研究のための上陸は自由とされるべきであり、したがって、それぞれの当局
はそれを許可し、学術研究の成果は速やかに公表すべきものとすべきだと提案している1352。
「日中関係では日本には時間は稼げない。先延ばしは不利にしか働かない1353」という現状
を認識した上で、日本は、少なくとも尖閣諸島を基点とする中間線を主張するのではなく、
英仏大陸棚事件で、裁判所がフランス沖にある英領チャンネル諸島に対し、英国の主張す
る中間線ではなく領海 3 カイリ時代の当時の 12 カイリ漁業水域を基に 12 カイリ大陸棚を
チャンネル諸島に認めた判決の例のように、日本は尖閣諸島から 24 カイリの接続水域を、
日本の EEZ とする打開策をとるべきであろうと、芹田は述べている1354。 
さらに、芹田は、韓国との領有権の争いのある竹島問題解決のための「大胆な打開策」
として、「竹島の譲渡または放棄」を提案している1355。「日本人が韓国人との和解の印に、
日本が竹島を韓国に譲渡または放棄し、韓国の竹島に対する主権を認め、同時に、西日本
海での漁業資源の保全のため日韓がそれぞれ資源管理を進めることができるように鬱陵島
と壱岐諸島を基点として排他的経済水域の境界画定を行う。そして、竹島は自然に戻し、
自然保護区として 12 カイリの漁業禁止水域を設け、すべての国の科学者に開放する。日韓
でこうした内容の条約を結ぶのはどうであろうか1356」と芹田はいう。その条約では、「まず、
『平壌宣言』や『戦後 60 周年首相談話』のように率直に韓国民に対し反省と心からのお詫
びの気持ちを表明しよう1357」と、歴史問題への理解も重視している。1965 年の日韓条約で
は、日本はいかなる謝罪もしていない。いまだに韓国民衆の中に、日本に対する償いを求
める声がくすぶっている現状に鑑み、「竹島が韓国人にとって日本の植民地支配の始まりの
シンボルであるならば、新しい竹島を成熟した日韓の協力関係のシンボルに転嫁させなけ
ればならない1358」と、芹田は述べている。 
国際法学者である芹田は、1945 年に尖閣諸島を含む沖縄を米国が占領支配したことに対
して、「同じ連合国の一員として1359」中国が、「何らかの抗議を申し入れた形跡が全くない」
ことや、「クリチカル・デートを沖縄返還協定締結の 1971 年 6 月 17 日にもってくることに
より1360」、「無主地先占のほかに」、「継続的かつ平和的な主権の発現」という権原（パルマ
ス島事件）を根拠に、1895 年以降、日本が 75 年間「継続的」に、しかも中国からのいか
なる抗議もなく、「平和的」に国家機能を発現してきたことは十二分に立証されるとして1361、
「帰属問題につき中国側に有利に働くというものではない1362」と結論づけている。つまり、
国際法の観点から、尖閣の領有権については日本に分があると主張する芹田にして、「紛争
の解決の進め方については1363」、序章の先行研究とその問題点で述べたように、中国側に譲
歩した形の「自然保護区設定と大陸棚共同開発の一括処理1364」を提案しているのである。 
また、同じく国際法学者である松井芳郎は、「先占の法理が西欧先進国によるアジア・ア
フリカ世界の植民地主義的な進出を正統化するための法理として生み出されたものであ
1365」り、先占の法理を尖閣紛争に適用することについての批判的見解が少なくないことを
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十分に理解するとした上で1366、「権原の歴史的凝固（historical consolidation of title）1367」の
理論を根拠に、中国が 1971 年の決定的期日（クリティカル・デート）に至るまでに日本の
領有に対して一貫して抗議を行わなかったことから、「日本の立場は権原の歴史的凝固によ
って正当化される」としている1368。松井は、日本政府の「尖閣諸島をめぐって解決すべき
領有権の問題は存在しない」という態度と主張は、「国際法上確立した『紛争』の定義に照
らして正当化できないだけでなく、国際社会の支持と理解をまったく得ていない1369」と批
判している。それでも、国際法の観点からは、上記のように、尖閣領有に関する日本の立
場は「正当化される」と結論づけている。しかるに、「『棚上げ』は実効的支配を行ってい
る日本にとってむしろ有利で、その可能性を追求すべきだ1370」とした上で、2002 年の
ASEAN・中国間の「南シナ海における当事国の行動に関する宣言」という多国間の枠組み
を、尖閣紛争にとって示唆するところが少なくないとしている。そして、「領域紛争は係争
地域に対する主権をどちらの当事国に認めるかという意味では一種のゼロサム・ゲームで
あるが、海洋資源は衡平に配分することが可能だから、資源開発については両当事国の法
的立場を損なうことなく行う協力が可能である1371」と松井は述べている。筆者も、序章で
．．．．．．．
述べたように、松井とほぼ同じ理論を根拠に、領有権の主張においては、中国よりも日本
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に分があると考える
．．．．．．．．．
。 
 しかしながら、尖閣諸島について日本の領有を主張する芹田や松井のような国際法学者
も、日本の実効支配を強めるのではなく、「自然保護区設定と大陸棚共同開発」や「資源開
発の協力」などの妥協的な解決案を示している。資源開発の専門家である猪間明俊に至っ
ては、尖閣周辺のエネルギー開発の困難さを理由に「多大な恩を売る形で尖閣諸島の領有
権を中国に渡してしまうのも一つの解決法である1372」としている。これらの提案からもわ
かるように、紛争の解決には、実に様々な選択肢があるということである。 
 
1945 年に中国側が抗議しなかった背景 
尖閣諸島の領有権に関しては、章 3 章で詳述したように 1895 年の閣議決定に至る経緯が
国際法上の先占の要件を満たしているとはいえ、戦勝に乗じた決定であり、公開されなか
ったことに鑑み、先占の法理だけに依拠して領有を主張するのには根拠が十分ではないと
考える。しかし、松井芳郎が指摘するように、中国が 1971 年の決定的期日（クリティカル・
デート）に至るまでに日本の領有に対して一貫して抗議を行わなかったことから、「日本の
立場は権原の歴史的凝固によって正当化される」と筆者は考える。 
では、米英ソと並び、四大国と呼ばれ戦勝国となった中華民国は、1945 年 10 月に台湾
を自国領に編入した際に、なぜ、尖閣の領有を主張しなかったのだろうか？ 
機密解除された中華民国の公文書を調査した邵漢儀によれば、尖閣諸島の主権問題が争
いとなった 1970 年までの中華民国の経緯は以下の通りだという。 
1968 年初頭から 1970 年にかけて、中華民国の関係政府機関である外交部・内政部・経
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済部・国防部・国家安全局などによる釣魚臺［尖閣諸島］の主権問題に関する統一見解は
なかった。これは、当時、対米国、対日本との国交問題、また国連代表権問題、さらに現
有する領土保全などと密接にからむ問題であり、外交部が相当慎重になって決定できない
でいたことに起因する。その主な原因は、戦後初期、戦前の重要なあるべきはずの資料が
なかったことによるという。1947 年には、中華民国駐日代表団1373は、これらの島について、
「琉球にもともと所属していた版図として史籍上確認できない」、「いつ日本人が沖縄県に
編入したのか記録を証明できない」、「目下は連合軍が琉球を占領しているが、琉球に所属
するのかどうか疑問である」などの疑問を提出していた。これらに関連することとして、
武漢大学中国境界海洋研究院院長の胡徳坤教授と早稲田大学博士課程大学院生の黄祥雲は
2014 年に「中日釣魚島紛争における米国の『中立政策』の由来と実質」を発表し、その中
で、尖閣諸島に関する以下の記述をしている。 
 
1946 年、連合国が日本の境界図を画定したあと、中国は台湾を回収すると同時に、
一貫して台湾の付属諸島である釣魚島（当時は「尖閣列島」と称した）の回収を勝ち
取ろうとしていた。1946 年 から 1947 年にかけて、米国は、占領した琉球の境界の範
囲を決定し、中国の釣魚島をその中に含めていた。国府外交部はある公文書の中で、
琉球王国および日本が琉球を併合した際の歴史を整理し、琉球の範囲には釣魚島を含
めないという結論を出した。当時の中華民国駐日代表団は「琉球の本来の境界図」を
作製したが、釣魚島はその中には含まれていない。同時に、同駐日代表団は、中国と
琉球の境界にある釣魚島を中国に編入すべきだとの意見を提出した。これらの要求は、
釣魚島を琉球の範囲に組み入れるという米国の決定を変更することにならなかったが、
しかし、中国が釣魚島の主権を主張し、さらにその回復を要求したことを表している1374。 
 
邵漢儀によれば、1970 年 8 月になって、中華民国は主権根拠を収集し重大な発見があっ
た。楊仲揆や梁嘉彬、鄭資約などの学者たちが清代の文献を調査整理して初めて「尖閣群
島」というのが中国の歴史上の「釣魚臺」「黄尾嶼」「赤尾嶼」などの島嶼であることがわ
かったというのである1375。 
 1895 年の下関条約によって、台湾と付属諸島は清国から日本に割譲され、日本の植民地
となった。中華民国は辛亥革命によって 1911 年に成立したが、その時点では、台湾は日本
の統治下にある植民地であり、中華民国には自国領でない台湾の資料はなかった。したが
って、1945 年に戦勝国として、台湾を自国領土に編入した際、中華民国には台湾およびそ
の付属諸島に関する独自の資料はなく、宗主国であった日本の総督府にあった資料を使っ
て台湾の統治を始めたのだという。ゆえに、日本の地図や資料にある「尖閣群島」が中国
でいう「釣魚臺」だとは、主権争いが問題となる 1970 年頃までわからなかったために、領
有権の主張ができなかったと邵漢儀はいうのである1376。 
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 1945 年時点において、中華民国が尖閣の領有権を主張しなかった理由として、このよう
な経緯は、日本の研究者からは指摘されたことのない新事実である。筆者も、邵漢儀から
そのような話を最初に聞いた時、にわかには信じられなかったが、彼の論文と根拠となる
中華民国の公文書をよく読み、1950 年代の国会における答弁を考えた時に、十分にありえ
る事実であろうとの結論に達した。1955 年には、第三清徳丸事件で日本人の被害者が出た
にもかかわらず、外務省の局長も、事件が起きた付近の島の名前を把握していなかったの
である。また、1968 年 7 月に「琉球新報」が台湾人による“不法占拠”を大々的に報じる
までは、施政権を有していた米国も十分な取り締まりをしていなかった。さらに、日本政
府として尖閣が日本の領土だと初めて明確に表明したのは 1970 年 9 月であり、1895 年の
尖閣領有の閣議決定は国際法上の「先占の法理」に基づいたものである旨を答弁したのは
1972 年 3 月である。外務省には、実は 1933 年に作成された「国際法先例彙輯(2) 島嶼先占」
があり、そこには島嶼先占の例として、尖閣諸島が例示されていたにもかかわらず、1972
年に至るまでその資料も探せなかったことが推察されるのである。 
 結局のところ、第 5 章第 1 節でも触れたように、1972 年 9 月の国交正常化交渉の際に周
恩来が田中角栄に述べた通り、尖閣諸島については「石油が出るから、これが問題になっ
た1377」のである。1968 年の ECAFE の調査によって資源埋蔵の可能性が指摘されたこと
により、日本も中華民国も中華人民共和国も、尖閣が自国の領土だという領有根拠の「物
語」を完成させたといえよう。もしも、石油が出なければ、小さな無人島をめぐる争いが
「心理状況から見れば交戦状態1378」 になることもなかったと考えられる。 
 したがって、1945 年に戦勝国の中華民国が領有権を主張しなかったことだけをもって、
中国や台湾の主張が不当だとするのも、いささかためらわれるところではある。 
 日本の主張の最大の優位性は、1945 年から 1972 年の米軍統治期を除いては、1895 年以
来、実効支配を継続している点である。その優位性を活かして、中国および台湾とは静か
な交渉を通じて不測事態を回避し、問題解決を図ることこそが日本の国益にかなうと筆者
は考える。 
 
以下、交渉によって、問題を解決するための提言をさらに検討したい。 
バルト海に浮かぶオーランド島をめぐるフィンランドとスウェーデンの解決方法につい
ての原貴美恵の研究1379は、実に詳細で今後の紛争解決のモデルになると名嘉憲夫は紹介し
ている。オーランド島紛争の解決方法が、主権問題の解決、多国間枠組み、自治、島民権、
言語規定、非武装化というすべての面を組み合わせて、係争当事国政府だけでなく、紛争
諸島の住民ひいては地域全体が何らかの利益を得た独創的なものであったと原貴美恵は評
価している。そこでは、「統合的利益や補完的利益を実現するために、さまざまな方法が編
み出されている1380」という。 
名嘉憲夫は、「ヨーロッパにおける 1975 年の全欧安全保障協力会議（ヘルシンキ会議）
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のような多国間の枠組みによる尖閣、竹島、北方四島の同時解決が一番良いようにも思わ
れる1381」とする。しかしながら、岩下明裕は「尖閣問題は、［北方領土、竹島、尖閣の］3
つのうちでおそらく最後に解決される問題と思われる」と指摘している。それは「日米同
盟のくびきのなかでもっとも効力を発揮している従属変数となっているから」であり、「さ
らには台湾問題の存在もこれを難しくしている」としている1382。同時に、岩下は「どの領
土問題でも解決を目指すにあたり、肝に銘じておくこと」として、「あくまでも 2 カ国間の
利益にかなう、という姿勢で前にすすむべき」だとしている。つまり、中国を利用してロ
シアとの北方領土問題の解決を図ることや、逆に中ロ関係の破綻を期待して尖閣問題の解
決を目指すこと、またはインドと組んで中国を「包囲」しようなどとすることを戒めてい
る。ロシアにとって、日本との国境画定は国益にとって重要であり、中国にとっても、南
シナ海も東シナ海も、すべてに緊張関係を続ける状況を本気で望んでいるとは思えないと
岩下は指摘する1383。 
たしかに、二国間の交渉や条約が基本であるが、それだけで解決が困難な場合は、南沙
諸島や西沙諸島の問題も含めて、東アジア全体の国境画定問題を多国間会議で話し合うこ
とも有益であろう。他国を利用するのではなく、メリットを共有するのである。多国間交
渉のメリットの一つは、国民を説得する材料に使えることだと名嘉はいう1384。「東アジアの
国々が皆少しずつ譲って全体の利益を考えた。我々もそれに協力しよう」といえるからで
ある。また、原がいうように、北方四島問題、竹島、尖閣、南シナ海問題の解決リンケー
ジも考えられる。例えば、日本は北方四島についてはロシアに、竹島については韓国に譲
歩する代わりに、尖閣については中国が日本に譲歩し、中国は尖閣で日本に譲歩する代わ
りに、西沙諸島については協議参加国から主権承認を受ける、といった具合である1385。さ
らに、領土問題と日本の国連安保理入りといった別の案件とを抱き合わせた解決の可能性
についても、名嘉憲夫は示唆している1386。 
 
共同管理の実現可能性 
岩下明裕は尖閣の「民営化」を提唱している1387。それは「そもそも『国有化』のプロセ
スが間違いだった」からであり、「そうであれば、一度『国有化』したとはいえ、これを今
後も続ける意味は必ずしもない」。「中国の怒りを買ったから、これを止めるという弱腰を
理由に『国有化』を撤回する」のではなく、「尖閣諸島を実効的に支配し安定的に管理でき、
より地域そのものの安定に資するやり方をとるのが妥当」であるとする1388。「自分たちは挑
発された側だと思い込んでいる中国を、現在の認識の縛りから自由にする」ための「工夫」
として、「島だけでなく、海を大事にするという観点とともに、この空間の自然を保全する
観点から、半官・半民で『アルバトロス財団』をつくって、島の所有をこれに委ね、『民営
化』」することを岩下明裕は主張している1389。アルバトロスとはアホウドリのことであり、
島の自然保護と維持は国際機関との連携で進め、中国や台湾の研究者の参画も促し、東京
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都が購入のために集めた寄付金は、この空間の持続的維持のために使えばいいとしている。 
さらに、岡田充は「尖閣諸島を沖縄・石垣、台湾・宜蘭、中国・福建省の三自治体で構
成する『海洋平和特区』に指定し、利用・管理を特区にゆだねる構想」を提起している。「目
的は、この海域を共通の生活圏としてきた人々が、境界を越えて利益を得る枠組みをつく
ること」とし、「利用・管理を三自治体でつくる特区にゆだねるのは国家ですから、それぞ
れが主張する「主権」の主張は相互に否認され」ず、「その意味では新たな『棚上げ』であ
り、『一島各表』（島の主権は各方が表明）と言ってもいい」、「12 海里と接続水域は非武装
地帯とし、公船の立ち入りを禁止」し、「まず環境・資源調査 を先行し、利用・開発計画
を定める」というのが概要である1390。 
岩下の「民営化」、岡田の「三自治体による海洋平和特区」の提案に共通しているのは、
尖閣「国有化」以後の危機的な状況を平和的な話し合いで解決すべきだとの思いから知恵
をしぼった真剣な方策だということである。結果的に失敗に終わった「国有化」を何らか
の方法で変化させることには検討に値するが、しかしながら、一度行った「国有化」をや
めることは、どんな大義名分をつけても国民からは「弱腰」だと見られ、またそう見られ
ることを恐れる日本の政治家が、そのような大局的な決断をできるとは思われない。実現
の可能性はかなり難しいと言わざるを得ない。しかしながら、中国海軍のフリゲート艦が
接続水域を航行し、中国公船による領海への侵入も常態化しつつある「現状」においては、
不測の事態から紛争に至ることを防ぐためには、何ができるのかを真剣に検討すべきであ
ろう。 
「固有の領土」や「自古以来」「核心的利益」などと声高に主張しても、紛争解決へのプ
ラス材料にはならない。 
一方的な主張は、相手側の攻撃と防御を招き、ひるがえって相手側の攻撃と防御はこち
ら側の攻撃と防御を引き起こすという“エスカレーションの階段”を上っていく。そのよ
うな不信と関係悪化の“悪循環”を回避するためには、交渉を選択するほかにないと名嘉
憲夫は指摘する1391。 
 
公共政策としての「公共外交」の意義 
領土や領海をめぐる領域主権の問題は、米軍との協力を進め軍事的な抑止力を強めるこ
とだけで解決できるものではない。伝統的な外交政策はもちろん、ソフトパワーも含めた
「公共外交」が必要だと考える。日本では、「公共外交（Public Diplomacy）」という用語
はあまり使われないが、中国では、相手国の政府に働きかけるだけでは十分でなく、国民
レベルに働きかけていくことが必要であるという認識に基づいて行われるさまざまな活動
を意味する概念1392として広く使われている。たとえば、中華人民共和国駐日本国大使館に
おいて、かつて「広報部」と呼ばれていた部門は、現在では「広報・公共外交部」（中国語
では新聞・公共外交処）である。 
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領域主権をめぐる問題の解決は、100 対 0 ということはありえず、必ず互いに妥協が必要
となる。しかし、現在の日中間のように国民感情の悪化が進めば、第 5 章第 4 節の「固有
の領土論」の問題性として取り上げた「領土ナショナリズムの魔力1393」がますます増殖す
る。米国の政治地理学者であるジョン・アグニュー（John A. Agnew）も「政治学や国際関
係論は『領土の罠 the Territorial Trap』に陥っている」と指摘している1394。大阪市立大学教
授の山崎孝史は、「アグニューが指摘したのは、政治学や国際関係論が陥りがちな学問上の
認識論的問題であったが、この『領土の罠』は、そのまま私たちの領土や領域の認識にも
当てはまる」として、「領土の罠」に陥ることを回避するための「多次元性」と「透過性」
を訴えている1395。 
特定非営利法人「言論 NPO」による日中共同世論調査によれば、尖閣諸島沖漁船衝突事
件が起きた翌年の 2011 年には、「現在の日中関係」が「悪い/どちらかといえば悪い」と答
えた人の割合は日本側で 28.7％から 51.7％に、中国側で 18.6％から 32.3％に跳ね上がって
いる（いずれも前年比）。同じく、尖閣「国有化」の翌年の 2013 年の調査では、「悪い/ど
ちらかといえば悪い」と答えた人の割合は日本側で 53.7％から 79.7％に、中国側では 41％
から 90.3％に跳ね上がっている1396。日中平和友好条約が締結された翌年の 1979 年には、
中国に対して「親しみを感じる」「どちらかというと親しみを感じる」と回答した日本人が
70.9％で1397、1994 年の北京市民対外意識調査においては、両国関係の現状の評価に対して、
「いい」は 78％で「悪い」は 4％と回答されていた1398ことと比較すると、隔世の感を禁じ
得ない。尖閣諸島をめぐる対立が両国の国民感情に対して与えた影響の大きさがいかに顕
著であるかを実感できよう。 
1984 年の 9 月から 10 月にかけて、3000 人の日本の若者が胡耀邦総書記の招きで中国を
訪れた。この空前の規模の青年交歓活動は、中日往来史に多くの美談を残し1399、今からみ
れば「蜜月時代」ともいえる日中関係を象徴する出来事であった。1983 年に NHK で放映
された連続テレビ小説「おしん」は中国でも大ヒットし、当時の多くの中国人は山口百恵
や高倉健に憧れ、中国語で「北国の春」を歌っていた。子どもたちは、テレビアニメの「鉄
腕アトム」や「一休さん」「ドラえもん」などが大好きで、小さい頃にそれら日本のアニメ
番組に親しんだ世代の中国人は、大人になってからもそれほど日本に対して悪感情を持ち
にくいという1400。また 1980 年代に放映された NHK 特集「日中共同制作 シルクロード 
絲綢之路」は、外国メディアにより中国領土内のシルクロードの取材が認められた初めて
のドキュメンタリー・シリーズで、喜多郎の幻想的なテーマ曲とともに大きな関心と反響
を呼び、日本から中国への旅行者および留学生が増大した。1980 年代後半から 1990 年代
前半は、中国でも多くの日本のテレビドラマが放映されていた1401が、2003 年に日本で「冬
のソナタ」が韓流ブームを巻き起こしたのと時を同じくして、中国でもテレビ番組から日
本のドラマが消え、韓国ドラマが流行となった。2000 年代以降、日中関係は徐々に悪化す
るが、靖国参拝問題等の歴史認識問題や、「反日教育」などとも言われる中国における愛国
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教育の影響の他にも、中国において 17 時から 20 時のゴールデンタイムに外国のアニメ番
組の放映が禁止されるなど1402、日本のソフトパワーが弱まったことも背景にあると筆者は
感じている。 
英国リーズ大学（University of Leeds）で日中関係を専門とするキャロライン・ローズ
（Caroline Rose）教授は論文「日英和解と日中和解」の中で、日中両国の「歴史問題」に関
する「和解」のパターンと可能性を考察している。中国と日本の和解は、第二次世界大戦
直後から 1949 年まで続いた国共内戦および、その後に始まった冷戦のため、なかなか進捗
しなかった。和解への真剣な取り組みがみられるようになったのは、1972 年に国交正常化
が実現してからであったとローズは指摘する1403。1980 年代になると、いわゆる「歴史問題」
が表面化し、1990 年代半ばまでには、韓国人、台湾人、中国人、インドネシア人、その他
多くの国の人々から補償の要求がなされるようになっていた。そして、2005 年半ばまでに、
日本政府および日本企業に対して補償を求める 30 件近くの訴訟が、日本の弁護士グループ
と NGO の協力を受けた中国人によって、日本の裁判所に提訴された。中でも「大きな裁判
を起こした三つのグループ」とローズが分類する元「慰安婦」、生物・化学（遺棄毒ガス）
兵器の被害者、元強制労働者の問題は、かつて中華人民共和国駐日本国大使館のホームペ
ージで「戦後慰留問題」と記載され、日中共同声明で放棄した戦争賠償請求権とは別に解
決が必要だと中国政府も認識していると思われる問題である1404。2007 年 4 月 27 日、最高
裁第二小法廷は、西松建設強制連行・強制労働事件訴訟において、中国人戦争被害者の個
人請求権問題について初めての判断を示し、日中共同声明によって個人請求権は「裁判上
訴求する権能は失われた」とする判決を下した。しかしながら、「本件被害者らの蒙った精
神的・肉体的苦痛が極めて大きかった一方、上告人［西松建設］は前述したような勤務条
件で中国人労働者らを強制労働に従事させて相応の利益を受け、更に前記の補償金を取得
しているなどの諸般の事情［西松建設等の加害企業が賃金を支払った形跡はなく、政府か
ら総額 5672万円の戦時補償金を受け取った。この金額を現在の貨幣価値に換算すると 1000
億円にもなるといわれる］にかんがみると、上告人を含む関係者において、本件被害者ら
の被害の救済に向けた努力をすることが期待されるところである」と付言した1405。この付
言をふまえ、2009 年 10 月、西松建設は、強制連行・労働事件の事実を認め、謝罪をし、
受難者に対する補償、慰霊、記念碑設立等のために和解金として 2 億 5000 万円を支払うと
する内容の和解が成立した。また 2016 年 6 月 1 日には、三菱マテリアルが元労働者に謝罪
し、10 万人民元（約 160 万円）を支払い、和解が成立した1406。今後も、これらの残され
た「歴史問題」の「和解」が進むことは日中間の国民感情の改善に寄与すると考えられる。 
尖閣「国有化」後の世論調査に見られるように、国民の 80％以上が日中関係を悪いと認
識するほどに国民感情が悪化していれば、「領土ナショナリズムの魔力」や「領土の罠」か
ら解き放たれることは容易ではなく、2008 年 6 月に日中共同で発表された「東シナ海にお
ける共同開発についての了解」（第 5 章第 4 節で言及）も、自国の国民から「弱腰だ」との
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批判を受け、実行が困難となっている。両国間の国民感情が改善しない限り、双方の政治
指導者は自国民からの批判を恐れてわずかな妥協も決断できず、問題の解決は遠のくばか
りである。したがって、尖閣諸島問題の解決には、安全保障や経済・環境・文化・学術・
スポーツ・青年・子ども等、あらゆる分野の交流を拡大し、相互理解を増進させ、国民感
情を改善するための「公共外交」が不可欠だと筆者は考える。日本に来たことのない中国
人は、テレビの報道やネットの書き込みだけを見て日本に対して悪感情を持つのだろうが、
実際に日本を訪れて日本人と触れ合えば、「日本は生活しやすい国で学ぶべき点がまだまだ
ある」ということを理解するという1407。したがって、一人でも多くの中国人が日本に来ら
れて日本人と触れ合えるような施策を講じるべきだと提起したい。また、中国側は、政府
や優良企業による奨学金制度を創設・拡充して、日本からの多くの留学生を受け入れるな
どの施策をとることが日本人の中国理解を深めることにつながると考える。 
存在感を増し、大国化する中国と今後どう向き合うべきなのかも含め、国民感情を改善
するための具体的な対応策を考えることこそが公共政策であろうと最後に訴えたい。 
序章でも述べたように、一見、相手に妥協・譲歩したと見られる対応であっても、長期
的な国益の実現に資するならば、リアリズムが規定する国益が実現するといえよう。 
尖閣周辺の係争海域、および上空における不測の事態がエスカレートして危機的な状況
が生じないようにするために、自国の領有権の主張に不利になる歴史的事実もふまえた上
で、冷静な議論ができるようになるきっかけの一つに、この論文がなることを期待する。 
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あとがき 
筆者が本論文のもととなる修士論文「領土政策に関する政府見解の変遷――尖閣諸島を
めぐる国会答弁を中心に――」を提出した 2014 年 1 月以降、日本の国内政治および日中関
係、日米関係には大きな変化があった。同年 7 月 1 日、安倍晋三内閣は、閣議決定により
従来の憲法解釈を変更し、限定的な集団的自衛権の行使を容認した。同年 11 月 10 日には、
安倍総理と習近平国家主席との首脳会談が実現した。 
今から 30 年以上前の 1985 年 4 月に安倍晋太郎外相は「中国との間に尖閣諸島の領有権
をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しない1408」と答弁し、尖閣諸島に関する領有権
問題の存在を初めて否定した。しかし同時に、「中国が独自の主張を有しておりますことは
御承知のとおりであります1409」として、「日中間の境界画定等の問題1410」については「中国
側とも十分に意見交換を重ねる必要がある1411」と、領土問題が事実上は存在するとも受け
取れる答弁もしている。筆者は、2014 年 9 月に刊行された月刊誌に、このような現実的な
答弁をした安倍晋太郎の息子が安倍晋三首相であることに「歴史の因縁を感じる1412」とす
る論文を寄稿した。本論文の第 7 章でも取り上げた日中首脳会談実現に向けて同年 11 月 7
日に発表された 4 項目の合意文書には「双方は、尖閣諸島等東シナ海の海域において近年
緊張状態が生じていることについて異なる見解を有していると認識し、対話と協議を通じ
て、情勢の悪化を防ぐとともに、危機管理メカニズムを構築し、不測の事態の発生を回避
することで意見の一致をみた1413」との一文がある。安倍晋太郎外相が 1985 年に答弁した内
容の文書化であるといえよう。 
2015 年 4 月には、日米安全保障協議委員会において日米新ガイドラインが承認された。
同年 9 月 19 日未明に「成立」した、いわゆる安保関連法制によって法的に行使が可能とな
った集団的自衛権に基づく「地球規模での対米協力」の内容を先取りした合意文書が新ガ
イドラインである。限定的とはいえ集団的自衛権を行使し、島嶼防衛を含め、自衛隊が米
軍と共同作戦を実施する安全保障環境における新たな事態となったのである。 
他方で、学術界においても、2014 年以降は、それまで発見されなかった米国や台湾の公
文書に基づく新たな研究成果が発表されている。エルドリッヂや邵漢儀による研究成果を
参照にして、日本政府による国会答弁の変遷の背景を本論文ではいくらか明らかにするこ
とができた。特に明治政府が 1895 年の閣議決定により領土編入に至る経緯や翌年の勅令第
13 号との関連等に関して、当時の第一次資料を分析し、村田忠禧や邵漢儀の研究成果も踏
まえ、従来の通説の間違いと新たな事実を指摘した。 
 
以下、各章ごとに本論文の内容を振り返りたい。 
第 1 章では、リアリズム（現実主義、realism）が規定する国益（national interest）概念を
分析枠組みとして用い、領土問題としての尖閣問題の理論的射程を明らかにすることを試
みた。モーゲンソーは国益を「力
パワー
によって定義される利 益
インタレスト
の概念1414」と定義し、「国際
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政治の行為主体である国家は、この『力』によって定義されるところの『国益』を追及す
る政治的実体である」とした1415。モーゲンソー以外のリアリストも国際関係においては、
パワーの最大化や自国の生き残りとしての安全保障を中核的な国益としていることをふま
え、領土保全が国益の中核であるとするリアリズムの視点から捉えれば、尖閣諸島問題に
おける国益は、かろうじて日本が実効支配を保っている「現状」を後退させないことだと
提起した。しかしながら、リアリストの立場からすれば、「領土保全」がパワーの最大化や
自国の生き残りにマイナスになる場合には、領土を放棄するという選択肢も合理的なもの
となる事例もある1416。さらには、公益を無視した形での国益の追求は、世界の平和と繁栄
には資さず、自国の持続的国益にもなり得ないという国際社会の新たな現実1417をふまえ、
一見、相手に妥協・譲歩したと見られる対応であっても、長期的な国益の実現に資すると
考えられる提案を検証する必要性を訴えた。 
さらに、中華民国（台湾）及び中華人民共和国といういわゆる「二つの中国」の対峙す
ることになった背景、沖縄に施政権を有していた米国、そして日本が国益を実現するため
に採った外交政策過程を比較した。また尖閣問題の起源として、サンフランシスコ平和条
約における台湾と沖縄に関する規定がどのように変遷したのかを振り返った。 
 
第 2 章では、尖閣諸島の領有権に関する国会答弁を中心とした政府見解の変遷とその背
景を取り上げた。1950 年代には外務省の局長らが島の名前も認識しておらず、1970 年 9
月までは日本政府が尖閣諸島の領有権を明言してこなかった事実を指摘した。 
1954 年 2 月、尖閣諸島に関係する問題が初めて国会で取り上げられた。尖閣諸島周辺海
域が米軍の演習海域となることに対する鹿児島県の漁協からの陳情が参議院水産委員会で
議題になったが、水産庁の漁政部長は、当該海域を「私どもどこかはっきりわかりません
が、想像いたしますのに、漁
．
釣島だろうと思います1418」と魚釣島の島名を間違って答弁し
ている。また同年 3 月には、外務省の国際協力局長が「沖縄の南でございますね。私のほ
うもあの点は詳しいことは存じません1419」と答え、また尖閣諸島魚釣島付近で発生した第
三清徳丸事件をとりあげた翌 1955 年 7 月には、外務省アジア局長は「琉球の一番南の方の
台湾に近い島、非常に小さな島のようでありますが、その島の領海内で…1420」と答え、日
本政府が尖閣諸島の島の名前を認識していなかったことがうかがえる。 
1967 年 6 月、「尖閣群島に先ごろから台湾の人が住みついて」いる問題が指摘されたが、
沖縄問題の担当大臣は、領有権の問題には触れず、「何ら報告を受けておりません」と答弁
した1421。同年 7 月には、佐藤栄作首相は「施政権者から話さすのが本筋だ1422」などと答
弁し、「潜在主権（または残存主権）がある」とは主張しなかった。また、翌 1968 年 8 月
に、外務省アメリカ局長は、領海侵犯等を「まことに遺憾なる事態1423」とは述べたものの、
尖閣諸島の帰属について明言しなかった。 
しかしながら、1970 年の 4 月 15 日、参議院予算委員会の分科会で、山中貞則総理府総
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務長官が「明らかに石垣島に属する島でございまする1424」と初めて答弁した。同年 8 月 10
日には、愛知揆一外相が、尖閣列島については「南西諸島の一部である1425」旨を答弁した。
同年 9 月 7 日には、外務省の山崎敏夫参事官が、「領有権に関しましてはまさに議論の余地
のない」「明らかにわれわれの領土」との表現を用いて、初めて明示的に日本が領有権を持
つ旨を答弁している1426。尖閣諸島の領有権に関する最初の明確な大臣答弁である「どこの
国とも交渉するという筋合いのものではない1427」は、この 3 日後の 9 月 10 日の愛知揆一
外相によるものである。同年 10 月 7 日、山中総理府総務長官は、1895 年の閣議決定と翌
年の勅令を領有根拠としいて尖閣諸島を編入した旨を初めて明言した1428。 
さらに、日本では紹介されてこなかった 1955 年の第三清徳丸事件の背景なども中国側の
文献にあたり、言及した。 
 
第 3 章では、1885 年から 1895 年の尖閣領有の閣議決定に至る過程を再検証した。 
内務卿山縣有朋による「沖縄県近海無人島巡視取調」と「国標建設」の内命を受けた沖
縄県令西村捨三が、1885 年 9 月 22 日、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設について
の懸念を上申した。これは、従来、西村県令が国標建設すなわち領土編入を自発的に上申
したと言われてきた。しかし、村田忠禧の指摘をふまえ、当時の公文書を精査し、1885 年
9 月の同上申で言及された「無人島取調」と「国標建設」は、山縣内務卿の内命が先にあり、
それに対する懸念と再検討を西村が上申したのだとした。さらに同年 11 月 5 日の再度の西
村捨三県令名義の上申は、西村が懸念した事情を理解しない森長義県令代理が、西村が不
在の間に県令の名を使って発したものであることにも言及した1429。その西村の名を僭称し
た沖縄からの上申は、井上馨外務卿による反対もあり、明治政府の方針とはならず、国標
建設＝尖閣領有の見送りは 1885 年 12 月の政府の正式な結論となった。 
他方、1885 年以降、古賀辰四郎が尖閣諸島に渡航し、鳥毛の採取や漁業に従事し、他に
も、尖閣諸島で漁業その他を行う者が現れるようになった。そこで丸岡莞爾沖縄県知事は、
水産業の取り締まりのため、1890 年 1 月 に内務大臣宛に、無人島魚釣島ほか 2 島を八重
山島役所の所轄にしてほしいとの伺いを出した。さらに 1893 年 11 月にも、奈良原繁沖縄
県知事は内務、外務両大臣宛に同様の上申をした。また 1894 年には、古賀辰四郎が内務、
農商務両大臣に尖閣諸島開拓の許可を願い出たが、認められなかった。一方、 1894 年 8 月 
1 日、日清戦争が勃発し、同年末には勝敗がほぼ決定していた。そのような情勢下の同年
12 月 27 日、野村靖内務大臣は、1885 年当時とは事情が異なるとして、「久場島及び魚釣
島へ所轄標杭建設の件」の閣議提出について、陸奥宗光外務大臣の意見を求めた。翌 1895
年 1 月 11 日、陸奥外相は、外務省としては別段異議がない旨回答した。このような経緯
を経て「久場島及び魚釣島へ所轄標杭建設の件」は、1895 年 1 月 14 日の閣議に提出さ
れ、「久場島及び魚釣島」を沖縄県所轄とし、標杭建設を許可する閣議決定がなされた。こ
れが尖閣領有の閣議決定である。 
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明治政府が一度は尖閣領有を見送った 1885 年から 10 年たった 1895 年に至り、日清戦
争の帰趨が明らかになる時期に領有を決定したことは、「10 年前は弱小国日本としてアジア
の超大国中国に遠慮しなければならなかったのに反し、中国が弱体化したため遠慮の必要
がなくなって、正しいと信じたことを実行できた1430」といえよう。「日本が、日清戦争の最
中の火事場泥棒の如く、下関条約という正式の両国外交交渉の場で尖閣諸島の領有権画定
が問題になる前に、近代法の知恵を利用して『無主物先占』宣言をあえてした1431」と中国
側が認識することを、「100％間違いである」と断定するのには躊躇する。さらに、この領
土編入を決めた閣議決定については、伊藤隆と百瀬孝が指摘するように、「これは官報に出
たわけでなく、外国にも通告されておらず、領土編入について無主地先占の手続きをふん
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
だとは到底いえない
．．．．．．．．．
が、どこからも異議がなかったので当時は編入の経緯・法的根拠等を
説明するということはしていない1432」のである。まさに戦勝に乗じてこっそりと領有した
ものであり、先占の事実を関係国に通知する義務はないため、国際法上の先占の法理の要
件は満たしていても、「火事場泥棒的な行為」との批判に対して、筆者は「100％正々堂々
とした領有経緯である」と答えることはできない。本論文の序章で「先占の法理だけに依
拠して日本の領有を主張するには根拠が十分だとはいえないと考える」と述べた由縁であ
る。 
 しかも、閣議決定によって建設が許可された標杭は、70 年以上も放置されていたにもか
かわらず、1969 年 5 月 9 日に石垣市が標識を設置した。1968 年に ECAFE が周辺海域に
おける海底資源埋蔵の可能性を発表したことで、領有権問題が顕在化し始めたからである。 
さらに本章では、閣議決定の翌年の 1896 年の勅令第 13 号が領有根拠とならない背景を
台湾の最新の研究を参照し、明らかにした。 
 
第 4 章では、尖閣諸島に関する米国の「中立」政策の背景を述べた。また、日本が尖閣
領有の国際法上の根拠としている「先占の法理」による領有「物語」の完成は 1972 年であ
ることを明らかにし、「棚上げ」に関する政府見解についても説明を試みた。 
1970 年 12 月、愛知揆一外相は、尖閣諸島について「固有の日本の領土」と答弁し、固
有の領土論を初めて展開した。 
1970 年 9 月 10 日、マクロスキー米国務省報道官は、尖閣諸島について「主権の対立が
ある場合には、右は関係当事者間で解決さるべき事柄であると考える」と記者会見におい
て答えた1433。沖縄返還協定が調印された 1971 年 6 月 17 日、米国務省のブレイ報道官は「米
国政府は、尖閣列島の主権について中国政府［台湾の中華民国政府のこと］と日本との間
に対立があることを承知している。米国はこれらの島々の施政権を日本に返還することは、
中国の根元的な主張をそこなうものではないと信ずる1434」と表明した。爾来、米国政府は、
尖閣諸島の領有権について最終的に判断する立場にはなく、領有権をめぐる対立が存在す
るならば、関係当事者間の平和的な解決を期待するとの中立的な立場を一貫して示してい
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る。 
「尖閣諸島の領有権(sovereignty)に関する米国国務省の公式見解」であり、かつ上院外
交委員会で承認され、沖縄返還協定に関わる米国政府の「正式、かつ唯一」の権威をもつ
解釈として、矢吹晋は、ロジャース国務長官の書簡を挙げている。これは、1971 年 10 月
27～29 日の 3 日間、米上院外交委員会において沖縄返還協定を批准するに際して行われた
沖縄公聴会の資料として、国務省(ロジャース長官)が上院外交委員会(フルブライト委員長)
に提出したものである1435。 
日本が米国と沖縄返還協定締結交渉を進めているこの時期、米国は、日本・韓国・台湾
と繊維交渉を行っていた。アジア諸国からの安価な繊維製品の輸入が激増し、貿易摩擦が
起こっていた。また、ニクソンの再選がかかった翌 1972 年の大統領選挙で繊維業界からの
支持を得て有利に戦うため、台湾から譲歩を引き出す代わりに、ケネディ前財務長官らは
尖閣諸島を取引の材料に使うことを検討していた。蔣介石総統と蔣経国から「沖縄返還の
際、尖閣諸島を返還せず、そのままアメリカの施政権下に置くなら、繊維交渉で妥協して
もいい」との極秘提案を受けたことから、沖縄返還協定調印の 10 日前の 1971 年 6 月 7 日、
ニクソン大統領とキッシンジャー国家安全保障問題担当大統領補佐官、ピーターソン大統
領補佐官（国際経済担当）の三者会談が行われ、尖閣諸島の施政権は予定通り日本に返還
されることを決定した。同時に、尖閣諸島に関する米国の「中立の立場」も最終的に確認
された。米国が尖閣諸島に関する「中立政策」を決定した背景については、台湾との繊維
交渉に関する取引であるとの見方がある一方で、米国が意図的に問題を残したとの指摘も
されてきた。しかし、エルドリッヂや矢吹晋の研究成果および米国や台湾の関連する公文
書を調査した結果、その背景は繊維問題と米国による意図的な政策ではなく、国連におけ
る代表権が中華民国から中華人民共和国に変更され、米国が中国との国交を正常化しよう
としたことに代表される当時の国際情勢の大変化に米国が対応するための「窮余の一策」
に近いものであったと筆者は認識するに至っている。 
2014 年 4 月、オバマ大統領が来日し、日本では、オバマが「［日米安保条約］第 5 条は
尖閣諸島を含む日本の施政下にあるすべての領域に適用される」と明言したことが大きく
報道された。しかし、オバマは、そのあとのくだりで、米国の立場は新しいものではなく、
米国は尖閣諸島の領有権に関する最終的な決定については特定の立場を取っていない旨を
述べている。さらに、この問題を平和的に解決すること、つまり状況を悪化させることな
く、大げさな表現は使わず、挑発的行動を取らず、日本と中国が協力できる方法を見つけ
ることが重要であるとし、この問題をめぐって、日中間で対話と信頼構築ではなく、事態
を悪化させる行為を続けることは重大な誤りだとも述べた。 
 他方、本章では、日本政府が1970年になって尖閣諸島の領有権を明言した背景について、
1968 年に国連アジア極東経済委員会（ECAFE）が尖閣周辺海域に石油埋蔵の可能性がある
ことを発表したことを指摘した。高橋庄五郎は、「尖閣列島が石油で燃えあがったとき、外
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務省には、尖閣列島を領土編入したいきさつはこうだったと、ただちに説明できるファイ
ルはなかった」と述べている。しかし、1933 年 10 月に外務省条約局は『国際法先例彙輯』
（2）を作成し、その中には、「島嶼先占事例」として「久米赤島、久場島、魚釣島（明治
二十八年一月）」も列挙されていた1436。外務省にファイルはあったのだが、探し出せなかっ
たのだろうか。南方同胞援護会が奥原敏雄らに委託し、「尖閣列島の領土権の裏付けとなる
べき資料を可能な限り手びろく各方面から収集するとともに、大陸棚理論その他関連問題
についても、あるいはそれぞれの専門家に研究を委託し、あるいは研究会を組織して討議
の形式により問題の究明につとめ」、領有根拠が整理された 1972 年に至って、国際法上の
「先占の法理」によって尖閣諸島を領有したとの「物語」を完成させ、日本政府は発表し
た。 
現在、外務省ホームページに掲載されている「尖閣諸島について」には、「それまで何ら
主張を行っていなかった中国・台湾は、1970 年代 になって初めて尖閣諸島の『領有権』を
主張するようになった」との記述があり、「尖閣諸島についての基本見解」の中でも同様
の趣旨が述べられている。「台湾や中国が領有権を主張し始めたのは、尖閣周辺に石油資源
が埋蔵されている可能性が指摘されてからの後出しジャンケン」との表現は、尖閣諸島の
日本領有の根拠としてよく用いられる表現であり、巷間に流布している「定説」である。
しかしながら、日本政府による国会答弁の変遷をみれば、1970 年 9 月までは、日本側も尖
閣諸島の帰属および領有権について明言していないことがわかる。沖縄返還をめぐっては、
台湾の国府が「尖閣の地位に関する重大な疑義」を抱き、米国は中立政策を続ける意向で
ある状況において、外務省は、尖閣が琉球の一部であることを米国が公式に表明するよう
協議していた。このような米国及び中華民国との協議は 1970 年 9 月 8 日まで続いていた背
景もあり、同年 9 月 10 日の愛知揆一外相の「尖閣諸島の領有権問題につきましては、いか
なる政府とも交渉とか何とかを持つべき筋合いのものではない」と答弁するまでは、日本
政府も尖閣の領有権を明言できなかったのである。 
「領有権問題の存在」と同時に日本政府が否定する「棚上げ合意」については、1975 年
10 月 22 日に、「いわゆるたな上げというような形で日中の条約交渉が行われているという
事実はございません1437」と宮澤外相が答弁して以来、一貫して「棚上げ」を否定している
のが政府の公式見解である。 
 
第 5 章では、自民党政権と民主党政権における外交実務上の対応を論述し、政府見解と
実務対応との相違、すなわちダブルスタンダードを指摘した。また「固有の領土」論の問
題性も論じた。さらに、中国側の領土政策、海洋主権問題をめぐる外交姿勢を検証し、国
連海洋法条約をめぐる関係各国の動向にも言及した。 
1985 年 4 月に「領有権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しないというのが我が
方の立場であります」と、領有権問題の存在を否定する答弁を初めてした安倍晋太郎外相
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は、そのすぐあとに続けて以下の答弁をしている。「東海大陸棚の開発に関しましては、日
中間の境界画定等の問題がございます。これらの問題につきまして中国側とも十分に意見
交換を重ねる必要があると考えておるわけでございます。意見交換によらずしてこの問題
を進めるということはなかなか困難ではないかと思っておるわけでございます1438」。 
このように、安倍外相の国会答弁においても、「公式見解＝解決すべき問題は存在しない」
と「実務的対応＝中国側とも相談をしていく」との齟齬がみられる。1970 年 9 月に、初め
て日本の領有権を明言した愛知揆一外相は、「領有権問題についてどこの国とも交渉をする
というべき筋合いのものではない」との見解を示しながらも、同時に大陸棚の問題につい
ては「本来全く異なる性質の問題である」として、「必要ならば話し合いに入ってもよい」
と答弁していた。ここから明らかなように、日本政府は、領有権を主張し始めた 1970 年 9
月から、領有権問題と大陸棚の開発や境界画定の問題は区別して使い分けていた。領有権
については“話し合うべき筋合いではない”としつつ、大陸棚については“話し合いに入
ってもよい”という日本政府のダブルスタンダードは、1970 年から始まっていたといえる。 
2004 年 3 月、中国人活動家 7 人が魚釣島に上陸した際の小泉政権は、上陸した活動家た
ちを逮捕はしたものの、送検は見送った上で強制送還するという「政治判断」を下した。
逮捕された 7 人のうち 1 人は、靖国神社での落書き事件で有罪判決を受けて執行猶予中で
あり、どう考えても「法律に従って」、猶予は取り消されなければならないはずであった。
しかし、公式見解と実務対応を使い分けて、「弱腰」と批判されながらも、決定的な対立を
回避する政治判断を小泉首相が下したのではないかと考えられる。2001 年に首相に就任し
た小泉は、中国や韓国の反発にもかかわらず、5 年連続で靖国神社への参拝を強行し、日中
間の政治関係は冷え込み、中国国内では反日デモも起きた。しかるに、尖閣諸島をめぐる
問題については小泉首相も「大局的に判断」したのである。 
一方、民主党政権下の 2010 年 9 月 7 日午前 10 時過ぎ、尖閣諸島沖で海上保安庁の巡視
船に中国の漁船が衝突するという事件が発生した。7 日午後 10 時 30 分、海上保安本部は
那覇地方裁判所に中国人船長の逮捕状を請求、翌 8 日午前 2 時過ぎに、この船長を公務執
行妨害の容疑で逮捕した。民主党の菅政権は、逮捕した船長を起訴する構えをみせ、逮捕
した船長を強制送還にはせず、9 月 19 日に那覇地方検察庁石垣支部は拘留期限延長を請求
し、石垣簡易裁判所は同日、29 日まで 10 日間の拘留延長を認めた。しかし、9 月 24 日に
那覇地方検察庁の鈴木亨次席検事は、日中関係を考慮したとして、中国人船長を処分保留
で釈放すると突如発表し、船長は翌 25 日に中国に送還され、多くの国民はこの不透明な経
緯を批判した。民主党政権は、自民党政権のような「公式見解」と「実務対応」を使い分
ける“知恵”を踏襲せずに、問題の解決を困難にしたと筆者は考える。2012 年 9 月の尖閣「国
有化」措置以降の日中関係は、小泉政権時の「政冷経熱」よりも厳しい状況を示す「政凍
経冷」の表現の通り、政治関係はもとより、経済・文化・学術・スポーツ等のあらゆる交
流に影響を与え、1972 年の国交正常化以来、最大ともいえる対立局面となった。 
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さて、海洋の法的秩序の根幹を成す海洋法とは、国際関係の歴史の中で形成され、領海、
排他的経済水域（EEZ）、公海などを定め、海洋の利用・開発とその規制に関する国際法上
の権利義務関係を規定した国際法の総称である。海洋法については、1958 年に国連が領海
条約、公海条約、大陸棚条約および公海漁業条約の 4 条約を作成したが、これらの条約は
海洋開発技術の進歩と発展途上国の台頭によって急速に時代遅れとなり、1982 年には新た
に「海洋法に関する国際連合条約」（UNCLOS、国連海洋法条約）が採択され、1994 年に発
効した。伝統的な海洋法が狭い領海と広い公海の二元的構造を有していたのに対して、国
連海洋法条約は、領海、排他的経済水域／大陸棚および公海／深海底の三元構造を有し、「排
他的経済水域」は距離 200 カイリに及び、資源開発とこれに関連する事項についてだけ沿
岸国の主権的権利が認められるが、それ以外については公海自由の原則が適用され、すべ
ての国の船舶は航行の自由を、また航空機は上空飛行の自由を認められる。国連海洋法条
約は、日中両国について各々1996 年 7 月に効力を発生し、以降、200 カイリの東シナ海の
排他的経済水域のガス田開発等をめぐり、両国の対立は新たな段階を迎えた。 
東シナ海の日中境界画定問題は、国連海洋法条約上の強制的解決の例外となった場合、 
両国の合意なしに境界を画定することはできない。境界画定交渉の長期化は不可避との観
測から、2008 年 6 月に日中両政府が合意した共同開発に関する具体的な協議は、2010 年
の尖閣諸島沖漁船衝突事件以降、再開されていない。しかし、2016 年 12 月 9 日の日中高
級事務レベル海洋協議第 6 回会議で確認された合意項目の 7 番目には「双方は、東シナ海
資源開発に関する『2008 年合意』に関連する問題について率直な意見交換を行い、引き続
きこれを議論していくことで一致しました」とある。尖閣諸島周辺に関する共同開発の可
能性を検討するうえでも、2008 年に合意された東シナ海における共同開発が実現するか否
かは重要な試金石であると考える。 
近年中国を取り巻く国際環境は厳しくなっているが、中国は積極的な外交に転じている。
中国政府は、2009 年頃から鄧小平が制定したスローガンである「韜光養晦（能力を隠し、
力を蓄え時機を待つ）、有所作為（なすべきことをなす）」から「堅持韜光養晦、積極有所
作為（韜光養晦政策を堅持しつつ、積極的になすべきことをなす）」という新しいスローガ
ンに切り替え、さらに「核心的利益」論も展開され、「積極有所作為」に力点を移した。中
国は 2006 年頃から従来の経済発展に加え「国家主権と安全」を新たに国益として付け加え
て海洋権益の擁護を前面に打ち出した。その結果、2007 年以降、中国とベトナム、フィリ
ピン、日本との間で海洋権益をめぐる対立がエスカレートしている。こうした海洋政策は
習近平にも引き継がれ、2013 年 1 月 28 日の中央政治局の「平和発展の道を歩むことを堅
持する」第三次集団学習において習近平国家主席は「核心利益の問題で取引しない」と発
言し、主権、安全、発展利益の問題において譲歩しない姿勢を改めて強調した。 
さらに第 5 章では、これまでに中国が交渉によって国境を画定した事例として、ビルマ、
ネパール、モンゴル、パキスタン、アフガニスタン、北朝鮮、ベトナム、インド、ソ連（ロ
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シア）との国境画定の経緯を検証した。 
また、「固有の領土」論の問題性を論じ、1945 年に近衛文麿元首相がまとめた「和平交渉
の要綱」において、沖縄が「捨て」うる対象であった事実に言及した。 
羽場久美子は、「欧州の歴史的解釈」では、「『固有の領土』というのは、先史や古代史に
おいて先住民との関係で使われる言葉である。19 世紀や 20 世紀に国家が押さえた領土を、
『固有の領土』（native territory, native land）ということは、まずありえない1439」としている。
紛争解決論の視点からの政治社会学や国際関係論を専門とする名嘉憲夫は、「『固有の領土』
という言葉は、“政治的言葉”であると同時に、［中略］ほとんど “無意味な”言葉である。
歴史認識としても問題のある言葉と言えよう1440」と指摘している。さらに、「固有の領土」
という言葉は、「人々の思考を停止させ、問題の分析にも理解にもあまり役に立たない言葉
1441」だとして、それは、明治時代の「主権線」「利益線」、昭和初期の「生命線」といった
言葉のように、「ほとんど内容はないが絶対的な響きを持って議論を不可能にする言葉であ
り、自分とは違う考えのものを攻撃し排除するような政治的な言葉の一種である1442」と述
べている。林忠行も、「ヨーロッパ人にとって、『固有の領土』はある意味では理解不能な
言葉だといえます」と指摘し、「日本の外で『固有の領土』論は説得力をもつのか」と問題
提起している1443。和田春樹は、「中国人の考えからすれば、固有であるのは文化であって、
領土ではありません。また中華帝国の周辺には冊封を受ける国々が多くありました。やは
りこの世界でも『固有の領土』という言い方はふさわしくない1444」としている。その上で、
「『固有の領土』は交渉の言葉ではなく、喧嘩の言葉です1445」と述べ、「『固有の領土』論は、
領土問題を外交交渉上の問題とすることができない、最後通牒的な要求、つきつめれば軍
事行動を招きかねない主張1446」であるから、「領土問題を解決しようと思えば、『固有の領
土』論をすてなければなりません1447」として、「中国にも、釣魚諸島は『固有の領土』だと
いうようなことを言わないで、話し合いをしようとよびかけるべき1448」であると結論づけ
ている。 
このように交渉を封じ込める言葉としての「固有の領土」に相当する中国側がよく使う
表現として「自古以来（古来よりの意）」と「核心的利益」についても、批判的に検証した。 
 
第 6 章では、「尖閣諸島問題」の起源としての琉球帰属問題を論じ、琉球国が沖縄県とし
て日本に併合される経緯をめぐる日清間交渉を再考した。明治国家にとって最初の海外派
兵となった台湾出兵を収拾した日清互換条約や台湾の割譲について定めた下関条約につい
て、従来、言われることの少なかった点からも論じた。日清戦争以前には宮古島と八重山
諸島が、日本政府にとって「捨て」うるものであった歴史的経緯を検証し、1943 年 11 月
のカイロ会談において蒋介石が琉球の中米の共同管理をルーズベルト米大統領に提起した
背景などを振り返り、中国側の琉球・沖縄政策にも言及した。 
琉球帰属問題および中国側の琉球・沖縄政策について論述する意義は以下の三点にまと
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められる。まず、第 3 章で述べたように、尖閣諸島を編入する旨の内命を山縣有朋内務卿
が沖縄県に対して下したのは 1885 年であり、日本への領有の閣議決定は 1895 年に行われ
ているが、それ以前に、日清間で問題となり、交渉が行われたのが琉球帰属問題であった
ことである。尖閣諸島の帰属に関しては、当時、日清間での交渉は一切行われなかったが、
尖閣諸島を含む琉球の主権をめぐる日清間交渉は、尖閣諸島問題の起源ともいうべきもの
であった。 
第二に、第 1 章で触れた通り、1951 年 9 月に、日本が 48 カ国との間に締結したサンフ
ランシスコ平和条約は、アジア太平洋地域における戦後国際秩序を決定付け、尖閣諸島問
題は同条約の第二条 b 項の台湾条項と第三条の沖縄条項から派生した問題であるが、それ
らの条項が決定される歴史的背景としての意義を持つ。 
第三に、現在においても、『中国が沖縄を奪う日』という本が出版されていることに象徴
されるように、巷間に流布する「中国は沖縄を取りにくるかもしれない」との主張の真偽
を検証するためである。さらに、台湾当局（中華民国）は、1971 年に沖縄返還に関して異
議を唱えた立場を現在に至るも公式には変更していないが、この背景にも言及した。 
1895 年以前の尖閣諸島問題の前史としての琉球帰属問題、サンフランシスコ平和条約で
の沖縄条項が決定される背景としての歴史、さらに現在、中国が本当に沖縄を領有しよう
とする意図を持つのか否かを検証するためにも、本章では琉球帰属問題と中国側の琉球・
沖縄政策を検討した。 
2012 年 9 月の野田佳彦内閣による尖閣諸島「国有化」以降、尖閣諸島をめぐる日中間
の対立は長期化し、沖縄の帰属問題にも波及するかに見えるできごとも起きた。2013 年 5
月 8 日付けの中国共産党機関紙「人民日報」に掲載された論文「论『马关条约』与钓鱼岛
问题（『下関条約』と釣魚島問題を論ず）」で「歴史的に未解決の琉球問題を再び議論でき
る時が来た」と主張されたことについて、日本政府は「仮に論文が中国政府の立場を示し
ているなら断固受け入れられない」との立場を表明し、中国に抗議した。しかし、実は、
尖閣諸島問題が先鋭化するきっかけとなった 2010 年 9 月の中国漁船衝突事件以前から、
中国では、沖縄の帰属は未定であるとの趣旨の学術論文は多く発表されていた。 
15 世紀末から 16 世紀初め頃の尚真王代に、独自に古代的国家を形成するまでに至った琉
球王国は、1609 年に薩摩島津氏の侵攻を受け、近世的体制が島津氏の手によって持ち込ま
れた。琉球政略後、島津氏が琉球を直接支配することなく、王国として存続させた最大の
原因は、琉球王国の旧来の対中国貿易を維持し、それを利用して利益を収めようとするね
らいがあったからである、というのが伊波普猷以来の通説である。「琉球王国は明・清に朝
貢すると同時に、日本にも朝貢する二重朝貢国というステータス」にあり、いわゆる「両
属」の関係を維持していたと金城正篤らは主張した。それに対して、高良倉吉は、「これま
で『日支両属』と形容する歴史家が多かった。[中略]しかし、日本への属し方が支配――被
支配関係を軸とする直接的なものであったのに対し、中国への属し方は外交・貿易を媒介
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とする間接的なものであったから、両者を『両属』という同一レベルで表現するのは正確
とは思えない」として、近世琉球の基本的性格を「幕藩体制のなかの異国」と表現した。
さらに、木崎弘美は「琉球国は幕藩制国家の枠組みを超えた近世国家内の『異国』として
位置づけられていた」としている。また、豊見山和行は、「対中国関係＝冊封・朝貢関係軽
視論を実証的に批判・克服」し、「薩摩藩への従属度が中国に比較してより強いという意味
で、近世の琉球王国を『従属的二重朝貢国家』」している。 
明治政府が沖縄地域を近代日本国家に統合していく一連の政治過程は「琉球処分」と呼
ばれている。1872（明治 5）年、琉球王国（国家）が琉球藩（外藩）となり、1879（明治
12）年の狭義の「琉球処分」で、琉球藩から沖縄県になることを強要された。 
1871 年の年末に琉球の漁民が台湾に漂着し、牡丹社の住民に殺害された「宮古島島民台
湾遭難事件」が政治問題化した。清朝側は、生蕃については「化外（けがい）」であり、清
国の統治のおよばぬ領域での事件であるとして責任を回避した。その言質を得た明治政府
は、翌 1874 年 4 月に台湾出兵（征台の役）を強行した。明治政府が最初に行った海外出兵
である台湾出兵の収拾にあたり、1874 年 10 月、日清両国互換条款が調印され、清国は日
本の出兵を「保民義挙」と認め、日本は 50 万両を得て台湾から撤退した。これにより、「日
本の意図した琉球＝日本の属国という確拠に、清国が承認を与えた形になったのである（明
治政府は一方的に解釈した）1449」と金城正篤は指摘し、それが従来の定説であるが、張啓
雄はその解釈は誤りであると主張している。琉球王国は、その後も清との関係を維持して
いたため、1879 年 3 月 27 日、処分官に任命された内務大書記官の松田道之率いる 160 余
名の警官と熊本鎮台分遣隊半大隊 400 名は、首里城を占拠して「琉球藩を廃して沖縄県を
置くこと」を宣告し、4 月 4 日には全国に布告された。いわゆる狭義の「琉球処分」である。 
しかし、その前にも後にも琉球王府の抵抗と、清国の抗議は続いていた。1878 年 9 月に
は、駐日本清国公使の何如璋は、日本側の対応を激しく非難した。琉球の「所属」をめぐ
る日清両国間の東京交渉が、事実上の決裂状態に陥っていた 1879 年 7 月、前米国大統領で
あるグラント将軍が日清間の調停に乗り出し、琉球の「所属」をめぐる日清間の外交交渉
が再開された。1880 年 3 月、天津駐在領事の竹添進一郎は李鴻章と会談し、いわゆる分島
改約案を提議した。同案は、追加条約の形式で最恵国待遇を得られるならば（改約）、琉球
列島の南の二島すなわち宮古島と八重山島を清国に譲渡する（分島）というものである。
その後、宍戸璣公使は全権を委任され、総理衙門の清国全権と二カ月間交渉した。同年 10
月には、内地通商権等を獲得する日清修好条規の条約改正と引き換えに宮古島と八重山島
を清国領とする「分島」を抱き合わせた「分島改約」交渉は順調に進み「琉案条約」は正
式調印を待つだけとなっていた。結果的に、「宮古八重山二島は大清国の管轄に属する1450」
とする同条約の最終調印を清国側が拒否し、宮古と八重山が清国領になることはなかった
が、尖閣諸島を含む沖縄の一部が中国領となりうる可能性があった。 
さて、既述した 1874 年 5 月の台湾出兵の収拾にあたり、同年 9 月から 10 月にかけて、
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全権弁理大臣大久保利通内務卿と総理各国事務衙門との交渉が北京で行われた。1874 年 10
月 30 日、日清両国間互換條約が調印され、「明治政府は日清両国の互換條約により琉球の
帰属は解決されたと主張している」。また、今日の学界においても、琉球が日本の一部であ
ることは 1874 年の日清互換條約に基づいて取り決められたとするのが定説となっている。
しかし、日清間の互換條約には、「日本に帰属する」といった文言はもとより、琉球の帰属
に関する文言も一言も見当たらない。条約で明文化されていないにもかかわらずに、明治
政府が琉球の日本帰属は同条約に基づいて決定したと一方的に主張し、それが学界の定説
になったのはなぜだろうか。 
明治政府は 1872 年に琉球国王を琉球藩王と改め、琉球を自国の「属藩」に組み込んだが、
それによって中国と琉球との宗藩関係を断つことはできなかった。それゆえ、「琉球ノ民」
が「劫殺」されただけでは台湾出兵の布石としては不充分であることを知っていた政府は
敢えて性急に出兵することはなかった。1873 年 3 月、小田県備中郡（現在の岡山県）の佐
藤利八らが台湾東部に漂流し、「生蕃」に「掠奪」される事件が起こった。明治政府はこの
機会をとらえて「日本国属民漂流事件」として出兵の口実に掲げて台湾出兵を強行したと
張啓雄は指摘している。 
日清両国間互換條約本文には、琉球問題についての文言は何ら記されていないが、条文
の中では「日本国属民」「保民義挙」「日本国…被害難民」という用語が問題となった。金
城正篤が指摘した「保民義挙」については、「正義に適った行為」と解釈されるが、中国側
が日本の台湾出兵を民を保つための「正義」に合致した行為であるとしたのは人道上の見
地からそのように認めたもので、法的見地から認めたものではない。もともと清国側は、
琉球が自国の属国であり、何か不公平な待遇を受けたら中国に処理を請うべきであると主
張していた。日清修好条規第一条では「両国に属したる邦土も、各礼を以て相待ち、聊か
も侵越することなく」と規定されており、総理衙門は日本側の行動が条規に違反すると厳
しく批判したのである。清国側は「日本側の領土主権の侵犯に対し、中国側は人道上の見
地からすれば『義挙』とも解釈できるので『不是』としてその責任を追及しなかっただけ
のことである」と張啓雄はいう。さらに、条約の中に規定された「特定の語句」である「日
本国属民」「日本国…被害難民」「保民義挙」の三つの語句を一つにまとめて解釈すると、
その意味は、「日本国難民を保護するための『義挙』であった」ということになる。しかし、
この「義挙」が未だ日中「両属」下にある琉球藩民を保護するための「義挙」であったの
か、備中小田県人である日本国の国民を保護するための「義挙」であったのかは条約に明
文化されていない。「『互換條約』中に『琉球』と明記されていないかぎり国際法上の条約
解釈においては『日本国属（難）民』を『琉球人』と『一方的』に宣言することはできな
い」と張啓雄は述べ、「『日本国属（難）民＝琉球人」とした従来の定説は間違いである」
と結論づけている。琉球大学教授の波平恒男も「明治政府の主張は、琉球が日清交渉の当
事者ではない弱みにつけ込んだ強弁であったと言いうるだろう1451」としている。 
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また、清が 50 万両を支払ったことによって、琉球藩にたいする明治政府の支配を清が認
めたと解釈されると指摘する学者は多い。しかし、「条款において清がそれを正式に認める
ような文言はなく、また琉球藩の朝貢が停止されたわけでもない。たしかに『日清互換条
款』は琉球藩にたいする明治政府の支配を明確にする効果はあったが、元来、清は琉球の
両属を容認していたことを考えれば、北京交渉によって琉球問題が解決したとは到底いえ
ないものであった」。だからこそ、1879 年に沖縄県を設置したにもかかわらず、翌 1880 年
に宮古と八重山の割譲という「最も非歴史的・妥協的方針」に明治政府は転じたのではな
いだろうか。 
横浜で発行されていた英文日刊新聞『ジャパン・ガゼット』（以下、『ガゼット』）1879
年 11 月 26 日号、12 月 6 日号、同月 20 日号と 1880 年 1 月 10 日号に掲載された無署名の
「Audi Alteram Partem」（ラテン語で「他方の言い分を聞け」の意）と題する論説が琉球
処分を厳しく批判した。それに対して、伊藤博文内務卿は井上毅大書記官に反論を書くよ
う依頼した。 
『ガゼット』の論説が、日本の古典に記録された南島のいくつかの島々から朝廷への朝
貢が琉球全体に対する日本の領有を意味するものではないと指摘したことに対して、井上
毅が強調したのは、琉球の舜天王が源為朝の子であったという伝承であった。『ガゼット』
は、為朝の子が琉球王になったということは、源義経がモンゴルに渡ってジンギス汗にな
ったという伝説と同様に全く架空の物語に過ぎないと主張した。もう一つの歴史的論点は、
嘉吉元年（1441 年）に、当時の将軍足利義教が薩摩候の島津忠国に対して琉球諸島を与え、
その時から琉球は薩摩の属領であったとされる「嘉吉の附庸」である。『ガゼット』の論説
は、「嘉吉の附庸」が『大日本史』『日本政記』『国史略』などの日本の史書には記されてい
ないと、その史実性に疑問を呈した。現在では、「嘉吉の附庸」が伝承であって史実ではな
かったことは疑う余地はないが、琉球処分当時には、日本政府首脳は、史実と確信して外
交文書に明記していた。井上毅は、旧薩摩藩から取り寄せた古記録を調査して、その史実
としての裏付けを見出したと考えていただろうが、問題は、井上が信じていた薩摩の古記
録の信憑性にあったと山下重一は指摘する。 
論争の総括としては、源為朝の子が舜天王になったとか、現在では史実でないことが明
白になっている「嘉吉の附庸」を領有根拠としているなど、「史実に関する論争としては、
『ガゼット』の論者の方に遥かに分があった」。山下重一は「井上毅のみならず当時の明治
政府の首脳部に琉球の歴史と現状に対する認識が極めて乏しかった」と指摘している。 
筆者は、沖縄県設置後の明治政府が、なぜ、宮古と八重山を割譲する分島改約案を提起
したのか疑問であった。『ガゼット』と井上毅の歴史論争の内容を見れば、山下が指摘する
ように、『ガゼット』論説のきびしい問いかけには答えられず、分の悪い歴史論争を避ける
ために日清交渉の再開に転じたという見方は説得力を持つ。さらに、『ガゼット』論説は英
語で発信されており、日清間のみならず、欧米列強も明治政府の歴史的主張には分がない
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と判断する要因ともなりえたことも背景にあったと考えられる。 
1895 年 4 月 17 日に調印された日清戦争における講和条約である下関条約の条文には、
日本語、中国語、英語の三種の条文があるが、最も重要な領土の割譲に関する内容を定め
た第二條において、条文に重大な相違がある。 
日本語正文では、「清國ハ左記ノ土地ノ主權
．．
竝ニ該地方ニ在ル城壘兵器製造所及官有物ヲ
永遠日本國ニ割與ス」とあり、条約本文は縦書きであるので、清国は以下の土地の主権な
らびにその地方にある城や兵器工場および官有物を永遠に割譲するとの意味であり、「主
権」を割与すると表記している。それに対し、中国語の正文である「漢文」では、「中国が
管理している地方の権
．
ならびにその地方が持つ城、兵器工場および属する一切の官有物を
永遠に日本に譲与する」とある。つまり、日本語では「主権を割与」となっているが、中
国語では「権＝管理権、施政権」を「譲与」となっている。同条約本文には「議定書」が
あり、条約の日本文本文と漢文本文との間で解釈を異にするときは、英訳文によって決裁
すると定めた。条約第二条の英文は、「full sovereignty＝完全な主権」を「cedes＝割譲す
る」とある。 
つまり、日本文本文と英訳文には「主権の割与」とあり、中国語本文だけが「管理権の
譲与」となっている。これをもって、中国側で発表されている論文では、中国語も正文で
あり、日本語正文とは同等の効力があるはずであり、また争いがある場合には英文による
としても、それが中国語正文の効力を否定するものではないのだから「条約の中国語正文
を堅持し、台湾の地位未定論を排斥すべきである」としている。筆者は、このような重要
な条項について明らかに異なる用語で表現されている条約を他には知らない。推測するに、
日清戦争の戦場にはなっていない澎湖島に、停戦交渉中に侵攻し、台湾の割譲を要求した
日本側には、ある種の後ろめたさがあり、日本語正文では「主権の割与」としながらも、
中国語正文では「権限の譲与」との表現を黙認したものと思われる。1842 年に調印された
英国に香港を割譲した南京条約においては「第 3 条 淸國皇帝陛下ハ英國女皇陛下ニ香港
島ヲ割與シ英國女皇陛下及其ノ後繼者ハ永久ニ之ヲ占有スヘク英國女皇陛下ノ適當ト認ム
ル法律規制ヲ以テ之ヲ統治スヘシ」と規定されているように、中国が他国への領土の割譲
を認めた他の条約において「主権の割与」という表現はない。中国以外でも、領土の割譲
を定めた条約を調べたところ、「主権の割与」と明言している条約は、管見の限り見られな
かった。 
下関条約に「主権の割与」が明記された背景については、今後の研究テーマとしたいが、
琉球の帰属問題に関していえば、下関条約では琉球の帰属は言及されてはいないものの、
結果として、日清戦争の敗北により中国側が日本の領有に関して異議を唱えることはなく
なった。 
日清戦争の敗北は「19 世紀前半から第二次世界大戦終結までの約 100 年――中国にとっ
ての『国恥の時代』」の象徴である。中国の 4000 年以上の「栄光の歴史」の中で「国恥の
290 
 
100 年」をめぐる言説が中国現代史を根底から特徴づける「大きな物語」（マスター・ナラ
ティブ）としての「選び取られたトラウマ」になっている。「国恥の 100 年」の間に失った
領土を取り戻すべきだという中国のナショナリズムは、国民の「深層文化」の中に確固た
る社会規範として組み込まれていて、人々の考え方や行動に影響を及ぼし続けるだろうと
ワン・ジョン（汪諍）は『中国の歴史認識はどう作られたのか』で指摘している1452。日本
人とは大きく異なる中国人のそのような認識を理解した上で、尖閣諸島問題は考えるべき
である。「琉球処分」をめぐる時代の政治史である日清間交渉の検証は、中国のプレゼンス
が増大する現在の国際政治の中で、尖閣諸島問題の解決を考えるうえで示唆となりうるの
ではなかろうか。 
1945 年の抗日戦争勝利後、中華民国では勝利の果実を求める声は次第に強くなり、琉球
返還要求が強くなる。1949 年 12 月、共産党軍に内戦で敗れた国府は台湾に遷都する。台
湾に移った中華民国政府は、1951 年のサンフランシスコ講和会議に招請されず、1952 年 2
月より台北において日本と講和条約締結交渉を行った。その交渉の際、国府は琉球問題を
提起していない。1953 年 8 月、米国が奄美大島を日本に返還した際、台湾内部では強い不
満がわき起こり、外交部は 11 月 24 日、米国駐中華大使に向けて抗議する備忘録を提出し
た。これは、中華民国の琉球問題に対する基本的立場を変更するもので、これにより、「『中
華民国』は現在に至るまで琉球の主権帰属権に関し日本に異議を唱える唯一の『国家』と
なった」と許育銘は指摘する。沖縄返還協定が調印される直前の 1971 年 6 月 11 日には、
「中華民国外交部 琉球群島と釣魚臺列嶼問題に関する声明」で、「中華民国は、琉球の最
終処理に対しては、同盟国はカイロ宣言とポツダム宣言に依拠した協議によって決定すべ
きであるという立場を一貫してとっている。[中略]しかるに、米国はこの協議を行わずに、
琉球を日本に返還しようとしている。中華民国は極めて不満である」と主張した。台湾当
局は、その後、正式にはこの立場を変更していない。 
一方、1949 年 10 月 1 日に建国した中華人民共和国では、1950 年 12 月 4 日、周恩来外
交部長が対日講和問題についての声明を発表し、琉球問題について以下のように述べた。
「琉球群島と小笠原群島に関しては、カイロ宣言でもポツダム宣言においても信託統治の
決定はしておらず、当然、『米国が管理当局だ』と指定などしていない。米国政府の野心は
まさに国連の名義を使って琉球群島と小笠原群島を長期占領し、極東に侵略の軍事基地を
設立しようとするものである」。これは中国政府が公式に琉球問題に言及した最初であるが、
帰属問題についての見解は示していない。最高指導者の毛沢東は、1964 年 1 月、「日本人
民の反米愛国正義の闘争を支持する」談話の中で「日本の領土である沖縄の返還」も例に
挙げて、「中国人民は衷心から日本人民の正義の闘争を支持する」と述べた。1972 年の沖縄
返還以降は、沖縄の帰属に言及する政府および党要人の発言は見られなくなる。 
2013 年 5 月 9 日、人民日報の記事にかかる日本政府からの抗議に対して、中国外交部報
道官は、「中国政府のこの問題に対する立場は変わっていない。沖縄と琉球の歴史は学術界
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が長らく関心をもってきた問題である。この問題が最近再び取り上げられた背景は、日本
が釣魚島問題で挑発的な行動をやめず、中国領土の主権を侵害しているからである」と述
べた。中国国内では、沖縄の帰属は未定であるとの趣旨の論文は 2000 年以降、多く発表さ
れている。しかし、台湾とは異なり、中華人民共和国政府が沖縄の領有を主張したことも
なければ、日本の領有に対して異議を唱えたこともないのである。 
一方で、第 1 章でも言及したが、1950 年代から 60 年代にかけての毛沢東時代の中華人
民共和国政府による「沖縄返還支持」は、沖縄の米軍基地撤廃を求める政治的プロパガン
ダであったと原貴美恵は指摘している。さらに、「中華民国が保持していた『沖縄は日本の
領土ではない』という立場への復帰は、台湾奪回後に考えればよい問題だったのかもしれ
ない」と原は述べ、何らかの形で中国と台湾が統一することがあれば、沖縄に対しても台
湾の立場に回帰し、領有権を主張する可能性を暗示している。筆者は、将来においても、
中華人民共和国が沖縄の領有権を主張することは想定しない。しかしながら、尖閣諸島問
題が大きくなればなるほど、中国国内では、沖縄の地位は未定であるとの趣旨を超え、沖
縄を領有すべきだとの学者や市民の声が高まることは危惧する。 
 
第 7 章では、2012 年 9 月のいわゆる尖閣「国有化」以後の変化する「現状」と課題を述
べた。さらに尖閣有事における日米安保条約と台湾海峡紛争における米華相互防衛条約を
比較し、米国の「中立政策」から尖閣有事の際、米軍のとりうる行動を分析した。本論文
は、尖閣諸島問題に関する主に日本政府の見解と対応の変容の背景を史的に解明したもの
であるため、政治的な解決策については提起していないが、最終節では、不測事態を回避
することを目指したこれまでの努力や政治的な解決に資するアイデアと可能性を、公共政
策としての「公共外交」の重要性を述べ、検証した。 
2012 年 9 月 11 日、「尖閣三島の所有権を取得する」ための経費 20 億 5000 万円を予備費
から使用することを閣議決定し、同日のうちに埼玉県在住の私人が所有する魚釣島、北小
島、南小島の三島を日本政府が購入した。これが尖閣「国有化」と呼ばれる閣議決定であ
るが、閣議で決定されたの「平成 24 年度一般会計予備費使用について（財務省）1453」だ
けである。「尖閣諸島の長期にわたる平穏かつ安定的な維持・管理を図るため」に「可及的
速やかに尖閣三島の所有権を取得する」とし、「同島の所有者との交渉を妥結に導く」こと
を決定したのは、その前日の 2012 年 9 月 10 日に開催された「尖閣諸島の取得・保有に関
する関係閣僚会合」である。同会合は、内閣官房長官、総務副大臣（総務大臣（代理））、
外務大臣、財務大臣、国土交通大臣の関係 5 閣僚によって開催され、野田佳彦総理は出席
していない。9 月 11 日の閣議決定は「予備費使用」だけで、「尖閣国有化を閣議決定した」
と言えるのか疑問が残る。にもかかわらず、「尖閣国有化の閣議決定」と大々的に報道され、
中国側にもそのように伝わった。中国側は、「閣議決定」という言葉を重く受け止めたから
こそ、強烈に反発した。日本政府は、中国側の反発を考慮したためか、島の購入は前日の
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関係閣僚会合で決定し、実際の閣議ではそのための予備費使用のみを決定した。中国に対
しては「購入の決定は閣議決定ではない」と説明できる余地を残し、国内的には「国有化
の閣議決定」と報道されることを否定しなかった。このような尖閣「国有化」と呼ばれる
閣議決定の事実経過は冷静に分析すべきである。結果的に、日本政府が尖閣三島を購入し
たことは、中国側による激しい反発を引き起こした。中国全土で反日デモが繰り広げられ、
また日系企業やスーパーなどに対する焼き討ちや略奪なども含む「反日暴動」が発生した。
他方、日本国内においても、多くの日本人の反中・嫌中感情が高まりをみせるなど、日中
国交正常化以降で最も厳しい対立局面が生まれることとなった。 
一方で、日本政府が関係閣僚会合で尖閣三島の購入を決定した 2012 年 9 月 10 日、中国
政府は、「日本の『釣魚島購入』宣言についての中国外交部の声明」を発表した。声明の要
点は「われわれは日本側に対し、中国の領土主権を侵害する一切の行為をただちにやめ、
中日双方の合意した共通認識と了解に正真正銘立ち戻り、交渉による釣魚島問題の解決の
レールに戻るよう求める1454」である。この中国側の主張にある「双方の合意した共通認識
と了解」とは、「1972 年の中日国交正常化と 1978 年の平和友好条約締結交渉の過程で、
両国の一世代上の指導者は大局に着眼し、『釣魚島問題は棚上げにし、後の解決に持ち越す』
との重要な了解と共通認識にいたった1455」ことをいう。一般に、尖閣諸島問題における「棚
上げ」とは、主張の違いを棚上げして、現状を維持し、中国側は日本の実効支配を黙認す
るかわりに、日本側は実効支配を強めることはしないとする「暗黙の了解」を指すといわ
れる。2012 年の尖閣「国有化」以前までは、2008 年 12 月の例外を除いて、中国海警局な
どの機関に属する公船は尖閣諸島から 12 カイリの領海には侵入せず、日本が完全に実効支
配している「現状」であった。ところが、今、中国側が「棚上げ」するという「現状」は、
「国有化」以前のように日本の実効支配を黙認するのではなく、中国側も自己が領海と主
張する海域でパトロールを行い、中国も実効支配をしつつあるという「現状」である。と
はいえ、尖閣諸島をめぐる変化した「現状」は、日本政府が行った「国有化」に反発した
というだけの理由ではなく、第 5 章第 3 節で述べたような国連海洋法条約批准後の海洋主
権めぐる中国側の外交姿勢の変化も大きな要因であると考えられる。 
2014 年 11 月 10 日、尖閣「国有化」以降とだえていた安倍晋三総理と習近平国家主席に
よる首脳会談が実現し、それをきっかけに日中両国の政府間および民間の交流も回復し、
来日する中国人観光客の「爆買い」は日本経済の活性化にも貢献している。一方で、日本
政府は米国との安全保障上の協力を強めることによって中国側の攻勢に対抗することも追
求し、2015 年 9 月 19 日、いわゆる安保関連法案が可決・成立した。 
日米安全保障条約第 5 条は「各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いず
れか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、
自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処するように行動することを宣言す
る」と定めている。第 4 章でも述べたが、尖閣諸島の領有権に関する米国の「中立の立場」
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は、沖縄返還協定が調印された 1971 年 6 月 17 日に米国務省のブレイ報道官が「米国政府
は、尖閣列島の主権について中国政府と日本との間に対立があることを承知している。米
国はこれらの島々の施政権を日本に返還することは、中国の根元的な主張をそこなうもの
ではないと信ずる」と表明して以来、一貫したものである。2014 年 4 月、オバマ米国大統
領が来日し、オバマは「［安保条約］第 5 条は尖閣諸島を含む日本の施政下にあるすべての
領域に適用される」と明言したことが大きく報道された。しかし、そのあとで、米国の立
場は新しいものではなく、米国は尖閣諸島の領有権に関する最終的な決定については特定
の立場を取っていない旨をオバマ述べており、米国の「中立政策」が変更されていないこ
とも確認された。 
2017 年 2 月 10 日、安倍晋三内閣総理大臣とドナルド・J・トランプ（Donald J. Trump）
米国大統領は，ワシントン DC で最初の首脳会談を行い、会談後に発表された共同声明に
は下記の通り、日米安保条約第 5 条は尖閣諸島に適用される旨が盛り込まれた。「両首脳は，
日米安全保障条約第５条が尖閣諸島に適用されることを確認した。両首脳は， 同諸島に対
する日本の施政を損なおうとするいかなる一方的な行動にも反対する。日米両国 は，東シ
ナ海の平和と安定を確保するための協力を深める1456」。しかしながら、尖閣諸島をめぐる主
権に関しては言及がなく、オバマ政権同様に「中立的な立場」は変更されていないことが
うかがえる。 
2015 年に改訂された日米新ガイドラインに「島嶼防衛」は盛り込まれたが、自衛隊が「作
戦を主体的に実施」し、米軍は「自衛隊の作戦を支援し及び補完するための作戦を実施す
る」という役割分担は変わっていない。小泉内閣、第一次安倍内閣などで内閣官房副長官
補（安全保障担当）を務めた柳沢協二は、新ガイドラインについて、「自衛隊は『作戦を
主体的に実施』すると書いてあるが、米軍は『支援および補完』だけ。日本を防衛するた
めのシナリオとして、本当に評価していいものなのか」とし、尖閣諸島の防衛に関しても
「米軍は（自衛隊を）支援するとしか書いていない。沖縄の海兵隊は出ないということだ。
［中略］尖閣に出ないなら沖縄に置く必要はない」と明言している。 
2030 年には、中国の GDP は米国を抜いて、世界最大の経済大国になると米国の国家情報
会議は予測している。当然、経済的にも軍事的にも、日本をはるかにしのぐ大国になると
思われる。そのときに、万が一、中国側が武力を行使して尖閣諸島のどこかの島を一時的
に制圧した場合、一時的ではあるが施政権は中国に移ることになる。その場合でも、安保
条約第 5 条を適用して、米軍が反撃をするかは疑問であるといえよう。 
「日米同盟の守護神と見られている」アーミテージ元国務副長官も、尖閣が一時的にで
も日本の施政下でなくなった場合は、安保条約第 5 条の対象外であるとの認識を示してい
る。さらに、米国の公文書を調査した春名幹男は、「在日米軍は日本本土を防衛するために
日本に駐留しているわけではなく（それは日本自身の責任である）韓国、台湾、および東
南アジアの戦略的防衛のために駐留している」事実を明らかにしている1457。 
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防衛大を卒業し航空自衛隊員であった毛里一は、1950 年代の「米華相互防衛条約と台湾
海峡の紛争」と「現在の尖閣諸島を巡る中国、日本と米国の関係」を比較し、「米華相互
防衛条約の歴史は、米国との同盟条約が平時の協力関係が順調であっても、一方の領土が
攻撃を受けたからといって自動的に米軍が参戦するものでは無いことを示している」と指
摘している。 
栗山尚一は、「暗黙の了解」が崩れていった原因の一つに、1992 年に中国が領海法を制
定し、尖閣周辺の水域を中国の領海と規定したことを挙げている。 
国際法学者の松井芳郎は、「棚上げ合意」は実効支配を行なっている日本にとっては決し
て不利ではないとして、「棚上げ」を否定する日本政府の主張を厳しく批判している。 
尖閣周辺の資源開発に関しては、石油資源開発株式会社取締役および顧問を務めた猪間
明俊が論文「資源開発の立場から見た尖閣諸島問題」で、石油・天然ガス開発が大変なリ
スク産業であり、世界中で共同開発が常態化している現状をふまえ、尖閣問題解決のため
の選択肢を示している。 
現在の尖閣諸島をめぐる日中両国の緊張関係は、いつ不測の事態が起きてもおかしくな
いほど危険な状態であるといえ、日中両国の防衛当局間では、不測事態を回避するための
対話が行われてきた。 
尖閣諸島をめぐる日中間の緊張関係は、2013 年 11 月、中国国防部が「東シナ海防空識
別区」（防空識別圏）を設定し、当該空域を飛行する航空機は中国国防部の定める規則に従
わなくてはならない旨発表したことについて、外務省が厳重に抗議する事態に至った。海
上での領海警備は海上保安庁が行うため、ただちに軍対軍の衝突にはならない。しかし、
領空侵犯に対する措置は航空自衛隊が行う戦闘機による緊急発進＝スクランブルであるた
め、「互いに連絡を密にしなければ、不測事態から『紛争事態』に発展しかねない」と元航
空自衛官で軍事評論家の佐藤守も指摘している。「双方の『主権』を尊重するのは当然だが、
領海･領空が接する場所での航空･海上活動に関する何らかの取り決めが必要であろう。［中
略］少なくとも日露、日中、日台間でも、衝突防止協定を締結すべき」との佐藤の発言に
は説得力がある。 
2014 年 11 月の日中首脳会談以降、交渉が再開された防衛当局間による「不測の事態の
回避・防止のための取組1458」、特に、日中防衛当局間の海上連絡メカニズムを構築すること
が重要であろう。また、尖閣諸島周辺における不測事態を防ぐためには、1993 年に日本が
ロシアとの間に締結した海上事故防止協定のような協定を、中国との間に締結することも
検討に値すると思われる。 
さらに、国際法学者の芹田健太郎や松井芳郎、米国の歴史家であるジョン・ダワー、名
嘉憲夫らは歴史問題への理解の重要性を訴えている。また、岩下明裕や東郷和彦らは、尖
閣問題を歴史問題化させないことを主張している。 
2014 年 11 月 7 日、日中首脳会談の実現に向け、谷内正太郎国家安全保障局長と楊潔篪
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国務委員は北京で会談し、日中関係の改善に向け 4 項目について合意した。その中の第 3
項目には、「双方は、尖閣諸島等東シナ海の海域において近年緊張状態が生じていることに
ついて異なる見解を有していると認識し、対話と協議を通じて、情勢の悪化を防ぐととも
に、危機管理メカニズムを構築し、不測の事態の発生を回避することで意見の一致をみた」
とある。中国側は、「中日は初めて釣魚島に紛争があることを明確にした」と解釈し、一斉
にそのトーンで報道した。日本は、「領土問題の存在」を明言したわけではないが、中国側
はそのように解釈し、国内向けに報道したのである。ある意味で、アジア政経学会の理事
長も務めた天児慧が主張する「一つの島嶼、各自が表現」が実現しつつあるともいえよう。
したがって、現状においては「領土問題の存在」をあえて明言はしなくても、4 項目合意に
あるように「対話と協議を通じて、情勢の悪化を防ぐとともに、危機管理メカニズムを構
築し、不測の事態の発生を回避する」ことが重要だといえるだろう。当面の間、日本は「4
項目合意」を遵守することが国益にかなう実効支配の維持につながると筆者は考える。 
2016年7月12日、南シナ海に浮かぶ島嶼群の領有権を巡り、フィリピンが申し立てた海洋
法の仲裁裁判で、中比間の国連海洋法付属書Ⅶに基づく南シナ海に関わる仲裁判断PCA 
Case No 2013-19が公表された。仲裁裁判所は、中国が主張する南シナ海のほぼ全域にわた
る管轄権いわゆる「九段線」について、「法的な根拠はない」と判断し、中国の主張を斥け
た。仲裁裁判の裁定書は全文500頁に及ぶ膨大な文書であり、そこにはいくつかの注目すべ
き論点がある。筆者が最も意義があると判断するのは、国連海洋法条約の「島の定義」を
厳格に解釈し、南シナ海には排他的経済圏200カイリあるいは大陸棚延伸350カイリを要求
できる「島」は存在しないと断定したことである。この認定は関係各国によって行われて
きた「埋め立て競争」に警告し、地球環境の保護（Common Heritage of Mankind：CHM、
人類の共同財産、グローバル・コモンズの思想）を強く意識した点で、特筆すべき意味を
もつ1459。国連海洋法条約締結以降、関係各国は排他的経済水域をめぐって領有権主張を強
めてきたが、島の定義を厳格化することによって、小さな無人島の排他的経済水域が認め
られないとすれば、紛争の解決が容易になることが期待されるのではないか。 
これまで多くの研究者が、尖閣諸島問題の解決方法について提案してきた。「さまざまな
選択肢を考え出すことは、紛争解決にとって重要なプロセス」であると名嘉憲夫は指摘す
る。 
尖閣諸島の領有権に関しては、先占の事実を関係国に通知する義務はないため、国際法
上の先占の要件は満たしていることは第 3 章で述べたが、1895 年の閣議決定に至る経緯が
戦勝に乗じた決定であり、内外に一切公開されなかった経緯に鑑み、先占の法理だけに依
拠して領有を主張するのには根拠が十分ではないと考える。しかし、松井芳郎が指摘する
ように、中国が 1971 年の決定的期日に至るまでに日本の領有に対して一貫して抗議を行わ
なかったことから、「日本の立場は権原の歴史的凝固によって正当化される」と筆者は考え
る。 
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では、米英ソと並び、四大国と呼ばれ戦勝国となった中華民国は、1945 年 10 月に台湾
を自国領に編入した際に、なぜ、尖閣の領有を主張しなかったのだろうか？機密解除され
た中華民国の公文書を調査した邵漢儀によれば、1970 年 8 月になって、中華民国は主権根
拠を収集し重大な発見があった。楊仲揆や梁嘉彬、鄭資約などの学者たちが清代の文献を
調査整理して初めて「尖閣群島」というのが中国の歴史上の「釣魚臺」「黄尾嶼」「赤尾嶼」
などの島嶼であることがわかったという。1895 年の下関条約によって、台湾と付属諸島は
清国から日本に割譲され、日本の植民地となった。中華民国は辛亥革命によって 1911 年に
成立したが、その時点では、台湾は日本の統治下にある植民地であり、中華民国には台湾
の資料はなかった。したがって、1945 年に戦勝国として、台湾を自国領土に編入した際、
中華民国には台湾に関する独自の資料はなく、宗主国であった日本の総督府にあった資料
を使って台湾の統治を始めたのだという。ゆえに、日本の地図や資料にある「尖閣群島」
が中国でいう「釣魚臺」だとは、主権争いが問題となる 1970 年頃までわからなかったため
に、領有権の主張ができなかったと邵漢儀はいうのである。このような経緯は、日本の研
究者からは指摘されたことのない新事実であり、筆者も、にわかには信じられなかった。
しかし、1950 年代の国会における答弁を考えた時に、ありえる事実かもしれないとの結論
に達した。第 2 章で詳述したように、1955 年には、第三清徳丸事件で日本人の被害者が出
たにもかかわらず、外務省の局長も、事件が起きた付近の島の名前を把握していなかった
のである。また、1968 年 7 月に「琉球新報」が台湾人による“不法占拠”を報じるまでは、
施政権を有していた米国も十分な取り締まりをしていなかった。さらに、日本政府として
尖閣が日本の領土だと明確に答弁したのは 1970 年 9 月であり、国際法上の「先占の法理」
に基づいて 1895 年に閣議決定したと答弁したのは 1972 年 3 月である。外務省には、1933
年に作成された「国際法先例彙輯(2) 」があり、そこには島嶼先占の例として、尖閣諸島が
例示されていたにもかかわらず、1972 年に至るまでその資料も探せなかったことが推察さ
れるのである。 
 結局のところ、1972 年 9 月の国交正常化交渉の際に周恩来が田中角栄に述べたように、
尖閣諸島については「石油が出るから、これが問題になった1460」のである。1968 年に
ECAFE の調査によって資源埋蔵の可能性が指摘されたことにより、日本も中華民国も中華
人民共和国も、尖閣が自国の領土だという領有根拠の「物語」を完成させたといえよう。
もしも、石油が出ることがなければ、小さな無人島をめぐる争いが「心理状況から見れば
交戦状態1461」になることも、「戦争のリアルな危険性1462」が生じることもなかったと考え
られる。 
日本の主張の最大の優位性は、1945 年から 1972 年の米軍統治期を除いては、1895 年以
来、実効支配を継続している点である。その優位性を活かして、中国および台湾とは静か
な交渉を通じて問題解決を図ることこそが日本の国益にかなうと筆者は考える。 
領土や領海をめぐる問題は、米軍との協力を進め軍事的な抑止力を強めることだけで解
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決できるものではない。伝統的な外交政策はもちろん、ソフトパワーも含めた幅広い分野
にまたがる公共政策として取り組む必要があると結論を述べた。尖閣問題の解決には、両
国の国民感情の改善が必須であり、そのためには、相手国の政府に働きかけるだけでは十
分でなく、国民レベルに働きかけていくことが必要であるという認識に基づいて行われる
さまざまな活動を意味する「公共外交」の必要性を訴えた。1980 年代から 90 年代にかけ
て、日中関係が「蜜月」とも呼ばれた時代には、中国では日本のテレビ番組や映画が大人
気であった。2000 年代以降、日中関係は徐々に悪化するが、靖国参拝問題等の歴史認識問
題や、「反日教育」などの影響の他にも、中国においてゴールデンタイムに外国のアニメ番
組の放映が禁止されるなど、日本のソフトパワーが弱まったことも背景にあると筆者は感
じている。両国間の国民感情が改善しない限り、双方の政治指導者は自国民からの批判を
恐れてわずかな妥協も決断できず、問題の解決は遠のくばかりである。したがって、尖閣
諸島問題の解決には、安全保障や経済・環境・文化・学術・スポーツ・青年・子ども等、
あらゆる分野の交流を拡大し、相互理解を増進させ、国民感情を改善するための「公共外
交」が重要だと最後に訴えた。 
 
以上、本論文の概要を各章ごとに振り返ったが、2014 年初頭と比べ、さらに新たな状況
として、中国が直面する領土をめぐる係争が東シナ海だけでなく、南シナ海にも拡大し、
そこではフィリピンやベトナム等の関係当事国だけでなく、中国が「領海」と称する海域
を米国艦船が航行するなど、緊張が高まっている。 
冷戦の終焉から 20 年以上が経過し、米国の一強体制から米中二大強国による G2 時代を
経て、今後は、中国が米国をしのぐ超大国に成長できるのかが注目されていくであろう。
しかし、超大国を目指す中国は、日本との間の尖閣問題のみならず、南シナ海においても
深刻な領土紛争をかかえ、力によって自国の権益を拡大していると認識されている。その
ような中国と日本はどう向き合うべきなのかという重い課題は、日本にとって最大の公共
政策ではないかとの視点から、今後も研究を続けていきたい。 
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たる対外政策決定者たちがその対外行動において追及すべき価値（national interests）
であり、それゆえに彼らの対外行動基準（the national interest）として機能すべきもの
とされる。つまり、ある対外政策・行動が「ナショナル・インタレストに適っている」（in 
the national interest）という表現は、それがそのような最良かつ正当な価値・利益の追
及を目指しているということを意味している。通常そのような価値・利益として、国家
生存＝安全保障、経済繁栄、国力の増進、国家威信、国際的地位の保持・向上、および
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およびこれを具体的な個々の状況のなかで対外行動の分析・実践のための中心概念とす
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あって、それはパワーによって定義され、平和愛好国家にとってその死活的（vital）な
意味は国家生存あるいは安全保障に限定されるべきものとされ、国家理性（reason of 
state）の現代版としての合理性と道徳的尊厳性を与えられていた。しかし、1960 年代に
はこれがパワー以外の要素をもふくむニュートラルで社会的な内容をもつものとする解
釈が提出され、さらに 1970 年代以降 1980 年代には、以下の 2 つの批判的解釈が支配的
となった。その第 1 は、これを時代遅れの「国家中心的アプローチ」のシンボル、現実
主義の専門用語であり、国境をこえた人類的利益によって置換・克服されるべきである
という価値論的批判である。第 2 は、これが政策決定者の恣意的な主観によって状況的
に決定されるものであって、厳密な科学的分析の対象とはなりえない高度に一般的であ
いまいな概念であるという分析批判である。この間、これを「操作可能なもの」
（operational）にさせようとする｢精緻化｣の試みも繰り返し現れた。 
  さらに 1990 年代以降は、社会学の影響を受けて、この概念は新現実主義に代表される
ような国際構造によってすべての国家にとって自動的・画一的に決定される客観的「所
与のもの（givens）」ではなく、さりとて一国の単独の主観的判断によって決定されるも
のではないというコンストラクティズムの再定義が現れた。それによればこの概念は相
手国との社会的関係のなかで相互主観的に決定されるものである、従来その核心とされ
てきた国家安全保障も、その国内的な社会的要素とくに心理的・文化的な背景によって
国ごとにその意味内容を異にすると解釈されている。 
  他方、対外政策の実践レベルでは、この言葉は、きわめてしばしば、政治指導者によ
って自己の行動と政策を説明・正当化するためのツールとして使用され、また多くの論
者の間でも、例えアメリカの政権交代の際の対外政策全般あるいは特定地域・国家に対
する政策の再定立をめぐる数多くの論争のなかで、「真のナショナル・インタレスト」の
確認に関する議論は、ほぼ常に基礎的なテーマとなりつづけている。 
  こうして、この概念は、対外政策をめぐる研究レベルと実践レベルとの間における不
幸な乖離によって特徴づけられている。そこには、多数の研究者の間に、この言葉を現
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 関連部分の原文は以下の通り（筆者訳）。 
根据日文资料的描述，1955 年 3 月 2 日下午 2 点左右，在钓鱼岛西部约 2 海里作业中的
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琉球渔船第三清德丸号上的琉球渔民看到有两艘停在钓鱼岛附近的机帆船(大安号和另外一
艘)在用手势向他们求救。这两艘船上悬挂着中华民国的青天白日旗，表明这是属于中国台
湾(中华民国)的船只。为了救助他们，第三清德丸前往接近，想要对求救船只靠近拖航。当
船舷接触到一起的时候，突然，有两个士兵模样的人一下子跳上第三清德丸，对船长和船
员开枪扫射，当场打死船长和船员 1 人，共 2 人死亡。其中 3 名船员拼命跳海逃生，其余 4
名船员驾船迅速逃离现场。跳水逃生的 3 人找到了琉球另外一只作业的渔船第一清德丸，
向他们说明了发生的危险情况，认为此地危险，于是他们赶紧开船离开钓鱼岛海域，逃回
了石垣岛。其余 4 人去向不明，后来得知是被琉球其他船只救起，回到了宫古岛。当时琉
球的另外两艘渔船新福丸等也受到过台湾两艘机帆船的追击，他们通过望远镜看到一艘船
的船舷号为“大安丸”。但由于琉球的两艘船速度快，最终得以逃脱。 
  根据台湾学者查阅和研究中华民国“国防部”史政局档案和当事人回忆录认为，当时钓
鱼岛上驻扎着中华民国的部队，总指挥官是个女性军官，名为张希敏。她的部队配有 60 迫
击炮。1955 年 3 月 2 日，站在钓鱼台山顶瞭望的排长，发现有不明大型船只驶向钓鱼岛本
岛，马上以无线电话命令迫击炮准备定点射击，结果当此不明船只驶近钓鱼岛时，现场中
华民国军队指挥官果断命令开炮，连开两炮没有命中，第三枚 60 迫击炮弹射到不明船只船
尾边缘，据观察船上有三人落水，然后开足马力离去。后来，台湾守备当局从无线电通讯
侦听中，才知是琉球渔船，落海者为三名琉球渔民。这就是 1955 年鲜为人知的“第三清德
丸号”事件。 
  此事件发生后，美国驻琉球民政当局马上在 3 月 3 日召开会议，研究对策。美国民政当
局警告琉球方面要控制前往钓鱼岛海域捕鱼的情况。 
  日本关于第三清德丸事件的主要根据是 1955 年 3 月 4 日《琉球新报》当中的几篇报道。
这些报道内容主要是根据琉球一个亲历事件后逃生的渔民自述。一些关键的地方说得很模
糊，不能完全清晰地反映事实。而且，日文资料中存在一些疑点，在基本数字表述上就有
问题。诸如说第三清德丸共 8 个琉球人，却又说当场被打死 2 人，其余 7 人跳水逃生。这
些疑点、疑惑有待进一步深入研究才能解释。但没有疑问的是停靠在钓鱼岛岸边的机帆船
上面悬挂的是中华民国的旗帜，这说明船只及其所属人员属于台湾当局，当时台湾当局(中
华民国)在这里进行着有效的实际控制。后来，日本和琉球方面将此事当做海盗事件来看待，
说明其已夹杂进了极大的主观判断成分。目的可能是为了否定台湾当局(中华民国)曾经对钓
鱼岛有过的正式占领和有效控制。此事件发生后，美国驻琉球民政当局曾经警告琉球方面
不要前往钓鱼岛海域。 
  就此事件，台湾学者研究认为，1949 年，中华民国游击队自舟山群岛撤退时，一度驻扎
钓鱼台列屿。中国东南沿海各县的自卫队员、警察等从舟山群岛撤退时，他们结队亡命距
离大陆沿岸更远的外岛。根据台湾军政当局的无线指示，一部分部队留守钓鱼岛各岛，其
中还包括具有传奇色彩的女游击队指挥官黄百器(黄八妹)的部队。后来，他们又转往大陈列
岛。1955 年 1 月，国民党政府决定主动撤离大陈岛。根据当时参与大陈岛防守的军官王微
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的报告所述内容，中华民国反共救国军自大陈岛撤退后，曾经在钓鱼岛驻军。王微原来是
胡宗南手下的副官，官至“国防部”技术室少将，他的报告可以作为台湾军队驻扎钓鱼岛
的重要证据。通过日文材料，琉球的第三清德丸号渔船遭到悬挂中华民国旗帜的船只袭击，
也就从事件上证明了王微报告记录中华民国游击队等部队在钓鱼岛上驻扎的准确性和可靠
性。 
  否则，如果是海盗的话，不太可能对过往船只开炮。因为海盗是以劫财为目的，而不是
以击沉船只为目的。这种发炮正是属于在战争年代对领海主权维护的那种正常反应。事件
很可能是台湾驻守部队的人员用手势、或者旗语之类的表示对琉球渔船发出了“禁止驶入
中华民国的领海，否则，将要开炮自卫”之类的警告。而琉球的渔民看不懂台湾守岛部队
的手势或者旗语，而误认为是在向他们求救。因为按照常识而言，两艘停靠在钓鱼岛岸边
的船只不太可能向在相对较深的钓鱼岛海域航行的船只求救。如果是船只出了故障，他们
上岸解决问题就可以了，没有必要向海中航行的渔船求救，这是一种可能性。另外一种可
能性就是，琉球媒体，或者日本方面的媒体，故意编造出来向琉球渔船“求救”的细节，
借此渲染他们所说的“海盗”的狡猾性。但后一种可能性较小。 
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同島は米国のフィリピン群島に属するミンダナオ島のサン・オーガスチン岬とオランダ
領東印度諸島に属するナスサ群島の最北端の島との中間に位置する孤島である。1925 年
1 月 23 日、この問題を仲裁裁判所に付す旨の合意が両国間に成立し、裁判所は、付託合
意の規定に基づき両国が常設仲裁裁判所裁判官の中から指名した 1 人の裁判官であるス
イスのマックス・フーバーによって構成された。審理は書面手続きのみで行われ、1928
年 4 月 4 日に判決が下された。 
実効的支配と言いうるためには、主権を表示する行為が決定的期日であるパリ条約の署
名・発効の日 1898 年の時点で存在し、それ以前にもそのような行為が他国が確認できる
ほどの期間継続的で平和的に存続している必要がある。オランダの主張を検討すると、
東インド会社は原住民と宗主契約を結び、それによって原住民はオランダとの関係を結
んだ。この契約が宗主国と付傭国という植民地関係を確立し、自国領域の一部であると
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するのに十分な権原をオランダに付与した。1700 年から 1906 年までオランダは宗主国
として平和的に主権を行使しており、さらに決定的期日以前にオランダによる領域主権
の行使に対して他国から抗議が行われた記録はなく、オランダによる主権の行使は平和
的なものであったと認められる。逆にアメリカは、スペインの領域主権の継承国として、
オランダと同等以上の権原を提示することができなかった。仲裁裁判官は、同島をオラ
ンダ領の一部であると決定した。「領域主権の継続的かつ平和的行使」による「実効的支
配」を強調した上記判決は、島の領有権を巡る領土紛争の古典的なケースとして、後の
国際判例に大きな影響を与えた。 
田畑茂二郎、太寿堂鼎編『ケースブック 国際法』（新版）、有信堂高文社、1987 年。 
649 クリッパートン島事件。Clipperton Island Case 太平洋のメキシコ沖に浮かぶ絶海の
孤島で無人島であるクリッパートン島の領有権をめぐり、フランスとメキシコが争った
紛争を解決した仲裁国際裁判である。無人島の先占と実効支配が領有権確定の決め手と
なった。国際法の慣例の一つである。両国政府は国際紛争解決のため、第三国のイタリ
ア国王ヴィットーリオ・エマヌエーレ 3 世を単独仲裁人とする仲裁裁判に付託する条約
を調印し、1911 年 5 月 9 日に発効された。イタリア国王による判決は 1931 年 1 月 28
日に下されたが、その主旨は「1858 年 11 月 17 日からフランスに帰属する」というもの
で、フランス勝訴の判決であった。フランスは 1858 年に領有する意思を明確に示してお
り、たとえ主権の表示をのこさず離島しても、布告・通告・公布・新聞による公表で領
有は成立している。よってフランスは先住民が存在しない無主地を先占したものであり、
占有の実行が完成している。またフランスが主権的行使をしなかったため同島の権利を
遺棄し失ったというメキシコの主張については、権利を放棄する意思を持っていないた
め、認定できないとした。また欧州列強による領有宣言を列強諸国に通達することを義
務つけた 1885 年のベルリン議定書 35 条違反であり同島の領有は無効というメキシコの
主張については、領有宣言が同議定書締結以前であるうえ、同議定書はアフリカ大陸対
象であり、メキシコは非締結国でありこの義務を考慮する必要はないとした。以上のこ
とから、無人島の領有権を取得できる先占が成立する条件として、発見だけでなく領有
意思の有効な表示と実効的占有が必要であり、島を最初に発見したスペインおよびメキ
シコではなく領有意思を最初に表明したフランスにあるとした。 
650 東部グリーンランド事件。Legal Status of Eastern Greenland  19 世紀から 20 世紀初めに
かけてデンマークはグリーンランドをその主権にあるものとして取り扱い、第一次大戦
中とその直後には米、英、伊、仏、日、ノルウェー、スウェーデン（ノルウェーは 1905
年にスウェーデンより独立）に対してこの主権の承認を求めた。他の諸国はこれに肯定
的な回答を与えたが、ノルウェーは東部における自国民の漁業と狩猟の自由を主張して
これを拒否したので、以後、デンマークとノルウェーの交渉が続けられていた。1931 年
7 月 10 日にノルウェーは東部グリーンランドは自国の主権のもとにあると宣言した。両
国は裁判所規定第 36 条 2 項の選択条項を受諾していたので、デンマークはこれにしたが
って常設国際司法裁判所に事件を提訴し、ノルウェーの宣言は現存の法律状態に違反し、
違法かつ無効であるという判決を求めた。ノルウェーの先占の宣言とそれに関してとら
れたすべての措置は、現存の法律に違反し、したがって違法かつ無効であるとの判決を
下した。 
本件判決は、第一に領域取得の方法としての先占が成立する要件を明らかにした。すな
わち、①主権者として行動する意思、②現実的な主権の行使の二要件である。第二に外
務大臣の口頭の声明が国家を拘束することを認めたことである。その他、地図において
慣習的に用いられている地名は、反対の証明がないかぎり通常の意味に解すべきことを
明らかにしている。 
田畑茂二郎、太寿堂鼎編、前掲書（新版）。 
651 The Minquiers and Ecrehos Case  フランス本土のノルマンジーの西、ブルターニュの北
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にジャージー島を主島とするイギリス領のチャンネル諸島（Channel Islands）がある。こ
のジャージー島の南にマンキエ、東にエクレオの小島群があり、19 世紀の末以来、イギ
リスとフランスとの間でその帰属が争われていた。両国は本問題を裁判で解決すること
に合意し、1950 年 12 月に結んだ特別協定にもとづいて 1951 年に国際司法裁判所に提訴
した。請求の内容は、マンキエおよびエクレオ島嶼と岩礁が領有の対象となりうる限り
において、これらに対する主権は両国のいずれに帰属するかというのである。両国はい
ずれも、中世にさかのぼる古来のないし原始的権原（ancient or original title）、または実効
的占有による権原に基づいて、領土権の存在を主張した。1953 年 11 月 17 日、裁判所は
イギリスの実効的占有による権原の主張を認めて、マンキエおよびエクレオに対する主
権がイギリスに帰属する旨、判決した。 
波多野里望、筒井若水編『国際判例研究 領土・国境紛争』東京大学出版会、1979 年。 
652 グリスバダルナ事件。The Grisbadarna Case ノルウェーおよびスウェーデンの両国は、
1908 年 3 月 14 日の仲裁付託契約で、両国国境の最南端のフィヨルドから公海に達する
までの領海の境界画定の問題を仲裁裁判所に付託することに合意した。裁判所に決定を
求められた問題は、1661 年の国境画定条約によって同海域の境界線は確定されたものと
見なされるべきか否かを決定し、もし確定されていないのであれば、1661 年当時の事実
の状態と国際法の原則を考慮して境界線を決定しなければならないというものであった。
裁判所は、1909 年 10 月 23 日の判決で、問題の境界線を、原則としての海岸線の一般的
方向に垂直線を立てる方式によって決定したが、エビ漁場として大きな価値のあるグリ
スバダルナの砂洲をスウェーデン領に含めるようにその線引きを幾分か修正した。 
仲裁裁判所は、1909 年 10 月 23 日、とりわけ、つぎのむね判示した。 
１）第 19 点について、本裁判所の審理段階での両当事者の主張は一致した。 
２）両当事国は、その両側にある島や岩礁（いつも海面下に没していないもの）をむす
ぶ中間線によって分割するという規則を採用している。当事国の意見によれば、これが、
1661 年条約において A 点（イデフィヨルドのほぼ出口にあたる。スウェーデン領コスタ
ー島ノルウェー領チスラー島をむすぶ線のほぼ中点）の内側で採用された規則であった
とされる。そのような規則の採用は、現在これを適用する場合、条約当時に存在した状
態を考慮しなければならない。ハイエフルエル岩礁は、当時は海面上にあらわれていな
かったので、ヘヤェクヌブが基準点として採用されるべきである。このようにして、第
20 点も確定された。 
３）のこる問題は、第 20 点以遠の公海にたっするまでの境界線。1658 年の講和という
事実のみによって、領域が自動的に分割された。その自動的な分割線を確認するには、
その当時有効であった法原則に依拠しなければならない。1658 年の自動的分割線の決定
―それは、こんにちにおける問題の境界線の画定とおなじ―は、海岸線の一般的方向に
たいし垂直線をひくことである。が、当事国は、重要な州をよこぎるように境界線がひ
かれることが不適当との意見であるから、第 20 点から、真西より南へ 19 度かたむく方
向にひかれるべきである。 
４）グリスバダルナをスウェーデンに帰属させる境界画定は、とくに、つぎの事実状態
により支持される。グリスバダルナの浅瀬におけるエビ漁業は、ノルウェー人よりもス
ウェーデン人によって、おこなわれてきた。現実に存在し、かつ長期にわたって存在し
てきた事態は、可能なかぎり変更しない、というのが確立した国際法の規則である。 
５）ショッテグルンデをノルウェーに帰属させることは、以下の重要な事実状態により
十分に支持される。スウェーデン人が長期間に、かつ広範囲に、より多数ショッテグル
ンデで漁業に従事してきたと推定されるが、ノルウェー人は同地域で排斥されなかった
だけでなく、グリスバダルナよりショッテグルンデにおいて、いっそう有効に、ほぼ継
続的にエビ漁業に従事してきたことが当事者により確信されている。 
わが国の領土問題の関連でみると、本件で注目されるのは、とりわけ、つぎの点である。 
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１）問題付託後、それは早期に解決（１年７カ月）された。 
２）ノルウェーは、1658 年の講和という事実のみによって、問題の海の領域が自動的に
両国のあいだで分割されたと主張する。その主張は、スウェーデンによっても排斥され
ていないとして、裁判所は、その意見を支持し、この意見は、当時の、また、現代の国
際法の基本原則に一致すると判示した。 
３）国境線画定のさい、現状が尊重されたこと。この判決での重要なポイントのひとつ
は、海の領域の境界画定のさい、現実に存在しかつ長期にわたって存続してきた事実状
態は最大尊重することが、確立した国際法原則である、との判示である。現実に存在し、
かつ長期にわたり存続してきた事実状態や権益は、そのごのいろいろな判決でも考慮さ
れ、等距離法式は機械的には適用されていない。北海大陸棚事件におけるジェサップ裁
判官の個別意見、チュニジア・リビア事件、グリーンランドとヤン・マイエン間海域境
界事件などでは、同時に衡平の原則に注意を喚起している。衡平の原則というのは、境
界についてわかりやすくいえば、ある当事者が、ある部分で相手国より多く利益をえる
場合、他の部分では相手国のほうの利益をより多く考慮することである。北方領土の貝
殻島では、わが国の国民が、同島について、特別の権益をうけてきた。それゆえ、本判
決のプリズムからみるなら、将来、歯舞群島が、日本領あるいはアイヌ自治区とされる
かどうかわからないが、いずれにせよ、最低限度そのときの貝殻島の状況が尊重される
べきであるということになろう。 
４）この仲裁判決は、隣接する２国間の境界画定にかんする興味深い先例である。判決
によれば、境界線は、海岸線の一般的方向にたいして、垂直線をひくことによって定め
られなければならず、その場合、境界線の両側の海岸線の方向を考慮すべきであるとす
る。しかし、このような規則は、そのご歴史の流れにそい、修正されていく。一国が独
善的に行動してならない理由は、このような法の流動的な形成過程にもみいだされる。 
５）本件で、両係争国は、エビの好漁場を自国の要求区域にふくめた。このように、日
ロ中韓の各国は、まず国際法の規則を考察する以前に、自国の欲望・要求をおしとおそ
うとの態度がさきだちすぎていないであろうか。この面では、世界の多くの国が、まず
は自国の利益を考慮して、それを確保する根拠をさがしだそうとし、場合によっては理
屈をこねる。そのことじたい、多くの人間の不可避的な性向に関係しているであろうか
ら、それほど非難できないと譲歩しても、批判されるべきは、権利の侵害が問題になっ
ているにもかかわらず、紛争国が、長年にわたり外交交渉で問題を解決せず、また他の
平和的解決方法も使用しないことである。 
金子利喜男『世界の領土・境界紛争と国際裁判』（第 2 版）明石書店、2009 年、259～262
頁。 
波多野里望、筒井若水編、前掲『国際判例研究 領土・国境紛争』49～61 頁。 
653 名嘉憲夫、前掲書、238～239 頁。 
654 同上。 
655 人民網日本語版 HP「国防部、防空識別圏の撤回は 44 年後に検討する」2013 年 11 月
29 日 http://j.people.com.cn/94474/8470242.html  2013 年 12 月 23 日閲覧。 
656 孫崎享、前掲書、2011 年、61～67 頁。 
657 松井芳郎、前掲書、105 頁。 
658 刘江永、前掲書、2332 頁。 
659 2017 年 1 月 18 日、非公開の研究会における村田忠禧の発表内容。 
660 第 68 回国会 参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会会議録第 3 号、1972 年 3 月
22 日。 
661 豊下楢彦、前掲書、288 頁。 
662 同上。 
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663 同上。 
664 同上。 
665 1972 年 9 月以降、日本と国交のない中華民国（台湾）との関係強化を目的とした議員
連盟である「日華議員懇談会（略称：日華懇）」の前身組織。日本と台湾が国交を断絶し
てからまもない 1973 年 3 月、灘尾弘吉、藤尾正行、中川一郎、玉置和郎、田中龍夫、渡
辺美智雄ら親台派議員 27 名が発起人となり、自民党議員の 3 分の 1 以上にあたる 152 名
（衆議院議員 99 名、参議院議員 53 名）が参加して発足した。初代会長には、後に衆議
院議長となる灘尾弘吉が就任した。 
1997 年、自民党分裂などが原因で生じた自民党以外の親台派議員を巻き込むため、超
党派の「日華議員懇談会」に改組された。発足時には、国会議員の約 40％にあたる 300
名（自民党 202 名、新進党 86 名、太陽党 7 名、新党さきがけ 5 名）が参加。会長には山
中貞則、副会長には小沢辰男、村上正邦、平沼赳夫、前田勲男が就いた。2016 年 4 月現
在の会長は平沼赳夫元経産相、幹事長は古屋圭司元国家公安委員会委員長。 
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る答弁書」内閣参質 84 第 15 号、1978 年 3 月 22 日。 
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1317 岩下明裕『中・ロ国境 4000 キロ』角川学芸出版、2003 年。 
1318 岩下明裕、前掲書、2013 年、191 頁。 
1319 2010 年 11 月、漁船衝突事件に関するある国会議員との意見交換の中での発言。 
1320 岩下明裕、前掲書、2013 年、192 頁。 
1321 城山英巳「『尖閣対立』本格化から 1 カ月  日中関係はどう変わったのか 『冷静』か
ら『緊張』局面へ」WEDGE Infinity HP 
http://wedge.ismedia.jp/articles/-/2211  2016 年 9 月 25 日閲覧。 
1322 2014 年 9 月の訪中に際して、中国外交部、解放軍、学者等、日本関係者とのヒアリン
グから。 
1323 戴秉国氏「南中国海仲裁の結果は紙くずに過ぎない」人民網日本語版 HP 2016 年 07
月 07 日 http://j.people.com.cn/n3/2016/0707/c94474-9082918.html  2016 年 9 月 25
日閲覧。 
1324 戴秉国「坚持走和平发展道路(全文)」中国新聞網 HP 
 http://www.chinanews.com/gn/2010/12-07/2704984.shtml  2016 年 9 月 25 日閲覧。 
1325 歳川隆雄「フジタ社員釈放で動いた細野豪志『特使』の知られざる『中国ホットライン』」 
 http://gendai.ismedia.jp/articles/-/1308  2016 年 9 月 25 日閲覧。 
1326 外務省 HP 「日中関係の改善に向けた話合い」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/c_m1/cn/page4_000789.html 2016 年 9 月 25 日閲覧。 
1327 遠藤誉「日中合意文書原文と中国の解釈」
http://bylines.news.yahoo.co.jp/endohomare/20141110-00040605/ 2016年 9月 25日閲
覧。 
 たとえば中国では、専門家にインタビューし、以下のように報道された。 
 解读 中日首次明确存钓鱼岛争端，靖国神社问题必须正确处理 
 人民网 11 月 7 日消息，今日，国务委员杨洁篪与来访的日本国家安全保障局长谷内正太郎
举行会谈，双方就处理和改善中日关系达成四点原则共识。具体内容为： 
        一、双方确认将遵守中日四个政治文件的各项原则和精神，继续发展中日战略互惠关系。 
        二、双方本着“正视历史、面向未来”的精神，就克服影响两国关系政治障碍达成一些
共识。 
        三、双方认识到围绕钓鱼岛等东海海域近年来出现的紧张局势存在不同主张，同意通过
对话磋商防止局势恶化，建立危机管控机制，避免发生不测事态。 
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        四、双方同意利用各种多双边渠道逐步重启政治、外交和安全对话，努力构建政治互信。 
        人民网记者就此采访多名专家，第一时间解读四点原则共识在当下中日双方外交关系中
的意义。 
   1、四点原则共识中，最大的看点是什么？ 
        解读人：高洪（中国社科院日本研究所副所长） 
        这次中日达成的四点原则共识，为两国关系逐步走出低谷创造了必要条件，使两国关系
走上良性发展的轨道成为可能。其中一个重要看点，就是第一次以见诸文字的表达，明确
了中日在钓鱼岛及东海存在主权争端，双方强调存在不同主张，这一点非常重要。 
        在中日关系外交史上，虽然一贯存在钓鱼岛主权争端，但过去用的是默契和共识的方式，
日本政要常常出于不健康的心态，肆意歪曲外交交涉的历史，不承认双方有默契，不承认
形成过共识，甚至非常无理的提出，中方如果认为外交史上有过这种问题，就应该拿出证
据来。这让我们非常不满意，所谓默契就是指暗相契合，如果有文字上的东西不就是明契
了吗？当时在这方面我们有一点被动，现在有了四点原则共识，其中明文写到两国关系中
有东海海域争端，虽然表述上还是按照双方能接受的方式，但总的精神是双方强调了“存
在不同主张”这样一个基本事实。 
        有了这样一个原则共识的记录，就打消了日方肆意歪曲外交历史事实、肆意解释两国关
于东海和钓鱼岛争端的可能性。今后取代默契，我们就有了明契，这在外交意义上特别有
价值。 
  2、 四点原则共识中“正视历史、面向未来”的表述意味着什么？ 
        解读人：曲星（中国国际问题研究院院长） 
        曲星在接受央视采访时指出，四点原则共识的第二点谈到的，实际上是双方怎么对待历
史的问题。这里非常清楚的说到，要“正视历史，面向未来”，用了“正视”这个词，就是
说日本在历史上进行过侵略战争，这一点必须要正视。 
        另一句重要的话是“双方就克服影响两国关系政治障碍达成一些共识”。在历史领域，双
方关系发展的政治障碍最突出的表现，实际上是日本领导人参拜靖国神社的问题。这个虽
然在原文中没有提，但逻辑上非常清楚。也就是说，如果中日关系要继续发展，政治障碍
要克服，那么在靖国神社问题上，日本就必须要有一个正确的做法。 
        共识中的第四个要点谈到未来，要“利用各种多双边渠道逐步重启政治、外交和安全对
话”。这四点共识分别从基础、历史、现实、未来四个方面规范了中日关系，并且有一个逻
辑递进的关系，首先要承认基础，然后妥善处理历史问题，接着妥善解决现实存在的问题，
然后未来才会有希望。 
        3、四点原则共识为何提到要“逐步重启”政治、外交和安全对话？ 
        解读人：杨伯江（中国社科院日本研究所副所长） 
        中日对话是因为什么原因、影响而中断的，这一背景非常值得反思。由于日方单方面采
取所谓“购岛”的行动，加上此后日本领导人参拜靖国神社的行为，导致中日双方中断了
对话。现在要恢复双方的关系，也不可能是一蹴而就的，还要看日方的表现，边看边走、
边走边看，也就是说，要一边评估一边推动下一步的行动。从中日关系本身复杂性来看，
在相互依存的同时，矛盾也是根深蒂固的，解决起来也不可能一蹴而就。 
        4、四点原则共识建立起来之后，下一步双方应采取什么行动？ 
        解读人：曲星（中国国际问题研究院院长） 
   曲星在接受央视采访时指出，共识有了，最根本的是怎么样尊重共识。中日建交这四十多
年来，关系发展过程中其实多次出现过波折，每一次波折都是因为日本违背了中日建交的
一些基本原则。每一次出现波折，双方都进行一系列的博弈，甚至是斗争，然后再取得解
决方案。如果方案得到遵守，双方关系就能继续向前推进，如果谁有回潮，那么关系就会
遇到大的麻烦。 
        所以，遵守四个共识，把它落实到行动上去是最为关键的。当然，这次在共识里用到的
一些措辞都是比较间接的，不是特别明确地就一些最敏感的问题进行直接表述。这个现象
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背后是什么呢？说明双边关系的发展、遗留历史问题的解决，可能是一个逐步的长期的过
程，不可能一蹴而就。 
        比如由于冷战的原因，日本社会对侵略战争历史的认识，实际上（与中国）有很大的不
同；再比如，由于历史原因，中国没有参加当时处理战后问题的旧金山会议，所以钓鱼岛
被置于美国的管控之下，美国又把它交给了日本，所以日本老百姓已经形成了一些看法，
觉得好像（钓鱼岛）就是日本的。所以双方关系的逐渐回复需要一个过程，但这次最重要
的是达成了共识——要来管控矛盾，就是说如果有了矛盾，并且还解决不了，我们至少不要
让它继续恶化。 
 
回顾：中日邦交史上的四个重要政治文件 
        1972 年 9 月 29 日，周恩来总理和日本首相田中角荣在北京签署《中日联合声明》，宣布
中日之间的不正常状态结束，并正式建立外交关系。 
        中日联合声明的重要内容包括：中日之间的不正常状态宣告结束；日本承认新中国政府
为中国唯一合法政府；中日建交；中国宣布放弃对日本国的战争赔偿要求；两国相互确认，
用和平手段解决一切争端，而不诉诸武力和武力威胁；反对建立和谋求霸权等等。 
        1978 年 8 月 12 日，《中日和平友好条约》在北京签字，华国锋、邓小平、廖承志出席，
黄华和日本外务大臣圆田直分别代表本国在条约上签字。这是继 1972 年 9 月中日联合声明
发表、中日两国邦交正常化公报以来，两国关系史上又一新的里程碑。 
        《条约》基本内容是：双方在和平共处五项原则的基础上，发展两国间持久的和平友好
关系；在相互关系中，用和平手段解决一切争端，而不诉诸武力和武力威胁；双方将本着
睦邻友好的精神，按照平等互利互不干涉内政的原则，为进一步发展两国之间的经济关系
和文化关系，促进两国人民的往来而努力；条约有效期为 10 年。 
   1998 年 11 月 26 日，中国国家主席江泽民访日期间，中日双方发表《中日联合宣言》，
宣布两国建立“致力于和平与发展的友好合作伙伴关系”。 
        其内容包括：双方互相尊重主权和领土完整、互不侵犯、互不干涉内政、平等互利、和
平共处以及《联合国宪章》的准则；双方主张彻底销毁核武器，反对任何形式的核武器扩
散；方将在国际政治、经济及全球性问题等领域加强协调与合作；双方不在本地区谋求霸
权，不行使武力或以武力相威胁，主张以和平手段解决一切纠纷；双方重申恪守《中日联
合声明》和《中日和平友好条约》阐述的各项原则；两国发展长久友好关系，两国领导人
每年交替互访。在北京和东京建立中日政府间热线电话，并建立长期稳定的经贸合作关系
等。 
        2008 年 5 月 7 日，中国国家主席胡锦涛访日期间与福田康夫首相签署联合声明，即《中
日关于全面推进战略互惠关系的联合声明》。《声明》宣布，长期和平友好合作是双方唯一
选择。双方决心全面推进战略互惠关系，实现和平共处、世代友好、互利合作、共同发展
的崇高目标。这是中日之间的第四个政治文件，与前三个文件共同构成中日关系的政治基
础。 
        《声明》确认，中日关系对双方都是最重要的双边关系之一；确认继续恪守前三个政治
文件的各项原则；双方决定正视历史，面向未来；确认两国互为合作伙伴，互不构成威胁，
坚持通过协商和谈判解决两国间的问题；日方坚持在《日中联合声明》中就台湾问题表明
的立场；双方决定在五大领域构筑对话与合作框架，开展合作。 
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巻末資料 尖閣諸島に関する国会における質疑応答 
(1) 1954 年 2 月 15 日 第 19 回国会 参議院水産委員会会議録第 7 号 
○森崎隆 委員長（日本社会党 左） 次は串木野の漁業協同組合から陳情があります。簡単
なものですからちよつと読んでみます。「私宛、九日より実施されたヘルイ軍演習海域は、先に
李ラインを締め出された当地遠洋漁業者にとつては唯一の漁場である。今日まさに当地漁民の生
命線であるこの海域を演習地として奪われては、漁業専業の我らにとりましては、その生活を支
えることができない。串木野の漁民は挙げて演習海域の変更を要望して止まず。御賢察の上関係
要路に対しその変更かたを御折衝願いたし。」こういうふうに漁業協同組合長の名前で参つてお
ります。これはどんなことになつておりますか。 
○立川宗保 水産庁漁政部長（説明員） ヘルイ演習場と申しますのは、私どもどこかはつきり
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
わかりませんが、想像いたしますのに、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
漁
、
釣島だろうと思います。
．．．．．．．．．．．
魚
、
釣島でありますならば、こ
．．．．．．．．．．．．
れは実はいわば琉球政府の所管と言いますか、琉球附近の島嶼の演習場でありまして
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
これは私ど
もも鹿児島県の業界のほうから、従来は演習区域に入つていなかつたのでありますが、それを従
来の演習区域を少し拡張してここを含めようという企図があるように思われる、これは極めて大
．．．．
変である、こういうお話を伺つております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。これが事実といたしますと、誠にこれはあの地方の
漁業者にとつては非常に影響がある地域だと考えます。ただこれは非常にやりにくいと申します
か、と申しますのは、琉球政府がいわば提供するなら提供すると、琉球政府とアメリカ軍とが直
接の当事者になりますので、むしろと言うとおかしいようでありますが、日本政府が直接当事者
であれば非常にやりやすいのでありますが、若干その点はやりにくい。併しながら、この点は非
常に大さ
マ マ
な影響がありますので、日本の関係各省とよく相談をいたしまして、そうして強力にア
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
メリカ側にいろいろなルートで働きかけて、こういう事実が起らないように努力をいたしたい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と、
かように考えておる次第であります。 
○森崎 委員長 これはやはり今の通りでございますか。 
○関守三郎 外務省参事官（外務大臣官房審議室付）（説明員） たしか今立川漁政部長の答え
られたところでよいと思いますが、私どものほうでも話は聞いておりますので、法律上いろいろ
なコンプリケーシヨンもあると思いますが、法律上の問題は別といたしましても、やはり何とか
善処しなければならないと考えております。 
○千田正 委員（無所属クラブ） 実際問題としていろいろな問題が起きて来るのでしようが、
そういう場合においては、やはり現地の地方自治体に対して未然に防ぐ方法を要望しなければな
らないのですが、これは一体どつちがそういう意向を通達するのでありますか、外務省ですか、
それともどこがそういう未然に防ぐ方法に対しての通達をやるのですか。 
○森崎 委員長 これは何でしよう、やはり日米合同委員会にこういう議題が出されまして、
そこでやはり決定を見た上で地方自治体とか関係官庁に出るのではないでしようか、そのように
考えてよろしゆうございますか……。 
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(2) 1954 年 3 月 26 日 第 19 回国会 参議院大蔵委員会会議録第 25 号  
○成瀬幡治 委員（日本社会党 左） 魚釣島ですね、リイン島というのですか。日本の領海
になるところですが、あの辺のところはどういうふうになつているのですか。 
○伊関佑二郎 外務省国際協力局長 あれは行政協定の問題になりますかどうか、ちよつとそ
ういう話がございまして……沖縄の南でございますね。私のほうもあの点は詳しいことは存じま
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
せん
．．
。 
○大矢半次郎 委員長（自由党） 成瀬君に申上げますが、何か現に外務省の国際協力局長の
所管の事項について是非出席を求めたい、こういうお話でありましたから、時間の関係もありま
すから、その点、集約して御質問願います。 
○成瀬 委員 私はリイン島のほうもあなたのほうから話合いに出ておるかと思つておつたの
です。ところが、それが別の問題だとおつしやるので、私もどこの所管だかわかりかねておるの
です。 
 
(3) 1955 年 7 月 26 日 第 22 回国会 衆議院外務委員会議録第 37 号 
○細迫兼光 委員（日本社会党 左） 沖縄の漁民が的確に台湾のジャンクと思われるものの
乗員に二人殺されて四人拉致せられておるのでありますが、それは第三清徳丸の問題であります。
これは事態を説明するかわりにこの琉球政府立法院が一九五五年三月五日に決議しておる決議
がありますから、ちょっと説明がわりにこの決議を読みます。質問の要点は台湾政府なるものが
日本国民の安全についてそう誠実に関心を持っておってくれればいいのだが、それにいささか疑
いがありはしないかという疑問を持ちながらの質問なのです。それでは考えなければならぬでは
ないかということに関係するわけなのです。「第三清徳丸射殺事件の調査要望決議」「一九五五年
三月五日琉球政府立法院」あて先は「国際連合、国際人権連盟、日本国政府、琉球列島米国民政
長官、同副長官」となっております。「去る三月二日午後二時ごろ、琉球列島魚釣島付近
．．．．．．．．．
東経百
二十三度十三分北緯二十五度四十八分の地点で、沖縄佐敷村馬天区四班当間政庸所有の漁船第三
清徳丸（十五トン）が、青天白日旗（中華民国政府国旗）を掲げたジャンク船二隻に襲われて、
乗組員九人のうち二人が射殺され、四人が行方不明になったという事件について、危難を冒して
帰還を全うし得た三人の乗組員（氏名略）等の談話として伝えられるところを総合してみるに、
本事件が単なる海賊行為であるかあるいは国府軍の所為であるのかその真相を明らかにするこ
とは困難のようである。もちろんアメリカ民政府並びに行政当局においても、いち早くこれが究
明に乗り出され、近くその真相発表もなされることと思われるのではあるが、本件が琉球の領海
内で敢行された点と、琉球住民の生命、身体、財産に加えられた重大なる侵害であることにかん
がみ、これを放任しておくわけにはいかない。われわれはことに行方不明になった三人の同胞が
すみやかに救助されるとともに、わが領海内における航海の安全が確保され、住民の不安が取り
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除かれることを念願するものである。琉球政府立法院はこの事件の真相の正確なる調査と、行方
不明になった第三清徳丸乗組員の救助を決議をもって要望いたします。」これが大体事件の内容
であります。言うまでもなく琉球人民は国籍日本にあり、そうしてそれに対する行政権などはア
メリカに移っておりますが、琉球人民の生命安全を保護する責任なり、権利なりは当然日本政府
にも私はあると思うのであります。この事件について何らか政府に報告が入っておるか、これに
対して何らか処置をとられたか、いまだしでありますならば御調査の上御報告が願いたい、こう
思うのです。 
○中川融 外務事務官（アジア局長） 第三清徳丸の件につきましては、実は三月五日に琉球
の立法院が決議して、日本政府にもその決議を送るという趣旨のことになっておるようですが、
われわれの手元にそれがつきましたのは、ごく最近でございます。約一週間前に南方連絡事務局
を通じましてわれわれの手に入りました。事件の内容は、ただいまお読みになりましたように、
琉球の一番南の方の台湾に近い島、非常に小さな島のようでありますが
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、その島の領海内で青天
白日旗を掲げた小さな軍艦のようでありますが、武裁した船によって――初めはその船が難破し
ておるということで、こちらの船が救助に行ったところが、向うから入り込んできて、それがか
えって鉄砲その他をもって二人が射殺され四人が拉致されてしまった。たしか船も連れていかれ
たのじゃないかと思いますが、どこかへ行ってしまった、こういう奇々怪々な事件でございます。
当時その害を受けました人たちがさっそくこれを訴えまして、米軍当局もこれは必ず調査するか
らという約束をしてくれたのだけれども、その後一向調査が進まぬというようなことから、今の
決議のようなことになったようでございます。従ってこれにつきましてはただいま御指摘のよう
に、琉球住民が日本国民である
．．．．．．．．．．．．
というようなことにかんがみまして、さっそく事件の概要を米国
大使館に知らせまして、さらに調査善処方を要望いたしております。第一次的にはアメリカ当局
がこの琉球住民の保護に当るべきでありますので、アメリカ当局に対して日本側の関心を伝えま
して、これがさらに徹底的な調査を要望しておいたのでございます。結果につきましてはまだ何
ら報告に接しておりません。 
 
(4) 1955 年 12 月 13 日 第 23 回国会 参議院予算委員会会議録第 5 号 
○吉田法晴 委員（日本社会党） 今年の三月二日午後二時ごろだというのでありますが、魚
釣島付近で、これは漁業をやっておったかのようでございますが、沖縄の当間政庸という人の漁
船第三清徳丸が航行中、青天白日旗を掲げたジャンク船二隻がやってきて、そうして遭難をして
いるから曳航をしてくれ、こう言う、これはまあ手まねでございますが、話があったので、魚釣
島に入って水を補給したところが、態度が変って拿捕された。魚釣島であります。これは島は沖
．．．．．．
縄、あるいは領土主権は眠っておりましょうけれども、日本の国の一部であ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ります
．．．
。そうして人
は日本の国民でありますが、二人を射殺して四名を連行したか、あるいは二人を含めて六名を連
行したか、明らかでありませんけれども、そういう事件が起ったというので、何べんも日本政府
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にも陳情がなされておる。あるいは国会にも陳情書が出ておりますが、今日に至るまでも一向は
っきりしない。日本の政府がどれだけのことをしたかということも明らかでございませんが、不
信を含めて陳情されました。この結果に基いて質問を申し上げますが、どういうように処置をさ
れたか、あるいは交渉をされたか、そうしてそれが向うからの回答がどうであったか、こういう
ことを一つ御答弁願いたいと思います。 
○重光葵 外務大臣 沖縄の漁船が台湾の国府の船らしいものに拿捕された事実がございます。
これは沖縄の行政権を今預かっておる米国当局の直接の管轄になるかと思います。そこで米国は
国府とこの問題について交渉をいたしました。しかし日本もこれを黙っておるわけには参りませ
んから、日本政府といたしましても米国側及び国府に十分注意を喚起して、そうしてこの問題を
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
十分解決してもらうように、こういう措置をとりました。しかしこの問題が今日わが方の希望す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
るように解決したという
．．．．．．．．．．．
報告をまだ受けておらぬことを遺憾といたします
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
○吉田 委員 先ほどは、国民だし、それから日本の政府からアメリカに折衝すべき建前にあ
る、こういう御答弁でしたから、今の具体的な問題については、日本の政府としてどういうよう
に台湾政府――国民政府に折衝されたか、こういうことを尋ねたのでありますが、御答弁は、ア
メリカから折衝をしたかもしらぬけれども、日本からは折衝した云々という御答弁はなかったと
思うのであります。従ってこれは先ほどの御答弁と今の御答弁とは食い違いがございます。そこ
でそれらを含めて外務省として、日本と沖縄、それからアメリカとの関係について根本的に話を
し直すという御決意はおありになるかどうか、それをもう一度お尋ねします。 
○重光 外相 その根本の建前については、先ほども申します通りにこれは明らかだと思って
おります。先ほどの船の問題でありますが、私の答弁申し上げたいのは、その事実を知っておる
国府、すなわち台湾政府にも注意を喚起し、それからその処理を促し、それからまた米国側にも
すみやかに措置をとるように申し入れた、こう申し上げたわけでございます。 
 
(5) 1967 年 6 月 20 日 第 55 回国会 衆議院沖縄問題等に関する特別委員会議録第 13 号 
○渡部一郎 委員（公明党） 先島地区の先のところに尖閣群島というのがあるのは御存じだ
ろうと思います。その尖閣群島においてこの間から――これは相当程度確認された情報ではあり
ませんけれども、台湾の漁夫がやってまいりまして、沖縄の人々と台湾の人々が両方で魚をとっ
ておる地域であります。ところが、この
．．
尖閣
．．
群島に先ごろから台湾の人が住みついておって、ど
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
うやら占領している気配もある。ある地域では追い返されたという情報が現に流れております。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
こういう情報については御存じかどうか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。それからまた、そういうことがあったら、協議対象、
あるいはどういう手を打たれるか、その辺のことについてちょっと伺っておきたいと思うのであ
ります。 
○塚原俊郎 総理府総務長官 新聞で見た程度でありまして、私は何ら報告を受けておりませ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ん
．
。 
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○渡部 委員 それについて情報を確かめたりすることはなさいますか。 
○塚原 総務長官 わきに特連局長もおりますが、こういう記事があったので、どういうこと
であるか、関係省とよく相談して私のところに教えてくれということは申しておりまするが、ま
だその詳報と申しますか、何も聞いておりません。 
○渡部 委員 それについては、詳細な報告をとられた上、御報告にあずかりたいと思います
が、よろしょうございますか。 
○山野幸吉 総理府特別地域連絡局長 よく情報をとってみたいと思っております。 
 
(6) 1967 年 7 月 12 日 第 55 回国会 衆議院外務委員会議録第 17 号 
○渡部一郎 委員（公明党） 沖縄の台湾寄りの島、尖閣列島に漁船が非常にやってきており
ます。これは従来からの既存権のようにもなっておるようなのでありますけれども、最近に至っ
てその尖閣
．．
列島に台湾のほうの人々がやってきて基地を設けて
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
おる
．．
ようであります。これではち
ょっとまずいのではないか。（中略）日本の外交的な姿勢が、一体やられるほうはやられっぱな
しであって、主張すべきことがよく主張されていないような雰囲気もあります。また、こういっ
たような問題についても、当然主張すべきことは主張すべきであると私はかように考えるのであ
りまして、それに対する御見解を承りたい。 
○佐藤栄作 内閣総理大臣 沖縄の問題、これはいわゆる施政権がこちらにございませんので、
その行き方としては、日本の船が拿捕されたインドネシアに対する態度とはやや違いますけれど
も、実情をよく話し合いました上で、私どもも台湾に対して場合によったら直接話をしてもいい
と思いますが、これはやはり施政権者から話さす
．．．．．．．．．．．．．．．
の
．
が本筋だ
．．．．
、かように思います。 
 
(7) 1968 年 8 月 9 日 第 59 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 2 号 
○渡部一郎 委員（公明党） 私はだいぶ前になりますが、予算委員会及び外務委員会等にお
きまして、沖縄の尖閣列島のことを問題にいたしました。これは台湾漁民がこの地域に根拠地を
つくりまして、そうしてどうやら既得権ができつつある形勢である。これに対して十分御検討を
願って、しかるべき外交的措置を講じられたいと申し上げました。その後最近の新聞報道により
ますと、私の憂慮したように、事態はますます大根拠地ができ上がっておるようであります。と
ころが、私のほうには、外務大臣及び外務当局あるいは関係当局からは何の御説明もござい
マ
せ
マ
ん
し、いかなる手を打たれたかも私は存じておりません。これについて御返事を賜わりたい。 
○東郷文彦 外務省アメリカ局長 尖閣列島その他における領海侵犯
．．．．
の問題については、われ
われも久しく非常に心配しまして、随時アメリカ大使館、米政府当局に対しまして善処方を申し
入れてきておるわけでございます。現実にこれが、直接に警備の手を差し伸べるのがなかなか困
難だというようなことで、今日まで満足な結果はまだ得られておりません。なお、最近になりま
しても、単に漁業のための領海侵犯のみならず、台湾、尖閣列島に座礁しておる船を引き揚げる
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というような作業もやっておるというような話もございまして、まことに遺憾なる事態
．．．．．．．．．．
でござい
ます。その話をわれわれも確認いたしまして、最近またあらためて米国側に対して、相当強いこ
とばをもって善処方を申し入れております。今後の、おっしゃいますように、これがある種の既
成事実になるなどということはまことにゆゆしきことでございまして、われわれもこの事態が一
日も早く改善するように、今後とも引き続き米側の注意を喚起し、また、それで満足できない場
合にはさらにどういう措置がとれるか、怠りなく研究を進めてまいります。 
 
(8) 1969 年 4 月 15 日 第 61 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 10 号 
○渡部一郎 委員（公明党） 以前の国会でありますが、その際に尖閣列島の問題でもって御
質疑をしたことがございます。たしか北米局長もあのときお答えになったはずです。沖縄の端っ
この島でありますが、台湾の漁民が出漁しておるだけでなく、最近におきましては漁業根拠地が
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
できている
．．．．．
ようでございます。そのときに当時の外務大臣からは、これについては十分検討をす
る、調査して返事をするという話がございました。以後御返答は外務当局から承っておりません。
これについてどうお考えになっておられるか、お伺いいたします。 
○東郷文彦 外務省アメリカ局長 尖閣列島の問題につきましては、われわれも、以前に申し
上げましたとおり大きな関心を持っておりまして、琉球政府並びに民政府とも随時話し合ってお
ります。最近も、お話しのように単に領海侵犯のみならず、小屋がけのところもあったというこ
とでございますが、たびたび巡視を最近もいたすようになりまして、小屋がけでやっておるとい
うようなことはなくなったと承知いたしております。なお、島に標識を立てる、あるいは巡視船
．．．．．．．．．．．．．．．．
を補強するために琉球政府に予算を特に計上する等いろいろ手を尽くしまして、領海侵犯あるい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
は領土の侵犯のようなことはなくなるよ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
うに、今日からも努力しております
．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
 
(9) 1970 年 2 月 24 日 第 63 回国会 衆議院予算委員会議録第 4 号 
○正木良明 委員（公明党） 最近の新聞の伝えるところ、またいろいろの資料によりますと、
これらアメリカ資本の出てきたのには、沖縄のいわゆる尖閣列島付近だといわれておるのであり
ますが、海底に非常に豊かな油田があるというふうにいわれておるわけであります。こういう海
底の油田の開発ということもこれらの会社がやるのではないかというふうに思われるわけであ
りますが、これを本土資本もしくは本土政府が沖縄政府に何らかの財政援助を与えて、いわゆる
公社みたいなものでもいいと思うのですが、そういう振興公社みたいなものでもいいと思うので
ありますが、沖縄が非常に資源の乏しいところであるというところから、こういう海洋開発、海
底資源の開発ということについてもっと力を入れていこうという考え方はございませんでしょ
うか。 
○山中貞則 総理府総務長官 尖閣列島の石油資源調査に関しましては、私の所管いたします
琉球援助費の中で昨年からことしと、二年続けて調査をいたしております。したがって、私ども
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のほうの調査は本年度で終わりますので、通産省と本年度の予算をセットいたします際によく相
談をいたしまして、この調査が終わりました後は通産省のサイドによる石油開発公団その他の直
接の援助、開発等で具体的な石油資源の開発に乗り出すという計画になっておりますことを御説
明申し上げておきます。 
 
(10) 1970 年 4 月 15 日 第 63 回国会 参議院予算委員会第一分科会（皇室費、国会、裁判所、
会計検査院、内閣、総理府（防衛庁、経済企画庁、科学技術庁を除く）及び法務省所管並びに
他分科会の所管外事項）会議録第 3 号 
 ○矢追秀彦 委員（公明党） もう一つ心配なのは、沖縄の海底にどれくらい石油があるかど
うか、これはまだよくわかりませんけれども、もし石油があると――あまり私はないと思うんで
す。日本の近海のまわりも大陸だなにありますけれども、日本で一年間に使う消費量ぐらいしか
眠ってないと聞きますので、まあひょっとするとないんじゃないかと思いますけれども、もっと、
東支那海あたりへ行けばわかりませんが、その点の調査、私はよくわかりませんので、わかりま
せんけれども、もし石油があるとして、石油の開発をもしアメリカのほうの石油会社がやりかけ
た場合、それによる非常な海水の汚濁も起こってきますし、もう一つは、大陸だなの問題が出て
くる。いわゆる日本は大陸だな宣言をしておりませんので、したがって、いま沖縄は向こうのほ
うですから、自由に掘って出す。今度返ってきますと、大陸だな宣言してないものですから、結
局向こうの完全な既得権、所有権になってしまって、日本としては何も言えないのじゃないか、
そう思うのですが、その点と、それから海洋開発とこれからのあり方、それをお伺いしたい。 
 ○山中貞則 総理府総務長官 いまの海洋開発の問題でございますが、いまおっしゃるような
御注意も必要でありましょうし、ことに石油資源の問題に関連をいたしましては、尖閣列島の海
底資源の問題がございます。エカフェの調査に端を発しまして、昨年度に引き続き本年度も政府
が東海大学等に委託をいたしまして、尖閣列島の海底資源調査をいたしております。御心配のよ
うなアメリカ資本も注目はして、ある時期においては、若干の動きも見られなかったとも言えな
いのでありますけれども、現在、日本政府の主導権において調査しております。尖閣
．．
列島
．．
の調査
について、別段アメリカ側から文句が出る、あるいは民間企業といえども、米側資本から横やり
が入るということはなくて、このままで日本政府の調査並びにそれが有望であれば、海底資源の
開発ということに進んでいけるだろうと思います。大陸だなの問題は、中共と、中華民国との関
係もありまして、議論を呼ぶかもしれませんけれども、しかしながら、私どもとしては、明らか
．．．．．．．．．．．
に石垣島に属する島でございます
．．．．．．．．．．．．．．．
るし、それらの点については、資源について、二百メートル以
上でありますといろいろと議論も出るかもしれませんけれども、大体において異論は出ないもの
という判断でもって進めておる次第でございます。 
  
(11) 1970 年 8 月 10 日 参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会（第 63 回国会閉会後）会
398 
 
                                                                                                                                                     
議録第 3 号 
○川村清一 委員（日本社会党） 外務大臣に尖閣列島の問題についてお尋ねいたします。総
理府をはじめ各種機関の調査によりますと、沖縄の尖閣列島を含む東シナ海の大陸だなには、世
界でも有数の石油資源が埋蔵されていると推定され、この開発が実現すれば、復帰後の沖縄経済
自立にとってはかり知れない寄与をするであろうといわれております。尖閣列島は明治時代に現
在の石垣市に編入されており、戦前は日本人も住んでいたことは御案内のとおりだと思うわけで
あります。しかし、油田開発の可能性が強いと見られるだけに、台湾の国民政府は、尖閣列島は
日本領土でないとして自国による領有権を主張し、舞台裏で日本と争っていると伝えられており
ます。今後尖閣列島の領有問題をめぐって国民政府との間に紛争が顕在化した場合、わが国とし
てはどのような根拠に基づいて領有権の主張をし、どのような解決をはかるおつもりであるか、
この点についてお尋ねをいたします。 
○愛知揆一 外務大臣 尖閣
．．
列島については、これがわがほうの南西
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
諸島の一部であるという
．．．．．．．．．．．
わがほうのかねがねの主張あるいは姿勢というものは、過去の経緯からいいまして、国民政府が
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
承知をしておる。そして、わが国のそうした姿勢、立場に対して国民政府から公式に抗議とか異
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
議とかを申してきた事実はないんであります
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、これは今日までの経過からいいまして。しかし、
ただいま御指摘がございましたように、尖閣列島周辺の海底の油田に対して国民政府側としてこ
れに関心を持ち、あるいはすでにある種の計画を持ってその実行に移ろうとしているということ
は、政府としても重大な関心を持っておるわけでございまして、中華民国側に対しまして、この
石油開発、尖閣列島周辺の大陸だなに対して先方が一方的にさようなことを言ったり、また地図、
海図等の上でこういうことを設定したとしても、国際法上これは全然有効なものとはならないの
だということを、こうした風評を耳にいたしましたときに政府として公式に申し込れをいたして
おります。かような状況でございますので、今後におきましても十分この問題につきましては関
心を持って対処してまいりたいと思っています。 
○川村 委員 十分な関心を持って対処していきたいという観念的な外務大臣の御意向は了解
いたしましたが、しかし、問題は具体的に進んでおるのでございます。最近伝えられているとこ
ろによりますれば、尖閣列島周辺の海域を含む東シナ海の大陸だなについて、国民政府はアメリ
カのガルフ・オイルの子会社であるパシフィック・ガルフ社に対し石油鉱区権を与えたと八月一
日付の某新聞は報道しております。このことは、尖閣列島は当然日本の領土であるとするわが国
の立場とまっこうから対立し、外務省としても、非公式ながら、国民政府の一方的な行為は国際
法違反であるとの見解を明らかにしているようでありますが、こういうように具体的に問題が進
んできておる。観念的な政府のお考えはわかりましたが、この問題に対してどう対処していかれ
るのか、この点を明らかにしていただきたい。 
○愛知 外相 これは観念的な問題ではなくて、事実、大きな問題でございますから、先ほど
申し上げましたように、日本政府としては国民政府に対しましても、かような一方的な宣言とか
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あるいは鉱区の設定等をやったって、これは国際法上無効なんであるということの申し入れをし
ておるということは政府としての具体的な態度でありまして、かようなことは国民政府としても
軽々に私は行ない得ないことであると思いますが、ただいま申しましたように、申し入れをして
いるということは、これを重要な外交案件として国民政府に対して十分日本政府としてとるべき
措置についてはやっておると申しましょうか、ことばが練れませんけれども、十分な工作といい
ますか、話し合いといいますか、これを展開中でございます。 
○川村 委員 どうも外務大臣の御答弁は歯切れが悪いのでぴんとこない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のですが、職掌柄慎
重ならざるを得ないものだとまあ善意に解釈して、私もこれ以上追及いたしませんけれども……。 
 
(12) 1970 年 8 月 20 日 第 63 回国会 衆議院商工委員会議録第 33 号（閉会中審査） 
○近江巳記夫 委員（公明党） 尖閣列島あるいはまた韓国と日本とのそうした間における鉱
区設定の問題です。尖閣列島は国府との問題でございますが、非常にきびしい情勢になってきて
おるわけでございますが、政府としてもいろいろと交渉をされておると思うのでございますが、
現在のその状態、またその交渉の経過等について簡単にお聞きしたいと思います。 
○金沢正雄 外務省アジア局外務参事官 ただいま御質問のございました、韓国及び中華民国
による大陸だなに対する鉱区の設定の問題についてお答えを申し上げたいと思います。 
先般来、韓国及び中華民国政府は、わが国の関心を持っておるところの大陸だな地域について、
それぞれ一方的に鉱区を設定したわけでございます。これに対しまして日本政府といたしまして
は、韓国及び台湾・中華民国の両国の政府に対しまして、わが国の領土との間に存在する大陸だ
なに対して一方的な権利を主張するということは国際法上有効なものではないと考えるという
旨を、それぞれの政府に申し入れてあるわけでございます。これに対してまだ両国政府から、こ
れに応じて話し合いをしようという回答は得てないわけでございますが、外務省といたしまして
は、本件の促進方を努力しておるという段階でございまして、本件を話し合いによって円満に解
決を見るようにいたしたいと思っているわけでございます。 
○近江 委員 私も、この件については円満に解決をしてもらいたいと思います。きょうは両
角局長も来ておられますが、私もだいぶ前にそのことを申し上げたことがあるわけです。現実の
問題となってこうした問題が出てまいりましたそうした点、私も国民の一人といたしまして非常
に心配をしておるわけです。しかし、両国とも一方的にそうした鉱区を設定してきておるという、
そうした態度から見まして、あくまでも円満に話し合いをしていただきたい、解決してもらいた
いと思いますけれども、非常に難航が予想されるわけです。話し合いを進めるけれども、どうし
てもなかなか進まないといった場合、永久に平行線をたどって、そのまま押し問答で進むのかど
うか、国際的にもいままでそうしたことはなかったかどうか、そうした点を織りまぜて、今後の
政府の姿勢というものをお聞きしたいと思うのです。もしなんでしたら、初めに外務省が来てお
られますから、そのあと大臣からお聞きしたいと思います。 
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○金沢 参事官 国際的には、たとえば昨年の二月に国際司法裁判所の判決のございました、
一方オランダ、デンマーク、他方にドイツを訴訟当事者とするところの北¥海の大陸だなに関す
る事件の判決というような例もございます。しかしその判決の内容にも、大陸だなに関する境界
の設定については話し合いによってきめるということが国際法の原則であるということをうた
われておる次第でございまして、そういう裁判に訴えるということは、われわれとしては当面考
えずに、韓国及び中華民国、両国ともわがほうと非常に友好的な政府でございますから、話し合
いによりまして、問題の円満な解決をあくまではかるように努力したいというふうに考えており
ます。 
○近江 委員 私も、大陸だな条約のことについては若干研究をいたしました。日本、そして
国府、韓国とも大陸だな条約には入ってはおりませんが、国際慣習としてそれは適用される、そ
の辺のことも聞いております。そういう点で、今後できるだけ円満な話し合いをしていきたい、
このようにおっしゃっておりますし、事外交問題でもございますし、この問題については外務省
の見解を聞かしていただきましたから、あと大臣から、通産省として、担当大臣としてどういう
お考えかお聞きしたいと思うのです。 
○宮澤喜一 通商産業大臣 この問題につきましては、私どももかなり前から問題の存在を知
っておるわけでございますが、ただいま外務省からお話のございましたように、訴訟というよう
な方法はどうも適当でない、それは事を荒立てるのみならず、そもそも大陸だな条約そのものの
規定が必ずしも厳格でございませんから、訴訟をしてお互いに満足な結果が得られるというよう
な、従来の判例の集積がないわけでございます。そこで私どもとしては、外務大臣の御方針のと
おり、韓国、台湾とも非常に密接な関係にございますから、またしょっちゅう行き来もございま
すので、お互いに話し合って、まあまあ両方でお互いにある程度満足だというような答えを出そ
うではないか、そういう方法が一番よろしい、いわゆる外交ルートに乗っけようということで考
えております。実は、先般日韓閣僚会議がソウルで開かれましたときに、私どもはそのことにつ
いては公には一言も申さなかったわけでございます。ただ、個別的な私的な相手方との会談にお
きましては、私自身も公の席でこのことを一言も申さなかったのは、われわれがこの問題につい
て関心がないからではなくて、むしろ非常に関心を持っておるので、公の席で討論することが、
どうも問題の解決のために必ずしもいいことではない、こう思ったからでありますと申しまして、
今後私的な場合を通じて、静かな外交、いわゆる外交ルートを通じて話し合いを詰め合っていこ
うではないかということを話し合ったような次第でございます。 
○近江 委員 それから、国府がガルフ社の日本法人パシフィック・ガルフ社に対して石油鉱
区権を与えたということは、このガルフ社は、尖閣列島付近は国府の領有権があると見ていたこ
とになるのじゃないか。これは合弁会社で、言うなら日本の法人じゃないかと思うのですが、ど
うして日本政府の見解に従った行動をとらなかったのかということなんです。この辺は外務省と
してはどのようにお考えでございますか。 
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○金沢 参事官 いまの御質問にお答え申し上げたいと存じますが、米国のガルフ社が中華民
国政府に対して石油採掘権を申請したというふうにわれわれも承知をいたしておりますが、どう
いう理由で中華民国政府に対して申請をいたしまして日本政府に申請をしなかったかという点
については、私どももはっきりした事情はまだつかんでいないわけでございます。これは外国の
．．．．．．
一つの民間企業の行為でございますので、これにつきまして政府としてあまり論評することは、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
適当ではないのではないか
．．．．．．．．．．．．
というふうに考えております。 
 
(13) 1970 年 9 月 7 日 第 63 回国会 衆議院科学技術振興対策特別委員会議録第 14 号（閉会中
審査） 
○石川次夫 委員（日本社会党） 尖閣列島の問題でありますけれども、尖閣列島は御承知の
ように大陸だなの条約の問題におきましても、実効的な、あるいは観念的な先占またはいかなる
明示の宣言にも依存しないということが明確にされておると思うのであります。そういうことを
無視して、相次いで、尖閣列島には何か国府の国旗が、しかも政府機関が行って立てたというよ
うなことになっておるわけでありますけれども、御承知のように、これは私が言うまでもなく日
本の領土であるということは歴史的にも明確になっておる。尖閣列島というものは琉球諸島の地
理的境界を定めた米民政府布告二十七号によっても明らかになっておって、沖縄における民政府
自体がこれをはっきり琉球ということにして、施政権返還のときにはこれを含めて返還するとい
うことになっておったとわれわれは確認しておるわけでありますが、その点の外務省の見解はい
かがですか。 
○山崎敏夫 外務省条約局外務参事官 仰せのとおりでございまして、尖閣列島は米民政府の
布告二十七号によりまして琉球の一部と認めて、米国の施政権が現在及んでおるわけでありまし
て、これは沖縄返還とともに当然わが国に返ってくるものであります。この点についてはわがほ
うもアメリカ側にさらに最近確認いたしまして、その点は間違いないといっております。したが
いまして、わが国が歴史的に見ても、またそういういろいろな戦後の事実から見ましても、わが
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
国の領土であるということについては一点の疑いもない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とわれわれは承知いたしております。 
 ただ他方、尖閣諸島周辺の大陸だなをめぐる問題に関しましては、これは大陸だな条約その他
国際慣例によりましても、関係国間の話し合いによってその境界は画定することになっておりま
すので、この点についてはわれわれは前々から中華民国政府に対しまして話し合いをしたいとい
うことを申し入れておる次第でございます。 
○石川 委員 紛争の場合には、両国間の話し合いで領海をきめるということになっておるし、
それがきまらない場合には、両方足して二で割るといいますか、両国の間に線を引くということ
になっておる。尖閣列島は無人島でありますだけにいろいろ国際法上の解釈のむずかしい面があ
ろうかと思うのでありますけれども、最近新聞の報ずるところによりますと、国府の外交部長が
立法院の秘密会で、尖閣列島の五つの島を国府に帰属するとはっきり言っておるという報道がな
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されておるわけであります。それから台湾の水産試験所所属の船が尖閣列島に青天白日旗を立て
た。これは公の船であります、民間の船でないわけであります。これはたいへん重要な問題では
ないかと思うのであります。それから台湾の有力紙記者四人と国府の水兵の一行が同島を訪れて
探検記を新聞に掲載をしたというような相次いだニュースというのは、尖閣列島があたかも台湾
政府に所属しておるかのごとき印象を強く与えるのでありますけれども、この点はどうお考えに
なりますか。 
○山崎 参事官 最初に、国府の外交部長が向こうの監察院でありますか、そこの秘密会にお
いて、尖閣列島が台湾に帰属するというふうな言明をしたというふうに伝えられておりますが、
この点につきましては、何ぶんにも向こうの秘密会でありまして、われわれは真偽のほどは承知
しておりません。ただそういう報道があったことにもかんがみまして、われわれは国民政府にそ
の真偽いかんということを照会しておるわけであります。 
 さらに、尖閣諸島に向こうの公船が行って旗を立てたという報道に関しましては、いろいろな
報道がありまして、まだ真偽のほどは十分わかりません。これは向こうの新聞記者が台湾政府の
水産試験所所属の公船に乗っていって、その船とともに中華民国政府の旗を立てたということの
ようではございますが、この点に関しましても、われわれはその点に関する真偽のほどを目下照
会中でございます。また、もしそれが事実であるとすれば、そういう公船がそれに関与しておる
ということも含めましてはなはだ遺憾であるということをわれわれとしては申し入れて、現在台
湾政府に照会中でございます。 
○石川 委員 たいへん遺憾であるというふうなおお
マ マ
答えがあったわけですが、竹島のときの
交渉の経過などを見ましても、これはいまのような単なる遺憾であるという程度のことでは交渉
は円満にいかないのじゃないかと思うのです。これは明らかに日本に帰属をする尖閣列島である
ことは、歴史上も、それからアメリカの民政府も、沖縄の政府もはっきり認めておるわけですね。
こういう事実があったかどうかということを確認しなければならぬとは思うのでありますけれ
ども、単なる遺憾であるという程度で済ませる問題ではないのじゃないか。これは単なる民間の
漁船が行って立てたという問題とは問題が違うのです。政府の船が行って青天白日旗を立てたと
いうことになれば、無断で人の国に割り込んできて自分の領土であるということを宣言したにひ
としいことで、それが政府の意図としてそうなったということに理解をされてもやむを得ないの
ではないか。こういうことについてはただ単に遺憾であるという程度のことでは交渉は円滑にい
かぬし、また竹島の二の舞いを踏むというようなことにならなければ幸いだと思うのは、私だけ
ではないし、これは国民感情だと思うのです。特にこの付近に非常に豊富な石油の海底資源があ
るということが予見されるという発表がされておる段階においては、なおさらこの関係について
は竹島以上の非常に関心を持たざるを得ないという点について、外務省としてはよほど腰を据え
た交渉をしなければならぬということが一つと、それからアメリカ政府は一体これに対してどう
いう考え方を持っておるか、この点もひとつお聞かせを願いたいと思います。 
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○山崎 参事官 台湾の新聞記者が台湾政府の公船に便乗して行ったことは事実のようであり
ます。これも確かめておる点でございますけれども、その公船が中華民国政府の指示を受けてそ
ういう行為をなしたかどうかという点は明らかではございません。そこで現在その点について照
会中でございます。この点はわれわれとしても、いま申し上げましたように遺憾であり、政府と
しても善処してもらいたいということは強く申し入れたわけでございますが、まず事実を確かめ
てからまたさらにはっきりした行動をとることになるかと思います。 
 それからアメリカ側につきましては、先ほどからも申し上げましたように、尖閣列島は現在米
国の施政権下にあることは明らかであるということをいっておるのでありまして、したがいまし
て、今回のこの事件に関しましても、わがほうとしてもさっそくアメリカ側に連絡いたしまして、
この点について施政権者として善処してもらいたいということを伝えておるわけでございます。
そしてアメリカ側もさっそく現地へ連絡してしかるべく措置をとるということをいっておるの
でございます。ただ具体的にどういうふうにやっておりますか、まだけさ現在のところではわれ
われは承知しておりません。 
○石川 委員 これは事きわめて重大な問題だと思うのです。実はことしアメリカのウッズホ
ールという研究所へ行きました。特に名前は秘しておきますけれども、この責任者が、尖閣列島
にはきわめて有望な油田資源がある、ガルフがこれに手をつけようとしておる、日本はこれを黙
って見ておるのかというような、逆にアメリカの有識者から私は激励を受けてまいっております。
アメリカ人でさえ尖閣列島に関する海底資源というものについては日本が早く手をつけろとい
うことを言っておるときに、ガルフが台湾政府と適当に了解をつけてこれに着手をしようなんと
いうことは言語道断ではないかと思うのです。ただし、こういう問題はただ単に国民感情にはや
って感情的になるべき問題ではないと思うので、ねばり強く交渉しなければならぬとは思うので
ありますけれども、断じてこのような一方的なやり方は許さないというき然たる態度だけは堅持
してもらわなければならぬ、こう思うのですが、その点についてどう思いますか。 
○山崎 参事官 仰せのとおりでございまして、われわれは、まず第一点の尖閣
．．
諸
．
島の領有権
．．．．．
に関しましてはまさに議論の余地のないところである、明らかにわれわれの領土でありまして、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
この点については全く議論の余地がない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と存じております。 
 ただ、両国間の大陸だなの限界を画定する問題に関しましては、国際法の原則に従って話し合
いによって解決すべきであるということで、これはあくまで理性的に、冷静にお互いに話し合う
べきである、われわれは両国の間に存在する友好関係から見ても、これはあくまで冷静にやるべ
きであるということを向こう側にも伝えまして、向こうもその点は上のほうはかなりわかってお
るように思いますけれども、まだ正式に話し合いに入る段階に至っていないのが現状でございま
す。 
 
(14) 1970 年 9 月 10 日 第 63 回国会 衆議院外務委員会議録第 19 号（閉会中審査） 
404 
 
                                                                                                                                                     
○戸叶里子 委員（日本社会党） 先ごろから問題になっております尖閣列島の問題でありま
す。あの尖閣列島は日本の領土である。沖縄に付属するものであるということを政府も考えてい
らっしゃるようでございますが、これに対してどういう態度を持っていられるかを念のためにま
ず伺いたいと思います。 
○愛知揆一 外務大臣 尖閣列島につきましては、この尖閣諸島の領有権問題と東シナ海の大
陸だな問題と二つあるわけでございますが、政府といたしましては、これは本来全く異なる性質
の問題であると考えております。すなわち尖閣
．．
諸
．
島の領有権問題につきましては、いかなる政府
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とも交渉とか何とかを持つべき筋合いのものではない、領土権としては、これは明確に領土権を
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
日本側が持っている
．．．．．．．．．
、こういう立場をとっておる次第でございます。これは沖縄問題にも関連い
たしますけれども、現在米国政府が沖縄に施政権を持っておりますが、その施政権の根拠となっ
ておりまする布告、布令等におきましても尖閣諸島は明確に施政権の範囲内にある。こういうこ
とから見ましても一点の疑う余地もない。日本国の領有権のあるものである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。したがって、この
．．
領有権問題についてどこの国とも交渉するというべき筋合いのものではない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、こういうように考
えております。 
それから東シナ海の大陸だな問題につきましては、七月十八日に国民政府に対しまして公式に、
国民政府によるいかなる一方的な権利の主張も国際法上わが国との間の大陸だなの境界を確定
するものとして有効なものではないという旨を申し入れております。さらに九月三日、国民政府
に対しまして、この大陸だな問題について話し合いが必要ならば話し合いをしてもよい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
というこ
とは申し入れてございます。 
○戸叶 委員 私どもが知る範囲内の日本の歴史について尖閣島をたどってみましても、日本
の領有であることははっきりしているわけで、いま大臣も自信をもって、この領有権は日本にあ
る、こういうことをおっしゃっておられるので、それでまあ私も安心をいたしました。そこで、
いまの大陸だなの問題でございますが、聞くところによりますと、もうすでに大陸だなにある鉱
区に中国の国民政府が開発することを許して、そしてガルフ石油会社というのがその開発に手を
つけているというようなことも聞いておりますけれども、この点につきましてもはっきりと日本
では交渉をされましたかどうでしょうか、この点も伺っておきたい。それができ上がってからの
トラブルというものはたいへんにうるさくなると思いますので、いまのうちにはっきりさせてお
くべき必要があると思いますが、この点をお伺いしたいと思います。 
○愛知 外相 ただいま申しましたように、九月三日にこの大陸だな問題
．．．．．．
については何か話し
合うということが適当ならばこちらもそれに応ずる用意はあるということを申し入れましたの
に対しまして、原則的に話し合いをしてみたいという趣旨の国民政府側の態度でございまするの
で、準備を整えまして、必要ならば話し合いに入ってもよい
．．．．．．．．．．．．．．．．
と考えております。 
○戸叶 委員 それでは話し合いに入った場合には、いま私が申し上げましたような形で、中
国が許しているような石油資源の開発、こういうようなことは禁じるようにというような態度で
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日本はお臨みになるのかどうか。この点の話し合いの内容はどういうふうな態度でお臨みになる
のかをまず伺いたいと思います。 
○愛知 外相 まず伝えられるような事実関係について、いままでの経過等がもしあるならば、
それらの事実を究明することを徹底していたしたいと考えております。それからいまのお尋ねに
対しましては、ただいまのところ具体的な話し合いというものはまだ始めてもおりません。です
からこまかい点についてまだ申し上げるだけの準備はございませんけれども、十分に日本として
の国益の上に立ちまして、日本の国益が十分守られるように努力をいたしたいと考えております。 
○戸叶 委員 もう一点だけ伺いますが、聞くところによりますと、台湾政府の旗をあそこに
立てたというようなことは聞いているわけでございますけれども、しかも無人島なら無主物の領
有ということの立場から旗を立てているのか、それともまた何か自分たちの領土であるというよ
うな考え方から旗を立てているのかということで、私どもも了解に苦しむわけでございますが、
先ほどの大臣の御答弁では、これは明らかに日本のものであるということでございますから、そ
の点は中国が旗を立てているのは領土権の主張ではなくて、ただ軽い気持ちで立てているのだろ
うというぐらいに日本政府も判断をしていらっしゃるのではないかと思いますけれども、それほ
どシビアに考えなくてもいいかどうか、この国旗を立てるということに対してどういうふうに私
ども受け取っていいかということを伺いたいと思います。 
○愛知 外相 先ほど来申し上げておりますように、尖閣
．．
島の領
．．．
有権の問題と大陸だなの問題
．．．．．．．．．．．．．
は異質の問題である
．．．．．．．．．
と考え、かつ尖閣
．．
島の領有権は何ら疑いの余地もない日本側のもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であると
いうたてまえに立っております。したがいまして、実は台湾の新聞の報ずるところによりますと、
九月二日に台湾のある新聞記者が尖閣諸島の魚釣島に国民政府の国旗を立てたということが伝
えられました。政府といたしましては直ちにその事実関係の究明を急いでおりますし、国民政府
に対しましては非友好的な措置であることを指摘いたしまして、もし事実ならば至急善処するよ
うに申し入れをいたしました。なお一方、先ほども申し上げましたような事情もございますので、
米国側に対しましても、しかるべき措置をとるように要望をいたしました。 
 
(15) 1970 年 9 月 12 日 第 63 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 19
号（閉会中審査） 
○山田久就 委員（自民党） 例の尖閣島の問題でございます。新聞報道によりますると、い
ろいろ中国がこれについて採鉱権あるいは採掘権を外国会社に与えたとか、あるいは国府外交部
長がこの点についての領土権を主張したとか、いろいろなことがいわれております。アメリカも
十日この点についての発表をスポークスマンがやったようでございますけれども、国民の関心に
もかんがみまして、政府のとられている措置、見解、今後の方針等について最後に承りたいと思
います。 
○愛知揆一 外務大臣 まず第一に尖閣
．．
諸
．
島とそれから大陸だなの問題は、政府としては質の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
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異なる問題である
．．．．．．．．
、かように考えておるわけでございます。そして尖閣
．．
諸島に対する主権の問題
．．．．．．．．．．．
については
．．．．．
、アメリカのスポークスマンが新聞報道等でも言っておりますように、これを簡潔に
申しますと、何らの意味でも日本以外の国が主権者であり得るはずはないという趣旨のことを言
っておる、そのとおりでございまして、現在アメリカが施政権を行使しております琉球列島ある
いは南西諸島の範囲内においてきわめて明白に尖閣諸島が入っておるわけでございますから、こ
れは一九七二年には当然に日本に返還される対象である。こういうわけでございますから、尖閣
．．
列島の主権の存在については、政府としては一点の疑いも入れない問題
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であり、したがって、ま
たいかなる国との間にもこの件について折衝をするとか話し合いをするとかいう筋合いの問題
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ではない
．．．．
、こういうふうに考えておるわけであります。 
 大陸だなの問題につきま
．．．．．．．．．．．
しては、先ほど申しましたように、領土権の問題とはやや質の違った
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
問題であります
．．．．．．．
が、しかしこれにしても、海底の資源の開発等について
．．．．．．．．．．．．．
、ある国が一方的に権利
を主張し、かつ開発権を云々するというようなことが妥当でないことはこれまた当然でございま
すから、この点については、政府といたしましても国民政府に対して申し入れをし、また適当に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
話し合いに入って円満な話し合いの結末をつけるということについて、必要があれば十分に用意
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
をしてかかりたい
．．．．．．．．
と考えております。 
 なお、時間をとって恐縮でございますが、前段の尖閣列島の問題につきまして、九月二日に台
湾の新聞記者がこの諸島の中の魚釣島に中華民国の国旗を立てたということが報道されました。
政府としては、この点については、先ほど申しましたような見解であり、立場でございますから、
まずその事実の有無についてさっそく国府側に対しまして申し入れをとりました
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。そして事実か
いなか、もし事実であればきわめて非友好的な措置である旨を指摘いたしまして、善処すること
を強く要求したわけでございます。ただいまのところ、国民政府としても、新聞を見て初めて知
った事件であり、さっそく事実関係を調査すると答えておるようなわけでございますが、これは、
事実の有無、それに対する国民政府の見解の有無によりまして、しかるべき措置をとりたいと思
っております。これはいわゆる話し合いではございません
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
 
(16) 1970 年 10 月 7 日 参議院決算委員会（第 63 回国会閉会後）会議録第 7 号 
○和田静夫 委員（日本社会党） 例の尖閣列島の問題が話題になっていますが、問題の発生、
経緯の詳細を総務長官からまず説明を願いたいと存じます。 
○山中貞則 総理府総務長官 新聞等で報道をされておりますこととほぼ違いはない経過をた
どっておりますが、中華民国としては日本のサンフランシスコにおける講和条約に際し、日本側
の領土権について沖縄が米側の信託統治を前提とした統治にゆだねられるということについて
何らの異存も表明しておりませんし、それに対して注意も喚起いたしておりません。それから二
十年近くの間、それに対する領土的な発言というものも一切行なわれていなかったわけでありま
す。エカフェの調査に端を発しまして、エカフェ調査二年、その後本土政府の調査二年、ことし
407 
 
                                                                                                                                                     
を含めて二年目でありますが、来年度もさらに調査を続行しようとする石油に中心を置いた地下
資源探査というものから、ほぼ九州の地域に匹敵するような膨大な埋蔵量の石油資源のあるらし
きことが確定的となるに従いまして、それらに対して大陸だなという根拠に立って、国民政府が
米系資本のガルフ社に対して試掘権を認可したということに問題が発展してまいったのが最近
の実情でありますが、領土問題については中国側においては何らの意思表示もいたしておりませ
んし、公的な中華民国政府として尖閣列島が領土的に日本の領土であるとも、あるいは懐疑的で
あるとも、否定的であるとも、中華民国政府の領土であるとも言ってはおりません。また国民政
府が行なった行為でないものとして、現実には尖閣列島に青天白日旗が、すなわち中華民国の国
旗が立てられたという事件がありまして、御承知のように現在の琉球政府の警察の海上巡視艇が
参りまして、旗をおろしてきましたけれども、それについても特別の抗議等はなされておりませ
ん。でありますので、現在、外交当局とも相談をいたしつつ対応策を進めておりますが、領土問
題ということについては外務大臣が国会で言明されておりますように、中華民国政府を含むあら
ゆる国との間に尖閣列島が日本領土であることについての議論をする気は全然なく、また議論を
される覚えはないという立場で進むことになると思います。ただ資源の問題になりますと、大陸
だな論争は――大陸だな条約がありますことは御承知のとおりでありますが、しかし日本はそれ
にまだ加盟いたしておりませんし、批准いたしておりません。これは別な意味の北洋の大陸だな
資源の漁業資源論争の結果、日本としてはその条約調印をちゅうちょいたしておる段階にあるわ
けでありますけれども、他方においてこの大陸だな条約を根拠として、大陸だなのあるべきそれ
ぞれの関係国の位置についての設定あるいは決定というものが、ある場合においては国際司法裁
判所においての決定となった例もありますし、あるいは両国の間において――関係国の間におい
て円満に線引きは中間線ということで落ち着いた例もあるようであります。あるいはまた無人島
はその中に含まないという北海の例等もあるようでございますが、現在の尖閣列島の場合は、大
陸だなの論争からいきますと、明らかに中国大陸の大陸だなの最先端に突き出した無人島である
という事実は、これは否定することができませんし、琉球列島との間に二千メートルをこす海溝
のあることも現実の問題であります。しかしながら明治二十八年の閣議決定、二十九年の勅令に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
よる石垣島の区画決定による日本の
．．．．．．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島に対する明確なる領土権のもとにおいて
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、その周辺
における資源探査並びに鉱区権の設定、試掘、採掘等の行為は国際法上から見て大陸だな論争に
けりをつけなければならない問題であると同時に、日本側は一方的に日本の領土の周辺において
大陸だなの論拠によって海底探査その他の行為が行なわれることを認めるということはでき得
ないことであります。これについては中華民国政府も日本側との間に話し合いを持つことを積極
的に望んでいるという節も見られますので、領土問題を切り離して大陸だな資源の開発に対する
協力のしかた、あるいは基本的な権利の線引き等について話し合いがいずれ行なわれることにな
るだろうと思います。これは日本政府側の申し入れに対して中華民国において喜んで話し合いに
応ずると言っておることではっきりいたしておるわけであります。総理府としては、それらの外
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交的な手段を直接行使はいたしておりませんが、来年度の予算で引き続き尖閣列島の試掘への調
査費を、一そう精密調査を続行するために計上すると同時に、現在琉球政府の職員は鉱区権設定
等の作業に従事する職員が五名しかおりませんので、膨大な万をこえる件数にのぼる申請件数の
処理というものについて事務的に整理がほぼ不可能に近い状態にあると判断をいたします。そこ
で、通産省といま協議いたしておりますが、通産省の鉱区権設定等の専門職員を本土から出向、
派遣いたしまして、琉球政府のそれらの職員と一体となって、沖縄事務局もそれに相呼応しなが
ら、なるべく早くこの鉱区権の受理並びにその確定をいたし、できれば資源の探査から試掘へや
はり実績というものをつくり上げていかなければならないというふうに考えて、いま相談を進め
ているところでございます。 
○和田 委員 そこで七月に、国府がアメリカのガルフ社の日本法人パシフィックガルフ社に
対して尖閣列島を含む東シナ海の大陸だなの海底探査許可を与えた。これに対して日本政府とし
ては、どういう考え方をお持ちになり、この問題についての折衝ということはお考えになってお
りますか。 
○山中 総務長官 これは台湾政府が与えたのではなくて、台湾の石油公司が与えたものであ
るというふうに見ておりますが、その後ガルフ以外の各社にも続々と与えているようであります。
これらについては日本側のわれわれが今日まで探査いたしてまいりました地区との重複がある
わけでありますから、これらの問題は、国民政府側の意向は国民政府側の意向として、日本側の
意向というものをまだ国民政府としても明確につかんでいない点があるのではないかと思われ
る節もありますので、先ほど申しましたそれらの作業を急ぎながら、日本政府は日本政府独自の
行為をもってその探査行為を行なう、さらに試掘、採掘へ進んでいく。有望であればそういう過
程をとるわけでありますが、国府側との折衝とは別に、ガルフが日本法人のガルフというものと
しての資格でその採掘権を申請し、許可されておる、探査権を許可されておるというふうなこと
は、やはり日本の国内法人としてのガルフのあり方というもの等にも、やはり国としては無関心
でいてよいかどうかという問題をも提起してくると思いますが、現在のところはまだ、確たるそ
のような動きもありませんし、そのような行為にまで日本政府は出ていないということでありま
す。 
○和田 委員 そこで、日本法人のガルフ自身が具体的に動き出したといち段階においては、
どういう措置をされますか。 
○山中 総務長官 お断わり申し上げてあるとおり、私、外交権のない立場にありますので、
私の意向がそのまま日本の外交手段として行使されるということにお受け取り願えるわけには
まいらないわけでありまして、私はやはり、私の考えは、ある場合は外務大臣を通じて話をしな
ければならないという、まことに隔靴掻痒の感のある大臣でありまして残念でありますが、私と
しては外務大臣の外交手段を通じて、日本側のあるべき姿については厳然とした姿勢をもって臨
みたいと考えております。 
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○和田 委員 いまの問題について外務省、いかがですか。 
○橋本恕 外務省アジア局中国課長 ただいまの問題についてお答えいたします。先ほど山中
総務長官から御説明がございましたように、中国石油公司とそれからガルフ社との間に、東シナ
海大陸だな海底資源の開発に関する共同契約が調印されまして、これに基づいて共同開発、特に
ガルフ社が探鉱探査の調査に乗り出す計画を現にしております。しかしながら私どもの承知して
おります限りでは、現実に具体的に東シナ海大陸だなの資源開発の調査に至っておりません。そ
こで、外務省は関係各省と御相談いたしまして、今年の八月から九月にかけまして、数回にわた
って国民政府に対しまして公式に国民政府側の一方的な行為については日本政府としては認め
るわけにいかない。この問題につきましては話し合いによって解決するという大前提のもとに、
ともかくも一方的な行為を自重してほしい、自制してほしいということを数回にわたって国民政
府側に申し入れてございます。政府の国民政府に対する申し入れの要点は、日華相互間において
話し合いのつくまでの間は、国民政府側においても一方的な措置を現実に行動に移すことは待っ
てほしいという申し入れでございます。 
○和田 委員 それとの関係で、琉球政府が領有権の宣言をするとともに、いってみればいま
出ている二万五千件くらいの鉱業権の早期処理の問題で、一応年内にも認可をするために本土の
協力を求めて審理作業を進める方針、こういう琉球政府の方針が出ました。これに対して本土政
府としてはどのようにお考えになり、対処されますか。 
○山中 総務長官 琉球からそういう正式の要請あるいは意思の表明はありませんが、そのよ
うなことであったことは事実でありまして、琉球政府が本土の琉球県とか、沖縄県とかにかりに
変わる場合に、日本国の版図であり、現在の琉球政府の版図である旨を明確にする――領域であ
ることを明確にすることは当然のことであります。また琉球政府のほうには非公式ではあります
が、施政権者である米側に向かっても、施政権の範囲の中に明確に含まれておるし、射爆場に対
しては補償も支払われておるし、また個人の所有に帰しておる島嶼については税金も納められて
おる実態を明確に把握して、施政権者としての立場からも公にその姿勢を明らかにして、アメリ
カという立場から台湾に対しても、そのことについてはものを言ってもらいたいというような要
請をされてはどうか等の内々の指導はいたしておるわけでありますから、それらが琉球政府の領
土地域であるということを明確にされることは当然のことであります。さらに本土に対して、年
内処理という要望はわかりますが、これはちょっと技術的に年内処理ということは不可能かもわ
かりませんが、少なくとも急いでそれを処理するということについては、私ども受ける用意があ
り、しかもそれに対して予算的に本年度予算を使用してでも琉球政府の要望にこたえるための支
出を行なって、協力してまいりたいと考えております。 
○和田 委員 最後に、尖閣列島の領有権の問題というのは、尖閣列島の――いまやりとりが
ありました周辺の海底に眠る膨大な石油資源との関係で、わが国の利益に重大な関係があると思
われます。特に沖縄開発の関係で絶対に妥協ができない問題でありますが、（中略）今度の尖閣
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列島の場合にも、いま総務長官からお話しのように青天白日旗が掲げられ、あるいは漁師も引き
揚げたと言われています。あそこに台湾の漁師が上陸しているといった事実の積み重ねの上に、
竹島と同じようなことになっていくことがたいへん懸念されます。その点は、政府にしっかりし
てもらわなければならないのでありますが、そこらの見通しについて外務省はどのようにお考え
になっておりますか。 
○橋本 課長 尖閣列島の領有権の問題につきましては、先ほども山中長官から御説明のござ
いましたとおりに、サンフランシスコ平和条約第三条にいうところの南西諸島の一部であるとい
うことの解釈は、国際法的に確定しておるものと考えております。で、もっと具体的に申し上げ
ますと、一九五三年に琉球の米国民政府が布告第二十七号「琉球列島の地理的境界」というもの
を公表いたしました。これを見ましても、尖閣列島が平和条約第三条にいう南西諸島の一部であ
るということは米国も明確にしておりますし、それからごく最近では、ことしの九月に、アメリ
カ国務省の報道官が記者会見におきまして尖閣列島は明らかに南西諸島の一部であるというこ
とを明確にしております。のみならず、私どもが承知いたしております限りでは、米国政府は国
民政府に対しまして、先ほどの解釈――つまり尖閣列島が南西諸島の一部であって、七二年には
日本に返還される予定であるということを通報しているというふうに聞いております。したがい
まして、本質的に竹島の問題とは違う、つまり国際法的にも、また現実におきましても、現実に
米国の施政権下にあるわけでございますから、はるかに日本の主張というものが強いと、かよう
に考えております。そういうことがこの第一の基本的な点でございますが、もう一つ今後の問題
について申し上げますと、先ほど御指摘がございました台湾の漁民の尖閣諸島に対する上陸その
他の問題につきましては、できるだけ早急に国民政府側と話し合いをいたしまして、このような
不法行為といいますか、領土侵犯に類するたぐいは日華間の友好親善関係にかんがみて極力押え
てほしいという趣旨を、国民政府側にできるだけ説得していくという考え方で現に作業を進めて
おります。 
○和田 委員 国府の側は、言ってみればいま日本の領土ではないと、そういうような立場に
立ってかなり内外に対して領土宣言的な発言をあの当時も繰り返していましたね。で、それに対
して、言ってみればわがほうの主張を強く今後ともしていくのだという程度では、とても了承で
きないのですが、この問題について積極的に外務省としてお取り組みになって、そしていままで
の過程の結論はこうで、将来はこうしますという、そういう方針はありますか。 
○橋本 課長 先ほど山中長官から御説明、御指摘がございましたとおりに、領有権の問題に
つきましては、再三繰り返し御説明申し上げましたとおりに、これは明確なる日本の領土である
ことは議論の余地のない事実でございますから、したがいまして尖閣の領有権は、中国に属する
か、あるいは日本に属するか、あるいはその他の第三国に属するかということにつきましての交
渉あるいは話し合いというものは、いかなる国の政府ともしない。したがいまして残るところの
問題は、日本の明確なる領土である尖閣諸島、これに対して不法な行為が行なわれるという、そ
411 
 
                                                                                                                                                     
の不法行為を何とかして除去していくということに、今後の外交交渉といいますか、話し合いの
主眼点がある、かように外務省としては考えております。 
○和田 委員 そうすると、私が例をあげた韓国との関係で起こった竹島はいわゆる明確に日
本の領土ではないという……どうですか。 
○橋本 課長 私が先ほど申し上げましたのは、尖閣列島についての問題、領有権の問題につ
いて御説明したわけでございまして、竹島の問題がわが国の領土であるということも、これもま
たすでに何度も明確にされている点だと思います。 
○和田 委員 そうでしょう。竹島の現状はああいう現状にある。したがって私が尖閣列島に
抱くところの危惧は、多くの国民が抱いているところの危惧になってきている。したがいまして、
明確な領土であるというわが国の態度、その主張だけでもって竹島的な問題が起こらないという
保障がない。起こらない保障というものが外務省の折衝を通じてありますか。そう質問したい。 
○山中 総務長官 課長ではなかなか政府の決意と聞かれるとつらいところがあるでしょうか
ら……。この尖閣列島の問題で、中華民国の国民の行為として、基隆あるいは宜蘭――台湾東北
部の漁業者の人々は、かつて台湾が日本の領土であった時代からも、また現在アメリカが施政権
を行使している現状の時代になっても漁業をずっと営んでおる。しかも沖縄本島や石垣や宮古等
から出発するよりも到達する距離が近いというようなことから台湾側からいたしまして不断に
漁業が行なわれている。逆に日本の漁船は尖閣列島近海では漁業をよけいしていない。これは、
とる魚の種類その他にも問題はあると思うのですが、そういう現実があるわけです。ですから現
在、台湾の漁民の諸君があすこに、無人島でありますから、操業のついでに上陸して食事をした
り、あるいはちょっとした掘っ立て小屋みたいなもの、休憩所みたいなものをつくったりしてい
る事実はありますが、現在の琉球政府の巡視艇等が参りまして、退去しなさいということを申し
ますと。しぶしぶではありますが、そう感情的にならないでやはり退去をしている事実がありま
すし、これを、占領終結前――日本復帰前に力づくで中華民国政府という形で、無人島であるか
らといって尖閣列島に上陸、占拠等の行為を行なうには、明らかにただいま外務省の課長が申し
ましたように、米民政府の布令による占領地域に入っているわけでありますから、アメリカを相
手にして上陸をしてくるということに一応なるわけでありまして、そういうことは中華民国政府
は考えていないでありましょうし、また先日完成いたしました三百五十トンの琉球警察の最新鋭
巡視艇、これを当初沖縄本島に配置することに考えていたのでありますが、このような海域にお
ける問題が起こっておりますので、これを一番近い八重山群島の石垣市に新鋭船を配置しよう。
そして、それによって、起こるトラブルを常時未然に排除する努力を、警察権というものにおい
ても住民の権利の立場から行使するようにしたいというふうに考えて、そのような方向に琉球政
府と意見が一致しているところでごございます。 
○和田 委員 いま述べられたように、アメリカとの関係においてあそこに漁師が永住しない、
あるいは台湾の軍隊が上がらないという形のことは、私たちもそういうふうに思うんです。問題
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は、総務長官が直接担当されている沖縄の返還後に、そのような形のことが、いわゆる竹島との
関係と同じようなことが残念ながら想定されますが、それに対して外務省側の答弁は納得させる
ものがありませんから、実はその辺を私は危惧しながら質問をしているわけです。その辺の態度
についてひとつ明確に一ぺん答えていただきたい。 
○山中 総務長官 私の知り得た範囲でありますが、中華民国政府は、沖縄の七二年返還、そ
の際においても何も注文をつけておりませんし、またただいまのような資源問題で、両国の国境
問題策定という問題を、かりにそういう角度から中華民国がとらえて、有利に解釈しようと思っ
ているとしても、そのことを日本側の合意なくして、いわゆる日中間における具体的な紛争が生
じるというようなことを決して好んでいない中華民国政府が、中国大陸政府との間において、あ
るいは国連のその関係における論争の中において、みずから孤立の道をたどることを最も警戒し
ている国であることは――あるいは自粛している国であることは想像できるわけでありまして、
表に立ちませんが、中華民国政府としても、このような小さな列島の占有権をめぐって、あるい
はまた資源開発の面においても、日本側と徹底的な対立状態に入るということにおいて、得るも
のよりも失うものがあまりに大きい。それよりか孤立しない中華民国政府といういまの立場を確
保することのほうが、より比較にならない重大な要素であるというふうに受け取っておるように、
私としては相当な高官筋の情報をもって判断いたしておりますし、外務省は正規のルートをもっ
てそのような感触を伝えてきているわけであります。 
 
(17) 1970 年 11 月 26 日 第 64 回国会 衆議院会議録第 3 号 
○山中貞則 総理府総務長官 尖閣
．．
列島の問題については
．．．．．．．．．．
、領土問題は外務大臣でございます
ので、外務大臣で御答弁があればけっこうでございますけれども、領土論争というものは、外務
．．
大臣として
．．．．．
、
．
尖閣
．．
列島に関する限り論争する必要がない、どの国とも論争する意思はないという
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことを言って
．．．．．．
おられますし、私どもは
．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島の、主として海底の石油資源開発を目的とした予
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
算上の調査を昨年、ことしと続行いたしておりますが、来年度予算においてもさらにこれを続行
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
し、そして沖縄にもしそのような有望な海
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
底資源が発見されましたならば、ひとり沖縄のみなら
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ず、日本全部のこの貴重な資源に大きな貢献をするものと期待をいたしておる次第でございます
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
 
(18) 1970 年 12 月 4 日 第 64 回国会 衆議院外務委員会議録第 1 号 
○西銘順治 委員（自民党） 尖閣列島の問題についてお伺いいたします。尖閣列島の領有権
につきましては、中華民国も戦前から同諸島が沖縄県に所属していたことを認めておったはずで
あります。たとえば一九一九年五月二十日付で中華民国在長崎馮領事の感謝状の事実があるので
ございますけれども、政府はこれを知っておられるかどうか。この件について申し上げますと、
これは私たちの郷里の大先輩でございます大浜信泉先生が発見されました資料でございますが、
感謝状が、長崎駐在の馮領事から出ております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。その内容を概略申し上げますと、 
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  一九一九年（民国八年）福建省恵安県の漁民三十一名が悪天候で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
諸島にたどり着いたと
．．．．．．．．．．
き、日本帝国八重山郡石垣村職員の熱心な救護を受けたおかげで、無事全員帰国できたことを感
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
謝する。
．．．．
 
 中華民国駐長崎
．．．．．．．
 馮領事
．．．
 
こういう感謝状があるわけでございます。最近、台湾政府の役人どもが尖閣列島に参りまして、
国旗を掲揚いたしました。これに対しまして、アメリカ民政府、琉球政府が一体となりまして、
この国旗を引きおろしまして、わが日の丸の国旗を掲げて、中華民国の国旗を沖縄に持ってかえ
ったのであります。この感謝状からいたしましても、わが国の固有の領土であることには間違い
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
はないと思っております
．．．．．．．．．．．
。 
 ただ尖閣列島の油田の開発の問題につきまして、台湾との間で領有権の件について、お互いに
論じなければならないということはまことに残念なことでございます。アメリカ新聞の報道によ
りますと、この尖閣列島の油田は、何兆億円の油田だといわれておりまして、台湾政府とアメリ
カの商社の間で、この油田開発に対する取りきめがなされたと聞いておるのであります。これに
ついての大臣の御見解をお伺いしたいのであります。 
○愛知揆一 外務大臣 尖閣諸島がわが国の領土でありますことは、全く議論の余地のないと
ころであると思いますので、政府としては、この領有問題について、いかなる他国の政府とも交
渉する考えはないということは、すでに明らかにしておるところでございます。ただいま、一九
十九年五月二十日付、当時の中華民国の長崎駐在馮領事から感謝状を出しているということは私
も承知しておりましたが、この感謝状についてあらためて大浜さんが十月十二日に石垣市を訪問
しましたときに、牧野清元石垣市助役からその写しを入手された。そして、これについてただい
ま西銘委員から御指摘がございましたことを、あらためて政府としても感謝いたす次第でござい
まして、その内容はただいま御指摘のとおりでございます。こういう次第で、尖閣諸島に対する
領有権問題というものが歴史的にもきわめて明白であり、また国際的にもはっきりしているとい
う事実が、ここにさらに明らかになりましたことは、まことに御同慶に存ずる次第でございます。 
 それから尖閣諸島周辺の東シナ海の大陸だな資源開発問題につきましては、国民政府との間に
円満な話し合いで解決することがよろしいかと思っておりますけれども、政府としては、今後と
も国民政府の一方的な措置は認めない、そういう基本線をぜひ貫いてまいりたい、こういうふう
に考えております。 
 
(19) 1970 年 12 月 8 日 第 64 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 3 号 
○國場幸昌 委員（自民党） 尖閣列島の領有権問題について四日の新聞報道によりますと、
尖閣列島に対して、さきの中華民国の領有権主張とは別に、新たに中共も領有権を主張してきて
おるのが現状でございます。元来、尖閣列島は八重山石垣市登野城の行政区域に属しており、戦
前には同市在住の古賀商店が伐木事業及び漁業を経営していた島であって、琉球列島の一部とし
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てその領有権は日本にあることは明白でありましょう。そこで、このような領有権をめぐる他国
の主張に対して、日本政府は明確な論拠をもってその立場を明らかにし、日本国の固有領土であ
ることを国際的に認めさせる努力をすべきであると考えますが、政府はどのような交渉手段を講
ずるおつもりでございますか、お尋ねいたします。 
○愛知揆一 外務大臣 尖閣
．．
列島
．．
の領有権の問題、主権の問題につきましては、ただいまもお
触れになりましたが、あらゆる角度から見て、これが本来固有の日本の領土である
．．．．．．．．．．．．．．．．
ということに
ついては一点の疑いもございません。この点については、過般外務委員会におきまして西銘委員
からも貴重な資料の御披露がございましたこともその一つの有力な根拠でございますが、いかな
る点からいっても領有権には一点の疑いもない。それから平和条約第三条によって、施政権がア
メリカの手で行なわれておりましたが、その施政権の対象となっている地域の中にも、きわめて
明白に尖閣列島はその中に入っておりますから、沖縄の施政権返還の場合におきまして、これま
た何らの疑いなしに当然本土に復帰するわけでございます。こういうわけでございますから、尖
閣列島の主権そのものについては、いかなる国との間にも交渉するとかあるいは国際的に論議を
提供するとかいう問題ではございませんで、たとえば、通俗で失礼でございますけれども、どこ
かの国の人が鹿児島県はおれのほうのものだと言っているのと同様であって、何人も鹿児島県が
日本のものであるということには疑いがないわけでありますから、尖閣列島の主権につきまして
も、日本としては何らのゆるぎなく、これは自分の主権下にあるものであるという厳然たる態度
をとっておることでもって十分である、私はかように考えております。これが政府の態度であり
ますことはしばしば申し述べたとおりでございます。ただ、これと一緒に論議されあるいは主張
されていることが東シナ海の大陸だなの問題でございまして、このほうは、海上にあらわれてお
りますところの領域の主権の問題とは、法律的にもその他の点から申しましても、必ずしも同一
には扱えないところがあろうと思いますが、これとても、国際条約その他の根拠なくして、ある
国が一方的にその地域の資源開発のために調査をする、ボーリングをするというようなことを一
方的に主張し得るものでないこと、これもまた当然のことでこと
マ マ
でございますが、そういう問
題については、場合によりますればこれを主張し、あるいは何かやりたいという国との間に話し
合いを持つということはあり得ることである、これが日本政府の態度でございます。 
 
(20) 1970 年 12 月 16 日 第 64 回国会 参議院沖縄及び北方問題に関する特 
別委員会会議録第 2 号 
○川村清一 委員（日本社会党） 私は、八月十日の本委員会におきまして初めて尖閣列島の
問題について質問いたしました。その際、将来東シナ海の大陸だな開発をめぐって台湾政府、韓
国あるいは中国との間に問題が起きてくることを予想して、この問題を指摘し政府の見解をただ
したのであります。その後の経過を見ておりますというと、私が指摘いたしましたように、尖閣
列島の問題をめぐって国民政府との間に、あるいは中国との間にもいろいろと問題が複雑に発展
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してきておるように受け取っておるわけであります。それで、この際、八月十日以降の推移につ
いて外務大臣からひとつ概略御説明をいただきたいと思います。 
○愛知揆一 外務大臣 尖閣列島の問題については、八月のときも申し上げましたように、尖
閣列島自身の問題と、それから東シナ海に及ぶ大陸だなの問題と、まあ二つあるわけでございま
す。 
 尖閣列島の帰属といいますか、主権の問題については、いかなる意味から申しましても日本の
領土であるということは、もう間違いのないことであって、また、現在におきましては、サンフ
ランシスコ平和条約第三条によってアメリカが施政権を持つ、その施政権の範囲といたしまして
も、きわめて明確に施政権の対象になっておりますので、今度の復帰に際しましても、当然これ
が復帰されることはあまりにも一明白な事実でございます。したがいまして、本件については、
政府としてはもうあまりにもはっきりしている日本の固有の領土でございますから、これについ
ていかなる国がいかなることを申しましても、これとの間に話し合いを持つとか協議をするとい
う性質の問題ではないと、こういう態度で終始いたしております。 
 もう一つの大陸だなの開発の問題につきましても、これについても国際法上ある国が一方的に
権利を主張し得べき性質のものではないという基本的な立場をとっておりますから、かりに他国
がこの海底の開発等に対して一方的にその他の国、あるいはその他の団体、その他との間にいか
なる話し合いをしたりあるいは仕事を進めようと思っても、そうした一方的な一つの国の計画と
いうようなものを承認するわけにはいかないわけでございます。しかし、これについては、事実
あるいは主張しておる根拠、経過等については、十二分に政府といたしましても承知をした上で
適宜な処理をしなければなりませんから、この点については、国民政府が何らかの計画をし、あ
るいは処理をし、あるいは第三国の団体、会社等との間にいろいろの計画を設定するというよう
なことについては、重大なる関心を持って抗議を申し入れ、そして、その経過あるいは考え方等
を十分調査するとともに、日本側としての見解というものを明らかに先方に申し入れておきます
ことが絶対に必要であるという見解に立ちましたので、国民政府に対しまして申し入れをし、そ
して話し合いをいたしておるわけでございます。 
 ただいままでに判明いたしておりますところでは、この東シナ海海底開発について日本側の見
解が明らかにせられておりますので、一時うわさされておりましたアメリカの会社との間の開発
ボーリング計画というようなものは、当該会社におきましても、日本側の立場というものを承知
をいたしました上でこの話し合いを進めるということは考えておらないという態度を表明いた
しておる段階でございます。国民政府との決着というようなことについては、まだ終局までは行
っておりませんけれども、先ほど来るる申し上げておりますように、一方的に国民政府だけのや
り方を認めるわけにいきませんから、その点に対しましては十分くぎをさしておるということが
現在申し上げ得ることかと思います。 
 それから、これに引き続きまして、中華人民共和国側でも特にこの大陸だなの問題については
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主張をいたしておるようでございますけれども、このほうは、新華社の記事その他によって、そ
うした意見を持っているようであるということがわかっておりますけれども、その後、これはと
いう具体的な態度あるいは申し入れというようなものには全然接しておらないような状況でご
ざいます。 
 ○川村 委員 実は八月十日の質問のときにも外務大臣は、こうした風評を耳にしたのでさっ
そく公式に国民政府に対して抗議を申し入れた――というような御答弁があったわけでありま
す。しかし、私、ずっとこの問題についての経過を調査したのでありますが、その経過の中には、
日本政府から国民政府に対して抗議をしたというようなのが出ておらないのですね。そして九月
の三日に政府は板垣駐国府大使を通じて沈国府外務次官に東シナ海の大陸だな問題について話
し合いをしたい旨の申し入れをした、それに対し国民政府側の同意を得た、こういうようなこと
も一つわかっておるわけであります。それから九月十日
．．．．
の日に琉球政府は尖閣列島の領有権及び
大陸だな資源の開発主権に関する主張を発表した。これは尖閣列島に対する領有宣言と言うべき
ものを琉球政府が出しておるわけであります。同日アメリカの国務省は、
．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島は米国施政権
．．．．．．．．
下にある琉球の一部として扱われているが紛争の解決は日本と国民政府との当事者間
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
同士が行
．．．．
なうべきものと見解を表明しておる
．．．．．．．．．．．．．．．．
。こういうようなことになっておりまして、琉球政府ははっ
きり領有宣言を主張しております。また、アメリカもそのようなことを言っておるわけでありま
すが、日本政府が国民政府にはっきり抗議をしたということは、私、ちょっとわからないのです
が、それは一体いつごろどういう内容の抗議をしたのか。それから、九月三日に板垣駐国府大使
を通じて東シナ海の大陸だなの問題について話したいといったようなことを申し入れたのかど
うか、この問題をもう一回御答弁願います。 
○愛知 外相 先ほど申しましたように、大切なことは、尖閣列島の領有権ということは、何
ぴとが何と言っても、これはもう明らかに、いかなる根拠から申しましても、日本の固有の領土
であります。いまはアメリカの施政権下にありますが、アメリカが返還しようとしているその中
に明らかに入っていることでございますから、この問題に対しまして日本政府としましては、た
とえば例は非常に悪いかもしれませんが、日本のある県をある外国が、「あの県はおれのものの
はずだ」と言うのと同じような実に不当なることでございますから、そういうことに対しては、
こちらのものであるという態度を厳然ととっておることが大切なことであって、そういうことを
言っていることがけしからぬと言って話し合いに応ずるというふうな問題ではない、こういう私
どもとしては態度をとっているわけです。 
 同時に、大陸だなの問題は、これとはやや性格を異にしておりますから、その後者の問題につ
いて、国民政府に対する外交的な措置をとっているわけであります。これは七月の十八日が最初
でございます、日本政府としての国民政府への申し入れ。それからその後経過がございますが、
九月三日、九月八日というふうに立て続けて国民政府側に申し入れをしあるいは話し合いを持っ
た、こういうのが事実の経過でございます。 
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 またその間に、たとえば国民政府の青天白日旗を立てたとか、あるいは落書きをしたとかいう
ような事柄につきましては、施政権者で現在ありますところの米側の協力によりまして、事実問
題としてこれを撤去し、あるいはその落書きを消したというような事実もその経過の中には含ま
れておるわけでございます。 
○川村 委員 私は、大臣の言われた前段のことは、全くそのとおり受け取っておるのです。
ですから、国民政府が領有権を主張するなんというのは、何を根拠にして言っているのかという
ことを疑っているのであって、ただ、私が聞いているのは、八月十日の質問の際に大臣は、国民
政府に対して正式に抗議を申し入れたということを申されたので、ですから、私がずっと調べた
ところによれば、日本政府が抗議をしたという記録がないから、それで、抗議は何月何日どうい
う内容の抗議をしたということをお聞きしたわけでありまして、あなたのおっしゃっていること
を決して反論しているわけではございません。  
 
(21) 1971 年 1 月 26 日 第 65 回国会 参議院会議録第 3 号 
○森八三一 君（自民党） 竹島をめぐる領有権の問題、尖閣列島帰属の問題など、私ども日
本国民といたしましては、問題となりますることすらふしぎに思われるこれらの当然の問題が論
議の対象となり、国民の間に不安を与えておりますことは残念でなりません。これらの問題につ
きましても、すみやかに解決をいたさなければならぬ当面の重要案件であると思います。北方領
土問題とあわせてこれらの解決の措置について、総理の御所見をお伺いいたします。 
○佐藤栄作 内閣総理大臣 尖閣
．．
列島がわが国の領土であることは、全く議論の余地のない事
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
実で、現在、平和条約第三条に基づき、米国の施政のもとに置かれている地域であります。政府
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
としては、
．．．．．
尖閣
．．
列島の帰属問題に関しては、当面いかなる国の政府とも交渉することは考えてお
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
りません
．．．．
。 
 
(22) 1971 年 1 月 27 日 第 65 回国会 参議院会議録第 4 号 
○森中守義 君（日本社会党） 台湾との深まりが日中国交正常化にとって二律背反であると
いうことについてであります。現状のままで推移すれば決して明るい見通しは生まれてまいりま
せん。何となれば、政府が一面で日中政府間接触を唱え、一方では佐藤・ニクソン共同声明に従
って米国のアジアに対するオーバーコミット収束への肩がわりになって、ますます米中関係の片
方に介入し、台湾との政治、経済両面にわたる癒着を深めている現実から生まれる障害でありま
す。総理は、台湾との関係の深まりが中国との国交正常化とは全く二律背反であることに大いな
る矛盾を感じられるべきでございますが、見解をお示しください。総理が真剣に日中関係を打開
しようとの意思を固められるのであれば、まず台湾との関係において、利権につながる一部政治
家に引きずられてずるずると深みに入ることをやめ、まず現状でストップすべきであります。(中
略)一部政治家と企業の飽くなき利潤追求のための尖閣諸島等の大陸だな資源開発計画は、領有
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権、所有権をめぐる紛争の禍根を残すものでありまして、直ちに中止さすべきであります。また、
これらを推進する日華協力委員会のごときには、いやしくも現職閣僚の出席を許すべきではあり
ません。以上の諸点について総理のお考えを承りたいと思います。この質問の終わりにあたりま
して、重ねて私は申し上げます。日中関係打開は、総理が平和外交に徹するならば徹するほど、
また国際世論の潮流からも、国民世論の支持から見ても、早晩越えねばならない関門であります。
一日でも早ければ早いほど国益に利すると信じます。そのためには総理の決断がまず第一であり、
その決断さえあれば、難解に見える台湾問題も、北京との外交交渉の一つのテーマにすぎないこ
とを強調したいのであります。 
○佐藤栄作 内閣総理大臣 尖閣列島の大陸だな開発は、紛争の種になり、危険だから中止し
たほうがいいとの御意見は、いささかふに落ちないところであります。尖閣
．．
列島がわが国の領土
．．．．．．．．．
であることは議論の余地のない事実でありますから、その領有
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
について、
．．．．．
いかなる国とも交渉す
．．．．．．．．．．
る考えはありません
．．．．．．．．．
。なお、日華協力委員会は、日本と台湾の友好協力関係を増進するための民
間団体であって、閣僚は正式会員として参加しておりません。 
 
(23) 1971 年 12 月 1 日 第 67 回国会 参議院会議録第 11 号 
○森元治郎 君（日本社会党） 尖閣列島について伺います。アメリカ上院の審議の過程にお
いて、この尖閣列島だけが特に問題として取り上げられたのを見て奇異の感じを免れません。ア
．
メリカの言い分
．．．．．．．
によれば、尖閣
．．
列島の施政権は日本に返すことになるが、その領土主権の帰属に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ついては関与しない、もし領有権を主張する国がありとすれば、関係国の話し合いによってきめ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
たらよかろう
．．．．．．
というもののようであります。一体、アメリカは、どこの国のものかわからないこ
れらの島々の施政権を押えていたというのでしょうか。そのくせ、返還後も演習場として使用す
るということになっております。キツネにつままれたようでさっぱりわかりません。何とも不愉
．．．．．
快な話であります
．．．．．．．．
。その間の事情を外務大臣からお伺いいたしたいと思います。 
○福田赳夫 外務大臣 尖閣列島の問題でありますが、御指摘のように、確かにアメリカ上院
．．．．．．
の外交委員会はその報告書におきまして
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、この協定は、
．．．．．．
尖閣
．．
列島を含む沖縄を移転するものであ
．．．．．．．．．．．．．．．．
り
．
、その次が問題なんですが、尖閣列島に対する主権に関するいかなる国の主張にも影響を及ぼ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
すものでない。こういうふうに言っておる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
わけであります。これは米上院の外交委員会の報告書
の中にそう言っているわけでありますが、このことをとらえての森さんのお話だと思います。私
は、このことをとらえてのお話、御心情はよくわかります。私といえども不愉快なような感じも
．．．．．．．．．．．．．．．．
いたすわけでございます
．．．．．．．．．．．
。おそらくこれは他の国からアメリカに対していろいろと話があった、
それを反映しているんじゃないかというふうな私は受け取り方もいたしておるのでありますが、
この問題は御指摘を受けるまでもなく、すでに平和条約第三条において、これは他の沖縄諸島同
様にアメリカの信託統治地域、またそれまでの間の施政権領域というふうにきめられております
ので、それから見ましてもわが国の領土である。つまり、台湾や澎湖島と一線を画しておるそう
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いう地域であるということはきわめて明瞭であり、一点の疑いがない、こういうふうに考えてお
ります。 
 
(24) 1972 年 3 月 21 日 第 68 回国会 衆議院予算委員会第二分科会議録（会計検査院、防衛庁、
外務省及び大蔵省所管）第 2 号 
○楢崎弥之助 分科員（日本社会党） 次に、尖閣列島の問題に入りたいと思います。これは
私の記憶し得る限りでは、本格的な論議がなされたことはないのじゃないか。つまりこちら側が
領有権の問題について聞き、外務省はその見解を述べるというにとどまったのがいままでの経過
ではなかろうか。私は、時間も少なくなりましたが、若干その論議をしてみたいのであります。 
 まず、私どもの立場といたしましては、去る三日に国連の海底平和利用委員会で、初めて中国
代表と日本代表とこの領有権の論議をやった。こういう経過を見てみると、日中正常化の話し合
いの中で、やっぱりこの尖閣列島があるいは現実的な障壁になるという可能性について私は憂え
るわけであります。領土問題というのは非常にデリケートな問題であるし、隣国感情としても国
民感情としても、これはお互いにシビアーなものがある。だから、事の扱いによると、この問題
だけで両国の関係がこじれるというようなこともなきにしもあらずでありますから、私はこの問
題については、やっぱりすなおに、あるいは冷静に論じることが必要ではなかろうかと思うわけ
です。そのためには、私どもはやっぱり歴史的な事実というものを、十分資料をもって具体的に
立証する必要があろうと思います。 
 そこで、私どもとしては、まず尖閣列島は日本の領有権があるという立場をとります。ただし
それには、御案内のとおり中国からの異議も出ておる。どこに問題があるということを私は見き
わめる必要があろうと思います。だから、この問題はやっぱり話し合いで、日中の話し合いでこ
れは解決されるべきものであって、少なくとも第三国の介入する余地はない問題である、これは
また私どもの立場であります。具体的に言うならば、アメリカの見解は必要ではない。そればか
りか、アメリカの意見をこの問題に求めることはむしろ害がある、根本的な誤りである、私ども
はそう思います。さらに、いわゆる大陸だなの資源開発問題とこの領有問題は、これまた別個の
問題であるという立場で日中間の話し合いに持っていく必要がある、これが私どもの前提であり
ます。ただ、いままで私は質問主意書で、この領有権の問題についてお伺いをしました。それか
らまた、せんだって沖特委員会で、外務大臣の領有権の根拠についてのお話も承りました。で、
私に対する回答書と、せんだっての外務大臣のあの御答弁を二つ並べてみて、私は非常に論拠が
弱いと思います。それで、やっぱりこれはお互いに詰める必要があろうと思うのです。もし論拠
が弱いならば、どのような理論構成をすべきかということをやっぱり私どもも考えたいと思いま
す。そういう点で、まず外務省が出されております見解についてお伺いしますから、ひとつ解明
をしてください。もし私が出す点に解明ができなかったら、とても中国との話し合いなんてでき
ませんよ。だから解明をしていただきたいと思います。まず、私に対する回答では、「歴史的に
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一貫してわが国の領土たる南西諸島の一部を構成し、」こう回答書にあります。この「歴史的に
一貫して」ということは、いつからの歴史ですか。 
○福田赳夫 外務大臣 明治十八［1885］年よりであります。 
○高島益郎 外務省条約局長 正確には明治二十八年以来でございます。 
○楢崎 分科員 私はどちらもある程度、いまの外務大臣のお答えもわかるのですよ。それか
ら条約局長の二十八年説もわかります。明治十八年というのは、例の明治十七年に古賀さんがい
ろいろ尖閣列島のことを知って、そしてそれに基づいて沖縄の県知事が、いわゆる国標を立てた
いという上申書を提出された年であるわけです。それが十年間なぜうやむやになっておるか。二
十八年に閣議決定いただいたのでしょう。なぜうやむやになっておったか、その間の理由はどう
でしょう。 
○高島 局長 私ども、この尖閣諸島が日本の領土であると主張します根拠は、国際法に基づ
きまして日本がこれを実効的に支配してきたということを説明しようとしておるわけです。国際
法に基づきましてというその根拠は、いわゆる国際法上の
．．．．．
先占
．．
の法理によって日本が合法的に取
．．．．．．．．．．．．．．．
得した
．．．
ということでございます。先占の条件といたしましては、まず第一番にいかなる国の領域
にも属しない……。 
○楢崎 分科員 私はそれを聞いておるのじゃないのです。ちょっと待ってください、それは
あとで聞きますから。なぜ十年間ほったらかしにしておったか、それを簡単に説明していただき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
たい
．．
。 
○高島 局長 そこで、いま私が申し上げようとしましたのは、先占の要件の一つであります
ところの、いかなる国の領域にも属しない領域であったということを、日本政府が確認するため
に十年間も要したということでございます。 
○楢崎 分科員 これは重大ですから、想像ではいけないと思うのですよ。だから私は、明確
な資料に基づいて理論構成しないと弱いと思うのですよ。私は、責めているわけじゃないんです
よ。だから、その辺は下関条約をもし理由にされるんならば、私はむしろマイナス面があると思
うのです。だからお調べになってください、もし記録らしいものがあれば。日本側代表が水野と
いう弁理公使、清国側代表は李經方という代表ですね、この人がいろいろやり合っておるんです
よ、台湾の付属諸島の問題で。このとき、全部は長いから大事なところをちょっと読んでみます。
他日日本政府が――これは水野弁理公使が言っているんです。他日日本政府が福建近傍の島嶼ま
でも台湾所属島嶼なりと主張するがごときことは決してこれなしと言っておるんですよ。いいで
すか、福建近傍の島嶼とは何か、これは沖縄県知事が上申書を出したときにこういうことを言っ
ておりますね。魚釣島、久場島及び清国福州との間に散在せる島、つまり尖閣列島ですよ。だか
ら、この尖閣列島のことまでも台湾付属島嶼なりと主張することはしない、つまり尖閣列島は台
湾の付属の島だとは言わないということが載っておる。だから台湾には含まれないんだ。一つの
論拠があります。ところがそれが逆に、含まないということは、これは中国固有の領土であると
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いうことのニュアンスが出ておるんです。だから一緒にとらないんだと、そうですよ。このくだ
りをひとつ検討してみていただきたいと思う。もう時間がありませんから最後に入りますが、こ
の辺は非常にデリケートなところです。ですから、もう少し確たる証拠に基づいた理論構成をす
る必要があると思います。 
 それから米国の、沖縄米政府の布告二十七号なんというのは、これは私は根拠にならないと思
うのですよ。これはアメリカがかってにやっておるといわれればそれまでですから、強い根拠に
ならない。だから私は、この尖閣列島は、国際法のいわゆる無主島だと思うのですね。これは私
はそう思います。これはいまだかつて、中国側はどういう主張をするか知りませんけれども、ど
この国の領土であるということがはっきりした［明治］二十八年以前ははっきりしていなかった。
これも私は事実であろうと思う。だから、国際法のいわゆる領土の場合の占拠という条件から見
れば、領土を保有するという意思があるということ、そして領土として保有するという意思を表
明すること、そして意思を表明した後実効的な支配が及んでおるかどうか、これが問題だと思う。
これは私はあると思うのです。ただ、問題はその尖閣列島を日本の領土とするというその意思決
定及びその後の実効的支配が正当なものであったかというのが、私は中国側との争点になるので
はなかろうか。これは私の想像ですよ。だから、その実効的支配という点については私もそう思
うのです。ただ、それが正当かどうかというところにおそらく争点があると思うのです。先ほど
ちょっと触れましたとおり、十年間もほったらかしておって、日清戦争で大勝利というときに、
その力をかってきめたという感じを非常にわれわれも持ちます。その辺が正当性との問題が出て
くるのではなかろうか。だから、この点はひとつ検討していただいて、次回、何らかの機会に明
確なひとつ御回答をいただきたい、このように思います。 
 それから最後に、こういうふうに非常にデリケートな問題だから、私は防衛庁に伺いたいが、
防空識別圏の中にこれをやはり入れますか。防空識別圏、できましたか。 
○久保卓也 防衛庁防衛局長 まだ ADIZ の防衛庁案というものはつくっておりませんけれど
も、現状では、御承知のように、防空識別圏というものが、沖縄本島防空のための識別の技術的
あるいは事務的な、便宜的な自衛隊内部のラインであるというような点で、必ずしも私は政治的
なそういった面をかみ合わせる必要はないのではないかという観点で、いまのところ従来の方針
を踏襲したいと考えております。 
○楢崎 分科員 与那国島の上を通っておる ADIZ ですが、これはどのように処理されるので
すか。 
○久保 局長 その点につきましては、たとえばこれを防空識別圏の中に取り込むという考え
方もないではありませんけれども、これも格別そこで左右する必要はないので、やはり従来の線
を踏襲するということで足りるのではないかという感じであります。 
○楢崎 分科員 中国側が尖閣列島の領有権を主張する、もしそこに日本の飛行機が ADIZ で
飛んでいく、そうすると、中国側が自分の領土に飛んできたということで、スクランブルをかけ
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ないという確信があなた、ありますか。 
○久保 局長 共産圏の
．．．．
ADIZ
．．．．
がわからないのでありますが、極端な例を申しますれば、わが
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ほうの
．．．
ADIZ
．．．．
と共産圏側の
．．．．．．
ADIZ
．．．．
が交錯をしている、たとえば尖閣列島を互いに取り込んでお
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
るということでも、格別それが不都合ということにはならないというふうに私は思います。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
また
事実上の問題としましては、尖閣列島の上空を飛んでいる場合に、わがほうが間に合うというわ
けにはまいりません。 
○楢崎 分科員 私は、現実にやはり非常にトラブルの起こる可能性があると思うのです、な
いことを祈りますけれども。起こってからではおそいのですよ。だからこれは慎重に配慮して、
私は竹島と同じように防空識別圏から一応はずされたほうが――竹島がそうでしょう。争いがあ
るから竹島と同じような例にすべきだと私は思います。 
 それから最後に、外務大臣、この尖閣列島の領有権の問題について、アメリカは施政権と領有
権をいまのところ分けておりますね。沖縄返還時、五月十五日の段階で、米国に対して尖閣列島
の領有権についての何らかの意見表明を求めるつもりですか、これを最後に……。 
○福田 外相 これは、私はアメリカは当然日本の領土である、こういうふうに考えていると
思います。思いますが、わが国の領土権の問題に対して、最終的な裁判官じゃありませんから、
それに裁判的な意見を求めるようなことは考えておりません。 
○楢崎 分科員 この点は、先ほども冒頭申し上げたとおり、私はそんなことをさせるのはむ
しろ害があると思うのです。もうすでに領有権の問題は、当事者で話し合うべきであるという意
見をアメリカの国務省は出しておりますね。出しておりますよ。あるいは第三者というのは、つ
まり国際司法裁判所でしょう。明確なんです。それをわざわざここで、沖縄返還時に尖閣列島の
領有権について米側のコミットを求めるなんというみっともないまねは、ひとつ絶対おやめにな
るようにお願いをしたい。と同時に、いままでの過程でおわかりのとおり、ここの赤尾、黄尾に
米軍の基地がある、射爆場があるということ、これも私はたいへん問題があると思うのです。少
なくともこの領有権について争いのあるところに米軍の基地があるということは、これはよくな
いことです。私はいろいろほかの基地も意見があるけれども、最小限この赤尾、黄尾から、これ
はＡリストに入っておりますけれども、基地を撤去するように話し合いをされるべきである、私
はこのように思います。御意見を伺いたい。 
○福田 外相 尖閣列島の米軍基地を、撤去するということを要請するという考えはありませ
ん。私は、これはなぜアメリカに意見を求めないかというと、あまりにも明瞭なことなんだ。だ
れの意見を求める必要もない、それくらいはっきりしている問題だ。これをとやかく人にどうで
あろう、こんなことを言うことは、かえって問題をこじらかすゆえんになるので、楢崎さんの発
想法と少し違うかもしれませんが、私のほうはこれは……（楢崎分科員「さらにしておくべきだ」
と呼ぶ）さらにじゃありません。わが国の領土であることに一点の疑いもない問題である。人の
国の意見、第三者の意見を求めるまでもない、こういうことで意見を求めない、こういうことで
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あります。 
 
(25) 1972 年 3 月 22 日 第 68 回国会 参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会会議録第 3
号  
○川村清一 委員（日本社会党） 尖閣列島の問題につきましては、実は私、一昨年八月の十
日のこの委員会におきまして、時の愛知外務大臣に対しましていろいろ御質問いたしました。そ
れ以来数回にわたって質問してまいったわけでありますが、この間私は、できるだけ私の手に入
る、また私が調べることのできる限りにおいて書物を見て勉強してきたつもりでございますけれ
ども、その私の勉強の結果は、どのような角度から考えてみても、尖閣列島は間違いなくわが国
の固有の領土である、こういうふうな確信を持っておるわけであります。しかし、中国や国民政
府は、歴史的にも、地理的にも、地質的にも、自分の国の領土であると領土権を主張しておりま
す。日本が窃取したものであるとわが国を批判しておりますが、私は、この中国や台湾政府の議
論の根拠がよくわからないのであります。私の調べた本の中には、どうもそういうふうに納得で
きるような事項がありませんので、したがって、中国や国民政府が、この尖閣列島は歴史的に、
地理的に、あるいは地質的に――地質的にというのは、あるいは大陸だなといったような問題か
ら言っているのではないかと思いますが、その点ならば私も理解できる点はあるわけであります
が、この中国や国民政府が主張しておる根拠ですね、これらについて外務省がいろいろ調べられ
ておると思うのでありますが、時間の関係もありますので、ごく簡単にかいつまんで要点だけひ
とつお聞かせいただきたいと思います。 
○高島益郎 外務省条約局長 ただいまお尋ねの、尖閣諸島が歴史上、地理上また地質上中国
に属するという主張は、私ども国民政府の主張として承っております。 
 まず一番目に、「歴史上」と申しますのは、はっきり中華民国の文書あるいは声明等のうちに
出ておりませんので、どういう文書に基づくということはわかりません。一般的に中国等の古文
書等に尖閣諸島のいろいろな島々の名前が載っておるということだそうでございます。それから
また、これはいろいろ民間の人の意見、学者の意見等も勘案しましてそういう結論を持っておる
ということであります。それから、いろいろ、昔の人がこの島を発見しまして、航海その他の目
標に利用したということが古文書に載っておることも聞いております。しかし、これらは、いず
れにいたしましても、このような歴史上の根拠というものは国際法上の占有、あるいは領土取得
の理由にはならないというふうに考えております。つまり、単なる発見とか、事実の確認だけで
はその国の領土ということにはならないとわれわれは確信しております。なお、この非常に古い
文書の位置づけにつきましては、いろいろ勉強しておりますけれども、この場でもってどうこう
ということは申し上げません。「地質的」と申しますのは、先ほど先生おっしゃいましたとおり、
私ども想像いたしますに、東シナ海大陸だなの延長線上にあるということが理由だと考えており
ます。しかし、これも国際法上の領土の領土取得の理由には全くならないということでございま
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す。それから、「地理上」と申しますのは、これは台湾にむしろ近い。沖縄の本島よりも台湾に
距離的に近いということが理由だそうでございます。これもいわゆる国際法上の領土取得の理由
にはなりませんで、幾ら先方でそういう主張をいたしましても、これをもって領土取得の理由に
はならないと考えております。 
○川村 委員 ただいま局長の説明されました事項、具体的にいわゆる歴史的に、地理的とい
うような内容ですね。特に歴史的には、いろいろ古文書ですね、そういうものについての問題を
ひとつ具体的に文書にして配付していただきたい。（中略）次に、私、何としても納得できない
のはアメリカ政府の態度なんです。この点、十二月十五日の参議院本会議において、私が社会党
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
の代表質問で質問した際
．．．．．．．．．．．
にも、外務大臣に対して質問したわけでありますが、外務大
．．．
臣は、意識
．．．．．
的にか、私の質問の本旨をはずして御答弁になっておる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
わけであります。すなわち、平和条約第
二条で日本は台湾を放棄したわけです。第三条で今度は沖縄をアメリカの施政権下に入れた。そ
うして、その第三条に基づいてこの尖閣列島もアメリカの施政権下に入っておるわけであります。
そうして、その中に、御承知のように、アメリカは軍事施設を持っておるわけです。大正島など
ですね。いわゆる今度の了解覚書Ａ表、黄尾嶼あるいは赤尾嶼というのは、尖閣列島の島ですね、
そうして基地を施設してきた。そうして今度沖縄を返還した。施政権を返還したその協定の中の
．．．．．．．．．．．．．．．
返還区域の中には、はっきりと
．．．．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島が入っておる
．．．．．．．．
。そういう事実があるにもかかわらず、尖
閣列島の領有権というものが国際上の問題になってくるというと、アメリカ政府は施政権は返す、
．．．．．．．．．．．．．．
しかしながら、この
．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島の領有権についてはアメリカは発言の権限がないんだ、両当事国に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
おいて話し合って解決してもらいたいと言って手を引いた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。いわゆる領土権がどちらかわからな
いと言うアメリカが、領土権がわからないその地域を施政権下に入れたり、そこに自分の軍事基
地をつくるなんということは、はたしてこれが国際法上妥当なものかどうか。こんなえてかって
な理不尽な行為は私はないと思います。だから、かかるアメリカの行為に対して日本政府は厳重
なる抗議をしなさいということを私は十二月の本会議で外務大臣に申し上げたわけであります。
ところが福田外務大臣は、それだから尖閣列島はわが国固有の領土ということがはっきりしてい
る、立証されたことになるんだと。私は、アメリカに抗議すべきである、こういう無責任な話が
あるかということで抗議すべきである、依頼するとかなんとかということじゃないんです。こん
なことが一体認められますか。どこの国の領土だかわからないものを施政権の中に入れて、しか
も、今度は自分の軍事基地をそこに設けて、施政権が返ってくるにもかかわらず、Ａ表の中にき
ちっと黄尾嶼、赤尾嶼として、その島に基地は存在させる。こういうことは一体認められるのか
どうか。政府の見解を明確にしていただきたい。 
○福田赳夫 外務大臣 尖閣列島の帰属についてのアメリカの態度、これについて意見を交え
ての御質問でございますが、川村さんの意見部分、これにつきましては私も全くそのとおりに思
います。私は、この問題はアメリカといたしましてはもう議論の余地はないというふうに腹の中
では考えておる、こういうふうに見ておるんです。議論の余地のない問題、御指摘のように基地
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まで置いておる、返還協定ではＡ表の中にそれが入っておる、こういうことでございますから、
もうアメリカがこの問題につきまして疑いは差しはさむ余地はない、私はアメリカ自身がそうい
うふうに思っておる、こういうふうに確信して疑いません。それにもかかわらず、事が公の問題
になりますると、最近になりまして、どうもあいまいな態度をとる、領土の帰属につきまして何
かもの言いがつくならば、それは二国間で解決さるべき問題であるというような中立的な言い回
しをしておる。私はアメリカ政府のそういう態度が非常に不満です
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。これはなにか逃げ腰な態度
であると、こういうふうに思いますが、またその背景があるんだろうと思います
．．．．．．．．．．．．．．．．
。つまり、そう
いう尖閣
．．
列島に対する領有権に対し何かアメリカに働きかけがある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と、そういうようなことが裏
にあるんじゃないかと、私はそういうふうに想像をしておるんですが、いずれにいたしましても
態度をはっきりさせる。これがアメリカといたしまして当然のことだと、こういうふうに思うの
です。しかし、私はまあ川村さんとも私はこの点も意見が一致するんですが、アメリカに頼んで
これはあれを確認してもらう、そういう性質のものじゃないと思うんです。そこで、そういうこ
とはいたしませんけれども、これはなおアメリカでもプレス・ガイダンスとかなんとかいろいろ
検討をしておるようでありますが、そういうかたまった考え方が出ますれば、厳重にアメリカ政
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
府に対して抗議をするという態度をとろうと思っております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。そのとおりに心得ております。 
○川村 委員 施政権が返還された後において――中国はそういうことは絶対しないと思いま
す――もし台湾政府あたりが何らかのアクションを起こすんではないかという心配を私は持って
おるわけであります。これは竹島の例、あるいは国民政府が過去において魚釣島に上陸を行なっ
て国旗を掲げた例等があります。これに対しましてはアメリカの施政権下において琉球政府がし
かるべき処置をとりましたが、施政権が返ってきて、まあ日本の施政権下に置かれたあと、こう
いうようなことが起こり得るんではないか。現に台湾の漁船が尖閣列島の周辺において多数操業
を実施しておるというようなことも報ぜられておるわけであります。もしさような事態が発生し
たあと、政府はどのような処置をとるのか、対処するのか。それは仮定の問題だから答えられな
いとおっしゃるかもしれませんが、そう言わないで、これは多分に予想されることでありますが、
いまから十分この対策を考慮しておく必要があるんではないかと私は思いますが、政府としては
これに対してどういうようなお考えをお持ちであるか。 
○福田 外相 この問題について何かアクションがとられそうだというようなことにつきまし
ては、具体的に国民政府が調査団を派遣するとか、そういうようなことが情報として報ぜられた
わけであります。そこで、わが国としましては国民政府に対して厳重な抗議を申し入れておりま
す。私は、国民政府がそういうようなアクションをとるというようなことにつきましては、全然
予想はできません。できませんが、万一ということがある。その万一のことを川村さんは御指摘
と思いますが、万一の場合におきましては、わが国の領土である尖閣列島は、これがわが国に帰
属する正当性を擁護する。その正当なる立場を擁護すると、こういうために十分な措置をとると
いうことだけはっきり申し上げておきます。 
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(26) 1972 年 3 月 25 日 第 68 回国会 衆議院予算委員会第四分科会議録（農林省、通商産業省
及び労働省所管）第 6 号 
○木原実 分科員（日本社会党） 例の尖閣列島、いろいろ問題になっているわけなんですが、
あの尖閣列島周辺の、たとえば鉱区の設定とかあるいは資源の試掘の問題とか、そういう状況は
どういうことになっているんですか。 
○莊清 通商産業省鉱山石炭局長  尖閣列島周辺の大陸だなにつきましては、わが国の企業
で出願を琉球政府に対してすでにいたしておるものが数件ございます。他方、外国系の企業で、
台湾政府から同国の鉱業法に基づきまして一部の海区につきましてすでに鉱業権の許可を受け
た、こういうふうに称しているものも実はございます。ございますけれども、御案内のように、
いろいろ国際的に同海域が問題がありますので、双方とも、実際の海底の探鉱をするとか調査を
するという活動は、現在までのところ実は行なわれておりません。こういう状況に実はございま
す。 
○木原 分科員 そうしますと、五月十五日が参りますと当然領有権に基づいて返ってくるわ
けでありますから、特に国内の企業が数件出願をしておる、こういうことは当然日本の政府が引
き継ぐということに相なるわけですね。その際にどうするつもりですか。 
○田中角栄 通商産業大臣 尖閣列島は、沖縄に付随する島嶼として当然返還になるものでご
ざいます。でございますので、返ってまいりましたら、法律に基づきまして先願権が確定をする
わけでございますので、琉球政府に出しておるものはそのまま日本政府が引き継ぐということに
なります。ただし、現実の問題としては、いま中華民国政府の名で許可をされているようなもの
もございますし、それから中華人民共和国との調整もございますので、この大陸だな海洋開発と
いうものに対しては、それらの事態を十分踏まえながら、最終的にはやはり日本と中国とか協議
．．．．．．．．．．．．．．．．．
をするということが円満な解決方法だ、こういうことだといま政治的には考えております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
．
 
○木原 分科員 政治的な話が出たのですが、御承知のように、きょうも何かアメリカの政府
の高官筋が、あの問題は施政権ということで沖縄と一緒にアメリカが預かったけれども、しかし
返っていくことであるから、これはわれわれの関知した以前の問題だから、日本と関係筋が話し
合いをするのが望ましいんだ、政府筋でいう中立的な発言が相次いでいるわけですね。 
 そうしますと、通産大臣のお考えでは、いずれにしましても、いままでのいきさつを踏まえて、
日本政府としては中国との間に何らかの形で話し合いを求める、こういうことでおやりになるわ
けですか。 
○田中 通産相 明確にしてきおますが、尖閣列島はわが国の領有であるということはもう事
実でございます。これはいろいろな文献その他歴史的にも明確に証明があるものでございますし、
植物学的にもいろいろな面から異論のないところでございます。 
 そうではなく、第二の御質問にございました石油鉱区の問題は、やはり尖閣列島周辺の問題は、
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わが国が、返還がきまったから新潟沖を掘るようなつもりで直ちに掘るということには配慮が必
要である、こういうことでございまして、やはり関係国との話し合いということは政治的には必
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
要であ
．．．
る、私はこういう考えであります。
．．．．．．．．．．．．．．．．
 
○木原 分科員 そうしますと、鉱区について、あるいは資源について、その調査とかなんと
かについては中国との間の話し合いをする、領有権の問題については別に何も話しすることはな
いんだ、こういう御見解ですね。 
○田中 通産相 領有権は、これは沖縄に付随する島嶼として日本のものである。これはもう
返還が行なわれれば当然そうである。この考えは全く政府としては変わりません。 
○木原 分科員 ただ、鉱区の問題について話をするということになれば、その前に当然やは
りその問題に、ぶつかりますけれども、どうですか。 
○田中 通産相 鉱区の問題というよりも領海の問題があります。領海の問題がありまして、
ともかく返ってきたから直ちに尖閣列島周辺を、日本の専管権によってどんどん掘りますという
問題だけで片がつかない問題があります。それは、中華民国政府からアメリカの石油業者に対し
て与えられておる採掘権もあるのです。そういう問題がありますから、だから現実的には、法律
どおり日本がばたばたとやれるんだということよりも、外交上の配慮は当然必要である、こう常
識的にお答えをしたわけです。 
○木原 分科員 この機会だから、何か話が横にそれて恐縮なんですけれども、御承知のよう
に、返還になる、このままいけば自衛隊が配備される。そうしますと当然自衛隊のパトロール圏
内に尖閣列島は入る。ある意味では、私は、これは自衛隊の一つの防衛線というよりも直接前線
を形成するようなかっこうになって、しかもお互いに、台湾問題もさることながら、中国のほう
も領有権をあらためて主張してきている。われわれは既定の事実だ、こういう関係になって、し
かもかなり深刻に、あるいはまっこうから領有権をめぐって意見の対立があるところ、そこに今
度は日本の武力が一つのパトロールを始める。われわれあたりとしては、五月戦争とまでは言い
たくありませんが、非常に危険な様相をはらんでいる事態が少なくともこの五月十五日以降始ま
るような情勢にあります。そこにもってきて、私の提議しましたのは鉱区や資源の問題なんです
けれども、なかなかこれは外交的にも――しかも中国との関係は御承知のとおり、話し合いをす
るといったところで、いまだに十分なパイプがない姿にあるというようなことが相重なりますと、
なかなか中国の問題、あるいは沖縄での自衛隊の行動の問題、いろいろな問題を全部合わせまし
て、政治的にはたいへん大きな課題が振りかかってきている。しかも日本政府があるいは頼みと
するところのアメリカでさえも、おれは知らない、おまえのほうでやれというような姿もあると
いうことになると、これは初めてこの辺で、ある意味では日本外交の真価が問われる、よほど腹
を据えてかかりませんとたいへんな問題だと思うのです。そこに私どもの鉱区の問題もひっかか
ってくるわけですが、その点について田中さんの御見解をひとつ再度承っておきたいと思うので
す。 
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○田中 通産相 まあ現実が現実でございますから、慎重な配慮ということは当然でございま
す。しかし、自衛隊の自衛権の範囲である。それは当然のことでございますが、それは法律上の
問題でございまして、現実を無視して紛争を起こすということは一切ございません。それは法律
のもっと根本である憲法に、国際紛争は武力をもって解決をしない。ましてや中国との間にそう
いう考えは全くないということが一つございます。 
 もう一つ、もっと困難な問題は、台湾との問題がございます。ですから、これはもう紛争が起
こるような、紛争の端緒になるような試掘や採掘という問題に対しても慎重にいたします。法律
的にいっても、国際法上いっても、歴史の上からいっても琉球諸島に属するものであるというこ
とは当然と考えておりますし、それは事実そうであります。しかし、現実的にいま返還をしてほ
しいという歯舞、色丹、国後、択捉につきましても議論があるわけでございますから、これをと
いうわけにはまいらないわけです。ですから、これらの問題はこれから前向きに国交の調整を行
なおうとする中国、また日本、台湾との間に大きな紛争の種にに
ママ
なる、火種になるというような
ことは、日本の政策からも、国民的な基本的な立場からもそういうおそれはないというふうにお
考えいただいていいと思います。 
 
(27) 1972 年 5 月 9 日 第 68 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 11 号 
○國場幸昌 委員（自民党） 沖縄の天然ガスの問題でございますが、これは天然ガスは新潟
ですか、そこ以上な埋蔵量を持って、豊富である、こういうようなことをいわれておりますが、
地下天然ガスの開発に対しまして、何と申しましてもやはり原動力となるものは燃料でございま
すので、それに対しての政府としての開発計画、これはたぶん調査費についておったと記憶して
おりますが、これに対する力の入れ方の度合いというそういうものに対して、政府としましては
いかなるようなお考え方、今後どういうふうに開発していかんとするものであるか、御所見を承
りたいわけでございます。 
○田中角栄 通商産業大臣 沖縄周辺には御承知のとおり、天然ガス及び石油の資源というの
が相当大きなものが確認をされております。東シナ海を中心にしてエカフェが長いこと調査を行
なった結果、われわれが考えておったよりも膨大もない石油資源が存在をするということが確認
をせられました。しかし、この沖縄、特に尖閣列島の問題などはこの問題から起こったわけであ
ります。石油があるとか天然ガスがあるとかということが確認されないうちは、尖閣列島問題な
どたいしたことはなかったのですが、これは、相当膨大もない埋蔵量を有するということが公に
なってから、急遽いろいろな問題が起こってまいったわけでございます。しかも、ここは大陸だ
な問題としても、台湾との問題とか中国大陸との問題とか、日本に復帰する沖縄との境界線、非
常にむずかしい問題が入り組んでいるところがございます。しかし、これは話し合いをしながら、
．．．．．．．．．．．．．
円満に地下資源というものは
．．．．．．．．．．．．．
開発をしていかなければならないということは事実でございます。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
 沖縄周辺の天然ガス等につきましては、今度は石油開発公団法の改正が行なわれまして、可燃
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性の天然ガスの試掘、探鉱、開発等に対してまで石油公団が行なえるというようにもいたしまし
たし、沖縄の返還に伴う資源としては石油と天然ガス、これは非常に注目すべきものなわけでご
ざいます。制度上は完備いたしておりますので、返還後こまかい調査やデータを整えながら開発
が行なわれる、私は非常に注目をいたしておるわけでございます。 
○國場 委員 関連しますので最後に石油の開発の問題、このほうに対してはどういうお考え
ですか。沖縄から現在まで申請されているのがそのまま眠っております。それと、政府の計画事
業としてこれは開発しなければいけないものであるか、あるいはいままでの採掘権に対しての申
請、これとのからみはどうなってくるものであるか。 
○田中 通産相 返還になりますと、これはもう鉱業法によりまして、鉱業権は日本政府が許
可をするわけでございます。いま九州の通産局にも出ておりますし、また、沖縄政府にも許可申
請を行なっているものがございます。しかし、これは当然五月十五日返還になれば、先願主義で
ございますから、法律上は何にも問題はございません。しかし、台湾に近いところ、台湾の石油
公社で調査をしておるところもございますし、またアメリカの石油業者に許可を与えているもの
もございます。そういうものもございますが、しかし、これは先ほど申し上げましたように一部
の地域でございますから、それよりももっと複雑なところ、尖閣列島の周辺は、それにまた中国
大陸、中華人民共和国の立場もございますから、そういう非常にむずかしいところ、台湾とだけ
の問題のところ、沖縄の周辺はこれはもう日本の鉱業権によって、そのまますなおに解決できる
ものである、こういうことでありまして、先ほど申し上げたように、非常に豊富な石油資源があ
るということでありますので、これは計画的に、貴重な地下資源として、通産省も責任をもって、
皆さんにも責任を持てるような体制で考えてまいりたい、こう思います。 
 
(28) 1975 年 10 月 22 日 第 76 回国会 衆議院予算委員会議録第 3 号 
○佐々木良作 委員（民社党） いわゆる平沢論文という問題を取り上げまして、少し角度の違
った意味で三木外交のあり方をただしたいと思います。まず外務当局にお伺いをいたしますが、
平沢論文によりますと、日中平和条約交渉の中で尖閣列島問題について、「条約中においては言
及することなく棚上げとするとの暗黙の了解に達している」、こういうふうに平沢論文は書いて
おります。外務当局、そのような状態になっておりますかどうか、お答えいただきたいと思いま
す。 
○宮澤喜一 外務大臣 平沢論文につきましては、その結論とするところに私ども同意いたしか
ねることはもとよりでございますが、ただいま御指摘の尖閣列島につきましての認識におきまし
ても、私どもと異なった認識、私どもから申しますと誤った認識……（佐々木（良）委員「ちょ
っと、私の質問点だけにぴたっと答えてくれませんか」と呼ぶ）ただいま申し上げましたとおり、
誤った認識でありまして、いわゆるたな上げというような形で日中の条約交渉が行われていると
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いう事実はございません
．．．．．．．．．．．
。 
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○佐々木 委員 日中間にそのような話し合いで、いま事実上たな上げをされていいという了
解はない、こういうことでございますね。 
○宮澤 外相 尖閣列島は、明治二十八年以来わが国の固有の領土となっておりますし、現在、
また現にわが国の有効な施政権のもとにございます。したがいまして、交渉におきましてそのよ
うな議論が進んでおるということは一切ございません。 
 
(29) 1978 年 3 月 10 日 第 84 回国会 参議院予算委員会会議録第 7 号 
○玉置和郎 委員（自民党・自由国民会議） 尖閣列島ですけれども、尖閣列島については、
ここに中華人民共和国の出した（中略）「釣魚台事件真相」という本がある。（中略）これは歴史
から何から全部書いてあるんですが、百二十九ページに、一九七一年四月三十日です。「近ごろ
日本佐藤反動政府と米帝が結託して、わが領土である釣魚島」――向こうは尖閣列島と言ってい
ない、釣漁島と言っていますが、「を占有する罪悪計画を推進している。これはまさに日本帝国
主義がわが神聖なる領土台湾省を再び占拠する陰謀のためにとった重要なるステップである。」
と。これは人民日報、新華社です。それでまたその次ですが、百三十二ページから百三十三ペー
ジ、百三十四ページに、これも新華社の北京の三十日発、それで人民日報に一九七一年の五月一
日に載ったやつです。社説に載っているんです。「最近日本の反動派が沖縄返還のトリックを演
出している。このトリックは釣魚島を返還区域内に入れたことである。佐藤、愛知の輩は、中国
人民の警告にもかかわらず、引き続き、釣魚島が日本の領土で、いかなる国とも領土権問題を話
し合う必要はないと叫んでいる。中国人民は日米反動派の公然たるわが領土の侵略計画の罪悪活
動に対し甚大なる憤慨を表し、かつ強烈な抗議を申し入れる。」と、こういうふうにずうっと書
いておるんです。そして、ここに、これを見てもらったらわかりますが、写真が載っていますが、
一九七一年の一月二十九日、一九七一年の四月三日、そして一九七一年の四月十日、これはワシ
ントンの当時の中華民国大使館に中共系の留学生が大挙して押しかけて火炎びんを投げたり何
かしておるんです。それの状況なんです。写真がちゃんと載っておる。だから、彼らは、尖閣列
島の歴史をここにちゃんと書いておる。これは一番初めここに書いておるのは何年かといったら、
一五三四年の中国の当時の印刷物、活字です。一五三四年の中国の文献なんです。そして、尖閣
列島と琉球との国境線もここに明確にしておるんです。だからこそデモをかけるんですよ。尖閣
列島はおれのものだということをはっきり書いておるんです。 
 そうして今度、この地図は台湾省の地図です。中華民国の小学校、中学校、高等学校、大学で
使っている地図なんです。これには、尖閣列島は台湾省宜蘭県の頭城鎮――頭城鎮というのは町
です、頭城鎮の行政区域内にあるとちゃんと書いておる。色も塗っておる。黄色になっておる。
日本の色になっていないでしょう。見てみなさい、これを。ここからここです。 
 そうして、まだそれならいいけれども、日本の平凡社の「小百科事典」、ここにこんなふうに
書いておる。七百八十七ページに「尖閣列島」として、「西表島の北方約百六十キロに点在する
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無人の小島群。」云々と書いて、最後に「中国は同列島の領有権を主張している。」と書いてある。
日本の信用ある平凡社の百科事典にそういうものが載っている。中華民国、やはり主権国家です
よ、これがこういうふうにして小、中、高から大学までの地図をこうして使わしている。それか
ら中華人民共和国の公的な印刷機関の新華印刷です、その中に写真入りでこう書いている。そう
して歴史をずっと書いているんです。「歴史背景」とここに書いてある。尖閣列島はそれでも日
本のものだと言い張ることは私は当然だと思いますが、こういう問題を残して何で日中平和友好
条約に交渉に入らにゃいかぬですか。この問題こそ先に解決すべきじゃないですか。それでない
と竹島の二の舞をしますよ。 
 それと同時に、こういう領土問題をはっきりしないで日中平和友好条約をやったならば、前か
ら言っておるように、北方領土の交渉は未来永劫ソ連はやらない。それをよく考えてやってもら
わにゃいかぬです。尖閣
．．
列島の帰属の問題についてあなたが北京に乗り込んでいって
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、尖閣
．．
列島
．．
は自来中華人民共和国のものではございません、あなたの言うとおり日本のものでございますと
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いう一札を取ってくる、そういうことであるなら私は交渉に入ることは結構です
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。それだけにこ
れはゆゆしき問題だ、どうですか。 
○中江要介 外務省アジア局長 事実につきまして御説明さしていただきますのは、いまいろ
いろの資料を御指摘になりましたけれども、私どもの持っております資料によりますと、台湾も
中華人民共和国もこの尖閣諸島の周辺に石油があるかもしれないという報告がエカフェ――当
時のエカフェ、いまのＥＳＣＡＰでございますが、そこから報告が出ましてから、いろいろ地図
その他の発言ぶりが変わってきておるという経緯がございまして、歴史的に見ましても国際法的
に見ましてもこの尖閣諸島が日本の固有の領土であるということについては一点の疑いもない
という立場を堅持していることは御承知のとおりでございまして、一、二例を引用さしていただ
きますと、一九五八年、つまりエカフェの報告の出る直前でございますが、一九五八年の北京の
地図出版社というところが発行しました「世界地図集」、これによりますと、日本の領域の中に
尖閣群島という名前をつけて入った地図をすでに当時出しておる。つまり一九五八年当時は中国
も尖閣諸島を日本の領土としてはっきり認めた地図を出しているということがございますし、台
湾の方でも一九七〇年の「国民中学地理教科書」、七一年の同じく「国民中学地理教科書」、この
中でははっきりと尖閣諸島が日本の領土であるという前提の地図を出しているということがご
ざいますので、いま先生が御指摘になりましたような出版物、地図その他は、その後石油の話が
出てからだんだん変わったものじゃないかと推測するほかはないということでございまして、に
もかかわらずそういうものが出まして、それが公の立場で明らかになっておることを私どもが承
知するたびごとに中国に対しましても問題を指摘してわが国の立場を説明しておる。たとえば一
九七六年六月の「中国画報」、あるいは中国のある公の建物の中にあります地図、そういったも
のの中に誤り記載がある場合には私どもは逐一中国政府に問題点を指摘していると、こういう実
情でございます。 
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○玉置 委員 外務大臣ね、きのう私もそういうことを中江君から聞いたから、きのう宜蘭県
の頭城鎮の県長の李鳳鳴というのに電話をかけた、国際電話を。そうしたら、この尖閣列島は私
のところは宜蘭県の頭城鎮の行政区域内ですと。そして、毎月一、二回私たちの方からもそこに
人を派して調べさしておりますという――きのうの三時ですよ、私がここから行って電話かけた
のは。この事実をどうします。 
○中江 局長 いま御指摘の具体的な事実は私自身は承知しておりませんけれども、一九七二
年に日中共同声明が出ましてから、日本国といたしましては、中華人民共和国政府の言い分とい
うものが公的な立場であるという前提で対処しているということは申し上げることはできます。 
○玉置 委員 それでは、大臣ね、こういうことなんですよ。そんなら、北京が――これは政
府機関の印刷です――出したものは間違いでありますと、それであなた方がいろいろなことを歴
史的な背景なんて書いておりますが、それは中江君の言う方が正しいのでございまして、そのこ
とについては今後一切文句は言いませんということの一札は取れますか取れないですか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、どうで
すか。 
○園田直 外務大臣 事実の経過並びに事実はいま局長からお答えをしたとおりでございます。
尖閣列島の領有権について問題はなかったわけでありますが、石油が出るということから、まず
台湾の方から自分の方であると言い出し、追っかけて中華人民共和国は自分のものだと言ったの
が実情の経緯でございます。そこで、この尖閣列島はわが方がただいま施政権は行使をいたして
おりまして、わが方の領土であることは、これは事実においては毫も間違いありません。いま出
された資料というものも間違いであって、中江局長の言ったとおりであると思います。 
 そこで、問題は、今度の友好条約とこの尖閣列島の関係でございますが、今度結ぶ条約は平和
．．．．．．．．．
条約ではなくて平和友好条約でありますから、領土の問題はこの条約の中に入らぬわけでありま
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
す
．
。しかし、その尖閣列島が、わが方が領有しておるが、中華人民共和国は自分のものであると
言い張っておるわけでありますから、これはいつの日にか向こうからいろいろ言い出されたら、
現にわが方で領有をしておる、歴史的な事実はこうであるという機会をつくるべきであって、今
度の友好条約の際にむしろこちらが自分のものだとちゃんとした明々白々たる事実を持ち出し
て、これに文句はありませんかと、こういうことは決して得策ではないと、私はこのように考え
ております。 
○玉置 委員 それは外務大臣の答えは間違っています。こういうことをしっかりさせないで
やったために竹島がいまあなたが御苦労なさっておるんですよ。国民の多くは、いま平凡社の百
科事典にもそう書いておるんです。こういうふうな国民的疑惑をほうっておいて日中平和友好条
約を結ぶという論理は私は納得できない。少なくとも自民党員の中にでも、これは多くの国民の
中にでも、党員の中にでも、北方領土と絡ましてこの尖閣列島の帰属の問題はあなた方がそこま
ではっきり言われるんなら、当然、中華人民共和国の政府の首脳に対して、日本の歴史的事実は
こうですと、あなた方がこの写真を出そうとも、香港の総領事館に大挙して一千人押しかけよう
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と、二百人押しかけようと、事実が写真に載っておる、そういうことはあなたたちは間違ったこ
とをしたんだということを言うか言わぬか別にしても、尖閣列島の帰属については日本のもので
すということについての向こうの言質をとるということは当然じゃないですか。あたりまえのこ
とじゃないですか。それを言ったらどうのこうのと言うんだったら、それはやらぬ方がいいです、
そんなものは。この一つの事実をおいておいても日中平和友好条約をやるということについては
私は非常に遺憾だ。もう一回見解を問います。 
○園田 外相 筋道を通してお答えしたはずでありますが、平和友好条約と
．．．．．．．
尖閣
．．
列島の
．．．
帰属の
．．．
問題は別個の問題でありますから、平和友好条約の場所で私はこの問題を持ち出すつもりはござ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いません
．．．．
。しかし、その問題は、場所を変え時を変えて適当な時期にこれをやるべきであること
は御意見のとおりであります。 
○玉置 委員 それは見解が違うんです。この際、見解を明らかにしておきますが、日本の平
和友好というのはピースフルですよ、平和的ということなんです。中華人民共和国の言っている
平和というのは、チャンホーです、講和です。その辺が違うんです。領土の問題が含んでおるん
です。だからこそ台湾解放のことをやかましく言うんですよ。ここに私は持ってきておるこれは
あなたもよく知っている九月二十九日の共同声明です。この二項の中にこうなっている。「日本
国政府は、中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。」と。それで第
三に、「台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを重ねて表明する。」と。それに
対して日本はその立場を十分理解し、尊重し、ポツダム宣言云々と、こうあるんですね。ここに
一番彼らは力点を入れておったんです。（中略）だから、中華人民共和国というのは、中国の唯
一の合法政府であることを承認さしておいて、次に、台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一
部であると、非常にうまい表現を使っておるんです。私は、和親友好条約ならちっともやっても
いいと思うんです。われわれは、中華民国――台湾との関係を実務的に切らないで、そしてそれ
は非常に地政的にも日米安保の台湾条項の中にも大事だと言う。そういうことを言うのであった
ら、台湾との関係は外交関係は切れても継続するというあなたの意思でもあり、福田内閣の意思
であり、自民党政府の意思でもある。それは言いかえれば国家の意思である。そういうことであ
るならば、この領土の問題について一番はっきりさせなきゃならぬのは、向こうは平和条約なん
だ、講和条約なんだ。あのときに（中略）力点を入れたのは、日本が中華民国との間に結んだ日
華平和条約で戦争状態が終結した、もう一回謝ることはないということで激論をされたことはお
聞きだと思います。お聞きでしょう。そのために難航したんですよ、あの共同声明が。そうした
結果、周恩来さんが中心になって中国人一流の考え方で入れたのは、ここに書いている「不正常
な状態は、この共同声明が発出される日に終了する。」というこの名文句なんです。だから、領
土の問題はこれで解決したわけじゃないんです。だから、さっき言う尖閣列島の問題も解決した
わけじゃないんです。それだけにぼくは尖閣列島の問題に固執するんですよ。わかりますか。私
は一日華議員懇の幹部だからといってそんなことを言っているのじゃないんです。 
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 いつも言うように、日独伊三国軍事同盟を結んだときに、あのときの日本の状態を考えてみな
さい。そうして、いま総理や外務大臣に私は言いたいのは、参議院の町村大先輩です。岸先生も
そうです。灘尾先生もそうです。昔、不幸な第二次大戦に突っ込んでいったときいわゆる優秀な
官僚であった皆さん方は、一様にあの当時の状態を非常に残念がっておるわけです。先日、町村
先生に聞いた。当時宮内大臣が湯淺倉平さんだった。昭和八年の二月十五日、松岡洋右外務大臣
が国際連盟に行って、そうして日本が国際連盟を脱退するということを決意をしている。当時の
天皇陛下は、そのためにこの松岡洋右さんを呼んで陪食の栄誉を与えた。そうしたときに、松岡
さんは、得々として国際連盟脱退の話をされた。陛下は途中で渋面をつくられた。しかし一言も
言われない。引き下がった宮内大臣が町村さんを呼んだ。秘書課長来いと。行ったら、真っ青に
なって身をふるわせながら、国の滅ぼす者は松岡洋右、平沼騏一郎、近衛文麿、こう言って涙を
流さんばかりにして町村さんに教えたという。いま、三国軍事同盟のときのあの新聞の状態を見
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
てみなさい。何でもかんでも三国軍事同盟。いまの新聞を見てみなさい。一緒じゃないですか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
ただ、非常にいいことは、国民が冷静です。尖閣列島一つの問題をとっても国民は冷静です。そ
のときにそういう――ささやかなことだとは私は言わさない。国民の声です。尖閣列島の帰属の
問題一つにしても、しっかりした態度を持って、それを解決した上で平和友好条約に臨まれるこ
とを私は希望します。答弁は要らない（中略）。 
○園田 外相 答弁は要らないという友情は感ずるわけでありますが、外務大臣として、大事
なところでありますから、三言だけ言わしていただきたいと思います。 
 一つ、尖閣列島の問題は国民にとって非常に大事な問題であることは御意見のとおりでありま
す。ただ、尖閣列島は向こうに不法占拠されておるのではなくて、こちらが施政権を行使してお
る。そして、こちらに帰属するものであるということが現実であるが、向こうから横やりを入れ
られていると、こういう状態。そこで、これはちゃんといつの日にかしなきゃなりませんが、こ
れは時と場所が要ると、こういうことを言っているわけであります。 
 それからもう一つは、日中友好条約は、経緯はどうありましょうとも、日本と中国が共同声明
を出し、そして世界にこれを宣明した問題でありますから、日中友好条約の問題はやはりこの共
同声明の線に従っていかなきゃならぬということを御理解を願いたい。 
 もう一つは、松岡さんの話が出ましたが、あれは三国同盟を結んで力と力をもって争い、戦争
に突入したわけでありまして、いまわれわれが進めようとしておる友好条約は、戦争に突入して
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
はならぬという平和と繁栄を目的として進んでおることを御理解を願いたいと存じます
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
○玉置 委員 そんなことを言うんなら、またやらにゃいかぬですよ。いや、本当に。そんな
ことをあなた言いっ放しにするんなら、私は言わにゃいかぬ。私らはそういう見解をとらないん
です。三国軍事同盟だってそうですよ。あのときだれが第二次世界戦争を引き起こすというふう
なことを考えてやったんですか。そのことがソ連の脅威を排除することができる、アメリカの脅
威を排除することができるということでやったんじゃないですか。（中略）それが結局ああいう
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結果になったということを憂えておるんですよ。 
○鍋島 委員長 玉置君、時間ですから。 
○玉置 委員 だから、あなたの見解と私は違う。それはおかしい。それだから――それは時
間を守れというのだったらあっちの方が守りなさいよ。委員長、少なくとも国会議員の権威をあ
なた確保しなさい。 
 
(30) 1978 年 3 月 22 日 第 84 回国会 衆議院外務委員会議録第 7 号 
○伊藤公介 委員（新自由クラブ） 日中平和友好条約を締結するに当たって、これからの交
渉の中で、尖閣列島の問題についてはわが国としては話し合いをするつもりがあるのか、どうな
のか。いかがでしょうか。 
○園田直 外務大臣 尖閣列島はわが国の固有の領土であって、今度の戦争でどうこうという
問題が起きたわけではございません。中途において石油ができるという話が出てから、台湾の方
で、あれはおれの固有の、所属の領土だと、こう言うし、中華人民共和国でも追っかけて、これ
にそうだと言ったことでありまして、その後話題には上っておりません。これは御承知のとおり
に日本の政権下にあって日本が主権を行使しているわけでありますから、因縁をつけるのは向こ
うであって、私の方からこれに因縁をつける理由はない。したがって、これは今度の友好条約と
は別個の問題である、このように考えております。 
 
(31) 1978 年 3 月 23 日 第 84 回国会 衆議院内閣委員会議録第 8 号 
○木原実 委員（日本社会党） これは新聞でも与党の方々の中にそういう意見があるという
ふうに伝えられておりましたけれども、尖閣列島の帰趨の問題が取り上げられているやに聞いて
おります。尖閣列島の問題については、この条約の交渉の中で双方において触れない、こういう
確認でございますか、自然に触れていないということで対処をされているわけですか。 
○中江要介 外務省アジア局長 尖閣諸島は、先生も御承知のとおり日本の固有の領土でござ
いますし、いずれの国を相手といたしましてでも本件を取り上げるべき性格のものではないとい
うのが日本政府の基本的な態度でございまして、これには変更はございません。他方、日中のい
まの平和友好条約の交渉の過程におきましてこの尖閣諸島の問題が言及されたこともあるかと
いうことは、全然ございません。また、そういうこととは全く関係のない、日中間の将来を展望
した条約のための交渉が行われている、こういうふうに御理解いただきたいと思います。 
○木原 委員 尖閣列島の問題につきましては、日本はかねてから、固有の領土である、こう
主張いたしておりますが、沖縄返還の当時に中国の方で占有権があるんだという意味の意思表示
があったわけですか、どうでしょう。 
○中江 局長 沖縄返還のときではなくて、一九六八年にエカフェ、いまはＥＳＣＡＰという
名前になっておりますが、国連のエカフェがあの水域の埋蔵天然資源の調査をいたしまして、あ
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の近辺に石油資源がありそうだという報告が出ましてから、最初に台湾が、あの島は自分のもの
だということを言い出しまして、続いて北京政府の方でもそういうことを言ったことがございま
す。これは国交正常化前の一九七〇年ごろの話でございまして、沖縄返還との関連で本件が出ま
したというのは、つまり沖縄返還といいますか、サンフランシスコ条約であの地域にアメリカが
施政権を行使しておりましたそのアメリカの施政権下に尖閣諸島は置かれていたので、沖縄返還
によって返ってくるときに当然のことながらアメリカの施政権が、尖閣諸島に関する部分も日本
に返ってきた、そういう経緯として御説明したことはございますけれども、沖縄返還に伴って何
か問題があったかと言うとそれは全く問題がなかった、こういうことでございます。 
○木原 委員 そうしますと、尖閣列島の問題は具体的な外交交渉の日程に上ったことはこれ
までもない、わが方としてはそういう事情できちんとした領有権があるのだ、したがって今度の
条約交渉の中でもこの問題に当方から触れる必要は少しもない、こういうことですね。したがっ
て、中国の方からはそれには触れていないという一つの事実関係が生まれているというふうに解
釈してよろしいですね。 
○中江 局長 そのとおりでございます。 
 
(32) 1978 年 4 月 19 日 第 84 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 6 号 
○上原康助 委員（日本社会党） 一九七二年の九月の日中首脳会談において尖閣問題、いわ
ゆる尖閣諸島の件についてどういう話し合いがあったのか、御答弁を願いたいと思います。 
 ○中江要介 外務省アジア局長 まず一つ明確にしておかなければなりませんことは、日中共
．．．
同声明の出されました例の正常化の際の両国首脳の会談において、尖閣諸島の問題は議題とされ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
たことはないという
．．．．．．．．．
ことがまず第一点でございます。 
 それから第二点は、この首脳者会談の中で、この問題についてたな上げにするというような合
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
意なり了解なり、そういったものがあったかというと、それもないということでございます。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
 第三番目に、それでは一体何があったのかといいますと、中国側は、この尖閣諸島の帰属の問
題を取り上げたくないという態度を示していたということでございます。したがいまして、日本
政府といたしましては、先ほど外務大臣もおっしゃいましたように、日本は固有の領土であると
いう確たる根拠の上に立って、かつ有効支配をしておるわけでございますので、相手の方から取
り上げないものをこちらから取り上げるという筋合いのものでもございませんので、中国側がこ
れを取り上げないという態度を示したことは、それでわが方として差し支えないということで、
結果として双方で何ら触れることなく正常化が行われた、そして今度の事件が起こりますまでそ
ういう状態が続いていた、こういうことでございます。 
○上原 委員 いま三点にわたって御答弁があったわけですが、私もそうであったことを願い
ますし、またそれが日中政府間のこの問題に対する公式な考え方であったことを期待をするわけ
です。念を押すようで恐縮ですが、いささかなりとも、この尖閣諸島の帰属の問題をめぐって、
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日中政府間で
．．．．．．
秘密協定
．．．．
的なあるいは秘密的な話し合いはないと断言できますか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
○中江 局長 ないと断言できます
．．．．．．．．．
。 
 
(33) 1979 年 5 月 29 日 第 87 回国会 衆議院内閣委員会議録第 14 号 
○上原康助 委員（日本社会党） 尖閣列島の領有問題については、私たちは政府の見解と異
なっておりません。これは日本固有の領土であるという立場で、開発問題、いろいろ推進をして
いくべきだと思うのですが、同時に、大陸棚の問題、海底資源の開発ということになると、中国
との友好関係を維持し、あるいは場合によっては協力をするという立場でなければ推進できない
面も出てこないとも限りません。そういう意味で、今回この陸上部門の調査に対して、中国政府
は正式の論評は避けているけれども、何か同政府高官は、双方が領有権はたな上げにしているの
だ、昨年、副主席が訪日なさった場合も、この問題については大変話題をまきました。今回、日
本政府独自の調査で、また固有の領土であるという立場からすると、中国側に今度調査しますと
かあるいは伺いをするとか連絡するというような、場合によっては筋合いのものではないかもし
れませんが、日中友好という立場からすると、将来の開発面から考えても、何らかの意見交換と
いいますか、あるいは外交的なアプローチというのが必要かもしれません。そういう面があった
のかどうかというのが一つです。また、中国側から日本側の今度の調査をやるという具体的な行
為に対して、何らかの反応なり御意見等があったのかどうか。そこいらの点を明確にしておいて
いただきたいと思います。 
○園田直 外務大臣 大陸棚の開発については、先ほど関係省より申し上げたとおりでありま
して、法的には問題はないとしても、現実には友好関係上慎重にやらなければならぬことは当然
であります。なおまた、現在の沖縄開発庁が中心になっておる尖閣列島の調査開発でありますが、
これは御承知のとおりに、私が参りましたときにはわが国の立場を主張をして、そしてこの前の
ような、ああいう行動があっては困る、こう言ったことに対して、中国側は前のようなことは断
じて行わない、いまのままで結構だと言ったことで、これはなかなか微妙であります。したがい
まして、いま台湾それから中国政府が尖閣列島はわが方の領土であると主張した事実は消えてな
いわけでありますから、こちらが正式に問い合わせるということは、これまたかえって問題を起
こすと考えております。 
 調査開発について何らの通報はございませんけれども、中国外交部筋で慎重に行動してほしい
．．．．．．．．．．．．．．．．．
という言動があったやの情報は聞きますが、その気持ちは外務大臣としては十分理解し得るもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
でありまして、
．．．．．．．
尖
．
閣
．
列島の置かれた立場、現在有効支配をしておる、わが国の領土である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、そう
．．
いうものを中国がいまのままで黙って見ておるということは、中国側からすれば大変な、友情で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
あるか何かわかりませんが、私はそういうものであると思います
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。したがいまして、これについ
て刺激的な、しかも宣伝的な行動は慎むべき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であり、国内政治的に必要なもののみを慎重に冷静
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
にやるべきだと考えております
．．．．．．．．．．．．．．
。 
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○上原 委員 外務大臣のお立場として、あるいはお考えとしては、その慎重なお考えあるい
は姿勢というのは私は必要があると思います、中国を刺激しないで友好的に今後進めていくとい
うこと。そこで、もう時間ですから、今回の調査というのは、そうしますと、言われているわが
国の実効支配を意図というか、そういうことを含めての調査というふうに受けとめるのか、あく
までさっき引用しましたそういった学術的といいますか、今後の開発を推進をしていく、それは
話し合いはいろいろあるでしょうが、推進するための基礎的な調査と見ていいのか、そこいらを、
もしよろしければ、明らかにしておいていただきたいと思います。 
○金子清 沖縄開発庁総務局企画課長（説明員） 今回の調査は、先生申されましたような
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
尖
．
閣
．
諸島の実効支配を意図したというようなものではございません
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
で、先生先ほど読み上げられま
したように今後の利用開発可能性を検討するためのいろいろな基礎資料を得るための調査でご
ざいます。そういう目的で今回の調査を実施いたしておりますので、御理解いただきたいと思い
ます。 
○園田 外相 大事なことでありますから、私も付言しておきます。 
 いまの御質問、非常に大事なところでありまして、先ほど申し上げましたような事情から、尖
．
閣
．
列
．
島の調査開発が有効支配というものを示すものであるとするならば、外務大臣としてはこれ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
は反対であり
．．．．．．
、あくまで国内行政上純粋の漁民の保護、安全、こういうことからやられるもので
あると私は閣議でも主張し、そういうふうに解釈をしております。これはきわめて大事なところ
でありまして、この前の中国の船団の事件がありましたが、あれは、中国側に言わせると、お互
いに主張し合っておる、そこへおれのものだ、おれのものだと言われれば黙っておるわけにはい
かぬじゃないかというのが本心でございますから、この点は、日本国の実益を得るという意味に
おいて、現在でも有効支配しておって、中国の漁船団は近寄ってないわけでありますから、この
点は十分冷静に実際の効果というものを考えて進めていくべきだということを一言申し上げて
おきます。 
 
(34) 1979 年 5 月 29 日 第 87 回国会 衆議院内閣委員会議録第 14 号 
○鈴切康雄 委員（公明党・国民会議） それでは尖閣問題についてちょっとお伺いしたいと
思いますが、符浩駐日大使が尖閣諸島付近の海域で日中共同で開発を提案したいとの報道があり
ましたけれども、符浩大使の発言は、中国政府の正式の意向を受けたものであるかどうか、政府
はこのことについて、符浩大使あるいは中国政府にその真意をただしたかどうか、その点につい
ては、どうでしょうか。 
○柳谷謙介 外務省アジア局長 そのような報道がございましたので、その直後に大使館員を
通しまして、発言について伺ったわけでございますけれども、先方の答えは、新聞に報道されて
いるような発言をしたわけではない、ごく一般的な問題が沖縄で話題になったので話して、新聞
に伝えられたような具体的なことを申したのではないというのが、先方の説明でございました。 
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○鈴切 委員 報道されるということは、何か言われたからそういうふうに報道されたと思う
わけでありますけれども、それでは符浩大使が言われた真意は、どういうふうな内容でしょうか。 
○柳谷 局長 先ほど御紹介しました先方の説明においては、この共同開発の問題は日中政府
間で話し合うべき問題であると自分は考えておるという趣旨を話したものである、こういうのが
御説明でございました。 
○鈴切 委員 日中の政府間で話し合われるべきではないだろうかということなんですけれど
も、あえていわゆる尖閣諸島付近の海域について日中で政府間で話し合われるべきだろうという
ことなんですけれども、もしそういうふうな提案がなされた場合において、共同開発については
考慮に値するのか、あるいは拒絶をされるおつもりなんでしょうか。 
○柳谷 局長 この東シナ海の大陸棚の問題について日中間で最初に問題になりますのは、こ
の境界の画定の問題でございます。この点につきましては、日本側から、かねて中国側にその用
意があれば日中間の大陸棚境界画定のための話し合いをいたす用意は日本側にあるということ
を伝えているわけでございますけれども、それ以上の具体的進展は、いまのところない状況でご
ざいます。 
○鈴切 委員 私は、いつかは中国側からそういう提案がされるのではないかというふうに予
想をしておりました。鄧小平副首相の発言によりますと、ここ当分の間は、日中は尖閣諸島に対
する領有の主張を凍結しようというのでありますが、その周辺海域の開発はこれとは別の問題だ
ろうというふうに私は思っておりますし、開発の提案はあり得るのではないかと考えられており
ましたけれども、政府もこういうような事態を予測されておられるのじゃないかと思いますが、
尖閣列島の周辺海域において共同開発のもし中国の方の提案があるとするならば、政府としては
前向きにこれに対処されようとされているのでしょうか、その点について……。 
○柳谷 局長 先ほどもお答えしましたように、恐らく、将来のことを考えますと、この地域
の大陸棚の将来の開発につきまして、やはり境界線の画定ということが先行しなければならない
のではないかと思います。そういう意味におきまして、日本側としては、いつでもこの点につい
て中国側と話し合う用意があるということを申し上げて、まず、境界の画定を日中間で円満に行
うことが必要ではないかと思っております。その上に立って、将来先方から、まあ日本側から言
うか中国側から言うか、この共同開発の話が出た場合には、それはそのときの問題として検討さ
れるべきものかと考えております。 
○鈴切 委員 中国は尖閣諸島の領有権主張は凍結という立場であって、実はこれを撤回を私
はしていないと思うのです。すなわち、中国は尖閣諸島の帰属については日中間の係争中のもの
だという立場を変えていないと私は思います。ただ、その決着を早急に決めようとしないことを
鄧小平副首相は述べておりますけれども、将来のいつの日にかは領土権の帰属の決着はつけよう
ということではないかと思うのですが、その点について園田さんちょうど行かれて、日中平和友
好条約に鄧小平さんとお会いして決められた当事者でありますので、お聞きしたいと思います。 
440 
 
                                                                                                                                                     
○園田直 外務大臣 尖閣列島については、日本と中国の立場が違うわけでありまして、わが
方はあくまで歴史的にも、その他から見ても尖閣列島はわが国固有の領土である、こういう立場
を主張しているわけであります。中国は、自分の方の領土であるという主張をしておるが、いま
のままでよろしい、この前のような事件は起こさない、こういうことを言っているわけでありま
す。 
○鈴切 委員 われわれは、尖閣諸島が日本の領有であることに疑いを持たないわけでありま
すけれども、現在もわが国が実効的支配を行っていることも疑いはないわけであります。しかし
同時に、中国も領有権の主張をしており、何らかの形で実効的支配の行動に出た場合の政府の処
置というのはどういうふうになるのでしょうか。そういう事態は起こり得ないとお考えでしょう
か。 
○園田 外相 現在のままで日本が有効支配をしていることは発言のとおりだと思います。し
たがいまして、この前の漁船のような事件は起こさない。当分はいまのままでよろしい、こうい
う私に言った正式の発言でありますから、これがこのまま続くならば事件が起こることはないと
思いますけれども、日本がことさらに相手を刺激して何か言わなきゃならぬような、有効支配を
誇示するような刺激的な行動をとることは、非常に私は心配をしているところであります。 
○鈴切 委員 いま園田外務大臣は、実効的支配をさらに拡大をするというような行動は非常
に心配する点であるというようにおっしゃったわけでありますけれども、尖閣諸島、いわゆる魚
釣島でヘリポート建設に着工したということでございますけれども、このことは日中間のこれか
らの紛争となるのではないかという心配を私は大変しているわけであります。 
 政府は、ヘリポートの建設を実効的支配の象徴と考えているのかどうか。現在では尖島諸島に
対する実効的支配は不十分であるから、だからそういう処置に出たんだというふうに私はどうも
考えられて仕方がないわけでありますけれども、その点、ヘリポートの建設、そしてしかも昨日
の新聞によりますと、約七十人からの方々が魚釣島に行かれたというその問題について、どのよ
うにお思いでございましょうか。 
○柳谷 局長 御指摘のとおり、この尖閣諸島がわが国固有の領土であることは歴史的、国際
法的にも疑いのないところであるということでございまして、わが国がこの諸島を有効に支配し
ているわけでございます。今般の沖縄開発庁の所管によるところの尖閣諸島の調査というのは、
漁民の保護とか安全のため、ないしは純粋に国内行政上の必要性からいろいろ調査をなさるとい
うことと理解しておりまして、これによって有効的支配が不十分なのを十分にする、そういうよ
うな意味は全く持っていないものと承知しております。 
○鈴切 委員 魚釣島におけるヘリポート建設の着工によって中国の反応ですが、どういうふ
うですか。何ら動きはないでしょうか。このことによって何らか反応しておりませんか。新聞に
よりますと、中国の方も反応を示しておる、台湾の方においてもかなり強硬に反応を示しておる、
こういうような報道がなされておりますけれども、全く反応はしていないのか。どういう状況で
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しょうか。その点について。 
○柳谷 局長 今般の一連の調査の報道に関しまして、中国側から政府ベースでの反応という
ものは何もございません。 
○鈴切 委員 外務大臣、私は、現在の状況で尖閣諸島に新たな建設物をつくるということは、
日中間の関係にどう反映するかということを十分考慮しなければならないのではないかと思う
のですけれども、それについて、外務大臣の御所見を伺いたいと思います。 
 また、鄧小平副首相は、尖閣諸島の領有権問題の解決は次の世代の英知に任せるのがよい、こ
のように述べられているわけでありますが、わが国が性急に魚釣島に対して建設物をつくるとい
うことは非常に生臭い関係を醸し出すおそれがあるんじゃないか、このように思うわけでありま
すが、外務大臣は、どうお考えでしょうか。 
○園田 外相 先ほど申し上げたとおりでございまして、わが日本は、係争中のものではなく
て、わが日本の固有の領土だ。中国は中国で、わが方の領土である。私にはそう言いませんけれ
ども、しかし現状のままでこの前のような事件は起こさない、こういう約束があるわけでありま
すから、私は、静かに現在の有効支配を続けることが日本の実益のためにいいことであると考え
ております。 
 しかし、今度のヘリポートが地域の住民なり、漁民の避難場所であるとか、安全のためにつく
られるということならばなるべく刺激しないようにやるべきであって、これが有効支配の誇示の
ためにやることであれば大変なことである。先ほど申し上げたとおり、心配をしておるわけであ
ります。何らの反応がないということと、これに関心がないということとは別個の問題である。
中国の方も慎重にやっておられるようでありまして、中国の外交部筋では、日本が慎重に行動さ
れるようにという言葉を漏らしておるという情報はあります。 
○鈴切 委員 外務大臣は、慎重にと言われた意味は、そこにあろうかと思うのです。魚釣島
にヘリポート、建設物をつくるということについて、日本は中国側にこういうものをつくります
よということについての事前の了解を得られたのでしょうか。全く実効的支配があるから構わな
いのだとおつくりになってしまったのか。あるいは中国側に、水難等でいろいろあった場合に救
助に向かわなければならないからということで、ぜひ中国側が理解をしてもらいたい、そういう
配慮を外交ルートで求めてお話しになったのでしょうか。それともただ単に、こちらの一方的な
考え方でおやりになったのでしょうか。 
○園田 外相 お言葉でありますが、中国と日本の立場が違うという現実からして、理解を求
むれば向こうはそうは相ならぬと言うことは明白であります。したがいまして、このことについ
ては、了解を求めたり納得を求めたりすることは、かえって毛を吹いて新たな問題を起こすおそ
れがありますから、何もいたしておりません。 
○鈴切 委員 了解を求めるということは新たな火を吹く、そういう問題には手をつけない方
がいいんじゃないかと思います。少なくとも鄧小平副首相と園田さんとの間においてこの問題は
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大変紳士的に次の世代の英知に任せよう、こういうふうに言われたわけでありますから、そうい
うトラブルを起こすような、こちらから話をしても向こうの方は拒絶反応を示すような問題に外
務大臣として慎重でなければならないと思うのですが、もう一度その点について。 
○園田 外相 先生の御発言でありますが、先ほどから何回も非常に心配をしておるという外
務大臣の心境を申し上げたとおりでございます。 
 
(35) 1979 年 5 月 30 日 第 87 回国会 衆議院外務委員会議録第 13 号 
○井上一成 委員（日本社会党） 尖閣列島のことについてのみ午前中に大臣に対する質問を
いたしたいと思います。外務大臣は今回の尖閣諸島に対するわが国のとった行動を事前に承知な
さっていらっしゃったのでしょうか。まずお伺いをいたしたいと思います。 
○園田直 外務大臣 中国の今回の申し入れを従前に知ってはおりませんでしたが、きのう内
閣委員会で答弁したとおり、尖閣列島の調査開発その他のことは慎重にやらなければ不測の事態
が起きるという心配をしておるという意思表明はいたしましたが、向こうから申し入れがあると
いうことは事前には存じませんでした。 
○井上 委員 大臣、私の質問は、わが国がとった尖閣諸島に対する調査に踏み切った行動を
事前に御承知だったでしょうかということです。 
○園田 外相 勘違いをしておわびをいたします。この問題は、御承知のとおり予算に計上し
てございます。したがいまして、当初から私は知っておりましたが、これに対しては絶えず次の
ような議論をしてきました。 
 少し長くなりますけれども、尖閣
．．
列島は御承知のとおりに中国とわが方は立場が違っておりま
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
す。わが方は歴史的、伝統的に日本固有の領土である、こういうことで、これは係争の事件では
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ない、こういう態度、中国の方は、いやそれは歴史的に見て中国の領土である、日本と中国の間
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
の係争中の問題であるという差
．．．．．．．．．．．．．．
があるわけであります。そこで北京の友好条約締結のときに、鄧
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
小平副主席と私との間で、私の方から話をしまして、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
列島に対するわが国の主張、立場を申
．．．．．．．．．．．．．．．．．
し述べ、この前の漁船のような事件があっては困る、こういう
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことを言ったところ、向こうから
．．．．．．．．．．．．．．．
は私の主張に反論なしに、この前のような事件は起こさない、何十年でもいまのままの状態でよ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ろしい、こういうことで終わったわけです
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
 その後中国の鄧小平副主席が日本に来られたときに、共同会見のときにたな上げだという言葉
を初めて使われ、わが方は依然としてわが方の領土であることは明白であるといういきさつがあ
るわけでありますけれども、少なくとも日本と中国の友好関係の現状からしまして、この前のよ
うな、漁船団のような事件は起こさない、二十年でも三十年でもいまのままでよろしいというこ
とは、わが方から言えば現在有効支配しているわけでありますから、ことさらに中国を刺激する
ような行動、これ見よがしに有効支配を誇示するようなことをやれば、やはり中国は国でありま
すから、自分の国であると言っているわけでありますから、これに対して異論を出さざるを得な
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いであろう。そうでない状態が続くことを私は念願しております。 
 したがって
．．．．．
尖閣
．．
列島についてはわが国の領土ではあるけれども、こういういきさつがあるから
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
刺激しないように、付近の漁民または住民の避難のため、安全のためにやむを得ざるものをつく
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
るならば構わぬけれども、やれ灯台をつくるとか何をつくるとか、これ見よがしに、これは日本
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のものだ、これでも中国は文句を言わぬか、これでも文句はないかというような態度は慎むべき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であるということを終始一貫議論をしてきた経緯があるわけであ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ります
．．．
。 
○井上 委員 外務大臣のお考えについてはよくわかりました。そういう考えを閣内での議論
を通してお話をなされたのか、その結果二十日の実効支配的な行動がとられたのかどうか、ある
いは今回の行動をどう認めていらっしゃるのか、その点についてはいかがでございますか。運輸
大臣の発言、三原長官の見解等も報道で承知はいたしておりますが、園田外務大臣がいま申され
たことを十分にそれらの大臣と話し合われたのかどうか、お伺いをします。 
○園田 外相 御承知のとおりにこの問題は沖縄開発庁の所管であります。それからヘリポー
トなどということになれば運輸省が関係するわけでありますが、私は閣僚としてあらゆる場所で
．．．．．．．．．．．．．．
これを主張し続けてきました。事務レベルも、それぞれ関係事務レベルは刺激的なことはなさら
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ないように、実効支配という態度でなさらないようにということは言い続けてまいりました
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
○井上 委員 それでは外務大臣は、実効的支配によって領土の固有を誇示していくというこ
とについては反対の立場、御意見を持っていらっしゃると理解してよろしゅうございますか。 
○園田 外相 これは日本は固有の領土であるという主張をしておるわけでありますけれども、
やはり個人の交際、国の交際は同じでありまして、これに友好関係ということになってくれば感
情もある。それぞれ日本には日本のメンツもあれば中国には中国の面目もあるわけであります。
したがいまして、私は、有効支配を誇示するためのものであるならば絶対反対、地域の漁民の生
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
命の安全のために必要やむを得ず、冷静に、慎重にやられることならば仕方がない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、こういうこ
とでございました。 
○井上 委員 まさに外務大臣のお答え、そのとおりだと思うのです。やはり外交というもの
は平和的な話し合いの中できっちりと詰めていくべきだ。とりわけ私自身も日本固有の領土であ
るという主張については異議をはさむものでもありませんし、私自身もその考えであります。先
ほども政務次官にも申し上げたのですけれども、わが国の領土に対してわが国がどのような施策
を講じていくかということについては、わが国の主体的に取り決めていくべき問題であるという
ことはよくわかるけれども、この尖閣諸島の問題については、日中の平和友好条約締結の過程か
らして、どうしてもやはり中国側を刺激しない、中国側との平和的な話し合い、了解ということ
が常識的に必要であるということを、私は大臣がいらっしゃらないときに指摘をしてきたわけな
んです。ここで改めて、大臣、そういうことでございましたら、今回の二十日の、仮設ではあり
ますけれども、ヘリポート建設、この行動に対して、中国側に外務省としては何らかの意思表示
あるいは連絡を事前にとったのでしょうか。 
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○園田 外相 外務省は事前には何ら連絡もしておりませんし、了解も得ておりません。むし
ろそういうことを正式に外務省が言えば、それはわが国の領土であるから困るという相手の立場
もあることと考えて、私は何もしておりません。正直に申し上げます。 
○井上 委員 二十日の行動については大臣は事前に御承知だったのですね。予算的な計上、
予算措置は、予算の中での審議の過程で承知していらっしゃると思うのです。今回の仮設のヘリ
ポート基地建設についての具体的な行動、それは二十日以前に御承知だったのですね。 
○園田 外相 予算からの経緯でありますから、ああいう事実は知っておりましたが、二十日
の具体的な、二十日にやって、どうやるというようなことは承知しておりませんでした。 
○井上 委員 大臣、確認をいたします。御承知なかったのですね、二十日の具体的なことに
ついては。 
○園田 外相 二十日の具体的なことについては、事前には承知しておりませんでした。 
○井上 委員 私、園田大臣に対して日ごろから非常に敬意を表しております。いまの答弁、
まさに朝の政務次官の答えとちぐはぐなんですよ。政務次官は、日にちはわからないけれども事
前に承知をしておった。これが外務官僚のやることなんです。これは大臣、大変なことです。大
臣が二十日の行動については事前に知らなかった。私はそうだと思います。ＩＥＡの会議からお
帰りになってびっくりされたのじゃないだろうか。もう少し論議をした中で、あるいは日ごろか
ら大臣がおっしゃられていた意見、考え、そういうことも十分配慮してほしかった、これは心の
中で大臣感じられたのじゃないだろうかと思うのです。いかがですか。私は昨日の大臣の衆議院
の内閣委員会での答弁も聞きました。中国の立場は十分理解できる、中国側を刺激してはいけな
い、あるいは慎重にやっていきたい、実効支配を目指すというものには反対である。私もその筋
の通った大臣の姿勢は評価をしたいと思うのです。 
 外務大臣、領土権というものについてはやはり平和的な解決、それは外交によって、平和外交
によってなしていくんだということだと思うのです。二十日の行動は大臣が知らなかったのです。
閣内において何らか大臣からあなたの見解を改めて表示されたかどうか。委員会で正式に表示さ
れていますけれども、いかがですか。 
○園田 外相 私の意見を事前に聞かれたことはございません。 
○井上 委員 外務大臣の意見も事前に聞かない、そして事前に外務大臣には知らせもしない。
私は全く大平内閣の外交姿勢というものに対して多くの疑問を持ちます。午後引き続いて私に与
えられた質疑の時間があります。大臣に昼食もとっていただかなければいけないわけです。 
 もう一つここで、現在の仮設のヘリポートを恒久的な、永久的な施設にする方針があるように
私は聞き及んでいるのです。そういうことが本当に日中の平和友好関係維持のためにどういうふ
うに作用していくのであろうか、こういうことを考えますと、私なりの一定の懸念も持つわけな
んです。大臣、どういうふうにお考えでしょうか。その点についてひとつお聞かせいただけない
でしょうか。 
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○園田 外相 いろいろ関係がありますけれども、非常にまじめな御質問でありますから、私
も率直にお答えをします。 
 これは単に日本と中国との関係ということばかりでなく、日本の国益ということを考えた場合
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に、じっとしていまの状態を続けていった方が国益なのか、あるいはここに問題をいろいろ起こ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
した方が国益なのか。私は、じっとして、鄧小平副主席が言われた、この前の漁船団のような事
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
件はしない、二十年、三十年、いまのままでもいい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
じゃないかというような状態で通すことが日
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
本独自の利益からいってもありがたいことではないかと考えることだけで、あとの答弁はお許し
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を願いたいと存じます。
．．．．．．．．．．．
 
○井上 委員 引き続いて午後に質問を続けたいと思います。大臣、非常に率直な御意見をお
答えでいただいたわけです。私は、この問題は非常にわが国外交の基本姿勢にかかわる問題であ
るということ、もちろん竹島の問題にもかかわり合い、つながりが出てくるということも指摘を
しておきます。改めて午後この問題については伺いたいと思います。どうもありがとうございま
した。 
○井上 委員 午前に引き続いて、私は尖閣諸島の問題でさらに御質問をいたします。 
 まず質問に入ります前に、午前中の大臣の御答弁、政務次官の御答弁に大きな食い違いがある
わけであります。このことについて統一した――私は外務大臣の御答弁を妥当だと信じます。し
かしもう一度ここで改めて外務省の姿勢、見解を表明していただきたいと思います。 
○園田 外相 私も御発言になる前におわびをしようと思っておったことでありますが、やや
経緯を申し上げますと、予算が組まれる場合の論議、予算の審議が終わりましてからこの日子に
わたって連絡協議会等数回関係各省が開いて、慎重に慎重にということでやってきたわけであり
ますから、この工事自体あるいは実施については知っておったわけでありますが、二十日にああ
いうふうに踏み出していくということは正直に言って知らなかったわけでございます。そこで、
政務次官と私の言葉が食い違ったのは、政務次官はその事実の経過を知っておったから知ってお
ったということでありましたので、深く私からおわびを申し上げまして、私の発言を統一した発
言として、お許しを願いたいと思います。改めておわびをいたします。 
○井上 委員 私は、委員長にも強く要望しておきます。政務次官の答弁については十分注意
を喚起されるようにお願いをしておきたいと思います。 
 さて外務大臣、けさほどから外務大臣の外交姿勢というものについてはお聞きもし、一定の評
価もいたしておるわけであります。そこでさらに、きょうの報道によりますと、中国側が今回の
わが国の行動に対して遺憾の意を表明したということが報じられております。このことについて
わが国は今後どう対応をしていくのか、ひとつお聞かせをいただきたいと思います。 
○園田 外相 中国からの申し入れを事務当局から報告させまして、その後で私からまた発言
をいたします。 
○柳谷謙介 外務省アジア局長 お答えいたします。 
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 昨日のお昼ごろに、中国外交部の沈平アジア局長でございますが、ただいま臨時代理大使であ
ります伴公使を招致したわけでございます。その報告が昨夕入ってまいりまして、かつ現地から
も新聞報道がございましたので、概略は昨日の夜遅く関係方面には御説明をいたしたわけでござ
いますけれども、ここでその概要を申し上げますと、先方のアジア局長の発言は口頭でございま
して、次のとおりでございました。 
 日本は中日国交正常化及び中日平和友好条約締結の際に行われた釣魚島島嶼、これは私どもの
言葉では尖閣諸島となるわけでございますが、釣魚島島嶼の領土帰属問題を今後の解決にゆだね
るとの了解に違反した。中国はこれに対し遺憾の意を表明する。これら日本側の行為は何ら法律
的価値を有するものではないと考える。中国側は日本側が釣魚島問題に関する両国指導者の了解
を遵守するとともに、このような両国の友好と善隣協力関係を損なう一切の行為を制止、制止は
自制してとどめるという制止という字でございます。中国語も同じ言葉でございますが、制止す
る措置をとるよう希望するという趣旨を申し入れてまいりました。 
 これに対して伴臨時代理大使は、口頭によるお申し入れの趣旨は早速本国に取り次ぐというこ
とを述べるとともに、従来からの尖閣諸島に関するわが方の立場を説明し、わが方の行為につい
ての説明を行った、こういう報告が、昨夜接到したものでございます。 
○園田 外相 ただいま申し上げました申し入れに対してわが方がどのような態度をとるか、
これは非常に微妙な問題であると考えております。理屈どおりにわが方の領土であるということ
を私が言った方がいいのか。うかつにいたしますと、理屈を抜きにしてわが方も友好関係はさら
に深めていきたいと思っているし、中国もまたその考えは間違いないところでありますけれども、
一つの問題をめぐって両方がうかつなことをやりますと、お互いに国としての面目があるわけで
ありますから、それが抜き差しならぬようなことになっては大変だ、こう考えておりますので、
これに対する対応の処置は慎重に検討したいと思いますので、いましばらくお許しを願いたいと
思います。 
○井上 委員 慎重に対処していきたいということは、やはりわが国の真意というものが十分
理解をしてもらえるように、先方に対して、中国に対して何らかの形で表示をしていきたいとい
うふうに受けとめてよろしゅうございますか。 
○園田 外相 両国の本意である友好関係を損ねないような方向で、いまおっしゃるようなこ
とで処置をしていきたいといろいろ苦慮しております。 
○井上 委員 そうあってほしいと願うのも私の意見です。それで、ここで確認しておきたい
のですが、領土権についてはいわゆる有効支配、実効的支配、そういうことを確立することで、
そのことに固執していくのだという考え方、大臣はむしろそういうことではなく、平和的に話し
合いの中でこの領土権という問題については特に話し合いを進めた中で決着をつけていきたい、
こういう後者の考えなんです。大臣もう一度、くどいようですけれども、大臣は実効的支配即そ
れが領土権の主張なんだというような物の考え方ではないというふうに、いや大臣の考えはこう
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なんだということを、ひとつここでもう一度お聞かせをいただきたいと思うのです。 
○園田 外相 この際原則的な理屈は言わない方が得であると考えておりますが、私は有効支
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
配は現在でも日本の国は十分やっておる、こういう解釈でありまして、これ以上有効支配を誇示
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
することは、実力で来いと言わぬばかりのことでありますから、そのようなことは日本の国益の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ためにもやるべきでない、こういう考え方でありまして、井上先生と同じ意見であると
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
考えてお
．．．．
ります。
．．．．
 
 
(36)  1979 年 5 月 30 日 第 87 回国会 参議院決算委員会会議録第 5 号 
○喜屋武眞榮 委員（第二院クラブ） 日中平和友好条約締結の過程においてすっきりしない
問題が一つあったと思います。それは、日本の固有の領土であり、しかも沖縄県民からはさらに
問題としておりました尖閣列島の問題であります。 
 この尖閣列島の実効支配ということで、去る五月二十八日までにはヘリポートも設置されて、
琉球大学の学者を中心として実態調査が始まっておるわけなんです。ところが、これに対して中
国側は文句を言い出しておる。このことに対して、けさの新聞も報じておりますが、尖閣の問題
は平穏収拾策を政府においては検討中である、こう報ぜられておりますが、この問題をどのよう
に認識しておられるか、また、いまの中国側の取り上げておる問題をどのように平穏に収拾しよ
うとしておられるのであるか、それをまずお聞きしたいと思います。 
○大平正芳 内閣総理大臣 尖閣諸島がわが国の固有の領土であるということは、歴史的にも
国際法上も明らかであると考えておりまするし、事実わが国は尖閣諸島を有効に支配をいたして
おりますことは御案内のとおりであります。 
 今次の調査でございますが、同島の利用開発の可能性を調査することを目的として国内行政上
の必要から行われたものであると承知いたしております。しかし、国内行政上の必要だからとい
．．．．．．．．．．．．．
って、尖閣諸島の領有権を対
．．．．．．．．．．．．．
外的に誇示する等、刺激的、宣伝的なものであってはならないと私
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
どもも考えております。
．．．．．．．．．．．
いずれにいたしましても、今度のことにつきまして、日中間の友好関係
を変わることなく発展さしていく方針に変わりはありません。 
 
(37) 1979 年 6 月 1 日 衆議院外務委員会議録第 14 号 
○依田実 委員（新自由クラブ） 報道によりますと、北京を訪問の鈴木自民党代議士が鄧小
平副主席にお会いになったときに、要するに尖閣列島問題については日本が余り騒ぎ過ぎるから
中国としても抗議をせざるを得ない、こういうことでございます。しかしながら、この尖閣列島
問題については日本の固有の領土である、こういうことで中国側も了解しておると私は聞いてお
ったわけでありますけれども、日本の固有の領土なら日本が騒ごうが騒ぐまいか関係はないのじ
ゃないか、こういうふうに思うのであります。しかるにいろいろ向こうは言うわけでありまして、
園田さんの言っていることは正しいというようなことを言っております。しかし、大局的に何か
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解決をというような言葉が出ておるようでありますけれども、後世に問題を残さずに大局的な解
決というのはどういうことを意味されておるのかどうか、日本側はこの問題について向こうの言
う大局的解決というこういう策をとられるのかどうか、その辺について総理のお話をお伺いした
い、こう思います。 
○園田直 外務大臣 御質問の趣旨にちょっと私意見がございます。私は、委員会でも本会議
でも、尖閣列島は日本の固有の領土である、これは明々白な事実、これは言っておりますが、中
国は最近、これはわが方の領土であるという主張をして、その基本的な立場は違っているとはっ
きり言っているわけで、中国がこれを認めているとは一言も私は言っていないつもりでございま
す。 
○依田 委員 ですからこそ、私は、この問題については後世にいろいろ問題を残さないよう
に解決を図るべきだろう、こういうふうに思うわけであります。総理の御意見を伺わせていただ
きたい。 
○大平正芳 内閣総理大臣 どこか大変不都合が起こっているのでしょうか。日本が有効な支
配を続けておるわけでございますが、何か非常に支障がこれであるのでございましょうか。中国
に注意を喚起しなければいかぬことがあれば御指摘をいただきたいと思います。 
○依田 委員 そうしますと、向こう側の言っていることは日本側としては抗議とも何とも受
け取らない、こういうことでございましょうか。 
○大平首相 中国がどのようにおっしゃるか、一々それにコメントする立場にはございません
けれども、尖閣列島に関して従来から引き続き日本が有効な支配を遂げて、あそこは大変な漁場
でございまして、そこでみんな平穏無事に漁業に従事しておる海域なんでございまして、そうい
う状態であればそれ以上満足すべき事態はないのでないか。わざわざこれを取り上げるというこ
とが私には理解できません。 
 
(38)  1980 年 4 月 23 日 第 91 回国会 衆議院商工委員会議録第 18 号 
○山本幸一 委員（日本社会党） いまの答弁は、かいつまんで言うと、領土の帰属問題が容
易でない、したがって中間線の線引きも困難だ、こういう外交上の問題があるということですね、
一口で言うと。そうじゃないですか。ところが実際には、私が指摘するまでもなく、中国は日本
やメジャーと渤海のみならず黄海、珠江沖の探鉱開発にいま手をつけているわけですね。そうす
ると尖閣列島はその中間なんですよ。なぜその中間の尖閣列島に政府は消極的な態度をとってお
るのか、これが要するにいま御答弁のあった領土問題、中間線の線引き、ここに障害がある、こ
ういうふうに私どもは聞いております。この理屈はわかるのですが、これは外交上の議論にかか
わるので遠慮申し上げたいが、一言で言えば石油確保が重要だということになれば、私は領土問
題は日本民族にとって重要問題です。一日も早く日本の帰属であることが明らかになることを期
待しております。しかしながら、これには中国が発言しておるようにかなりの時間がかかること
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も間違いないのですね。石油問題は差し迫った緊急の問題です。したがって、ぜひひとつ、総理
はいわば領土問題と石油問題とは全く切り離して、そして共同開発をするんだという合意に向か
って積極的に取り組んでいただきたい。これをおやりになりますか。いまの答弁では、何か聞い
ているとおやりになるようにも聞こえたのだが、そういう姿勢でおやりになりますか。 
○大平正芳 内閣総理大臣 私どもの見ているところでは、中国側も石油、石炭の開発には非
常に熱心でございまして、同時に日本との協力でやりたいという気持ちも非常に強いものを持っ
ておりまして、渤海湾につきましては具体的になってきておりまするし、いまエネルギー庁長官
が申しましたように陸上の開発につきましても、数カ所問題として検討いたしておるようでござ
います。 
 それからちょっと言葉は、東シナ海、南シナ海という言葉、いま中国は必ずしもそういう言葉
を使っていないようでございますけれども、あの地域につきましても開発したいという気持ちを、
あなたがおっしゃるように中国側も持っておると思うのでございます。したがって、仰せのよう
なことをいまから中国と話をしてやれないことはないと思いますけれども、当面渤海湾を始めた
ばかりでございまするし、また、いま具体的に問題になっておるプロジェクトもいろいろあるよ
うでございまして、相当日中間におきましては開発問題について計画が進んでおるようでござい
ます。したがって、いま南の方についてやる仕事がないというような問題は問題ではないと私は
思っておるわけでございますので、やるべき時期、タイミングが熟しますならばそういう相談を
持ちかけてみるということに私はやぶさかでございません。 
○石野久男 委員（日本社会党） 総理にお尋ねしますが、いまの尖閣の問題でございますが、
山本委員からもお話しのように、総理の決断の問題でございますし、この問題はちょうど華国鋒
主席が来月来られますが、むしろ総理はそういうところで下話でもすることの必要性があるのじ
ゃないかと思いますけれども、総理にはその用意がございますかどうか、ひとつお聞かせ願いた
い。 
○大平 首相 いま、先ほどもお話がございましたが、日中間で石油あるいは石炭等で共同開
．．．．．．．．．．．．．．．．．
発の問題は大きな共通の課題になっているわけでございます。したがって、この問題を今度の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
華
．
国
．
鋒主席の訪日において触れないというようなことはあり得ないと思う
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のでございまして、いず
れにせよ早晩この問題についての討議を私どもは進めなければならぬと考えております。その場
合、どういう手順でやってまいるかという問題はございますけれども、この問題を回避すること
．．．．．．．．．．．
はできないと思っております。
．．．．．．．．．．．．．．
 
 
(39) 1984 年 5 月 9 日 第 101 回国会 衆議院外務委員会議録第 13 号 
○仲村正治 委員（自民党・新自由国民連合） 今日日中関係は、両国の国の体制の違いやあ
るいは政治形態の相違はあるにいたしましても、国交回復後、両国政府並びに両国民の相互信頼
の上に立って順調な足取りで進められていることは実に喜ばしいことでございますけれども、し
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かし日中間の問題がすべて解決したということではございません。鄧小平さんは日中国交回復に
当たって、小異を残して大同で進もうといったようなことを言われたわけでございますが、お体
に似合わず本当に大人という感を実感として持ったわけでございますけれども、時あたかも沖縄
県の尖閣列島海域で海底油田があるというようなことで、その開発問題がいろいろクローズアッ
プされたために、両国においてその領有権の主張がなされたわけでございます。このときに鄧小
平さんは、この議論は子孫に譲ろう、こういうことで棚上げの状態になっているわけでございま
すが、この尖閣列島について我が国としてどういう考え方を持っているのか、その点をひとつ外
務大臣からお聞かせいただきたいと思っております。 
○安倍晋太郎 外務大臣 尖閣列島が我が国固有の領土であることは疑いのないところであり
まして、我が国は従来より同諸島を有効に支配をしております。なお、尖閣
．．
諸島地域の開発につ
．．．．．．．．．
きましてはこれが専ら
．．．．．．．．．．
尖閣
．．
諸島に対する我が国の有効支配を誇示することを目的とするような
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ものととられかねないようなことについては慎重に対処する必要がある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、こういうふうに考えて
おります。 
○仲村 委員 この地域は沖縄県石垣市の字登野城二三九〇から二三九四番までの地番がちゃ
んと打たれているわけでございまして、以前は古賀さんという方の所有地であったわけですが、
その一部が最近栗原さんという方に売買されているわけであります。その中でも国有地が一筆あ
る、こういうことでございますので、今外務大臣がおっしゃったように、これがれっきとした我
が国の領土であるということには疑う余地もないと考えておりますので、中国に遠慮してかどう
か知りませんけれども、この海底油田開発の問題が今全く触れられないような状態になっており
ますが、この点を、領土権を明確にしないと恐らく開発計画は進められないのではないかという
点から、非常に心配をいたしておるわけでございますけれども、もし開発の件でいろいろと申請
者が出るというような事態になれば、政府としてはそのような対処の仕方をしてもらえるのかど
うか、その点をひとつ明確にしていただきたいと思います。 
○橋本恕 外務省アジア局長 先ほど外務大臣から御答弁されましたとおりに、また先生から
も御指摘ございましたとおりに、この尖閣列島が我が国の固有の領土であるということは明々
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
白々でございます。したがいまして、この事実
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、それからもう一つは、先ほども大臣がお触れに
なりましたけれども、また先生も御指摘になりましたとおりに、日中間は現在かつて見ないほど
．．．．．．．．．．．．．．
の非常に友好な関係にございますので、この日中友好協力関係を阻害しないという一つの前提、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
それからこの尖閣諸島があくまでも我が国の固有の領土であるという大原則、前提をうまく組み
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
合わせながら、この地域の資源開発につきましても、中国側とも協力すべきは協力し、また我が
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
国の立場を主張すべきところは主張する、こういうことでまいりたいと思います
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
 
(40) 1985 年 4 月 22 日 第 102 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 5
号 
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○仲村正治 委員（自民党・新自由国民連合） 尖閣列島の主権確立についてでありますが、
この問題について私は第百一国会でも取り上げましたところ、大臣の御答弁も、その地域が我が
国固有の領土であり、そして我が国は尖閣諸島を有効に支配しているということでございました。
しかし、私の質問の、同地域の海底油田開発についてはどうかということには、そのようなこと
をすれば、我が国がその地域の有効支配を誇示するようなもので、日中友好協力関係を阻害しか
ねないというような御答弁であったわけでございます。私は、中国に気兼ねしてその地域が開発
できないということは、やはりその地域の主権確立が十分なされてない、こういう考え方に立っ
ておるわけでございますが、その点についていま一度大臣の同地域に対する考え方を御説明いた
だければと思います。 
○安倍晋太郎 外務大臣 尖閣列島の領有権につきましては、中国が独自の主張を有しており
ますことは御承知のとおりであります。尖閣諸島が我が国固有の領土であるということは、歴史
的にも国際法上も疑いのないところでありまして、現に我が国はこれを有効に支配しております。
したがって、中国との間に
．．．．．．．．．．．．
尖閣
．．
諸
．
島の領有権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と
いうのが我が方の立場であります。我が国国内及び中国要路筋に、東海大陸棚石油資源につきま
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
してこれを共同で開発してはどうかという考えが存在することは政府としても承知をしている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ところでありますけれども、東海大陸棚の開発に関しまし
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ては、日中間の境界画定等の問題がご
．．．．．．．．．．．．．．．．．
ざいます
．．．．
。これらの問題につきまして中国側とも十分に意見交換を重ねる必要があると考えてお
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
るわけでございます。意見交換によらずしてこの問題を進めるということはなかなか困難ではな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いかと思っておるわけでございます
．．．．．．．．．．．．．．．．
。協議につきましてはまだ具体的な考え方は持っておらぬわ
けでございますが、今後中国側とも相談をしていく必要があるというふうに考えておるわけでご
ざいます。 
 
(41) 1988 年 11 月 8 日 第 113 回国会 参議院外務委員会会議録第 2 号 
○松前達郎 委員（日本社会党・護憲共同） 中国との問題の中に尖閣列島という問題があっ
たですね。これも実はソ連の方も発言しているんです。この尖閣列島の領有に関しては今どうい
うふうに合意されたり、あるいはどういうふうな状態でお互いに認識しているのか、これをちょ
っとお聞かせいただきたいんです。 
○斉藤邦彦 外務省条約局長 日本と中国がという御質問だとすれば、尖閣列島は我が国固有の
領土でございまして、我が国が実効的に支配をしております。したがいまして、尖閣
．．
列島という
．．．．．
のは、我が国にとりましては領土問題でも何でもなく、我が国が有効に支配している我が国の領
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
土の一部ということになる
．．．．．．．．．．．．
わけでございます。中国がどのように認識しているかという点につき
ましては、特段の発言も最近ございませんので必ずしも明確にそこを推しはかるわけにはまいり
ませんけれども、一時期におきましては、もちろん中国は尖閣列島は中国の領土の一部だという
主張をしておりますけれども、これは日中間では棚上げをしておこうというようなことを言った
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こともございます。 
○松前 委員 日本固有の領土であると日本側としてはそういうふうに考えている。中国は一
時期中国の領土であると言ったことがあるとおっしゃいましたけれども、そうじゃないとは言っ
てないんですね。ですから、恐らく外交的にはこれは一応棚上げしておこうということで合意を
されているんじゃないかと思いますが、そう解釈してよろしゅうございますか。 
○斉藤 局長 ただいま申し上げましたとおり、中国側は棚上げしておこうという考えを述べ
たことはございますけれども、我が国にとりましては尖閣列島は我が国が実効的な支配を及ぼし
ております我が国の領土の一部でございますので、棚上げというようなことは全く考えられない
ことでございます。したがいまして、棚上げするということについて日中間で合意があったとい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
うことは全くございません
．．．．．．．．．．．．
。 
 
(42) 1989 年 3 月 28 日 第 114 回国会 参議院外務委員会会議録第 2 号 
○矢田部理 委員（日本社会党・護憲共同） 伝えられるところによりますと、ソビエト側か
ら尖閣列島方式といいますか、日中国交回復に当たって領土問題の扱いが議論になった。尖閣列
島をああいう形で棚上げといいますか、本格的な解決を見ないまま日中国交回復をやったわけで
ありますが、これと同じような方式がソビエト側から話題に供されたというような報道だったか
と思うのですが、そんな経過はあったのでしょうか。 
○都甲岳洋 外務省欧亜局長 今回の平和条約交渉におきまして、作業グループの中におきま
していろいろと議論をいたした中で、ソ連側がこの問題について触れてきた経緯はございます。
そういうことで、日本はほかの国との関係では柔軟に対処しているのではないかという例として
この問題を挙げましたけれども、我が方としては、尖閣列島及び竹島につきまして、それぞれソ
連側が言っておりますような棚上げというような事実はないということで明確に否定いたしま
した。我々としましては、尖閣列島につきましても竹島につきましても領有権と帰属の問題を棚
上げにしたような事実はないということ、それからそもそも尖閣列島は我が国固有の領土で、現
に我が国の施政下に置かれているものであり、尖閣
．．
諸島を
．．．
めぐって解決すべき問題自体存在しな
．．．．．．．．．．．．．．．．．
い
．
ということで、棚上げ云々の問題が生ずる余地はないということを明確にいたしました
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
し、竹
島に関しても我が国の固有の領土として韓国の不法占拠に対して繰り返し抗議申し入れを続け
ており、また、定期的に海上保安庁の巡視船を竹島周辺水域に派遣して我が方の領有権の主張を
裏づけているところであって、棚上げ云々の指摘は全く当たらない
．．．．．．．．．．．．．．．．
ということをるる述べまして、
ソ連側の見解が誤っているということを明確に伝えた次第でございます。 
 
(43) 1989 年 12 月 1 日 第 116 回国会 衆議院内閣委員会議録第 5 号 
○塚田延充 委員（民社党・民主連合） 尖閣列島も我が国固有の領土であります。そして、こ
こは竹島と違いまして我が国の実効支配も現に及んでおります。この尖閣列島につきまして、中
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国との関係においてその領有権を棚上げにしたなどということは断じてあってはいけないと思
いますけれども、この辺の状況は中国との関係においていかがなっておりましょうか。 
○鈴木勝也 外務省アジア局審議官（説明員） 尖閣諸島につきましても、我が国の固有の領土
であるということは歴史的にも国際法上も疑いのないところでございます。さらに、先ほど先生
の方から御説明がございましたように、尖閣諸島につきましては我が国の実効支配が十分に及ん
でおる状況でございます。したがいまして、我が国の側から見れば領土問題というものはそもそ
も存在しないというのが政府の立場でございまして、いわゆる棚上げというようなことは毛頭ご
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ざいません
．．．．．
。 
 
(44) 1991 年 4 月 26 日 第 120 回国会 衆議院安全保障特別委員会議録第 6 号 
○柳井俊二 外務省条約局長 しばしば尖閣列島の問題が言及されるわけでございますが、これ
は我が国固有の領土でございますし、また我が国が現に実効的に支配している領土でございます
ので、我が国の立場からいたしまして領土問題があるということではございません
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。ましてや棚
．．．．．
上げということではございません
．．．．．．．．．．．．．．．
。 
 
 (45) 1995 年 12 月 12 日 第 134 回国会 参議院外務委員会会議録第 10 号 
○武見敬三 委員(自民党・自由国民会議)  尖閣列島周辺海域における最近の中国船籍の活動
状況についてであります。ことし五月十一日木曜日から五月十九日の金曜日、さらに五月三十日
火曜日から六月七日の水曜日に至る合計十八日間、中国船籍である向陽紅〇九号という海洋調査
船がおおよそ尖閣列島周辺海域から奄美大島沖に至る中間線のまさに内側の海域において調査
活動を行ったという事実はあったのでしょうか、お伺いしたいと思います。 
○坂正直 海上保安庁警備救難部長 先生今お話しのとおり、ことしの五月十一日から十九日
まで、それから五月三十日から六月七日までの延べ十八日間、東シナ海の日中中間線より日本側
に当たります宮古島の北方海域、ここで中国の海洋調査船向陽紅〇九がケーブルを曳航しながら
航走しているのを海上保安庁の巡視船及び航空機によって確認しております。 
○武見 委員 この向陽紅〇九の同海域における調査活動は事前に日本政府に対し了解を得た
ものであったのでしょうか、この点を外務省の方にお伺いしておきたいと思います。 
○加藤良三 外務省アジア局長 事前にそのような了解を求める行動はなかったと承知いたし
ております。 
○武見 委員 実際にそこで行われた海洋調査の内容はいかなるものであったのでしょうか。 
○坂 部長 現場におきましては、巡視船によって該船の追尾、監視を行っております。その
活動状況から資源探査と認められる活動を行いましたので、その点を外務省と協議いたした上、
該船に対して活動の中止を要求しております。これに対しまして、その時点では該船は巡視船か
らの中止要求を受け入れずに調査を続行したという状況でございました。 
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○武見 委員 調査を続行したわけでありますが、その活動状況について海上保安庁は、何日、
どの時点で外務省に連絡をとられましたか。 
○坂 部長（説明員） 最初、五月十一日に当庁の航空機によって視認しております。この活
動中の中国海洋調査船向陽紅〇九がどのような動きをしているか、その時点ですぐ外務省に通報
しておりまして、またその後も該船の動向につきまして適宜外務省に通報いたしてまいりました。 
○武見 委員 外務省はその連絡を海上保安庁から受け、その後どう対処したのでありましょ
うか。 
○加藤 局長 外務省としては、海上保安庁から通報をいただいてから、これを外交ルートに
のせまして処理をした経緯がございます。我が方からの申し入れに対しまして、中国側からは、
本件調査は一般的な科学調査であるといった趣旨の回答があったわけでございますけれども、い
ずれにいたしましても、しばらくの後この向陽紅〇九号は日中中間線の中国側、すなわち西側に
移動したという経緯があると承知いたしております。 
○武見 委員 そうすると、外務省は外交ルートを通じてこうした調査活動の中止を求めたわ
けですね。いかがでしょうか。 
○加藤 局長 外交ルートにおけるやりとりの詳細をここでつまびらかにするということは差
し控えさせていただきたいと存ずるわけでございますが、海上保安庁からの連絡をいただいて、
この事実関係を中国側に外交ルートで通報いたしますとともに、我が国の主権的な権利、国際法
上も認められている主権的権利が侵害されることのないようしかるべき形で申し入れを行って、
そしてそれが先ほど申し上げましたような結果につながったということでございます。 
○武見 委員 ところで、海上保安庁の巡視船がこうした調査活動の事実上の中止を通告した、
そうした過程で向陽紅〇九からの反応はいかなるものであったのでしょうか。 
○坂 部長（説明員） 中国の調査船からは、これは認められた海洋調査であるということで
調査を継続しております。 
○武見 委員 そうすると、海上保安庁からの通告、そして外交ルートを通じた事実関係の照
会にもかかわらず、その後五月三十日から再びこの海洋調査を行うために同海域に向陽紅〇九が
来て調査活動を行ったというふうに事実関係を理解してよろしゅうございますか。外務省にお聞
きしたいと思います。 
○加藤 局長 先ほど申し上げましたように、中国側からは本件調査が一般的な科学調査であ
るという趣旨の回答が最初あったわけでございます。 
 一般論でございますけれども、大陸棚というものを対象としない科学調査であれば、その上部
水域が公海であるということで、そのような調査に我が国の管轄権が及ばないということはござ
います。ただし、これは一般論として申し上げたわけでございます。 
 私どもは、海上保安庁からの連絡をいただき、その事実を直接に率直に中国側に伝えまして、
そして我が国の主権的権利が侵害されることのないよう措置をとったと。そのやりとりの詳細は
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明らかにするのを差し控えさせていただきたいと思いますけれども、結局、後日この船は現場海
域を離脱して中国側の海域へ去ったという経緯がございます。 
○武見 委員 実際に日本側の通告や外交ルートを通じた照会によってこの向陽紅〇九が同海
域から去ったというふうに理解するのか、あるいはそうではなくて、これを無視して引き続き当
初の活動を全部やり続けた後で同海域を出ていったのか、その判断は改めて検討する余地がある
ように思います。 
 次に、この海域におきまして日本の企業四社が鉱区の開発権を獲得するために出願をしている
というふうに聞いておりますが、事実でありましょうか。 
○加藤 局長 そのような要請があると承知いたしております。（中略） 
○武見 委員 こういう状況というのは非常に理解しがたい状況でございまして、国内企業に
対しては同海域の地質調査等は認めないで、事前の了解もなく中国船籍の海洋調査船が来て同海
域で調査をするのは事実上それを受け入れるような、そういう対応と受け取られかねないように
も思いますけれども、この点はいかが御了解しておられるのでしょうか。 
○加藤 局長 そのような対応の仕方を政府として行っているとは考えておりません。例えば
向陽紅〇九号にいたしましても、これが事実上その調査をするのを黙認したということではなく
て、正当な手続というものを政府として踏んで、その結果、当該船舶が現場を離脱するというよ
うな効果に結びついたということであろうと思います。例えば、今後中国船が同じような活動を
する、同じような事態が生じたという場合には、個別具体的にその活動内容を把握した上でしか
るべき対応を行うということがやはり筋道ではなかろうかと思っておりまして、政府としてはそ
ういう筋道に沿った対応をしているつもりでございます。 
○武見 委員 私が非常に心配しておりますのは、こうした海洋調査等を積み重ねる形で既成
事実というものが中国側にとって有利に組み立てられていくことを大変に恐れているわけであ
りまして、こうしたことをやはり政府間において厳格にきちんと協議をしていただいて、このよ
うなことが今後起こらないように強くきちんとした対処をしていただきたいと考えているわけ
であります。 
 そこで、実際にこの状況を理解する上で、こうした向陽紅〇九が調査した海域、それを日本は
どのように国際法上認識をした地域であるかというお尋ねに移っていくわけであります。 
 いわゆる経済水域というふうに日本は同地域を認識しておられると思うわけでありますが、こ
うした経済水域というのはおおよそ二百海里認められているというふうに私は理解しておりま
す。また他方、大陸棚の権益の場合に関しましては、大陸棚に沿って最大三百五十海里まで経済
水域が認められるというふうに理解をしております。したがって、日中間の同海域におきまして
は、明らかに日本の主張する経済水域と中国側の主張する経済水域が大きく重複する海域が出て
くることになるわけでありますが、この場合、どのような解決の仕方があるのか、お尋ねしたい
と思います。 
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○加藤 局長 最初に、ちょっと事実関係について若干の整理をさせていただきたいと思いま
すが、東シナ海と申しますか、日中の関係について申し上げますと、排他的経済水域については
日中両国ともこれを設定しておりません。 
 日本の場合、明年の通常国会に海洋法条約を提出することを目途に準備を進めております中で、
この排他的経済水域についての問題は国内関係者の御意見というものを念頭に置きながらさら
に検討を進めるという段取りになると思います。 
 他方、大陸棚につきましては、排他的経済水域と異なりまして、沿岸国による特段の設定行為
を必要としないまま現に存在しているというわけでございます。当海の大陸棚は我が国と中国大
陸との間に存在する一つの大陸棚でございますわけで、日本といたしましては、相対する国の間
における大陸棚の境界画定は中間線原則によるべきであるという主張をしておりますことは御
承知のとおりでございます。 
○武見 委員 中間線領域と申しましても、その設定は相当に困難なプロセスがあるというふ
うに伺っております。この日中間の中間線について、一応日本側としてそうした主張すべき中間
線を既に設定しておられるのか否か、その点についてお伺いしたいと思います。 
○加藤 局長 委員が御指摘のとおり、日本側は中間線の議論を主張しております。これに対
して、中国側は大陸の自然延長に基づく大陸棚の幅員ということを主張しておりまして、両者の
主張は一致しておりません。しかし、日本と中国の間にもいろいろと意見交換の場があるわけで
ございまして、このような意見交換の場を通じて相互の立場は理解し合っているというのが現状
でございます。 
○武見 委員 そういたしますと、日中の両国政府間において、東シナ海における経済水域及
び大陸棚等に関する政府間協議というものは行われているのでありましょうか、また過去に行わ
れたという事実はあったのでありましょうか。 
○加藤 局長 厳密に国連海洋法条約の国会提出に伴う排他的経済水域の設定にかかわる問題
ということにつきまして、日中間で正式の協議というものが行われたということはございません
が、他方、いろいろな機会をとらえてそのような協議につながる意見交換ということは私たちと
しても既に行っているところでございます。 
○武見 委員 一九九二年の五月ごろと承っているわけでありますけれども、中国側がこの東
シナ海において鉱区を国際入札に出したという事実があったと思います。このときに、中国側が
国際入札に出した鉱区の一部が日本側の主張する中間線を越した海域までをも含んでいたとい
う経緯があったと聞いておりますが、事実でありましょうか。 
○加藤 局長 ある時点においてそのような事実があったと承知いたしております。 
○武見 委員 外務省はこのときにはどのように対処されましたか。 
○加藤 局長 外務省といたしましては、そのはみ出しという事実があることが判明いたしま
してから、九三年一月、中国に対してそのはみ出し部分というものを入札の対象から外すように
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申し入れをいたしました。それで、その三月に当該はみ出し部分、日本側の海域に我々から見れ
ばはみ出した部分を契約の段階において除外することで収拾したという経緯があると承知いた
しております。 
○武見 委員 このときに日中両国政府間において、部分的にということがあったかもしれま
せんが、中間線の設定について交渉に入ることを合意したという事実はあったのでしょうか。 
○加藤 局長 今の御質問についてでございますが、私、その間の事実関係をただいまつまび
らかにいたしません。 
○武見 委員 私が理解している限りにおいては、このとき政府間の交渉を行うということで
合意が一時的に成立をしたというふうに伺っております。ただし、それがその後うやむやな形で
途切れておりまして、実質的にはそうした政府間交渉が行われていなかったというふうに私は理
解をしております。この点について私は、なぜそうした中間線の設定について政府間協議を継続
して行わなかったのか、それが非常に理解に苦しむところですが、この点についてお伺いしたい
と思います。 
○加藤 局長 そのようなものを正式な協議と位置づけるかどうかの問題は別にいたしまして、
先ほど私からも申し上げましたように、一貫して中国との間に意見交換ということが行われてい
ることはまた事実でございます。例えば最近においては、ことしの六月に日中の外交当局の課長
レベルでそのような点を含む意見交換が行われております。 
○武見 委員 現在このように向陽紅〇九の海洋調査等の問題も出てきているわけであります
が、今後こうした中間線設定に向けての政府間協議というものは日本政府として積極的に働きか
けて行う予定があるのでありましょうか、その点をお聞きしたいと思います。 
○加藤 局長 いずれにいたしましても、排他的経済水域の設定ということに伴いましてその
ような協議が必要になることは明らかであると思います。 
○武見 委員 そうすると、実際にはまだ行われていないけれども、これからは行うという基
本姿勢と了解をしてよろしいわけでございますね。 
○加藤 局長 はい。今までのような、時には非公式な意見交換といったようなものを踏まえ
つつ、これを協議というものにつなげていくということであろうと思っております。 
○武見 委員 それから、こうした尖閣列島周辺海域における中国船籍の諸活動等に関しまし
て十分にその情報が開示されておらず、なかなか国民世論の知るところにはなっていないように
思うわけでありますが、外務省としてこうした案件についての写真あるいは海図等々の資料につ
いて公開する意思をお持ちでありましょうか否か、お聞きしたいと思います。 
○加藤 局長 具体的な御要請をいただいた上で、私どもとしてケース・バイ・ケースに判断
してお答えを差し上げるということになろうかと思います。 
○武見 委員 私は、こうした案件について、ただやみくもに国民を刺激するような情報の開
示というもので世論を感情的にしてしまうことは決して得策だとは思いません。しかし、こうし
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た事実関係について国民世論に対し最低限知らしむるということは、やはり今の日本を取り巻く
諸状況がどういうふうな状況であるかということを理解させる上で極めて重要だと思います。 
 特に尖閣列島の領有権問題に絡むこうした案件について、いわばタブー視するような形で報道
が行われないというようなことがもし事実であったとするならば、これは甚だ残念だと思うので
ありますが、外務大臣、この点はどのように御了解されているでしょうか。 
○河野洋平 外務大臣 日中関係の重要性にかんがみれば、こうした問題について両国は静か
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に理性的な話し合いを行う必要があると思います。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
 他方、先ほども申し上げましたように、国民
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
の皆様に対しては正しい情報の提供というものも
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
また必要であろうかと思います。今まさに議員がお話しになったように、感情的になるというこ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とがあってはならないと思います。理性的に判断なされるということに我々は大いに努力をする
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
必要があるだろうと思っております
．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
○武見 委員 最近の中国の状況を見ておりますと、一九九二年に中国の領海法におきまして
尖閣列島や南沙群島、西沙群島を中国領と明記したという事実がありましたが、これに対しては
外務省はどのように対応されたのでありましょうか。 
○加藤 局長 その当時、この問題につきまして外交ルートを通じ申し入れを行っております。 
 
(46) 1996 年 2 月 19 日 第 136 回国会 衆議院予算委員会議録第 15 号 
○川島實 委員（新進党） 次に、尖閣諸島においての、中国と東シナ海の資源問題でいろい
ろ領有権の争いが続いておるわけでございます、これは我が国だけでございませんけれども。そ
のこともあわせて、竹島問題も同じことが言えるわけでございますけれども、このことについて
も外務省は、大臣は同じような扱いで行うつもりでおりますか。 
○池田行彦 外務大臣 尖閣列島につきましては、我が国の立場は、これは歴史的な経緯から
いいましても、また国際法上からいいましても、我が国固有の領土であり、また、現にその地域
を我が国が有効に支配している、こういうことでございますので、我が国としては、そもそも中
国との間において尖閣列島をめぐる領有権の問題は存在しない、こういう立場をとっているとこ
ろでございます。 
 もとより政府として、対中国との関係を大切にしまして、友好関係全般を維持していかなくち
ゃいけないというのは当然のことでございます 
○川島 委員 我が国の立場は私も理解できるんですよ。しかし、相手がそれを認めようとし
ない。特に中国の場合でも、一九九二年の二月に領海及び接続水域に関する法律を採択をしてこ
の領有権を主張しているわけですね。この違いが、やはりお互いが思い込みで友好だけを念願に
してきちっとした交渉がなされていないからこのことがきちっと処理できないと考えているわ
けですけれども、私の考えでいることは間違っておるでしょうか。 
○池田 外相 先ほども御答弁申し上げましたように、尖閣列島につきましては、我が国は、
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歴史的にも国際法上も我が国固有の領土であるし、現に有効に支配しておる、したがって中国と
の間にはこの地域をめぐる領土問題はない、こういう立場でございますので、そのことをめぐっ
ての交渉云々ということは起きてこない、こういうふうに考えておるわけでございます。 
 ただ、中国との間におきましても、海洋法条約の締結を踏まえまして、漁業等についての新し
い秩序を考えていかなくちゃならぬ、こういう問題は存在するところでございます。 
○川島 委員 既に過去にも、中国の、島へ自国の旗を立てたとか、船が着ける接岸施設をつ
くったとか、それから石油の試掘をやって埋蔵量を探索したとか、いろいろ議論が出ております
し、石油資源が出てから、あの辺、東シナ海は非常に豊富なところと世界的に注目を集めておる
ところでございますので、いろいろ我が国ともこれから問題になってくるところだと考えている
のですが、その受けとめ方はいかがなんですか。 
○池田 外相 繰り返しの御答弁になりますけれども、私どもは、中国との間で領有権をめぐる
問題は存在しない、こう考えております。 
 ただ、先ほども申しましたが、海洋法条約の締結ということになりますと、漁業その他の資源
をめぐっていろいろ話し合っていかなくちゃならない面は出てくるだろう。これは単に領有権だ
けではなくて、例えばその区域をいろいろ考えます場合に、どういうふうな海洋法の理論に立つ
かというようなこともいろいろあるわけでございます。そういった点につきましては、これから
中国との間におきましてもいろいろ話し合いを進めながら、現実的かつ適切な解決の方途を見出
してまいりたい、こう思います。 
いずれにいたしましても、そういった話し合いにおきましても、両国の友好関係というものを
大切にしてまいる、これを基本に考えてまいります。 
 
(47) 2010 年 10 月 21 日 第 176 回国会 衆議院安全保障委員会議録第 2 号 
○神風英男 委員（民主党・無所属クラブ） ちょっと話をさかのぼって考えてみたいんです
が、一九七二年に日中国交正常化というものが行われ、その際に、両国はこの尖閣諸島の問題に
関して認識の違いを持ちながら、当時、鄧小平副首相が棚上げというものを提案された。そして
また、七八年の日中平和友好条約締結の際にも、鄧小平副首相が、我々の世代は知恵が足りない、
次の世代はきっと賢くなるであろうということで、いわばこの問題というのを先送りにしてきた、
棚上げにしてきたわけであります。ただ、この発言というのは、日中両国間でそれぞれ認識、と
らえ方の違いというのがあるのであろうと思いますが、これはそれぞれどう認識がされていて、
また現在この発言というのは生きているのかどうか、継承されているのかどうか、その点を伺い
たいと思います。これは外務大臣に。 
 ○前原誠司 外務大臣 お答えいたします。申し上げるまでもありませんが、尖閣諸島が我が
国固有の領土であり、国際法上にも歴史上にも問題がないということは当然のことでございまし
て、東シナ海には領有権問題は存在しないという前提でお答えをいたしますが、一九七八年十月
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二十五日に、当時の鄧小平副総理が日本記者クラブの内外記者会見談話で話をしたことについて、
少し引用させていただきます。 
 尖閣列島を我々は釣魚島と呼ぶ。呼び名からして違う。確かに、この問題については双方に食
い違いがある。国交正常化の際、双方はこれに触れないと約束した。今回、平和友好条約交渉の
際も、同じくこの問題に触れないことで一致した。中国人の知恵からしてこういう方法しか考え
られない。というのは、この問題に触れると、はっきり言えなくなる。確かに一部の人はこうい
う問題をかりて中日関係に水を差したがっている。だから、両国交渉の際はこの問題を避ける方
がいいと思う。こういう問題は一時棚上げしても構わないと思う。十年棚上げしても構わない。 
 こうおっしゃっているわけでありますが、これは鄧
．
小平
．．
氏が一方的に言った言葉であって、日
．．．．．．．．．．．．．．．．．
本側が合意をしたということではございません。したがいまして、結論としては、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
棚上げ
．．．
論につ
．．．
い
．
て中国と合意したという事実はございません
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
○神風 委員 日本としては、合意がないという立場であろうと思います。ただ、当時大平内
閣のもとで、当時の沖縄開発庁が調査団を尖閣諸島に派遣した、この調査に関して、中国が、鄧
小平副首相との合意に反するという抗議があったわけであります。これを受けて、衆議院の外務
委員会において、当時の園田外務大臣がこのように述べられている。 
 日本の国益ということを考えた場合に、じっとして今の状態を続けていった方が国益なのか、
あるいはここに問題をいろいろ起こした方が国益なのか、私は、じっとして、鄧小平副主席が言
われた、二十年、三十年、今のままでいいじゃないかというような状態で通すことが日本独自の
利益からいってもありがたいことではないかと考えます。 
 こういうように述べられているわけでありまして、いわば棚上げ状態にしておくことが日本の
国益にも合致するんだというような趣旨のことを当時の園田外務大臣が述べられ、また、いろい
ろその当時の議事録を拝見しますと、大平総理も同じような立場に立っているようであります。 
 続いて、お伺いをします。中国が一九九二年に領海法というものを制定した。尖閣諸島が自国
領であるということを宣言し、さらには、二〇〇九年には海島保護法というもので国有化を明記
しているわけですが、この領海法が制定されたときに日本側としてはどういう対応をとられたの
か、その点を伺いたいと思います。 
○前原 外相 まず、一九九二年に中国が採択をした領海及び隣接区域法でございますが、こ
れは、我が国固有の領土である尖閣諸島を中国の領土として規定するものであり、我が国として
は絶対に受け入れられないものであり、したがって、同法制定後速やかに、東京及び北京におい
て、中国側に対し抗議の申し入れを行ったということでございます。 
 もう一つの、二〇〇九年に中国が採択した海島保護法でございますが、これは、主な目的とし
ては、海島の生態環境保護、国家海洋権益の維持、保護等を挙げております。同法において尖閣
諸島への直接の言及があるわけではありませんが、同法の運用に関しまして一定の懸念がありま
したので、その旨を北京にて中国側に伝達しております。 
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○神風 委員 一応の抗議をしているということはわかるわけでありますが、これも、やはり
当時の外交青書を見ますと、括弧書きで一行だけ、その抗議文が書かれている。「（日本固有の領
土である尖閣諸島の領有権に言及、日本は直ちにこれに強く抗議し、是正を求めた）」この一文
があるだけであります。 
 また、この領海法の制定を受けての、当時の宮沢総理と江沢民総書記のときの会談においては、
宮沢総理が、この問題が日中関係の大局に影響を及ぼすことがないようにすべきだと述べて、中
国側に善処を要請した、これに対して、当時の江沢民総書記が、同問題を棚上げする中国側の方
針に変更のないことを強調したということでありまして、当時から既に、この問題というのはボ
タンのかけ違いというか平行線のまま進んできているわけであります。そうしたことを考えると、
本当であれば、この七八年の日中平和友好条約の締結の際に、もう少し日本側の方がこの問題に
対して毅然とした態度というのか、白黒をもう少しはっきりつけるような措置をとっておくべき
であったのではないかなと思うわけでありますが、それはそれとして、今こういう状況で、ある
意味で長いこれまでの経過の中で、いわば、両国間にこの問題に関して暗黙の了解のようなもの
が存在していたことは恐らくあるのであろうという感じがしております。 
 そういう中で、今回の衝突事案を振り返って考えてみますと、恐らく中国側として見ると、何
でこんなに日本は今回強硬な態度をとるんだろうかという思いがあったのであろう。日本では、
なぜ中国側がという思いがあるんですが、逆に、恐らく中国側として見ると、なぜこれほど日本
の方は強硬に出てくるんだという思いがあったのではないかなと思うわけであります。 
 そこで、これは外務大臣に伺いたいわけでありますけれども、今回の一連の対応をとるに当た
って、いわばこれまで七八年の当時から続いてきた、日本側は正式にはこれは続いていないとい
うか存在しないわけでありますが、恐らく中国側はそういう形であった。これは暗黙の了解であ
りますから、正式には何もない、存在していないということになりますけれども、いわば暗黙の
了解という形で存在したやに見える。そういうこの暗黙の了解を、今回その一線を越えるんだ、
あるいはこの暗黙の了解を修正するんだという思いがおありになったのか、そういう認識の中で
今回の対応をとられたのかどうか、あるいは現時点でも結構ですが、その認識のところをお伺い
したいと思います。 
○前原 外相 先ほど答弁をいたしましたように、鄧小平氏の棚上げ論については、我々は合
意をしていないというものであります。これは確認をさせていただいた上で申し上げれば、中国
の反応について我々はコメントする立場にありません。しかし、あの海域というのは、神風理事
も御承知のとおり、漁場でありまして、頻繁に、我が国の漁船のみならず中国や台湾の漁船もた
くさん来ている。海保は常に、領海に入ってきた漁船を追い出すというか誘導して、入ってきて
も、別にそれですぐに逮捕するとかそういうことはしてこなかったわけです。立入検査というの
は日常的にやっておりますけれども、それまででありました。 
 今回は、ある中国の漁船の船長がいわゆる警告を無視して体当たりをしてきたという悪質な公
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務執行妨害事案であったということで、日本の法律に基づいて対応させていただいた、こういう
ことでございます。 
○神風 委員 この問題というのは、まさに暗黙の了解であります
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ので、こういう場でなかなか
．．．．．．．．．．
コメントできない部分もあろうかなと思っております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が、ぜひ引き続き毅然たる対応をお願い
したいと思います。 
 
 
 
